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はじめに 

 

「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法」

（平成 25 年法律第 95 号。以下「基本法」という。）が公布・施行されて以来 10 年目を迎え

る。 

その間、近年の災害から得られた教訓や社会経済情勢の変化等を踏まえ、「国土強靱化基

本計画」（平成 26 年６月３日閣議決定。以下「基本計画」という。）を平成 30 年 12 月 14 日

に見直し、中長期的な目標や施策分野ごとのハード・ソフトに渡る推進方針を明らかにした。

また、重要インフラの緊急点検等の結果を踏まえた「防災・減災、国土強靱化のための３か

年緊急対策」（平成 30年 12月 14日閣議決定。以下「３か年緊急対策」という。）に基づき、

特に緊急に実施すべきハード・ソフト対策を集中的に実施する等、事前防災により国民の生

命と財産を守る国土強靱化の取組を政府一丸となって推進してきた。さらに、「防災・減災、

国土強靱化のための５か年加速化対策」（令和２年 12 月 11 日閣議決定。以下「５か年加速

化対策」という。）を策定し、引き続き国土強靱化の取組の更なる加速化・深化を図ること

としている。 

国土強靱化の取組を円滑かつ着実に推進するためには、基本計画や５か年加速化対策を踏

まえるとともに、大災害の教訓を踏まえて当該年度に実施すべき主要施策を明示し、定量的

な指標により進捗状況を把握・管理し、施策の充実を図るという PDCA サイクルを更に充実

させることが必要である。 

このような観点から、これまでも平成 26 年度以降毎年度「国土強靱化年次計画」（以下

「年次計画」という。）を策定してきたところであり（平成 26 年度から平成 30 年度までは

「国土強靱化アクションプラン」として策定していたものを令和元年度に改称）、国土強靱

化の加速化・深化に対応すべく、PDCA機能の強化に加え、地方・民間・国民など国土強靱化

を担う様々な主体に対する情報発信機能の充実を図るため、「国土強靱化年次計画 2022」を

策定する。 
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第１章 2022年度（令和４年度）の国土強靱化の取組について 

 

１ 年次計画2022の策定及びこれに基づく施策の推進 

（１）年次計画策定の趣旨 

平成 30 年 12 月の基本計画の変更後、３か年緊急対策や５か年加速化対策が策定され、

国土強靱化は加速化・深化する段階に入っている。 

国土強靱化の取組を効果的・効率的に展開するためには、基本計画で定められた 45 の

「起きてはならない最悪の事態」を回避するための施策群であるプログラムを不断に見直

し、必要に応じて新しい施策等を追加するとともに、施策の進捗管理を徹底することが重

要である。また、５か年加速化対策は、更なる加速化・深化を図る取組について、中長期

の目標、事業規模の目途等を定めており、その進捗状況のフォローアップを定期的に行い、

目標の達成度合い等を把握・管理することは、国土強靱化の取組を更に次の段階に進める

上でも重要な土台となるものである。 

こうしたことから、毎年度、おおむね向こう１年間に取り組むべき具体的施策を企画・

計画（Plan）、優先順位を付けて計画的に実施（Do）、重要業績指標、ベンチマーク指標等

を活用して結果を評価（Check）、その上で、進捗状況に応じた修正、必要な新規施策の追

加等の改善（Action）を行い、次年度につなげるという PDCA サイクルを活用した国土強

靱化の取組のスパイラルアップが必要である。 

このため、基本計画第４章３（１）のとおり、年次計画を策定し、各プログラムの推進

方針に進捗管理のための定量的な指標を加えた推進計画及び各プログラムの推進のために

当該年度に取り組むべき主要施策等を示す。さらに、令和３年７月１日からの大雨及び令

和３年８月の大雨などの被害を踏まえ、国土強靱化の取組をパワーアップさせるとともに、

ハード・ソフトを組み合わせた対策を総動員できる態勢を整えていく。その上で、今後も、

基本計画に基づき、必要な予算を確保し、オールジャパンで防災・減災、国土強靱化を進

め、国家百年の大計として、災害に強いふるさとを創り上げていく。 

年次計画の策定に当たっては、国土強靱化の取組を広くわかりやすく伝える広報・普及

啓発ツールとしての機能の強化・充実も併せて図ることとする。 

 

（２）プログラム推進のための施策の充実・強化 

基本計画の見直しを踏まえた年次計画 2021 策定以降の施策の進捗、５か年加速化対策、

令和３年７月１日からの大雨及び令和３年８月の大雨等において新たに判明した災害の教

訓、近年の災害時に課題となっているサプライチェーンの強靱化等を踏まえ、各プログラ

ムについて新しい施策を追加するなど施策の充実・強化を行い、第２章の各プログラムの

推進方針に基づき同章の主要施策及び（別紙１）分野別施策一覧に取りまとめた 443 の施

策に取り組む。 

プログラムの推進に当たっては、施策の重点化・優先順位付け、ハード対策とソフト対

策の適切な組合せ、国・地方公共団体・民間等との連携等に留意することとし、特に、国

土強靱化に資する民間の投資や取組の促進、地方公共団体の取組への支援を通じた地方創

生につながる地域の強靱化の推進、国土強靱化における国際貢献等については、以下を踏

まえて推進する。 

 

１）５か年加速化対策の推進 

近年、気候変動の影響により気象災害が激甚化・頻発化し、南海トラフ地震、日本海

溝・千島海溝周辺海溝型地震、首都直下型地震等の大規模地震の発生が切迫している。ま

た、高度成長期以降に集中的に整備されたインフラが今後一斉に老朽化するが、適切な対
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応をしなければ負担の増大のみならず、社会経済システムが機能不全に陥るおそれがある。

このような危機に打ち勝ち、国民の生命・財産を守り、社会の重要な機能を維持するため、

防災・減災、国土強靱化の取組の加速化・深化を図る必要がある。また、国土強靱化の施

策を効率的に進めるためにはデジタル技術の活用等が不可欠である。 

このため、令和２年 12 月に５か年加速化対策を策定し、①激甚化する風水害や切迫す

る大規模地震等への対策、②予防保全型インフラメンテナンスへの転換に向けた老朽化対

策、③国土強靱化に関する施策を効率的に進めるためのデジタル化等の推進の３分野につ

いて国土強靱化の取組の更なる加速化・深化を図るため、ダムの事前放流の推進や遊水地

の整備などによる流域治水対策、道路橋梁や学校施設などの老朽化対策、ITを活用した道

路管理体制の強化対策、防災気象情報の高度化等の 123 の対策について中長期の目標を定

め、令和３年度から７年度までの５年間で、重点的かつ集中的に取り組むものである。 

５か年加速化対策については、全体でおおむね 15 兆円程度の事業規模（財政投融資の

活用や民間事業者等による事業を含む）を目途とし、123 の対策ごとに設定した中長期の

目標の達成に向けて個別の対策項目の進捗状況を把握・管理する。 

具体的には、第３章に記載するとおり、２年目となる令和４年度までに累計約 7.2 兆円

を確保することとしている。５か年加速化対策の実施に当たっては、適正な積算の実施や

工期の設定、施工時期の平準化や地域の実情を踏まえた適切な規模での発注等に努めると

ともに、複数年にわたるような大規模な事業等を円滑に実施できるよう、国庫債務負担行

為の柔軟な活用等を推進する。 

 

２）地域の強靱化の推進 

国土強靱化を効果的に進めるためには、全ての都道府県、市区町村において、それぞ

れの地域が直面する大規模自然災害のリスク等を踏まえて策定した国土強靱化地域計画

（以下「地域計画」という。）に基づき、地域の強靱化に総合的かつ計画的に取り組むこ

とが不可欠である。また、このような地域の強靱化は、事前防災の取組により被害を最

小化することで地域住民の生命と財産を守るのみならず、経済社会活動を安全に営める

ことで地域の経済成長、持続的な発展にもつながるものである。このため、国と地方公

共団体及び地方公共団体相互における十分な情報共有・連携を確保するとともに、統

括・調整機能の向上や強靱化を担う人材の育成など地方公共団体等における組織体制の

強化、地域計画の策定・改訂及び地域計画に基づく取組への支援の強化により、地域の

強靱化の一層の推進を図る。 

 

① 地域計画に基づく取組の促進 

平成25年の基本法制定以降、地方公共団体が国土強靱化を進める第一歩となる地域計

画の策定への支援・促進を図ってきた結果、令和４年５月１日時点で全ての都道府県及

び全国の約97％にあたる1,688市区町村で地域計画の策定が完了した。今後は、未策定

市区町村における早期の計画策定を図るとともに、全国の地方公共団体において、策定

された地域計画に基づき、効率的・効果的に強靱化の取組を図っていく必要がある。 

一方で、地域の強靱化は長期間にわたって取り組んでいく必要があることから、地域

計画は一度策定したら終了ではなく、強靱化の取組を実践していく中で得られた知見や

計画策定後に発生した自然災害による被害の状況、自然災害にかかる最新の学術的な知

見に加え、５か年加速化対策の策定など国における国土強靱化の取組等を踏まえ、PDCA

サイクルにより必要な場合には速やかに見直しを行い、地域計画の実効性の維持・向上

に不断に取り組んでいくことが重要である。また、地域の強靱化はハード・ソフト両面

にわたる施策を総動員して取り組んでいく必要があるが、とりわけソフト施策を実効性

3



 

 

あるものとするためには、住民、民間事業者等が強靱化の必要性・重要性を「自分事」

として捉え、主体的に取り組んでいくことが不可欠である。このことから、地域計画に

は、全ての主体にとって共通の目標となる「目指すべき将来の地域の姿」を明確に定め

るとともに、その達成に必要となる取組をハード・ソフト両面から列挙していく必要が

ある。その上で、近年の自然災害の激甚化・頻発化等も踏まえ、短期的・中期的な目標

を掲げ、その実現のために「いつまでに」「どこで」「誰が」「どのような」対策を講じ

るのかを、地域計画に明確に位置づけておくことが極めて重要である。 

以上を踏まえ、関係府省庁、都道府県等と適切に連携しつつ、地域計画が未策定の市

町村に対し、計画が早期に策定されるよう、引き続き支援を行うとともに、実効性を向

上させるための地域計画の内容充実及び地域計画に基づく取組の促進が図られるよう、

重点的な支援を実施する。 

具体的には、地域計画策定体制の構築から策定までの基本的な進め方や計画に定める

内容、計画の推進を図るための PDCA サイクルの実施方法等を示した「国土強靱化地域

計画策定ガイドライン」（以下「ガイドライン」という。）について、地域計画の改訂を

行う地方公共団体が活用するに当たってより有用なものとするため、地域計画の内容充

実、実効性の向上を図る上で重要と考えられるポイント、留意すべき事項にかかる記載

等を充実させたものに見直しを図っていく。また、先述のとおり地域の強靱化は、自

助・共助・公助を適切に組み合わせ、民間事業者、住民一人一人の理解の下、それぞれ

が主体的に行動する必要があることから、地方公共団体との災害協定の締結等により民

間事業者が地域防災力の向上に貢献している事例、地域計画の改訂や強靱化の取組に住

民が積極的に参画している事例等、参考となる事例をガイドラインに掲載するなどによ

り、取組の普及・啓発を図っていく。さらには、内閣官房の職員が地方公共団体へ直接

出向くなどにより、首長・職員等を対象とした説明会（出前講座）を積極的に実施し、

地域計画に関する基礎知識やガイドラインの記載内容等をより詳しく解説するほか、個

別相談に対応するなど、引き続ききめ細かく支援を行う。これに加え、関係府省庁（地

方整備局や地方農政局等の地方支分部局を含む）とも連携し、市町村が地域計画の検討

を行うに当たって設置する委員会等に都道府県等とともに積極的に参画し、地域計画の

内容充実を図ることの重要性等のほか、各機関における強靱化関係施策の実施予定・内

容について詳細に説明を行うこと、各機関が所掌する施策の検討に当たって助言を行う

こと等を通じて、各機関の連携・協働体制を構築し、地域計画に関連する計画等も含め、

市町村の検討実施にかかる負担を極力抑えながら、地域の強靱化の効果を最大限発揮で

きるよう支援する。 

関係府省庁所管の交付金・補助金による支援についても、地域計画に実施箇所等が具

体的に明記された事業への重点化を進めること等により、地域計画の実効性向上、内容

充実を促進していく。その支援の内容等については、早期に分かりやすく示すことによ

り、地域計画の円滑な策定・改訂及び地域計画に基づく取組の推進につながるようにす

る。 

以上のような地域計画の策定・改訂や地域計画に基づく取組に対する支援を行うこと

により、地方公共団体を中心とした地域の強靱化を一層推進する。 

 

② 地域の強靱化の支援 

豪雨災害に際して、市町村が適時的確な対応を取ることができるよう、「令和３年７

月からの一連の豪雨災害を踏まえた避難に関する検討会」の報告を踏まえ、国・都道府

県や気象の専門家などが技術的な助言を行う等により、市町村における避難情報の発令

を支援する取組を進める。また、国、地方公共団体等との相互連携の下、応援職員等を
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迅速、的確に受け入れて情報共有や各種調整等を行うための体制（地方公共団体におけ

る受援体制）の構築促進、発令の判断から情報発信までの災害対応業務を支援するシス

テムの構築、災害情報の共有等を通じ、市町村に対する適切な支援を行う。市町村を越

える広域避難においては、避難先の確保や避難者の受入れの協議、避難情報の発令判断

など、市町村のみでは対応が難しい場合があり、市町村間の総合調整を担う都道府県の

取組が重要となることから、都道府県の地域計画の改訂時等に、広域防災における都道

府県の役割について十分に検討するよう促進する。 

なお、国土強靱化による地域の防災力と災害対応力の向上は、地域の安心・安全感を

高めることで投資を呼び込み、さらには地域の持続的な発展に貢献するものである。そ

れゆえ、国土強靱化の取組と地方創生の取組は、双方とも同じく、地域の豊かさを維

持・向上させるという目的を有する。このため、東京一極集中からの脱却等の課題につ

いて、企業版ふるさと納税のより一層の活用促進など地方創生の取組とも連携しながら

「自律・分散・協調」型国土構造の実現に向けて国土強靱化の観点から取組を推進する。 

 

３）官民連携の促進と「民」主導の取組の活性化 

国土強靱化を実効あるものにするためにも、国、地方公共団体のみならず、民間事業

者等の主体的取組が極めて重要であり、官と民が適切に役割分担及び連携して推進する。

このため、民の自助や共助の活性化や公助への民の力の活用を進める。特に、各主体が

実施する自助・共助の取組が効果的で持続的なものとなるよう、平時からのコミュニテ

ィの活力維持（コミュニティのレジリエンス）等への支援を行うとともに、災害対応に

おいて不可欠である民間のスキル・ノウハウや施設設備等の活用を推進する。 

さらに、国土強靱化の取組に対する民間事業者の資金、人材、技術、ノウハウ等の投

入（以下「民間の投資」という。）を促進する。 

ハード対策とソフト対策の両面からの総合的な国土強靱化の取組は、生産力の強靱化

などの民間事業者の災害対応力の向上を通じて、競争力の強化につながる等、それ自体

が我が国の持続的な経済成長に貢献することが期待できる。 

このため、民間事業者への情報の徹底した提供・共有や連携により、国土強靱化に資

する自主的な設備投資等を促すとともに、PPP/PFI を活用したインフラ整備や老朽化対

策等を進める。また、民間資金による防災インフラ投資（防災 SIB）の社会実装に向け

たフィージビリティスタディの推進や、民間の投資を一層誘発する仕組み（例えば、規

制の見直し、税制の活用、ESG 投資やインパクト投資の促進等）の具体化を着実に進め

る。また、地方公共団体と地域の民間事業者との双方向のコミュニケーションが積極的

に行われるよう、情報提供や啓発を行う。 

加えて、大規模自然災害等の発生後に国の経済活動を維持し迅速な復旧復興を可能と

するために、中小企業等においては各々の事業形態や、想定される災害の特性等を踏ま

えた実質的な事業継続の取組の普及を図る等により民間企業等の事業継続の取組を一層

促進するとともに、企業連携型の事業継続の取組を推進する。また、民間団体を核とし

た地域の防災・減災、国土強靱化の取組を推進・支援する。 
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◎（事例）商工会議所を核とした地域の防災・減災、国土強靱化の推進 

各地商工会議所では、過去の大規模災害発生時の教訓を基に、発生後に地域の経済

活動を維持し、迅速な復旧復興を可能とするため、以下の取組が広がり始めている。 

 

① 地域中小企業の強靱化支援として、中小企業の BCP 策定支援や保険加入促進等 

② 地域全体の防災・減災対策として、自治体や会員事業者・商工会議所間の防

災・災害時協定の締結等 

③ 上記２つの活動を支える商工会議所自身の強靱化として、商工会議所の BCP 策

定や会館の耐震化等 

 

４）国土強靱化の広報・普及啓発活動の推進 

国土強靱化の推進に当たっては、国や地方自治体のみならず、あらゆる関係者の取組が

不可欠である。これまでの取組により、国や地方自治体等においては一定程度の浸透が図

られてきているが、民間企業・団体や地域コミュニティ、また家庭や個人などのあらゆる

レベルにおいて、事前防災の必要性やその効果等も含め、さらに理解・関心を高めていく

必要がある。 

このため、内閣官房では、国土強靱化に関する広報・普及啓発活動の充実を図ることと

し、令和３年に「国土強靱化の広報・普及啓発活動のあり方に関する検討会」を開催して

検討を行ってきた。同検討会の中間とりまとめを踏まえて策定された「国土強靱化 広

報・普及啓発活動戦略」においては、その基本方針として、①国土強靱化の理念や具体的

な効果等のわかりやすい発信、②受け手の視点に立った情報発信・適切な媒体の活用、③

関係機関による主体的・積極的な取組と一層の連携、を定めており、この基本方針に基づ

く関係府省庁の具体的な取組も盛り込んでいるところである。今年度も引き続き、より効

果的な広報・普及啓発活動を行っていくため、同検討会におけるさらなる改善方策等の議

論も踏まえ、関係府省庁が連携し、主体的・積極的に国土強靱化の広報・普及啓発活動に

取り組むこととする。 

 

５）個別重点事項 

気候変動への対応や、新技術・イノベーションの推進については、政府全体の取組を推

進する中で、国土強靱化としても重点的に進めることが求められる。また、基本計画にお

いては、横断的分野としてこのほかにも老朽化対策、官民連携及びリスクコミュニケーシ

ョンについて推進方針が定められており、これらについても特定の府省庁に限らず、全て

の府省庁が分野横断的に取り組む。さらに、日本国内のみならず、世界の強靱化の主導な

ど国際貢献を積極的に進める。また、東日本大震災やコロナ禍における自然災害の発生等

を踏まえ、事前復興の発想の導入促進、感染症まん延下での自然災害の発生、地震後の洪

水、地震による原子力災害等の複合災害への対応についても検討を進める。 

 

① 気候変動への対応 

我が国では日降水量 200mm 以上の大雨の発生日数が 20 世紀初めと比べ約 1.7 倍とな

り、大雨の頻度や強度が増加し、近年、気象災害は激甚化、頻発化している。また、南

海トラフ地震などの大規模地震の発生も切迫しており、洪水・高潮、土砂災害、地震・

津波等による人命・財産の被害の防止・最小化のための防災インフラ等の強化を図る必

要がある。 

令和２年６月に気候変動対策と防災・減災対策を効果的に連携して取り組む戦略であ

る「気候危機時代の『気候変動×防災』戦略」が公表され、今後気候変動により自然災
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害リスクが高まると予測される中、気候変動という要素を防災に組み込む「気候変動×

防災」の視点の下で将来の気候変動を踏まえた防災を図るべく、気候変動による自然災

害への影響に関する知見を充実させるとともに、あらゆる主体が、各分野で、気候変動

対策と防災・減災対策を包括的に講じていくこととされた。当該戦略を踏まえ、ハー

ド・ソフト両面の対策により、国土形成、インフラ整備、土地利用などを進めていく。

その際、土地利用のコントロールを含めた弾力的な対応により気候変動への適応を進め

る「適応復興」の発想を持って対応する。 

令和３年 10 月には、令和２年 12月に公表された気候変動影響評価報告書を踏まえ、

気候変動適応計画の改定が行われた。当該計画では、主な適応施策として、気候変動の

影響を踏まえた治水計画の見直し、分野横断・官民連携によるグリーンインフラの社会

実装の推進等が位置付けられるとともに、気候変動等に関する情報の収集、整理、分析

及び提供を行う体制の確保等の気候変動適応に関する基盤的施策が位置付けられており、

国土強靱化においても、気候変動に適応する施策の充実が求められている。 

気候変動の影響による降雨量の増加等に対応するため、流域全体を俯瞰し、あらゆる

関係者が協働して取り組む「流域治水」は、関係行政機関相互が緊密に連携・協力して

実施する具体的な施策のひとつであり、「流域治水」の実効性を高めるため、「特定都市

河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律」（令和３年法律第 31 号。以下「流域治水

関連法」という。）による法的枠組みも活用し、強力に推進する。 

我が国は、2050 年までのカーボンニュートラルの実現を目指し、国と地方が協力し

て気候変動対策を強化していくこととしており、再生可能エネルギー、停電時自立機能

を持つコジェネレーションシステム等自立・分散型のエネルギーシステムの普及・展開

等を通じて、地域のレジリエンス強化にもつなげていく。 

令和４年２月に、「気候変動に関する政府間パネル」（IPCC:Intergovernmental Panel 

on Climate Change）による第六次評価報告書（AR6）第２作業部会報告書が公表された。

当該報告書には「気候変動の影響・適応・脆弱性」の分野において、「人為起源の」気

候変動により、自然の気候変動の範囲を超えて、自然や人間に対して「広範囲にわたる

悪影響とそれに関連した損失と損害」を引き起こしている、と初めて明記された。 

また、地球温暖化が進行すると、多くの自然・社会システムが「適応の限界」に達し、

気温上昇が 1.5℃を超えた場合、1.5℃以下に留まる場合と比べて、多くの自然・社会

システムが更に深刻なリスクに直面するとの予測が再確認されるとともに、1.5℃付近

に抑えることで影響の大幅な低減につながること等が記載された。 

適応策には長い実施期間が必要な場合が多いことから、適応ギャップを解消するため

には、特に今後 10 年間での長期的な計画と迅速な実施が必要であり、適応策の加速・

維持のためには、政治的コミットメント、明確な目標・優先順位等の制度的枠組、影響

と解決策に関する知識の強化、適切な財源の確保、モニタリングと評価が必要とされて

いる。 

令和４年４月には、「気候変動の緩和」の分野における第３作業部会の報告書が公表

され、「COP26 より前に発表・提出された各国の対策では 21 世紀中に温暖化が 1.5℃を

超える可能性が高い」との厳しい見通しが示された。温室効果ガスの大幅削減には、エ

ネルギーの供給側だけでなく、需要側の取組も重要であり、需要側の取組強化により世

界全体で 2050 年までに排出量を 40～70％削減しうるとの指摘がされている。我が国が

現在進めている、国民一人一人のライフスタイルの変革や地域脱炭素など需要側の更な

る取組を進めていくことが重要である。 

当該報告書も踏まえ、気候変動への対応を国土強靱化につなげる取組を強力に推進し

ていく。 
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② 新技術、イノベーション 

最新の科学技術やイノベーションの導入は、国土強靱化の取組を飛躍的に発展させる

可能性を有している。また、デジタル社会の実現を目指し、令和３年９月にはデジタル

庁が発足するなど、デジタル化の動きが加速しており、災害対応にデジタル技術をフル

活用して、災害対応力を向上させることが求められている。 

このため、教育・研究機関、民間事業者における人材育成に加えて、第５世代移動通

信システム（5G）環境下での AI、ビッグデータ、ロボット・ドローン技術、衛星デー

タ（衛星リモートセンシング・測位）、地理空間情報の活用などあらゆるテクノロジー

を、基礎技術から応用技術までに至る国民の安全・安心に係る幅広い分野で各省横断的

に研究開発を進めるとともに、社会実装を推進する。 

また、令和３年３月に閣議決定された「第６期科学技術・イノベーション基本計画」

においては、国民の安全と安心を確保する持続可能で強靱な社会等を実現することが位

置づけられている。当該計画に基づき、現在推進されている SIP 第２期「国家レジリエ

ンス（防災・減災）の強化」については、近未来に想定される南海トラフ地震や首都直

下地震、ゼロメートル地帯の広域・大規模水害等への対応における、自助、共助、公助

による自律的な最善の対応ができる社会（災害時の Society 5.0）の実現を目指してい

る。そのため、大規模災害時の避難支援や緊急対応の情報提供、気候変動で激化する渇

水対策の強化、さらには市町村等行政の対応力の向上のため、国や市町村の意思決定の

支援を行う情報システムを構築することとしている。また、今後は、防災情報収集・共

有ネットワークや被害情報把握・避難誘導システムの構築、気象変動等の予測やデジタ

ルツインの構築等に取り組み、国家レジリエンス（防災・減災）を強化することにより、

現在、そして次世代の人々が安心して生きていける社会の実現を目指している。 

さらに、「ＡＩ戦略 2022」に基づき、大規模災害などに対するレジリエンスの最大化

と復興プランの策定のため、防災・減災・救助・復興の各段階の最大限の対策をＡＩと

その周辺技術で支援し、従来では不可能であった対策を実現する。 

官民が連携し災害対応における先進技術の導入やデジタル化の取組を横展開し推進す

る場となる「防災×テクノロジー官民連携プラットフォーム」の取組を推進するととも

に、AI や SNS、衛星を活用した情報システムの整備や新たな技術の研究開発と社会実装

等を通じた市町村に対する支援を行う。 

被災時の先読み能力を高める防災デジタルツインの構築の検討、防災情報の収集・分

析・加工・共有体制の進化に資する防災デジタルプラットフォーム及び防災 IoT の構築

を推進する。 

インフラ分野においては、社会インフラに関するデータに位置情報を付与し、API で

データ連携して地図情報に紐づける「連携型インフラデータプラットフォーム」の構築

を重点テーマとし、インフラ分野において先行的な取組である「国土交通データプラッ

トフォーム」を中心としてインフラ分野全体のデータ連携を推進する。 

これらに加え、中長期的な観点から、防災・減災に関する研究開発について、防災研

究におけるニーズとシーズの把握及び効果分析手法の開発を行い、計画的・戦略的な研

究開発を進める。 

 

③ 予防保全等による老朽化対策 

我が国の社会資本ストックは高度経済成長期に集中的に整備され、今後急速に老朽化

することが懸念されており、今後 20 年間で、建設後 50 年以上経過する施設の割合は加

速度的に高くなる見込であることから、一斉に老朽化するインフラを戦略的に維持管
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理・更新することが求められている。 

いかなる事態が発生しても産業のサプライチェーンをはじめとする国家及び社会の重

要な機能が機能不全に陥らず、国民の生命・財産に加えて我が国の産業競争力や経済成

長力を守るとともに国際競争力の向上と成長戦略にインフラが寄与し、また、適切な維

持管理が事前防災の効果の十分な発現に繋がった教訓を踏まえ、インフラの整備を進め

るとともに、加速度的に進行するインフラの老朽化対策に取り組む。 

具体的には、中長期的な維持管理・更新等に係るトータルコストを縮減し、予算を平

準化していくために、インフラの長寿命化を図り、大規模な修繕や更新をできるだけ回

避することが重要であることを踏まえ、施設特性を考慮の上、安全性や経済性を踏まえ

つつ、損傷が軽微である早期段階に予防的な修繕等を実施することで機能の保持・回復

を図る「予防保全型維持管理」の導入を推進する。また、ICT、センサー、ロボット、

非破壊検査、補修・補強、新材料等に関する技術研究開発を進め、それらを積極的に活

用するとともに、３次元の形状データや施設の様々な属性を一体的にわかりやすい形式

で管理できるシステムの導入や、GIS と衛星測位を活用した地理空間情報（Ｇ空間）と

の統合運用についても取組を進める。 

 

④ リスクコミュニケーション 

国民が国土強靱化の重要性に理解と関心を深め、自助・共助・公助の理念に基づき、

自らが主体的に国土強靱化について考え、行動することが重要であり、そのための環境

整備を推進するため、リスクコミュニケーションや防災教育の実践と深化を進めるとと

もに、防災・減災、国土強靱化に関する各分野のプロ・専門家やリーダーを育成するた

め、産学官民における人材育成を推進する。 

関係省庁と連携し、浸水が想定される地域における要配慮者利用施設に対して、洪水

時等における円滑かつ迅速な避難の実効性の確保を図るため、避難確保計画の作成や避

難訓練の実施などの取組を支援する。 

 

⑤ 世界の強靱化の主導など国際貢献の推進 

多くの自然災害を経験してきた我が国は、国際的に見ても国土強靱化を先進的に進め

ている国の一つであり、近年の気候変動により世界的に自然災害が激甚化・頻発化して

いることや、持続可能な開発目標（SDGs）も踏まえ、「事前の防災投資」や「より良い

復興（Build Back Better）」などの趣旨を率先して実行し、開発と国際協力における防

災の主流化を主導することで、世界の強靱化をリードする等、国土強靱化に関する様々

な分野において国際社会に貢献していくことが重要である。 

具体的には、平成27年12月、第70回国連総会本会議において全会一致で採択された

「11月５日を『世界津波の日』として制定する決議」を受け、世界各地における、津波

に対する意識向上のための啓発活動や津波対策の強化等を通じ、イニシアティブを発揮

していくとともに、ハード・ソフトの双方を組み合わせた効果的な防災協力の実施等の

ため、令和元年６月の G20サミットで表明された「仙台防災協力イニシアティブ・フェ

ーズ２」に基づく取組を進める。また、経済協力開発機構（OECD）とリスク評価等に関

する協力協定を結んだ東アジア・アセアン経済研究センター（ERIA）を活用しながら世

界をリードしていく役割が求められる。 

このような考えに基づき、国土強靱化に関する様々な分野において、防災グローバル

プラットフォーム会合等の意見交換の場や人材の交流等を通じて諸外国との相互理解を

深め、高め合いながら、我が国の国土強靱化の取組を一層推進するとともに、その成果

を積極的に情報発信することを通じて、国際社会に貢献していく。 
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（３）指標の充実による PDCAサイクルの強化 

基本計画の下、PDCAサイクルの強化の観点から、（別紙２）重要業績指標（KPI）一覧の

とおり、施策及び各プログラムの進捗管理のための重要業績指標を計 402 指標（重複除く。

対前年比＋58。）設定し、それぞれの重要業績指標について、基準年度及び現状値並びに

目標年度及び目標値を設定する。 

重要業績指標については、具体的な数値指標の設定に当たり、必要に応じて想定リスク

の規模、対象範囲等を踏まえることとする。 

なお、施策の進捗を示す定量的指標は、５か年加速化対策を踏まえて一定の充実が図ら

れたところであるが、必ずしも全ての施策について設定しうるものではなく、また、そも

そも現時点で施策がない課題については設定されていないものであることから、国土強靱

化の進捗状況について全てを重要業績指標により正確に把握できるものでないことに留意

が必要であると同時に、次期年次計画の策定に向けて、引き続き、新たな重要業績指標の

設定の検討が必要である。 

また、国土強靱化全般としての進捗状況の把握を図るためのベンチマーク指標を、８つ

の「事前に備えるべき目標」の達成への寄与度等を踏まえて、重要業績指標の中からハー

ド施策 40指標、ソフト施策 19指標設定している。 

ベンチマーク指標については、重要業績指標の中から設定したことから、実施されてい

る施策に関する指標に限られることとなり、「自律・分散・協調」型国土構造の実現とい

った課題についての指標が選定されていない。これについては、東京一極集中の状況を把

握するためのモニタリング指標を設定して経年的に把握していくとともに、更なる適切な

指標についても検討を行う。 

  

２ 国土強靱化基本計画の変更に向けて 

基本計画は「『国家百年の大計』の国づくりとして、千年の時をも見据えながら行って

いくことが必要（基本計画第１章）」との理念の下、国土強靱化に関する施策の総合的か

つ計画的な推進を図るための基本的な計画として、施策の策定に係る基本的な指針等を定

めている。また同時に、「今後の国土強靱化を取り巻く社会経済情勢等の変化や、国土強

靱化の施策の推進状況等を考慮し、おおむね５年ごとに計画内容の見直しを行うこととす

る（同、第４章）」とも定めている。現在の基本計画は平成 30 年 12 月に変更され、令和

３年度は計画策定から３年を経過したことに鑑み、次期基本計画見直しの検討に着手した

ところであり、今年度より基本計画の見直しに向けた取組の検討を本格化させる。 

平成 25年の基本法の施行から 10年目を迎える中、これまでの成果や経験をいかし、「５

か年加速化対策」後も、中長期的かつ明確な見通しの下、継続的・安定的に国土強靱化の

取組を進めていくことの重要性等も勘案して、次期「国土強靱化基本計画」に反映させる

べく見直しに向けた取組を進める。 

見直しに当たっては、これまでの国土強靱化に関する取組のほか、考慮が必要な項目と

して「自立・分散・協調」型社会の促進、事前復興の発想の導入促進、地震後の洪水など

の複合災害への対応など国土強靱化の理念に関することや、気候変動影響、エネルギー問

題、SDGsとの協調、デジタル革命など社会情勢の変化、さらに災害関連死やコロナ禍にお

ける大規模自然災害の発生など近年の災害からの知見などを踏まえるとともに、国土強靱

化の取組を一層推進していくため、地域や民間の取組の活性化、国土強靱化の計画等の体

系のあり方など、今後の国土強靱化のあり方全般について議論を進める。 

また、諸外国での防災・減災、国土強靱化にかかる取組状況等の調査を行い、これらも

念頭に、国土強靱化の取組を推進する。 
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なお、基本計画の変更に当たっては脆弱性評価を実施することとしており、今年度夏頃

より実施する脆弱性（予備）評価の手法については、「脆弱性評価の結果」（平成 30 年８

月国土強靱化推進本部報告）において用いた手法の改善に加え、重要業績指標（KPI）の

都道府県別データの活用や国土強靱化施策の減災効果の定量化の検討も行う。 

 

３ 基本計画を踏まえた国の他の計画の見直し 

基本法において、基本計画は「基本計画以外の国土強靱化に係る国の計画等の指針とな

るべきものとして定めるもの」とされており、基本計画で定められた国土強靱化の基本的

考え方や推進方針が行政の各分野において取り入れられ、実施されるためには、基本計画

を構成する各施策の根拠となる国の他の計画等について、基本計画を踏まえた見直しを進

めていく必要がある。 

このため、関係府省庁は、基本法及び基本計画に基づいて実施する施策を推進するため

に、（別紙４）国土強靱化推進本部に報告すべき国の他の計画等に記載の国土強靱化に関

係の深い計画等をはじめとして、所管の計画等について、平成 30 年 12 月の基本計画の見

直しの趣旨も踏まえ、国の他の計画等の改定等の時期において、自ら精査し、国土強靱化

に資する見直しを行い、様々な分野の計画等の下で施策等が推進されることを通じて、国

土強靱化を総合的かつ計画的に進めることとする。 

 

４ 基本計画に基づくその他の取組 

（１）基本計画を推進する上で重要な政策課題の解決のための調査検討 

国土強靱化の取組を効果的に推進するためには、脆弱性を克服するための課題について、

基本計画において明らかにされた推進方針等に沿って、解決するための対応方策を具体化

することが必要である。これまで、４つのテーマ（表１）について、ナショナル・レジリ

エンス（防災・減災）懇談会（座長：藤井聡京都大学大学院教授）において、課題解決の

ために必要となる対応方策について議論を行い、年次計画2020及び2021に重点的に推進し

ていく方針等を示したところである。これらの戦略的政策課題については、第２節で述べ

た次期基本計画見直しにおいて、反映を検討していく。 

また、一昨年度のテーマである「東京一極集中リスクとその対応」については、年次計

画 2020 において、東京一極集中の災害リスクに関連する指標として、東京圏の浸水想定

区域、震度６強以上、液状化の危険度が高い区域における人口（表２）をモニタリング指

標として設定し経年的に把握することとしたが、2020年の人口データが整理中であるため、

今年度は「東京圏への転入超過数」（表３）により、状況把握を行った。 

東京圏への転入超過数については、2011年から2019年までは増加傾向にあったが、2020

年には98,005人に縮小し、2021年には80,441人と更に縮小した。東京都については、2021

年も引き続き、転入者数が減少し、転出者数は増加している。（「住民基本台帳人口移動報

告2021年結果」2022年１月総務省統計局） 
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表２ 東京一極集中の脆弱性を把握するためのモニタリング指標 

 

  

表１ これまで検討した戦略的政策課題 
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表３ 東京圏への転入超過数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（２）大規模自然災害等を踏まえた国土強靱化の取組の強化 

新たな大規模自然災害等が発生した場合、その知見や教訓を次期の年次計画による国土

強靱化の取組に反映させることは、国土強靱化の取組をスパイラルアップする上で極めて

重要である。このため、基本計画第４章３（１）に基づき、今後、大規模な自然災害が発

生した後、速やかに、被害の原因分析や課題整理等を実施するための関係府省庁と連携し

た体制として、「国土強靱化の推進に関する関係府省庁担当課長会議」を設置している。

今年度に大規模災害が発生した場合、必要があれば本会議を開催して施策の点検等を行い、

国土強靱化の取組の強化を図ることとする。 

一方、昨年は令和３年７月１日からの大雨による災害、令和３年８月の大雨による災害

等の災害が発生した。これらの災害を通じた経験やノウハウ、検討で得られた成果を踏ま

え、国土強靱化の観点からも必要な施策を推進していくこととし、このうち、本年度に取

り組む施策については第２章に掲げる。 

 

１）令和３年７月１日からの大雨による災害 

梅雨前線が令和３年６月末から７月上旬にかけて西日本から東日本に停滞し、大気の状

態が不安定となったため、西日本から東北地方の広い範囲で大雨となった。７月１日には

伊豆諸島で線状降水帯が発生、２日から３日にかけては、東海地方から関東地方南部を中

心に断続的に雨が降り、静岡県の複数の地点で 72 時間降水量の観測史上１位の値を更新

するなどの記録的な大雨となった。これにより、土砂災害をはじめとする被害が各地で発

生したが、特に静岡県熱海市伊豆山の逢初川で発生した大規模な土石流では、人的被害、

住宅被害等の甚大な被害が発生したほか、国道 135号の通行止めや東海道新幹線・JR東海

道線の一時運休等、大きな社会的影響が生じた。 

この大雨災害を踏まえ、人家等に影響のある盛土について、令和３年８月に関係省庁か

ら都道府県に対し、盛土の総点検について依頼し点検を開始するとともに、内閣府の「盛

土による災害の防止に関する検討会」において盛土による災害の防止に向けた検討がなさ

れた。総点検のとりまとめの結果、全国の点検対象となる約 3.6 万箇所のうち、ほぼ全て

の盛土について目視等による点検完了の報告があった（令和４年３月 16 日時点）。このう

ち、必要な災害防止措置が確認できない、許可・届出等の手続きがとられていないなど、

点検項目のいずれかに該当する盛土は約 1,100 箇所あった。総点検の結果等を踏まえ、人
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家・公共施設等に被害を及ぼすおそれのある盛土について、行為者による是正措置を基本

としつつ、地方公共団体が行う安全性把握のための詳細調査や応急対策、抜本的な危険箇

所対策（盛土の撤去や擁壁の設置等）について、関係省庁が予算措置により地方公共団体

を支援することとした。また、盛土等による災害から国民の生命･身体を守る観点から、

盛土等を行う土地の用途やその目的にかかわらず、危険な盛土等を全国一律の基準で包括

的に規制する「盛土規制法」を公布した。 

また、この土石流災害では静岡県災害対策本部が安否不明者の氏名等を公表し、広く安

否不明者に関する情報を募ったところ、安否不明者本人やその知人から連絡があり、救

助・捜索対象者の絞り込みにつながった。この事例を踏まえて、内閣府と消防庁は地方公

共団体が氏名等公表を行うに当たっての留意事項を周知した。また内閣府は、災害対応や

平時の準備において地方公共団体が個人情報を取り扱う際の活用範囲や留意点等をまとめ

た取扱いに係る指針を令和４年度中に策定するため、令和４年３月から「防災分野におけ

る個人情報の取扱いに関する検討会」を開催しており、同検討会において氏名等公表につ

いても議論している。 

 

２）令和３年８月の大雨による災害 

８月 11 日以降、日本付近に停滞している前線に向かって、暖かく湿った空気が流れ込

み、前線の活動が活発となった影響により、西日本から東日本の広い範囲で大雨となった。

12 日は九州北部地方、13 日は中国地方で線状降水帯が発生し、14 日は、特に九州北部地

方で線状降水帯による猛烈な雨が降り続き、佐賀県嬉野市で観測史上１位の値を更新する

などの記録的な大雨となり、気象庁は長崎県、佐賀県、福岡県、広島県を対象とした大雨

特別警報を発表した。これらの大雨では佐賀県の六角川の氾濫等が発生し、令和３年７月

１日からの大雨に続き、甚大な被害が発生した。 

本災害においては、防災デジタルに関する技術を活用した避難行動を促す取組の推進が

見られた。具体的には広島県海田町においては、平成 30 年７月豪雨により甚大な被害が

発生したことを受けて、町内の危険箇所にカメラを設置し、住民がスマートフォンで離れ

た場所から災害の切迫感や臨場感を確認可能としたところ、今回の大雨では約 1 万件／月

のアクセスがあり、住民への災害に関する情報伝達に貢献する事例があった。 

また、防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策により実施した広島県、佐賀県、

静岡県の砂防事業においては、堰堤が土石流を捕捉し被害の発生を防止した事例があった。 

 

３）令和４年３月の福島県沖を震源とする地震について 

令和４年３月 16日、福島県沖を震源とするマグニチュード 7.4（暫定値）の地震が発生

し、宮城県及び福島県では最大震度６強を観測したほか、主に東北地方の広い範囲で震度

５弱以上の強い揺れを観測した。この地震により、東京電力管内、東北電力管内合わせて

最大約 220 万戸の停電が発生したほか、複数の火力発電所が運転停止等となり、その他の

要因も含めて電力需給が厳しいと見込まれたことから、東京管内に３月 21 日（東北管内

は 22 日）、電力需給ひっ迫警報が発令された。また、東北新幹線が福島駅～白石蔵王駅間

で脱線したほか、地震の影響で電柱折損、軌道変位、高架橋損傷、駅設備破損が発生し、

全線運転再開まで約１か月を要した。その他、水道管の損壊等による断水が最大約 7 万戸

において発生した。 

本災害を踏まえ、「国土強靱化の推進に関する関係府省庁担当課長会議」を開催し、各

府省庁において従前施策の効果の検証や被害の原因分析･課題整理を実施しており、電力

に関しては、迅速な復旧を可能にするための火力発電所のボイラー内足場設置や予備品の

確保等を事業者において計画的に実施するとともに、地震後に生じた電力需給ひっ迫にか
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かる検証を踏まえて電力需給対策（表４）を講じていくこととしている。新幹線に関して

は、国土交通省において「新幹線の地震対策に関する検証委員会」を設け、高架橋等の土

木構造物や電化柱の耐震基準、耐震補強計画等これまで進めてきた地震対策にかかる検証、

今後取り組むべき方向性の整理を行うとともに、運輸安全委員会の調査も踏まえ早期地震

検知システムや脱線・逸脱防止対策にかかる対応について検討を進める。上水道に関して

は、水道管の損傷と配水池の停電の複合要因により断水が１週間に及んだことを踏まえ、

全国の水道事業者に今回の事例を周知し、水道管の耐震対策、浄水場の停電対策に加え、

配水池の停電対策の促進を図っていく。 

また、内閣府においては被災県に対する支援策として、①生活再建（住まいの確保、災

害廃棄物の処理、被災地の学生等への支援、金融支援等）、②生業の再建（中小・小規模

事業者の支援、農林漁業者の支援、観光復興に向けた支援）、③災害復旧、ライフライン

支援（公共土木施設等の迅速な災害復旧、公共施設等の復旧支援、公共交通機関への支援、

東日本大震災からの復興事業に対する支援）等の緊急対応策をとりまとめ、被災県に周知

を行っている。 

上記に加え、内閣官房国土強靱化推進室において、各省庁による国土強靱化施策の効果

発揮事例を取りまとめ、ホームページに掲載して情報発信を行った。 

 

 

 表４ 2022年度の電力需給対策の概要 
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第２章 各プログラムの推進方針、主要施策、重要業績指標等 

 

１ 概要 

 

45の各プログラムの推進方針及びプログラム推進のための主要施策について、本章２

に示す。（45のプログラムに係る「起きてはならない 悪の事態」は表５に示すとおり。

また、令和４年度に取り組むべき主要施策の主な例を表６に、それぞれ示す。） 

国土強靱化を推進するため、主要施策も含めて、基本計画で定める12の個別施策分野

別に（別紙１）分野別施策一覧に取りまとめる443の施策（対前年比＋２）を推進する。

また、各プログラム及び施策の進捗管理のため、（別紙２）重要業績指標（KPI）一覧

のとおり402の重要業績指標（重複除く。対前年比＋58。）を設定する。 

プログラムの推進に当たっては、プログラムが府省庁横断的な施策群であり、それぞ

れが連携することで一層の効果の発現が期待できることから、地方公共団体を含め、関

係者間で重要業績指標などの具体的データを共有する等、プログラム推進の実効性・効

率性が確保できるよう十分に留意することとする。 

なお、基本計画第４章３（３）で位置付けた15の重点化すべきプログラム（本章２で

≪重点≫と表示したプログラム）については、その重要性に鑑み、個々に工程表を作成

し、プログラムの進捗状況や関係府省庁における施策の具体の内容・実現に向けた過程

等を可視化している（別紙５）。これらの重点化すべきプログラムについては、引き続

き目標の更なる早期達成、目標の高度化等を含め、取組の一層の推進に努めるものとす

る。 

さらに、５か年加速化対策の決定を踏まえ、本対策により更なる加速化・深化を図る

取組については、関係府省庁が定めた対策項目ごとの中長期の目標及び５年後の状況に

より進捗管理を行い、取組の一層の推進に努めるものとする。 

また、国土強靱化全体の進捗状況を把握するため、８つの事前に備えるべき目標の達

成への寄与度等も踏まえた代表的な重要業績指標を「ベンチマーク指標」として、ハー

ド施策40指標、ソフト施策19指標を設定している（別紙３）。 

 

  

16



表５ 起きてはならない最悪の事態 

基本目標 
事前に備えるべき 

目標 

プログラ

ム番号 
起きてはならない 悪の事態 

Ⅰ．人命

の保護が

大限図

られる 

 

Ⅱ．国家

及び社会

の重要な

機能が致

命的な障

害を受け

ず維持さ

れる 

 

Ⅲ．国民

の財産及

び公共施

設に係る

被害の

小化 

 

Ⅳ．迅速

な復旧復

興 

1 
直接死を 大限

防ぐ 

◎1-1 
住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の倒壊によ

る多数の死傷者の発生 

○1-2 密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規模火災による多数の死傷者の発生 

◎1-3 広域にわたる大規模津波等による多数の死傷者の発生 

◎1-4 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生 

◎1-5 大規模な火山噴火・土砂災害（深層崩壊）等による多数の死傷者の発生 

1-6 暴風雪や豪雪等に伴う多数の死傷者の発生 

2 

救助・救急、医

療活動が迅速に

行われるととも

に、被災者等の

健康・避難生活

環境を確実に確

保する 

◎2-1 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の停止 

2-2 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

◎2-3 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 

2-4 想定を超える大量の帰宅困難者の発生、混乱 

○2-5 
医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給の途絶

による医療機能の麻痺 

2-6 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

◎2-7 
劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による多数の被災者の健康状態の悪化・死者

の発生 

3 

必要不可欠な行

政機能は確保す

る 

3-1 被災による司法機能、警察機能の大幅な低下による治安の悪化、社会の混乱 

3-2 首都圏等での中央官庁機能の機能不全 

3-3 地方行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 

4 

必要不可欠な情

報通信機能・情

報サービスは確

保する 

○4-1 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止 

4-2 テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達できない事態 

◎4-3 
災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず、避難行動

や救助・支援が遅れる事態 

5 

経済活動を機能

不全に陥らせな

い 

◎5-1 サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下による国際競争力の低下 

○5-2 
エネルギー供給の停止による、社会経済活動・サプライチェーンの維持への甚大な影

響 

5-3 コンビナート・重要な産業施設の損壊、火災、爆発等 

5-4 海上輸送の機能の停止による海外貿易への甚大な影響 

◎5-5 
太平洋ベルト地帯の幹線が分断するなど、基幹的陸上海上交通ネットワークの機能停

止による物流・人流への甚大な影響 

5-6 複数空港の同時被災による国際航空輸送への甚大な影響 

5-7 金融サービス・郵便等の機能停止による国民生活・商取引等への甚大な影響 

◎5-8 食料等の安定供給の停滞 

5-9 異常渇水等による用水供給途絶に伴う、生産活動への甚大な影響 

6 

ライフライン、

燃料供給関連施

設、交通ネット

ワーク等の被害

を 小限に留め

るとともに、早

期に復旧させる 

◎6-1 
電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や都市ガス供給、石油・LP ガスサ

プライチェーン等の長期間にわたる機能の停止 

◎6-2 上水道等の長期間にわたる供給停止 

6-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

○6-4 
新幹線等基幹的交通から地域交通網まで、陸海空の交通インフラの長期間にわたる機

能停止 

6-5 防災インフラの長期間にわたる機能不全 

7 

制御不能な複合

災害・二次災害

を発生させない 

◎7-1 地震に伴う市街地の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生 

7-2 海上・臨海部の広域複合災害の発生 

7-3 沿線・沿道の建物倒壊に伴う閉塞、地下構造物の倒壊等に伴う陥没による交通麻痺 

7-4 
ため池、防災インフラ、天然ダム等の損壊・機能不全や堆積した土砂・火山噴出物の

流出による多数の死傷者の発生 

7-5 有害物質の大規模拡散・流出による国土の荒廃 

◎7-6 農地・森林等の被害による国土の荒廃 

8 

社会・経済が迅

速かつ従前より

強靱な姿で復興

できる条件を整

備する 

8-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態 

8-2 
復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通した技術者

等）の不足、より良い復興に向けたビジョンの欠如等により復興できなくなる事態 

8-3 
広域地盤沈下等による広域・長期にわたる浸水被害の発生により復興が大幅に遅れる

事態 

8-4 
貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等による有形・無形の文

化の衰退・損失 

8-5 
事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大幅に遅れる

事態 

8-6 
国際的風評被害や信用不安、生産力の回復遅れ、大量の失業・倒産等による国家経済

等への甚大な影響 

※ プログラム番号冒頭の記号について、 

◎は重点化すべきプログラム（15） 

○は重点化すべきプログラムと関連の強いプログラム（５） 

を示す  
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表６ 令和４年度に取り組むべき主要施策（主な例） 

５か年加速化対策も踏まえ、基本計画に掲げた45のプログラムを推進 

 

１．直接死を最大限防ぐ 

【国交・農水・財務】流域治水対策（河川、ダム、下水道、砂防、海岸、農業水利施設の整備、水

田の貯留機能向上、国有地を活用した遊水地・貯留施設の整備加速） 

【国交】河川管理施設・砂防設備等の老朽化対策 

【国交】河川、砂防分野における施設維持管理、操作の高度化対策 

【農水・国交】地震・津波・高潮等に備えた海岸堤防等の整備、海岸保全施設の戦略的な維持管理

の推進、海岸の侵食対策 

【農水・国交】気候変動を踏まえた治水計画等の見直し 

【国交】住宅・建築物の耐震化の促進 

【国交】立地適正化計画の強化、災害ハザードエリアからの移転の促進 

【文科】学校施設等の耐震化・老朽化対策、防災機能強化の推進 

【国交】防災気象情報の高度化及び適切な利活用の推進 

【内閣府】土砂災害・水害等の災害時における避難対策等の推進 

【農水・国交・環境】盛土による災害の防止 

【内閣府】実践的な防災教育の全国展開 

 

２．救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を確実に確

保する 

【防衛】自衛隊の災害救助能力の向上のための装備品の整備 

【厚労】災害派遣医療チーム（DMAT）、災害派遣精神医療チーム（DPAT）の養成 

【内閣府】避難所の運営状況等に関する取組状況調査 

【内閣府】個別避難計画作成の促進 

【国交】緊急支援物資輸送のデジタル化推進事業 

【環境】災害・停電時に役立つ避難施設防災拠点の再エネ・蓄エネ設備等の自立・分散型エネルギ

ー設備に関する対策 

【厚労】感染症法に基づく消毒や害虫駆除等の実施 

【国交】ラストマイルを含む円滑な支援物資輸送体制の構築 

【厚労】災害拠点病院等の自家発電設備・給水設備の強化、救命救急センター等の非常用通信設備

の強化等 

【文科】学校施設等の避難所としての防災機能の強化等の普及・啓発 

 

３．必要不可欠な行政機能は確保する 

【内閣府】総合防災訓練大綱に基づく総合防災訓練の実施 

【内閣府】国と地方の防災を担う人材の育成 

【デジタル】被災者生活再建支援制度データベース（マイ制度ナビ）の整備 

【総務】地方公共団体の組織体制の強化・危機対応能力の向上 

 

４．必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する 

【国交】防災情報の高度化対策（被害状況把握の効率化・情報集約の高度化） 

【国交】防災気象情報の継続的な提供 

【内閣府】SIP 国家レジリエンス（防災・減災）の強化 

【内閣府】準天頂衛星システムを活用した防災機能の強化 

【総務】データセンター、海底ケーブル等の地方分散によるデジタルインフラ強靱化事業 

 

５．経済活動を機能不全に陥らせない 

【経産】中小企業・小規模事業者の事前の防災・減災対策の促進 

【国交】物流事業者における災害対応力の強化 

【内閣府】企業の本社機能の地方移転・拡充の支援 
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【経産】災害時に地域の石油製品供給を維持するための災害対応型 SS の整備 

【経産・国交・環境】脱炭素かつ、レジリエンス性の高い建築物に対する支援 

【国交】港湾施設の耐震・耐波性能等の強化や関連する技術開発 

【総務】緊急消防援助隊の車両整備等による災害対応力の強化 

【国交】鉄道施設の耐震対策 

【国交】道路ネットワークの機能強化対策 

 

６．ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限に留めるとともに、早

期に復旧させる 

【経産】強靱かつ持続可能な電気供給体制の確立 

【厚労】水道施設の耐震化や耐水化等の推進 

【農水・国交】集落排水施設の耐震化、下水道施設の耐震、耐津波対策 

【国交】道路、鉄道の斜面崩落防止対策 

【国交】ICT・データ・新技術等を活用した災害対策の構築 

【経産】送電網の整備・強化対策 

 

７．制御不能な複合災害・二次災害を発生させない 

【総務】消防団を中核とした地域防災力の充実強化 

【農水】ため池のハード及びソフト対策の推進 

【農水】森林の国土保全機能（土壌侵食防止、洪水緩和等）の維持・発揮のための多様で健全な森

林の整備等 

【国交】密集市街地等の改善に向けた対策の推進 

【国交】電柱倒壊リスクがある市街地等の緊急輸送道路の無電柱化対策 

 

８．社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する 

【国交】大量輸送特性を活かした貨物鉄道による災害廃棄物輸送の実施、海上輸送による災害廃棄

物の広域処理体制の構築 

【国交】防災・減災の担い手（建設業）の確保等の推進 

【総務】技術職員の充実による市町村支援・中長期派遣体制の強化 

【法務・国交】災害後の円滑な復旧復興を確保するための地籍調査による地籍図の整備等の推進 

【財務】地方公共団体に対する国有財産を活用した廃棄物仮置き場や避難場所確保等支援 

【文科】国指定等文化財（建造物）の耐震対策 

【農水】農村における地域コミュニティの維持・活性化や自立的な防災・復旧活動の体制整備の推

進 

【法務・国交】所有者不明土地対策の推進 
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２ 45 の各プログラムの推進方針及びプログラム推進のための主要施策 

 

■１．直接死を最大限防ぐ 

 

1-1）住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の倒壊に

よる多数の死傷者の発生≪重点≫  

 

（推進方針） 

○ 住宅・建築物の耐震化については、老朽化マンションの建替え促進を含め、耐震改修

促進法に基づき、耐震診断の義務付け、指導・助言・指示等の規制措置、耐震改修計画

の認定制度、表示制度等の活用や、助成措置、融資・税制上の措置により、その耐震改

修を推進する。耐震診断義務付け対象建築物については、令和７年までに耐震性が不十

分なものをおおむね解消すべく、不特定多数の者が利用する一定規模以上の建築物等に

対する耐震診断や耐震改修について重点的に取組を推進する。住宅については、令和12

年までに耐震性が不十分なものをおおむね解消すべく、地方公共団体を対象とした住宅

の耐震改修等に対する定額補助等により、その耐震化を促進する。 

○ 宅地の耐震化については、地震時に地すべり等のおそれのある大規模な盛土造成地や、

液状化現象が発生する可能性のある地域において、変動予測調査結果をもとにハザード

マップ等を整備・公表し住民へ広く情報提供を行う。また、令和３年度実施の盛土によ

る災害防止に向けた総点検を踏まえ、地方公共団体による安全性把握のための詳細調査

及び対策工事等を推進するとともに、産業廃棄物の不法投棄等の可能性がある盛土に対

する詳細調査及び支障除去等事業を支援する。 

○ 食料、物資、エネルギー等を住宅単体・共同で確保し、災害による停電、断水時等に

も居住継続が可能な住宅・住宅地のレジリエンス機能の向上を推進する。 

○ 官庁施設、学校施設、社会教育施設、体育施設、医療施設、社会福祉施設、矯正施設

等について耐震化を進める。特に、市町村の防災拠点となる庁舎の耐震化を促進する。

また、天井など非構造部材の落下防止対策や老朽化対策、ブロック塀等の安全対策等を

進める。 

○ 耐震性がない、劣化しているなど特に老朽化した高経年の公営住宅について、地方公

共団体が実施する建替事業を追加支援することにより、建替えの加速化を図る。 

○ 大規模災害時の救急救命・復旧活動を支えるため、緊急輸送道路の道路橋の耐震補強

を推進する。特に道路の無電柱化については、５か年加速化対策に基づき、電柱倒壊に

よる道路閉塞リスクがある市街地等の緊急輸送道路において、新たな約2,400km につい

て着実に事業を推進するほか、幅員が著しく狭い歩道等の新設電柱の占用禁止の拡大や、

更なる無電柱化の推進を図るべく策定した令和３年度を初年度とする新たな推進計画に

基づき、緊急輸送道路等の新設電柱の占用禁止や、既設電柱の占用制限に向けた調整を

加速化させる。また、令和３年に施行された届出・勧告制度について運用を推進すると

ともに、低コスト手法及び新技術・新工法の導入・普及を図り、設計時のコスト比較を

徹底することに加え、関係省庁と連携しながら包括発注の仕組みを導入し、同時施工や

調整の円滑化を図るなどにより事業のスピードアップを促進する。更には、新設電柱を

抑制するため、関係者が連携し行った新設電柱の増加要因の調査・分析結果に基づき、

削減に向けた対応方策に取組む。また、インフラの点検・診断・補修補強等の現場を支

援する装備等にかかる技術開発を進め、実用化する。 

○ 住民の緊急避難の場や 終避難地、防災拠点等となる公園、緑地、広場等の整備並び
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に老朽化対策（老朽化した園路やトイレ等の公園施設の改修）を推進する。 

○ 地下空間については、地下街管理会社等が作成した地下街防災推進計画等に基づき、

地震や浸水発生時における地下街の防災対策（耐震補強、避難施設整備等）を推進する。

このうち、特に、地下街の耐震性向上等に関する対策（耐震補強等）を着実に推進する。 

○ 緊急地震速報等の改善・活用や、地震発生後に発表する面的な震度分布情報の高解像

度化や長周期地震動に関する情報の提供及び地震観測施設の整備を進めるとともに、家

具の転倒防止策や身を守る行動の取り方等について、学校や職場、地域の自治組織等を

通じ、継続的に防災訓練や防災教育等を推進する。 

○ 首都直下地震などの人口や交通が集中している地域を襲う可能性が高いと言われてい

る地震に対し、時系列の被害想定を踏まえた具体対策など、特に綿密な対応を準備する

とともに、震災リスクの高い場所への過度な人口集中状態を緩和し、リスク分散を図る

ため、「自律・分散・協調」型国土形成を促す効果的な方策を検討し、取組を進める。

また、社会環境の変化に対応した消防団運営等の普及・促進に向けた取組の支援等によ

り消防団等の充実強化を促進するとともに、救助用資機材等を搭載した多機能消防車等

を無償で消防団に貸し付ける事業や市町村が消防団の救助用資機材等を整備する事業に

対する補助の実施等により消防団の災害対応能力の向上を図る。 

○ 防災集団移転促進事業の活用等による災害リスクの高いエリアからの移転や、立地適

正化計画の居住誘導区域からの災害レッドゾーンの原則除外等による安全なエリアへの

居住誘導等を促進するとともに、防災指針の作成等により居住誘導区域内の防災対策を

強化する。 

○ 自然環境が有する防災・減災等の多様な機能を活用したグリーンインフラの社会実装

を推進し、頻発・激甚化する自然災害にも対応しうる持続可能で魅力ある社会を実現す

るため、産学官の多様な主体が参画する「グリーンインフラ官民連携プラットフォーム」

の活動を拡大し、グリーンインフラの社会的な普及、技術に関する調査・研究、資金調

達手法の検討等を進めるとともに、地方公共団体や民間事業者等への技術的・財政的支

援等を行う。 

○ 国立大学や大学共同利用機関において、 先端研究設備等を整備し、国土強靱化に寄

与する。具体的には、地球内部の理解を深め、深発地震の発生メカニズムの解明、気候

変動の研究の発展から激甚化する水災害等の対策、人々の感染症対策、災害発生時にお

ける情報通信機能の確保や人命保護等について寄与する。 

 

（主要施策） 

【国交】住宅・建築物の耐震化の促進 

【国交】老朽化マンションの建替え等の促進 

【国交】超高層建築物等における長周期地震動対策の推進 

【国交】宅地の耐震化の推進 

【農水・国交・環境】盛土による災害の防止 

【国交】官庁施設の耐震化及び天井耐震対策 

【文科】公立学校施設の防災機能強化・老朽化対策等（非構造部材の耐震対策を含む） 

【文科】国立大学法人等施設の耐震化・老朽化対策等（非構造部材の耐震対策、ライフラ

インの老朽化対策を含む） 

【文科】私立学校施設の耐震化等（非構造部材の耐震対策を含む） 

【文科】公立社会教育施設（公民館）の耐震化 

【文科】公立社会体育施設の耐震化 

【厚労】医療施設の耐震化 
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【文科】国立大学附属病院施設の防災・減災機能強化 

【国交】老朽化した公営住宅の建替による防災・減災対策 

【法務】矯正施設の防災・減災対策 

【法務】法務省施設の防災・減災対策 

【国交】道路橋梁の耐震補強 

【国交】電柱倒壊リスクがある市街地等の緊急輸送道路の無電柱化対策 

【内閣府】PRISM 革新的建設・インフラ維持管理技術／革新的防災・減災技術の推進 

【文科】国立大学等の基盤的インフラ設備の強靱化に向けた緊急対策 

【文科】非破壊診断技術に関する研究開発 

【国交】避難地等となる公園、緑地、広場等の整備 

【国交】避難地等となる公園、緑地、広場等における老朽化対策の推進 

【国交】地下街の防災対策の推進 

【内閣府】大規模地震対策の推進 

【文科】学校における防災教育の充実 

【国交】防災気象情報の高度化及び適切な利活用の推進 

【総務】消防団を中核とした地域防災力の充実強化 

【国交】立地適正化計画の強化（防災を主流化） 

【国交】災害ハザードエリアからの移転の促進 

【国交】グリーンインフラの推進に伴う社会の強靱性の向上 

【文科】国立大学等の 先端研究基盤の整備対策 

 

1-2）密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規模火災による多数の死傷者の発

生 

 

（推進方針） 

○ 火災予防及び火災時の被害軽減のため、違反是正の推進、キャンペーン等による住宅

防火対策の推進等を図る。 

○ 民間事業者等と給水活動等についての協定締結等による水利確保や、火災予防・被害

軽減のための取組を推進する。また、大規模火災のリスクの高い地震時等に著しく危険

な密集市街地の改善整備については、道路・公園等の整備、老朽建築物の除却や建て替

え、不燃化等のハード対策に加え、防災設備の設置、防災マップの作成、消火・避難訓

練の実施等のソフト対策を促進することにより、官民が連携して計画的な解消、対策の

強化を図る。 

○ 大規模火災から人命の保護を図るための救助・救急体制の広域的な連携を推進すると

ともに、災害警備訓練などの被災者救助、捜索関係施策を推進する。 

○ 火災の発生には様々な原因があることを踏まえ、装備資機材の充実、各種訓練等によ

る災害対応機関等の災害対応力を向上させる。 

○ 逃げ遅れの発生等を防ぐため、Ｊアラートによる緊急情報の確実な住民への伝達、

ICT を活用した情報共有等の情報通信関係施策を推進する。 

○ 公助の手が回らないことも想定し、消防団等の充実強化を促進するとともに、地区防

災計画の取組を促すため、住民等による計画作成を支援する人材の育成等を行うことで、

自助・共助による自発的な防災活動を推進し、地域全体における防災力向上を図る。 

○ 密集市街地を抱える大都市など、災害リスクの高い場所への過度な人口集中状態を緩

和していくため、「自律・分散・協調」型国土形成を促す効果的な方策を検討し、取組

を進める。 
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○ 防災集団移転促進事業の活用等による災害リスクの高いエリアからの移転や、立地適

正化計画の居住誘導区域からの災害レッドゾーンの原則除外等による安全なエリアへの

居住誘導等を促進するとともに、防災指針の作成等により居住誘導区域内の防災対策を

強化する。 

○ 自然環境が有する防災・減災等の多様な機能を活用したグリーンインフラの社会実装

を推進し、頻発・激甚化する自然災害にも対応しうる持続可能で魅力ある社会を実現す

るため、産学官の多様な主体が参画するグリーンインフラ官民連携プラットフォームの

活動を拡大し、グリーンインフラの社会的な普及、技術に関する調査・研究、資金調達

手法の検討等を進めるとともに、地方公共団体や民間事業者等への技術的・財政的支援

等を行う。 

 

（主要施策） 

【総務】火災予防・被害軽減、危険物事故防止対策等の推進 

【国交】密集市街地等の改善に向けた対策の推進 

【国交】避難地等となる公園、緑地、広場等の整備 

【国交】延焼防止等に資する緑地の確保等 

【警察】災害警備訓練の実施 

【総務】緊急消防援助隊の車両整備等による災害対応力の強化 

【国交】TEC-FORCE 隊員の対応能力向上と資機材の ICT 化・高度化 

【総務】Ｊアラートと連携する情報伝達手段の多重化等による情報伝達体制の強化 

【国交】防災情報の高度化対策（被害状況把握の効率化・情報集約の高度化） 

【内閣府】地区防災計画による自助・共助の強化 

【経産・国交・環境】脱炭素かつ、レジリエンス性の高い建築物に対する支援 

【国交】立地適正化計画の強化（防災を主流化） 

【国交】災害ハザードエリアからの移転の促進 

【国交】グリーンインフラの推進に伴う社会の強靱性の向上 

 

1-3）広域にわたる大規模津波等による多数の死傷者の発生≪重点≫  

 

（推進方針） 

○ 津波浸水想定エリアなど、津波災害のリスクの高い地域に、依然として多くの人が生

活している状況を是正していくため、津波防災地域づくり等を推進する。 

○ 強い地震動の後に直ちに避難を開始できるよう、住宅・建築物の耐震化や家具の転倒

防止策を推進するとともに、学校施設等の老朽化対策を進める。 

○ 南海トラフ沿いで観測され得る多様な発生形態に備えた対応について、国、地方公共

団体、関係機関等が協力して検討を進める。また、観測体制の整備を進めるほか、施設

全体の損傷レベル等の評価技術や、中小地震動を用いた構造物の動的特性の評価技術の

開発等、調査研究の推進により科学的知見の充実を図る。さらに、「世界津波の日」を

契機とした津波防災のあり方についての国際的な議論を展開し、よりよい対応策を見出

していく礎づくりを進める。 

○ 大規模津波が想定される地域等において、事前防災対策として河川・海岸堤防等の整

備と耐震対策や、排水機場、河川・海岸の水門、樋門等の自動化・遠隔操作化の整備を

図る。気候変動の影響を考慮した海岸保全基本計画への変更を推進するため、海岸保全

施設の防護目標の見直しに関して海岸管理者へ技術的助言や財政支援を行う。 

○ 海岸防災林については、地域の実情等を踏まえ、津波に対する被害軽減効果の発揮が
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図られるよう、その機能の維持・強化等に取り組む。 

○ 南海トラフ西側の領域など観測網が手薄なエリアにおける観測網の整備や地殻変動観

測装置の整備を進めるとともに、地震・津波観測監視システム（DONET）と日本海溝海

底地震津波観測網（S-net）の観測データの利活用を推進する。また、南海トラフ地震

震源域における地震活動やすべり現象の把握手法の開発を進めるとともに、「異常な現

象」が観測された場合の住民・企業等の防災対策のあり方等の研究を実施する。 

〇 救難・救助活動等の応急対策や住民の迅速な避難を促すため、津波警報・注意報の解

除の見込み時間や津波の広がりの推移をビジュアル化して提供するなどの改善に着手す

る。また、スマートフォンを通じた避難に必要な情報の提供と被災者からの被災状況の

収集・分析を行う防災チャットボットの開発・実装、防災行政無線の戸別受信機の導入、

ラジオ放送局の難聴対策、Ｌアラートの高度化、SNS など ICT を活用した情報共有、旅

行者に対する情報提供アプリの開発などの情報伝達手段の多重化・多様化を推進すると

ともに、定期的に訓練等を実施する。 

○ ハザードマップの作成や、指定緊急避難場所への誘導標識等の整備を進めるとともに、

学校や職場、地域の自治組織等を通じ、継続的に防災訓練や防災教育等を推進する。ま

た、国による広域的かつ実践的な訓練の実施を通じた地方公共団体の支援、社会環境の

変化に対応した消防団運営等の普及・促進に向けた取組の支援等による消防団等の充実

強化、地区防災計画制度の普及・啓発等により、防災力を強化する。 

○ 避難路、避難場所の整備・保全を進める。また、避難に自動車を用いることができる

者についてあらかじめ合意形成を図るとともに、それ以外の者は、夜間停電を考慮しつ

つ徒歩や自転車で避難することを前提に、避難経路・避難方法を検討し、実行できる環

境を整える。 

○ 津波や洪水からの緊急避難場所を確保するため、道路の高架区間や盛土区間等を一時

的な避難場所として活用するための避難施設整備を推進する。 

○ 港の船上や空港の機内など、様々な状況下にいる者を想定した避難対応計画の実効性

確保を図る。このため、衛星やドローン等を活用し、港湾の被災状況等の情報収集・集

積を高度化するとともに、各空港の対応計画（A2-BCP）に基づくアクセス事業者等と連

携した滞留者対応等の実効性確保を図る。 

○ 孤立・漂流した者の命を可能な限り救うため、船舶や航空機等の整備や自衛隊ヘリコ

プターの映像伝送装置や消防の情報収集活動用ドローン等の整備を進めるとともに、災

害時の被災状況調査や、老朽化するインフラ点検、捜索、物流などに活用できるドロー

ンや空飛ぶクルマの性能評価基準や運航管理技術等について開発、実証を行う。 

○ 防災集団移転促進事業の活用等による災害リスクの高いエリアからの移転や、立地適

正化計画の居住誘導区域からの災害レッドゾーンの原則除外等による安全なエリアへの

居住誘導等を促進するとともに、防災指針の作成等により居住誘導区域内の防災対策を

強化する。 

○ 自然環境が有する防災・減災等の多様な機能を活用したグリーンインフラの社会実装

を推進し、頻発・激甚化する自然災害にも対応しうる持続可能で魅力ある社会を実現す

るため、産学官の多様な主体が参画する「グリーンインフラ官民連携プラットフォーム」

の活動を拡大し、グリーンインフラの社会的な普及、技術に関する調査・研究、資金調

達手法の検討等を進めるとともに、地方公共団体や民間事業者等への技術的・財政的支

援等を行う。 

 

（主要施策） 

【文科】公立学校施設の防災機能強化・老朽化対策等（非構造部材の耐震対策を含む） 
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【国交】大規模地震に備えた河川管理施設の地震・津波対策 

【農水・国交】水門・陸閘等の自動化・遠隔操作化、効果的な管理運用の推進 

【農水・国交】地震・津波・高潮等に備えた海岸堤防等の整備 

【農水・国交】海岸保全施設の戦略的な維持管理の推進 

【農水】海岸防災林の整備 

【国交】防災気象情報の高度化及び適切な利活用の推進 

【文科】南海トラフ海底地震津波観測網の構築 

【文科】海底深部における地殻変動観測装置の整備 

【文科】防災対策に資する南海トラフ地震調査研究プロジェクト 

【国交】防災情報の高度化対策（被害状況把握の効率化・情報集約の高度化） 

【総務】住民等の避難等に資する情報伝達手段の多重化・強靱化の推進 

【国交】防災・減災及び災害対応に資する地理空間情報の整備、活用、共有の推進 

【文科】学校における防災教育の充実 

【国交】防災教育の促進 

【国交】防災情報の高度化対策（津波・高潮ハザードマップ作成の推進） 

【国交】道路の高架区間等を活用した津波や洪水からの浸水避難対策 

【農水】荒廃地等における治山施設の整備 

【国交】地震・津波防災対策のための津波防災情報の整備による船舶安全の確保 

【国交】空港 BCP の実効性強化対策 

【国交】港湾における津波避難対策の実施 

【警察】警察用航空機等の整備 

【総務】緊急消防援助隊の車両整備等による災害対応力の強化 

【経産】災害対応等のためのドローン・空飛ぶクルマの実装に向けた開発・実証 

【国交】立地適正化計画の強化（防災を主流化） 

【国交】災害ハザードエリアからの移転の促進 

【国交】災害に強い市街地形成に関する対策 

 

1-4）突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生≪重点≫ 

 

（推進方針） 

○ 国民の安全・安心を確保するため、あらゆる関係者が協働して流域全体で行う「流域

治水」を推進し、気候変動等による将来の水災害リスクに適応したハード・ソフト一体

となった総合的な防災・減災対策を進める。 

○ 気候変動により水災害が激甚化・頻発化することを踏まえ、洪水、内水、土砂災害、

高潮、高波等に対する気候変動の影響を科学分析し、温暖化の影響を予め見込んだ治水

計画等へと見直しを行う。 

○ 河川については、河道掘削、樹木伐採、堤防整備、堤防の決壊による壊滅的被害を回

避する高規格堤防の整備、決壊までの時間を引き延ばす堤防強化、耐震対策、ダムの事

前放流の推進、ダム・遊水地の整備、ハード・ソフト両面からのダム再生、排水機場・

大規模地下貯留施設などの排水施設の整備・耐水化等の事前防災対策を推進する。 

○ 市街化の進展に伴う洪水時の河川への流出量の増大に加え、近年の豪雨の頻発・激甚

化に対応するため、雨水貯留浸透施設等の整備により、その流域のもつ保水・遊水機能

を確保するなどの総合的な治水対策を推進する。 

○ 早期の堤防整備等の対策が困難な地域においては、輪中堤等によるハード整備と土地

利用規制等によるソフト対策を組み合わせるなど、土地利用状況を考慮した治水対策を
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推進する。 

○ 大規模な津波、高潮、洪水等により甚大な社会・経済的被害が発生するおそれのある

ゼロメートル地帯においては、被害の 小化を図るため、大規模氾濫等が発生した場合

でも、命の安全が確保され、 低限の避難生活水準を確保でき、また社会経済活動が長

期停止することなく迅速に復旧できるよう高台まちづくり（線的・面的につながった高

台・建物群の創出）を推進する。 

○ 下水道については、気候変動による降雨量の増加を考慮した計画雨水量への見直しを

促進するとともに、雨水排水施設等の下水道施設の整備や耐水化を加速し、ハード対策、

ソフト対策、自助の組み合わせによる総合的な浸水対策を、河川や住民・民間等の多様

な主体と連携して推進する。 

○ 農村地域の湛水被害等を防止するため、ため池の洪水調節機能強化、排水機場、排水

路の整備等を行う。 

○ 水田の雨水貯留能力を高める「田んぼダム」の取組の推進のため、農地整備に加えて、

畦畔補強・排水口整備、地域の共同活動等に対する支援を進める。 

○ 河川上流部における森林において、水源涵養機能や山地災害防止機能を発揮させるた

め、森林整備・治山対策を推進する。 

○ 未活用の国有地を遊水地・貯留施設として活用する。 

○ 「既存ダムの洪水調節機能の強化に向けた基本方針」（令和元年12月12日既存ダムの

洪水調節機能強化に向けた検討会議決定）に基づき、一級水系・二級水系のダムで締結

した治水協定などにより、河川管理者と関係利水者が連携して事前放流の実施体制を整

える。また、雨量・流入量の予測精度を向上する取組を進め、予測を活用した治水機

能・水力発電の強化を推進する。さらに、利水ダムにおける事前放流の強化のため、放

流設備の改良、河川管理者とダム管理者との間の情報網の整備に取り組む。 

○ ダムの貯水能力の確保のため、洪水調節容量内に堆積した土砂等の撤去や、ダムへの

土砂流入を低減させるための堆砂対策の実施により、洪水調節や利水補給といったダム

が有する機能を適切に維持する。 

○ 令和元年東日本台風など、近年、甚大な被害が生じた水系において、流域治水の考え

方を先駆的に取り入れ策定した緊急治水対策プロジェクトに基づき、再度災害を防止す

るために必要なハード・ソフト対策を一体で取り組む。 

○ 全国の一級水系等において、国・都道府県・市町村、企業などあらゆる関係者が協働

して取り組むべき事前防災対策を取りまとめた「流域治水プロジェクト」に基づき、ハ

ード・ソフトを総動員した流域治水の取組を推進するとともに、対策の更なる充実や協

働体制の強化を図る。 

○ 氾濫の危険性を解消することが当面困難で、決壊した場合に甚大な被害が発生するお

それがある区間において、越水した場合でも決壊しにくい「粘り強い河川堤防」の整備

を、産学官で連携して技術開発を進めつつ推進する。 

○ 洪水・高潮・津波による広域的な浸水等を防ぐため、海岸保全施設、河川管理施設等

を整備し、適切な維持管理、計画的な更新による老朽化対策を行うとともに、気候変動

や少子高齢化などの自然・社会状況の変化に対応しつつ被害を 小化する「減災」を図

るよう、多様な整備手法の導入や既存施設の有効活用及び新技術を活用した河川管理・

危機管理体制の強化を進める。 

○ 洪水・高潮氾濫からの大規模・広域避難体制の整備、避難の実効性確保に向けて検討

を推進する。 

○ 中小河川の浸水想定区域の情報にかかる GIS データの整備・提供、技術的助言等によ

り、水害リスク情報空白域の解消を促進するとともに、下水道による浸水対策を実施し
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ている地方公共団体における 大クラスの内水に対応したハザードマップの作成支援を

推進する。洪水等、高潮については、受け手側が情報の意味を直感的に理解できるよう、

防災情報を５段階の警戒レベルにより提供する。 

○ 自助・共助による自発的な防災活動を推進し、地域の防災力を高めるため、住民等に

よる地区防災計画の策定を支援する。身を守る避難行動の取り方等について、自らの命

は自らが守るという意識を持ち、ハザードマップ等を活用した住民一人一人の避難行動

計画（マイ・タイムライン）を作成するなど、自らの判断で行動できるよう不断の見直

しを行う。地域と学校が連携した防災教育や避難訓練を推進するため、「地域防災教育

コーディネーター（仮称）」の育成に取り組む。 

○ 災害リスクととるべき行動の理解促進（平時の対応）のため、避難行動を促す普及啓

発活動や、「令和３年７月からの一連の豪雨災害を踏まえた避難に関する検討会」の報

告を踏まえ、住民の適切な避難行動の促進や市町村による避難情報の適切な発令を支援

する取組を進める。また、高齢者等の避難の実効性の確保のため、福祉関係者等が高齢

者・障害者宅訪問時に災害リスク等を本人と確認等する。 

○ また、大規模広域避難の実効性の確保のため、暴風雨時の避難回避や計画運休等を見

込んだ早めの避難等の調整・発令タイミングの必要性等、広域避難に当たっての留意点

周知や、災害発生前に大規模広域避難を円滑に行うために、鉄道や緊急車両の避難・退

避時間も考慮した上で、避難住民の輸送のあり方や、広域にわたる多くの自治体の避難

受入れ態勢など、その仕組みの制度化の検討を行う。 

○ 地方公共団体等の防災部局や下水道部局等において、水防団の充実強化等による人材

育成、適切な組織体制を構築する。 

○ TEC-FORCE 活動に必要な災害対策用資機材や装備品の更なる充実に努めるとともに、

被災状況把握の迅速化、隊員作業の削減を図るためのシステムの拡充や、TEC-FORCE 隊

員に対し、ICT 機器等を活用するための訓練等に取り組む。 

○ 施設では防ぎきれない大洪水は必ず発生するとの考えに立ち、河川管理者・都道府

県・市町村等からなる大規模氾濫減災協議会等において、メディア関係者や公共交通事

業者、利水ダムの管理者や市町村の高齢者福祉部局等とも連携して減災のための目標を

共有し、中小河川も含めた全国の河川において、ハード・ソフト対策を一体的・計画的

に推進する。 

○ 市町村における避難情報の的確な発令を支援するため、国と市町村が協力して避難情

報の発令に着目した水害対応タイムラインの作成を推進するとともに、洪水対応演習や

避難訓練等を実施し、実際の災害対応で明らかとなった課題も含めて検証し、必要に応

じて見直しを行う。さらに、避難情報に着目した水害対応タイムラインについて、複数

の市町村を対象とした流域タイムラインに見直しを進める。また、都道府県の調整によ

る隣接市町村等における避難場所等の設定、民間企業における水害対応版 BCP の策定促

進等の取組を着実に推進する。 

○ 逃げ遅れの発生等を防ぐため、Ｊアラートによる緊急情報の確実な住民への伝達、防

災行政無線の戸別受信機の導入、ラジオ放送局の難聴対策、Ｌアラートの高度化、携帯

電話事業者が提供する「緊急速報メール」のサービス、マスメディア・ネットメディア

との連携や SNS など ICT を活用した情報共有、旅行者に対する情報提供アプリの開発な

どの情報伝達手段の多重化・強靱化を推進する。 

○ 住民自らの避難につながる情報提供のため、洪水時の観測に特化した低コストな危機

管理型水位計や簡易型河川監視カメラ等の活用を推進する。 

○ 集中豪雨や台風等に対する予測精度向上の取組を進める。特に線状降水帯対策を強

化・加速化し、広域での線状降水帯の発生可能性について半日前から予測を開始するこ
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とにより、住民の避難行動を促すとともに、その適切な利活用について平常時からの取

組を一層強化・推進することにより、気象災害等による死傷者数の低減を図る。また、

予測精度向上に必要不可欠な高密度観測等の 新技術を取り入れた次期静止気象衛星に

ついて、運用開始後に観測データを速やかに予測の改善に繋げるよう技術開発を進める。

さらに、地域の気象と防災に精通した気象防災アドバイザーと連携しながら、平時にお

いては地方自治体や住民の防災気象情報等に対する理解促進の取組を推進するとともに、

災害時には TEC-FORCE の一員として活動する JETT（気象庁防災対応支援チーム）を派遣

して自治体や防災関係機関等のニーズに合った防災支援を行い、地域防災力の強化を図

る。 

○ ゲリラ豪雨等による水災害被害を 小限にするため、降雨等観測用の気象レーダー

（PAWR）を、精密な観測が可能なレーダー（MP-PAWR）に更改するとともに、膨大な観

測データをリアルタイム伝送するための研究開発を実施する。 

○ 河川の増水・氾濫の際の災害対応や住民避難の促進のため、国管理の河川で洪水予報

を発表する際、急激な水位上昇時にも避難指示の目安であるレベル４相当の氾濫危険情

報を早期に発表できるよう、予測に基づく発表基準を検討し、運用を変更する。また、

本川・支川が一体となった洪水予測や、３日程度先の水位予測による予測の高度化に着

手する。 

○ 多数の死者を発生させないため、災害警備訓練などの被災者救助、捜索関係施策を推

進する。 

○ 洪水浸水想定エリアなど、災害リスクの高い場所への過度な人口集中状態を緩和して

いくため、「自律・分散・協調」型国土形成や合理的な土地利用を促す効果的な方策を

検討し、取組を進める。 

○ 各自治体等が作成するハザードマップにより、浸水被害が想定される地下駅の出入口、

トンネル坑口部等について、止水板や防水扉の設置、浸水域外への車両退避等の浸水対

策を推進し、防災・減災対策の強化を図る。特に、新幹線における車両及び重要施設に

関する浸水対策については、計画規模降雨に対して、浸水被害が発生しても運行への影

響を僅少な範囲に留めるような対策を推進する。 

○ 鉄道における異常気象発生時の施設損壊等による運転事故を防止するため、的確に気

象情報を把握し、必要により適正に運転規制（速度規制、運転抑止）が実施できるよう、

鉄道事業者における異常気象の発生に備えた運行管理に関する取組を推進する。 

○ 排水機場やダムの遠隔監視・操作化の推進により、施設管理の高度化を図る。 

○ 高潮等から背後地を防護するとともに、国土の保全に資するよう海岸の侵食対策を推

進する。また、砂浜を海岸保全施設として指定し、予測を重視した順応的砂浜管理によ

り侵食対策を進める 

○ 内水浸水対策強化のための水門・排水機場等の整備や、高波等による護岸等の倒壊防

止対策や複数の施設により波の力を分散させて受け止める面的防護対策を推進する。 

○ 気候変動の影響を考慮した海岸保全基本計画への変更を推進するため、海岸保全施設

の防護目標の見直しに関して海岸管理者への支援を行う。 

○ 我が国周辺地域における台風の進路予測や豪雪の発生予測の高精度化等を図るととも

に、巨大地震等の災害時に入浴・宿泊機能の提供や清水・電力供給等による災害支援を

可能とする、砕氷機能を有し北極海海氷域の観測が可能な北極域研究船を建造し、北極

域の環境変動等に関する観測研究を推進する。 

○ 今後地球温暖化が進行することによる、将来の大雨や台風に係る影響評価の実施や、

気候変動に関連した複合的な影響（土砂災害と洪水氾濫の同時発生による被害の甚大化

等）や影響の連鎖（気候変動に伴う媒介動物の分布域拡大に伴う感染症リスクの増加等）
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に関する対策の検討等を実施する。 

○ 医療・福祉施設等の都市機能の災害ハザードエリアからの移転やピロティ化、止水板

の設置、電源設備の高層階設置等の防災機能強化、土地区画整理事業による土地の嵩上

げを計画的に推進する等、災害の危険性の高い区域における都市機能の移転、防災機能

強化等を計画的に推進することで、市街地における災害による被害を軽減する。 

○ 防災集団移転促進事業の活用等による災害リスクの高いエリアからの移転や、立地適

正化計画の居住誘導区域からの災害レッドゾーンの原則除外等による安全なエリアへの

居住誘導等を促進するとともに、防災指針の作成等により居住誘導区域内の防災対策を

強化する。 

○ 自然環境が有する防災・減災等の多様な機能を活用したグリーンインフラの社会実装

を推進し、頻発・激甚化する自然災害にも対応しうる持続可能で魅力ある社会を実現す

るため、産学官の多様な主体が参画する「グリーンインフラ官民連携プラットフォーム」

の活動を拡大し、グリーンインフラの社会的な普及、技術に関する調査・研究、資金調

達手法の検討等を進めるとともに、地方公共団体や民間事業者等への技術的・財政的支

援等を行う。また、流域治水の取組においては、自然環境が有する多様な機能を活かす

グリーンインフラの考えを推進し、災害リスクの低減に寄与する生態系の機能を積極的

に保全又は再生することにより、生態系ネットワークの形成に貢献する。さらに、自然

生態系を基盤とした気候変動への適応や防災・減災を進めるため、かつての氾濫原や湿

地等の保全・再生による流域全体での遊水機能等の強化に向けた調査・検討を進めると

ともに、生態系ネットワークの構築を進める。 

 

（主要施策） 

【内閣府】地区防災計画による自助・共助の強化 

【国交】あらゆる関係者との協働による水災害対策「流域治水」の推進 

【国交】流域治水対策（河川） 

【農水・国交】気候変動を踏まえた治水計画等の見直し 

【国交】流域治水対策（下水道） 

【農水】「田んぼダム」等の取組の推進 

【農水】森林の国土保全機能（土壌侵食防止、洪水緩和等）の維持・発揮のための多様で

健全な森林の整備等 

【農水】荒廃地等における治山施設の整備 

【財務】流域治水対策（国有地を活用した遊水地・貯留施設の整備加速） 

【農水】農村地域レベルでの総合的な防災・減災対策の推進（排水対策充実、地すべり対

策等） 

【国交】流域治水対策（ダム） 

【国交】防災情報の高度化対策（利水ダムにおける情報網整備） 

【国交】治水等多目的ダムの堆砂対策 

【国交】河川管理施設・砂防設備等の老朽化対策 

【文科】学校における防災教育の充実 

【内閣府】実践的な防災教育の全国展開 

【国交】水防団の充実強化等による地域水防力の強化 

【国交】TEC-FORCE 隊員の対応能力向上と資機材の ICT 化・高度化 

【内閣府】土砂災害・水害等の災害時における避難対策等の推進 

【国交】水害リスク情報の空白域の解消・充実 

【国交】安全安心な国土形成に資する災害リスクデータ等の整備 
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【国交】防災情報の高度化対策（水害対応タイムラインの作成） 

【総務】Ｊアラートと連携する情報伝達手段の多重化等による情報伝達体制の強化 

【総務】住民等の避難等に資する情報伝達手段の多重化・強靱化の推進 

【国交】河川情報の提供の充実 

【国交】防災情報の高度化対策（被害状況把握の効率化・情報集約の高度化） 

【国交】防災気象情報の高度化及び適切な利活用の推進 

【総務】高精度リモートセンシングデータの配信技術の開発及び基盤の整備 

【国交】防災情報の高度化対策（長時間先の水位予測情報の提供等） 

【警察】災害警備訓練の実施 

【国交】鉄道施設の浸水対策 

【国交】鉄道における異常気象発生時の二次災害に備えた運転規制の適正な実施 

【国交】河川、砂防分野における施設維持管理、操作の高度化対策 

【農水・国交】水門・陸閘等の自動化・遠隔操作化、効果的な管理運用の推進 

【農水・国交】地震・津波・高潮等に備えた海岸堤防等の整備 

【農水・国交】海岸の侵食対策 

【国交】防災・減災及び災害対応に資する地理空間情報の整備、活用、共有の推進 

【農水・国交】海岸保全施設の戦略的な維持管理の推進 

【文科】異常気象予測の高精度化に資する北極域研究船の建造 

【環境】気候変動影響を踏まえた災害対策 

【国交】災害に強い市街地形成に関する対策 

【国交】立地適正化計画の強化（防災を主流化） 

【国交】災害ハザードエリアからの移転の促進 

【環境】自然生態系の機能を活かした社会の強靱性の向上 

 

1-5）大規模な火山噴火・土砂災害（深層崩壊）等による多数の死傷者の発生≪重点≫ 

 

（推進方針） 

○ 土砂災害警戒区域の指定、火山災害に係る避難計画の策定等の進捗が途上であり、広

域的かつ大規模の災害が発生した場合には現状の施策で十分に対応できないおそれがあ

るなどの課題があるため、今後打ち上げ予定の先進レーダ衛星（ALOS-4）の活用等、広

域的かつ大規模な災害発生時の対応方策について推進する。 

○ 想定している規模以上の土砂災害（深層崩壊、土砂・洪水氾濫等）、火山噴火等に対

して、人的被害の発生を防ぐため、土砂災害や火山の研究を行う人材の育成、大規模噴

火による大量降灰がインフラに及ぼす影響検討・研究等を含めた防災・減災対策を推進

する。また、「大規模噴火時の広域降灰対策検討ワーキンググループ」の報告を踏まえ、

関係省庁及び自治体等による具体的な対策の検討を行う。 

○ 社会経済上重要な施設や避難地・避難路の保全のための土砂災害対策について、引き

続き関係機関が連携して事前防災対策としての砂防関係施設整備等のハード対策を着実

に推進する。さらに、近年の土砂災害発生状況等を踏まえ、土砂・洪水氾濫対策のため

の土砂・流木捕捉効果の高い透過型砂防堰堤等の整備を推進するとともに、大規模地震

の発生による土砂災害リスクが高まっている地域において、予防的な土砂災害対策の早

期進捗を図る。また、警戒避難体制の整備や土砂災害に関する防災訓練等の地域の防災

力を高めるためのソフト対策を組み合わせた対策を進める。 

○ 身を守る行動の取り方等について、自らの命は自らが守るという意識を持ち、自らの

判断で避難行動をとれるよう不断の見直しを行うとともに、学校や職場、地域の自治組
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織等を通じ、継続的に防災訓練や防災教育等を推進し、受け手側が情報の意味を直感的

に理解できるよう、土砂災害にかかる防災情報を５段階の警戒レベルにより提供する。 

○ 地区防災計画の取組を促すため、住民等による計画作成を支援する人材の育成等を行

うことで、自助・共助による自発的な防災活動を推進する。 

○ 災害リスクととるべき行動の理解促進（平時の対応）のため、避難行動を促す普及啓

発活動や、「令和３年７月からの一連の豪雨災害を踏まえた避難に関する検討会」の報

告を踏まえ、住民の適切な避難行動の促進や市町村による避難情報の適切な発令を支援

する取組を進める。また、高齢者等の避難の実効性の確保のため、福祉関係者等が高齢

者・障害者宅訪問時に災害リスク等を本人と確認等する。 

○ 流木による被害を防止・軽減するため、流木捕捉式治山ダムの設置や根系等の発達促

進のための間伐など、崩壊土砂や流木の発生・流出形態に応じたきめ細かな対策を実施

する。森林の整備に当たっては、鳥獣害対策を推進した上で、地域に根差した植生の活

用など、自然と共生した多様な森林づくりを図る。 

○ 地域コミュニティと連携した施設の保全・管理などのソフト対策を組み合わせた対策

を推進する。 

○ 既存インフラの高齢化が今後急速に進行することを踏まえ、人命を守り、必要な行

政・経済社会システムが機能不全に陥らないようにする観点から、中長期的なトータル

コストの縮減・平準化を図りつつ、河川管理施設及び砂防設備等の維持管理・更新を確

実に実施する。 

○ 気候変動により水災害リスクが高まり、インフラの老朽化が進行する中、効率的な施

設点検および維持管理を進めるため、ICT 等を活用した砂防関係施設の点検技術の高度

化を推進し、維持管理の効率化・省力化を図る。 

○ 土砂崩落や広域浸水により人の立ち入りが困難な被災現場における迅速な応急復旧に

資する建設機械の自動化・自律化・遠隔化の更なる技術開発・改良を促進しつつ、関係

基準類（安全、品質、積算等）を策定し、運用に必要な人材育成（研修・訓練等）を行

うなど導入環境を整備し、早期の現場実装を図る。 

○ 逃げ遅れの発生等を防ぐため、Ｊアラートによる緊急情報の確実な住民への伝達、防

災行政無線の戸別受信機の導入、ラジオ放送局の難聴対策、Ｌアラートの高度化、マス

メディア・ネットメディアと連携し SNS など ICT を活用した情報共有、旅行者に対する

情報提供アプリの開発などの情報伝達手段の多重化・強靱化を推進する。 

○ 多数の死者を発生させないため、災害警備訓練などの被災者救助、捜索関係施策を推

進する。 

○ TEC-FORCE 活動に必要な災害対策用資機材や装備品の更なる充実に努めるとともに、

被災状況把握の迅速化、隊員作業の削減を図るためのシステムの拡充や、TEC-FORCE 隊

員に対し、ICT 機器等を活用するための訓練等に取り組む。 

○ 「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」（平成12年法

律第57号。以下「土砂災害防止法」という。）に基づく基礎調査及び区域指定を踏まえ、

実施すべき警戒避難体制の整備の取組を推進する。 

○ 土砂災害警戒区域に指定されていない箇所においても土砂災害が発生したこと等を踏

まえ、土砂災害警戒区域等の指定基準を満たす箇所の抽出精度の更なる向上、標識等の

設置による土砂災害警戒区域等の認知度向上等を行い、土砂災害の防止を図る。 

○ 防災集団移転促進事業の活用等による災害リスクの高いエリアからの移転や、立地適

正化計画の居住誘導区域からの災害レッドゾーンの原則除外等による安全なエリアへの

居住誘導等を促進するとともに、防災指針の作成等により居住誘導区域内の防災対策を

強化する。 
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○ 自然環境が有する防災・減災等の多様な機能を活用したグリーンインフラの社会実装

を推進し、頻発・激甚化する自然災害にも対応しうる持続可能で魅力ある社会を実現す

るため、産学官の多様な主体が参画するグリーンインフラ官民連携プラットフォームの

活動を拡大し、グリーンインフラの社会的な普及、技術に関する調査・研究、資金調達

手法の検討等を進めるとともに、地方公共団体や民間事業者等への技術的・財政的支援

等を行う。 

○ 民間のカメラ等を 大限活用した火山監視・観測体制の強化、台風・集中豪雨等に対

する観測体制の強化・予測精度の向上を図る。また、地域の気象と防災に精通した気象

防災アドバイザーと連携しながら、平時においては地方自治体や住民の防災気象情報等

に対する理解促進の取組を推進するとともに、災害時には TEC-FORCE の一員として活動

する JETT（気象庁防災対応支援チーム）を派遣して自治体や防災関係機関等のニーズに

合った防災支援を行い、地域防災力の強化を図る。 

 

（主要施策） 

【文科】ALOS シリーズ等の地球観測衛星の開発 

【国交】SAR 衛星データ等による全国陸域の火山の地殻変動の監視 

【内閣府】火山災害対策の推進 

【内閣府】土砂災害・水害等の災害時における避難対策等の推進 

【文科】次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト 

【文科】火山機動観測体制の構築に係る実証研究 

【経産】過去に発生した災害要因の解析・評価（火山の噴火履歴調査と火山地質図の整備） 

【国交】流域治水対策（砂防） 

【農水】荒廃地等における治山施設の整備 

【国交】河川管理施設・砂防設備等の老朽化対策 

【国交】無人化施工技術の安全性・生産性向上対策 

【国交】河川、砂防分野における施設維持管理、操作の高度化対策 

【総務】Ｊアラートと連携する情報伝達手段の多重化等による情報伝達体制の強化 

【総務】住民等の避難等に資する情報伝達手段の多重化・強靱化の推進 

【国交】防災情報の高度化対策（被害状況把握の効率化・情報集約の高度化） 

【国交】防災気象情報の高度化及び適切な利活用の推進 

【国交】防災情報の高度化対策（土砂災害・火山噴火に対する警戒避難体制） 

【国交】立地適正化計画の強化（防災を主流化） 

【国交】災害ハザードエリアからの移転の促進 

 

1-6）暴風雪や豪雪等に伴う多数の死傷者の発生  

 

（推進方針） 

○ 暴風雪や豪雪等に伴う死傷者の発生を防ぐため、降雪に関する予測について引き続き

精度向上を図るとともに、平時から、それら情報の適切な利活用についての取組の推進

や、暴風雪・豪雪が予測される時の不要不急の外出を抑制させる取組を推進する。また、

交通機関の運行中止の的確な判断と、早い段階から利用者へ情報提供を図る。 

○ 防災行政無線の戸別受信機の導入、ラジオ放送局の難聴対策、Ｌアラートの高度化、

SNS など ICT を活用した情報共有、旅行者に対する情報提供アプリの開発などの情報伝

達手段の多重化・多様化を推進する。 

○ 降雪の影響等の情報の収集を行うため、交通監視カメラや道路管理用カメラ等の活用、
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官民の自動車プローブ情報の活用、早期の被害情報の把握を行うシステムの拡充・運用

開始、ヘリコプター映像伝送装置の整備等による情報収集体制の整備等、多様な情報収

集を確保するとともに、警察・消防等の通信基盤・施設の堅牢化・高度化等を進める。 

○ 大規模な車両滞留や長時間の通行止めを引き起こす恐れのある短期間の集中的な大雪

時には、人命を 優先に幹線道路上で大規模な車両滞留を徹底的に回避することを基本

的な考え方とし、出控えなどの行動変容を促す取組を行うとともに、広範囲での通行止

め、高速道路と並行する国道等の同時通行止めも含めた躊躇ない通行止めとその後の集

中除雪による物流等の途絶の回避等に取り組むため、タイムラインの作成や訓練などの

ソフト対策を関係機関と連携し推進するとともに、消融雪施設や防雪施設などのハード

対策を推進し、ハード・ソフトの両面から道路交通確保の取組を推進する。また、鉄道

交通を確保するため、降積雪期に迅速な除雪等が行えるよう、適切な時期に除雪車の出

動準備、除雪体制の確認を行うよう指導するとともに、融雪設備等の導入による雪害対

策を推進する。 

○ 雪害等の災害時に道路啓開等を担う建設業の、担い手確保・育成の観点から就労環境

の改善等を図る。また、除雪作業の自動化に向けて、順次 ICT 除雪機械を導入するなど、

熟練技能者の不足を補う除雪機械などの装備の高度化を進める。 

○ 除排雪作業時の死傷事故の防止を推進するため、地方公共団体による除排雪に係る方

針策定や、体制の整備等を推進する。 

○ 地域と学校が連携した防災教育や避難訓練を推進するため、地域と学校の連携活動を

継続的に支援する「地域防災教育コーディネーター（仮称）」の育成に取り組むととも

に、学校や職場、地域の自治組織等を通じ、継続的に防災訓練や防災教育、除排雪時の

安全管理の徹底等を推進するとともに、地区防災計画制度の普及・啓発等により、住民

等の自発的な防災活動に関する計画策定を促す。 

○ 送配電網の耐雪害対策として、過年度発生した雪害による設備トラブル等の事例を鑑

み、事業者による発生要因の原因分析や再発防止対策について適切な対応が取られてい

るかを確認するとともに、必要に応じた指導及び他社への水平展開についても検討して

いく。 

 

（主要施策） 

【国交】防災気象情報の高度化及び適切な利活用の推進 

【国交】駅構内・車内を含めた旅客への情報提供の着実な実施 

【総務】Ｊアラートと連携する情報伝達手段の多重化等による情報伝達体制の強化 

【国交】道路状況の迅速な把握と道路利用者への災害情報の提供 

【警察】交通情報収集・提供・活用のためのシステムの整備・運用 

【防衛】ヘリコプター映像伝送装置の整備等による情報収集体制の整備 

【国交】道路の雪寒対策の推進（大雪時の道路交通確保対策、雪崩防止柵等の防雪施設の

整備） 

【国交】鉄道における雪害対策の推進 

【国交】防災・減災の担い手（建設業）の確保等の推進 

【国交】IT を活用した道路管理体制の強化対策 

【国交】除排雪に係る方針策定と体制整備の推進 

【内閣府】実践的な防災教育の全国展開 

【内閣府】地区防災計画による自助・共助の強化 

【経産】送配電網の耐雪害対策 
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■２．救助・救急､医療活動が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境

を確実に確保する 

 

2-1）被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の停

止≪重点≫  

 

（推進方針） 

○ 陸・海・空の輸送基盤の地震、津波、水害、土砂災害、雪害対策等を着実に進める。

また、輸送モード間の連携等による複数輸送ルートの確保や、行政と倉庫業者・トラッ

ク事業者等が連携した支援物資輸送体制の構築を図るとともに、平常時の輸送力を強化

する。さらに、港湾施設の耐震・耐波性能の強化や空港の耐災害性の強化を進めるとと

もに、大規模災害時における港湾・空港の確実かつ迅速な活用のため、訓練等を通じた

事業者による事業継続計画の実効性の確保や、走錨事故の防止対策などを進める。 

○ 災害時に被災地へ円滑な物資供給を行うため、官民が連携した物資調達の仕組みや、

関係機関が共通のデジタルインターフェースで運用できる緊急支援物資輸送プラットフ

ォームを構築する。また、高ペイロードのドローンを開発するとともに、災害関連情報

の収集・提供を行うため、情報収集・提供手段の確保に向けた取組を推進する。 

○ 災害応急対策等に従事する車両が避難所等に到達できない事態を回避するため、道路

等の啓開に必要な体制の整備を行う。また、交通監視カメラや道路管理用カメラ等の活

用、官民の自動車プローブ情報を融合し活用する広域交通管制システムの運用、関係機

関が連携した通行可否情報の収集等により、自動車の通行に関する情報の迅速な把握、

交通対策への活用を進める。さらに、交通規制等の情報提供により、混乱地域の迂回や

自動車による外出を控えるよう、国民の理解と協力を促す。 

○ 水道事業者等における耐震化計画の策定と水道施設の耐震化を推進する。また、地下

水や雨水、再生水などの多様な水源利用を普及促進する。地下水の危機時における代替

水源に関する検討を進めるとともに、雨水、再生水などの多様な水源利用を普及促進す

る。また、避難所となる施設で、井戸や給水タンクの設置、非常用電源の設置等水の確

保に向けた取組を進める。 

○ 経年劣化したガス管について、耐震設計指針を周知し、耐食性・耐震性に優れたガス

管への取替えを推進する。また、ガス供給の迅速な復旧に関する訓練等について継続す

る。 

○ 既存の再エネ発電設備で平時に FIT 活用しているものを、制度上支障のない範囲で、

災害時に避難所など防災拠点等で有効活用できるような設備等の増設の推進、そのため

の環境整備を検討していく。公的施設・避難所等における、耐震化対策、老朽化対策を

促進していくともに、自立・分散型エネルギーや断水時にも対応可能な循環型トイレを

平時より活用していくよう、導入促進していく。また、地域の燃料アクセスや災害・停

電に備えた SS 対策等燃料供給の確保を促進するとともに、各家庭における備蓄を促進

する。さらに、廃棄物処理施設で得られるエネルギーを有効活用するため、廃棄物処理

施設を中心とした自立・分散型の地域エネルギーセンターの整備を促進する。 

○ 既設の防災用発電装置の災害時の活用用途の拡大を可能にする電気回路の改修工事や

そのための点検整備を推進する。 

〇 消防・防災用非常用電源に関して、レジリエンスの強化及び脱炭素化・低炭素化の観

点から、再生可能エネルギーと蓄電池を組み合わせたエネルギーシステムやコジェネレ

ーションシステムを常用で設置し、これを消防・防災用非常用電源と兼用にしていくこ

とを推進する。 
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○ 応急用食料の調達の実効性について、図上訓練等を通じ検証を継続するとともに、観

測情報や社会動態把握を統合し、交通網の結節点における食品の貯蔵・保管拠点の検討

等、避難や食料及び物資供給等災害時の緊急活動を支援する情報システムの開発を行う。

特に、南海トラフ地震は、必要とされる応急用食料が も多いことから、被災地の道路

状況や食品工場の操業状況等を勘案して、 適な食料供給の方法を検討する。 

○ 地方ブロックごとに国、自治体、倉庫業者・トラック事業者等の関係者が参画する協

議会等を通じ、物流事業者団体との災害時協力協定の締結・高度化等の促進や、新たな

民間物資拠点の選定及び「ラストマイルにおける円滑な支援物資輸送・拠点開設・運営

ハンドブック」の普及促進等、各地域における支援物資輸送体制の確立に向けた取組を

実施する。特に、当該ハンドブックについて、「物資調達・輸送調整等支援システム」

がより活用されるように必要な改訂を行うことで、支援物資輸送の実効性を高める取組

を促進する。 

○ 災害リスクの高い場所への過度な人口集中状態や発電所などのエネルギー施設の集中

状態を緩和していくため、再生可能エネルギー電源等の分散型電源を活用した地域マイ

クログリッドの導入等、「自律・分散・協調」型の国土形成・国土利用を促す効果的な

方策を検討し、取組を進める。「強靱かつ持続可能な電気供給体制の確立を図るための

電気事業法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第49号。以下「エネルギー供給強

靱化法」という。）に基づき、再生エネルギーの大量導入に対応しつつ、抜本的に強靱

化された次世代型ネットワーク構築に向け、送電網の整備を行う。また、避難者の発生

防止や緊急輸送路等の確保のため、住宅・建築物の耐震化を進める。また、消防団等の

充実強化を促進するとともに、地区防災計画制度の普及・啓発等により、住民や企業等

の自発的な防災活動に関する計画策定を促す。 

 

（主要施策） 

【国交】道路の法面・盛土の土砂災害防止対策 

【国交】空港における護岸嵩上げ・排水機能強化による浸水対策 

【警察】交通情報収集・提供・活用のためのシステムの整備・運用 

【国交】緊急支援物資輸送のデジタル化推進事業 

【国交】道路啓開計画策定（災害に備えた関係機関との連携） 

【国交】道路状況の迅速な把握と道路利用者への災害情報の提供 

【厚労】水道施設の耐震化や耐水化等の推進 

【文科】学校施設等の避難所としての防災機能の強化等の普及・啓発 

【経産】災害時等に備えて需要家側に燃料タンクや自家発電設備の設置等の推進 

【環境】災害・停電時に役立つ避難施設防災拠点の再エネ・蓄エネ設備等の自立・分散型

エネルギー設備に関する対策 

【農水】応急用食料等物資供給体制の充実及び備蓄の推進 

【国交】ラストマイルを含む円滑な支援物資輸送体制の構築 

【内閣府】地区防災計画による自助・共助の強化 

【経産】送電網の整備・強化対策 

【経産】災害時に自立した電力供給が可能な地域マイクログリッドの構築支援 

 

2-2）多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生  

 

（推進方針） 

○ 道路の防災対策や無電柱化、災害時の代替性確保のための道路ネットワークの整備、
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鉄道施設や港湾施設等の耐震・耐波性能の強化、洪水・土砂災害・津波・高潮・風水害

対策、治山による避難経路の保全等の対策等を着実に推進する。 

○ 既存の物流機能等を緊急物資輸送等に効果的に活用できるよう、渡河部の橋梁・道路

の洗掘・流失防止対策、船舶による緊急輸送に係る環境整備、貨物輸送事業者の BCP 策

定、海抜表示シートの整備、山間地等において民間を含め多様な主体が管理する道の把

握・活用、高規格道路へのアクセス性の向上等により、避難路や代替輸送路を確保する

ための取組等を促進する。 

○ 災害発生時に機動的・効率的な活動を確保するため、道路等の啓開に必要な体制の整

備、輸送に必要な装備資機材の充実、通信基盤・施設の堅牢化・高度化、ドローン・映

像伝送用資機材等の活用、交通監視カメラや道路管理用カメラ等の活用、官民の自動車

プローブ情報の活用、災害関連情報の収集・提供のためのシステムの活用、地理空間情

報の活用等により多様な情報収集・提供手段の確保に向けた取組を推進する。また、立

ち入りが困難な被災現場における迅速な復旧作業に資する建設機械の自動化・自立化・

遠隔化の現場実装に向け、技術開発や導入環境の整備を進める。 

○ 広範囲に被災が及ぶ場合を想定し、応急用食料等の調達品目及び業種の必要な見直し

を行うとともに、関係機関の情報共有円滑化の仕組みの構築、訓練等を通じた関係者の

習熟度の向上を推進する。また、災害時に備え家庭における食料備蓄を普及するととも

に、地域防災計画においても孤立対策を検討する。 

○ 警察・消防等を含む地方行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下を回

避するため、施設の耐震化等の取組を進める。 

○ 孤立集落の発生を防ぐため、道路の法面・盛土の土砂災害防止対策やアクセスルート

の多重化等を行う。また、空からのアクセスも可能となるようあらかじめ離着陸場とな

る地点の指定等を行うとともに、必要な装備の整備を進める。 

○ TEC-FORCE 活動に必要な災害対策用資機材や装備品の更なる充実に努めるとともに、

被災状況把握の迅速化、隊員作業の削減を図るためのシステムの拡充や、TEC-FORCE 隊

員に対し、ICT 機器等を活用するための訓練等に取り組む。 

 

（主要施策） 

【国交】道路ネットワークの機能強化対策 

【国交】道路の法面・盛土の土砂災害防止対策 

【国交】流域治水対策（河川） 

【国交】流域治水対策（砂防） 

【国交】災害時における海上輸送ネットワークの確保のため、利用可能船舶の把握、船舶

の利用に係る関係者との体制構築等の推進 

【国交】多様な主体が管理する道の把握・活用 

【国交】渡河部の橋梁や河川に隣接する道路構造物の流失防止対策 

【国交】無人化施工技術の安全性・生産性向上対策 

【警察】交通情報収集・提供・活用のためのシステムの整備・運用 

【警察】警察施設の耐災害性の強化 

【総務】常備消防力の強化 

【防衛】自衛隊の災害救助能力の向上のための装備品の整備 

【防衛】自衛隊航空機の安定的使用に係る場外離着陸場の整備 
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2-3）自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足≪重点

≫  

 

（推進方針） 

○ 自衛隊、警察、消防、海保等において災害対応力強化のための広域支援を含めた体制

整備、ドローンや大規模な風水害に対応できる車両を含む装備資機材等の充実強化を推

進する。加えて、TEC-FORCE の人員・資機材等の充実・強化、水防団、消防団や自主防

災組織の充実強化、DMAT 及び自衛隊災害医療基幹要員の養成、道路啓開等を担う建設業

の人材確保を推進する。大規模災害発災後、直ちに活動を開始すると見込まれる米軍と

の連携について、連携手順を日米双方で明確化するとともに、海外からの応援部隊の受

入れ、連携活動の調整方法等について周知・運用を図る。 

○ 仙台防災枠組を、国内外において普及・定着を図るとともに、我が国の災害から得ら

れた経験・知見・技術を活かし、戦略的な国際防災協力の展開及び国連など国際機関を

通じた国際防災協力等を推進する。 

○ 関係省庁の災害対応業務、関係機関における情報共有・利活用、UTM グリッド地図の

活用等について、標準化を推進する。避難行動要支援者ごとに避難支援を行う者や避難

先等の情報を記載した個別避難計画の作成のため、地方自治体への支援を行う。また、

民間企業等と連携した防災訓練の実施等により、防災関係機関の機能確認、相互の協力

の円滑化、防災計画等の継続的な改善、住民の防災に関する意識の高揚と知識の向上等

を図る。さらに、避難生活支援分野においては、災害関連死の防止、避難生活環境の向

上を図るため、専門人材を育成するスキルアップ研修や専門人材をマッチングするため

の仕組みである「避難生活支援・防災人材育成エコシステム」の構築に向け、研修カリ

キュラムを検討し、モデル研修を実施する。 

○ 地域における活動拠点となる警察施設、消防庁舎、自衛隊施設及び海上保安施設等の

耐災害性を更に強化する。また、自衛隊ヘリコプター映像伝送装置の整備など、情報通

信機能の耐災害性の強化、高度化を推進する。 

○ 地方公共団体、関係府省庁の連携等により、活動経路の耐災害性を向上させるととも

に、装備資機材の充実、官民の自動車プローブ情報を融合し活用する広域交通管制シス

テムの運用、ICT を活用した情報収集・共有、情報提供など必要な体制整備を進め、迅

速かつ的確な交通対策や道路・航路啓開が行われるよう支援する。 

○ 住宅・建築物の耐震化等を進め、負傷者の発生を抑制する。 

○ 地方公共団体が台風等の襲来に備え、廃棄物仮置き場の確保等を図る場合など発災前

にも地方公共団体の求めに応じて速やかに未利用国有地等を無償で提供できるよう、未

利用国有地等のリストを準備する。 

 

（主要施策） 

【国交】巡視船艇・航空機の整備 

【警察】災害用装備資機材の充実強化 

【総務】常備消防力の強化 

【総務】消防団を中核とした地域防災力の充実強化 

【防衛】自衛隊の災害救助能力の向上のための装備品の整備 

【防衛】大規模災害時における在日米軍との連携の深化 

【厚労】災害派遣医療チーム（DMAT）の養成 

【内閣府】災害対応業務標準化の推進 

【内閣府】国際防災協力の推進 
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【内閣府】総合防災訓練大綱に基づく総合防災訓練の実施 

【内閣府】個別避難計画作成の促進 

【内閣府】避難生活支援・防災人材育成エコシステムの構築 

【総務】消防庁舎の耐震化 

【防衛】大規模な災害にも耐えうるインフラ基盤とするための機能の維持・強化 

【国交】海上保安施設等の耐災害性強化対策 

【警察】交通情報収集・提供・活用のためのシステムの整備・運用 

【財務】地方公共団体に対する国有財産を活用した廃棄物仮置き場や避難場所確保等支援 

 

2-4）想定を超える大量の帰宅困難者の発生、混乱  

 

（推進方針） 

○ 自治体が主導する駅前対策協議会において、地方公共団体等と連携しながら、鉄道事

業者も積極的に役割を果たしていくことが必要であり、鉄道事業者における備蓄等の取

組について、監査のほか、事案が発生した際にその都度確認し、必要に応じ改善を促し

ていく。 

○ 鉄道事業者に対し、各種情報提供ツールや多言語案内の充実化を図っていくよう働き

かけを行う。計画運休の実施や災害等が発生した際には、訪日外国人を含む利用者への

情報提供を適切に行うよう指示・指導を行うとともに、業務監査において必要に応じて

改善を促し、利用者への情報提供の充実を図っていく。また、様々な自然災害に対して

鉄道施設の被害を 小化するとともに、鉄道の速やかな運行再開ができるよう、鉄道施

設に関する耐震対策、浸水対策、斜面崩壊対策、河川橋梁流出・傾斜対策、雪害対策を

推進する。 

○ 被災状況の把握や住民の避難等、災害時における自転車の活用の推進に関する取組事

例をとりまとめ、地方版自転車活用推進計画への災害時における自転車活用施策の位置

付けを推進する。 

○ 災害発生時においても安全で円滑な交通を確保するため、民間事業者が保有するプロ

ーブ情報も含め、収集した交通情報を一般に対して一元的に提供し運転者の適切な経路

変更等を促すシステムの整備・運用や、主要幹線道路等に設置されている重要な信号機

への信号機電源付加装置の整備など、災害に備えた交通安全施設等の整備を推進する。 

○ ETC2.0と民間プローブデータ等を活用して災害時の通行可否情報の収集や提供を行う

など、情報収集の強化・提供情報の質の向上を推進する。 

○ 官民協議会による都市再生安全確保計画等の作成・改定や計画に基づくソフト・ハー

ド両面の取組に対する支援を行い、都市再生安全確保計画等の作成のみならず、計画に

基づく滞在者等の安全確保に向けた取組を一層推進する。ソフト対策として、帰宅困難

者対策訓練、マニュアルの作成等、ハード対策として、非常用通信設備の整備等に対し

て支援するとともに、これらの取組成果の効果検証等を踏まえた都市再生安全確保計画

の充実・改善の検討等を支援する。 

○ 災害時に帰宅困難者等の受入拠点となる一時滞在施設等（受入スペース、防災備蓄倉

庫又は受入関連施設）の整備を促進する。また、大都市部における帰宅困難者のための

休憩・情報提供等の場となる公園緑地（帰宅支援場所）等の整備を推進する。 

○ 鉄道等の麻痺が多数の帰宅困難者を生む原因となる、大都市中心部への昼間人口の一

極集中状態を緩和していくため、「自律・分散・協調」型国土形成や合理的な土地利用

を促す効果的な方策を検討し、取組を進める。 

 

38



（主要施策） 

【内閣府・国交】主要駅周辺等における帰宅困難者対策の推進 

【国交】地方公共団体等と連携した帰宅困難者対策の検討・実施 

【国交】駅構内・車内を含めた旅客への情報提供の着実な実施 

【国交】鉄道施設の耐震対策 

【国交】災害時における自転車の活用の推進 

【警察】交通情報収集・提供・活用のためのシステムの整備・運用 

【国交】道路状況の迅速な把握と道路利用者への災害情報の提供 

【国交】帰宅困難者・負傷者対応のための防災拠点の整備促進 

【国交】帰宅困難者対策に資する公園緑地の活用等 

 

2-5）医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給の途

絶による医療機能の麻痺  

 

（推進方針） 

○ 南海トラフ地震・首都直下地震等多数の負傷者が想定される災害に対応した、医療リ

ソースの供給体制を確⽴していく検討や、医療従事者や薬剤、治療設備などの需給につ

いて定量的な分析を実施する。また、現在想定されている南海トラフ地震並びに各地の

浸水害による被害想定を基に、医療提供面で脆弱なエリアの抽出を図る。また、災害医

療等の対策として、輸送・連結が可能で診療等の医療施設として活用できる医療コンテ

ナについて、地方公共団体等の導入状況を把握し、引き続きその活用促進に向けた検討

や情報発信等を行う。 

○ 災害発生時に診療拠点となる災害拠点病院及び重篤な患者を受け入れる救命救急セン

ター、入院を要する救急患者の受入を行う二次救急医療機関等の耐震整備を推進すると

ともに、災害拠点病院等の自家発電・給水設備の強化や救命救急センター等の非常用通

信設備の強化を推進する。 

○ BCP 策定率が100％に達した災害拠点病院については、策定した BCP に基づき定期的に

訓練を実施するよう促していく。また BCP 未策定の災害拠点病院以外の病院（救命救急

センター・周産期母子医療センター）については、優先的に BCP 策定研修の受講施設と

することで、BCP 策定率の向上を図る。 

○ 国立大学附属病院等施設の長期整備計画に基づき、安全・安心の確保のための施設の

耐震対策や、災害等非常時における地域の医療拠点として必要となる施設機能確保のた

めの老朽改善やライフラインの更新など防災・減災機能強化を含めた施設整備を実施す

る。 

○ 大学で開講された教育プログラムにおいて、医療チームにより災害医療全般に対応で

きるプロフェッショナルな人材を引き続き養成する。 

○ 避難所、多数の避難困難者が生じる施設、一時避難所となり得る施設等として地方自

治体と協定等を締結している民間施設等における需要家側での燃料備蓄を推進するため、

石油タンク、LP ガスタンク、自家発電設備、GHP 空調機等の導入支援事業を実施する。 

○ 地域防災計画に避難施設等として位置付けられるとともに、災害発生時に業務を維持

すべきとされた公共施設において、大規模災害時においても発電・電力供給等の機能発

揮が可能な再生可能エネルギー、停電時自立機能を持つコジェネレーションシステム等

の自立・分散型エネルギー設備の整備等を推進する。 

○ 人工透析等、衛生的な水を大量に必要とする患者を抱える病院に対し、平時からの地

下水活用など水源の多重化や、優先的に水道を復旧させる等の協力体制を構築する。ま
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た、下水道が使用できない場合にも備える。 

○ 災害時に帰宅困難者等の受入拠点となる一時滞在施設等（受入スペース、防災備蓄倉

庫又は受入関連施設）の整備を支援する。 

○ 災害派遣医療チーム（DMAT）の更なる養成を図るとともに、DMAT 司令塔機能を担う

DMAT 事務局の体制強化に取り組む。また、自衛隊においても、大量負傷者に対応できる

自衛隊災害医療基幹要員を養成する。 

○ 災害が発生した場合、その被災経験から得られた教訓を踏まえ、必要に応じて広域災

害・救急医療情報システム（EMIS）を活用した情報収集体制の強化のため、当該システ

ムの一部を改修し、操作性・機能の改善、情報項目の追加等を行う。 

○ 災害時に被災地域の精神保健医療機能を補完するために活動する災害派遣精神医療チ

ーム（DPAT）を全都道府県に整備するために、DPATを養成するための研修を実施する。 

○ 被災地における各種保健医療活動チームの連携体制を構築し、都道府県の実状に合っ

た適切な活動調整が行われるよう、各活動の所管部局から都道府県の担当部局に対し通

知の周知を行っていく。また、活動要領を踏まえた研修カリキュラムの更新を行い、活

動要領を理解した（都道府県・地域）災害医療コーディネーターの配置を推進する。 

○ DMAT 等及び支援物資が災害拠点病院等に到達できるよう、代替性確保のための高規格

道路等の整備及びアクセス向上、道路橋梁の耐震補強、道路の法面・盛土の土砂災害防

止対策、無電柱化、環状交差点の活用、空港施設の耐震化、港湾施設の耐震・耐波性能

の強化、洪水・土砂災害・津波・高潮対策等を進める。また、患者及び医薬品等の搬送

ルートの優先的な確保等道路啓開計画の実効性向上の取組を進める。 

○ 災害発生時においても安全で円滑な交通を確保するため、民間事業者が保有するプロ

ーブ情報も含め、収集した交通情報を一般に対して一元的に提供し運転者の適切な経路

変更等を促すシステムの整備・運用を推進する。また、関係機関と連携し、ETC2.0と民

間プローブデータ等を活用して災害時の通行可否情報の収集や提供を行うなど、情報収

集の強化・提供情報の質の向上を推進する。 

○ 災害時における船舶を活用した医療体制の強化のため、自衛隊艦艇等を活用した災害

医療活動の初動から活動完了までの実動訓練を実施し、そのフィージビリティや課題等

について調査を行う。また、自ら船舶を確保し、災害医療活動を行うことのできる民間

事業者等の船舶について、現状を調査するとともに、当該船舶を使用した実証訓練を行

い、災害医療活動における活用可能性を検証する。 

○ 住宅・建築物の耐震化や外壁・窓ガラス等の落下防止対策、家具の転倒防止策等に取

り組む。また、首都直下地震想定エリアなど、災害リスクの高い場所への過度な人口集

中状態を緩和し、かつ地方の定住人口が少なくなりすぎて平時からの医療サービスを維

持できなくなる状態を回避していくため、「自律・分散・協調」型国土形成を促す効果

的な方策を検討し、取組を進める。 

 

（主要施策） 

【厚労】医療リソースの需給の検討 

【厚労】医療用コンテナ活用の検討 

【厚労】医療施設の耐震化 

【厚労】災害拠点病院等の自家発電設備の強化等 

【厚労】災害拠点病院等の給水設備の強化 

【厚労】救命救急センター等の非常用通信設備の強化等 

【厚労】病院における事業継続計画（BCP）の策定 

【経産】災害時等に備えて需要家側に燃料タンクや自家発電設備の設置等の推進 
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【経産】石油製品の円滑な供給に向けた関係府省庁間連携スキームの構築 

【環境】災害・停電時に役立つ避難施設防災拠点の再エネ・蓄エネ設備等の自立・分散型

エネルギー設備に関する対策 

【経産・国交・環境】脱炭素かつ、レジリエンス性の高い建築物に対する支援【文科】国

立大学附属病院施設の防災・減災機能強化 

【国交】気候変動等に対応した渇水対策及び災害時における用水供給の確保 

【文科】大学・大学院及び附属病院における人材養成機能強化 

【国交】帰宅困難者・負傷者対応のための防災拠点の整備促進 

【厚労】災害派遣医療チーム（DMAT）の養成 

【厚労】災害派遣精神医療チーム（DPAT）の養成 

【防衛】大規模災害による大量負傷者に対応できる衛生科基幹隊員の養成 

【厚労】広域災害・救急医療情報システム（EMIS）の機能拡充等 

【厚労】（都道府県・地域）災害医療コーディネーターの養成 

【国交】道路ネットワークの機能強化対策 

【警察】交通情報収集・提供・活用のためのシステムの整備・運用 

【国交】道路状況の迅速な把握と道路利用者への災害情報の提供 

【厚労】被災地における各種保健医療活動チームの連携体制構築 

【内閣府】災害時における船舶を活用した医療体制の強化に係る調査検討 

 

2-6）被災地における疫病・感染症等の大規模発生  

 

（推進方針） 

○ 感染症の発生・まん延を防ぐため、平時から適切な健康診断や予防接種法に基づく予

防接種を着実に実施する。また、災害発生時に、地方公共団体において、「感染症の予

防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」（平成10年法律第114号）に基づく消

毒や害虫駆除を必要に応じ実施する。 

○ 地震、津波に伴う下水道施設の被災により、市民生活や公衆衛生に重大な影響を及ぼ

すことのないよう、下水道施設（下水処理場や緊急輸送路等に布設されている管路）の

耐震、耐津波対策を促進するとともに、下水道 BCP の訓練や継続的な見直しを推進する

ための技術的支援等を実施する。また、老朽化した下水道管路について、計画的に改築

を進める。 

○ 屋外の衛生環境を悪化させる大規模水害を防止するための対策を推進する。 

○ 平時から防疫業務用設備備品の購入等を実施する。また、避難者にインフルエンザ、

ノロウィルス、O157、コロナウイルスなどが広まらないよう、避難所となる施設の衛生

環境を災害時にも良好に保つため、必要な薬剤や備品について、備蓄や流通事業者等と

の連携により、的確に確保できるようにしておく。また、避難所以外へ避難する者の発

生を考慮し、正しい感染症予防の情報を行き渡らせる方策を、各地方公共団体において

計画しておく。 

○ 医療施設の耐震化や被災地における各種保健医療活動チームの連携体制構築など、医

療活動を支える取組を着実に推進する。 

○ 住宅・建築物の倒壊による避難者の発生を抑制するために、耐震化を進める。 

○ 今般の新型コロナウイルス感染症の感染状況を踏まえ、避難所における感染症対策、

また避難所の運営や良好な生活環境確保の留意点等について、自治体において必要とな

る対策について調査検討を行う。また、指定避難所において必要となる施設・設備・備

蓄等の準備状況について調査検討を行うとともに、関係機関・団体等との連携や、在宅
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避難者等の把握方法やきめ細かな支援方法についても調査検討を行う。 

○ 自治体における浄化槽長寿命化計画策定のフォローアップを行い計画的な老朽化対策

の検討を行う。また浄化槽台帳システムの活用状況を調査し、導入促進及び導入による

管理の高度化の検討を行う。 

 

（主要施策） 

【厚労】予防接種法に基づく予防接種の実施 

【厚労】感染症法に基づく消毒や害虫駆除等の実施 

【国交】下水道施設の戦略的維持管理・更新 

【国交】下水道施設の耐震、耐津波対策 

【厚労】医療施設の耐震化 

【厚労】被災地における各種保健医療活動チームの連携体制構築 

【国交】流域治水対策（河川） 

【内閣府】避難所の運営状況等に関する取組状況調査 

【環境】浄化槽長寿命化計画策定推進への支援 

 

2-7）劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による、多数の被災者の健康状態の悪化・

死者の発生≪重点≫  

 

（推進方針） 

○ 今般の新型コロナウイルス感染症の感染状況を踏まえ、避難所における感染症対策、

また避難所の運営や良好な生活環境確保の留意点等について、自治体において必要とな

る対策について検討を行う。また、指定避難所において必要となる施設・設備・備蓄等

の準備状況や関係機関・団体等との連携、在宅避難者等の把握方法やきめ細かな支援方

法についても検討を行う。さらに、学校施設の多くが指定避難所に指定されていること

を踏まえ、非構造部材を含めた耐震対策、老朽化対策による施設の安全確保とともに、

トイレの洋式化や空調設備の設置、災害による停電時、断水時にトイレ・空調等を使用

可能とするための自家発電設備、貯水槽、備蓄倉庫の整備、施設のバリアフリー化等、

避難所としての防災機能を強化することに加え、調査研究の実施等を通じて、近年の激

甚化・頻発化する豪雨等に対する浸水・土砂災害対策の推進を図る。 

○ 地域防災計画に避難施設等として位置付けられるとともに、災害発生時に業務を維持

すべきとされた公共施設において、大規模災害時においても発電・電力供給等の機能発

揮が可能な再生可能エネルギー、停電時自立機能を持つコジェネレーションシステム等

の自立・分散型エネルギー設備の整備等を推進する。 

○ 自力避難が困難な者が多数利用する社会福祉施設等の安全を確保するため、社会福祉

施設等の耐震化整備及び非常用自家発電設備等の整備を推進する。 

○ 地区防災計画の取組をより一層促進するため、住民等の計画作成を支援する人材の発

掘・育成・支援とともに、優良事例などを収集・周知する。加えて、既存のガイドライ

ンの改訂やイベントの開催などにも取り組む。 

○ 地方ブロックごとに国、自治体、倉庫業者・トラック事業者等の関係者が参画する協

議会等を通じ、物流事業者団体との災害時協力協定の締結・高度化等の促進や、新たな

民間物資拠点の選定及び「ラストマイルにおける円滑な支援物資輸送・拠点開設・運営

ハンドブック」の普及促進等、各地域における支援物資輸送体制の確立に向けた取組を

実施する。特に、当該ハンドブックについて、「物資調達・輸送調整等支援システム」

がより活用されるように必要な改訂を行うことで、支援物資輸送の実効性を高める取組
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を促進する。 

○ 災害発生時に市町村において被災者台帳を迅速に作成し効率的に活用できるよう、マ

イナンバーの積極的な利用も含め助言等に取り組む。構築したクラウド型被災者支援シ

ステム等により、被災者台帳のシステム化を促進する。また、一人ひとりの被災者の状

況を把握し、きめ細やかな支援をする災害ケースマネジメントの実施に当たっては、被

災者台帳の作成・活用が重要となることから、これから災害ケースマネジメントに取り

組もうとする自治体向けの手引書において周知を図る。 

○ 災害時に被災地域の精神保健医療機能を補完するために活動する DPAT を全都道府県

に整備するために、DPAT を養成するための研修を実施する。 

○ 平時から保健医療・介護の連携を推進することにより、地域包括ケアシステムの構築

を進め、高齢者がコミュニティの活動に参加する環境を整備し、コミュニティの災害対

応力を強化する。 

○ 災害福祉支援ネットワークの体制整備を促進するため、構築済の自治体から好事例を

収集し、未構築の自治体に対し周知を図るとともに、「災害福祉支援ネットワーク中央

センター事業」を実施し、都道府県間の広域的な連携体制の構築等を進める。 

○ 被災地における各種保健医療活動チームの連携体制を構築し、都道府県の実状に合っ

た適切な活動調整が行われるよう、各活動の所管部局から都道府県の担当部局に対し通

知の周知を行っていく。また、災害時健康危機管理支援チーム（DHEAT）の養成研修を

各自治体が実施できるよう支援を行う。 

○ 道の駅について、地域防災計画に基づき、防災機能強化を図る。また、国立青少年教

育施設など、災害時に活用が可能な施設について、役割を明確化するとともに防災機能

を強化する。 

○ 大地震時に防災拠点等となる建築物において、期待される機能の継続にあたり、参考

となる知見をまとめた「防災拠点等となる建築物に係る機能継続ガイドライン」につい

て、防災拠点等建築物の建築主、設計者及び管理者のニーズに応じて広く周知を行う。

また、令和元年東日本台風による大雨に伴う内水氾濫により、首都圏の高層マンション

において浸水被害が発生したことを踏まえ、建築物における電気設備の浸水対策のあり

方や具体的事例についてとりまとめた「建築物における電気設備の浸水対策ガイドライ

ン」について、関連業界に対し、広く注意喚起を行う。 

○ 大都市圏において膨大な数の被災者が発生し、避難所が大幅に不足するのを可能な限

り回避するため、住宅・建築物の耐震化や常備消防力の強化、社会環境の変化に対応し

た消防団運営等の普及・促進に向けた取組の支援等により消防団等の充実強化等を進め

るとともに、「自律・分散・協調」型国土形成を促す効果的な方策を検討し、災害リス

クの高い場所への過度な人口集中状態の緩和していくことにより、避難所の需要を大幅

に低減させていく。また、指定避難所とされている公共施設の耐震化等を進める。 

○ 「熱中症警戒アラート」などに基づき、国民、事業者などによる適切な熱中症予防行

動のより一層の定着を目指すことや、広く一般の方や自治体担当者、教育機関等の管理

者を対象にした熱中症に関するシンポジウムの開催、「熱中症環境保健マニュアル」を

はじめとした知見や普及啓発資料の自治体等への提供など、引き続き熱中症予防に係る

情報提供を強化する。また、災害時の熱中症対策について知見の収集や調査を行い、自

治体等へこれまでの知見と合わせて提供を行う。さらに、自治体における効果的な熱中

症予防対策を推進するため「地域における熱中症対策ガイドライン」を策定する。災害

時に避難所として活用される公共施設等におけるエアコンの普及促進のため、サブスク

リプション方式を活用したモデル事業を行う。大規模災害時にも暑さ指数（WBGT）を継

続的に提供できるよう、暑さ指数（WBGT）の発信体制を強化するとともに、引き続き情
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報活用のための認知度向上に努める。 

○ 自治体における浄化槽長寿命化計画策定のフォローアップを行い計画的な老朽化対策

の検討を行う。また浄化槽台帳システムの活用状況を調査し、導入促進及び導入による

管理の高度化の検討を行う。 

○ 産業廃棄物不法投棄等原状回復措置に関する対策として、特定産業廃棄物に起因する

支障の除去等事業を効果的かつ効率的に進める。 

 

（主要施策） 

【内閣府】避難所の運営状況等に関する取組状況調査 

【文科】学校施設等の避難所としての防災機能の強化等の普及・啓発 

【文科】公立学校施設の防災機能強化・老朽化対策等（非構造部材の耐震対策を含む） 

【文科】私立学校施設の耐震化等（非構造部材の耐震対策を含む） 

【文科】国立大学法人等施設の耐震化・老朽化対策等（非構造部材の耐震対策、ライフラ

インの老朽化対策を含む） 

【環境】災害・停電時に役立つ避難施設防災拠点の再エネ・蓄エネ設備等の自立・分散型

エネルギー設備に関する対策 

【文科】独立行政法人国立青少年教育振興機構の広域防災補完拠点化 

【国交】防災拠点等となる建築物の機能継続にかかるガイドラインの周知 

【経産・国交】建築物における電気設備の浸水対策にかかるガイドラインの周知 

【国交】道路施設が持つ副次的機能の活用（道の駅の防災機能付加、海抜表示シートの設

置等） 

【厚労】社会福祉施設等の耐災害性強化対策 

【厚労】都道府県単位での公民協働の広域的な福祉支援ネットワークの構築 

【厚労】水道の応急対策の強化 

【内閣府】地区防災計画による自助・共助の強化 

【国交】ラストマイルを含む円滑な支援物資輸送体制の構築 

【内閣府】被災者台帳の整備・推進 

【厚労】災害派遣精神医療チーム（DPAT）の養成 

【厚労】被災地における各種保健医療活動チームの連携体制構築 

【厚労】災害時健康危機管理支援チーム（DHEAT）の体制構築 

【環境】熱中症予防対策の強化 

【環境】浄化槽長寿命化計画策定推進への支援 

【環境】産業廃棄物不法投棄等原状回復措置に関する対策 

 

■３．必要不可欠な行政機能は確保する 

 

3-1）被災による司法機能、警察機能の大幅な低下による治安の悪化、社会の混乱  

 

（推進方針） 

○ 被災により被収容者の逃走等の 悪の事態が想定される矯正施設及び法務省施設等の

耐震化や老朽化対策、警備機器の更新整備を着実に推進するとともに、災害時における

逃走防止及び職員非常招集の迅速化のための体制確保を図る。また、不測の事態に対し、

適切に事態の収束を図るための特別機動警備隊の活動に必要な備品等の整備や訓練を実

施する。 

〇 災害時に関係機関との間で情報共有体制の構築を、訓練等を通じて進めるとともに、
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飲料水等ライフラインを安定的に確保し、矯正施設の一部を地方公共団体等の避難場所

に指定する等、地域と連携した取組を進める。 

○ 警察施設の耐震化を推進するとともに、老朽化した警察施設の建て替えや、警察活動

に必要な通信指令施設の更新整備や高度化、警察用航空機・車両・船舶の更新整備、映

像伝送用小型無人機（ドローン）の運用態勢構築、装備資機材の充実強化、及び地域の

地理特性に応じた災害警備訓練等により、機動警察通信隊等の機能の更なる高度化を図

り、ハード・ソフト一体となって災害時における警察機能の確保を図る。 

○ 信号機電源付加装置や老朽化した信号機、道路標識・道路標示等の交通安全施設等の

計画的な更新・整備、環状交差点の活用等を進める。 

○ 交通情報の集約や、収集する情報の拡大、官民の自動車プローブ情報の活用による迅

速かつ的確な交通規制の実施等、道路交通の混乱を 小限に抑える体制を確立する。あ

わせて、一般道路利用者に対する交通情報の一元的な提供等により、安全かつ円滑な道

路交通を確保する。 

 

（主要施策） 

【法務】矯正施設の防災・減災対策 

【法務】法務省施設の防災・減災対策 

【法務】矯正施設における災害時の飲料水等の確保 

【法務】少年鑑別所の収容の確保及び非常招集時における初動体制の迅速化 

【法務】矯正施設の監視カメラ等の総合警備システム、自家発電機・蓄電池、非常用食糧

の更新整備 

【法務】特別機動警備隊の活動に必要な備品の整備 

【警察】警察施設の耐災害性の強化 

【警察】警察用航空機等の整備 

【警察】機動警察通信隊の対処能力の更なる向上 

【警察】災害用装備資機材の充実強化 

【警察】信号機電源付加装置等の交通安全施設等の整備 

【警察】老朽化した信号機や道路標識・道路標示等の交通安全施設等の更新 

【警察】交通情報収集・提供・活用のためのシステムの整備・運用 

【警察】警察情報通信設備等の更新整備 

 

3-2）首都圏等での中央官庁機能の機能不全  

 

（推進方針） 

○ 中央官庁機能不全は、事後の全てのフェーズの回復速度に直接的に影響することから、

レジリエンスの観点から極めて重要であるため、いかなる大規模自然災害発生時におい

ても、必要な機能を維持する。 

○ 政府全体の BCP や各府省庁の BCP に基づき、大規模災害時における庁舎施設での業務

継続の困難、参集要員の不足、非常時優先業務の長期継続等、さまざまな事態を想定し

た訓練・教育を実施するとともに、計画の実効性について評価を行うことを通じて、計

画を見直し、政府の業務継続体制を強化する。 

○ 官庁施設の耐震化について、老朽化していく官庁施設に対して、計画的かつ重点的に

事業を執行するとともに、庁舎内の什器の固定、天井などの非構造部分の耐震化等につ

いても更なる実施を促進する。また、津波浸水地域に立地する官庁施設について、津波

襲来時においても災害応急対策活動が継続できるよう所要の改修を推進する。 
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○ 中央防災無線網の整備推進等を通じ、被害情報をはじめとする災害対応に必要な情報

の迅速な収集・共有や、国・地方公共団体・民間等関係機関との効果的な連携等、非常

時においても業務を円滑に遂行するための体制を確保する。特に、水害発生時には、浸

水推定図を速やかに公開する。また、緊急撮影等により現地の被災状況を迅速に把握し、

取得した被災情報を関係機関へ提供する。 

○ 首都直下地震をはじめとした大規模自然災害による影響が長期にわたり継続する場合

でも、中央官庁の非常時優先業務の継続に支障をきたすことのないように、BCP 等を踏

まえ、各府省庁において、電力やガスなどのエネルギーの確保、情報・通信システムの

冗長性の確保、物資の備蓄、代替庁舎の確保等を推進する。 

○ 官庁施設周辺のインフラの被災やエネルギー供給の途絶によっても機能不全が発生す

る可能性があるため、道路の防災対策や緊急輸送道路等の無電柱化、港湾施設の耐震・

耐波性能の強化、洪水・土砂災害・津波・高潮対策等を着実に推進する。 

 

（主要施策） 

【各府省庁】各府省庁における通信・情報システムの冗長性の確保 

【内閣府】各府省庁の業務継続計画の評価 

【国交】官庁施設の耐震化及び天井耐震対策 

【国交】官庁施設の津波対策 

【国交】防災・減災及び災害対応に資する地理空間情報の整備、活用、共有の推進 

【総務】消防庁の災害対応能力の強化 

【国交】国土地理院施設の耐災害性強化対策 

【国交】災害応急対策活動に必要となる官庁施設の電力の確保等 

 

3-3）地方行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下  

 

（推進方針） 

○ 地方行政機関等の災害対応などの行政機能の確保はレジリエンスの観点から極めて重

要な意味を担うことから、いかなる大規模自然災害発生時においても、必要な機能を維

持する。 

○ 市町村のための業務継続計画作成ガイドや大規模災害発生時における地方公共団体の

業務継続の手引き、人的応援の受入れに関する受援計画作成の手引き等を周知するとと

もに、これらを活用し、市町村職員を対象とした研修会を実施する等地方公共団体にお

ける BCP の策定、見直し及び実効性確保のための取組、災害時受援体制の構築を促進す

る。 

○ 災害対応や災害関連制度の改正等を踏まえ、民間企業等と連携した各種防災訓練の実

施等により、防災関係機関の機能確認、相互の協力の円滑化、防災計画等の課題を発見

し継続的な改善、住民の防災に関する意識の高揚と知識の向上、各防災担当者の日常の

取組について改善を図る。 

○ 警察署や消防庁舎等の防災拠点となる公共施設等について、改修や建て替え、技術的

助言等により、耐震化を推進する。また、地方公共団体の災害対策本部設置庁舎におけ

る業務継続性を確保するために、非常用電源の確保を推進する。 

○ 被災リスクに備えた救急・救助、医療活動等の維持に必要なエネルギーの確保につい

ては、備蓄等を促進するとともに、石油製品の備蓄方法、供給体制に係る訓練、情報共

有等に係る関係府省庁・地方公共団体間の連携スキームの構築を推進する。また、被災

者台帳の作成等に関して、実務指針をもとに、災害発生時に市町村において被災者台帳
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を迅速に作成し活用できるよう、マイナンバーの積極的な利用も含め助言等に取り組む。

また、各自治体がクラウド上で共同利用できる基盤的システムを構築する。 

○ これまでに構築した関係省庁、地方公共団体の生活再建支援制度を集約したデータベ

ース、各行政機関が本データベースに登録されている制度の情報を簡易に一元管理可能

なインターフェース、被災者や行政機関窓口がカテゴリ等からワンストップで簡易に検

索可能な Web サイトを運用する。 

○ 行政機関の施設・職員そのものの被災だけでなく、周辺インフラの被災によっても機

能不全が発生する可能性があるため、道路の防災対策や無電柱化、港湾施設の耐震・耐

波性能の強化、洪水・土砂災害・津波・高潮対策、治山対策等を着実に推進する。 

○ 平時から、「大規模災害からの復興に関する法律」（平成25年法律第55号。以下「大

規模災害復興法」という。）の実際の運用や災害復旧を効率的・効果的に行うための全

体的な復旧に係る取組・手順等をハンドブック・事例集として関係省庁及び地方公共団

体で共有し、災害からの復旧・復興施策や発災時の被災者支援の取組を行う地方公共団

体等の対応力向上を図る。 

○ 災害時に避難所として活用される社会体育施設について、利用者等の安全確保を図る

ため、耐震化を促進する。 

 

（主要施策） 

【内閣府】南海トラフ地震防災対策推進地域及び首都直下地震緊急対策区域における地方

公共団体の業務継続計画の策定 

【内閣府】総合防災訓練大綱に基づく総合防災訓練の実施 

【内閣府】地方公共団体における災害時受援体制の構築の推進 

【総務】防災拠点となる公共施設等の耐震化 

【総務】災害対策本部設置庁舎における非常用電源の確保 

【総務】応急対策職員派遣制度の運用による応援体制の強化 

【内閣府】被災者台帳の整備・推進 

【デジタル】被災者生活再建支援制度データベース（マイ制度ナビ）の整備 

【文科】公立社会体育施設の耐震化 

【内閣府】国と地方の防災を担う人材の育成 

【国交】防災・減災及び災害対応に資する地理空間情報の整備、活用、共有の推進 

 

■４．必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する 

 

4-1）防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止 

 

（推進方針） 

○ 電気通信設備の損壊又は故障等にかかる技術基準が遵守されるよう、各事業者は当該

基準への適合性の自己確認を継続する。災害等が発生した場合には、その被災状況等

（通信途絶、停電等）を踏まえ適宜見直しを検討する。 

○ 災害時における固定電話や携帯電話等の通信サービスの復旧において重要な、電力供

給や燃料供給、倒木処理等との連携を図るため、国の機関、地方自治体及び通信事業者

等が連携して行うべき初動対応を想定した訓練を実施し、連携の拡大・普及を図る。 

○ 大規模災害を想定した広域的な訓練等を実施し、総合的な防災力の強化を進める。 

○ 電力等の長期供給停止を発生させないように、電力等の制御システムのセキュリティ

確保のための評価認証基盤整備や道路の無電柱化、洪水・土砂災害・津波・高潮対策等
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の地域の防災対策を着実に推進する。 

○ 民間通信事業者の回線が停止した場合にも災害救助活動ができるよう警察、自衛隊、

海保等の情報通信システム基盤について、その耐災害性の向上やドローン・映像伝送用

資機材等の新技術活用等を図るとともに、全国の防災関係機関相互の通信を確保するた

め、指定公共機関への中央防災無線網の衛星回線による通信設備の整備を進める。 

○ 大規模地震の発生時等においても国内外のデータを安全・安心に蓄積・処理できるよ

う、データセンター、海底ケーブル等の地方分散により、強靱な通信ネットワーク拠点

を整備する。 

○ 準天頂衛星システムなどを活用した安否確認サービス及び災害・危機管理通報サービ

スの提供を行いつつ、これらの防災機能の強化に係る開発を行うとともに、防災関係部

局や自治体における導入検討を促すための端末の貸与等を引き続き実施する。 

○ 災害により電気通信設備等への電源供給が途絶し、事業者等の非常用蓄電池等では対

応できない場合に備え、総合通信局等に配備した移動電源車により、重要通信の確保に

必要となる電源確保を迅速に行う体制を維持する。 

○ 災害時において緊急通報を確実に行うことができるよう、エリア支障の発生している

電気通信事業者の端末を他事業者の基地局に収容する、緊急通報の事業者間ローミング

の実現に向けて検討を行う。 

○ 土砂災害防止法に基づく基礎調査及び区域指定を踏まえ、実施すべき警戒避難体制の

整備を推進する。 

 

（主要施策） 

【総務】災害時の通信サービス確保のための連携の拡大・普及に関する対策 

【防衛】各種訓練を踏まえた関係機関との通信連携要領の確立 

【国交】大規模地震に備えた河川管理施設の地震・津波対策 

【国交】電柱倒壊リスクがある市街地等の緊急輸送道路の無電柱化対策 

【総務】データセンター、海底ケーブル等の地方分散によるデジタルインフラ強靱化事業 

【防衛】野外通信システム等の整備等による通信能力の向上 

【防衛】防衛情報通信基盤の各種通信器材の着実な更新等 

【警察】通信指令施設の更新整備 

【警察】機動警察通信隊の対処能力の更なる向上 

【警察】警察情報通信設備等の更新整備 

【内閣府】中央防災無線網設備の整備 

【内閣府】準天頂衛星システムを活用した防災機能の強化 

【文科】技術試験衛星９号機（ETS-9）等の通信衛星の開発 

【総務】大規模災害時における電気通信事業者間の連携・協力 

 

4-2）テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達できない事態 

 

（推進方針） 

○ 住民の災害情報の入手手段として大きな役割を果たすラジオ放送が災害時に放送の中

断がないよう、送信所の移転、FM 補完局や予備送信所、中継局の整備等を推進する。 

○ テレビ・ラジオ放送が中断した際にも情報提供ができるよう、通信衛星等の代替手段

の整備、基盤となるＬアラート情報の迅速かつ確実な伝達及び高度化を推進する。また、

ケーブルテレビのネットワークの光化・複線化等を進める。 

○ 放送局等に被害を生じさせないよう洪水対策等を進める。 
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（主要施策） 

【総務】難聴地域解消のためのラジオ中継局の整備の推進 

【総務】災害対策としてのラジオ中継局の整備の推進 

【文科】技術試験衛星９号機（ETS-9）等の通信衛星の開発 

【総務】放送局等の耐災害性を強化するための予備送信設備等の整備 

 

4-3）災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず、避難行

動や救助・支援が遅れる事態≪重点≫ 

 

（推進方針） 

○ 全ての住民にＪアラートによる緊急情報を確実に提供するため、Ｊアラートと連携す

る情報伝達手段の多重化に努める。 

○ 防災行政無線のデジタル化の推進、Ｌアラート情報の迅速かつ確実な伝達及び高度化

の推進、ラジオ放送局の難聴対策、旅行者に対する情報提供の着手、警察・消防等の通

信基盤・施設の堅牢化・高度化等により、地方公共団体や一般への情報の確実かつ迅速

な提供手段の多様化が進められてきており、それらの施策を着実に推進する。 

○ 災害時に、放送により確実かつ安定的な情報伝達が確保されるよう、条件不利地域等

に該当する地域におけるケーブルテレビネットワークの光化を進める。また、ケーブル

テレビネットワークの複線化等を進める。 

○ 官民の自動車プローブ情報を融合し活用する広域交通管制システムの運用や信号機の

更新、ドローン・映像伝送用資機材等の活用による被害関連情報の収集、GPS 波浪計・

海域の地震津波観測網・GNSS 位置情報提供システム等による地震関連情報の提供、IT・

SNS 等も活用した情報収集手段の多様化・確実化を進める。また、地震の規模の提供等

について陸海統合地震津波火山観測網（MOWLAS）等の活用により、より迅速化への取組

を進める。 

○ Ｇ空間情報センター、総合防災情報システム、統合災害情報システム、SIP4D、防災

チャットボット等を各府省庁や地方公共団体等の各種災害対応に活用するとともに、情

報収集・提供の主要な主体である地方公共団体の人員・体制を整備する。 

○ 甚大な被害をもたらす大規模災害時にも気象・地震・火山等の監視・予測が継続して

行えるよう観測施設の機能強化を行うとともに、防災拠点となる気象台の重要設備の更

新強化により業務継続性を確保する。 

○ 道路の雪寒対策、液状化対策、道路橋梁の耐震補強、道路の法面・盛土の土砂災害防

止対策等により、発災後の避難路を確保する。 

○ 通行実績情報等の自動車の通行に関する交通情報を迅速に一般道路利用者に提供して

いく。 

○ 地震、津波などの災害時において、訪日外国人旅行者へ適切・確実に情報が届くよう、

情報提供システムの整備を図るとともに、観光・宿泊施設等が非常時の訪日外国人旅行

者対応時に活用できる用語集、観光危機計画等を策定する実務者向けの手引きについて

関係機関へ周知を図る。 

○ 災害時等における鉄道の利用者の混乱を抑制するため、鉄道事業者において、駅構内

放送・車内放送、運行情報ディスプレイ、駅頭掲示等に加え、HP や各種 SNS も活用し、

速やかに運行情報を提供する。計画運休の実施や災害等が発生した際には、訪日外国人

を含む利用者への情報提供を鉄道事業者において適切に行う。 

○ 大規模災害を想定した広域的な訓練を実施し、総合的な防災力の強化を進める。 

49



○ 通信インフラ等が被害を受けないよう洪水対策・土砂災害対策等を進める。 

○ 情報発信業務に従事する職員の不足を生じないよう交通ネットワークの確保対策を進

める。 

○ システムダウン、記憶媒体の損失を回避する関係施策を充実する。 

○ 災害時における固定電話や携帯電話等の通信サービスの復旧において重要な、電力供

給や燃料供給、倒木処理等との連携を図るため、国の機関、地方自治体及び通信事業者

等が連携して行うべき初動対応を想定した訓練を実施し、連携の拡大・普及を図る。 

○ 災害により電気通信設備等への電源供給が途絶し、事業者等の非常用蓄電池等では対

応できない場合に備え、総合通信局等に配備した移動電源車により、重要通信の確保に

必要となる電源確保を迅速に行う体制を維持する。 

○ 情報収集・整備・分析・伝達に関する要素技術やシステム等の研究開発を進める。 

 

（主要施策） 

【総務】Ｌアラート情報の迅速かつ確実な伝達及び高度化の推進 

【総務】ケーブルテレビネットワークの強靱化支援 

【総務】難聴地域解消のためのラジオ中継局の整備の推進 

【文科】気象庁の津波予報等への貢献を目的とした地震・津波・火山観測網の強化 

【国交】防災情報の高度化対策（被害状況把握の効率化・情報集約の高度化） 

【国交】駅構内・車内を含めた旅客への情報提供の着実な実施 

【国交】外国人旅行者に対する災害情報の迅速かつ着実な伝達（用語集・指針） 

【警察】機動警察通信隊の対処能力の更なる向上 

【総務】災害時に円滑な臨時災害放送局の開設 

【内閣府】総合防災情報システムの整備 

【内閣府】準天頂衛星システムを活用した防災機能の強化 

【文科】技術試験衛星９号機（ETS-9）等の通信衛星の開発 

【国交】防災気象情報の継続的な提供 

【国交】Ｇ空間情報センターをハブとした地理空間情報の円滑な利用促進 

【内閣府】SIP 国家レジリエンス（防災・減災）の強化 

【国交】道路状況の迅速な把握と道路利用者への災害情報の提供 

 

■５．経済活動を機能不全に陥らせない 

 

5-1）サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下による国際競争力の低下≪重点

≫  

 

（推進方針） 

○ 災害後の経済活動を支える海上交通ネットワークの維持を図るため、耐震強化岸壁や

粘り強い防波堤の整備、高潮・高波対策としての施設の嵩上げ・補強等、港湾施設の耐

震・耐波性能等の強化を推進する。また、民有港湾施設の耐震化支援及び関連する技術

開発などの施策を推進する。豪雨による大規模出水時に船舶が安全に港湾に到達できる

よう、浚渫を行うとともに、漂流物の回収が円滑に行えるよう防災体制の強化を推進す

る。 

○ 製造業、物流事業者の BCP 策定の促進や、災害に強い物流施設の整備促進を実施する。

また、豪雨や大雪が予見される際、気象情報を活用した荷主と物流事業者の調整を行う

ためのガイドラインを策定し、連携体制の強化を図る。 
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○ 「中小企業の事業活動の継続に資するための中小企業等経営強化法」に基づく事業継

続力強化計画等の策定を個別支援（ハンズオン支援）するとともに、遠隔地での代替生

産等の好事例を基に、係る取組の重要性の認識の深化を図るとともに適切な保険プラン

への見直し・加入促進に向けた施策検討を実施する。 

○ 海域監視・情報提供体制の強化による海上交通安全の確保、航路啓開計画の策定、道

路の防災対策や無電柱化、航路標識の耐災害性強化対策、港湾施設の耐震・耐波性能の

強化、空港施設の耐震化、早期復旧計画の策定、洪水・土砂災害・津波・高潮対策等の

物流施設・ルート等の耐災害性を高める施策等を推進する。 

○ 衛星やドローン、カメラ等を活用して、港湾における被災状況等の災害関連情報の収

集・集積を高度化し、災害発生時における迅速な港湾機能の復旧等の体制を構築する。 

○ 企業の本社機能等の地方移転・拡充を地方拠点強化税制（オフィス減税・雇用促進税

制）等により積極的に後押しする。 

○ ASEAN 地域等における防災能力強化に向けた政策提言やシンポジウムの開催等を通じ、

サプライチェーンでつながる諸外国の防災能力強化を図る。 

○ 民間企業のレジリエンス向上をけん引する専門人材を、各地域において育成するとと

もに、認定の仕組みを構築する。 

 

（主要施策） 

【内閣府】民間企業及び企業間/企業体/業界等における BCP の策定促進及び BCM の普及推

進 

【内閣府】企業の本社機能の地方移転・拡充の支援 

【経産】中小企業・小規模事業者の事前の防災・減災対策の促進 

【国交】物流事業者における災害対応力の強化 

【国交】港湾施設の耐震・耐波性能等の強化や関連する技術開発 

【国交】海域監視・情報提供体制の強化 

【国交】航路標識の強靱化 

【国交】港湾における災害情報収集等に関する対策 

【国交】道路の雪寒対策の推進（大雪時の道路交通確保対策、雪崩防止柵等の防雪施設の

整備） 

【国交】災害時における海上輸送ネットワークの確保のため、利用可能船舶の把握、船舶

の利用に係る関係者との体制構築等の推進 

 

5-2）エネルギー供給の停止による、社会経済活動・サプライチェーンの維持への甚大な

影響  

 

（推進方針） 

○ 電気事業法に基づく災害時連携計画や災害等復旧費用の相互扶助制度の着実な運用を

図るとともに、インフラ関連企業と自衛隊を含む関係省庁による共同図上演習や各種訓

練等の実施を通じ、協力体制を強化し、災害対応能力の向上を図る。また、重要施設へ

の電力供給ルートが脆弱なルートなど、電力安定供給に資する無電柱化を着実に進める

とともに、こうした無電柱化の際には、浅層埋設や小型ボックス活用等の低コスト手法

の活用を図る。さらに、託送料金制度改革を通じて、無電柱化を含めた送配電設備への

必要な投資を促進する。 

○ 地域防災計画に避難施設等として位置付けられるとともに、災害発生時に業務を維持

すべきとされた公共施設において、大規模災害時においても発電・電力供給等の機能発
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揮が可能な再生可能エネルギー、停電時自立機能を持つコジェネレーションシステム等、

真の地産地消型エネルギーシステムの展開も見据え、自立・分散型エネルギー設備の整

備等を推進する。 

〇 災害発生時に活動拠点となる公共性の高い業務用施設に、再生可能エネルギー設備や

省エネ・省 CO2性の高いシステム・設備機器、第一種換気設備等を導入することで、停

電時にもエネルギー供給が可能であって、感染症対策にも資する ZEB（ネット・ゼロ・

エネルギー・ビル）の普及を図る。 

○ 災害時石油・石油ガス供給連携計画に基づく訓練を実施し、訓練において判明した課

題等を踏まえた計画の見直しを促すとともに、「系列 BCP」の定期的な見直しを促し、

石油業界の災害対応能力の強化を図る。 

○ 燃料等の供給ルートに係る輸送基盤の災害対策を推進するとともに、発災後の迅速な

輸送経路の啓開に向けて、関係機関の連携等により装備資機材の充実や、関係機関の連

携体制の整備を推進する。 

○ 災害時の物流停滞リスクに備え、SS の地下タンクの入換・大型化等燃料在庫能力の強

化を支援することにより、災害時の石油製品の安定供給体制の確保を推進する。また、

地方公共団体と連携し、地域の燃料アクセス、水害等の災害や停電時への備えも考慮し

た SS 過疎地対策の取組を促進する。 

〇 災害時における LP ガスの安定供給体制を構築するため、中核充填所の新設や、既存

の中核充填所における自家発電設備の嵩上げ・タンク容量の拡大等により、災害対応能

力の強化を図る。 

 

（主要施策） 

【経産】強靱かつ持続可能な電気供給体制の確立 

【防衛】インフラ企業等関係機関との共同図上演習等の実施 

【環境】災害・停電時に役立つ避難施設防災拠点の再エネ・蓄エネ設備等の自立・分散型

エネルギー設備に関する対策 

【経産・国交・環境】脱炭素かつ、レジリエンス性の高い建築物に対する支援 

【経産】災害時石油ガス供給連携計画の訓練の継続及び計画の見直し 

【経産】災害時石油供給連携計画の訓練の継続及び計画の見直し 

【経産】ガス工作物等に係る地震・津波対応力強化 

【経産】災害時における石油製品供給の継続のための BCP の見直し 

【防衛】サプライチェーンの確保に係る関係機関との合同訓練等の実施 

【経産】災害時に地域の石油製品供給を維持するための災害対応型 SS の整備 

【経産】石油製品のサプライチェーンの維持・強化に向けた SS 過疎地対策の推進 

 

5-3）コンビナート・重要な産業施設の損壊、火災、爆発等  

 

（推進方針） 

○ 石油コンビナートについて、周辺地域の常備消防力の強化や訓練等を通じ、防災計画

の実行性の担保に係る取組や関係機関間の連携強化を推進する。 

○ 製油所等の強靱化対策の一環として、排水設備の増強等を実施するとともに、高圧ガ

ス設備について、南海トラフ等の巨大地震を想定した液状化、流動化等への対策の検討

を進め、耐震性能評価法の見直しに関する検討を実施する。 

○ 長期の消防応援活動を支援する拠点機能形成車や、地下空間や大規模倉庫での火災に

対応するための大型ブロアーとウォーターカッターを兼ね備えた特別高度工作車等の特
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殊車両の配備、NBC 資機材の適切な配備等により、広域的な消防防災体制の充実強化を

図る。 

○ 関係機関が連携して実施する訓練等を通じ、製油所・油槽所が存在する重要港湾以上

の港湾における港湾 BCP の継続的な見直し・改善を図る。 

 

（主要施策） 

【総務】石油コンビナート等防災計画の実効性の担保 

【経産】製油所等の緊急入出荷能力の強化 

【経産】高圧ガス設備の耐震設計基準の見直し 

【総務】石油コンビナート事業者の応急対応力、関係機関との連携の強化 

【総務】緊急消防援助隊の車両整備等による災害対応力の強化 

【国交】港湾を活用した広域的な復旧・復興体制や物流の代替性の確保 

 

5-4）海上輸送の機能の停止による海外貿易への甚大な影響  

 

（推進方針） 

○ 国内外の船舶事業者に対し、津波避難マニュアルへの理解及び作成を促進するため、

必要な協力・支援を実施する。 

○ 船舶活用ニーズと活用可能な船舶の迅速なマッチングを可能とするシステムについて、

防災訓練に際して試験運用を行う等により、今後より一層実効性の確保を図る。 

○ 港湾施設等海上輸送の維持に必要なインフラ施設の耐震・耐波性能の強化を推進する。

豪雨による大規模出水時に船舶が安全に港湾に到達できるよう、浚渫を行うとともに、

漂流物の回収が円滑に行えるよう防災体制の強化を推進する。 

○ 災害時においても港湾機能を維持するため、関係機関と連携し、防災訓練の実施や港

湾 BCP の改善を図る等、災害対応力の強化に取り組むとともに、台風等による暴風によ

るコンテナ等の飛散防止のため、コンテナの固縛手法の周知等を通じ、関係事業者の取

組促進を図る。 

○ 港湾管理者、海上保安庁等が連携して、航路啓開訓練を踏まえ航路啓開計画を充実さ

せる等、効果的な航路啓開のための実施体制強化を図る。 

 

（主要施策） 

【国交】津波発生時における旅客及び船舶の津波避難マニュアル策定等の推進 

【国交】災害時における海上輸送ネットワークの確保のため、利用可能船舶の把握、船舶

の利用に係る関係者との体制構築等の推進 

【国交】港湾施設の耐震・耐波性能等の強化や関連する技術開発 

【国交】港湾を活用した広域的な復旧・復興体制や物流の代替性の確保 

【国交】効果的な航路啓開等に係る関係機関の連携の強化等 

 

5-5）太平洋ベルト地帯の幹線が分断するなど、基幹的陸上海上交通ネットワークの機能

停止による物流・人流への甚大な影響≪重点≫  

 

（推進方針） 

○ 荷主、運送事業者、交通事業者、道路等の管理者、研究機関が幅広く連携し、幹線交

通が分断するリスクの分析と認識の共通化を進め、それぞれの BCP 等に反映する。例え

ば、運送事業者においては、暴風雨、暴風雪等が予測される地域や時間帯を迂回する経
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路の選択等、需要側においては、一定量の部品在庫の確保等、大規模自然災害により交

通網が利用できない事態を考慮した事業計画を検討しておく。 

○ 道路橋梁の耐震補強や鉄道、港湾、空港の施設の耐震化、液状化対策、耐波耐津波対

策、浸水対策、停電対策、道路の法面・盛土の土砂災害防止対策等、交通インフラその

ものの強化を進める。また、洪水、土砂災害、高潮、津波等、交通施設の閉塞を防ぐ周

辺の対策を進める。 

○ 現在の運行状況、通行止め箇所や今後の開通見通しに関する情報を適時的確に提供す

る。 

○ 代替性の高い道路網の構築を進める。雪や大雨などの災害に強く、災害時には代替輸

送ルートとして機能する大都市圏環状道路などの高速道路ネットワークについてそれぞ

れ事業評価等の総合的な評価を踏まえた着実な整備、高速道路における暫定２車線区間

の４車線化、高規格道路と代替機能を発揮する直轄国道とのダブルネットワークの強化

などの機能強化等を推進する。さらに、緊急車両の進入路の設置、高規格道路等へのア

クセス性の向上等を進める。物流上重要な道路輸送網においては、平時も含め安定的な

輸送を確保するための機能強化を進める。 

○ 代替性の高い鉄道網の構築を進める。特に、その超高速性により国土構造の変革をも

たらす「リニア中央新幹線」に関しては、建設主体である JR 東海が、国、地方公共団

体等と連携・協力しつつ、整備を推進する。また、雪や大雨などの災害に強く、災害時

には代替輸送ルートとして機能する新幹線ネットワークについても着実に整備を進める。

鉄道施設について、首都直下地震や南海トラフ地震等の大規模地震に備え、主要駅や高

架橋等の耐震補強を一層推進する。また、豪雨により、流失・傾斜の恐れがある鉄道河

川橋梁については流失・傾斜対策を、斜面崩壊の恐れがある鉄道の隣接斜面については

斜面崩壊対策を各々推進し、災害時における基幹的鉄道交通ネットワークによる物流の

機能確保を推進する。老朽化が認められる鉄道施設について、長寿命化に資する補強・

改良を実施する。 

○ 定期点検等により確認された修繕が必要な道路施設（橋梁、トンネル、道路附属物、

舗装等）について、ライフサイクルコストを考慮した橋梁補修や舗装補修等の対策を実

施する。その際、耐災害性や気候変動への影響にも配慮した舗装技術の評価の仕組みや

適用のあり方等の検討を推進する。また、平常時・災害時を問わない安全な道路交通を

確保するため、交差点改良、歩道の設置を含めた道路の拡充、防護柵や標識・路面表示

の充実等の交通安全対策、電柱倒壊リスクがある市街地等の緊急輸送道路の無電柱化対

策を推進する。 

○ 緊急輸送道路（１次）において緊急車両の通行の確保の観点から常時監視が必要な区

間に CCTV カメラの設置を行う。また、除雪作業の自動化に向けて、順次 ICT 除雪機械

を導入し、GNSS の不感地帯対策を含めて現場実証を実施するとともに、特殊車両の通行

手続きの新システムの改修を行う。 

○ 被災状況の把握や住民の避難等、災害時における自転車の活用の推進に関する取組事

例をとりまとめ、地方版自転車活用推進計画への災害時における自転車活用施策の位置

付けを推進する。 

○ 被災により被害を受けた自動車ユーザーに対し、廃車等の諸手続の相談、無料点検等

を行う「移動自動車相談所」を避難所等に設置する際は速やかに実施する。 

○ 老朽化対策、道路啓開・航路啓開の計画策定と連携強化、農林道その他迂回路となり

得る道の整備、情報把握と共有、海域監視・情報提供体制の強化、走錨事故の防止対策

による海上交通安全の確保、信号機電源付加装置をはじめとした交通安全施設等の整備、

環状交差点の活用等とともに、交差点改良、歩道の設置を含めた道路の拡充、防護柵や

54



標識・標示・路面表示の充実などの交通安全対策を進める。 

○ 交通監視カメラや道路管理用カメラ等の活用、官民の自動車プローブ情報を融合し活

用する広域交通管制システムの運用、関係機関が連携した通行可否情報の収集等により、

自動車の通行に関する迅速な交通情報の把握、交通対策への活用、一般道路利用者への

迅速な交通情報提供を行う。 

○ 大規模な車両滞留や長時間の通行止めを引き起こす恐れのある短期間の集中的な大雪

時には、人命を 優先に幹線道路上で大規模な車両滞留を徹底的に回避することを基本

的な考え方とし、出控えなどの行動変容を促す取組を行うとともに、広範囲での通行止

め、高速道路と並行する国道等の同時通行止めも含めた躊躇ない通行止めとその後の集

中除雪による物流等の途絶の回避等に取り組むため、タイムラインの作成や訓練などの

ソフト対策を関係機関と連携し推進するとともに、消融雪施設や防雪施設などのハード

対策を推進し、ハード・ソフトの両面から道路交通確保の取組を推進する。 

○ 近年の台風による港湾での被害等を踏まえ、港湾 BCP に基づく関係機関と連携した訓

練を実施し、昨今の災害の教訓も踏まえ、PDCA サイクルによる継続的な見直し・改善を

図る。また、台風接近時の暴風等によるコンテナ等の飛散防止に係る民間事業者の取組

の促進のため、コンテナの固縛等の手法の検討を行い、関係者への周知を図る。 

○ 災害時に船舶が安全に航行できるよう、緊急確保航路等において、発災後に速やかに

航路を確保できる体制を構築すべく、航路啓開訓練を行う実施し、災害対応力の強化を

図る。また、災害時の対応や訓練結果等を踏まえ、必要に応じて航路啓開計画を充実化

する。 

○ 平時・災害時の海上交通ネットワークの維持、港湾施設の安全な利用等を確保するた

め、係留施設等について老朽化対策を実施する。 

○ 全国の港湾のうち、10港をモデルとしてインフラ情報の電子化を行い、データを共有

する基盤（Cyber Port（港湾インフラ分野））のプロトタイプを設計・構築する。 

○ ネットワークの拠点となる空港において滑走路等の耐震対策、護岸嵩上げ・排水機能

強化による浸水対策を実施するとともに、全国の空港において空港ターミナルビルの吊

り天井の安全対策等を実施することにより空港の耐災害性強化を図る。また、定期的な

点検等により劣化・損傷の程度や原因を把握し、老朽化の進んでいる施設について効率

的かつ効果的な更新・改良を実施する。 

 

（主要施策） 

【国交】道路橋梁の耐震補強 

【国交】道路の法面・盛土の土砂災害防止対策 

【国交】鉄道施設の耐震対策 

【国交】鉄道河川橋梁の流失、傾斜対策 

【国交】鉄道の隣接斜面の斜面崩壊対策 

【国交】港湾施設の耐震・耐波性能等の強化や関連する技術開発 

【国交】道路状況の迅速な把握と道路利用者への災害情報の提供 

【国交】大都市圏環状道路の整備 

【国交】道路ネットワークの機能強化対策 

【国交】道路施設の老朽化対策 

【国交】交通安全対策の推進 

【国交】IT を活用した道路管理体制の強化対策 

【国交】道路の雪寒対策の推進（大雪時の道路交通確保対策、雪崩防止柵等の防雪施設の

整備） 
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【国交】新幹線ネットワークの着実な整備 

【国交】鉄道施設の老朽化対策 

【国交】道路啓開計画策定（災害に備えた関係機関との連携） 

【農水】農林道の迂回路等としての活用に係る道路管理者間の情報共有等の促進 

【国交】災害時における自転車の活用の推進 

【国交】迅速な航路啓開のための体制の整備 

【国交】災害時における海上輸送ネットワークの確保のため、利用可能船舶の把握、船舶

の利用に係る関係者との体制構築等の推進 

【国交】効果的な航路啓開等に係る関係機関の連携の強化等 

【国交】港湾における走錨事故の防止等に関する対策 

【国交】被災者のための移動自動車相談所の設置 

【国交】港湾を活用した広域的な復旧・復興体制や物流の代替性の確保 

【警察】交通情報収集・提供・活用のためのシステムの整備・運用 

【警察】信号機電源付加装置等の交通安全施設等の整備 

【警察】老朽化した信号機や道路標識・道路標示等の交通安全施設等の更新 

【警察】環状交差点の活用 

【国交】港湾における老朽化対策 

【国交】港湾におけるデジタル化に関する対策 

【国交】滑走路等の耐震対策 

【国交】空港の老朽化対策 

 

5-6）複数空港の同時被災による国際航空輸送への甚大な影響  

 

（推進方針） 

○ 地震発生後における救急・救命活動等の拠点機能の確保や航空ネットワークの維持を

可能とするため、滑走路等の耐震対策を推進する。 

○ 災害時における滞留者対応や施設の早期復旧等を図るため各空港で策定された対応計

画（A2-BCP）に基づき、空港関係者やアクセス事業者等と連携し、災害時の対応を行う

体制を構築するとともに、訓練の実施等による対応計画の実効性の強化を推進する。 

○ 空港機能の代替性を確保するための道路や鉄道など陸上輸送機能の確保について推進

する。 

 

（主要施策） 

【国交】滑走路等の耐震対策 

【国交】空港 BCP の実効性強化対策 

 

5-7）金融サービス・郵便等の機能停止による国民生活・商取引等への甚大な影響 

 

（推進方針） 

○ 日本郵便株式会社において、郵便事業に重大な影響を及ぼす緊急事態が発生した場合

に事業継続と復旧をスムーズに実現させるための体制づくりと事前対策を整備するため

策定した BCP の実効性を確保できるよう、必要に応じて見直しを行う。 

○ 交通の麻痺による郵便サービス等の停止を防ぐため、道路防災対策等を進める。 

○ 全ての主要な金融機関等において早期に BCP 策定、システムや通信手段の冗長性の確

保、店舗等の耐震化、システムセンター等のバックアップサイトの確保を実施する。ま
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た、BCP の実効性を維持・向上するための対策を継続的に実施する。 

○ 金融機関等が被害を受けないよう洪水対策等を進める。 

 

（主要施策） 

【総務】日本郵便株式会社における郵便事業に係る事業継続計画の策定 

【金融】金融機関における BCP の策定・実効性の検証、非常時参集要員体制の整備 

【金融】金融機関のシステムセンター等のバックアップサイトの確保等 

【金融】各金融機関等のシステムセンター等の耐震化、自家発電機の設置等 

【金融】銀行業界など関係業界内横断的な防災訓練等の実施 

 

5-8）食料等の安定供給の停滞≪重点≫  

 

（推進方針） 

○ 水産物の一連の生産・流通過程に係る個別地域 BCP の策定を促進する。また、農業水

利施設を管理する土地改良区等においても、業務継続計画の策定を推進する。 

○ 大規模災害時においても円滑な食料供給を維持するため、農産物の生産・流通に関連

する施設等の耐災害性強化や園芸産地における複数農業者による事業継続計画の策定を

支援する。食品サプライチェーン全体の連携・協力体制構築の促進・普及啓発、事業者

による BCP の策定を促進する。また、自立・分散型エネルギー設備の導入、多様なエネ

ルギー源の活用など、耐災害性を向上させていく。 

○ 農林水産業に係る生産基盤等について、農業水利施設や農道橋等の耐震化、保全対策、

総合的な防災・減災対策を推進する。水産物の流通拠点や生産基盤施設等の耐震化等を

推進する。 

○ 川上から川下までサプライチェーンを一貫して途絶させないため、道路橋梁、港湾、

空港などの物流インフラの耐災害性強化、輸送モード相互の連携、平時における産業競

争力強化の観点も兼ね備えた災害に強い物流インフラ網の構築を進めるとともに、荷主

と物流事業者が連携した BCP 策定を促進する。 

○ 平素からの取組として、適切かつ効率的な備蓄の運用及び安定的な輸入の確保を図る。

また、緊急時においては、備蓄の活用及び輸入の確保といった対策を着実に実施する。 

 

（主要施策） 

【農水】水産物の一連の生産・流通過程における BCP の策定の促進 

【農水】土地改良施設に係る施設管理者の業務体制の確立（継続計画策定）の推進及び体

制強化 

【農水】災害時における食品サプライチェーンの事業者間の連携・協力体制の構築 

【農水】園芸産地事業継続対策 

【農水】農業水利施設の耐震化 

【農水】ため池のハード及びソフト対策の推進 

【農水】農村地域レベルでの総合的な防災・減災対策の推進（排水対策充実、地すべり対

策等） 

【農水】農道・農道橋等の保全対策の推進 

【農水】漁港施設の耐震化等 

【国交】道路ネットワークの機能強化対策 

【国交】物流事業者における災害対応力の強化 

【農水】卸売市場施設整備の推進 
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【農水】「緊急事態食料安全保障指針」に基づく対策 

【農水】応急用食料等物資供給体制の充実及び備蓄の推進 

 

5-9）異常渇水等による用水供給途絶に伴う、生産活動への甚大な影響 

 

（推進方針） 

○ 上水道、工業用水道、農業水利施設の耐震化について、都道府県や水道事業者間等の

連携による人材やノウハウの強化等を進める。 

○ 災害時における水道施設の被害抑制や影響の 小化を図るため、水道施設の耐震化や

耐水化等の耐災害性強化を推進する。 

○ 大規模災害時に速やかに復旧するために広域的な応援体制を整備するとともに、「雨

水の利用の推進に関する法律」（平成26年法律第17号。以下「雨水利用推進法」とい

う。）に基づく雨水の利用や、再生水の利用等の水資源の有効な利用等を普及・推進す

る。 

○ 現行の用水供給整備水準を超える渇水等は、気候変動等の影響により今後更なる高頻

度化・激甚化が進むと思われるため、関係者による情報共有を緊密に行うとともに、

「水循環基本法」（平成26年法律第16号）に基づき、水資源関連施設の機能強化、既存

ストックを有効活用した水資源の有効利用、危機時の代替水源の確保、災害時の地下水

の一時利用等の取組を進める。 

○ 老朽化が進む上水道、工業用水道、農業水利施設に対して、長寿命化も含めた戦略的

維持管理と機能強化を進める。 

○ 指針に基づく更新計画並びに BCP 策定による耐震対策や浸水対策等の耐災害性強化対

策により、工業用水道の強靱化を推進する。 

 

（主要施策） 

【厚労】水道の応急対策の強化 

【厚労】水道施設の耐震化や耐水化等の推進 

【農水】農業水利施設の耐震化 

【農水】ため池のハード及びソフト対策の推進 

【農水】土地改良施設に係る施設管理者の業務体制の確立（継続計画策定）の推進及び体

制強化 

【経産】広域的災害発生時の工業用水道事業における応援体制の確保 

【国交】雨水・再生水等の水資源の有効利用等 

【農水】農業用水緊急節水対策本部による関係者間の情報共有等の促進 

【国交】気候変動等に対応した渇水対策及び災害時における用水供給の確保 

【農水】農業水利施設等の機能診断を踏まえた保全対策 

【農水】GIS を活用した農業水利施設の可視化・共有化 

【経産】指針に基づく更新計画及び BCP 策定による工業用水道強靱化の推進 
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■６．ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限に留めると

ともに、早期に復旧させる 

 

6-1）電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や都市ガス供給、石油・LP ガスサ

プライチェーン等の長期間にわたる機能の停止≪重点≫  

 

（推進方針） 

○ 電気事業法に基づく災害時連携計画や災害等復旧費用の相互扶助制度の着実な運用を

図るとともに、インフラ関連企業と自衛隊を含む関係省庁による共同図上演習や各種訓

練等の実施を通じ、協力体制を強化し、災害対応能力の向上を図る。また、重要施設へ

の電力供給ルートが脆弱なルートなど、電力安定供給に資する無電柱化を着実に進める

とともに、こうした無電柱化の際には、浅層埋設や小型ボックス活用等の低コスト手法

の活用を図る。さらに、託送料金制度改革を通じて、無電柱化を含めた送配電設備への

必要な投資を促進する。 

○ 再生可能エネルギーの大量導入への対応と、電力融通の更なる円滑化のため、全国レ

ベルでの広域連系系統の形成を計画的に進めるべく、送電網整備に関するマスタープラ

ンの策定に向けた検討を実施する。 

○ 地域防災計画に避難施設等として位置付けられるとともに、災害発生時に業務を維持

すべきとされた公共施設において、大規模災害時においても発電・電力供給等の機能発

揮が可能な再生可能エネルギー、停電時自立機能を持つコジェネレーションシステム等、

真の地産地消型エネルギーシステムの展開も見据え、自立・分散型エネルギー設備の整

備等を推進する。 

○ 大規模停電時でも自立して電力を供給できる「地域マイクログリッド」の構築を推進

する。 

○ 石油製品の供給拠点となる製油所等が災害時にも機能を維持し、石油の安定供給を確

保するため、排水設備の増強等の強靱化対策を推進する。 

○ 国家備蓄原油・製品放出の機動性の確保、LP ガスの国家備蓄の確保・維持を図る。 

○ 燃料等の供給ルートに係る輸送基盤の災害対策を推進するとともに、装備資機材の充

実や、通行可否情報等の収集等、輸送経路の啓開や施設の復旧を関係機関の連携により

迅速に実施する体制の整備を推進する。 

〇 IoT や AI 等の新技術を活用して産業保安における安全性と効率性を高める取組である

スマート保安を推進する。 

 

（主要施策） 

【経産】強靱かつ持続可能な電気供給体制の確立 

【防衛】インフラ企業等関係機関との共同図上演習等の実施 

【経産】送電網の整備・強化対策 

【環境】災害・停電時に役立つ避難施設防災拠点の再エネ・蓄エネ設備等の自立・分散型

エネルギー設備に関する対策 

【経産】災害時に自立した電力供給が可能な地域マイクログリッドの構築支援 

【経産】製油所等の緊急入出荷能力の強化 

【経産】災害時石油供給連携計画の訓練の継続及び計画の見直し 

【経産】スマート保安の促進 

【国交】道路啓開計画策定（災害に備えた関係機関との連携） 

【国交】効果的な航路啓開等に係る関係機関の連携の強化等 
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【国交】港湾施設の耐震・耐波性能等の強化や関連する技術開発 

 

6-2）上水道等の長期間にわたる供給停止≪重点≫  

 

（推進方針） 

○ 上水道、工業用水道施設等の効果的な耐震化対策や耐水化対策、停電対策を進めると

ともに、危機管理マニュアルの策定や充実を進めること等を通じ、水道事業者等への技

術的支援を進める。 

○ 大規模災害時に速やかに復旧するために、広域的な応援体制、地域建設業等の防災減

災の担い手確保等、TEC-FORCE の人員・資機材等の充実・強化、道路防災対策等を進め

るとともに、地下水の危機時における代替水源に関する検討を進め、雨水利用推進法に

基づく雨水の利用や、再生水の利用等の水資源の有効な利用等の普及・推進を図る。 

 

（主要施策） 

【厚労】水道施設の耐震化や耐水化等の推進 

【厚労】水道の応急対策の強化 

【経産】指針に基づく更新計画及び BCP 策定による工業用水道強靱化の推進 

【経産】広域的災害発生時の工業用水道事業における応援体制の確保 

 

6-3）汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止  

 

（推進方針） 

○ 地震、津波に伴う下水道施設の被災により、市民生活や公衆衛生に重大な影響を及ぼ

すことのないよう、下水道施設（下水処理場や緊急輸送路等に布設されている管路）の

耐震、耐津波対策を促進するとともに、下水道 BCP の訓練や継続的な見直しを推進する

ための技術的支援等を実施する。また、老朽化した下水道管路について、計画的に改築

を進める。 

○ 農業集落排水施設の機能診断を速やかに実施し、これに基づく老朽化対策、耐震化を

着実に推進する。 

○ 浄化槽については、合併処理浄化槽の普及を促進する。また、浄化槽台帳システムの

活用状況を調査し、導入促進及び導入による管理の高度化の検討を行う。 

 

（主要施策） 

【国交】下水道施設の戦略的維持管理・更新 

【国交】下水道施設の耐震、耐津波対策 

【国交】ICT・データ・新技術等を活用した災害対策の構築 

【農水】集落排水施設の耐震化等 

【環境】環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備の推進 

【環境】浄化槽長寿命化計画策定推進への支援 

 

6-4）新幹線等基幹的交通から地域交通網まで、陸海空の交通インフラの長期間にわたる

機能停止  

 

（推進方針） 

○ 道路啓開・航路啓開計画の実効性向上に向け、大規模地震発生後、緊急輸送道路等の
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通行を可能とするための実動訓練等を通じ、放置車両移動など対応能力を強化する。ま

た、航路啓開計画の実効性を高めるため、災害時に船舶が安全に航行できるよう緊急確

保航路等において、発災後に速やかに航路を確保できる体制を構築すべく、航路啓開訓

練を実施し、災害対応力の強化を図る。 

○ 地域における追加のインターチェンジの必要性を検討し、合意形成が整った箇所にお

いて、災害時の広域避難や救援物資輸送にも資するスマートインターチェンジの整備を

推進する。 

○ 災害時に機動的であるという自転車の特性を踏まえ、避難、救助、人員・物資の輸送

等への自転車の活用を推進するため、被災状況の把握や住民の避難等、災害時における

自転車の活用の推進に関する取組事例をとりまとめ、地方版自転車活用推進計画への災

害時における自転車活用施策の位置付けを推進する。 

○ 地域に精通した技能労働者と重機等資機材を迅速に確保し行動できるよう、日頃から

建設業従事者の育成、資機材の拠点が各地にある状態の保持に努める。 

○ 広域の応援も含め、被災地に複数ルートから並列的に復旧要員や資機材を送り込むた

め、その軸となる代替性の高い道路網の構築を進める。また、緊急車両の進入路の設置、

高規格道路等へのアクセス性の向上等を進める。 

○ 物流上重要な道路輸送網について、平時も含め安定的な輸送を確保するための機能強

化を進めるとともに、災害時には地方管理道路において道路種別を問わず、必要に応じ

国が道路啓開・災害復旧を代行し、道路の迅速な機能回復を図る。 

○ 大規模な車両滞留や長時間の通行止めを引き起こす恐れのある短期間の集中的な大雪

時には、人命を 優先に幹線道路上で大規模な車両滞留を徹底的に回避することを基本

的な考え方とし、出控えなどの行動変容を促す取組を行うとともに、広範囲での通行止

め、高速道路と並行する国道等の同時通行止めも含めた躊躇ない通行止めとその後の集

中除雪による物流等の途絶の回避等に取り組むため、タイムラインの作成や訓練などの

ソフト対策を関係機関と連携し推進するとともに、消融雪施設や防雪施設などのハード

対策を推進し、ハード・ソフトの両面から道路交通確保の取組を推進する。 

○ 新幹線構造物の計画的な大規模改修、鉄道施設の耐震・浸水対策や隣接斜面崩壊対策、

河川橋梁流出・傾斜対策、道路橋梁の耐震補強、道路の法面・盛土の土砂災害防止対策、

緊急輸送道路の無電柱化、老朽化した信号機の更新、その他交通施設に関する耐震化、

液状化対策、耐波耐津波対策、耐水対策、停電対策、豪雨対策、土砂災害対策や、交通

施設の閉塞を防ぐ周辺の対策を進める。また、交通インフラの維持管理、更新に関する

技術開発を進め、実用化を図る。 

○ ALOS シリーズにより、国内外の大規模自然災害に対して、他国が実現していない高分

解能かつ広域性のある観測データを提供する体制を構築し、迅速かつ高頻度な観測によ

り、効果的な防災活動や災害対応に貢献する。 

○ 道路が復旧するまでの間も、可能な限り交通の安全と円滑を確保するため、官民のプ

ローブ情報の活用等を進める。 

○ 新の地震被害想定等を踏まえ、大規模災害時の緊急物資輸送、幹線物流機能の確保

のため、「粘り強い構造」の防波堤の整備や、ネットワークを意識した耐震強化岸壁の

整備や臨港道路の耐震化等を推進する。また、激甚化・激甚化する台風に伴う高潮・高

波による港湾内の被害軽減を図るため、 新の設計沖波等で照査した結果を踏まえ、港

湾施設の嵩上げ・補強等を推進する。 

○ 空港の機能確保に 低限必要となる基本施設、ターミナルビルや無線施設など空港運

営に係る重要施設等の耐震化、浸水対策や老朽化対策を推進する。 

○ 発災時に適切かつ迅速な対応が行なえるよう、都道府県・市町村が作成する防災計画
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に基づき、地方自治体及び他交通モードとの事前の協定締結を推進するため、協定締結

状況の把握や、事業者団体、関係機関等との協力を行い、問合せ・相談に応じる等目標

達成に向けた取組を支援するとともに、締結済み自治体においても締結内容の充実など

を支援する。 

○ コンクリート内塩分濃度計測による中性子非破壊検査装置の社会実装に向けて、中性

子計測の標準化及び実用化開発を進める。 

○ 電子基準点の故障・停止を未然に防止するための機器更新等による機能維持を実施し、

災害時においても安定した地殻変動の監視とデータ提供を実施するとともに、地震や火

山活動に伴う地殻変動監視等が安定して行われるように、電子基準点網について、電

源・通信機器の更新等による省電力化や、無線通信の電波の影響を受けにくい受信アン

テナ導入等によるデータ品質向上等の耐災害性強化対策を実施する。 

 

（主要施策） 

【国交】道路啓開計画策定（災害に備えた関係機関との連携） 

【国交】効果的な航路啓開等に係る関係機関の連携の強化等 

【国交】広域避難路（高規格道路等）へのアクセス強化 

【国交】災害時における自転車の活用の推進 

【国交】道路ネットワークの機能強化対策 

【国交】道路の雪寒対策の推進（大雪時の道路交通確保対策、雪崩防止柵等の防雪施設の

整備） 

【国交】TEC-FORCE 等の派遣等の発災時の対応と人員・資機材等の充実・強化等 

【国交】道路橋梁の耐震補強 

【国交】道路の法面・盛土の土砂災害防止対策 

【国交】新幹線の大規模改修に対する引当金積立制度による支援 

【国交】鉄道河川橋梁の流失、傾斜対策 

【国交】鉄道の隣接斜面の斜面崩壊対策 

【国交】港湾施設の耐震・耐波性能等の強化や関連する技術開発 

【警察】信号機電源付加装置等の交通安全施設等の整備 

【農水】農道・農道橋等の保全対策の推進 

【警察】老朽化した信号機や道路標識・道路標示等の交通安全施設等の更新 

【内閣府】基盤整備の推進による地方創生のより一層の充実・強化 

【国交】空港における護岸嵩上げ・排水機能強化による浸水対策 

【国交】空港ターミナルビルの電源設備等の止水対策 

【国交】空港ターミナルビルの吊り天井の安全対策 

【国交】空港無線施設等の電源設備等の浸水対策 

【国交】空港の老朽化対策 

【国交】防災・減災の担い手（建設業）の確保等の推進 

【国交】地域コミュニティ維持のための地域交通網確保 

【文科】公共インフラの長寿命化のための中性子非破壊検査技術の確立 

【文科】ALOS シリーズ等の地球観測衛星の開発 

【国交】安定的な位置情報インフラの提供のための GNSS 連続観測システム（電子基準点

網）の推進 

【国交】電子基準点網の耐災害性強化対策 

【警察】交通情報収集・提供・活用のためのシステムの整備・運用 

【国交】道路状況の迅速な把握と道路利用者への災害情報の提供 
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6-5）防災インフラの長期間にわたる機能不全 

 

（推進方針） 

○ 大規模地震想定地域等における海岸堤防等の防災インフラについては、完了に向けて

計画的かつ着実に耐震化・液状化対策、高潮対策等を進めるとともに、津波被害リスク

が高い河川・海岸等において、堤防のかさ上げ、水門、樋門等の自動化・遠隔操作化、

海岸防災林等の整備を推進する。 

○ 大規模災害時に防災インフラを速やかに復旧するために、広域的な応援体制の強化、

地域建設業等の防災・減災の担い手確保・育成、TEC-FORCE 活動に必要な資機材の ICT

化・高度化等のさらなる充実、迅速な応急・災害復旧のための地方公共団体への研修や

講習会の開催、技術支援等を進める。 

○ ICT を活用し3D データを用いた施工管理を行うことで、建設現場の生産性の向上を図

るとともに、3D データを基礎データとして点検時や災害発生時における構造物の変状把

握を行うことにより、適切な維持管理及びその効率化、災害復旧の迅速化を目指す。こ

のために必要な橋梁や砂防施設等の構造物にかかる ICT の技術基準類を策定する。 

○ 総合防災情報システム、統合災害情報システム、SIP4D 等により、関係機関における

情報共有を円滑に進める。 

 

（主要施策） 

【農水】海岸防災林の整備 

【農水・国交】水門・陸閘等の自動化・遠隔操作化、効果的な管理運用の推進 

【農水・国交】地震・津波・高潮等に備えた海岸堤防等の整備 

【農水・国交】海岸保全施設の戦略的な維持管理の推進 

【国交】下水道施設の耐震、耐津波対策 

【経産】災害対応等のためのドローン・空飛ぶクルマの実装に向けた開発・実証 

【国交】防災・減災の担い手（建設業）の確保等の推進 

【国交】TEC-FORCE 隊員の対応能力向上と資機材の ICT 化・高度化 

【国交】施工の効率化・省力化に資する対策 

【防衛】自衛隊艦艇の安定的使用に係る港湾等の調査 

【防衛】自衛隊航空機の安定的使用に係る場外離着陸場の整備 

【国交】ICT・データ・新技術等を活用した災害対策の構築 

【内閣府】PRISM 革新的建設・インフラ維持管理技術／革新的防災・減災技術の推進 

 

■７．制御不能な複合災害・二次災害を発生させない 

 

7-1）地震に伴う市街地の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生≪重点≫  

 

（推進方針） 

○ 密集市街地等において、防災性の向上や住環境改善を図るため、避難路となる道路の

整備や避難場所となる公園・空き地の整備、老朽建築物の除却や延焼防止性能の高い建

築物への建て替え等の取組を推進する。また、密集市街地の整備改善を加速化し、より

一層の安全性を確保するため、防災設備の設置（消防水利、防災備蓄倉庫等）、防災マ

ップの作成や消火・避難訓練の実施等のソフト対策を強化する。また、首都直下地震想

定エリアや密集市街地を抱える大都市等、災害リスクの高い場所への過度な人口集中状
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態を緩和していくため、「自律・分散・協調」型の国土形成・国土利用を促す効果的な

方策を検討し、取組を進める。 

○ 密集市街地等における大規模火災の延焼防止効果を向上させるための空き地等におけ

る緑地の整備を推進する。 

○ 住宅・建築物の耐震化については、不特定多数の者が利用する一定規模以上の建築物

等に対する耐震診断の義務付け、耐震診断や耐震改修への重点的支援、耐震化に積極的

に取り組む地方公共団体を対象とした住宅の耐震改修等に対する定額補助等により促進

する。また、高経年マンションの建替え等について、関係団体等と連携したセミナーや

専門家相談の実施等により、普及啓発を実施する。 

○ 官庁施設、学校施設、社会教育施設、体育施設、医療施設、社会福祉施設、矯正施設

等について耐震化を進める。また、天井など非構造部材の落下防止対策や、老朽化対策

等を進める。 

○ 地震後の電気火災を防止するため、感震ブレーカー等の普及等による市街地火災対策

をホームページ等で推進するほか、電力会社及び登録調査機関においても継続的に周知

活動を実施し、感震ブレーカーの普及啓発を推進する。 

○ 道路橋梁の耐震補強、道路の法面・盛土の土砂災害防止対策、液状化対策、電柱倒壊

リスクがある市街地等の緊急輸送道路の無電柱化等を進めるとともに、緊急輸送道路・

広域避難路となる道路ネットワークの機能強化対策、広域避難路へのアクセス強化、交

通情報収集・提供・活用のためのシステムの整備・運用等を推進する。 

○ 住民の緊急避難の場や 終避難地、防災拠点等となる公園、緑地、広場等の計画的な

整備を進めるとともに、避難地等となる公園、緑地、広場等における老朽化対策（老朽

化した園路やトイレ等の公園施設の改修）を推進する。 

○ 大規模災害による被害を 小限に抑えることや救急需要に迅速・的確に対応すること

等により、住民生活の安心・安全を確保するため、地方公共団体のニーズも踏まえなが

ら、高機能消防指令センターや耐震性貯水槽、備蓄倉庫、広域訓練拠点施設、活動火山

対策避難施設（退避壕・退避舎）等の消防防災施設の整備、防災拠点となる公共施設等

の耐震化等による防災基盤等の整備を重点的に推進する。また、消防庁舎における業務

継続性を確保するために、各種機会を捉えて緊急防災・減災事業債等も活用した非常用

電源の整備を呼びかけていく。 

○ 常備消防力の強化のため、消防の広域化等を進める。また、地下空間やトンネル等に

おける災害、大規模倉庫火災などの災害に対し的確に対応するために、大型ブロアーと

ウォーターカッターを兼ね備えた特別高度工作車を配備し、大規模災害時の広域的な消

防防災体制の充実強化を図る。 

○ 地震に伴う消防水利の喪失を回避するため、水道施設の耐震化や耐水化等の耐災害性

強化を推進するとともに、水道事業者等に対し、耐災害性強化対策に関する取組の好事

例の水平展開等を図る。 

○ 訓練の実施等を通じて消防団の災害対応能力の向上を図るため、救助用資機材等を搭

載した多機能消防車等を無償で消防団に貸し付ける事業等を実施するとともに、市町村

が消防団の救助用資機材等を整備する事業に対する補助を実施する。また、消防団への

加入を促進するため、PR 動画等を活用した広報活動を実施するほか、防災教育の推進等

により幅広い住民の消防団への加入促進を図る。地区防災計画の取組をより一層促進す

るため、住民等の計画作成を支援する人材の発掘・育成・支援とともに、優良事例など

を収集・周知する。 

○ 火災予防及び火災時の被害軽減のため、①違反是正の推進、②シンポジウム、キャン

ペーン等による住宅防火対策の推進、③火災予防の実効性向上及び規制の適切な運用、
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④再現実験映像の制作等による製品火災対策の推進等の取組を実施する。 

 

（主要施策） 

【国交】避難地等となる公園、緑地、広場等における老朽化対策の推進 

【国交】避難地等となる公園、緑地、広場等の整備 

【国交】延焼防止等に資する緑地の確保等 

【国交】密集市街地等の改善に向けた対策の推進 

【国交】住宅・建築物の耐震化の促進 

【国交】老朽化マンションの建替え等の促進 

【国交】官庁施設の耐震化及び天井耐震対策 

【文科】公立学校施設の防災機能強化・老朽化対策等（非構造部材の耐震対策を含む） 

【内閣府・総務・経産】大規模地震時の電気火災対策の推進 

【国交】道路橋梁の耐震補強 

【国交】道路の法面・盛土の土砂災害防止対策 

【国交】電柱倒壊リスクがある市街地等の緊急輸送道路の無電柱化対策 

【厚労】水道施設の耐震化や耐水化等の推進 

【総務】緊急消防援助隊の車両整備等による災害対応力の強化 

【総務】常備消防力の強化 

【総務】消防防災施設の整備 

【総務】消防団を中核とした地域防災力の充実強化 

【内閣府】地区防災計画による自助・共助の強化 

【総務】火災予防・被害軽減、危険物事故防止対策等の推進 

 

7-2）海上・臨海部の広域複合災害の発生  

 

（推進方針） 

○ 関係機関による合同訓練については、より実践的な訓練を心掛け、周辺住民への情報

伝達及び避難の促進まで含めた関係機関の連携体制を確認するとともに、装備資機材等

の機能向上も行い、より実効性のある体制づくりを推進する。あわせて、地域の災害特

性を踏まえた防災訓練・教育を継続的に実施していく。 

○ 危険な物質を取り扱う施設の耐震化、防波堤や海岸堤防等の整備・耐震化、地震・津

波対策及び関係する研究・技術開発を着実に推進する。また、気候変動影響を考慮した

海岸保全基本計画への変更を推進する。 

○ 大雨や高潮等に石油製品の流出を防止するため、製油所等の強靱化対策として排水設

備の増強等を実施する。 

○ 海岸漂着物等が引き起こす二次災害を防止する観点から、海岸漂着物等の処理を推進

する。 

○ 脆弱な土地の利用を避け、生態系が有する多様な機能を活かすことで社会の脆弱性を

軽減する「生態系を活用した防災・減災（Eco-DRR）」の基本的考え方や優良事例の普及

促進を図る。 

 

（主要施策） 

【国交】関係機関と連携した海上における災害対応能力の向上 

【総務】緊急消防援助隊の車両整備等による災害対応力の強化 

【総務】石油コンビナート等防災計画の実効性の担保 
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【経産】製油所等の緊急入出荷能力の強化 

【農水・国交】地震・津波・高潮等に備えた海岸堤防等の整備 

【環境】海岸漂着物等に関する緊急対策 

 

7-3）沿線・沿道の建物倒壊に伴う閉塞、地下構造物の倒壊等に伴う陥没による交通麻痺  

 

（推進方針） 

○ 避難路沿道の住宅・建築物の耐震化を進める。また、避難路沿道のブロック塀等に対

し耐震改修促進法の枠組みを活用した耐震診断の実施を促進するとともに、耐震診断や

除却・改修等に対する支援等により、ブロック塀等の安全確保を促進する。 

○ 道路の法面や盛土において、レーザープロファイラ調査等の高度化された点検手法等

により新たに把握された災害リスク等に対し、豪雨による土砂災害等の発生を防止する

ため、法面・盛土対策を推進する。また、沿道（道路区域外）に起因する事故・災害を

防止するため、道路管理者が沿道区域の土地等の管理者による適切な管理を促す。 

○ ５か年加速化対策に基づき、電柱倒壊による道路閉塞リスクがある市街地等の緊急輸

送道路において、新たな約2,400km について着実に事業を推進する。加えて、幅員が著

しく狭い歩道等の新設電柱の占用禁止の拡大や、既設電柱の占用制限に向けた調整を加

速化させる。また、令和３年に施行された届出・勧告制度について運用を推進するとと

もに、低コスト手法及び新技術・新工法の導入・普及を図り、設計時のコスト比較を徹

底することに加え、関係省庁と連携しながら包括発注の仕組みを導入し、同時施工や調

整の円滑化を図り、事業のスピードアップを促進する。更には、新設電柱を抑制するた

め、関係者が連携し行った新設電柱の増加要因の調査・分析結果に基づき、削減に向け

た対応方策に取組む。 

○ 豪雨により斜面崩壊の恐れがある鉄道の隣接斜面について、斜面崩壊対策を推進する。 

○ 地震、津波に伴う下水道施設の被災により、市民生活や公衆衛生に重大な影響を及ぼ

すことのないよう、下水道施設（下水処理場や緊急輸送道路等に布設されている管路）

の耐震、耐津波対策に対する支援を行うとともに、下水道 BCP の訓練や継続的な見直し

を推進にするための技術的支援等を実施し、総合的な地震対策を実施する。 

○ 道路陥没事故等の発生を未然に防止するため、老朽化した下水道管路について、計画

的に改築を進める。 

○ 災害リスクの高い場所に交通網や目的地が集中している状態は、万一、そこで閉塞又

は陥没が発生すると全体の麻痺につながるおそれがあるため、分散化させておく。 

○ 自動車が通行できない時に、自転車等効率よく現地調査を行う手段の確保や、官民の

自動車プローブ情報、交通監視カメラや道路管理用カメラ等の活用等既設の計測・観測

機器類等の活用により、通行できない場所を迅速に把握できるようする。また、官民の

自動車プローブ情報を融合し活用する広域交通管制システムの運用等を進める。 

○ 引き続き、TEC-FORCE 活動に必要な災害対策用資機材や装備品の更なる充実に努める

とともに、被害状況把握の迅速化、隊員作業の削減を図るためのシステムを拡充する。

また、TEC-FORCE 隊員に対し、ICT 機器等を活用するための訓練等を実施する。 

 

（主要施策） 

【国交】住宅・建築物の耐震化の促進 

【国交】電柱倒壊リスクがある市街地等の緊急輸送道路の無電柱化対策 

【国交】道路の法面・盛土の土砂災害防止対策 

【国交】鉄道の隣接斜面の斜面崩壊対策 

66



【国交】下水道施設の戦略的維持管理・更新 

【国交】下水道施設の耐震、耐津波対策 

【国交】宅地の耐震化の推進 

【国交】IT を活用した道路管理体制の強化対策 

【警察】交通情報収集・提供・活用のためのシステムの整備・運用 

【国交】TEC-FORCE 隊員の対応能力向上と資機材の ICT 化・高度化 

 

7-4）ため池、防災インフラ、天然ダム等の損壊・機能不全や堆積した土砂、火山噴出物

の流出による多数の死傷者の発生  

 

（推進方針） 

○ Ｊアラートと連携する情報伝達手段の多重化や、火山の噴火履歴調査と火山地質図の

整備、衛星画像等の活用などの情報関係施策を推進し、住民への適切な災害情報の提供

により逃げ遅れの発生等を防止する。 

○ 土砂災害警戒区域に指定されていない箇所においても土砂災害が発生したこと等を踏

まえ、土砂災害警戒区域等の指定基準を満たす箇所の抽出精度の更なる向上、標識等の

設置による土砂災害警戒区域等の認知度向上等を行い、土砂災害の防止を図るとともに、

土砂災害に関するハザードマップ策定を支援する。 

○ 施設管理については、UAV 等 IT 技術を活用した砂防関係施設の点検技術の高度化を図

る等、より効率的な点検・診断を推進する。また、地域特性を踏まえた予防保全型のア

セットマネジメントシステムを地方公共団体に広げるとともに、地図情報・防災情報な

どの多様なデータを管理できる情報プラットフォームを構築し災害時にも活用する。 

○ 大規模地震やその後の降雨等による土砂災害発生箇所において、再度災害防止対策、

多数の死者を発生させないための被災者救助、捜索関係施策、施設機能確保のための発

電設備の導入等を推進する。 

○ 森林の適正な管理を推進する。山地災害については、航空レーザ計測等の ICT も活用

した発生のおそれの高い箇所の的確な把握、保安林の適正な配備、治山施設の整備や機

能強化・老朽化対策、森林の整備を組み合わせた対策の実施及び流木災害への対応強化

を進める。この際、自然環境の持つ防災・減災機能をはじめとする多様な機能を活かす

「グリーンインフラ」としての効果が発揮されるよう考慮しつつ取組を推進する。 

○ 自然環境が有する防災・減災等の多様な機能を活用したグリーンインフラの社会実装

を推進し、頻発・激甚化する自然災害にも対応しうる持続可能で魅力ある社会を実現す

るため、産学官の多様な主体が参画する「グリーンインフラ官民連携プラットフォーム」

の活動を拡大し、グリーンインフラの社会的な普及、技術に関する調査・研究、資金調

達手法の検討等を進めるとともに、地方公共団体や民間事業者等への技術的・財政的支

援等を行う。 

○ 「農業用ため池の管理及び保全に関する法律」（平成31年法律第17号）により、農業

用ため池の適切な管理の確保を図るとともに、「防災重点農業用ため池に係る防災工事

等の推進に関する特別措置法」（令和２年法律第56号）により、防災上重要な農業用た

め池について、「防災重点農業用ため池の劣化状況評価等に関する手引き」を活用し、

必要となる工事等を推進し、農業用ため池の決壊等による災害の未然防止を図る。 

○ 土砂災害対策、ため池の耐震化等について、関係府省庁・地方公共団体・地域住民・

施設管理者等が連携し、ハードとソフトを適切に組み合わせた対策を進める。 

○ 発電専用ダムなど、我が国の電力システムを支える基幹設備について、自然災害等に

対する耐性について不断の評価を行い、規制の整備等の必要な対策を実施する。 
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○ 震災リスクの高い場所への人口の集中を解消することを検討する。また、災害対応機

関等の災害対応力向上と合わせ、消防団等の充実強化を促進する。また、身を守る行動

の取り方等について、自らの命は自らが守るという意識を持ち、自らの判断で避難行動

をとれるよう不断の見直しを行うとともに、学校や職場、地域の自治組織等を通じ、継

続的に防災訓練や防災教育等を推進する。 

 

（主要施策） 

【国交】防災気象情報の高度化及び適切な利活用の推進 

【国交】防災情報の高度化対策（土砂災害・火山噴火に対する警戒避難体制） 

【国交】流域治水対策（砂防） 

【国交】防災・減災及び災害対応に資する地理空間情報の整備、活用、共有の推進 

【農水】GIS を活用した農業水利施設の可視化・共有化 

【国交】河川管理施設・砂防設備等の老朽化対策 

【国交】河川、砂防分野における施設維持管理、操作の高度化対策 

【農水】荒廃地等における治山施設の整備 

【農水】ため池のハード及びソフト対策の推進 

【農水】農村地域レベルでの総合的な防災・減災対策の推進（排水対策充実、地すべり対

策等） 

【国交】防災教育の促進 

 

7-5）有害物質の大規模拡散・流出による国土の荒廃  

 

（推進方針） 

○ 有害物質の大規模拡散・流出等を防止するための資機材整備・訓練・研修を行う。ま

た、地方公共団体環境部局における化学物質に係る災害・事故対応マニュアルの策定を

支援するとともに、これらのフォローアップを行う等、マニュアルの実効性を高める。 

○ 災害時における高圧ガス設備等の損壊、爆発等の低減を図るため、液状化、流動化等

への対策について検討する。 

〇 大規模地震等により有害物質の流出が懸念される鉱山集積場及び坑道の対策を速やか

に実施するとともに、PCB 廃棄物の早期処理を図るための掘り起こし調査を支援する。 

 

（主要施策） 

【環境】「化学物質に係る災害・事故対応マニュアル」の策定支援 

【国交】海上における有害・危険物質対応能力の維持向上 

【経産】高圧ガス設備の耐震設計基準の見直し 

【経産】鉱山集積場の耐震化への対策 

【経産】休廃止鉱山鉱害防止等工事に関する対策 

【環境】PCB 早期処理のための対策 

 

7-6）農地・森林等の被害による国土の荒廃≪重点≫  

 

（推進方針） 

○ 農業水利施設等の長寿命化や耐震化、耐水対策、非常用電源の設置、安全施設の整備

等の施設整備、水田の貯留機能向上のための「田んぼダム」の農地整備や地域の共同活

動支援を進める。また、地域の主体性・協働力を活かした地域コミュニティ等による農
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地・農業水利施設などの地域資源の適切な保全管理を進め、災害時には自立的な防災・

復旧活動が行われるよう活動組織の広域化等の体制整備を推進する。さらに、地域資源

を活用した都市と農村の交流等により地域コミュニティの維持・活性化を促進する。 

○ 山地災害については、航空レーザ計測等の ICT も活用した発生する危険性の高い箇所

の的確な把握、保安林の適正な配備、治山施設の整備や機能強化・老朽化対策、森林の

整備を組み合わせた対策の実施、流木捕捉式治山ダムの設置などの流木災害への対応の

強化等を通じて、事前防災・減災に向けた山地災害対策の強化を図る。特に、近年の山

地災害の発生状況を踏まえ、脆弱な地質地帯における山腹崩壊等対策や巨石・流木対策

等を現地の状況に応じて複合的に組み合わせた治山対策を進めるとともに、住民等と連

携した山地災害危険地区等の定期点検等を推進する。また、海岸防災林の整備等により、

大規模津波等による被害を軽減することで人家・公共施設等の保全を図る。この際、自

然環境の持つ防災・減災機能をはじめとする多様な機能を活かす「グリーンインフラ」

としての効果が発揮されるよう考慮しつつ取組を推進する。 

○ 自然環境が有する防災・減災等の多様な機能を活用したグリーンインフラの社会実装

を推進し、頻発・激甚化する自然災害にも対応しうる持続可能で魅力ある社会を実現す

るため、産学官の多様な主体が参画する「グリーンインフラ官民連携プラットフォーム」

の活動を拡大し、グリーンインフラの社会的な普及、技術に関する調査・研究、資金調

達手法の検討等を進めるとともに、地方公共団体や民間事業者等への技術的・財政的支

援等を行う。 

○ 土砂災害発生後の再度災害防止対策の実施や、大規模地震発生後の計画避難体制の構

築、および迅速な復旧に向け、先進技術の活用を図る。また、近年の土砂災害発生状況

等を踏まえ、事前防災対策として、土砂・洪水氾濫対策のための土砂・流木捕捉効果の

高い透過型砂防堰堤等の整備を推進する。 

○ 森林の有する多面的機能の発揮に向けて、条件不利地等を含む森林の間伐及び主伐後

の再造林等の森林整備の着実な実施を図るため、施業コストを低減させるとともに、森

林被害を防止するための鳥獣害対策を推進する。効率的な森林整備の基盤になるととも

に、災害に強く代替路としての機能も有する幹線林道の開設・改良をはじめとする路網

整備を推進する。CLT 製品・技術の開発・普及など、地域材を活用した新たな木材需要

創出等に努める。また、地域の活動組織による森林の保全管理活動等を市町村等の協力

を得て支援するとともに、施業の集約化を図るための条件整備や森林境界明確化等を推

進する。 

○ 風倒木等による建物や道路、鉄道、電線等への二次的被害への対応として、道路等に

近接する森林において、道路や電線の管理者、鉄道会社等と適切に連携を図りつつ、復

旧に向けた被害木の処理や多様な樹種の植栽、危険木の除去を含む間伐等の予防的な取

組を推進する。 

○ 自然環境の有する防災・減災機能を維持するため、自然公園の適切な施設整備・長寿

命化対策を推進する。 

○ 農山漁村における農業・林業等の生産活動を持続し、農地・森林等の荒廃を防ぎ、国

土保全機能を適切に発揮させる。 

○ 地域の強靱化を進めるため、地方創生の取組、地域のコミュニティ力を高める取組な

ど、「自律・分散・協調」型国土形成を促す効果的な方策を検討し、取組を進める。 

 

（主要施策） 

【農水】農業水利施設の耐震化 

【農水】「田んぼダム」等の取組の推進 
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【農水】農村地域レベルでの総合的な防災・減災対策の推進（排水対策充実、地すべり対

策等） 

【農水】農村における地域コミュニティの維持・活性化や自立的な防災・復旧活動の体制

整備の推進 

【農水】海岸防災林の整備 

【環境】森林等の荒廃の拡大を防ぐための鳥獣害対策の強化 

【農水】荒廃地等における治山施設の整備 

【農水】森林の国土保全機能（土壌侵食防止、洪水緩和等）の維持・発揮のための多様で

健全な森林の整備等 

【農水】山村コミュニティによる森林整備・保全活動等の推進 

【国交】流域治水対策（砂防） 

【農水】CLT（直交集成板）等の開発・普及 

【経産】強靱かつ持続可能な電気供給体制の確立 

【農水】農村の集落機能の維持と地域資源・環境の保全 

 

■８．社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する 

 

8-1）大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態  

 

（推進方針） 

○ 被災地で得られた教訓を踏まえ、平時における災害廃棄物の仮置場の確保促進を図る。 

○ 大規模自然災害発生時においても速やかに災害廃棄物の処理が可能となる一般廃棄物

処理施設の整備を進める。 

○ 有害廃棄物の取扱いを含め、市町村による災害廃棄物処理計画の策定を促進するとと

もに、実効性の向上に向けた教育・訓練による人材育成を図る。 

○ 大規模災害の経験を踏まえ、関係省庁、自治体、NPO 等の関係者の役割分担や、平時

の取組、発災時の対応等を整理した「災害廃棄物の撤去等に係る連携対応マニュアル」

を周知し、広域での災害廃棄物処理や運搬体制の構築を図る。 

○ 災害廃棄物の広域処理に関し、貨物鉄道や港湾を活用した海上輸送等の大量輸送特性

を活かした災害廃棄物の広域処理体制の構築を進める。 

 

（主要施策） 

【環境】災害廃棄物仮置場整備の支援 

【財務】地方公共団体に対する国有財産を活用した廃棄物仮置き場や避難場所確保等支援 

【環境】循環型社会形成推進交付金等による一般廃棄物処理施設の防災機能の向上への支

援 

【環境】災害廃棄物対策指針に基づく自治体による災害廃棄物処理計画の作成支援 

【環境】廃棄物処理技術と教育・訓練プログラムの開発 

【環境】災害時における二次災害防止のための有害廃棄物対策 

【国交】海上輸送の大量輸送特性を活かした災害廃棄物の広域処理体制の構築 

【国交】貨物鉄道の大量輸送特性を活かした災害廃棄物輸送の実施 
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8-2）復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通した技術者

等）の不足、より良い復興に向けたビジョンの欠如等により復興できなくなる事態  

 

（推進方針） 

○ 地域共同で行う水路や農道等の地域資源の保全活動を通じて国土保全など農地等の有

する多面的機能の維持増進や地域防災力の向上にも資する農村コミュニティの維持活性

化を推進する。また、取組の定着・拡大の推進に向けて、共同活動による地域資源の保

全管理が持続的な体制で行われるよう、活動組織の広域化を推進するとともに、非農業

者の参加を促進し、農村協働力の強化を図る。 

○ 平時から、大規模災害復興法の実際の運用や災害復旧を効率的・効果的に行うための

全体的な復旧に係る取組・手順等を検討し、関係省庁及び地方公共団体間での共有を図

る。また、災害で講じられた施策の事例収集・事例集改訂を行い、地方公共団体等にお

いて事例集等が有効に活用されるよう周知等を行う。 

○ 被災後に早期かつ的確に市街地復興計画を策定できるよう、復興まちづくりに関する

体制や手順の事前検討、災害が発生した際の復興に関する課題を事前に把握する復興ま

ちづくりイメージトレーニング、地方公共団体による事前復興まちづくり計画策定など

の、復興まちづくりのための事前準備の取組を推進するとともに、復旧・復興まちづく

りサポーター制度も活用しながら、未着手の自治体等に対する普及啓発・技術的な支援

を実施する。 

○ 建設業における将来の担い手確保に向けて、①建設キャリアアップシステムの普及促

進、社会保険等への加入徹底による技能労働者の処遇改善、②新・担い手３法に基づく

工期の適正化や施工時期の平準化の推進等による、建設業の働き方改革と生産性向上、

③将来にわたるインフラの品質確保とその中長期的な担い手確保にも資する入札契約方

式の導入・活用等の入札契約制度の改革を実施する。 

○ 国内外の地震災害の経験や教訓などに関する震災関連資料の収集・展示並びに地震防

災の調査研究及び専門家の育成等により、大震災の経験を語り継ぎその教訓を未来に活

かすために、防災の重要性の国民への普及啓発、実践的な防災研究、災害対応の現地支

援やネットワークの形成等を通じた人材育成を行うなど、地域防災力の向上を図る。 

○ 都道府県等が技術職員を増員し、平時に技術職員不足の市町村の業務を支援するとと

もに、大規模災害時の中長期派遣要員を登録・確保する場合に増員された職員人件費に

ついて、地方交付税措置を講じている。加えて、地方公共団体向けの会議や説明会等の

機会を捉え、技術職員の採用・増員及び中長期派遣要員の登録について協力依頼を行う。 

○ 地域の活動組織が実施する森林の保全管理や山村活性化の取組を通じて、森林の国土

保全機能の維持・増進や地域の防災・減災に資する山村コミュニティの維持・活性化を

推進する。また、森林・山村多面的機能発揮対策において、地域住民等による森林の保

全管理活動等の取組を支援するとともに、農業と連携した取組も支援する。 

○ 災害発生時に診療拠点となる災害拠点病院、重篤な患者を受け入れる救命救急センタ

ー、入院を要する救急患者の受入を行う二次救急医療機関等の耐震整備を促進する。 

○ 地域の活力が低下し、定住人口が少なくなりすぎて、万一の際、復興できなくなるこ

とが生活文化・民俗文化の喪失につながることを回避するため、地方創生の取組等、地

域経済に活力を与え、「自律・分散・協調」型国土形成を促す効果的な方策に取り組む。 

○ 「防災移転支援計画制度」及び課税の特例措置（「防災移転支援計画」に基づき、災

害ハザードエリアから、立地適正化計画の誘導区域内のより安全な区域へ、施設や住宅

を移転する場合、移転先として取得する土地建物に係る登録免許税・不動産取得税を軽

減）等について、地方公共団体等に対して引き続き周知等を行う。また、防災移転まち
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づくりワーキンググループ等の活用を引き続き実施するとともに、「防災集団移転促進

事業」における既存市街地・集落の空き地・空き家の活用促進や「都市構造再編集中支

援事業」により、災害ハザードエリアからの移転を促進する。 

○ 全国の自然公園事業等の施設に関して、利用者の安全確保や国土荒廃の防止に資する

施設について改修・再整備等を実施するとともに、自然保護とレクリエーションの価値

を目的として指定される自然公園等の中に含まれる森林や湿地等において、登山道や植

生復元施設等の公園施設の整備及び適切な維持管理によって、公園利用による自然生態

系への影響軽減や植生復元による荒廃の未然防止を行い、自然生態系の有する防災・減

災機能を維持する。 

 

（主要施策） 

【農水】山村コミュニティによる森林整備・保全活動等の推進 

【農水】農村における地域コミュニティの維持・活性化や自立的な防災・復旧活動の体制

整備の推進 

【国交】復興事前準備の推進 

【内閣府】円滑な復旧・復興に向けた取組の強化 

【国交】防災・減災の担い手（建設業）の確保等の推進 

【内閣府】防災に関する知識及び技術の普及 

【総務】技術職員の充実による市町村支援・中長期派遣体制の強化 

【厚労】医療施設の耐震化 

【国交】災害ハザードエリアからの移転の促進 

【環境】利用者の安全確保及び森林等の荒廃の拡大を防ぐ自然公園等の整備 

 

8-3）広域地盤沈下等による広域・長期にわたる浸水被害の発生により復興が大幅に遅れ

る事態 

 

（推進方針） 

○ 平時から基本的な地理空間情報を整備するとともに、準天頂衛星７機体制の実現によ

り得られる高精度測位データ等も活用し、Ｇ空間情報センター、SIP4D 等による災害情

報共有の取組を進める。 

○ 災害発生後には、観測衛星による高精度な観測データを迅速かつ高頻度に関係機関等

へ提供することと合わせ、データ判読技術を有する人材の育成、解析ツールの研究開発

に取り組む。 

○ 地震・津波、洪水・高潮等による浸水対策や海岸侵食対策、山地から海岸まで一貫し

た総合的な土砂管理の取組を着実に推進するとともに、広域的な応援体制の強化、地域

建設業等の防災・減災の担い手確保・育成等の迅速な応急復旧対策・排水対策等による

被害軽減に資する流域減災対策を推進する。 

○ 国による地方公共団体等の支援のため、大規模災害を想定した広域的かつ実践的な訓

練の実施による防災力の強化や、TEC-FORCE 活動に必要な資機材の ICT 化・高度化等の

さらなる充実を進める。 

 

（主要施策） 

【内閣府】準天頂衛星７機体制の開発・整備・運用 

【国交】Ｇ空間情報センターをハブとした地理空間情報の円滑な利用促進 

【文科】ALOS シリーズ等の地球観測衛星の開発 
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【国交】衛星測位システムで標高が決まる社会の実現（航空重力測量） 

【国交】流域治水対策（河川） 

【国交】大規模地震に備えた河川管理施設の地震・津波対策 

【農水・国交】水門・陸閘等の自動化・遠隔操作化、効果的な管理運用の推進 

【農水・国交】地震・津波・高潮等に備えた海岸堤防等の整備 

【農水・国交】海岸の侵食対策 

【農水・国交】海岸保全施設の戦略的な維持管理の推進 

【国交】TEC-FORCE 隊員の対応能力向上と資機材の ICT 化・高度化 

 

8-4）貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等による有形・無形の

文化の衰退・損失  

 

（推進方針） 

○ 石垣等も含む文化財の耐震対策や防火対策、適切な修理周期における保存修理のほか、

これらに必要な防災設備の整備等を進める。また、史跡・名勝、文化的景観、伝統的建

造物群など生活や文化の背景にある環境的資産を健全に保ち、耐災害性を高める。この

際、自然環境の持つ防災・減災機能をはじめとする多様な機能を活かす「グリーンイン

フラ」としての効果が発揮されるよう考慮しつつ取組を推進する。 

○ 都市部地方部問わず、コミュニティの崩壊は、無形の民俗文化財の喪失のみならず、

コミュニティの中で維持されてきた建築物など有形の文化財にも影響するため、コミュ

ニティの活力を維持する、地域での共同活動等を平時から仕掛けていく。 

○ 文化財の被害に備え、それを修復する技術の伝承を図る。 

○ 博物館（歴史、芸術、民俗、産業、自然科学等）における展示方法・収蔵方法等を点

検し、展示物・収蔵物の被害を 小限にとどめる。また、展示物・収蔵物のほか、各地

の有形無形の文化を映像等に記録し、アーカイブ化するなど、文化財の保護対策を進め

る。 

○ 地域の活力が低下し、定住人口が少なくなりすぎて、万一の際、復興できなくなるこ

とが生活文化・民俗文化の喪失につながることを回避するため、地方創生の取組等、地

域経済に活力を与え、「自律・分散・協調」型国土形成を促す効果的な方策に取り組む。 

 

（主要施策） 

【文科】国指定等文化財の防災施設の整備 

【文科】国指定等文化財（建造物）の適切な修理周期における保存修理 

【環境】自然生態系の機能を活かした社会の強靱性の向上 

【文科】民俗文化財の伝承・活用等 

【農水】山村コミュニティによる森林整備・保全活動等の推進 

【文科】博物館資料の保管環境整備の推進 

 

8-5）事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず、復興が大幅に遅

れる事態  

 

（推進方針） 

○ 第７次国土調査事業十箇年計画（令和２年５月26日閣議決定）に基づき、一部の所有

者が不明な場合等でも調査を進めることができる新たな調査手続や、都市部における官

民境界の先行調査、山村部におけるリモートセンシングデータを活用した調査など地域
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の特性や技術の進展に応じた効率的な調査手法の活用を促進することにより、地籍調査

の円滑化・迅速化を図り、５か年加速化対策に基づき、土砂災害特別警戒区域等の緊急

性が高い地域における地籍調査を重点的に推進する。また、都市部、大都市・地方拠点

都市、東日本大震災の被災地及び平成28年熊本地震の被災地において、登記所備付地図

作成作業を実施する。 

○ 電子基準点の故障・停止を未然に防止するための機器更新等による機能維持を実施し、

災害時においても安定した地殻変動の監視とデータ提供を実施する。平時には、電子国

土基本図等の基本的な地理空間情報、全国活断層帯情報、指定緊急避難場所データ等の

防災地理情報の整備・更新を行うほか、国民の防災意識向上のための地理教育コンテン

ツの提供等を行う。また、より正確な被災状況の把握に必要となる高精度標高データの

整備を実施する。災害発生時には、緊急撮影等により現地の被災状況を迅速に把握し、

取得した被災情報を関係機関へ提供する。特に、水害発生時には、浸水推定図を速やか

に公開する。さらに、引き続き当該年度に整備した地図や空中写真などの測量成果を追

加・保管し、統合的な検索･閲覧･入手が可能となるよう地理空間情報ライブラリーの運

営を行う。 

○ 復興に向けた仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備に重要な役割を担う建設業におい

ては将来的に担い手不足が懸念されるため、建設業における将来の担い手確保に向けて、

①建設キャリアアップシステムの普及促進、社会保険等への加入徹底による技能労働者

の処遇改善、②新・担い手３法に基づく工期の適正化や施工時期の平準化の推進等によ

る、建設業の働き方改革と生産性向上、③将来にわたるインフラの品質確保とその中長

期的な担い手確保にも資する入札契約方式の導入・活用等の入札契約制度の改革を実施

する。 

○ 仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備及び稼働に必要な燃料供給のサプライチェーン

の維持のため、自治体と連携し、地域の燃料需給やアクセス、災害や停電時の備え等を

考慮した SS 過疎地対策計画等の燃料供給に関する計画を策定する取組を推進する。 

○ 「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法の一部を改正する法律」（令

和４年法律第38号）が令和４年４月27日に成立し、同年５月９日に公布された。これを

踏まえ、所有者不明土地連携協議会との連携や、ガイドラインの策定、先導的な取組を

行う団体のモデル調査の実施を通じて、地方公共団体や地域における所有者不明土地等

の利活用に取り組む団体に対して所有者不明土地の利用の円滑化の促進・管理の適正化

を図るための制度の普及を行うとともに、所有者不明土地対策に取り組む地方公共団体

等の支援を行う。 

○ 被災後に早期かつ的確に市街地復興計画を策定できるよう、復興まちづくりに関する

体制や手順の事前検討、災害が発生した際の復興に関する課題を事前に把握する復興ま

ちづくりイメージトレーニング、地方公共団体による事前復興まちづくり計画策定など

の、復興まちづくりのための事前準備の取組を推進するとともに、復旧・復興まちづく

りサポーター制度も活用しながら、未着手の自治体等に対する普及啓発・技術的な支援

を実施する。 

○ 地方公共団体が台風等の襲来に備え、廃棄物仮置き場の確保等を図る場合など発災前

にも地方公共団体の求めに応じて速やかに未利用国有地等を無償で提供できるよう、未

利用国有地等のリストを準備する。 

○ 「防災移転支援計画制度」及び課税の特例措置（「防災移転支援計画」に基づき、災

害ハザードエリアから、立地適正化計画の誘導区域内のより安全な区域へ、施設や住宅

を移転する場合、移転先として取得する土地建物に係る登録免許税・不動産取得税を軽

減）等について、地方公共団体等に対して引き続き周知等を行う。また、防災移転まち
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づくりワーキンググループ等の活用を引き続き実施するとともに、「防災集団移転促進

事業」における既存市街地・集落の空き地・空き家の活用促進や「都市構造再編集中支

援事業」により、災害ハザードエリアからの移転を促進する。 

○ 所有者不明土地等対策の推進に関する基本方針を踏まえ、長期相続登記等未了土地解

消作業の成果がより公共事業の実施主体に活用されるよう、要望受入れの対象を国や地

方公共団体のほか民間事業者にも拡大するとともに、解消作業の要件である所有権登記

名義人の死亡後の経過年数を30年から10年とし、要望があった地域についてより広く解

消作業を実施する。その上で、災害復旧・復興事業など緊急性や必要性が高い公共事業

に対してより迅速に解消作業を実施する。 

○ 南海トラフ地震対策地域等の大規模災害の危険性が切迫している地域を対象に、人

工・自然地形分類調査、土地利用の変遷調査、災害履歴調査からなる土地履歴調査を実

施し、成果図及び説明書をとりまとめ、ホームページで公開する。また、全国を対象に

深井戸の情報を収集し、全国地下水資料台帳を整備し、ホームページで公開する。 

○ 大規模地震の対策地域における津波被害リスクが高い河川において、地震・津波対策

として、堤防のかさ上げ、堤防等の耐震・液状化対策、水門等の自動化・遠隔操作を推

進する。 

 

（主要施策） 

【法務・国交】災害後の円滑な復旧復興を確保するための地籍調査による地籍図の整備等

の推進 

【法務】登記所備付地図作成作業 

【国交】安定的な位置情報インフラの提供のための GNSS 連続観測システム（電子基準点

網）の推進 

【国交】防災・減災及び災害対応に資する地理空間情報の整備、活用、共有の推進 

【国交】防災・減災の担い手（建設業）の確保等の推進 

【経産】石油製品のサプライチェーンの維持・強化に向けた SS 過疎地対策の推進 

【法務・国交】所有者不明土地対策の推進 

【国交】復興事前準備の推進 

【農水】山村コミュニティによる森林整備・保全活動等の推進 

【法務】長期相続登記等未了土地の解消作業 

【国交】土地履歴調査等の実施による災害リスク低減対策 

【国交】大規模地震に備えた河川管理施設の地震・津波対策 

【財務】地方公共団体に対する国有財産を活用した廃棄物仮置き場や避難場所確保等支援 

【国交】災害ハザードエリアからの移転の促進 

 

8-6）国際的風評被害や信用不安、生産力の回復遅れ、大量の失業・倒産等による国家経

済等への甚大な影響  

 

（推進方針） 

○ 大規模災害の発生による、我が国の貴重な自然環境・観光資源の喪失や、安全安心な

社会・経済環境が失われないよう、 大限の備えを進めるとともに、災害発生時に、国

内外に正しい情報を発信するため、状況に応じて発信すべき情報、情報発信経路に配慮

した初動対応が可能となるよう体制構築を推進する。また、各国の防災・復興を担う行

政官及び地方のリーダーなどの人材育成への協力等により、国際社会とともに、災害に

負けない強靱な社会の構築を進める。 
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○ 平時から、大規模災害復興法の実際の運用や災害復旧を効率的・効果的に行うための

全体的な復旧に係る取組・手順等を関係省庁及び地方公共団体で共有し、災害からの復

旧・復興施策や発災時の被災者支援の取組を行う地方公共団体等の対応力向上を図る。 

○ 大規模自然災害から早期に復興が図られるよう、災害廃棄物処理計画の策定や災害廃

棄物の広域輸送に関する体制の構築を図る。地方公共団体による台風等の襲来に備えた

廃棄物仮置き場の確保等の要望に応じ、速やかに未利用国有地等を無償で提供できるよ

う準備する。また、将来の地場の産業の担い手育成や、地場産品の海外市場進出支援、

地方創生の取組、地域のコミュニティ力を高める取組を進めるとともに、復興ビジョン

を平時から検討しておくなど、万一の際、復興計画への合意形成を含む、復興事業を円

滑に実行できる環境を整える。 

○ 大規模災害発生時における、金融決済機能の継続性の確保のためには、金融機関にお

ける BCP の策定及びその実効性の確保が必要であり、策定された BCP の実効性の検証等

を継続的に実施していく。 

○ 大規模自然災害時にサプライチェーンが致命的な被害を受けないよう、災害に強い民

間物流施設の整備促進、製造業、物流事業者の BCP の策定を促進する。また、豪雨や大

雪が予見される際、気象情報を活用した荷主と物流事業者の調整を行うためのガイドラ

インを策定し、連携体制の強化を図る。 

○ 中小企業強靱化法に基づく事業継続力強化計画等の策定を個別支援（ハンズオン支援）

するとともに、遠隔地での代替生産等の好事例を基に、係る取組の重要性の認識の深化

を図るとともに適切な保険プランへの見直し・加入促進に向けた施策検討を実施する。 

 

（主要施策） 

【国交】道路状況の迅速な把握と道路利用者への災害情報の提供 

【国交】外国人旅行者に対するウェブサイト等での災害情報の発信 

【内閣府】防災計画の充実のための取組推進 

【内閣府】円滑な復旧・復興に向けた取組の強化 

【金融】金融機関における BCP の策定・実効性の検証、非常時参集要員体制の整備 

【内閣府】災害対応業務標準化の推進 

【国交】海上輸送の大量輸送特性を活かした災害廃棄物の広域処理体制の構築 

【財務】地方公共団体に対する国有財産を活用した廃棄物仮置き場や避難場所確保等支援 

【国交】物流事業者における災害対応力の強化 

【経産】中小企業・小規模事業者の事前の防災・減災対策の促進 
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第３章 防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策の進捗管理 

 

５か年加速化対策に関しては、進捗状況のフォローアップを定期的に行い、その結果を

公表するものとされていることを受けて、年次計画において、５か年加速化対策の進捗状

況を、関係府省庁からの報告に基づき以下のとおり取りまとめた。 

 

１ 防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策の進捗状況（事業費ベース） 

５か年加速化対策全体でおおむね15兆円程度の事業規模（財政投融資の活用や民間事業

者等による事業を含む）を目途としていたところ、２年目となる令和４年度までに約7.2

兆円の事業規模（うち国費約3.5兆円）となっている。 

 

区分 事業規模の目途 

＜閣議決定時＞ 

事業規模 

＜令和４年度時点＞ 

うち国費 
＜令和４年度時点＞ 

防災・減災、国土強靱化のための５か

年加速化対策 

おおむね 

15兆円程度 
約7.2兆円 約3.5兆円 

１ 激甚化する風水害や切迫する大規

模地震等への対策 

おおむね 

12.3兆円程度 
約5.9兆円 約2.7兆円 

２ 予防保全型インフラメンテナンス

への転換に向けた老朽化対策 

おおむね 

2.7兆円程度 
約1.2兆円 約0.7兆円 

３ 国土強靱化に関する施策を効率的

に進めるためのデジタル化等の推進 

おおむね 

0.2兆円程度 
約0.1兆円 約0.1兆円 

※ ５か年加速化対策全体のおおむね15兆円程度の事業規模のうち、国費はおおむね７兆

円台半ば 

※ 四捨五入の関係で合計が合わない場合がある 

 

２ 123対策の進捗状況 

123の対策ごとに設定した中長期の目標の達成に向けて、個別に進捗状況を把握・管理

することとしており、初年度完了時点（令和３年度末）の進捗状況は（別紙６）防災・減

災、国土強靱化５か年加速化対策進捗状況一覧のとおりである。 

 

３ 取組事例 

（１）激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対策 

 ・流域治水対策（河川） 

 ・流域治水対策（農業水利施設の整備） 

 ・漁港施設の耐震・耐津波・耐浪化等の対策 

 ・社会福祉施設等の耐災害性強化対策（非常用自家発電設備対策） 

 ・矯正施設の総合警備システム等警備機器等の更新整備対策 

 ・天然ガス利用設備による災害時の強靱性向上対策 

 ・自衛隊の飛行場施設等の資機材等対策 

 ・上水道管路の耐震化対策 

 

（２）予防保全型インフラメンテナンスへの転換に向けた老朽化対策 

  ・道路施設の老朽化対策 

  ・航路標識の老朽化等対策 
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（３）国土強靱化に関する施策を効率的に進めるためのデジタル化等の推進 

  ・線状降水帯の予測精度向上等の防災気象情報の高度化対策 

  ・防災チャットボットの開発等、SIP 国家レジリエンスに関する対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎令和３年度の災害時に効果を発揮した事例 

 令和３年７月の大雨や令和４年３月の福島県沖を震源とする地震など、令和３年度に

発生した災害において、３か年緊急対策を始めとした国土強靱化の取組が効果を発揮し

た事例をとりまとめた。 

・郡山女子大学附属幼稚園ブロック塀改修工事 

 ・映像伝送用資機材等の更新・増強（警察） 

 ・大規模風水害・土砂災害に対応するための緊急消防援助隊に関する緊急対策 

 ・宮城県における都道府県防災行政無線及び地域衛星通信ネットワークの整備 

 ・福島県桑折町新庁舎整備に係る太陽光発電・蓄電システム導入事業 

 ・農業用ハウスの災害被害防止に関する緊急対策 

 ・交通情報収集・提供・活用のためのシステムの整備・運用 

 ・重要文化財専称寺本堂及び総門 建造物保存修理事業 
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（
別
紙
１
）
 
分
野
別
施
策
一
覧
 

１
．
行
政
機
能
／
警
察
・
消
防
等
／
防
災
教
育
等

 
施
策
名
称

 
令
和
４
年
度
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
該
当
プ
ロ
グ
ラ
ム

 

【
内
閣
官
房
】
地
方
創
生
に
資

す
る
と
考
え
ら
れ
る
政
府
関
係

機
関
の
地
方
移
転
 

 
政
府
関
係
機
関
移
転
基
本
方
針
に
基
づ
き
、
文
化
庁
に
つ
い
て
は
、
テ
レ
ビ
会
議
シ
ス
テ
ム
等
を
活
用
し
な
が
ら
京
都
・
東
京
の
分
離
組
織
に
お
け
る

業
務
の
試
行
・
改
善
等
を
進
め
つ
つ
機
能
強
化
を
図
る
と
と
も
に
、
職
員
の
住
環
境
の
確
保
や
家
族
に
対
す
る
教
育
・
保
育
等
を
含
め
た
福
利
厚
生
へ
の

適
切
な
配
慮
等
、
円
滑
な
移
転
に
向
け
た
準
備
を
着
実
に
進
め
る
。
 

 
研
究
機
関
・
研
修
機
関
等
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
取
組
に
つ
い
て
、
関
係
者
間
（
国
・
地
方
の
産
学
官
）
で
共
同
し
て
作
成
し
た
具
体
的
な
展
開

を
明
確
に
し
た
５
年
程
度
の
年
次
プ
ラ
ン
に
基
づ
き
、
取
組
を
行
う
。
 

3-
2)
 

【
内
閣
府
】
SI
P
国
家
レ
ジ
リ

エ
ン
ス
（
防
災
・
減
災
）
の
強

化
 

＜
避
難
・
緊
急
活
動
支
援
統
合
シ
ス
テ
ム
の
開
発
＞
 

 
災
害
や
被
害
の
時
空
間
情
報
で
あ
る
災
害
動
態
の
収
集
、
分
析
、
予
測
を
行
い
、
要
員
派
遣
指
示
、
避
難
支
援
、
物
資
供
給
な
ど
、
災
害
対
応
機
関
の

最
適
か
つ
迅
速
な
オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
実
現
す
る
た
め
の
避
難
・
緊
急
活
動
支
援
シ
ス
テ
ム
の
開
発
を
進
め
、
実
用
に
供
し
得
る
レ
ベ
ル
で
の
研
究
開
発

を
完
了
し
、
実
運
用
シ
ス
テ
ム
を
完
成
し
、
社
会
実
装
の
目
処
を
付
け
る
。
 

＜
市
町
村
災
害
対
応
統
合
シ
ス
テ
ム
の
開
発
＞
 

 
市
町
村
の
適
切
な
避
難
勧
告
・
指
示
や
緊
急
活
動
の
優
先
順
位
付
け
等
の
判
断
を
支
援
す
る
た
め
、
最
先
端
の

AI
技
術
と
既
存
技
術
を
融
合
し
、
避
難

勧
告
等
の
発
令
に
必
要
な
情
報
を
地
区
・
校
区
等
の
小
エ
リ
ア
で
、
か
つ
短
時
間
で
提
供
す
る
と
と
も
に
、
発
令
情
報
が
自
動
配
信
さ
れ
る
シ
ス
テ
ム
の

開
発
を
進
め
、
実
用
に
供
し
得
る
レ
ベ
ル
で
の
研
究
開
発
を
完
了
し
、
実
運
用
シ
ス
テ
ム
を
完
成
し
、
社
会
実
装
の
目
処
を
付
け
る
。
 

＜
防
災
チ
ャ
ッ
ト
ボ
ッ
ト
の
開
発
＞
 

 
災
害
時
に
国
民
一
人
一
人
に
対
し
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
等
を
通
じ
て
避
難
に
必
要
な
情
報
等
を
迅
速
か
つ
的
確
に
提
供
し
、
か
つ
被
災
者
等
か
ら
の
被
災

状
況
の
収
集
・
分
析
を
行
う
防
災
チ
ャ
ッ
ト
ボ
ッ
ト
の
開
発
を
進
め
、
実
用
に
供
し
得
る
レ
ベ
ル
で
の
研
究
開
発
を
完
了
し
、
実
運
用
シ
ス
テ
ム
を
完
成

し
、
社
会
実
装
の
目
処
を
付
け
る
。
 

1-
3)
1-
4)
1-
5)
1-
6)
2-

1)
2-
2)
2-
3)
2-
5)
2-
6)
2-

7)
3-
3)
4-
1)
4-
3)
5-
1)
5-

5)
5-
9)
6-
4)
6-
5)
7-
1)
7-

4)
8-
3)
8-
5)
 

【
内
閣
府
】
立
川
・
有
明
の
丘
・

東
扇
島
施
設
の
適
切
な
維
持
管

理
の
実
施
 

 
首
都
圏
で
大
規
模
災
害
が
発
生
し
た
際
に
は
、
災
害
対
策
本
部
等
を
設
置
し
て
広
域
的
な
災
害
応
急
対
策
を
推
進
す
る
た
め
、
災
害
対
策
本
部
予
備
施

設
（
立
川
）
及
び
東
京
湾
臨
海
部
基
幹
的
広
域
防
災
拠
点
（
有
明
の
丘
・
東
扇
島
）
の
改
修
・
維
持
管
理
を
行
う
。
 

ま
た
、
立
川
に
お
い
て
政
府
の
プ
ッ
シ
ュ
型
支
援
用
備
蓄
品
の
適
切
な
常
時
備
蓄
の
た
め
の
備
蓄
倉
庫
棟
の
調
査
設
計
を
引
き
続
き
実
施
す
る
。
 

2-
1)
3-
2)
 

【
内
閣
府
】
円
滑
な
復
旧
・
復

興
に
向
け
た
取
組
の
強
化
 

 
令
和
２
年
７
月
豪
雨
等
に
よ
る
災
害
で
講
じ
ら
れ
た
施
策
の
事
例
を
収
集
し
、
事
例
集
に
つ
い
て
、
改
訂
を
行
う
。
ま
た
、
地
方
公
共
団
体
等
に
お
い

て
事
例
集
等
が
有
効
に
活
用
さ
れ
る
よ
う
周
知
等
を
行
う
。
 

3-
3)
8-
2)
8-
6)
 

【
内
閣
府
】
防
災
に
関
す
る
知

識
及
び
技
術
の
普
及
 

 
阪
神
・
淡
路
大
震
災
を
始
め
と
し
た
国
内
外
の
地
震
災
害
の
経
験
や
教
訓
な
ど
に
関
す
る
震
災
関
連
資
料
の
収
集
・
展
示
並
び
に
地
震
防
災
の
調
査
研

究
及
び
専
門
家
の
育
成
等
の
事
業
を
行
う
特
定
地
震
防
災
対
策
施
設
の
運
営
費
を
補
助
す
る
こ
と
に
よ
り
、
大
震
災
の
経
験
を
語
り
継
ぎ
そ
の
教
訓
を
未

来
に
活
か
す
た
め
に
、
防
災
の
重
要
性
の
国
民
へ
の
普
及
啓
発
、
実
践
的
な
防
災
研
究
、
災
害
対
応
の
現
地
支
援
や
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
形
成
等
を
通
じ
た

人
材
育
成
を
行
う
な
ど
、
地
域
防
災
力
の
向
上
を
図
る
。
 

3-
3)
8-
2)
 

【
内
閣
府
】
総
合
防
災
訓
練
大

綱
に
基
づ
く
総
合
防
災
訓
練
の

実
施
 

 
災
害
対
応
や
災
害
関
連
制
度
の
改
正
等
を
踏
ま
え
、
民
間
企
業
等
と
連
携
し
た
各
種
防
災
訓
練
の
実
施
等
に
よ
り
、
防
災
関
係
機
関
の
機
能
確
認
、
相

互
の
協
力
の
円
滑
化
、
防
災
計
画
等
の
課
題
を
発
見
し
継
続
的
な
改
善
、
住
民
の
防
災
に
関
す
る
意
識
の
高
揚
と
知
識
の
向
上
、
各
防
災
担
当
者
の
日
常

の
取
組
に
つ
い
て
の
検
証
等
を
図
る
。
 

1-
3)
2-
3)
3-
2)
3-
3)
5-
2)
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【
内
閣
府
】
国
と
地
方
の
防
災

を
担
う
人
材
の
育
成
 

 
地
方
公
共
団
体
や
指
定
公
共
機
関
等
の
職
員
に
よ
る
内
閣
府
防
災
で
の

OJ
T
研
修
を
実
施
す
る
。
ま
た
、
国
や
地
方
公
共
団
体
等
の
職
員
を
対
象
と
し

た
有
明
の
丘
研
修
及
び
地
域
研
修
に
つ
い
て
は
、
社
会
情
勢
・
ニ
ー
ズ
等
を
踏
ま
え
た
研
修
内
容
等
の
拡
充
を
図
り
、
地
域
防
災
力
の
強
化
に
向
け
効
果

的
な
研
修
の
企
画
・
運
営
を
行
う
。
更
に
、
災
害
時
に
活
動
す
る
自
治
体
応
援
職
員
等
が
、
防
災
業
務
の
基
礎
的
な
内
容
等
を
短
時
間
に
学
習
す
る
「
防

災
ス
ペ
シ
ャ
リ
ス
ト
養
成
ｅ
ラ
ー
ニ
ン
グ
」
の
コ
ン
テ
ン
ツ
拡
充
を
進
め
る
。
地
方
公
共
団
体
（
主
に
市
町
村
）
の
危
機
管
理
・
防
災
責
任
者
を
対
象
に
、

初
動
対
応
や
災
害
対
応
の
各
フ
ェ
ー
ズ
で
必
要
と
な
る
知
識
・
技
術
を
付
与
す
る
た
め
の
研
修
を
実
施
す
る
。
な
お
、
研
修
全
般
の
実
施
に
当
た
っ
て
は
、

受
講
機
会
の
拡
大
や
人
的
交
流
の
促
進
等
を
考
慮
し
た
企
画
・
運
営
を
行
い
更
な
る
研
修
効
果
の
向
上
を
図
る
。
 

2-
7)
3-
3)
8-
1)
 

【
内
閣
府
】
大
規
模
地
震
対
策

の
推
進
 

 
日
本
海
溝
・
千
島
海
溝
沿
い
で
想
定
さ
れ
る
最
大
ク
ラ
ス
の
地
震
・
津
波
に
備
え
た
防
災
対
応
に
関
す
る
実
効
性
の
あ
る
仕
組
み
づ
く
り
を
検
討
す
る
。 

相
模
ト
ラ
フ
沿
い
の
巨
大
地
震
等
に
よ
る
長
周
期
地
震
動
断
層
モ
デ
ル
の
構
築
及
び
長
周
期
地
震
動
に
よ
る
超
高
層
建
築
物
の
構
造
躯
体
へ
の
影
響
評

価
・
と
り
ま
と
め
を
行
う
。
 

 
南
海
ト
ラ
フ
地
震
の
防
災
対
策
の
進
捗
状
況
を
調
査
す
る
と
と
も
に
、
進
捗
を
踏
ま
え
た
被
害
想
定
を
実
施
し
、
現
状
の
課
題
を
整
理
す
る
。
 

1-
1)
 

【
内
閣
府
】
大
規
模
地
震
に
お

け
る
津
波
対
策
の
推
進
 

 
日
本
海
溝
・
千
島
海
溝
沿
い
で
想
定
さ
れ
る
最
大
ク
ラ
ス
の
地
震
・
津
波
に
備
え
た
防
災
対
応
に
関
す
る
実
効
性
の
あ
る
仕
組
み
づ
く
り
を
検
討
す
る
。 

 
南
海
ト
ラ
フ
地
震
防
災
対
策
の
進
捗
状
況
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
及
び
進
捗
を
踏
ま
え
た
被
害
想
定
を
実
施
し
、
課
題
を
整
理
す
る
。
 

1-
3)
 

【
内
閣
府
】
土
砂
災
害
・
水
害

等
の
災
害
時
に
お
け
る
避
難
対

策
等
の
推
進
 

 
大
規
模
広
域
避
難
に
つ
い
て
、
広
域
避
難
体
制
の
整
備
、
避
難
の
実
効
性
確
保
に
向
け
て
、
引
き
続
き
、
東
京
都
や
関
係
機
関
と
連
携
し
て
検
討
を
行

う
。
 

 
「
令
和
３
年
７
月
か
ら
の
一
連
の
豪
雨
災
害
を
踏
ま
え
た
避
難
に
関
す
る
検
討
会
」
で
の
議
論
を
踏
ま
え
、
住
民
主
体
の
防
災
対
策
の
定
着
に
向
け
た

取
組
を
日
本
全
国
で
実
施
す
る
。
 

 
こ
の
た
め
、
内
閣
府
に
お
い
て
は
、
各
地
に
お
け
る
住
民
の
適
切
な
避
難
行
動
を
促
す
た
め
の
好
事
例
を
集
め
た
事
例
集
を
作
成
す
る
こ
と
や
、
避
難

情
報
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
更
新
な
ど
を
通
じ
て
、
地
方
公
共
団
体
の
取
組
を
支
援
す
る
。
 

1-
3)
1-
4)
1-
5)
 

【
内
閣
府
】
火
山
災
害
対
策
の

推
進
 

「
火
山
防
災
対
策
推
進
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
」
の
最
終
報
告
（
平
成

27
年
３
月
と
り
ま
と
め
）、

平
成

27
年
に
改
正
さ
れ
た
活
火
山
法
の
内
容
を
踏

ま
え
、
各
種
対
策
を
推
進
す
る
。
 

 
各
火
山
地
域
に
お
け
る
警
戒
避
難
体
制
の
整
備
を
促
進
す
る
た
め
、
火
山
防
災
エ
キ
ス
パ
ー
ト
の
派
遣
、
火
山
防
災
協
議
会
等
連
絡
・
連
携
会
議
の
開

催
、
指
針
・
手
引
等
を
用
い
た
研
修
の
開
催
等
の
取
組
を
実
施
す
る
。
 

 
各
火
山
地
域
が
様
々
な
火
山
災
害
に
応
じ
た
避
難
訓
練
を
実
施
で
き
る
よ
う
、
避
難
訓
練
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
作
成
す
る
。
 

 
「
大
規
模
噴
火
時
の
広
域
降
灰
対
策
検
討
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
」
の
報
告
を
踏
ま
え
、
関
係
省
庁
及
び
自
治
体
等
に
よ
る
具
体
的
な
対
策
の
検
討
を

行
う
。
 

1-
5)
 

【
内
閣
府
】
被
災
者
台
帳
の
整

備
・
推
進
 

 
災
害
発
生
時
に
市
町
村
に
お
い
て
被
災
者
台
帳
を
迅
速
に
作
成
し
効
率
的
に
活
用
で
き
る
よ
う
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
の
積
極
的
な
利
用
も
含
め
助
言
等
に

取
り
組
む
。
構
築
し
た
ク
ラ
ウ
ド
型
被
災
者
支
援
シ
ス
テ
ム
等
に
よ
り
、
被
災
者
台
帳
の
シ
ス
テ
ム
化
を
促
進
す
る
。
ま
た
、
一
人
ひ
と
り
の
被
災
者
の

状
況
を
把
握
し
、
き
め
細
や
か
な
支
援
を
す
る
災
害
ケ
ー
ス
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
実
施
に
当
た
っ
て
は
、
被
災
者
台
帳
の
作
成
・
活
用
が
重
要
と
な
る
こ
と

か
ら
、
こ
れ
か
ら
災
害
ケ
ー
ス
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
取
り
組
も
う
と
す
る
自
治
体
向
け
の
手
引
書
に
お
い
て
周
知
を
図
る
。
 

2-
7)
3-
3)
 

【
内
閣
府
】
国
際
防
災
協
力
の

推
進
 

 
各
種
国
際
会
議
等
に
お
い
て
我
が
国
の
「
仙
台
防
災
枠
組
」
の
取
組
や
過
去
の
災
害
か
ら
得
ら
れ
た
知
見
及
び
、
民
間
の
防
災
技
術
な
ど
を
共
有
す
る

と
と
も
に
、
ア
ジ
ア
防
災
セ
ン
タ
ー
等
を
通
じ
た
地
域
内
防
災
協
力
に
よ
り
、
国
際
防
災
協
力
を
積
極
的
に
推
進
し
、
同
枠
組
の
普
及
・
定
着
に
努
め
る
。 

2-
3)
 

【
内
閣
府
】
地
区
防
災
計
画
に

よ
る
自
助
・
共
助
の
強
化
 

 
地
区
防
災
計
画
の
取
組
を
よ
り
一
層
促
進
す
る
た
め
、
住
民
等
の
計
画
作
成
を
支
援
す
る
人
材
の
発
掘
・
育
成
・
支
援
と
と
も
に
、
優
良
事
例
な
ど
を

収
集
・
周
知
す
る
。
加
え
て
、
既
存
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
改
訂
や
イ
ベ
ン
ト
の
開
催
な
ど
に
も
取
り
組
む
。
 

1-
1)
1-
3)
1-
4)
1-
5)
1-

6)
2-
1)
2-
3)
2-
5)
2-
7)
3-

3)
7-
1)
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【
内
閣
府
】
防
災
ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
の
連
携
促
進
推
進
 

 
行
政
・
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
・
NP
O
等
の
多
様
な
被
災
者
支
援
主
体
間
の
連
携
体
制
の
強
化
を
目
的
と
し
て
、
自
治
体
と
協
働
し
て
オ
ン
ラ
イ
ン
を
活
用
し

広
く
研
修
会
を
実
施
す
る
。
ま
た
既
に
連
携
に
向
け
た
活
動
を
開
始
し
て
い
る
都
道
府
県
に
対
し
て
は
個
別
の
課
題
を
解
決
す
る
ワ
ー
ク
や
相
談
会
を
実

施
す
る
。
な
お
、
連
携
の
基
礎
が
一
定
程
度
あ
る
自
治
体
に
対
し
て
は
、
フ
ァ
シ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
ス
キ
ル
等
、
連
携
の
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
「
中
核
人
材
」

と
し
て
必
要
な
ス
キ
ル
を
集
中
的
に
学
ぶ
た
め
の
研
修
を
実
施
す
る
ほ
か
、
連
携
構
築
を
今
後
進
め
て
い
く
意
欲
の
あ
る
自
治
体
に
対
し
て
は
、
平
時
か

ら
の
実
践
的
な
関
係
づ
く
り
の
方
法
、
官
民
の
役
割
分
担
、
平
時
か
ら
実
施
す
べ
き
取
組
等
を
理
解
す
る
た
め
の
研
修
を
実
施
す
る
。
 

2-
3)
 

【
内
閣
府
】
実
践
的
な
防
災
行

動
定
着
の
た
め
の
国
民
運
動
の

推
進
 

「
第

38
回
防
災
ポ
ス
タ
ー
コ
ン
ク
ー
ル
」
を
実
施
す
る
。
防
災
に
関
す
る
総
合
情
報
サ
イ
ト
「
TE
AM

防
災
ジ
ャ
パ
ン
」
を
通
じ
て
情
報
発
信
を
行
う
。

多
様
な
主
体
が
一
堂
に
会
す
る
総
合
防
災
イ
ベ
ン
ト
「
防
災
推
進
国
民
大
会

20
22
」
を
開
催
す
る
。
津
波
防
災
に
関
す
る
普
及
啓
発
活
動
を
実
施
す
る
。
 
2-
3)
 

【
内
閣
府
】
災
害
種
別
図
記
号

に
よ
る
避
難
対
策
等
の
推
進
 

（
IS
O
認
証
後
の
）
JI
S
化
し
た
避
難
場
所
に
誘
導
す
る
た
め
の
図
記
号
の
国
民
周
知
、
自
治
体
へ
の
標
識
整
備
へ
の
啓
発
を
行
う
。
※
JI
S
の

Z9
09
8

と
JI
S9
09
7
が
対
象
の

JI
S
と
な
る
。
 

1-
2)
1-
3)
1-
4)
1-
5)
1-
6)
 

【
内
閣
府
】
代
替
庁
舎
あ
っ
せ

ん
先
確
保
の
検
討
 

あ
っ
せ
ん
の
対
象
と
す
る
代
替
庁
舎
に
つ
い
て
、
必
要
に
応
じ
て
、
説
明
・
協
力
依
頼
を
行
い
、
代
替
庁
舎
に
関
す
る
申
合
せ
を
締
結
す
る
。
 

3-
2)
 

【
内
閣
府
】
防
災
計
画
の
充
実

の
た
め
の
取
組
推
進
 

防
災
基
本
計
画
に
つ
い
て
は
、
関
係
機
関
か
ら
の
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
た
改
善
策
の
検
討
・
実
施
等
に
よ
り
、
防
災
計
画
全
体
の
実
効
性
の
向
上
を
図
る
。 

南
海
ト
ラ
フ
地
震
防
災
対
策
推
進
基
本
計
画
、
日
本
海
溝
・
千
島
海
溝
周
辺
海
溝
型
地
震
防
災
対
策
推
進
基
本
計
画
、
首
都
直
下
地
震
対
策
緊
急
対
策

推
進
基
本
計
画
等
の
防
災
に
関
す
る
基
本
的
な
計
画
に
基
づ
く
地
方
公
共
団
体
等
の
計
画
に
つ
い
て
作
成
等
の
支
援
を
行
う
と
と
も
に
、
計
画
の
実
効
性

の
向
上
を
図
る
。
 

8-
6)
 

【
各
府
省
庁
】
各
府
省
庁
に
お

け
る
代
替
庁
舎
の
確
保
 

 
各
府
省
庁
は
代
替
庁
舎
を
確
保
し
、
各
府
省
庁
の
業
務
継
続
計
画
に
お
い
て
代
替
庁
舎
の
場
所
、
代
替
庁
舎
に
移
転
し
て
実
施
す
る
非
常
時
優
先
業
務
、

代
替
庁
舎
に
お
け
る
執
行
体
制
、
執
務
環
境
等
に
つ
い
て
定
め
る
。
内
閣
府
は
、
各
府
省
庁
の
代
替
庁
舎
に
お
け
る
執
行
体
制
、
執
務
環
境
等
の
確
保
を

促
す
と
と
も
に
、
各
府
省
庁
に
お
け
る
複
数
箇
所
の
代
替
庁
舎
の
確
保
に
関
す
る
調
整
を
行
う
。
 

3-
2)
 

【
各
府
省
庁
】
各
府
省
庁
に
お

け
る
庁
舎
の
耐
震
安
全
化
等
 

 
各
府
省
庁
は
、
中
央
省
庁
の
庁
舎
の
耐
震
安
全
性
を
確
保
し
、
非
常
時
優
先
業
務
の
内
容
に
応
じ
て
要
求
さ
れ
る
施
設
機
能
を
確
保
す
る
た
め
の
対
策

を
講
ず
る
と
と
も
に
、
庁
舎
内
の
什
器
の
固
定
、
天
井
等
の
非
構
造
部
材
の
耐
震
化
等
の
措
置
を
講
ず
る
。
 

3-
2)
 

【
各
府
省
庁
】
各
府
省
庁
に
お

け
る
通
信
・
情
報
シ
ス
テ
ム
の

冗
長
性
の
確
保
 

 
内
閣
府
は
、
首
都
直
下
地
震
発
生
時
に
中
央
省
庁
の
庁
舎
に
お
い
て
、
通
信
・
情
報
シ
ス
テ
ム
が
安
定
的
に
稼
働
し
、
又
は
早
期
の
復
旧
が
図
ら
れ
る

よ
う
電
気
通
信
事
業
者
と
の
間
で
協
力
体
制
の
充
実
を
図
る
と
と
も
に
、
各
府
省
庁
は
、
専
用
回
線
、
衛
星
携
帯
電
話
等
の
複
数
の
通
信
手
段
の
確
保
、

通
信
網
の
冗
長
化
等
の
措
置
を
講
ず
る
と
と
も
に
、「

情
報
シ
ス
テ
ム
運
用
継
続
計
画
」
を
作
成
し
、
非
常
時
優
先
業
務
及
び
管
理
事
務
に
係
る
情
報
シ
ス

テ
ム
に
つ
い
て
、
必
要
に
よ
り
相
互
に
連
携
協
力
し
て
、
平
常
時
の
情
報
シ
ス
テ
ム
設
置
拠
点
と
同
時
被
災
し
な
い
こ
と
が
想
定
さ
れ
る
場
所
に
バ
ッ
ク

ア
ッ
プ
シ
ス
テ
ム
を
確
保
す
る
等
の
措
置
を
講
ず
る
。
 

3-
2)
 

【
各
府
省
庁
】
各
府
省
庁
に
お

け
る
非
常
用
発
電
等
に
よ
る
電

力
の
確
保
 

 
各
府
省
庁
の
非
常
用
発
電
施
設
に
つ
い
て
、
首
都
直
下
地
震
発
生
時
に
、
非
常
時
優
先
業
務
等
を
１
週
間
程
度
継
続
さ
せ
る
た
め
に
必
要
な
燃
料
を
確

保
す
る
た
め
の
方
策
を
検
討
す
る
。
 

3-
2)
8-
6)
 

【
各
府
省
庁
】
各
府
省
庁
に
お

け
る
食
料
等
の
物
資
の
備
蓄
 

 
各
府
省
庁
は
、
首
都
直
下
地
震
発
生
時
に
職
員
が
非
常
時
優
先
業
務
又
は
管
理
事
務
を
実
施
す
る
た
め
に
必
要
な
食
料
等
の
物
資
を
、
参
集
要
員
の
１

週
間
分
及
び
参
集
要
員
以
外
の
職
員
等
の
３
日
分
程
度
備
蓄
す
る
。
 

3-
2)
 

【
内
閣
府
】
各
府
省
庁
の
業
務

継
続
計
画
の
評
価
 

有
識
者
等
に
よ
る
評
価
を
実
施
し
、
そ
の
結
果
を
踏
ま
え
、
各
府
省
庁
に
お
い
て
、
必
要
に
応
じ
業
務
継
続
計
画
を
見
直
す
。
 

3-
2)
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【
内
閣
府
】
南
海
ト
ラ
フ
地
震

防
災
対
策
推
進
地
域
及
び
首
都

直
下
地
震
緊
急
対
策
区
域
に
お

け
る
地
方
公
共
団
体
の
業
務
継

続
計
画
の
策
定
 

 
平
成

27
年
度
に
策
定
（
改
定
）
し
た
ガ
イ
ド
や
手
引
き
を
活
用
し
、
地
方
公
共
団
体
の
業
務
継
続
体
制
の
確
保
に
向
け
て
、
市
町
村
職
員
を
対
象
と
し

た
研
修
会
の
実
施
や
業
務
継
続
計
画
未
策
定
団
体
へ
の
個
別
支
援
を
実
施
す
る
な
ど
、
業
務
継
続
計
画
の
作
成
等
の
促
進
を
図
る
。
 

3-
3)
 

【
内
閣
府
】
災
害
対
応
業
務
標

準
化
の
推
進
 

＜
災
害
応
急
対
策
＞
 

 
首
都
直
下
地
震
時
に
お
け
る
救
援
航
空
機
等
の
安
全
対
策
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
実
効
性
を
高
め
る
た
め
、
検
討
を
継
続
す
る
と
と
も
に
、
訓
練
等
を
計
画
す

る
。
 

 
大
規
模
地
震
（
南
海
ト
ラ
フ
地
震
、
首
都
直
下
地
震
等
）
発
生
時
に
お
け
る
応
急
対
策
活
動
の
実
効
性
を
高
め
る
た
め
、
大
規
模
地
震
・
津
波
災
害
応

急
対
策
対
処
方
針
、
南
海
ト
ラ
フ
地
震
に
お
け
る
具
体
的
な
応
急
対
策
活
動
に
関
す
る
計
画
及
び
首
都
直
下
地
震
に
お
け
る
具
体
的
な
応
急
対
策
活
動
に

関
す
る
計
画
を
改
定
す
る
。
ま
た
、
日
本
海
溝
・
千
島
海
溝
周
辺
海
溝
型
地
震
に
お
け
る
具
体
的
な
応
急
対
策
活
動
に
関
す
る
計
画
に
係
る
検
討
を
実
施

す
る
。
 

＜
IS
UT

の
取
組
＞
 

 
 
IS
UT

が
よ
り
効
果
的
に
活
動
で
き
る
よ
う
、
災
害
対
応
に
必
要
と
な
る
地
図
情
報
の
リ
ス
ト
、
地
図
の
活
用
例
や
地
図
作
成
の
た
め
の
標
準
的
な
手

順
等
を
整
理
し
た
「
IS
UT

活
用
モ
デ
ル
」
を
地
方
公
共
団
体
等
に
周
知
す
る
と
と
も
に
、
IS
UT

活
用
モ
デ
ル
を
基
に
開
発
し
た
「
IS
UT

研
修
プ
ロ
グ
ラ

ム
」
を
実
施
す
る
。
 

2-
3)
3-
2)
3-
3)
8-
3)
8-
6)
 

【
内
閣
府
】
地
方
公
共
団
体
に

お
け
る
災
害
時
受
援
体
制
の
構

築
の
推
進
 

 
令
和
２
年
に
策
定
し
た
「
市
町
村
の
た
め
の
人
的
応
援
の
受
入
れ
に
関
す
る
受
援
計
画
作
成
の
手
引
き
（
令
和
３
年
６
月
改
訂
）」

を
活
用
し
、
研
修
会

等
を
実
施
す
る
等
、
地
方
公
共
団
体
の
災
害
時
受
援
体
制
の
構
築
の
促
進
を
図
る
。
 

3-
3)
 

【
内
閣
府
】
個
別
避
難
計
画
作

成
の
促
進
 

 
高
齢
者
や
障
害
者
等
の
う
ち
、
自
ら
避
難
す
る
こ
と
が
困
難
で
あ
り
、
避
難
の
確
保
を
図
る
た
め
特
に
支
援
を
要
す
る
避
難
行
動
要
支
援
者
の
円
滑
か

つ
迅
速
な
避
難
を
図
る
観
点
か
ら
、
避
難
行
動
要
支
援
者
ご
と
に
避
難
支
援
を
行
う
者
や
避
難
先
等
の
情
報
を
記
載
し
た
計
画
で
あ
る
個
別
避
難
計
画
の

効
果
的
・
効
率
的
な
作
成
手
法
を
構
築
す
る
た
め
に
個
別
避
難
計
画
作
成
モ
デ
ル
事
業
を
実
施
し
て
作
成
の
プ
ロ
セ
ス
及
び
ノ
ウ
ハ
ウ
の
共
有
を
図
る
。
 

 
個
別
避
難
計
画
の
作
成
、
更
新
機
能
を
有
す
る
ク
ラ
ウ
ド
型
被
災
者
支
援
シ
ス
テ
ム
を
地
方
公
共
団
体
シ
ス
テ
ム
機
構
（
J-
LI
S）

が
令
和
４
年
４
月
か

ら
提
供
を
開
始
す
る
。
 

 
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
上
、
危
険
な
場
所
に
住
む
人
の
抽
出
機
能
な
ど
個
別
避
難
計
画
作
成
・
更
新
機
能
の
同
シ
ス
テ
ム
へ
の
実
装
（
機
能
追
加
）
を
令
和

４
年
度
に
実
施
す
る
。
 

 
市
町
村
に
お
け
る
個
別
避
難
計
画
の
作
成
経
費
に
つ
い
て
は
、
令
和
３
年
度
よ
り
地
方
交
付
税
措
置
が
講
じ
ら
れ
、
引
き
続
き
、
令
和
４
年
度
も
講
ず

る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。
 

2-
3)
 

【
内
閣
府
】
避
難
生
活
支
援
・

防
災
人
材
育
成
エ
コ
シ
ス
テ
ム

の
構
築
 

避
難
生
活
支
援
に
お
け
る
専
門
人
材
を
育
成
す
る
た
め
の
研
修
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
検
討
し
、
モ
デ
ル
研
修
を
実
施
す
る
。
 

2-
7)
 

【
内
閣
府
防
災
】
実
践
的
な
防

災
教
育
の
全
国
展
開
 

 
地
域
と
学
校
が
連
携
し
た
防
災
教
育
や
避
難
訓
練
を
推
進
す
る
た
め
、
地
域
と
学
校
の
連
携
活
動
を
継
続
的
に
支
援
す
る
「
地
域
防
災
教
育
コ
ー
デ
ィ

ネ
ー
タ
ー
（
仮
称
）」

の
育
成
に
取
り
組
む
。
 

 
具
体
的
に
は
、
地
域
の
災
害
リ
ス
ク
を
踏
ま
え
た
実
践
的
な
防
災
教
育
・
避
難
訓
練
の
実
施
方
法
、
正
常
性
バ
イ
ア
ス
な
ど
の
教
え
る
べ
き
知
識
、
連

携
の
際
に
取
り
組
む
べ
き
事
項
や
注
意
事
項
等
に
関
す
る
調
査
・
検
討
を
踏
ま
え
た
手
引
き
を
作
成
し
、
周
知
す
る
。
 

 
こ
の
際
に
は
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
ス
ク
ー
ル
（
学
校
運
営
協
議
会
制
度
）
や
地
域
学
校
協
働
活
動
等
の
学
校
と
地
域
の
連
携
・
協
働
の
仕
組
み
と
の
連
携

も
検
討
す
る
。
ま
た
、
未
就
学
児
へ
の
防
災
教
育
や
防
災
の
自
分
事
化
、
デ
ジ
タ
ル
防
災
教
育
な
ど
に
関
す
る
今
後
の
取
組
方
針
に
つ
い
て
も
検
討
す
る
。 

1-
1)
1-
3)
1-
4)
1-
5)
1-

6)
7-
1)
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【
金
融
】
金
融
庁
に
お
け
る
災

害
時
の
金
融
機
関
等
へ
の
金
融

上
の
措
置
の
要
請
 

災
害
救
助
法
が
適
用
さ
れ
た
甚
大
な
災
害
が
発
生
し
た
場
合
に
は
、
応
急
資
金
へ
の
応
需
等
の
金
融
の
円
滑
を
図
る
た
め
、
金
融
機
関
に
対
す
る
金
融

上
の
措
置
の
要
請
を
適
時
的
確
に
実
施
す
る
。
 

5-
7)
 

【
金
融
】
金
融
庁
に
お
け
る
国

内
外
へ
の
情
報
発
信
 

 
災
害
等
緊
急
時
の
対
応
に
つ
い
て
記
載
し
て
い
る
「
記
者
会
見
等
実
施
マ
ニ
ュ
ア
ル
」
や
「
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
更
新
マ
ニ
ュ
ア
ル
」
に
つ
い
て
、
定
期
的

に
見
直
し
を
行
い
、
必
要
に
応
じ
て
追
記
・
修
正
を
行
い
、
い
つ
災
害
等
の
緊
急
事
態
が
発
生
し
て
も
対
応
で
き
る
よ
う
常
日
頃
か
ら
態
勢
整
備
を
行
っ

て
い
く
。
 

8-
6)
 

【
金
融
】
金
融
庁
に
お
け
る
自

家
発
電
機
の
燃
料
の
確
保
、
定

期
的
な
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
の
実
施
 
 
災
害
時
に
備
え
、
今
後
も
燃
料
の
確
保
・
定
期
的
な
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
を
継
続
し
て
い
く
。
 

3-
2)
5-
7)
 

【
金
融
】
金
融
庁
に
お
け
る
通

信
手
段
の
多
様
化
 

 
通
信
手
段
の
多
様
化
は
達
成
で
き
て
い
る
た
め
、
今
後
の
対
応
の
必
要
性
は
特
段
な
い
も
の
の
、
既
存
の
通
信
手
段
よ
り
優
れ
た
通
信
手
段
が
実
用
化

さ
れ
た
場
合
に
は
、
コ
ス
ト
面
を
考
慮
し
た
上
で
積
極
的
に
採
用
す
る
。
 

3-
2)
5-
7)
 

【
金
融
】
金
融
庁
に
お
け
る
防

災
訓
練
等
の
実
施
 

 
金
融
庁
防
災
訓
練
を
実
施
し
、
金
融
庁

BC
P
の
見
直
し
を
検
討
す
る
と
と
も
に
、
政
府
図
上
訓
練
に
参
加
し
て
、
関
係
省
庁
間
で
の
連
携
を
図
る
。
 

3-
2)
5-
7)
 

【
デ
ジ
タ
ル
】
被
災
者
生
活
再

建
支
援
制
度
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

（
マ
イ
制
度
ナ
ビ
）
の
整
備
 

被
災
者
生
活
再
建
支
援
制
度
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
シ
ス
テ
ム
（
マ
イ
制
度
ナ
ビ
）
の
運
用
及
び
市
区
町
村
を
含
め
た

ID
管
理
等
の
整
理
を
行
う
。
 

3-
3)
 

【
総
務
】
消
防
防
災
施
設
の
整

備
 

 
大
規
模
災
害
に
よ
る
被
害
を
最
小
限
に
抑
え
る
こ
と
や
救
急
需
要
に
迅
速
・
的
確
に
対
応
す
る
こ
と
等
に
よ
り
、
住
民
生
活
の
安
心
・
安
全
を
確
保
す

る
た
め
、
地
方
公
共
団
体
の
ニ
ー
ズ
も
踏
ま
え
な
が
ら
、
補
助
金
を
活
用
し
た
施
設
の
整
備
を
重
点
的
に
推
進
し
て
い
く
。
 

 
消
防
庁
舎
に
お
け
る
業
務
継
続
性
を
確
保
す
る
た
め
に
、
各
種
機
会
を
捉
え
て
緊
急
防
災
・
減
災
事
業
債
等
も
活
用
し
た
非
常
用
電
源
の
整
備
を
呼
び

か
け
て
い
く
。
 

1-
1)
1-
2)
1-
3)
1-
4)
1-

5)
1-
6)
2-
3)
7-
1)
 

【
総
務
】
常
備
消
防
力
の
強
化
 

 
広
域
化
推
進
期
限
で
あ
る
令
和
６
年
４
月
１
日
の
広
域
化
実
施
に
向
け
、
財
政
支
援
や
先
進
事
例
等
の
情
報
提
供
を
す
る
と
と
も
に
、
消
防
広
域
化
推

進
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
制
度
等
の
活
用
に
よ
り
、
広
域
化
を
推
進
す
る
に
当
た
っ
て
の
諸
課
題
へ
の
対
処
方
策
等
の
個
別
具
体
の
相
談
に
積
極
的
に
応
じ
て
い

く
。
 

 
令
和
３
年
度
に
開
発
し
た
消
防
用
車
両
出
動
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て
、
都
道
府
県
及
び
消
防
本
部
が
活
用
で
き
る
よ
う
、
実
用
化
に

向
け
た
機
能
改
修
を
進
め
る
。
 

 
消
防
指
令
シ
ス
テ
ム
の
標
準
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
イ
ス
に
つ
い
て
、
検
討
会
に
お
け
る
議
論
等
を
通
じ
て
標
準
仕
様
の
策
定
に
向
け
た
議
論
を
進
め
る
。
 

1-
1)
1-
2)
1-
3)
1-
4)
1-

5)
1-
6)
2-
2)
2-
3)
2-
6)
2-

7)
3-
3)
4-
1)
4-
3)
5-
3)
7-

1)
7-
2)
 

【
総
務
】
火
災
予
防
・
被
害
軽

減
、
危
険
物
事
故
防
止
対
策
等

の
推
進
 

 
火
災
予
防
及
び
火
災
時
の
被
害
軽
減
に
つ
い
て
は
、
①
違
反
是
正
の
推
進
、
②
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
、
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
等
に
よ
る
住
宅
防
火
対
策
の
推
進
、

③
火
災
予
防
の
実
効
性
向
上
及
び
規
制
の
適
切
な
運
用
、
④
再
現
実
験
映
像
の
制
作
等
に
よ
る
製
品
火
災
対
策
の
推
進
等
の
取
組
を
実
施
す
る
。
 

 
危
険
物
事
故
、
石
油
コ
ン
ビ
ナ
ー
ト
事
故
の
防
止
、
被
害
軽
減
に
つ
い
て
は
、
①
関
係
業
界
団
体
の
講
演
会
に
お
け
る
説
明
又
は
意
見
交
換
会
に
お
け

る
情
報
交
換
等
に
よ
る
災
害
発
生
時
の
危
険
物
施
設
の
事
故
防
止
対
策
、
②
事
故
情
報
等
の
関
係
機
関
等
へ
の
提
供
及
び
関
係
業
界
団
体
が
作
成
し
た
自

主
行
動
計
画
を
継
続
的
に
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
す
る
こ
と
に
よ
る
事
業
者
に
対
す
る
保
安
向
上
へ
の
取
組
を
推
進
す
る
。
 

1-
2)
5-
1)
5-
2)
7-
1)
 

【
総
務
】
石
油
コ
ン
ビ
ナ
ー
ト

事
業
者
の
応
急
対
応
力
、
関
係

機
関
と
の
連
携
の
強
化
 

 
総
務
省
消
防
庁
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
や
石
油
コ
ン
ビ
ナ
ー
ト
等
災
害
防
止
３
省
共
同
運
営
サ
イ
ト
等
に
お
い
て
、「

石
油
コ
ン
ビ
ナ
ー
ト
等
特
別
防
災
区

域
の
特
定
事
業
所
に
お
け
る
事
故
概
要
（
令
和
３
年
中
）」

を
公
表
し
、
関
係
機
関
に
情
報
提
供
を
行
う
。
 

5-
2)
5-
3)
6-
1)
7-
2)
 

【
総
務
】
石
油
コ
ン
ビ
ナ
ー
ト

等
防
災
計
画
の
実
効
性
の
担
保
 
 
関
係
都
道
府
県
に
設
置
さ
れ
て
い
る
防
災
本
部
が
見
直
し
を
行
っ
た
石
油
コ
ン
ビ
ナ
ー
ト
等
防
災
計
画
に
つ
い
て
、
訓
練
や
関
係
機
関
間
の
連
携
強
化

を
通
じ
、
当
該
計
画
の
実
行
性
を
担
保
す
る
取
組
の
実
施
を
促
す
。
 

5-
2)
5-
3)
6-
1)
7-
2)
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【
総
務
】
地
方
公
共
団
体
の
組

織
体
制
の
強
化
・
危
機
対
応
能

力
の
向
上
 

 
地
方
公
共
団
体
の
首
長
及
び
危
機
管
理
担
当
職
員
に
対
し
、
直
近
の
災
害
事
例
や
そ
こ
か
ら
得
ら
れ
た
知
見
等
を
適
宜
内
容
に
反
映
さ
せ
な
が
ら
、
研

修
を
実
施
す
る
。
 

 
市
町
村
に
お
け
る
業
務
継
続
性
の
確
保
を
推
進
す
る
た
め
、
災
害
時
の
業
務
継
続
計
画
の
策
定
等
を
支
援
す
る
。
 

 
消
防
庁
被
害
情
報
収
集
・
共
有
シ
ス
テ
ム
(仮

称
)の

令
和
５
年
度
か
ら
の
運
用
開
始
に
向
け
て
、
都
道
府
県
防
災
情
報
シ
ス
テ
ム
の
改
修
、
都
道
府
県

防
災
情
報
シ
ス
テ
ム
か
ら
消
防
庁
へ
情
報
を
送
る
た
め
の
消
防
庁
被
害
情
報
収
集
ハ
ブ
の
整
備
、
情
報
の
受
け
手
に
な
る
消
防
庁
の
シ
ス
テ
ム
改
修
等
を

行
う
。
 

1-
1)
1-
2)
1-
3)
1-
4)
1-

5)
1-
6)
4-
3)
7-
1)
 

【
総
務
】
消
防
庁
舎
の
耐
震
化
 
 
消
防
庁
舎
に
お
け
る
業
務
継
続
性
確
保
の
た
め
の
耐
震
化
に
係
る
技
術
的
助
言
等
を
行
う
ほ
か
、
各
種
機
会
を
捉
え
て
緊
急
防
災
・
減
災
事
業
債
等
も

活
用
し
た
取
組
を
呼
び
か
け
、
耐
震
率
の
向
上
を
図
る
。
 

2-
3)
3-
3)
 

【
総
務
】
防
災
拠
点
と
な
る
公

共
施
設
等
の
耐
震
化
 

 
防
災
拠
点
と
な
る
公
共
施
設
等
の
耐
震
化
に
係
る
技
術
的
助
言
等
を
行
う
ほ
か
、
各
種
機
会
を
捉
え
て
緊
急
防
災
・
減
災
事
業
債
等
も
活
用
し
た
取
組

を
呼
び
か
け
、
耐
震
率
の
向
上
を
図
る
。
 

3-
3)
 

【
総
務
】
Ｊ
ア
ラ
ー
ト
と
連
携

す
る
情
報
伝
達
手
段
の
多
重
化

等
に
よ
る
情
報
伝
達
体
制
の
強

化
 

消
防
庁
主
催
の
各
種
会
議
を
は
じ
め
、
様
々
な
機
会
を
通
じ
て
、
市
町
村
に
対
し
更
な
る
多
重
化
を
促
進
す
る
た
め
の
働
き
か
け
を
行
う
。
 

1-
2)
1-
3)
1-
4)
1-
5)
1-

6)
4-
3)
7-
4)
 

【
総
務
】
消
防
団
を
中
核
と
し

た
地
域
防
災
力
の
充
実
強
化
 

 
「
消
防
団
員
の
処
遇
等
に
関
す
る
検
討
会
」
の
報
告
書
や
令
和
４
年
１
月

18
日
付
け
通
知
を
踏
ま
え
、
消
防
団
員
の
処
遇
の
改
善
や
消
防
団
へ
の
加
入

促
進
の
た
め
必
要
な
取
組
を
行
う
。
 

 
ま
た
、
訓
練
の
実
施
等
を
通
じ
て
消
防
団
の
災
害
対
応
能
力
の
向
上
を
図
る
た
め
、
救
助
用
資
機
材
等
を
搭
載
し
た
多
機
能
消
防
車
等
を
無
償
で
消
防

団
に
貸
し
付
け
る
事
業
等
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
市
町
村
が
消
防
団
の
救
助
用
資
機
材
等
を
整
備
す
る
事
業
に
対
す
る
補
助
を
実
施
す
る
。
 

 
さ
ら
に
、
消
防
団
へ
の
加
入
を
促
進
す
る
た
め
、
PR

動
画
や
ポ
ス
タ
ー
等
を
活
用
し
た
広
報
活
動
等
を
実
施
す
る
ほ
か
、
防
災
教
育
の
推
進
や
消
防
団

の
力
向
上
モ
デ
ル
事
業
の
実
施
等
に
よ
り
、
幅
広
い
住
民
の
消
防
団
へ
の
加
入
促
進
を
図
る
。
 

1-
1)
1-
2)
1-
3)
1-
4)
1-

5)
1-
6)
2-
1)
2-
2)
2-
3)
2-

5)
2-
7)
7-
1)
 

【
総
務
】
緊
急
消
防
援
助
隊
の

車
両
整
備
等
に
よ
る
災
害
対
応

力
の
強
化
 

長
期
化
す
る
緊
急
消
防
援
助
隊
の
活
動
を
支
え
る
た
め
、
現
場
指
揮
所
と
な
る
拠
点
や
宿
営
な
ど
、
隊
員
の
後
方
支
援
に
活
用
で
き
る
よ
う
拠
点
機
能

形
成
車
を
配
備
し
、
後
方
支
援
体
制
の
強
化
を
図
る
。
ま
た
、
地
下
空
間
や
ト
ン
ネ
ル
等
に
お
け
る
災
害
、
大
規
模
倉
庫
火
災
な
ど
の
災
害
に
対
し
的
確

に
対
応
す
る
た
め
に
、
大
型
ブ
ロ
ア
ー
と
ウ
ォ
ー
タ
ー
カ
ッ
タ
ー
を
兼
ね
備
え
た
特
別
高
度
工
作
車
を
配
備
し
、
大
規
模
災
害
時
の
広
域
的
な
消
防
防
災

体
制
の
充
実
強
化
を
図
る
と
と
も
に
、
緊
急
消
防
援
助
隊

NB
C
災
害
即
応
部
隊
に
、
NB
C
災
害
対
応
能
力
の
向
上
を
図
る
た
め
に
、
最
新
の
知
見
に
基
づ

い
た

NB
C
資
機
材
を
適
切
に
配
備
し
て
い
く
。
加
え
て
、
緊
急
消
防
援
助
隊
員
の
内
部
被
ば
く
や
身
体
汚
染
を
防
ぐ
た
め
、
全
面
マ
ス
ク
等
の
放
射
線
防

護
資
機
材
を
更
新
配
備
す
る
。
 

1-
1)
1-
2)
1-
3)
1-
4)
1-

5)
1-
6)
2-
2)
2-
3)
3-
3)
5-

3)
6-
1)
7-
1)
7-
2)
 

【
総
務
】
消
防
庁
の
災
害
対
応

能
力
の
強
化
 

 
こ
れ
ま
で
の
訓
練
や
実
災
害
で
の
課
題
を
踏
ま
え
、
大
規
模
地
震
等
の
自
然
災
害
や
、
テ
ロ
事
案
等
の
国
民
保
護
に
係
る
国
と
地
方
公
共
団
体
の
共
同

訓
練
な
ど
、
継
続
的
に
訓
練
を
実
施
す
る
。
 

 
市
町
村
等
に
お
け
る
地
域
衛
星
通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
第
３
世
代
シ
ス
テ
ム
等
の
災
害
対
応
に
資
す
る
衛
星
通
信
シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て
、
都
道
府
県
等

に
よ
る
整
備
が
進
む
よ
う
支
援
や
働
き
か
け
を
行
う
。
 

3-
2)
4-
1)
 

【
総
務
】
住
民
等
の
避
難
等
に

資
す
る
情
報
伝
達
手
段
の
多
重

化
・
強
靱
化
の
推
進
 

 
通
信
技
術
に
関
す
る
専
門
的
な
知
見
を
有
す
る
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を

50
市
町
村
程
度
に
派
遣
す
る
こ
と
に
よ
り
、
地
域
特
性
を
踏
ま
え
た
最
適
な
伝
達

手
段
の
整
備
・
多
重
化
を
推
進
す
る
た
め
の
課
題
解
決
を
図
る
。
特
に
防
災
行
政
無
線
等
や
戸
別
受
信
機
等
の
未
整
備
団
体
に
つ
い
て
は
情
報
伝
達
手
段

の
多
重
化
・
強
靱
化
を
促
進
す
る
よ
う
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
助
言
を
行
う
。
 

1-
1)
1-
2)
1-
3)
1-
4)
1-

5)
1-
6)
4-
1)
4-
3)
 

【
総
務
】
災
害
対
策
本
部
設
置

庁
舎
に
お
け
る
非
常
用
電
源
の

確
保
 

 
地
方
公
共
団
体
の
災
害
対
策
本
部
設
置
庁
舎
に
お
け
る
業
務
継
続
性
確
保
の
た
め
の
非
常
用
電
源
の
整
備
に
係
る
技
術
的
助
言
等
を
行
う
ほ
か
、
各
種

機
会
を
捉
え
て
緊
急
防
災
・
減
災
事
業
債
等
も
活
用
し
た
非
常
用
電
源
の
整
備
を
呼
び
か
け
、
整
備
率
の
向
上
を
図
る
。
 

3-
3)
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【
総
務
】
応
急
対
策
職
員
派
遣

制
度
の
運
用
に
よ
る
応
援
体
制

の
強
化
 

災
害
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
総
括
支
援
員
等
研
修
や
、
情
報
伝
達
・
連
携
訓
練
を
引
き
続
き
実
施
す
る
と
と
も
に
、
災
害
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
総
括
支
援
員
の
増
員

に
向
け
て
、
制
度
の
周
知
や
研
修
機
会
の
増
加
を
通
じ
て
、
そ
の
養
成
に
取
り
組
ん
で
い
く
。
今
後
発
生
が
想
定
さ
れ
る
極
め
て
規
模
の
大
き
い
災
害
時

の
応
援
職
員
派
遣
に
係
る
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
の
策
定
に
向
け
て
引
き
続
き
検
討
を
行
う
。
 

3-
3)
 

【
総
務
】
災
害
対
応
に
必
要
な

資
格
取
得
・
講
習
受
講
の
推
進
 

 
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
資
格
取
得
支
援
制
度
等
の
実
施
状
況
調
査
を
実
施
す
る
。
 

各
団
体
に
お
け
る
資
格
取
得
支
援
制
度
等
の
整
備
を
促
す
た
め
、
地
方
公
共
団
体
向
け
の
会
議
や
研
修
等
の
機
会
を
捉
え
て
、
周
知
・
徹
底
を
図
っ
て

い
く
。
 

3-
3)
 

【
総
務
】
技
術
職
員
の
充
実
に

よ
る
市
町
村
支
援
・
中
長
期
派

遣
体
制
の
強
化
 

 
都
道
府
県
等
が
技
術
職
員
を
増
員
し
、
平
時
に
技
術
職
員
不
足
の
市
町
村
を
支
援
す
る
と
と
も
に
、
大
規
模
災
害
時
の
中
長
期
派
遣
要
員
を
確
保
す
る

場
合
に
、
増
員
さ
れ
た
職
員
人
件
費
に
対
し
て
、
地
方
交
付
税
措
置
を
講
じ
て
い
る
。
 

 
総
務
省
が
実
施
す
る
地
方
公
共
団
体
向
け
の
会
議
や
説
明
会
の
ほ
か
、
関
係
省
庁
が
開
催
す
る
説
明
会
等
の
機
会
を
捉
え
て
、
技
術
職
員
の
採
用
・
増

員
や
中
長
期
派
遣
要
員
の
登
録
に
つ
い
て
協
力
の
依
頼
を
行
う
。
 

3-
3)
8-
2)
 

【
法
務
】法

務
省
施
設
の
防
災
・

減
災
対
策
 

 
現
行
の
耐
震
基
準
を
満
た
し
て
い
な
い
法
務
省
施
設
に
つ
い
て
、
令
和
３
年
度
以
前
に
策
定
し
た
施
設
整
備
方
針
に
基
づ
き
、
順
次
整
備
を
実
施
す
る

と
と
も
に
、
現
行
の
耐
震
基
準
を
満
た
す
同
施
設
に
つ
い
て
も
、
よ
り
長
期
間
の
使
用
が
可
能
と
な
る
よ
う
長
寿
命
化
改
修
等
の
検
討
・
実
施
を
図
る
。
 
1-
1)
1-
3)
3-
1)
 

【
法
務
】
矯
正
施
設
の
防
災
・

減
災
対
策
 

 
現
行
の
耐
震
基
準
を
満
た
し
て
い
な
い
矯
正
施
設
に
つ
い
て
、
令
和
３
年
度
以
前
に
策
定
し
た
施
設
整
備
方
針
に
基
づ
き
、
順
次
整
備
を
実
施
す
る
と

と
も
に
、
現
行
の
耐
震
基
準
を
満
た
す
同
施
設
に
つ
い
て
も
、
よ
り
長
期
間
の
使
用
が
可
能
と
な
る
よ
う
長
寿
命
化
改
修
等
の
検
討
・
実
施
を
図
る
。
 

1-
1)
1-
3)
3-
1)
 

【
法
務
】
矯
正
施
設
の
デ
ジ
タ

ル
無
線
機
の
適
正
な
稼
働
 

 
リ
ー
ス
期
間
が
満
了
し
た
デ
ジ
タ
ル
無
線
機
に
つ
い
て
、
こ
れ
ま
で
の
運
用
実
績
を
基
に
、
効
率
的
か
つ
災
害
対
応
力
を
向
上
で
き
る
よ
う
整
備
方
針

を
策
定
し
、
デ
ジ
タ
ル
無
線
機
の
適
正
な
稼
働
を
確
保
す
る
。
 

2-
7)
3-
1)
 

【
法
務
】
矯
正
施
設
の
被
災
状

況
に
関
す
る
関
係
機
関
等
と
の

情
報
共
有
体
制
の
検
討
及
び
構

築
並
び
に
訓
練
の
実
施
 

 
大
規
模
災
害
発
生
時
等
の
矯
正
施
設
の
被
災
や
治
安
関
係
の
状
況
に
関
す
る
情
報
に
つ
い
て
、
警
察
や
自
治
体
な
ど
関
係
機
関
と
の
間
で
情
報
共
有
体

制
の
構
築
等
を
進
め
る
ほ
か
、
矯
正
施
設
、
特
に
刑
事
施
設
の
一
部
を
自
治
体
等
の
避
難
場
所
に
指
定
す
る
な
ど
の
地
域
と
連
携
し
た
取
組
を
推
進
す
る
。

ま
た
、
少
年
施
設
に
お
い
て
も
、
地
域
と
の
連
携
を
踏
ま
え
た
取
組
を
推
進
し
、
刑
事
施
設
同
様
、
情
報
共
有
体
制
の
構
築
を
図
る
。
 

2-
7)
3-
1)
 

【
法
務
】
矯
正
施
設
の
監
視
カ

メ
ラ
等
の
総
合
警
備
シ
ス
テ

ム
、
自
家
発
電
機
・
蓄
電
池
、

非
常
用
食
糧
の
更
新
整
備
 

 
大
規
模
災
害
発
生
時
等
に
お
い
て
、
矯
正
施
設
か
ら
の
被
収
容
者
の
逃
走
を
防
止
す
る
た
め
、
経
年
劣
化
等
し
た
監
視
カ
メ
ラ
等
の
総
合
警
備
シ
ス
テ

ム
を
は
じ
め
と
す
る
各
種
警
備
関
係
機
器
に
つ
い
て

AI
・
IC
T
技
術
を
活
用
し
た
上
で
更
新
整
備
し
、
そ
の
適
正
な
稼
働
を
確
保
す
る
。
ま
た
、
施
設
の

適
正
な
維
持
管
理
の
た
め
、
非
常
登
庁
し
、
施
設
運
営
に
当
た
る
職
員
の
生
活
環
境
を
確
保
す
る
た
め
、
職
員
用
備
蓄
非
常
食
を
更
新
整
備
す
る
。
 

2-
7)
3-
1)
 

【
法
務
】
法
務
省
施
設
の
衛
星

携
帯
電
話
等
の
更
新
整
備
 

 
全
国
の
法
務
省
の
官
庁
施
設
に
配
備
し
た
衛
星
携
帯
電
話
及
び
法
務
本
省
、
管
区
施
設
等
に
配
備
し
た

IP
無
線
機
の
適
正
な
稼
働
を
確
保
す
る
。
 

2-
7)
3-
1)
4-
1)
 

【
法
務
】
少
年
鑑
別
所
の
収
容

の
確
保
及
び
非
常
招
集
時
に
お

け
る
初
動
体
制
の
迅
速
化
 

 
整
備
さ
れ
た
少
年
鑑
別
所
で
の
入
退
室
管
理
シ
ス
テ
ム
の
運
用
状
況
を
勘
案
し
て
、
他
の
少
年
鑑
別
所
等
整
備
さ
れ
て
い
な
い
施
設
へ
の
拡
大
整
備
に

向
け
た
整
備
計
画
を
策
定
す
る
。
 

2-
7)
3-
1)
 

【
法
務
】
特
別
機
動
警
備
隊
の

活
動
に
必
要
な
備
品
の
整
備
 

 
矯
正
施
設
に
お
け
る
保
安
事
故
や
大
規
模
災
害
等
の
不
測
の
事
態
に
対
し
、
迅
速
か
つ
適
切
に
事
態
の
収
束
を
図
る
た
め
、
特
別
機
動
警
備
隊
の
活
動

に
必
要
な
備
品
等
を
整
備
し
、
及
び
訓
練
を
実
施
す
る
。
ま
た
、
特
別
機
動
警
備
隊
の
活
動
状
況
か
ら
整
備
が
必
要
と
な
る
備
品
に
つ
い
て
の
整
備
計
画

を
策
定
す
る
。
 

2-
7)
3-
1)
 

【
法
務
】
矯
正
施
設
に
お
け
る

災
害
時
の
飲
料
水
等
の
確
保
 

 
飲
料
水
や
炊
事
用
水
を
安
定
的
に
確
保
す
る
た
め
の
非
常
用
浄
水
装
置
等
に
つ
い
て
、
令
和
元
年
度
に
お
け
る
刑
事
施
設
本
所
及
び
支
所
（
収
容
定
員

10
0
名
以
上
に
限
る
。）

へ
の
整
備
状
況
に
応
じ
た
当
該
非
常
用
浄
水
装
置
等
の
整
備
方
針
を
検
討
し
、
同
方
針
を
踏
ま
え
て
収
容
定
員
が

10
0
名
未
満
の

支
所
及
び
少
年
施
設
に
つ
い
て
整
備
を
検
討
す
る
。
 

2-
7)
3-
1)
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【
外
務
】「

世
界
津
波
の
日
」
に

関
す
る
津
波
へ
の
意
識
向
上
の

た
め
の
普
及
啓
発
活
動
 

 
国
連
防
災
機
関
（
UN
DR
R）

と
共
に
「
仙
台
防
災
枠
組

20
15
-2
03
0」

と
連
携
す
る
形
で
世
界
各
地
で
「
世
界
津
波
の
日
」
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
等
の
普
及
啓

発
活
動
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
世
界
津
波
の
日
高
校
生
サ
ミ
ッ
ト
に
対
す
る
協
力
・
支
援
を
行
う
。
 

 
「
仙
台
防
災
枠
組

20
15
-2
03
0」

と
連
携
す
る
形
で
津
波
防
災
訓
練
や
津
波
防
災
に
関
す
る
研
修
等
を
実
施
す
る
。
 

1-
3)
 

【
外
務
】
外
務
省
業
務
継
続
計

画
（
BC
P）

の
改
善
・
実
効
性
確

認
訓
練
の
実
施
 

 
令
和
３
年
度
の
訓
練
で
得
ら
れ
た
経
験
を
踏
ま
え
て
外
務
省
業
務
継
続
計
画
（
BC
P）

実
効
性
確
認
訓
練
を
実
施
し
、
令
和
３
年
度
の
訓
練
や

BC
P
有
識

者
ヒ
ア
リ
ン
グ
で
指
摘
さ
れ
た
課
題
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
を
行
う
。
 

3-
2)
 

【
外
務
】
各
国
の
防
災
を
牽
引

し
災
害
後
の
よ
り
良
い
復
興
を

担
う
行
政
官
及
び
地
方
の
リ
ー

ダ
ー
な
ど
の
人
材
育
成
 

 
仙
台
防
災
協
力
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
・
フ
ェ
ー
ズ
２
の
期
限
で
あ
る
令
和
４
年
末
に
向
け
て
、
行
政
官
や
地
方
リ
ー
ダ
ー
及
び
次
世
代
を
担
う
子
供
た
ち

等
の
人
材
育
成
・
防
災
教
育
を
着
実
に
実
施
す
る
。
 

3-
3)
 

【
文
科
】
学
校
に
お
け
る
防
災

教
育
の
充
実
 

 
学
校
に
お
け
る
防
災
教
育
・
防
災
管
理
を
行
う
た
め
に
学
校
と
家
庭
・
地
域
・
関
係
機
関
等
と
の
連
携
体
制
を
構
築
・
強
化
す
る
地
域
取
組
を
行
う
教

育
委
員
会
を
支
援
す
る
。
 

 
各
都
道
府
県
・
指
定
都
市
の
取
組
を
検
証
し
、
先
進
的
な
取
組
を
共
有
す
る
な
ど
し
て
取
組
の
質
の
向
上
を
図
る
。
 

 
学
校
で
の
防
災
教
育
の
質
的
向
上
を
図
る
た
め
、
教
職
員
等
を
対
象
と
し
た
講
習
会
に
対
し
て
支
援
す
る
。
 

1-
1)
1-
3)
1-
4)
1-
5)
1-

6)
2-
7)
7-
4)
 

【
文
科
】
独
立
行
政
法
人
国
立

特
別
支
援
教
育
総
合
研
究
所
の

施
設
整
備
 

 
こ
れ
ま
で
の
３
か
年
緊
急
対
策
で
実
施
し
た
、
崩
落
の
危
険
性
の
あ
る
擁
壁
等
の
整
備
等
の
点
検
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
令
和
３
年
度
か
ら
引
き
続

き
、
体
育
館
の
外
壁
改
修
及
び
避
難
時
の
避
難
所
の
一
つ
で
あ
る
食
堂
棟
の
環
境
整
備
を
実
施
す
る
。
 

1-
1)
2-
7)
 

【
文
科
】
大
学
・
高
専
の
練
習

船
を
活
用
し
た
災
害
支
援
対
策
 
 
国
立
大
学
・
高
等
専
門
学
校
の
練
習
船
に
つ
い
て
、
外
部
へ
の
電
力
供
給
や
清
水
の
製
造
・
供
給
機
能
、
支
援
物
資
の
運
搬
機
能
等
の
災
害
支
援
機
能

を
強
化
し
た
代
船
を
建
造
し
、
災
害
支
援
に
必
要
な
体
制
の
充
実
を
図
る
。
令
和
４
年
度
に
つ
い
て
は
１
隻
の
練
習
船
の
建
造
に
着
手
す
る
。
 

2-
1)
 

【
文
科
】
国
立
研
究
開
発
法
人

施
設
の
耐
震
化
・
老
朽
化
対
策

等
 

 
国
立
研
究
開
発
法
人
施
設
に
つ
い
て
、
災
害
時
の
故
障
等
に
よ
り
、
研
究
開
発
の
中
断
、
デ
ー
タ
消
失
、
試
料
の
滅
失
な
ど
研
究
開
発
活
動
に
甚
大
な

影
響
を
及
ぼ
す
恐
れ
が
あ
る
重
要
設
備
（
非
常
用
発
電
設
備
、
中
央
監
視
設
備
、
電
気
・
空
調
機
械
設
備
、
ガ
ス
集
中
配
管
設
備
、
研
究
設
備
等
）
に
つ

い
て
更
新
・
改
修
を
実
施
す
る
。
 

1-
1)
 

【
文
科
】
ス
ー
パ
ー
コ
ン
ピ
ュ

ー
タ
を
用
い
た
防
災
・
減
災
対

策
に
資
す
る
研
究
開
発
の
推
進
 

 
巨
大
地
震
に
伴
う
長
周
期
地
震
に
よ
る
被
害
予
測
や
、
地
震
や
津
波
に
よ
る
複
合
災
害
や
豪
雨
や
台
風
な
ど
の
気
象
現
象
の
高
精
度
か
つ
リ
ア
ル
タ
イ

ム
な
予
報
に
資
す
る
研
究
開
発
に
「
富
岳
」
を
活
用
す
る
と
と
も
に
、
国
民
の
生
命
・
財
産
を
守
る
取
組
に
資
す
る
研
究
開
発
の
成
果
創
出
を
推
進
す
る
。 

1-
1)
1-
3)
1-
4)
 

【
文
科
】
日
本
学
士
院
会
館
の

老
朽
化
・
修
繕
対
策
 

昭
和

49
年
竣
工
の
日
本
学
士
院
会
館
は
施
設
・
設
備
の
老
朽
化
が
進
行
し
て
い
る
た
め
、
耐
用
年
数
を
超
過
し
た
設
備
等
の
継
続
的
な
営
繕
を
行
う
こ

と
に
よ
り
、
会
館
の
安
全
性
を
確
保
し
、
自
然
災
害
等
に
伴
う
重
大
な
被
害
が
生
じ
る
危
険
性
を
排
除
す
る
。
令
和
３
年
度
に
行
っ
た
設
計
を
踏
ま
え
、

給
排
水
管
及
び
便
所
改
修
の
工
事
を
進
め
る
。
 

1-
1)
2-
7)
 

【
文
科
】
日
本
芸
術
院
会
館
の

老
朽
化
・
修
繕
対
策
 

自
然
災
害
等
の
発
生
時
に
お
け
る
来
場
者
の
安
全
が
確
保
さ
れ
る
よ
う
、
老
朽
化
し
て
い
る
本
館
給
排
水
設
備
及
び
本
館
講
堂
等
の
空
調
設
備
の
改
修

工
事
を
行
う
。
 

1-
1)
 

【
厚
労
】
災
害
時
健
康
危
機
管

理
支
援
チ
ー
ム
（
DH
EA
T）

の
体

制
構
築
 

令
和
元
年
度
以
降
の
研
修
体
系
の
見
直
し
（
自
治
体
に
お
け
る
主
体
的
な
研
修
を
促
す
た
め
、
国
は
各
自
治
体
に
お
け
る
研
修
の
指
導
者
と
な
る
人
材

を
養
成
す
る
）
を
踏
ま
え
、
DH
EA
T
の
養
成
研
修
を
各
自
治
体
が
実
施
で
き
る
よ
う
支
援
（
自
治
体
に
対
す
る
研
修
の
企
画
・
実
施
を
担
う
一
般
財
団
法

人
日
本
公
衆
衛
生
協
会
に
対
す
る
協
力
）
を
行
う
。
 

 
保
健
所
版

EM
IS
（
仮
称
）
の
本
格
的
運
用
に
つ
い
て
周
知
し
、
推
進
す
る
。
 

 
全
国

DH
EA
T
協
議
会
な
ら
び
に
地
方
ブ
ロ
ッ
ク

DH
EA
T
協
議
会
を
設
置
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
事
務
局
機
能
を
も
つ

DH
EA
T
事
務
局
を
設
置
す
る
。
 

 
DH
EA
T
派
遣
調
整
に
、
シ
ス
テ
ム
（
DH
EA
T.
JP
(仮

称
））

の
構
築
・
導
入
を
推
進
す
る
。
 

 
DH
EA
T
研
修
体
制
を
見
直
し
、
DH
EA
T
基
礎
編
（
保
健
所
災
害
対
応
研
修
）
と
研
修
名
を
変
更
し
、
再
編
す
る
。
 

2-
7)
3-
3)
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【
国
交
】
官
庁
施
設
の
津
波
対

策
 

津
波
浸
水
地
域
に
立
地
す
る
官
庁
施
設
に
つ
い
て
、
津
波
襲
来
時
に
お
い
て
、
一
時
的
な
避
難
場
所
と
し
て
の
機
能
確
保
及
び
災
害
応
急
対
策
活
動
の

継
続
の
た
め
の
改
修
を
推
進
す
る
。
 

1-
3)
3-
2)
 

【
国
交
】
地
域
と
連
携
し
た
防

災
拠
点
等
と
な
る
官
庁
施
設
の

整
備
 

地
域
に
お
け
る
防
災
拠
点
機
能
の
強
化
を
図
る
と
と
も
に
災
害
に
強
い
地
域
づ
く
り
を
支
援
す
る
た
め
、
地
域
と
連
携
し
た
防
災
拠
点
等
と
な
る
横
浜

地
方
合
同
庁
舎
（
平
成

30
～
令
和
４
年
度
）
等
の
整
備
を
推
進
す
る
。
 

1-
1)
1-
3)
3-
2)
3-
3)
 

【
国
交
】
災
害
応
急
対
策
活
動

に
必
要
と
な
る
官
庁
施
設
の
電

力
の
確
保
等
 

災
害
応
急
対
策
の
活
動
拠
点
と
な
る
官
庁
施
設
に
つ
い
て
、
大
規
模
災
害
が
生
じ
た
際
に
お
け
る
災
害
応
急
対
策
活
動
へ
の
支
障
の
お
そ
れ
を
解
消
す

る
た
め
、
自
家
発
電
設
備
、
受
変
電
設
備
改
修
等
を
実
施
す
る
。
 

2-
1)
3-
2)
 

【
国
交
】
官
庁
施
設
の
耐
震
化

及
び
天
井
耐
震
対
策
 

官
庁
施
設
の
耐
震
診
断
結
果
に
基
づ
き
、
所
要
の
耐
震
性
能
に
満
た
な
い
官
庁
施
設
の
耐
震
補
強
等
整
備
を
推
進
す
る
。
 

大
規
模
空
間
を
有
す
る
官
庁
施
設
の
天
井
に
つ
い
て
、
地
震
時
の
天
井
耐
震
対
策
を
推
進
す
る
。
 

1-
1)
1-
3)
3-
2)
 

【
国
交
】
水
防
団
の
充
実
強
化

等
に
よ
る
地
域
水
防
力
の
強
化
 
 
水
防
団
員
の
安
全
確
保
の
た
め
、
ラ
イ
フ
ジ
ャ
ケ
ッ
ト
の
配
備
等
を
支
援
す
る
と
と
も
に
、
士
気
向
上
を
目
的
に
水
防
功
労
者
の
表
彰
や
全
国
の
水
防

活
動
の
実
態
を
と
り
ま
と
め
共
有
す
る
等
の
取
組
を
実
施
す
る
。
ま
た
、
水
防
団
員
の
確
保
を
図
る
た
め
、
水
防
団
員
募
集
に
係
る
広
報
を
実
施
す
る
。
 
1-
3)
1-
4)
2-
3)
 

【
国
交
】
防
災
情
報
の
高
度
化

対
策
（
水
害
対
応
タ
イ
ム
ラ
イ

ン
の
作
成
）
 

洪
水
対
応
演
習
や
避
難
訓
練
等
を
実
施
し
、
実
際
の
災
害
対
応
で
明
ら
か
に
な
っ
た
課
題
も
含
め
て
検
証
し
、
必
要
に
応
じ
た
見
直
し
を
行
う
。
 

す
べ
て
の
国
の
河
川
事
務
所
等
に
お
い
て
避
難
情
報
に
着
目
し
た
タ
イ
ム
ラ
イ
ン
の
、
複
数
の
市
区
町
村
を
対
象
と
し
た
流
域
タ
イ
ム
ラ
イ
ン
へ
の
見

直
し
に
着
手
す
る
。
 

1-
3)
1-
4)
 

【
国
交
】
TE
C-
FO
RC
E
隊
員
の

対
応
能
力
向
上
と
資
機
材
の

IC
T
化
・
高
度
化
 

 
こ
れ
ま
で
、
情
報
収
集
力
・
防
災
対
応
力
の
強
化
等
に
取
り
組
ん
で
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
引
き
続
き
、
TE
C-
FO
RC
E
活
動
に
必
要
な
災
害
対
策
用
資

機
材
や
装
備
品
の
更
な
る
充
実
に
努
め
る
と
と
も
に
、
被
害
状
況
把
握
の
迅
速
化
、
隊
員
作
業
の
削
減
を
図
る
た
め
の
シ
ス
テ
ム
を
拡
充
す
る
。
 

 
ま
た
、
TE
C-
FO
RC
E
隊
員
に
対
し
、
IC
T
機
器
等
を
活
用
す
る
た
め
の
訓
練
等
を
実
施
す
る
。
 

1-
1)
1-
2)
1-
3)
1-
4)
1-

5)
1-
6)
2-
1)
2-
2)
2-
3)
2-

5)
3-
2)
3-
3)
4-
3)
5-
5)
6-

1)
6-
2)
6-
3)
6-
5)
7-
1)
7-

3)
7-
4)
8-
1)
8-
3)
 

【
国
交
】
防
災
教
育
の
促
進
 

 
学
習
指
導
要
領
を
踏
ま
え
た
防
災
教
育
を
定
着
さ
せ
る
べ
く
、
引
き
続
き
、
防
災
教
育
支
援
を
目
的
と
し
た
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
に
お
け
る
取
組
事
例
の
紹

介
、
授
業
や
家
庭
学
習
で
使
用
可
能
な
子
供
向
け
オ
ン
ラ
イ
ン
コ
ン
テ
ン
ツ
の
作
成
・
充
実
、
学
校
に
お
け
る
防
災
教
育
の
授
業
支
援
等
を
実
施
す
る
。
 

1-
1)
1-
2)
1-
3)
1-
4)
1-

5)
1-
6)
2-
1)
2-
2)
2-
3)
2-

5)
3-
2)
3-
3)
4-
1)
4-
3)
5-

1)
5-
5)
6-
1)
6-
2)
6-
3)
6-

4)
6-
5)
7-
1)
7-
3)
7-
4)
8-

1)
8-
2)
8-
3)
 

【
国
交
】
被
災
者
の
た
め
の
移

動
自
動
車
相
談
所
の
設
置
 

被
災
に
よ
り
被
害
を
受
け
た
自
動
車
ユ
ー
ザ
ー
に
対
し
、
各
運
輸
支
局
が
、
整
備
事
業
者
等
の
協
力
を
得
て
、
廃
車
等
の
諸
手
続
の
相
談
、
無
料
点
検

等
を
行
う
『
移
動
自
動
車
相
談
所
』
を
避
難
所
等
に
設
置
す
る
際
は
、
速
や
か
に
対
応
す
る
。
 

3-
3)
5-
5)
 

【
国
交
】
自
動
車
の
取
引
、
車

検
等
の
根
幹
と
な
る
情
報
イ
ン

フ
ラ
の
災
害
時
対
応
力
の
強
化
 

自
動
車
登
録
検
査
業
務
電
子
情
報
処
理
シ
ス
テ
ム
に
お
け
る
災
害
発
生
時
の
対
応
訓
練
に
継
続
し
て
取
り
組
み
、
災
害
対
応
力
の
強
化
を
図
る
。
 

3-
2)
 

【
国
交
】
港
湾
に
お
け
る
津
波

避
難
対
策
の
実
施
 

 
設
計
津
波
を
超
え
る
大
規
模
津
波
発
生
時
に
、
防
波
堤
が
倒
壊
し
て
、
津
波
の
到
達
時
間
が
早
ま
り
被
害
が
拡
大
す
る
事
態
や
、
静
穏
度
が
確
保
で
き

ず
荷
役
が
再
開
で
き
な
い
事
態
を
防
止
す
る
た
め
、「

粘
り
強
い
構
造
」
を
導
入
し
た
防
波
堤
の
整
備
を
推
進
す
る
。
ま
た
、
津
波
避
難
計
画
未
策
定
の
港

湾
管
理
者
に
対
し
て
、「

港
湾
の
津
波
避
難
対
策
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
に
基
づ
い
た
避
難
計
画
の
策
定
を
働
き
か
け
る
。
 

 
さ
ら
に
、
地
方
公
共
団
体
等
に
よ
る
津
波
避
難
施
設
の
整
備
を
支
援
す
る
と
と
も
に
、
避
難
機
能
（
退
避
施
設
等
）
を
備
え
た
物
流
施
設
等
を
整
備
す

る
民
間
事
業
者
に
対
し
て
支
援
を
行
う
。
 

1-
3)
2-
1)
5-
1)
5-
5)
5-

8)
6-
4)
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【
国
交
】
防
災
気
象
情
報
の
高

度
化
及
び
適
切
な
利
活
用
の
推

進
 

＜
水
害
＞
 

 
集
中
豪
雨
や
台
風
等
に
対
す
る
予
測
精
度
向
上
の
取
組
を
進
め
る
。
特
に
、
二
重
偏
波
気
象
レ
ー
ダ
ー
の
導
入
、
地
域
気
象
観
測
シ
ス
テ
ム
の
更
新
強

化
、
マ
イ
ク
ロ
波
放
射
計
の
整
備
及
び
海
洋
気
象
観
測
船
の
代
船
建
造
等
に
よ
る
陸
上
、
洋
上
に
お
け
る
大
雨
や
水
蒸
気
観
測
を
強
化
す
る
と
と
も
に
、

ス
ー
パ
ー
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
シ
ス
テ
ム
の
強
化
や
「
富
岳
」
を
活
用
し
た
研
究
開
発
の
推
進
等
に
よ
り
、
線
状
降
水
帯
対
策
を
強
化
・
加
速
化
す
る
。
こ
れ

ら
の
取
組
に
よ
り
広
域
で
の
線
状
降
水
帯
の
発
生
可
能
性
に
関
す
る
半
日
前
か
ら
の
予
測
を
開
始
し
、
住
民
の
避
難
行
動
を
促
す
。
さ
ら
に
、
線
状
降
水

帯
の
み
な
ら
ず
台
風
を
は
じ
め
と
す
る
大
雨
の
予
測
精
度
向
上
に
必
要
不
可
欠
な
高
密
度
観
測
等
の
最
新
技
術
を
取
り
入
れ
た
次
期
静
止
気
象
衛
星
に
つ

い
て
、
運
用
開
始
後
に
観
測
デ
ー
タ
を
速
や
か
に
予
測
の
改
善
に
繋
げ
る
よ
う
技
術
開
発
を
進
め
る
。
 

＜
地
震
・
津
波
、
火
山
＞
 

 
地
震
発
生
後
に
発
表
す
る
面
的
な
震
度
分
布
情
報
の
高
解
像
度
化
を
行
う
と
と
も
に
、
津
波
警
報
・
注
意
報
の
解
除
見
込
み
時
間
の
提
供
及
び
津
波
警

報
等
の
ビ
ジ
ュ
ア
ル
化
に
よ
っ
て
、
二
次
災
害
を
防
止
し
、
救
難
・
救
助
活
動
等
の
応
急
対
策
に
向
け
た
判
断
支
援
や
住
民
の
迅
速
な
避
難
を
促
す
取
組

を
進
め
る
。
津
波
警
報
等
の
伝
達
に
つ
い
て
、
海
水
浴
場
等
で
用
い
ら
れ
る
「
津
波
フ
ラ
ッ
グ
」
の
普
及
に
努
め
る
と
と
も
に
、
周
知
広
報
を
推
進
す
る
。 

 
日
本
海
溝
・
千
島
海
溝
沿
い
の
巨
大
地
震
に
よ
る
被
害
を
軽
減
さ
せ
る
た
め
、
最
大
規
模
の
地
震
を
想
定
し
た
津
波
警
報
の
運
用
を
開
始
す
る
と
と
も

に
、
巨
大
地
震
の
発
生
可
能
性
の
高
ま
り
を
適
時
的
確
に
評
価
し
、
情
報
発
信
で
き
る
体
制
の
構
築
を
進
め
る
。
 

 
火
山
で
観
測
し
た
デ
ー
タ
を
収
集
・
処
理
す
る
装
置
等
、
火
山
監
視
・
観
測
用
機
器
を
整
備
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
噴
火
警
報
や
噴
火
速
報
等
を
迅
速
か

つ
適
切
に
発
表
し
、
住
民
・
登
山
者
の
避
難
行
動
等
を
支
援
す
る
。
 

 
ト
ン
ガ
諸
島
付
近
の
大
規
模
噴
火
に
伴
う
潮
位
変
化
を
踏
ま
え
た
情
報
の
あ
り
方
に
つ
い
て
検
討
を
行
い
、
適
切
な
情
報
発
信
に
活
用
し
て
い
く
。
 

＜
地
域
防
災
力
の
向
上
＞
 

 
JE
TT
（
気
象
庁
防
災
対
応
支
援
チ
ー
ム
）
を
派
遣
す
る
た
め
の
気
象
台
の
体
制
を
一
層
強
化
し
て
地
方
自
治
体
へ
き
め
細
か
に
解
説
を
実
施
す
る
と
と

も
に
、
市
町
村
や
住
民
の
防
災
気
象
情
報
等
に
対
す
る
理
解
促
進
の
取
組
等
を
推
進
し
、
地
域
防
災
力
の
強
化
を
図
る
。
 

ま
た
、
コ
ロ
ナ
禍
の
た
め
自
治
体
の
防
災
現
場
に
入
る
こ
と
が
難
し
い
場
合
で
も
、
We
b 
会
議
ツ
ー
ル
等
を
活
用
し
て
気
象
台
の
危
機
感
を
自
治
体
へ

伝
え
る
な
ど
、
引
き
続
き
切
れ
目
な
く
自
治
体
支
援
に
取
り
組
む
。
 

 
気
象
台

OB
／
OG

に
気
象
防
災
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を
委
嘱
す
る
と
と
も
に
、
気
象
予
報
士
に
対
し
て
研
修
を
実
施
し
、
自
治
体
で
即
戦
力
と
な
る
気
象
防
災

ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を
全
国
各
地
に
育
成
し
、
地
域
偏
在
の
解
消
を
進
め
る
。
ま
た
、
自
治
体
ト
ッ
プ
に
直
接
働
き
か
け
る
等
に
よ
り
自
治
体
へ
の
周
知
・
普

及
に
一
層
取
り
組
む
と
と
も
に
、
多
様
な
研
修
や
訓
練
を
通
じ
、
防
災
業
務
に
精
通
し
た
自
治
体
職
員
の
育
成
を
引
き
続
き
後
押
し
す
る
。
 

1-
1)
1-
3)
1-
4)
1-
5)
1-

6)
7-
4)
 

【
国
交
】
防
災
気
象
情
報
の
継

続
的
な
提
供
 

 
老
朽
化
す
る
気
象
レ
ー
ダ
ー
や
、
地
域
気
象
観
測
シ
ス
テ
ム
（
ア
メ
ダ
ス
）、

地
震
計
の
順
次
更
新
に
加
え
、
観
測
施
設
の
停
電
対
策
等
を
行
い
、
気
象
・

地
震
観
測
や
気
象
業
務
を
維
持
す
る
た
め
の
拠
点
施
設
の
継
続
性
確
保
を
推
進
す
る
。
 

1-
3)
1-
4)
1-
5)
1-
6)
3-

2)
3-
3)
4-
3)
7-
4)
 

【
国
交
】
迅
速
な
航
路
啓
開
の

た
め
の
体
制
の
整
備
 

 
被
災
港
湾
に
お
け
る
航
路
啓
開
及
び
水
路
測
量
に
必
要
と
な
る
被
災
後
の
最
低
水
面
（
水
深
の
基
準
面
）
を
速
や
か
に
決
定
す
る
た
め
、
全
国
の
重
要

港
湾
、
特
定
港
等
主
要
港
湾
に
お
い
て
、
GN
SS

技
術
を
用
い
た
最
低
水
面
の
調
査
を
実
施
す
る
。
 

5-
4)
5-
5)
 

【
国
交
】
地
震
・
津
波
防
災
対

策
の
た
め
の
津
波
防
災
情
報
の

整
備
に
よ
る
船
舶
安
全
の
確
保
 

 
大
規
模
な
津
波
災
害
発
生
時
に
お
け
る
船
舶
交
通
安
全
を
確
保
す
る
た
め
、
早
急
に
多
様
な
想
定
地
震
津
波
に
対
応
し
た
情
報
図
及
び
高
精
度
な
広
域

図
の
整
備
を
行
う
と
と
も
に
、
整
備
済
み
情
報
図
内
の
港
湾
施
設
変
更
等
に
対
応
し
た
維
持
・
更
新
作
業
を
行
い
、
併
せ
て
津
波
襲
来
時
の
船
舶
の
安
全

対
策
を
検
討
す
る
上
で
必
要
と
な
る
個
別
の
海
域
に
対
応
し
た
様
々
な
条
件
で
の
情
報
図
を
作
成
し
、
こ
れ
を
常
に
最
新
の
情
報
で
維
持
す
る
。
ま
た
、

令
和
２
年
に
内
閣
府
が
公
開
し
た
新
た
な
日
本
海
溝
・
千
島
海
溝
沿
い
の
巨
大
地
震
モ
デ
ル
に
対
応
す
る
た
め
に
地
形
デ
ー
タ
の
整
備
を
引
き
続
き
行
う

と
と
も
に
各
自
治
体
の
想
定
被
害
地
震
に
対
す
る
地
形
デ
ー
タ
の
整
備
に
着
手
す
る
。
 

1-
3)
1-
4)
3-
3)
5-
3)
5-

5)
6-
1)
6-
4)
 

【
国
交
】
船
舶
に
対
す
る
災
害

情
報
の
迅
速
か
つ
着
実
な
伝
達
 

 
災
害
の
発
生
が
予
想
さ
れ
る
と
き
に
、
災
害
応
急
対
策
と
し
て
、
被
害
が
想
定
さ
れ
る
地
域
の
周
辺
海
域
の
在
泊
船
舶
や
被
害
が
想
定
さ
れ
る
沿
岸
地

域
の
住
民
、
海
水
浴
客
等
に
対
し
て
、
船
艇
、
航
空
機
等
を
巡
回
さ
せ
、
訪
船
指
導
の
ほ
か
、
拡
声
器
、
防
災
情
報
等
表
示
装
置
等
に
よ
り
周
知
す
る
。

加
え
て
、
航
行
船
舶
に
対
し
て
は
、
航
行
警
報
又
は
安
全
通
報
等
に
よ
り
周
知
す
る
。
 

1-
3)
4-
1)
4-
3)
5-
4)
7-
2)
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【
国
交
】
関
係
機
関
と
連
携
し

た
海
上
に
お
け
る
災
害
対
応
能

力
の
向
上
 

海
上
災
害
へ
の
対
応
能
力
の
強
化
を
図
る
た
め
、
大
規
模
油
流
出
事
故
対
応
訓
練
等
、
関
係
機
関
と
合
同
訓
練
を
実
施
す
る
。
 

2-
3)
5-
3)
5-
4)
7-
2)
7-
5)
 

【
国
交
】海

上
に
お
け
る
有
害
・

危
険
物
質
対
応
能
力
の
維
持
向

上
 

油
や
有
害
液
体
物
質
等
の
大
規
模
拡
散
及
び
流
出
事
案
の
予
防
・
対
応
の
た
め
、
対
応
資
機
材
の
整
備
・
維
持
管
理
及
び
職
員
の
教
育
・
研
修
等
を
推

進
し
て
い
く
と
と
も
に
、
首
都
直
下
地
震
及
び
南
海
ト
ラ
フ
地
震
等
に
起
因
す
る
海
上
災
害
へ
の
対
応
能
力
の
強
化
を
図
る
た
め
、
関
係
機
関
と
の
更
な

る
実
践
的
な
訓
練
を
実
施
す
る
。
 

5-
3)
5-
4)
7-
2)
7-
5)
 

【
国
交
】
北
海
道
開
発
局
庁
舎

の
災
害
対
応
機
能
維
持
に
必
要

な
電
力
等
の
確
保
 

 
定
期
的
に
点
検
を
実
施
し
、
災
害
対
応
基
盤
施
設
で
あ
る
北
海
道
開
発
局
庁
舎
に
つ
い
て
、
災
害
対
応
拠
点
と
し
て
の
機
能
維
持
に
支
障
を
及
ぼ
す
箇

所
が
あ
っ
た
場
合
、
必
要
な
機
能
を
維
持
す
る
た
め
の
整
備
を
実
施
す
る
。
 

1-
1)
2-
1)
3-
2)
 

【
国
交
】
海
上
保
安
施
設
等
の

耐
災
害
性
強
化
対
策
 

 
地
震
・
津
波
な
ど
に
よ
る
被
災
又
は
停
電
等
に
よ
り
救
助
・
支
援
活
動
等
に
支
障
を
来
す
お
そ
れ
が
あ
る
海
上
保
安
施
設
（
庁
舎
・
航
空
基
地
・
船
艇

基
地
・
陸
上
通
信
施
設
）
等
に
つ
い
て
、
非
常
用
電
源
設
備
の
設
置
、
燃
料
供
給
体
制
の
確
保
（
燃
料
タ
ン
ク
増
設
及
び
容
量
拡
大
）
並
び
に
通
信
機
器

の
整
備
等
を
実
施
す
る
。
 

2-
3)
3-
1)
3-
2)
3-
3)
4-
1)
 

【
国
交
】
除
排
雪
に
係
る
方
針

策
定
と
体
制
整
備
の
推
進
 

除
排
雪
作
業
時
の
死
傷
事
故
の
防
止
を
推
進
す
る
た
め
、
地
方
公
共
団
体
に
よ
る
除
排
雪
に
係
る
方
針
策
定
や
、
体
制
の
整
備
等
を
推
進
す
る
。
 

1-
6）

 

【
防
衛
】
大
規
模
災
害
に
よ
る

大
量
負
傷
者
に
対
応
で
き
る
衛

生
科
基
幹
隊
員
の
養
成
 

 
個
人
と
し
て
災
害
医
療
に
お
け
る
高
度
の
知
識
・
技
術
を
修
得
す
る
こ
と
の
み
な
ら
ず
、
組
織
と
し
て
そ
の
修
得
し
た
知
識
・
技
術
の
維
持
及
び
向
上

を
図
る
観
点
か
ら
、
各
種
防
災
訓
練
等
へ
の
参
加
を
推
進
す
る
。
 

2-
3)
2-
5)
 

【
防
衛
】
定
年
退
職
自
衛
官
の

活
用
に
よ
る
地
方
公
共
団
体
の

組
織
体
制
の
強
化
の
た
め
の
人

的
支
援
 

 
地
方
公
共
団
体
の
防
災
関
係
部
局
で
の
退
職
自
衛
官
の
活
用
に
関
し
て
、
地
方
公
共
団
体
に
対
し
て
退
職
自
衛
官
の
有
用
性
に
つ
い
て
理
解
の
促
進
を

図
る
と
と
も
に
、
地
方
公
共
団
体
の
防
災
関
係
部
局
に
再
就
職
を
希
望
す
る
幹
部
自
衛
官
に
対
す
る
防
災
・
危
機
管
理
教
育
の
実
施
等
の
施
策
を
講
じ
て

い
く
。
 

1-
1)
1-
3)
2-
1)
2-
3)
3-

3)
4-
3)
 

【
防
衛
】
大
規
模
な
地
震
災
害

に
も
耐
え
う
る
自
衛
隊
施
設
と

す
る
た
め
の
施
設
機
能
の
維

持
・
強
化
 

＜
耐
震
化
対
策
＞
 

 
耐
震
改
修
促
進
法
等
を
踏
ま
え
た
３
階
建
て
以
上
、
か
つ
、
床
面
積
の
合
計
が

1,
00
0
㎡
以
上
の
庁
舎
等
の
耐
震
化
を
効
果
的
に
実
施
す
る
。
 

＜
津
波
対
策
＞
 

 
建
物
等
の
高
所
化
や
開
口
部
の
水
密
化
な
ど
の
津
波
対
策
を
推
進
す
る
。
 

＜
５
か
年
加
速
化
対
策
＞
 

 
部
隊
運
用
の
基
盤
と
な
る
自
衛
隊
施
設
を
安
定
的
に
維
持
す
る
た
め
、
３
か
年
緊
急
対
策
も
踏
ま
え
、
自
衛
隊
施
設
の
建
物
等
の
耐
震
化
対
策
、
老
朽

化
対
策
を
始
め
対
災
害
性
能
の
強
化
に
繋
が
る
事
業
を
実
施
す
る
。
 

2-
3)
 

【
防
衛
】
各
種
訓
練
を
踏
ま
え

た
関
係
機
関
と
の
通
信
連
携
要

領
の
確
立
 

 
関
係
機
関
及
び
自
治
体
と
の
連
携
を
図
る
た
め
、
み
ち
の
く
ア
ラ
ー
ト
等
を
実
施
す
る
。
 

1-
6)
3-
2)
3-
3)
4-
1)
 

【
防
衛
】
野
外
通
信
シ
ス
テ
ム

等
の
整
備
等
に
よ
る
通
信
能
力

の
向
上
 

 
自
衛
隊
航
空
機
等
と
海
上
保
安
庁
航
空
機
と
の
近
距
離
通
信
用
無
線
機
の
整
備
と
し
て
、
航
空
機
用
無
線
機
３
式
を
整
備
す
る
。
 

1-
6)
3-
2)
3-
3)
4-
1)
 

【
防
衛
】
防
衛
情
報
通
信
基
盤

の
各
種
通
信
器
材
の
着
実
な
更

新
等
 

 
通
信
イ
ン
フ
ラ
の
老
朽
化
に
よ
る
抗
堪
性
の
低
下
及
び
通
信
所
要
の
増
大
に
対
応
す
る
た
め
、
令
和
元
年
度
末
ま
で
に
整
備
が
完
了
し
た
マ
イ
ク
ロ
器

材
６
か
所
の
維
持
整
備
を
確
実
に
行
う
。
 

1-
6)
3-
2)
3-
3)
4-
1)
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【
防
衛
】
自
衛
隊
の
災
害
救
助

能
力
の
向
上
の
た
め
の
装
備
品

の
整
備
 

定
期
整
備
、
部
品
製
造
等
に
必
要
な

MO
R（

整
備
、
修
理
、
オ
ー
バ
ー
ホ
ー
ル
）
認
証
取
得
、
ラ
イ
セ
ン
ス
更
新
、
老
朽
化
工
具
更
新
を
実
施
す
る
。
 
2-
2)
2-
3)
 

【
防
衛
】
災
害
派
遣
時
に
迅
速

に
人
員
及
び
物
資
の
派
遣
を
可

能
と
す
る
装
備
品
の
取
得
・
整

備
 

大
規
模
災
害
時
に
お
け
る
被
災
者
の
救
援
や
被
災
地
へ
の
救
援
物
資
の
輸
送
等
を
迅
速
に
行
う
た
め
、
C-
2
の
機
体
構
成
品
の
一
部
を
取
得
す
る
。
 

2-
3)
 

【
防
衛
】
UT
M
グ
リ
ッ
ド
（
座

標
）
の
有
効
活
用
 

 
関
係
機
関
及
び
自
治
体
に

UT
M
グ
リ
ッ
ド
を
活
用
し
た
地
図
の
使
用
を
依
頼
し
、
各
種
防
災
訓
練
（
机
上
訓
練
）
等
の
場
に
お
け
る
活
用
に
つ
い
て
調

整
を
実
施
す
る
。
 

1-
6)
2-
3)
 

【
防
衛
】
自
衛
隊
艦
艇
の
安
定

的
使
用
に
係
る
港
湾
等
の
調
査
 

自
衛
隊
艦
艇
が
接
岸
可
能
な
港
湾
の
調
査
及
び
エ
ア
ク
ッ
シ
ョ
ン
艇
（
LC
AC
）
の
揚
陸
適
地
調
査
を
実
施
し
、
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
充
実
化
を
図
る
。
 

1-
6)
2-
2)
2-
3)
6-
5)
 

【
防
衛
】
自
衛
隊
航
空
機
の
安

定
的
使
用
に
係
る
場
外
離
着
陸

場
の
整
備
 

自
衛
隊
航
空
機
が
安
定
的
に
使
用
可
能
な
場
外
離
着
陸
場
指
定
に
係
る
調
査
を
実
施
し
、
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
充
実
化
を
図
る
。
 

1-
6)
2-
2)
2-
3)
6-
5)
 

【
防
衛
】
大
規
模
災
害
時
に
お

け
る
在
日
米
軍
と
の
連
携
の
深

化
 

 
各
種
災
害
対
応
に
万
全
を
期
す
た
め
、
自
衛
隊
統
合
防
災
演
習
や
日
米
共
同
統
合
防
災
訓
練
等
を
実
施
し
、
在
日
米
軍
と
の
調
整
要
領
の
更
な
る
深
化

を
図
る
。
 

2-
1)
2-
2)
2-
3)
 

【
防
衛
】
各
種
災
害
を
想
定
し

た
対
処
訓
練
の
継
続
的
実
施
 

各
種
災
害
対
応
に
万
全
を
期
す
た
め
、
統
合
訓
練
計
画
に
基
づ
き
、
訓
練
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
防
災
関
係
機
関
等
と
の
連
携
要
領
の
向
上
を
図
る
。 

1-
3)
1-
6)
2-
3)
2-
7)
 

【
防
衛
】
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン

の
確
保
に
係
る
関
係
機
関
と
の

合
同
訓
練
等
の
実
施
 

経
済
産
業
省
等
が
主
催
す
る
各
種
訓
練
へ
の
参
加
を
通
じ
、
関
係
省
庁
と
の
協
力
体
制
の
強
化
に
努
め
る
。
 

5-
2)
6-
1)
 

【
防
衛
】
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
映
像

伝
送
装
置
の
整
備
等
に
よ
る
情

報
収
集
体
制
の
整
備
 

ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
映
像
伝
送
装
置
に
よ
る
現
行
の
映
像
伝
送
態
勢
を
維
持
す
る
。
 

ヘ
リ
サ
ッ
ト
の
整
備
を
推
進
す
る
。
 

 
映
像
の
高
画
質
化
の
た
め
整
備
し
た
配
信
装
置
の
他
に
、
当
該
装
置
を
整
備
し
て
い
な
い
部
隊
に
お
い
て
も
撮
影
し
た
映
像
が
高
画
質
の
ま
ま
閲
覧
で

き
る
よ
う
、
地
上
側
シ
ス
テ
ム
の
整
備
を
推
進
す
る
。
 

1-
3)
1-
6)
2-
3)
 

【
防
衛
】
イ
ン
フ
ラ
企
業
等
関

係
機
関
と
の
共
同
図
上
演
習
等

の
実
施
 

 
災
害
時
の
自
衛
隊
と
イ
ン
フ
ラ
企
業
等
関
係
機
関
の
協
力
に
よ
る
復
旧
の
迅
速
化
を
図
る
た
め
、
共
同
図
上
演
習
等
の
実
施
等
事
前
の
協
力
体
制
の
強

化
に
努
め
る
。
 

5-
2)
6-
1)
 

【
防
衛
】
自
衛
隊
の
飛
行
場
施

設
等
の
資
機
材
等
対
策
 

 
災
害
を
含
む
あ
ら
ゆ
る
事
態
に
お
い
て
、
自
衛
隊
の
迅
速
か
つ
適
切
な
任
務
の
遂
行
に
支
障
を
生
じ
る
こ
と
が
な
い
よ
う
に
、
自
衛
隊
の
使
用
す
る
飛

行
場
施
設
を
は
じ
め
と
す
る
イ
ン
フ
ラ
基
盤
の
強
靱
性
を
強
化
す
る
た
め
飛
行
場
施
設
等
の
復
旧
・
活
用
等
に
必
要
な
資
機
材
等
を
着
実
に
取
得
す
る
。
 
2-
3)
 

【
防
衛
】
大
規
模
な
災
害
に
も

耐
え
う
る
イ
ン
フ
ラ
基
盤
と
す

る
た
め
の
機
能
の
維
持
・
強
化
 

 
災
害
を
含
む
あ
ら
ゆ
る
事
態
に
お
い
て
、
自
衛
隊
の
迅
速
か
つ
適
切
な
任
務
の
遂
行
に
支
障
を
生
じ
る
こ
と
が
な
い
よ
う
に
飛
行
場
施
設
・
港
湾
施
設

等
を
は
じ
め
と
す
る
イ
ン
フ
ラ
基
盤
の
強
靱
性
向
上
等
に
係
る
整
備
に
つ
い
て
、
着
実
に
実
施
す
る
。
 

2-
3)
 

【
警
察
】
警
察
施
設
の
耐
災
害

性
の
強
化
 

警
察
施
設
の
耐
災
害
性
の
強
化
を
図
る
た
め
、
警
察
施
設
の
耐
震
改
修
・
建
て
替
え
等
を
行
う
。
 

1-
1)
1-
3)
2-
2)
2-
3)
3-

1)
3-
3)
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【
警
察
】
警
察
用
航
空
機
等
の

整
備
 

 
老
朽
化
し
た
警
察
用
航
空
機
、
警
察
用
車
両
及
び
警
察
用
船
舶
の
継
続
的
な
更
新
整
備
に
取
り
組
む
。
 

1-
1)
1-
2)
1-
3)
1-
4)
1-

5)
1-
6)
2-
2)
2-
3)
3-
1)
3-

2)
3-
3)
7-
1)
 

【
警
察
】
通
信
指
令
施
設
の
更

新
整
備
 

 
24

時
間

36
5
日
体
制
で

11
0
番
通
報
の
受
理
、
警
察
官
へ
の
現
場
臨
場
指
令
等
を
行
い
、
大
規
模
災
害
発
生
時
等
に
お
い
て
も
迅
速
、
適
切
な
初
動
措

置
を
図
る
た
め
、
都
道
府
県
警
察
と
連
携
し
な
が
ら
計
画
的
に
通
信
指
令
施
設
の
更
新
整
備
、
高
度
化
を
推
進
す
る
。
 

2-
2)
2-
3)
3-
1)
4-
1)
 

【
警
察
】
交
通
情
報
収
集
・
提

供
・
活
用
の
た
め
の
シ
ス
テ
ム

の
整
備
・
運
用
 

 
民
間
事
業
者
か
ら
提
供
を
受
け
る
情
報
量
の
拡
大
や
、
対
象
の
災
害
の
拡
大
に
向
け
、
民
間
事
業
者
と
協
議
を
実
施
す
る
な
ど
し
て
事
業
の
更
な
る
改

善
を
図
る
。
 

 
集
約
さ
れ
る
交
通
流
監
視
カ
メ
ラ
画
像
や
民
間
事
業
者
か
ら
提
供
を
受
け
る
情
報
量
の
拡
大
を
図
る
な
ど
す
る
た
め
、
広
域
交
通
管
制
シ
ス
テ
ム
を
維

持
管
理
し
て
、
シ
ス
テ
ム
の
安
定
し
た
運
用
を
図
る
。
 

 
警
察
が
交
通
情
報
を
外
部
機
関
と
安
全
に
送
受
信
す
る
た
め
に
必
要
な
交
通
情
報
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
装
置
及
び
そ
の
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
装
置

を
維
持
管
理
し
て
、
シ
ス
テ
ム
の
安
定
し
た
運
用
を
図
る
。
 

1-
1)
1-
2)
1-
3)
1-
4)
1-

5)
2-
1)
2-
2)
2-
3)
2-
4)
2-

5)
3-
1)
3-
2)
3-
3)
4-
3)
5-

4)
5-
5)
5-
6)
6-
4)
7-
1)
7-

3)
7-
4)
8-
3)
 

【
警
察
】
信
号
機
電
源
付
加
装

置
等
の
交
通
安
全
施
設
等
の
整

備
 

 
第
５
次
社
会
資
本
整
備
重
点
計
画
で
は
、
令
和
３
年
度
か
ら
令
和
７
年
度
ま
で
に
信
号
機
電
源
付
加
装
置
約

2,
00
0
台
の
整
備
を
目
標
と
し
て
い
る
こ

と
か
ら
、
令
和
４
年
度
は
約

40
0
台
の
信
号
機
電
源
付
加
装
置
を
整
備
す
る
な
ど
、
交
通
安
全
施
設
等
の
整
備
を
推
進
す
る
。
 

1-
3)
1-
4)
1-
5)
2-
4)
3-

1)
5-
4)
5-
5)
5-
6)
6-
4)
 

【
警
察
】
環
状
交
差
点
の
活
用
 
 
交
通
量
等
が
一
定
の
条
件
を
満
た
す
場
所
に
お
い
て
、
信
号
交
差
点
の
代
替
と
し
て
の
環
状
交
差
点
の
活
用
に
向
け
た
取
組
を
推
進
す
る
。
 

1-
3)
1-
4)
1-
5)
2-
4)
2-

5)
3-
1)
5-
4)
5-
5)
5-
6)
6-

4)
 

【
警
察
】
災
害
用
装
備
資
機
材

の
充
実
強
化
 

 
災
害
現
場
に
お
け
る
広
域
緊
急
援
助
隊
員
の
安
全
性
向
上
を
図
る
た
め
、
小
型
無
人
機
等
を
整
備
す
る
。
 

1-
1)
1-
2)
1-
3)
1-
4)
1-

5)
2-
3)
3-
1)
7-
1)
 

【
警
察
】
災
害
警
備
訓
練
の
実

施
 

 
災
害
現
場
に
お
け
る
広
域
緊
急
援
助
隊
員
の
対
処
能
力
の
維
持
・
向
上
を
図
る
た
め
、
専
門
的
技
能
及
び
知
識
を
有
す
る
広
域
技
能
指
導
官
を
派
遣
し
、

広
域
緊
急
援
助
隊
合
同
訓
練
を
全
国
で
実
施
す
る
（
警
視
庁
及
び
６
管
区
警
察
局
（
北
海
道
は
地
理
的
に
近
い
東
北
管
区
と
合
同
で
訓
練
を
行
う
））
。
 

1-
1)
1-
2)
1-
3)
1-
4)
1-

5)
2-
3)
3-
1)
5-
2)
6-
1)
7-

1)
 

【
警
察
】
災
害
警
備
訓
練
施
設

の
維
持
・
整
備
 

 
よ
り
実
戦
的
な
災
害
警
備
訓
練
を
実
施
す
る
た
め
、
災
害
警
備
訓
練
施
設
（
近
畿
管
区
警
察
局
災
害
警
備
訓
練
施
設
、
警
視
庁
・
東
日
本
災
害
警
備
訓

練
施
設
）
の
維
持
・
整
備
を
図
る
。
 

1-
1)
1-
2)
1-
3)
1-
4)
1-

5)
2-
3)
3-
1)
7-
1)
 

【
警
察
】
機
動
警
察
通
信
隊
の

対
処
能
力
の
更
な
る
向
上
 

 
機
動
警
察
通
信
隊
の
対
処
能
力
の
更
な
る
向
上
を
図
る
た
め
、
大
規
模
災
害
に
よ
る
被
害
を
想
定
し
た
機
動
警
察
通
信
隊
の
訓
練
（
ド
ロ
ー
ン
の
運
用

を
含
む
。）

を
推
進
す
る
。
 

2-
2)
2-
3)
3-
1)
3-
2)
4-

1)
4-
3)
 

【
警
察
】
警
察
情
報
通
信
設
備

等
の
更
新
整
備
 

 
大
規
模
災
害
発
生
時
の
被
災
地
で
の
警
察
活
動
に
必
要
な
通
信
を
確
保
す
る
た
め
、
大
規
模
災
害
に
よ
る
被
害
を
想
定
し
た
訓
練
の
実
施
・
計
画
の
見

直
し
等
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
警
察
情
報
通
信
設
備
等
に
つ
い
て
、
経
年
劣
化
等
の
観
点
か
ら
更
新
・
改
修
を
推
進
す
る
。
 

2-
3)
3-
1)
3-
2)
4-
1)
4-
3)
 

【
警
察
】
老
朽
化
し
た
信
号
機

や
道
路
標
識
・
道
路
標
示
等
の

交
通
安
全
施
設
等
の
更
新
 

 
第
５
次
社
会
資
本
整
備
重
点
計
画
で
は
、
令
和
３
年
度
か
ら
令
和
７
年
度
ま
で
に
老
朽
化
し
た
信
号
機
約
４
万

5,
00
0
基
の
更
新
を
目
標
と
し
て
い
る

こ
と
か
ら
、
令
和
４
年
度
は
約

9,
00
0
基
の
信
号
機
を
更
新
す
る
と
と
も
に
、
老
朽
化
し
た
道
路
標
識
・
道
路
標
示
等
の
交
通
安
全
施
設
等
の
更
新
を
推

進
す
る
。
 

1-
3)
1-
4)
1-
5)
2-
4)
3-

1)
5-
4)
5-
5)
5-
6)
6-
4)
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２
．
住
宅
・
都
市
 

 
 

施
策
名
称

 
令
和
４
年
度
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
該
当
プ
ロ
グ
ラ
ム

 
【
内
閣
府
・
総
務
・
経
産
】
大

規
模
地
震
時
の
電
気
火
災
対
策

の
推
進
 

 
感
震
ブ
レ
ー
カ
ー
の
普
及
等
に
よ
る
市
街
地
火
災
対
策
を
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等
で
推
進
す
る
ほ
か
、
電
力
会
社
及
び
登
録
調
査
機
関
に
お
い
て
も
継
続
的

に
周
知
活
動
を
実
施
し
、
感
震
ブ
レ
ー
カ
ー
の
普
及
啓
発
を
推
進
す
る
。
 

7-
1)
 

【
内
閣
府
】
避
難
所
の
運
営
状

況
等
に
関
す
る
取
組
状
況
調
査
 

 
今
般
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
感
染
状
況
を
踏
ま
え
、
避
難
所
に
お
け
る
感
染
症
対
策
、
ま
た
避
難
所
の
運
営
や
良
好
な
生
活
環
境
確
保
の

留
意
点
等
に
つ
い
て
、
自
治
体
に
お
い
て
必
要
と
な
る
対
策
に
つ
い
て
調
査
検
討
を
行
う
。
ま
た
、
指
定
避
難
所
に
お
い
て
必
要
と
な
る
施
設
・
設
備
・

備
蓄
等
の
準
備
状
況
に
つ
い
て
調
査
検
討
を
行
う
と
と
も
に
、
関
係
機
関
・
団
体
等
と
の
連
携
や
、
在
宅
避
難
者
等
の
把
握
方
法
や
き
め
細
か
な
支
援
方

法
に
つ
い
て
も
調
査
検
討
を
行
う
。
 

2-
6)
2-
7)
 

【
文
科
】
学
校
施
設
等
の
避
難

所
と
し
て
の
防
災
機
能
の
強
化

等
の
普
及
・
啓
発
 

 
学
校
施
設
に
お
け
る
非
構
造
部
材
の
耐
震
対
策
や
水
害
対
策
、
学
校
施
設
の
避
難
所
と
し
て
の
防
災
機
能
強
化
を
推
進
す
る
た
め
、
講
演
・
事
例
紹
介

等
を
行
う
セ
ミ
ナ
ー
を
行
う
と
と
も
に
、
学
校
施
設
の
水
害
対
策
に
関
す
る
調
査
研
究
の
実
施
等
を
通
じ
、
非
構
造
部
材
の
耐
震
対
策
を
含
め
た
老
朽
化

対
策
や
浸
水
・
土
砂
災
害
対
策
、
防
災
機
能
強
化
等
の
普
及
・
啓
発
を
図
る
。
 

1-
1)
1-
3)
2-
1)
2-
7)
3-

3)
7-
1)
 

【
文
科
】
公
立
学
校
施
設
の
防

災
機
能
強
化
・
老
朽
化
対
策
等

（
非
構
造
部
材
の
耐
震
対
策
を

含
む
）
 

 
公
立
学
校
施
設
の
非
構
造
部
材
の
耐
震
対
策
を
含
め
た
老
朽
化
対
策
を
進
め
る
と
と
も
に
、
計
画
的
か
つ
効
率
的
な
長
寿
命
化
改
修
等
を
推
進
す
る
。

ま
た
、
特
別
教
室
等
へ
の
空
調
設
置
、
ト
イ
レ
整
備
、
給
食
施
設
の
整
備
、
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
等
に
加
え
、
雨
水
貯
留
槽
や
暗
渠
排
水
機
能
等
の
整
備
に

よ
る
水
害
対
策
も
含
め
、
公
立
学
校
施
設
の
防
災
機
能
の
強
化
に
つ
い
て
推
進
す
る
。
 

1-
1)
1-
3)
2-
1)
2-
7)
3-

3)
7-
1)
 

【
文
科
】
国
立
大
学
法
人
等
施

設
の
耐
震
化
・
老
朽
化
対
策
等

（
非
構
造
部
材
の
耐
震
対
策
、

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
老
朽
化
対
策

を
含
む
）
 

 
国
立
大
学
法
人
等
施
設
の
う
ち
教
育
研
究
活
動
に
著
し
く
支
障
が
あ
る
国
立
大
学
法
人
等
施
設
の
老
朽
化
対
策
（
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
を
含
む
）
を
推
進
す

る
。
 

1-
1)
1-
3)
2-
7)
7-
1)
 

【
文
科
】
国
際
連
合
大
学
の
施

設
整
備
 

国
際
連
合
大
学
本
部
施
設
に
つ
い
て
、
災
害
時
の
利
用
者
が
安
心
し
て
利
用
で
き
る
よ
う
、
残
り
の
空
調
機
等
を
更
新
し
、
国
土
強
靭
化
に
資
す
る
。
 
1-
1)
2-
6)
2-
7)
7-
1)
7-
5)
 

【
文
科
】
公
立
社
会
教
育
施
設

（
公
民
館
）
の
耐
震
化
 

 
各
都
道
府
県
・
指
定
都
市
教
育
委
員
会
に
公
民
館
の
耐
震
化
率
の
向
上
を
促
す
た
め
の
通
知
を
送
る
と
と
も
に
、
自
治
体
へ
の
行
政
説
明
の
場
に
お
い

て
、
施
設
の
耐
震
化
や
老
朽
化
に
活
用
で
き
る
財
源
を
紹
介
す
る
。
 

1-
1)
1-
3)
2-
7)
3-
3)
7-
1)
 

【
文
科
】
博
物
館
資
料
の
保
管

環
境
整
備
の
推
進
 

 
資
料
の
保
管
環
境
整
備
を
推
進
す
る
た
め
、
文
化
庁
主
催
の
研
修
や
日
本
博
物
館
協
会
等
の
関
係
団
体
が
開
催
す
る
会
議
等
に
お
い
て
、「

博
物
館
の
設

置
及
び
運
営
上
の
望
ま
し
い
基
準
」
を
周
知
す
る
。
 

8-
4)
 

【
文
科
】
独
立
行
政
法
人
教
職

員
支
援
機
構
の
施
設
整
備
 

令
和
３
年
度
に
引
き
続
き
、
空
調
機
器
の
更
新
及
び
外
壁
等
の
改
修
工
事
を
完
了
さ
せ
る
と
と
も
に
、
新
し
い
生
活
様
式
の
中
で
の
安
全
・
安
心
に
研

修
に
専
念
で
き
る
研
修
・
宿
泊
環
境
の
形
成
及
び
災
害
時
の
一
時
避
難
所
と
し
て
の
環
境
整
備
を
図
る
た
め
、
必
要
な
改
修
・
修
繕
を
行
う
。
 

2-
7)
 

【
文
科
】
独
立
行
政
法
人
国
立

青
少
年
教
育
振
興
機
構
の
広
域

防
災
補
完
拠
点
化
 

 
各
施
設
に
お
い
て
広
域
防
災
補
完
拠
点
と
し
て
の
様
々
な
役
割
を
担
う
た
め
に
、
全
施
設
で
の
防
災
・
減
災
教
育
（
教
育
事
業
の
実
施
又
は
活
動
プ
ロ

グ
ラ
ム
の
充
実
）
の
推
進
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、
各
施
設
の
実
情
に
応
じ
た
広
域
防
災
補
完
拠
点
と
し
て
の
役
割
の
明
確
化
及
び
災
害
時
の
対
応
を
行

う
。
ま
た
、
各
施
設
で
予
備
的
避
難
所
の
運
営
等
の
た
め
の
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
機
能
強
化
に
必
要
な
給
排
水
設
備
や
電
源
設
備
等
の
更
新
を
実
施
す
る
。
 

1-
1)
1-
3)
1-
4)
1-
5)
1-

6)
2-
1)
2-
3)
2-
4)
2-
7)
3-

3)
 

【
文
科
】
放
送
大
学
学
園
の
施

設
整
備
 

 
放
送
大
学
学
園
に
お
い
て
、
台
風
等
に
伴
う
長
期
停
電
被
害
が
発
生
し
た
際
に
放
送
に
係
る
電
力
を
安
定
供
給
す
る
受
変
電
・
自
家
発
電
設
備
更
新
を

行
う
。
ま
た
、
学
習
者
等
の
安
全
・
安
心
を
確
保
す
る
た
め
、
中
央
監
視
装
置
更
新
、
番
組
制
作
機
器
用
の
交
流
電
源
装
置
更
新
を
行
う
。
さ
ら
に
、
放

送
番
組
の
制
作
を
安
全
か
つ
効
率
的
に
継
続
で
き
る
よ
う
、
ス
タ
ジ
オ
の
照
明
・
美
術
バ
ト
ン
シ
ス
テ
ム
更
新
を
行
う
。
 

1-
2)
1-
6)
2-
7)
 

102



【
文
科
】
私
立
学
校
施
設
の
耐

震
化
等
（
非
構
造
部
材
の
耐
震

対
策
を
含
む
）
 

 
私
立
学
校
を
設
置
す
る
法
人
に
お
け
る
私
立
学
校
施
設
に
つ
い
て
、
倒
壊
し
又
は
崩
壊
す
る
危
険
が
特
に
高
い
施
設
（
Is

値
0.
3
未
満
）
の
構
造
体
の

耐
震
化
や
、
屋
根
や
外
壁
、
内
壁
、
天
井
等
の
耐
震
性
及
び
劣
化
等
に
課
題
が
あ
る
非
構
造
部
材
の
耐
震
化
等
の
安
全
対
策
な
ど
を
中
心
に
、
防
災
機
能

の
強
化
を
支
援
す
る
。
 

1-
1)
1-
3)
2-
1)
2-
7)
7-
1)
 

【
文
科
】
私
立
専
修
学
校
施
設

の
耐
震
化
等
 

 
私
立
専
修
学
校
を
設
置
す
る
法
人
に
お
け
る
私
立
専
修
学
校
施
設
に
つ
い
て
、
倒
壊
又
は
崩
壊
す
る
危
険
性
が
特
に
高
い
施
設
（
Is

値
0.
3
未
満
）
の

耐
震
化
等
、
防
災
機
能
の
強
化
を
支
援
す
る
。
 

1-
1)
1-
3)
2-
1)
2-
7)
3-

3)
7-
1)
 

【
文
科
】
国
立
大
学
等
の
基
盤

的
イ
ン
フ
ラ
設
備
の
強
靱
化
に

向
け
た
緊
急
対
策
 

 
災
害
発
生
時
に
お
け
る
情
報
通
信
機
能
の
確
保
や
人
命
保
護
等
に
係
る
対
策
等
を
講
じ
る
た
め
、
国
立
大
学
法
人
等
の
基
盤
的
設
備
等
の
整
備
・
更
新

を
実
施
す
る
。
 

1-
1)
4-
1)
 

【
文
科
】
量
子
科
学
技
術
研
究

開
発
機
構
の
耐
震
改
修
等
防

災
・
安
全
対
策
 

 
量
子
科
学
技
術
研
究
開
発
機
構
に
つ
い
て
、
耐
震
診
断
の
結
果
、
基
準
を
満
た
さ
な
か
っ
た
施
設
に
つ
い
て
、
廃
止
ま
た
は
継
続
使
用
の
予
定
に
つ
い

て
検
討
を
行
い
、
継
続
使
用
と
判
断
が
な
さ
れ
た
施
設
に
つ
い
て
、
耐
震
改
修
を
進
め
、
大
地
震
に
対
す
る
施
設
の
安
全
性
向
上
を
図
る
。
 

1-
1)
1-
3)
2-
6)
7-
1)
8-
1)
 

【
文
科
】
国
立
大
学
等
の
最
先

端
研
究
基
盤
の
整
備
対
策
 

 
国
立
大
学
や
大
学
共
同
利
用
機
関
に
お
い
て
、
最
先
端
研
究
設
備
を
整
備
し
、
国
土
強
靱
化
に
寄
与
す
る
。
具
体
的
に
は
、
地
球
内
部
の
理
解
を
深
め
、

深
発
地
震
の
発
生
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
解
明
、
気
候
変
動
の
研
究
の
発
展
か
ら
激
甚
化
す
る
水
災
害
等
の
対
策
、
人
々
の
感
染
症
対
策
等
に
つ
い
て
寄
与
す
る
。 

1-
1)
1-
4)
1-
5)
2-
6)
4-
1)
 

【
文
科
】
実
大
三
次
元
震
動
破

壊
実
験
施
設（

E－
デ
ィ
フ
ェ
ン

ス
）
を
活
用
し
た
震
動
実
験
研

究
 

試
験
体
製
作
を
完
了
す
る
と
と
も
に
、
試
験
体
構
造
の
動
的
特
性
（
固
有
周
期
、
剛
性
、
減
衰
定
数
等
）
を
評
価
す
る
ア
ル
ゴ
リ
ズ
ム
の
高
度
化
、
及

び
評
価
の
た
め
に
用
い
る
中
小
地
震
に
よ
る
応
答
デ
ー
タ
を
取
得
す
る
シ
ス
テ
ム
の
構
築
を
進
め
る
。
ま
た
、
振
動
台
実
験
を
実
施
し
、
実
験
に
よ
り
開

発
し
て
い
る
ア
ル
ゴ
リ
ズ
ム
を
検
証
す
る
た
め
の
デ
ー
タ
を
取
得
す
る
。
 

1-
1)
1-
3)
3-
2)
7-
3)
 

【
文
科
】
公
立
社
会
体
育
施
設

の
耐
震
化
 

 
地
域
住
民
が
日
常
的
に
ス
ポ
ー
ツ
に
親
し
む
た
め
の
場
で
あ
る
と
と
も
に
、
災
害
時
に
は
避
難
所
と
し
て
も
活
用
さ
れ
る
社
会
体
育
施
設
に
つ
い
て
、

利
用
者
等
の
安
全
確
保
を
図
る
た
め
耐
震
化
を
促
進
す
る
。
 

1-
1)
1-
3)
2-
7)
3-
3)
7-
1)
 

【
文
科
】
国
立
文
化
施
設
等
に

お
け
る
来
館
者
の
安
全
確
保
等

の
た
め
の
施
設
整
備
に
か
か
る

対
策
 

 
災
害
発
生
時
な
ど
の
有
事
の
際
に
来
館
者
の
安
全
を
確
保
す
る
た
め
、
支
障
の
あ
る
設
備
等
に
つ
い
て
、
改
修
工
事
等
を
行
う
。
 

1-
1)
1-
2)
2-
7)
7-
1)
8-
4)
 

【
文
科
】
埋
蔵
文
化
財
の
施
設

等
に
対
す
る
支
援
 

 
地
域
の
特
色
あ
る
埋
蔵
文
化
財
活
用
事
業
を
活
用
し
た
埋
蔵
文
化
財
の
調
査
、
収
蔵
、
情
報
発
信
拠
点
と
な
る
埋
蔵
文
化
財
施
設
に
係
る
支
援
を
進
め

る
。
 

 
埋
蔵
文
化
財
の
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
・
展
示
等
に
よ
る
情
報
発
信
を
通
じ
て
、
そ
の
保
護
の
重
要
性
を
周
知
す
る
こ
と
に
よ
り
、
文
化
財
の
保
護
、
防
災
等

の
重
要
性
に
つ
い
て
地
域
住
民
の
意
識
向
上
を
図
る
。
 

8-
4)
 

【
文
科
】
国
指
定
等
文
化
財
の

防
災
施
設
の
整
備
 

 
「
世
界
遺
産
・
国
宝
等
に
お
け
る
防
火
対
策
５
か
年
計
画
」
に
基
づ
き
、
重
要
文
化
財
等
防
災
施
設
整
備
事
業
に
て
、
所
有
者
等
に
対
し
て
必
要
な
防

火
対
策
、
耐
震
対
策
等
に
係
る
施
設
整
備
の
支
援
を
実
施
す
る
。
特
に
世
界
遺
産
・
国
宝
の
建
造
物
や
、
重
要
文
化
財
を
保
管
す
る
博
物
館
等
の
防
火
対

策
に
つ
い
て
は
早
急
な
対
応
を
図
る
。
 

1-
1)
1-
2)
7-
1)
8-
4)
 

【
文
科
】国

指
定
等
文
化
財（

建
造
物
）
の
耐
震
対
策
 

 
国
宝
・
重
要
文
化
財
や
、
世
界
遺
産
・
国
宝
の
う
ち
特
に
、
不
特
定
多
数
が
滞
留
す
る
可
能
性
の
高
い
建
造
物
に
係
る
、
所
有
者
等
が
行
う
耐
震
診
断
・

耐
震
対
策
工
事
を
支
援
す
る
。
 

1-
1)
1-
2)
7-
1)
8-
4)
 

【
文
科
】
史
跡
名
勝
天
然
記
念

物
等
に
対
す
る
適
切
な
整
備
周

期
に
よ
る
保
存
整
備
 

 
適
切
な
整
備
周
期
に
よ
り
、
史
跡
名
勝
天
然
記
念
物
の
整
備
を
進
め
る
。
 

 
特
に
、
入
場
者
数
が
多
く
、
ま
た
災
害
時
に
近
隣
に
被
害
を
及
ぼ
す
可
能
性
の
高
い
城
郭
等
に
つ
い
て
、
倒
壊
・
崩
落
と
い
っ
た
事
態
を
防
止
す
る
た

め
、
文
化
財
所
有
者
に
よ
る
整
備
を
加
速
し
、
整
備
周
期
を
短
縮
す
る
。
 

1-
1)
1-
2)
7-
1)
8-
4)
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【
文
科
】国

指
定
等
文
化
財（

建
造
物
）
の
適
切
な
修
理
周
期
に

お
け
る
保
存
修
理
 

 
適
切
な
修
理
周
期
と
な
る
よ
う
に
、
文
化
財
所
有
者
に
よ
る
国
宝
・
重
要
文
化
財
建
造
物
等
の
修
理
を
支
援
す
る
。
 

1-
1)
1-
2)
7-
1)
8-
4)
 

【
文
科
】
国
宝
・
重
要
文
化
財

（
美
術
工
芸
品
）
の
適
切
な
修

理
周
期
に
お
け
る
保
存
修
理
等
 

 
国
宝
・
重
要
文
化
財
（
美
術
工
芸
品
）
の
指
定
を
す
す
め
、
国
宝
・
重
要
文
化
財
（
美
術
工
芸
品
）
の
所
有
者
等
が
行
う
当
該
文
化
財
の
修
理
や
当
該

文
化
財
を
保
護
す
る
た
め
に
免
震
台
等
の
必
要
な
防
災
設
備
の
設
置
等
を
支
援
す
る
。
 

7-
1)
8-
4)
 

【
文
科
】
国
が
選
定
し
た
重
要

文
化
的
景
観
の
復
旧
・
修
理
 

 
国
が
選
定
し
た
重
要
文
化
的
景
観
に
お
け
る
重
要
な
構
成
要
素
で
あ
る
建
築
物
や
構
造
物
の
修
理
や
法
面
の
保
護
等
の
防
災
対
策
、
誘
導
標
識
な
ど
の

設
置
等
に
対
し
地
方
公
共
団
体
が
行
う
取
組
を
支
援
す
る
。
 

1-
1)
1-
2)
7-
1)
8-
4)
 

【
文
科
】
重
要
伝
統
的
建
造
物

群
保
存
地
区
に
お
け
る
必
要
な

修
理
・
修
景
 

 
国
が
選
定
し
た
重
要
伝
統
的
建
造
物
群
保
存
地
区
に
お
け
る
安
全
性
確
保
の
た
め
、
経
年
劣
化
し
た
伝
統
的
建
造
物
の
適
切
な
保
存
修
理
を
は
じ
め
、

建
築
物
等
の
修
景
、
公
開
活
用
に
必
要
な
整
備
に
対
し
、
地
方
公
共
団
体
が
行
う
取
組
を
支
援
す
る
。
 

1-
1)
1-
2)
7-
1)
8-
4)
 

【
厚
労
】
水
道
の
応
急
対
策
の

強
化
 

 
危
機
管
理
マ
ニ
ュ
ア
ル
策
定
の
必
要
性
な
ど
既
往
の
災
害
対
応
で
得
ら
れ
た
知
見
を
踏
ま
え
、
立
入
検
査
等
の
機
会
を
通
じ
、
引
き
続
き
水
道
事
業
者

等
に
お
け
る
危
機
管
理
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
策
定
及
び
充
実
等
を
進
め
る
ほ
か
、
道
路
等
の
地
理
情
報
を
記
載
し
た
水
道
施
設
台
帳
の
作
成
・
電
子
化
を
進
め

る
た
め
、「

簡
易
な
水
道
施
設
台
帳
の
電
子
シ
ス
テ
ム
導
入
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
等
を
周
知
す
る
な
ど
の
技
術
的
支
援
を
行
っ
て
い
く
。
 

2-
1)
5-
9)
6-
2)
7-
1)
 

【
厚
労
】
水
道
施
設
の
耐
震
化

や
耐
水
化
等
の
推
進
 

 
水
道
施
設
の
計
画
的
な
更
新
等
を
適
切
に
行
い
、
水
道
施
設
の
耐
震
化
や
耐
水
化
等
の
耐
災
害
性
強
化
の
推
進
を
図
っ
て
い
く
た
め
、
水
道
事
業
者
等

に
お
け
る
対
策
の
進
捗
状
況
を
踏
ま
え
、
水
道
事
業
者
等
に
対
し
、
耐
災
害
性
強
化
対
策
に
関
す
る
取
組
の
好
事
例
の
水
平
展
開
等
の
技
術
的
支
援
や
財

政
支
援
等
を
行
っ
て
い
く
。
 

2-
1)
5-
9)
6-
2)
7-
1)
 

【
国
交
】
中
古
住
宅
に
関
す
る

建
物
評
価
の
改
善
等
及
び
新
た

な
金
融
商
品
開
発
の
促
進
 

既
存
住
宅
・
リ
フ
ォ
ー
ム
市
場
の
活
性
化
の
た
め
、
耐
震
改
修
融
資
、
中
古
リ
フ
ォ
ー
ム
一
体
型
住
宅
ロ
ー
ン
及
び
リ
バ
ー
ス
モ
ー
ゲ
ー
ジ
型
住
宅
ロ

ー
ン
の
普
及
を
促
進
す
る
。
 

1-
1)
2-
6)
2-
7)
7-
1)
7-
3)
 

【
国
交
】
宅
地
の
耐
震
化
の
推

進
 

地
方
公
共
団
体
に
よ
る
大
規
模
盛
土
造
成
地
マ
ッ
プ
に
掲
載
さ
れ
た
個
別
の
盛
土
の
安
全
性
把
握
調
査
等
の
計
画
作
成
お
よ
び
、
当
該
計
画
に
基
づ
く

安
全
性
把
握
調
査
を
支
援
す
る
。
 

 
住
民
に
対
し
て
効
果
的
に
液
状
化
の
リ
ス
ク
を
伝
え
る
た
め
、
地
方
公
共
団
体
に
よ
る
地
形
区
分
に
基
づ
く
指
標
お
よ
び
非
液
状
化
層
厚
を
考
慮
し
た

指
標
を
用
い
た
地
域
の
液
状
化
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
作
成
を
支
援
す
る
。
 

 
令
和
３
年
度
実
施
の
盛
土
に
よ
る
災
害
防
止
に
向
け
た
総
点
検
を
踏
ま
え
、
地
方
公
共
団
体
に
よ
る
安
全
性
把
握
の
た
め
の
詳
細
調
査
及
び
対
策
工
事

等
を
支
援
す
る
。
 

1-
1)
2-
1)
7-
3)
 

【
内
閣
府
・
国
交
】
主
要
駅
周

辺
等
に
お
け
る
帰
宅
困
難
者
対

策
の
推
進
 

 
官
民
協
議
会
に
よ
る
都
市
再
生
安
全
確
保
計
画
等
の
作
成
・
改
定
や
計
画
に
基
づ
く
ソ
フ
ト
・
ハ
ー
ド
両
面
の
取
組
に
対
す
る
支
援
を
行
い
、
都
市
再

生
安
全
確
保
計
画
等
の
作
成
の
み
な
ら
ず
、
計
画
に
基
づ
く
滞
在
者
等
の
安
全
確
保
に
向
け
た
取
組
を
一
層
推
進
す
る
。
ソ
フ
ト
対
策
と
し
て
、
帰
宅
困

難
者
対
策
訓
練
、
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
作
成
等
、
ハ
ー
ド
対
策
と
し
て
、
非
常
用
通
信
設
備
の
整
備
等
に
対
し
て
支
援
す
る
と
と
も
に
、
こ
れ
ら
の
取
組
成
果

の
効
果
検
証
等
を
踏
ま
え
た
都
市
再
生
安
全
確
保
計
画
の
充
実
・
改
善
の
検
討
等
を
支
援
す
る
。
 

1-
1)
2-
1)
2-
4)
 

【
国
交
】
防
災
性
に
優
れ
た
業

務
継
続
地
区
の
構
築
 

 
大
都
市
の
防
災
性
の
向
上
、
国
際
競
争
力
強
化
に
向
け
て
、
都
市
再
生
特
別
措
置
法
に
基
づ
く
特
定
都
市
再
生
緊
急
整
備
地
域
に
お
い
て
、
災
害
時
の

業
務
継
続
に
必
要
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
安
定
供
給
が
確
保
さ
れ
る
地
区
の
構
築
の
た
め
、
都
市
再
生
安
全
確
保
計
画
に
基
づ
く
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
管
等
の
整
備

を
支
援
す
る
と
と
も
に
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
形
成
す
る
土
地
所
有
者
間
に
承
継
効
が
付
与
さ
れ
る
非
常
用
電
気
等
供
給
施
設
協
定
の
締
結
を

推
進
す
る
。
 

5-
2)
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【
国
交
】
密
集
市
街
地
等
の
改

善
に
向
け
た
対
策
の
推
進
 

 
密
集
市
街
地
等
に
お
い
て
、
防
災
性
の
向
上
や
住
環
境
改
善
を
図
る
た
め
、
避
難
路
と
な
る
道
路
の
整
備
や
避
難
場
所
と
な
る
公
園
・
空
き
地
の
整
備
、

老
朽
建
築
物
の
除
却
や
延
焼
防
止
性
能
の
高
い
建
築
物
へ
の
建
て
替
え
等
の
取
組
を
推
進
す
る
。
ま
た
、
密
集
市
街
地
の
整
備
改
善
を
加
速
化
し
、
よ
り

一
層
の
安
全
性
を
確
保
す
る
た
め
、
防
災
設
備
の
設
置
（
消
防
水
利
、
防
災
備
蓄
倉
庫
等
）、

防
災
マ
ッ
プ
の
作
成
や
消
火
・
避
難
訓
練
の
実
施
等
の
ソ
フ

ト
対
策
を
強
化
す
る
。
 

1-
2)
7-
1)
 

【
国
交
】
地
下
街
の
防
災
対
策

の
推
進
 

地
下
街
管
理
会
社
等
が
作
成
し
た
地
下
街
防
災
推
進
計
画
等
に
基
づ
き
、
地
震
や
浸
水
発
生
時
に
お
け
る
地
下
街
の
防
災
対
策
（
耐
震
補
強
、
避
難
施

設
整
備
等
）
を
推
進
す
る
。
こ
の
う
ち
、
特
に
、
地
下
街
の
耐
震
性
向
上
等
に
関
す
る
対
策
（
耐
震
補
強
等
）
を
着
実
に
推
進
す
る
。
 

1-
1)
1-
4)
2-
1)
2-
4)
 

【
国
交
】
避
難
地
等
と
な
る
公

園
、
緑
地
、
広
場
等
の
整
備
 

 
住
民
の
緊
急
避
難
の
場
や
最
終
避
難
地
、
防
災
拠
点
等
と
な
る
公
園
、
緑
地
、
広
場
等
の
整
備
を
推
進
す
る
。
 

1-
1)
1-
2)
1-
3)
1-
4)
2-

1)
2-
5)
7-
1)
 

【
国
交
】
帰
宅
困
難
者
対
策
に

資
す
る
公
園
緑
地
の
活
用
等
 

 
大
都
市
部
に
お
け
る
帰
宅
困
難
者
の
た
め
の
休
憩
・
情
報
提
供
等
の
場
と
な
る
公
園
緑
地
（
帰
宅
支
援
場
所
）
等
の
整
備
を
推
進
す
る
。
 

1-
2)
2-
4)
8-
4)
 

【
国
交
】
延
焼
防
止
等
に
資
す

る
緑
地
の
確
保
等
 

 
密
集
市
街
地
等
に
お
け
る
大
規
模
火
災
の
延
焼
防
止
効
果
を
向
上
さ
せ
る
た
め
の
空
き
地
等
に
お
け
る
緑
地
の
整
備
を
推
進
す
る
。
 

1-
2)
7-
1)
 

【
国
交
】
避
難
地
等
と
な
る
公

園
、
緑
地
、
広
場
等
に
お
け
る

老
朽
化
対
策
の
推
進
 

 
避
難
地
等
と
な
る
公
園
、
緑
地
、
広
場
等
に
お
け
る
老
朽
化
対
策
（
老
朽
化
し
た
園
路
や
ト
イ
レ
等
の
公
園
施
設
の
改
修
）
を
推
進
す
る
。
 

1-
1)
1-
2)
1-
3)
7-
1)
 

【
国
交
】
下
水
道
施
設
の
戦
略

的
維
持
管
理
・
更
新
 

 
道
路
陥
没
事
故
等
の
発
生
を
未
然
に
防
止
す
る
た
め
、
老
朽
化
し
た
下
水
道
管
路
に
つ
い
て
、
計
画
的
に
改
築
を
進
め
る
。
 

1-
3)
1-
4)
2-
6)
5-
5)
6-

3)
7-
3)
 

【
国
交
】下

水
道
施
設
の
耐
震
、

耐
津
波
対
策
 

 
地
震
、
津
波
に
伴
う
下
水
道
施
設
の
被
災
に
よ
り
、
市
民
生
活
や
公
衆
衛
生
に
重
大
な
影
響
を
及
ぼ
す
こ
と
の
な
い
よ
う
、
下
水
道
施
設
（
下
水
処
理

場
や
緊
急
輸
送
路
等
に
布
設
さ
れ
て
い
る
管
路
）
の
耐
震
、
耐
津
波
対
策
に
対
す
る
支
援
を
行
う
と
と
も
に
、
下
水
道

BC
P
の
訓
練
や
継
続
的
な
見
直
し

を
推
進
に
す
る
た
め
の
技
術
的
支
援
等
を
実
施
し
、
総
合
的
な
地
震
対
策
を
実
施
す
る
。
 

1-
3)
2-
6)
5-
5)
6-
3)
7-
3)
 

【
国
交
】
防
災
拠
点
等
と
な
る

建
築
物
の
機
能
継
続
に
か
か
る

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
周
知
 

 
大
地
震
時
に
防
災
拠
点
等
と
な
る
建
築
物
に
お
い
て
、
期
待
さ
れ
る
機
能
の
継
続
に
あ
た
り
、
参
考
と
な
る
知
見
を
ま
と
め
た
「
防
災
拠
点
等
と
な
る

建
築
物
に
係
る
機
能
継
続
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
に
つ
い
て
、
防
災
拠
点
等
建
築
物
の
建
築
主
、
設
計
者
及
び
管
理
者
の
ニ
ー
ズ
に
応
じ
て
広
く
周
知
を
行
う
。 

1-
1)
2-
7)
3-
2)
3-
3)
 

【
国
交
】
超
高
層
建
築
物
等
に

お
け
る
長
周
期
地
震
動
対
策
の

推
進
 

 
相
模
ト
ラ
フ
沿
い
の
巨
大
地
震
に
よ
る
長
周
期
地
震
動
に
関
す
る
内
閣
府
の
検
討
の
結
果
を
踏
ま
え
、
当
該
地
震
動
に
よ
る
超
高
層
建
築
物
等
へ
の
影

響
と
対
策
に
つ
い
て
、
検
討
を
行
う
。
 

 
継
続
し
て
既
存
の
超
高
層
建
築
物
等
の
長
周
期
地
震
動
に
対
す
る
構
造
安
全
性
の
検
証
を
促
進
す
る
。
 

1-
1)
2-
7)
 

【
国
交
】
避
難
所
等
の
天
井
脱

落
対
策
の
推
進
 

避
難
所
等
の
既
存
天
井
の
脱
落
対
策
に
係
る
耐
震
改
修
を
促
進
(防

災
・
安
全
交
付
金
等
に
よ
る
耐
震
改
修
工
事
費
の
支
援
)す

る
。
 

1-
1)
2-
7)
 

【
国
交
】
帰
宅
困
難
者
・
負
傷

者
対
応
の
た
め
の
防
災
拠
点
の

整
備
促
進
 

 
災
害
時
に
帰
宅
困
難
者
等
の
受
入
拠
点
と
な
る
一
時
滞
在
施
設
等
（
受
入
ス
ペ
ー
ス
、
防
災
備
蓄
倉
庫
又
は
受
入
関
連
施
設
）
の
整
備
を
支
援
す
る
。
 
1-
1)
2-
1)
2-
4)
2-
5)
 

【
国
交
】
老
朽
化
マ
ン
シ
ョ
ン

の
建
替
え
等
の
促
進
 

マ
ン
シ
ョ
ン
の
再
生
の
円
滑
化
の
推
進
に
関
し
、
除
却
の
必
要
性
に
係
る
認
定
対
象
の
拡
充
や
団
地
に
お
け
る
敷
地
分
割
制
度
の
創
設
な
ど
法
改
正
に

よ
る
新
た
な
制
度
等
の
着
実
な
実
施
の
た
め
、
高
経
年
マ
ン
シ
ョ
ン
の
建
替
え
等
に
つ
い
て
、
関
係
団
体
等
と
連
携
し
た
セ
ミ
ナ
ー
や
専
門
家
相
談
の
実

施
等
に
よ
り
、
普
及
啓
発
を
行
う
。
 

1-
1)
7-
1)
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【
国
交
】
住
宅
・
建
築
物
の
耐

震
化
の
促
進
 

 
耐
震
診
断
義
務
付
け
対
象
建
築
物
に
つ
い
て
は
、
令
和
７
年
ま
で
に
耐
震
性
が
不
十
分
な
も
の
を
お
お
む
ね
解
消
す
べ
く
、
耐
震
改
修
促
進
法
に
基
づ

き
、
不
特
定
多
数
の
者
が
利
用
す
る
一
定
規
模
以
上
の
建
築
物
等
に
対
す
る
耐
震
診
断
の
義
務
付
け
を
行
う
こ
と
で
耐
震
化
を
促
進
す
る
と
と
も
に
、
耐

震
診
断
や
耐
震
改
修
に
つ
い
て
重
点
的
支
援
を
行
う
。
ま
た
、
住
宅
に
つ
い
て
は
、
令
和

12
年
ま
で
に
耐
震
性
が
不
十
分
な
も
の
を
お
お
む
ね
解
消
す
べ

く
、
耐
震
化
に
積
極
的
に
取
り
組
む
地
方
公
共
団
体
を
対
象
と
し
た
住
宅
の
耐
震
改
修
等
に
対
す
る
定
額
補
助
等
に
よ
り
、
住
宅
の
耐
震
化
を
促
進
す
る
。

加
え
て
、
避
難
路
沿
道
の
ブ
ロ
ッ
ク
塀
等
に
対
し
耐
震
改
修
促
進
法
の
枠
組
み
を
活
用
し
た
耐
震
診
断
の
実
施
を
促
進
す
る
と
と
も
に
、
耐
震
診
断
や
除

却
・
改
修
等
に
対
す
る
支
援
等
に
よ
り
、
ブ
ロ
ッ
ク
塀
等
の
安
全
確
保
を
促
進
す
る
。
 

1-
1)
2-
7)
7-
1)
7-
3)
 

【
国
交
】
立
地
適
正
化
計
画
の

強
化
（
防
災
を
主
流
化
）
 

 
市
町
村
に
お
け
る
立
地
適
正
化
計
画
へ
の
、
居
住
誘
導
区
域
内
で
行
う
防
災
対
策
・
安
全
確
保
策
を
定
め
る
「
防
災
指
針
」
の
記
載
に
つ
い
て
、
先
行

事
例
の
横
展
開
や
検
討
に
当
た
っ
て
の
助
言
を
行
う
な
ど
に
よ
り
推
進
す
る
。
 

1-
1)
1-
3)
1-
4)
1-
5)
 

【
国
交
】
災
害
ハ
ザ
ー
ド
エ
リ

ア
か
ら
の
移
転
の
促
進
 

 
「
防
災
移
転
支
援
計
画
制
度
」
及
び
課
税
の
特
例
措
置
（「

防
災
移
転
支
援
計
画
」
に
基
づ
き
、
災
害
ハ
ザ
ー
ド
エ
リ
ア
か
ら
、
立
地
適
正
化
計
画
の
誘

導
区
域
内
の
よ
り
安
全
な
区
域
へ
、
施
設
や
住
宅
を
移
転
す
る
場
合
、
移
転
先
と
し
て
取
得
す
る
土
地
建
物
に
係
る
登
録
免
許
税
・
不
動
産
取
得
税
を
軽

減
）
等
に
つ
い
て
、
地
方
公
共
団
体
等
に
対
し
て
引
き
続
き
周
知
等
を
行
う
。
ま
た
、
防
災
移
転
ま
ち
づ
く
り
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
等
の
活
用
を
引
き

続
き
実
施
す
る
と
と
も
に
、「

防
災
集
団
移
転
促
進
事
業
」
に
お
け
る
既
存
市
街
地
・
集
落
の
空
き
地
・
空
き
家
の
活
用
促
進
や
「
都
市
構
造
再
編
集
中
支

援
事
業
」
に
よ
り
、
災
害
ハ
ザ
ー
ド
エ
リ
ア
か
ら
の
移
転
を
促
進
す
る
。
 

1-
1)
1-
3)
1-
4)
1-
5)
 

【
経
産
・
国
交
】
建
築
物
に
お

け
る
電
気
設
備
の
浸
水
対
策
に

か
か
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
周
知
 

 
令
和
元
年
東
日
本
台
風
に
よ
る
大
雨
に
伴
う
内
水
氾
濫
に
よ
り
、
首
都
圏
の
高
層
マ
ン
シ
ョ
ン
に
お
い
て
浸
水
被
害
が
発
生
し
た
こ
と
を
踏
ま
え
、
建

築
物
に
お
け
る
電
気
設
備
の
浸
水
対
策
の
あ
り
方
や
具
体
的
事
例
に
つ
い
て
と
り
ま
と
め
た「

建
築
物
に
お
け
る
電
気
設
備
の
浸
水
対
策
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」

に
つ
い
て
、
関
連
業
界
に
対
し
、
広
く
注
意
喚
起
を
行
う
。
 

2-
7)
3-
2)
3-
3)
 

【
国
交
】
災
害
に
強
い
市
街
地

形
成
に
関
す
る
対
策
 

 
医
療
・
福
祉
施
設
等
の
都
市
機
能
の
災
害
ハ
ザ
ー
ド
エ
リ
ア
か
ら
の
移
転
や
ピ
ロ
テ
ィ
化
、
止
水
板
の
設
置
、
電
源
設
備
の
高
層
階
設
置
等
の
防
災
機

能
強
化
、
土
地
区
画
整
理
事
業
に
よ
る
土
地
の
嵩
上
げ
等
を
計
画
的
に
推
進
す
る
。
 

1-
3)
1-
4)
1-
5)
 

【
国
交
】
首
里
城
の
復
元
に
向

け
た
取
組
 

 
令
和
元
年

10
月
の
火
災
に
よ
り
焼
失
し
た
首
里
城
に
つ
い
て
、
首
里
城
正
殿
の
本
体
工
事
に
着
工
す
る
ほ
か
、
木
材
の
調
達
や
復
元
過
程
の
公
開
に
向

け
た
取
組
等
を
実
施
す
る
。
 

1-
2)
8-
4)
 

【
国
交
】
老
朽
化
し
た
公
営
住

宅
の
建
替
に
よ
る
防
災
・
減
災

対
策
 

 
耐
震
性
が
な
い
、
劣
化
し
て
い
る
な
ど
特
に
老
朽
化
し
た
高
経
年
の
公
営
住
宅
に
つ
い
て
、
地
方
公
共
団
体
が
実
施
す
る
建
替
事
業
を
追
加
支
援
す
る

こ
と
に
よ
り
、
建
替
え
の
加
速
化
を
図
る
。
 

1-
1)
7-
1)
 

【
農
水
・
国
交
・
環
境
】
盛
土

に
よ
る
災
害
の
防
止
 

令
和
３
年
度
実
施
の
盛
土
に
よ
る
災
害
防
止
に
向
け
た
総
点
検
を
踏
ま
え
、
地
方
公
共
団
体
に
よ
る
安
全
性
把
握
の
た
め
の
詳
細
調
査
及
び
対
策
工
事

等
を
支
援
す
る
。
ま
た
、
産
業
廃
棄
物
の
不
法
投
棄
等
の
可
能
性
が
あ
る
盛
土
に
対
す
る
詳
細
調
査
及
び
支
障
除
去
等
事
業
を
支
援
す
る
。
 

1-
1)
2-
1)
2-
7)
7-
3)
7-

5)
7-
6)
 

【
環
境
】
熱
中
症
予
防
対
策
の

強
化
 

 
「
熱
中
症
警
戒
ア
ラ
ー
ト
」
な
ど
に
基
づ
き
、
国
民
、
事
業
者
な
ど
に
よ
る
適
切
な
熱
中
症
予
防
行
動
の
よ
り
一
層
の
定
着
を
目
指
す
こ
と
や
、
広
く

一
般
の
方
や
自
治
体
担
当
者
、
教
育
機
関
等
の
管
理
者
を
対
象
に
し
た
熱
中
症
に
関
す
る
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
開
催
、
令
和
３
年
度
に
改
訂
し
た
「
熱
中
症

環
境
保
健
マ
ニ
ュ
ア
ル
」
を
は
じ
め
と
し
た
知
見
や
普
及
啓
発
資
料
の
自
治
体
等
へ
の
提
供
な
ど
、
引
き
続
き
熱
中
症
予
防
に
係
る
情
報
提
供
を
強
化
す

る
。
ま
た
、
災
害
時
の
熱
中
症
対
策
に
つ
い
て
知
見
の
収
集
や
調
査
を
行
い
、
自
治
体
等
へ
こ
れ
ま
で
の
知
見
と
合
わ
せ
て
提
供
を
行
う
。
 

 
さ
ら
に
、
自
治
体
に
お
け
る
効
果
的
な
熱
中
症
予
防
対
策
を
推
進
す
る
た
め
「
地
域
に
お
け
る
熱
中
症
対
策
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
を
策
定
す
る
。
 

 
災
害
時
に
避
難
所
と
し
て
活
用
さ
れ
る
公
共
施
設
等
に
お
け
る
エ
ア
コ
ン
の
普
及
促
進
の
た
め
、
サ
ブ
ス
ク
リ
プ
シ
ョ
ン
方
式
を
活
用
し
た
モ
デ
ル
事

業
を
行
う
。
 

 
大
規
模
災
害
時
に
も
暑
さ
指
数
（
WB
GT
）
を
継
続
的
に
提
供
で
き
る
よ
う
、
暑
さ
指
数
（
WB
GT
）
の
発
信
体
制
を
強
化
す
る
と
と
も
に
、
引
き
続
き
情

報
活
用
の
た
め
の
認
知
度
向
上
に
努
め
る
。
 

2-
7)
4-
3)
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【
環
境
】
気
候
変
動
影
響
を
踏

ま
え
た
災
害
対
策
 

 
過
去
に
日
本
に
甚
大
な
被
害
を
も
た
ら
し
た
台
風
及
び
そ
の
他
の
気
象
災
害
に
つ
い
て
、
将
来
の
気
候
変
動
下
で
強
度
や
降
水
量
等
に
よ
る
影
響
が
ど

の
よ
う
に
変
化
す
る
か
、
社
会
経
済
分
野
に
ど
の
よ
う
な
影
響
を
及
ぼ
す
か
評
価
し
、
国
や
地
方
公
共
団
体
、
事
業
者
等
が
適
切
に
適
応
策
を
実
施
す
る

た
め
に
必
要
と
な
る
デ
ー
タ
を
整
備
す
る
。
ま
た
、
令
和
３
年
度
に
整
備
し
た
デ
ー
タ
を
、
学
術
研
究
等
に
提
供
す
る
。
 

 
気
象
災
害
に
対
す
る
強
靱
化
の
た
め
、
気
候
変
動
×
防
災
の
取
組
に
つ
い
て
、
地
域
気
候
変
動
適
応
計
画
や
防
災
関
連
の
計
画
等
に
位
置
づ
け
る
こ
と

を
念
頭
に
、
マ
ニ
ュ
ア
ル
整
備
に
向
け
た
課
題
整
理
等
を
実
施
す
る
。
ま
た
、
気
候
変
動
に
関
連
し
た
複
合
的
な
影
響
（
土
砂
災
害
と
洪
水
氾
濫
の
同
時

発
生
に
よ
る
被
害
の
甚
大
化
等
）
や
影
響
の
連
鎖
（
気
候
変
動
に
伴
う
媒
介
動
物
の
分
布
域
拡
大
に
伴
う
感
染
症
リ
ス
ク
の
増
加
等
）
に
関
し
、
そ
の
メ

カ
ニ
ズ
ム
を
分
析
す
る
。
併
せ
て
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
踏
ま
え
た
対
策
の
検
討
を
行
う
に
あ
た
り
必
要
な
情
報
を
自
治
体
、
事
業
者
等
の
主
体
に
提
供
し
、
そ

れ
に
よ
り
地
域
適
応
計
画
の
策
定
を
含
む
適
応
策
の
推
進
に
貢
献
す
る
。
 

1-
4)
2-
6)
6-
5)
 

３
．
保
健
医
療
・
福
祉
 

 
 

施
策
名
称

 
令
和
４
年
度
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
該
当
プ
ロ
グ
ラ
ム

 
【
内
閣
府
】
災
害
時
に
お
け
る

船
舶
を
活
用
し
た
医
療
体
制
の

強
化
に
係
る
調
査
検
討
 

自
衛
隊
艦
艇
等
を
活
用
し
た
災
害
医
療
活
動
の
初
動
か
ら
活
動
完
了
ま
で
の
実
動
訓
練
を
実
施
し
、
そ
の
フ
ィ
ー
ジ
ビ
リ
テ
ィ
や
課
題
等
に
つ
い
て
調

査
を
行
う
。
ま
た
、
自
ら
船
舶
を
確
保
し
、
災
害
医
療
活
動
を
行
う
こ
と
の
で
き
る
民
間
事
業
者
等
の
船
舶
に
つ
い
て
、
現
状
を
調
査
す
る
と
と
も
に
、

当
該
船
舶
を
使
用
し
た
実
証
訓
練
を
行
い
、
災
害
医
療
活
動
に
お
け
る
活
用
可
能
性
を
検
証
す
る
。
 

2-
5)
2-
7)
 

【
文
科
】
国
立
大
学
附
属
病
院

施
設
の
防
災
・
減
災
機
能
強
化
 

 
「
第
５
次
国
立
大
学
法
人
等
施
設
整
備
５
か
年
計
画
」（

令
和
３
年
度
～
７
年
度
）
を
踏
ま
え
た
各
附
属
病
院
の
長
期
整
備
計
画
に
基
づ
い
て
、
安
全
・

安
心
の
確
保
の
た
め
の
施
設
の
耐
震
対
策
や
、
災
害
等
非
常
時
に
お
け
る
地
域
の
医
療
拠
点
と
し
て
必
要
と
な
る
施
設
機
能
確
保
の
た
め
の
老
朽
改
善
や

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
更
新
な
ど
防
災
・
減
災
機
能
強
化
を
含
め
た
施
設
整
備
を
実
施
す
る
。
 

1-
1)
1-
3)
2-
5)
2-
6)
2-

7)
7-
1)
 

【
文
科
】
大
学
・
大
学
院
及
び

附
属
病
院
に
お
け
る
人
材
養
成

機
能
強
化
 

選
定
３
大
学
（
東
北
大
学
、
新
潟
大
学
、
熊
本
大
学
）
で
開
講
さ
れ
た
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
お
い
て
、
医
療
チ
ー
ム
に
よ
り
災
害
医
療
全
般
に
対
応
で

き
る
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
な
人
材
を
引
き
続
き
養
成
し
、
最
終
目
標
値
で
あ
る

19
8
人
以
上
へ
の
教
育
を
実
施
す
る
。
 

2-
1)
2-
3)
2-
5)
2-
6)
2-
7)
 

【
厚
労
】
被
災
地
に
お
け
る
各

種
保
健
医
療
活
動
チ
ー
ム
の
連

携
体
制
構
築
 

 
都
道
府
県
の
実
状
に
合
っ
た
適
切
な
活
動
調
整
が
行
わ
れ
る
よ
う
、
各
活
動
の
所
管
部
局
か
ら
都
道
府
県
の
担
当
部
局
に
対
し
通
知
の
周
知
を
行
っ
て

い
く
。
 

2-
5)
2-
6)
2-
7)
3-
3)
 

【
厚
労
】
災
害
派
遣
医
療
チ
ー

ム
（
DM
AT
）
の
養
成
 

 
DM
AT

の
更
な
る
養
成
を
図
る
。
ま
た
、
DM
AT

司
令
塔
機
能
を
担
う

DM
AT

事
務
局
の
職
員
数
を
増
や
す
こ
と
に
よ
り
、
体
制
強
化
に
取
り
組
む
。
 

2-
3)
2-
5)
 

【
厚
労
】
医
療
施
設
の
耐
震
化
 

災
害
発
生
時
に
診
療
拠
点
と
な
る
災
害
拠
点
病
院
、
重
篤
な
患
者
を
受
け
入
れ
る
救
命
救
急
セ
ン
タ
ー
、
入
院
を
要
す
る
救
急
患
者
の
受
入
を
行
う
二

次
救
急
医
療
機
関
等
の
耐
震
整
備
に
対
す
る
補
助
を
行
う
。
 

1-
1)
1-
3)
2-
5)
2-
6)
2-

7)
7-
1)
7-
3)
8-
1)
8-
2)
 

【
厚
労
】（

都
道
府
県
・
地
域
）

災
害
医
療
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

の
養
成
 

活
動
要
領
を
踏
ま
え
た
研
修
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
更
新
を
行
い
、
活
動
要
領
を
理
解
し
た
（
都
道
府
県
・
地
域
）
災
害
医
療
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
配
置

を
推
進
す
る
。
 

2-
5)
 

【
厚
労
】
病
院
に
お
け
る
事
業

継
続
計
画
（
BC
P）

の
策
定
 

BC
P
策
定
率
が

10
0％

に
達
し
た
災
害
拠
点
病
院
に
つ
い
て
は
、
策
定
し
た

BC
P
に
基
づ
き
定
期
的
に
訓
練
を
実
施
す
る
よ
う
促
し
て
い
く
。
 

ま
た

BC
P
未
策
定
の
災
害
拠
点
病
院
以
外
の
病
院
（
救
命
救
急
セ
ン
タ
ー
・
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
）
に
つ
い
て
は
、
優
先
的
に

BC
P
策
定
研
修

の
受
講
施
設
と
す
る
こ
と
で
、
BC
P
策
定
率
の
向
上
を
図
る
。
 

2-
5)
 

【
厚
労
】
医
療
リ
ソ
ー
ス
の
需

給
の
検
討
 

現
在
想
定
さ
れ
て
い
る
南
海
ト
ラ
フ
地
震
並
び
に
各
地
の
浸
水
害
に
よ
る
被
害
想
定
（
特
に
後
者
は
医
療
機
関
自
体
の
被
害
を
想
定
）
を
基
に
、
医
療

提
供
面
で
脆
弱
な
エ
リ
ア
の
抽
出
を
図
る
。
 

2-
5)
 

【
厚
労
】
災
害
拠
点
病
院
等
の

自
家
発
電
設
備
の
強
化
等
 

災
害
時
に
お
い
て
診
療
機
能
を
３
日
程
度
維
持
す
る
た
め
に
非
常
用
自
家
発
電
設
備
の
増
設
等
（
燃
料
タ
ン
ク
の
増
設
等
）
が
必
要
な
災
害
拠
点
病
院

等
に
対
し
て
、
整
備
に
必
要
な
支
援
を
実
施
す
る
。
 

2-
5)
5-
2)
 

107



【
厚
労
】
災
害
拠
点
病
院
等
の

給
水
設
備
の
強
化
 

災
害
時
に
お
い
て
診
療
機
能
を
３
日
程
度
維
持
す
る
た
め
に
給
水
設
備
の
増
設
等
（
受
水
槽
の
増
設
等
）
が
必
要
な
災
害
拠
点
病
院
等
に
対
し
て
、
整

備
に
必
要
な
支
援
を
実
施
す
る
。
 

2-
5)
 

【
厚
労
】
広
域
災
害
・
救
急
医

療
情
報
シ
ス
テ
ム
（
EM
IS
）
の

機
能
拡
充
等
 

令
和
４
年
度
に
災
害
が
発
生
し
た
場
合
、
そ
の
被
災
経
験
か
ら
得
ら
れ
た
教
訓
を
踏
ま
え
、
必
要
に
応
じ
て

EM
IS

を
活
用
し
た
情
報
収
集
体
制
の
強
化

の
た
め
、
当
該
シ
ス
テ
ム
の
一
部
を
改
修
し
、
操
作
性
・
機
能
の
改
善
、
情
報
項
目
の
追
加
等
を
行
う
。
 

2-
5)
 

【
厚
労
】
感
染
症
法
に
基
づ
く

消
毒
や
害
虫
駆
除
等
の
実
施
 

 
平
時
か
ら
自
治
体
に
お
い
て
適
切
な
健
康
診
断
や
、
防
疫
業
務
用
設
備
備
品
の
購
入
等
を
実
施
す
る
。
 

 
万
一
災
害
が
発
生
し
た
自
治
体
に
お
い
て
は
、
必
要
に
応
じ
た
感
染
症
法
に
基
づ
く
消
毒
や
害
虫
駆
除
等
を
実
施
す
る
。
 

2-
6)
 

【
厚
労
】
予
防
接
種
法
に
基
づ

く
予
防
接
種
の
実
施
 

 
感
染
症
の
発
生
お
よ
び
ま
ん
延
を
防
止
す
る
た
め
、
予
防
接
種
法
に
基
づ
く
予
防
接
種
を
着
実
に
実
施
す
る
。
 

2-
6)
 

【
厚
労
】
都
道
府
県
単
位
で
の

公
民
協
働
の
広
域
的
な
福
祉
支

援
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築
 

 
災
害
福
祉
支
援
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
体
制
整
備
を
促
進
す
る
た
め
、
構
築
済
の
自
治
体
か
ら
好
事
例
を
収
集
し
、
未
構
築
の
自
治
体
に
対
し
周
知
を
図
る

と
と
も
に
、
厚
生
労
働
省
に
お
い
て
「
災
害
福
祉
支
援
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
中
央
セ
ン
タ
ー
事
業
」
を
実
施
し
、
都
道
府
県
間
の
広
域
的
な
連
携
体
制
の
構
築

等
を
進
め
る
。
 

2-
7)
 

【
厚
労
】
社
会
福
祉
施
設
等
の

耐
災
害
性
強
化
対
策
 

 
社
会
福
祉
施
設
等
の
耐
震
化
整
備
及
び
非
常
用
自
家
発
電
設
備
等
の
整
備
を
推
進
す
る
。
 

1-
1)
2-
7)
 

【
厚
労
】
災
害
派
遣
精
神
医
療

チ
ー
ム
（
DP
AT
）
の
養
成
 

 
災
害
時
に
被
災
地
域
の
精
神
保
健
医
療
機
能
を
補
完
す
る
た
め
に
活
動
す
る

DP
AT

を
全
都
道
府
県
に
整
備
す
る
た
め
に
、
DP
AT

を
養
成
す
る
た
め
の

研
修
を
実
施
す
る
。
 

2-
5)
2-
7)
 

【
厚
労
】
救
命
救
急
セ
ン
タ
ー

等
の
非
常
用
通
信
設
備
の
強
化

等
 

全
て
の
救
命
救
急
セ
ン
タ
ー
、
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
、
へ
き
地
医
療
拠
点
病
院
、
へ
き
地
診
療
所
（
有
床
診
療
所
の
み
）、

特
定
機
能
病
院
、
地

域
医
療
支
援
病
院
が
実
施
す
る
非
常
用
通
信
設
備
（
衛
星
携
帯
電
話
、
衛
星
デ
ー
タ
通
信
等
）
の
整
備
を
支
援
す
る
。
 

2-
5)
 

【
厚
労
】
病
院
の
ブ
ロ
ッ
ク
塀

改
修
の
強
化
等
 

患
者
や
周
辺
住
民
へ
の
被
害
を
防
ぐ
た
め
、
病
院
が
実
施
す
る
倒
壊
す
る
恐
れ
の
あ
る
ブ
ロ
ッ
ク
塀
の
改
修
等
に
必
要
な
支
援
を
実
施
す
る
。
 

1-
1)
1-
3)
2-
5)
2-
6)
2-

7)
7-
1)
7-
3)
8-
1)
8-
2)
 

【
厚
労
】
医
療
用
コ
ン
テ
ナ
活

用
の
検
討
 

令
和
３
年
度
に
実
施
し
て
い
る
「
医
療
コ
ン
テ
ナ
調
査
分
析
事
業
」
の
結
果
を
踏
ま
え
て
、
災
害
医
療
等
の
対
策
と
し
て
、
医
療
コ
ン
テ
ナ
の
普
及
・

導
入
促
進
に
つ
い
て
検
討
す
る
。
 

2-
5)
 

４
．
エ
ネ
ル
ギ
ー
 

 
 

施
策
名
称

 
令
和
４
年
度
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
該
当
プ
ロ
グ
ラ
ム

 
【
農
水
】
農
村
地
域
に
お
け
る

農
業
水
利
施
設
を
活
用
し
た
小

水
力
等
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

の
導
入
促
進
 

 
農
業
水
利
施
設
を
活
用
し
た
小
水
力
等
発
電
導
入
の
取
組
を
推
進
す
る
た
め
、
技
術
者
の
育
成
を
図
る
た
め
の
研
修
を
実
施
す
る
。
 

2-
1)
 

【
経
産
】
災
害
時
に
地
域
の
石

油
製
品
供
給
を
維
持
す
る
た
め

の
災
害
対
応
型

SS
の
整
備
 

 
災
害
時
の
物
流
停
滞
リ
ス
ク
に
備
え
、
SS

の
地
下
タ
ン
ク
の
入
換
・
大
型
化
な
ど
燃
料
在
庫
能
力
の
強
化
を
支
援
す
る
。
ま
た
、
SS

の
災
害
対
応
能
力

を
強
化
す
る
た
め
、
災
害
時
燃
料
供
給
訓
練
等
を
支
援
す
る
。
 

1-
6)
2-
1)
3-
2)
5-
2)
6-

1)
8-
5)
 

【
経
産
】
国
家
備
蓄
石
油
の
適

切
な
管
理
 

 
各
地
域
需
要
約
４
日
分
に
相
当
す
る
石
油
製
品
の
国
家
備
蓄
石
油
を
適
切
に
管
理
す
る
。
 

2-
1)
2-
5)
3-
3)
5-
2)
6-
1)
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【
経
産
】
石
油
製
品
の
サ
プ
ラ

イ
チ
ェ
ー
ン
の
維
持
・
強
化
に

向
け
た

SS
過
疎
地
対
策
の
推

進
 

 
自
治
体
と
連
携
し
、
地
域
の
燃
料
需
給
や
ア
ク
セ
ス
、
災
害
や
停
電
時
の
備
え
等
を
考
慮
し
た

SS
過
疎
地
対
策
計
画
等
の
燃
料
供
給
に
関
す
る
計
画
を

策
定
す
る
取
り
組
み
を
推
進
す
る
。
 

2-
1)
5-
2)
6-
1)
8-
5)
 

【
経
産
】
災
害
時
等
に
備
え
て

需
要
家
側
に
燃
料
タ
ン
ク
や
自

家
発
電
設
備
の
設
置
等
の
推
進
 

 
避
難
所
、
多
数
の
避
難
困
難
者
が
生
じ
る
施
設
、
一
時
避
難
所
と
な
り
得
る
施
設
等
と
し
て
地
方
自
治
体
と
協
定
等
を
締
結
し
て
い
る
民
間
施
設
等
に

お
け
る
需
要
家
側
で
の
燃
料
備
蓄
を
推
進
す
る
た
め
、
石
油
タ
ン
ク
、
LP

ガ
ス
タ
ン
ク
、
自
家
発
電
設
備
、
GH
P
空
調
機
等
の
導
入
支
援
事
業
を
実
施
す

る
。
 

 
ま
た
、
一
般
消
費
者
に
よ
る
自
動
車
へ
の
こ
ま
め
な
満
タ
ン
給
油
や
灯
油
買
い
置
き
等
の
自
衛
的
な
燃
料
備
蓄
の
普
及
啓
発
を
行
う
。
 

2-
1)
2-
5)
2-
7)
3-
2)
3-

3)
5-
2)
 

【
経
産
】
災
害
時
石
油
ガ
ス
供

給
連
携
計
画
の
訓
練
の
継
続
及

び
計
画
の
見
直
し
 

災
害
時
に
お
け
る

LP
ガ
ス
の
安
定
供
給
体
制
を
構
築
す
る
た
め
、
中
核
充
填
所
の
新
設
・
既
存
の
中
核
充
填
所
に
お
け
る
自
家
発
電
設
備
の
嵩
上
げ
や

タ
ン
ク
容
量
の
増
加
と
い
っ
た
災
害
対
応
能
力
の
強
化
に
係
る
事
業
を
実
施
す
る
。
 

2-
1)
2-
5)
2-
7)
5-
2)
6-
1)
 

【
経
産
】
災
害
時
に
お
け
る
石

油
製
品
供
給
の
継
続
の
た
め
の

BC
P
の
見
直
し
 

 
石
油
製
品
の
供
給
を
継
続
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
石
油
精
製
・
元
売
各
社
が
策
定
す
る
「
系
列

BC
P」

に
つ
い
て
、
令
和
３
年
度
の
訓
練
に
お
い

て
判
明
し
た
課
題
等
を
踏
ま
え
た
定
期
的
な
見
直
し
を
促
し
、
石
油
業
界
の
災
害
対
応
能
力
の
強
化
を
図
る
。
 

2-
1)
2-
5)
3-
3)
5-
2)
5-

3)
6-
1)
 

【
経
産
】
災
害
時
石
油
供
給
連

携
計
画
の
訓
練
の
継
続
及
び
計

画
の
見
直
し
 

 
災
害
時
石
油
供
給
連
携
計
画
の
訓
練
に
つ
い
て
は
、
そ
の
定
着
・
習
熟
を
図
る
た
め
、
石
油
業
界
、
関
係
省
庁
、
地
方
公
共
団
体
等
が
連
携
し
た
上
で
、

訓
練
を
定
期
的
に
実
施
す
る
。
令
和
３
年
度
の
訓
練
に
お
い
て
見
つ
か
っ
た
課
題
に
つ
い
て
対
応
で
き
る
よ
う
な
形
で
、
訓
練
企
画
を
行
う
。
 

2-
1)
2-
5)
3-
3)
5-
2)
6-
1)
 

【
経
産
】
製
油
所
等
の
緊
急
入

出
荷
能
力
の
強
化
 

 
製
油
所
等
の
強
靱
化
対
策
（
排
水
設
備
の
増
強
等
）
を
実
施
す
る
。
 

2-
1)
2-
5)
3-
3)
5-
2)
5-

3)
6-
1)
7-
2)
 

【
経
産
】
ガ
ス
工
作
物
等
に
係

る
地
震
・
津
波
対
応
力
強
化
 

 
こ
れ
ま
で
の
ガ
ス
事
業
者
の
積
極
的
な
取
組
に
よ
り
、
ガ
ス
導
管
の
耐
震
化
率
が
令
和
７
年
末
ま
で
の
目
標
値
で
あ
る

90
％
を
超
え
て
前
倒
し
で
達
成

さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
引
き
続
き
ガ
ス
事
業
者
以
外
の
需
要
家
等
の
関
係
者
に
も
ガ
ス
管
の
耐
震
化
率
向
上
の
重
要
性
を
丁
寧
に
説
明
し
つ
つ
、
取
組
を
進

め
て
い
く
。
 

2-
1)
5-
2)
6-
1)
 

【
経
産
】
災
害
時
対
応
可
能
な

天
然
ガ
ス
利
用
設
備
の
導
入
及

び
機
能
維
持
強
化
に
よ
る
天
然

ガ
ス
シ
フ
ト
の
促
進
及
び
災
害

時
の
強
靱
性
の
向
上
 

 
中
圧
ガ
ス
導
管
や
耐
震
性
を
向
上
さ
せ
た
低
圧
ガ
ス
導
管
で
ガ
ス
の
供
給
を
受
け
て
い
る
避
難
施
設
等
に
、
災
害
時
に
も
対
応
可
能
な
停
電
対
応
型
の

天
然
ガ
ス
コ
ー
ジ
ェ
ネ
レ
ー
シ
ョ
ン
シ
ス
テ
ム
な
ど
の
天
然
ガ
ス
利
用
設
備
の
導
入
等
を
推
進
す
る
。
 

2-
1)
2-
5)
5-
2)
6-
1)
 

【
経
産
】
石
油
製
品
の
円
滑
な

供
給
に
向
け
た
関
係
府
省
庁
間

連
携
ス
キ
ー
ム
の
構
築
 

 
地
方
公
共
団
体
、
関
係
省
庁
等
と
の
訓
練
に
つ
い
て
は
、
そ
の
定
着
・
習
熟
を
図
る
た
め
、
関
係
機
関
で
連
携
し
た
上
で
、
地
方
公
共
団
体
等
の
ニ
ー

ズ
に
沿
う
形
で
訓
練
等
を
定
期
的
に
実
施
す
る
。
 

2-
1)
2-
5)
3-
3)
5-
2)
 

【
経
産
】
送
配
電
網
の
耐
雪
害

対
策
 

 
過
年
度
発
生
し
た
雪
害
に
よ
る
設
備
ト
ラ
ブ
ル
等
の
事
例
を
鑑
み
、
事
業
者
に
よ
る
発
生
要
因
の
原
因
分
析
や
再
発
防
止
対
策
に
つ
い
て
適
切
な
対
応

が
取
ら
れ
て
い
る
か
を
確
認
、
必
要
に
応
じ
た
指
導
及
び
他
社
へ
の
水
平
展
開
に
つ
い
て
も
検
討
し
て
い
く
。
 

1-
6)
 

【
経
産
】
災
害
時
に
自
立
し
た

電
力
供
給
が
可
能
な
地
域
マ
イ

ク
ロ
グ
リ
ッ
ド
の
構
築
支
援
 

 
頻
発
す
る
災
害
へ
の
レ
ジ
リ
エ
ン
ス
強
化
を
図
る
べ
く
、
地
域
マ
イ
ク
ロ
グ
リ
ッ
ド
の
構
築
を
全
国
に
拡
大
す
る
た
め
導
入
プ
ラ
ン
作
成
支
援
及
び
構

築
支
援
を
さ
ら
に
推
し
進
め
て
い
く
。
ま
た
、
地
域
マ
イ
ク
ロ
グ
リ
ッ
ド
構
築
後
に
災
害
時
の
み
な
ら
ず
平
時
の
活
用
を
踏
ま
え
た
運
用
を
行
う
上
で
、

制
度
上
の
課
題
整
理
・
解
決
の
た
め
関
係
部
局
と
連
携
し
て
い
く
。
 

2-
1)
2-
5)
6-
1)
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【
経
産
】
強
靱
か
つ
持
続
可
能

な
電
気
供
給
体
制
の
確
立
 

災
害
時
連
携
計
画
の
着
実
な
運
用
を
図
る
と
と
も
に
、
必
要
に
応
じ
て
見
直
し
を
行
う
。
 

災
害
等
復
旧
費
用
の
相
互
扶
助
制
度
の
着
実
な
運
用
を
図
る
と
と
も
に
、
必
要
に
応
じ
て
見
直
し
を
行
う
。
 

災
害
時
連
携
計
画
に
基
づ
き
、
一
般
送
配
電
事
業
者
間
、
自
衛
隊
、
地
方
自
治
体
、
通
信
等
他
イ
ン
フ
ラ
と
の
連
携
強
化
に
取
り
組
む
。
 

災
害
に
よ
る
電
柱
倒
壊
に
伴
う
長
期
停
電
を
防
止
し
、
電
力
を
安
定
供
給
す
る
た
め
、
重
要
施
設
へ
の
電
力
供
給
ル
ー
ト
の
う
ち
、
複
線
化
さ
れ
て
い

な
い
ル
ー
ト
な
ど
に
つ
い
て
、
一
般
送
配
電
事
業
者
に
お
い
て
無
電
柱
化
を
着
実
に
進
め
る
。
 

2-
1)
2-
5)
5-
2)
6-
1)
 

【
経
産
】
ス
マ
ー
ト
保
安
の
促

進
 

ス
マ
ー
ト
保
安
官
民
協
議
会
に
て
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
の
内
容
や
進
捗
に
つ
い
て
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
を
行
う
。
特
に
、
経
済
産
業
省
と
し
て
は
、
テ
ク

ノ
ロ
ジ
ー
の
活
用
に
よ
り
保
安
レ
ベ
ル
を
持
続
的
に
向
上
さ
せ
る
た
め
、「

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
を
活
用
し
つ
つ
、
自
立
的
に
高
度
な
保
安
を
確
保
で
き
る
事
業

者
」
に
つ
い
て
、
安
全
の
確
保
を
前
提
に
、
そ
の
保
安
確
保
能
力
に
応
じ
て
手
続
・
検
査
の
在
り
方
を
見
直
す
。
 

5-
2)
5-
3)
6-
1)
 

【
経
産
】
送
電
網
の
整
備
・
強

化
対
策
 

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
大
量
導
入
へ
の
対
応
と
電
力
融
通
の
更
な
る
円
滑
化
の
た
め
に
、
全
国
大
で
の
広
域
連
系
系
統
の
形
成
を
計
画
的
に
進
め
る

べ
く
、
送
電
網
整
備
に
関
す
る
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
策
定
の
取
組
を
着
実
か
つ
迅
速
に
進
め
る
。
令
和
４
年
度
中
を
目
途
に
策
定
を
目
指
す
。
 

2-
1)
2-
5)
5-
2)
6-
1)
 

【
環
境
】
災
害
・
停
電
時
に
役

立
つ
避
難
施
設
防
災
拠
点
の
再

エ
ネ
・
蓄
エ
ネ
設
備
等
の
自
立
・

分
散
型
エ
ネ
ル
ギ
ー
設
備
に
関

す
る
対
策
 

 
地
域
防
災
計
画
に
避
難
施
設
等
と
し
て
位
置
付
け
ら
れ
た
、
又
は
災
害
等
発
生
時
に
業
務
を
維
持
す
る
べ
き
公
共
施
設
に
お
け
る
、
大
規
模
災
害
時
に

お
い
て
も
発
電
・
電
力
供
給
等
の
機
能
発
揮
が
可
能
な
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
停
電
時
自
立
機
能
を
持
つ
コ
ジ
ェ
ネ
レ
ー
シ
ョ
ン
シ
ス
テ
ム
等
の
自
立
・

分
散
型
エ
ネ
ル
ギ
ー
設
備
の
整
備
等
を
実
施
す
る
。
 

2-
1)
2-
5)
2-
7)
5-
2)
6-
1)
 

５
．
金
融
 

 
 

施
策
名
称

 
令
和
４
年
度
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
該
当
プ
ロ
グ
ラ
ム

 
【
金
融
】
金
融
機
関
に
お
け
る

水
や
食
糧
、
防
災
品
等
の
必
需

品
の
備
蓄
 

必
需
品
の
備
蓄
が
行
わ
れ
て
い
な
い
等
の
金
融
機
関
に
対
し
て
は
、
対
応
を
促
し
て
い
く
。
 

5-
7)
 

【
金
融
】
金
融
機
関
に
お
け
る

通
信
手
段
の
多
様
化
 

通
信
手
段
の
多
様
化
が
図
ら
れ
て
い
な
い
金
融
機
関
に
対
し
て
は
、
通
信
手
段
の
多
様
化
等
を
促
し
て
い
く
。
 

5-
7)
 

【
金
融
】
金
融
機
関
に
お
け
る

国
内
外
へ
の
情
報
発
信
 

 
災
害
が
発
生
し
た
場
合
に
は
、
金
融
機
関
に
お
い
て
、
融
資
相
談
窓
口
の
設
置
や
災
害
特
別
融
資
の
取
扱
い
等
、
適
時
的
確
な
情
報
発
信
を
行
う
。
 

8-
6)
 

【
金
融
】
金
融
機
関
に
お
け
る

BC
P
の
策
定
・
実
効
性
の
検
証
、

非
常
時
参
集
要
員
体
制
の
整
備
 

非
常
時
参
集
体
制
等
を
含
む
金
融
機
関
の

BC
P
の
実
効
性
の
検
証
等
に
つ
い
て
、
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
を
行
っ
て
い
く
。
 

5-
7)
8-
6)
 

【
金
融
】
金
融
機
関
の
シ
ス
テ

ム
セ
ン
タ
ー
等
の
バ
ッ
ク
ア
ッ

プ
サ
イ
ト
の
確
保
等
 

シ
ス
テ
ム
セ
ン
タ
ー
等
の
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
サ
イ
ト
が
確
保
さ
れ
て
い
な
い
金
融
機
関
に
対
し
て
は
、
対
応
を
促
し
て
い
く
。
 

5-
7)
 

【
金
融
】
各
金
融
機
関
等
の
シ

ス
テ
ム
セ
ン
タ
ー
等
の
耐
震

化
、
自
家
発
電
機
の
設
置
等
 

シ
ス
テ
ム
セ
ン
タ
ー
等
の
耐
震
化
、
自
家
発
電
機
の
設
置
・
定
期
的
な
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
が
未
済
と
な
っ
て
い
る
金
融
機
関
等
に
対
し
て
は
、
対
応
を
促

し
て
い
く
。
 

5-
7)
7-
1)
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【
金
融
】
銀
行
業
界
な
ど
関
係

業
界
内
横
断
的
な
防
災
訓
練
等

の
実
施
 

 
防
災
訓
練
等
を
引
き
続
き
実
施
し
、
防
災
意
識
を
高
め
る
と
と
も
に
、
課
題
の
発
見
・
解
決
等
に
取
り
組
む
。
 

 
定
期
的
な
防
災
訓
練
を
行
う
こ
と
で
、
防
災
意
識
を
高
め
る
と
と
も
に
、
有
事
の
際
の
行
動
を
確
認
し
て
お
く
こ
と
で
、
実
際
の
対
応
が
必
要
に
な
っ

た
場
合
に
滞
り
な
く
情
報
共
有
等
が
行
え
る
よ
う
に
な
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
た
め
、
金
融
庁
、
中
央
銀
行
、
３
市
場
、
関
係
金
融
機
関
の
参
加
に
よ
る

合
同
防
災
訓
練
を
実
施
す
る
。
 

5-
7)
8-
6)
 

６
．
情
報
通
信
 

 
 

施
策
名
称

 
令
和
４
年
度
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
該
当
プ
ロ
グ
ラ
ム

 

【
内
閣
府
】
総
合
防
災
情
報
シ

ス
テ
ム
の
整
備
 

 
令
和
元
年
度
か
ら
運
用
を
開
始
し
て
い
る
新
た
な
総
合
防
災
情
報
シ
ス
テ
ム
の
定
期
保
守
等
を
通
じ
、
安
定
的
な
運
用
体
制
を
確
保
す
る
。
ま
た
、
令

和
３
年
度
末
ま
で
に
東
京
電
力
及
び
関
西
電
力
の
停
電
情
報
の
詳
細
化
を
行
っ
た
こ
と
に
引
き
続
き
、
他
省
庁
等
の
保
有
す
る
情
報
シ
ス
テ
ム
と
の
連
携

強
化
を
進
め
、
情
報
登
録
の
自
動
化
を
図
る
。
 

4-
3)
 

【
内
閣
府
】
中
央
防
災
無
線
網

設
備
の
整
備
 

指
定
公
共
機
関
等
と
の
通
信
を
行
う
た
め
の
衛
星
携
帯
電
話
送
受
信
設
備
の
整
備
を
推
進
す
る
。
 

 
中
央
防
災
無
線
網
の
機
能
を
維
持
す
る
た
め
、
通
信
設
備
、
電
源
設
備
及
び
情
報
シ
ス
テ
ム
の
修
繕
及
び
更
新
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
指
定
公
共
機

関
と
設
備
整
備
に
係
る
協
議
を
行
う
。
 

3-
2)
4-
1)
 

【
内
閣
府
】
SN
S
を
活
用
し
た

防
災
情
報
の
収
集
機
能
強
化
 

 
SN
S
を
活
用
し
た
情
報
発
信
、
情
報
収
集
に
努
め
る
。
 

4-
3)
 

【
内
閣
府
】
準
天
頂
衛
星
シ
ス

テ
ム
を
活
用
し
た
防
災
機
能
の

強
化
 

衛
星
安
否
確
認
サ
ー
ビ
ス
の
導
入
自
治
体
の
増
加
に
向
け
た
普
及
活
動
を
推
進
す
る
。
 

衛
星
安
否
確
認
サ
ー
ビ
ス
の
機
能
向
上
で
は
ス
マ
ホ

de
リ
レ
ー
を
活
用
し
た
避
難
所
外
情
報
の
収
集
機
能
の
実
証
事
業
を
実
施
す
る
。
 

災
害
・
危
機
管
理
通
報
サ
ー
ビ
ス
で
は
小
型
デ
バ
イ
ス
の
開
発
を
推
進
し
、
警
報
種
別
拡
大
の
た
め
標
準
フ
ォ
ー
マ
ッ
ト
に
関
す
る
研
究
開
発
や
機
能

向
上
の
整
備
事
業
を
推
進
す
る
。
 

 
７
機
体
制
確
立
の
た
め
の
追
加
３
機
（
５
、
６
、
７
号
機
）
の
衛
星
開
発
を
推
進
す
る
。
 

4-
1)
4-
3)
 

【
総
務
】
Ｌ
ア
ラ
ー
ト
情
報
の

迅
速
か
つ
確
実
な
伝
達
及
び
高

度
化
の
推
進
 

他
の
災
害
関
連
シ
ス
テ
ム
と
の
連
携
に
よ
り
、
地
理
空
間
情
報
と
紐
付
い
た
情
報
を
住
民
や
行
政
機
関
へ
提
供
が
可
能
と
な
る
よ
う
調
査
研
究
を
実
施

し
、
災
害
情
報
の
視
覚
化
を
推
進
す
る
。
 

1-
6)
4-
2)
4-
3)
 

【
総
務
】
難
聴
地
域
解
消
の
た

め
の
ラ
ジ
オ
中
継
局
の
整
備
の

推
進
 

 
令
和
３
年
度
ま
で
の
取
組
状
況
を
踏
ま
え
、
難
聴
地
域
解
消
の
た
め
の
ラ
ジ
オ
中
継
局
の
整
備
に
対
し
て
支
援
措
置
を
継
続
し
、
災
害
対
策
と
し
て
の

ラ
ジ
オ
中
継
局
の
整
備
等
を
推
進
す
る
。
 

4-
2)
4-
3)
 

【
総
務
】
災
害
対
策
と
し
て
の

ラ
ジ
オ
中
継
局
の
整
備
の
推
進
 
 
令
和
３
年
度
ま
で
の
取
組
状
況
を
踏
ま
え
、
放
送
停
波
に
よ
る
情
報
遮
断
の
回
避
と
い
っ
た
防
災
上
の
観
点
に
よ
る
ラ
ジ
オ
送
信
所
の
新
規
整
備
等
に

対
し
て
支
援
措
置
を
継
続
し
、
災
害
対
策
と
し
て
の
ラ
ジ
オ
中
継
局
の
整
備
等
を
推
進
す
る
。
 

4-
2)
 

【
総
務
】
放
送
局
等
の
耐
災
害

性
を
強
化
す
る
た
め
の
予
備
送

信
設
備
等
の
整
備
 

 
令
和
３
年
度
ま
で
の
取
組
状
況
を
踏
ま
え
、
大
規
模
な
自
然
災
害
に
よ
り
、「

重
大
事
故
」
が
発
生
し
な
い
よ
う
、
放
送
事
業
者
が
行
う
地
上
基
幹
放
送

等
の
耐
災
害
性
強
化
に
係
る
対
策
の
た
め
の
予
備
送
信
設
備
等
の
整
備
に
対
し
て
予
算
措
置
に
よ
り
支
援
す
る
。
 

4-
2)
 

【
総
務
】
災
害
時
に
円
滑
な
臨

時
災
害
放
送
局
の
開
設
 

 
平
時
に
お
い
て
は
地
方
公
共
団
体
等
が
行
う
送
信
点
調
査
や
運
用
訓
練
に
活
用
し
、
災
害
時
に
お
い
て
は
地
方
公
共
団
体
に
対
し
て
貸
し
出
す
こ
と
に

よ
り
、
災
害
時
に
お
け
る
迅
速
な
開
設
を
図
る
。
ま
た
、
大
規
模
災
害
時
に
テ
レ
ビ
放
送
が
途
絶
し
な
い
よ
う
、
総
合
通
信
局
等
に
お
い
て
可
搬
型
予
備

送
信
設
備
等
の
運
用
研
修
・
訓
練
を
行
う
と
と
も
に
、
地
方
公
共
団
体
や
放
送
事
業
者
が
可
搬
型
予
備
送
信
設
備
等
を
活
用
で
き
る
よ
う
、
運
用
体
制
の

整
備
を
図
る
。
 

4-
3)
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【
総
務
】
日
本
郵
便
株
式
会
社

に
お
け
る
事
業
継
続
の
た
め
の

防
災
用
品
の
備
蓄
 

 
防
災
用
備
蓄
の
強
化
の
た
め
、
品
目
、
数
量
等
の
見
直
し
を
行
う
。
 

 
賞
味
期
限
・
使
用
期
限
に
合
わ
せ
て
防
災
用
品
を
更
改
す
る
。
 

 
備
蓄
食
料
に
つ
い
て
令
和
４
年
度
は

34
万
セ
ッ
ト
更
改
す
る
。
 

5-
7)
 

【
総
務
】
日
本
郵
便
株
式
会
社

に
お
け
る
郵
便
事
業
に
係
る
事

業
継
続
計
画
の
策
定
 

令
和
４
年
度
の
災
害
対
応
・
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
応
を
踏
ま
え
た

BC
P・

マ
ニ
ュ
ア
ル
の
見
直
し
等
を
行
う
。
 

ま
た
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
応
を
踏
ま
え
、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
記
載
し
て
い
る
事
項
の
盛
り
込
み
等
追
記
検
討
を
行
う
。
 

5-
7)
 

【
総
務
】
ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ
ネ

ッ
ト
ワ
ー
ク
の
強
靱
化
支
援
 

 
条
件
不
利
地
域
等
に
該
当
す
る
地
域
に
お
け
る
ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
光
化
に
関
す
る
事
業
及
び
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
複
線
化
等
を
通
じ
た

強
靱
化
を
目
的
と
す
る
事
業
を
確
実
に
実
施
す
る
。
 

4-
2)
4-
3)
 

【
総
務
】
災
害
時
の
通
信
サ
ー

ビ
ス
確
保
の
た
め
の
連
携
の
拡

大
・
普
及
に
関
す
る
対
策
 

 
大
規
模
自
然
災
害
時
に
お
け
る
、
災
害
対
応
の
重
要
拠
点
と
な
る
市
町
村
役
場
や
都
道
府
県
庁
の
迅
速
な
通
信
被
害
状
況
の
把
握
及
び
応
急
復
旧
等
を

行
う
と
と
も
に
、
電
力
供
給
、
燃
料
供
給
及
び
倒
木
処
理
等
と
の
連
携
を
図
る
こ
と
等
の
課
題
に
対
応
す
る
た
め
、
令
和
３
年
度
に
実
施
し
た
、
総
務
省

等
の
国
の
機
関
、
被
災
地
で
あ
る
地
方
自
治
体
及
び
通
信
事
業
者
等
が
連
携
し
て
行
う
べ
き
初
動
対
応
を
想
定
し
た
訓
練
を
引
き
続
き
実
施
し
、
連
携
の

拡
大
・
普
及
を
図
る
。
 

4-
1)
4-
3)
 

【
総
務
】
デ
ー
タ
セ
ン
タ
ー
、

海
底
ケ
ー
ブ
ル
等
の
地
方
分
散

に
よ
る
デ
ジ
タ
ル
イ
ン
フ
ラ
強

靱
化
事
業
 

令
和
３
年
度
補
正
予
算
事
業
「
デ
ー
タ
セ
ン
タ
ー
、
海
底
ケ
ー
ブ
ル
等
の
地
方
分
散
に
よ
る
デ
ジ
タ
ル
イ
ン
フ
ラ
強
靱
化
事
業
」
に
よ
り
デ
ジ
タ
ル
イ

ン
フ
ラ
整
備
基
金
を
造
成
し
、
民
間
事
業
者
等
に
よ
る
デ
ジ
タ
ル
イ
ン
フ
ラ
整
備
に
助
成
を
行
う
。
 

4-
1)
 

【
総
務
】
大
規
模
災
害
時
に
お

け
る
電
気
通
信
事
業
者
間
の
連

携
・
協
力
 

電
気
通
信
事
業
者
間
に
お
い
て
、
緊
急
通
報
ロ
ー
ミ
ン
グ
に
係
る
技
術
的
課
題
等
の
机
上
検
討
を
実
施
す
る
。
 

4-
1)
 

【
総
務
】
高
精
度
リ
モ
ー
ト
セ

ン
シ
ン
グ
デ
ー
タ
の
配
信
技
術

の
開
発
及
び
基
盤
の
整
備
 

MP
-P
AW
R
の
早
期
の
社
会
実
装
を
図
る
た
め
、
老
朽
化
が
進
む
旧
方
式
の
レ
ー
ダ
ー
設
備
(P
AW
R)
を

MP
-P
AW
R
に
更
改
す
る
。
ま
た
、
膨
大
な
観
測
デ

ー
タ
を
リ
ア
ル
タ
イ
ム
に
伝
送
す
る
た
め
、
圧
縮
し
て
伝
送
・
復
元
す
る
た
め
の
要
素
技
術
を
開
発
す
る
。
 

1-
4)
1-
5)
4-
1)
4-
3)
 

【
文
科
】
気
象
庁
の
津
波
予
報

等
へ
の
貢
献
を
目
的
と
し
た
地

震
・
津
波
・
火
山
観
測
網
の
強

化
 

老
朽
化
に
よ
る
故
障
等
に
よ
り
情
報
発
信
が
滞
る
こ
と
が
な
い
よ
う
、
機
器
更
新
を
計
画
的
に
実
施
し
て
観
測
網
の
安
定
運
用
に
努
め
、
老
朽
化
し
た

観
測
施
設
の
改
修
・
更
新
に
つ
い
て
検
討
す
る
。
ま
た
、
観
測
デ
ー
タ
を
活
用
し
た
地
震
動
及
び
津
波
の
即
時
予
測
技
術
に
関
す
る
研
究
開
発
に
お
け
る

社
会
実
装
に
向
け
た
開
発
シ
ス
テ
ム
の
高
度
化
、
ハ
ザ
ー
ド
評
価
の
精
度
向
上
に
つ
な
が
る
長
期
評
価
の
高
度
化
に
関
す
る
研
究
開
発
並
び
に
火
山
活
動

の
推
移
を
把
握
す
る
研
究
開
発
を
推
進
す
る
。
 

1-
3)
1-
5)
4-
3)
 

【
文
科
】
技
術
試
験
衛
星
９
号

機
（
ET
S-
9）

等
の
通
信
衛
星
の

開
発
 

 
20
20

年
代
に
災
害
通
信
を
含
む
衛
星
通
信
の
主
流
と
な
る
次
世
代
静
止
通
信
衛
星
を
実
現
す
る
た
め
、
平
成

28
年
度
か
ら
開
発
に
着
手
し
た

ET
S-
9

に
お
い
て
は
、
ET
S-
Ⅷ
の

10
年
の
運
用
で
得
ら
れ
た
知
見
・
技
術
を
活
用
し
つ
つ
、
令
和
２
年
度
か
ら
着
手
し
た
⼤
容
量
⾼
速
通
信
を
可
能
と
す
る
フ
ル

デ
ジ
タ
ル
ペ
イ
ロ
ー
ド
の
追
加
開
発
を
含
め
、
開
発
を
着
実
に
推
進
す
る
。
 

2-
5)
4-
1)
4-
2)
4-
3)
 

【
環
境
】
放
射
線
監
視
体
制
の

機
能
維
持
に
関
す
る
強
化
対
策
 

 
原
子
力
関
係
施
設
の
周
辺
地
域
に
お
け
る
放
射
線
量
等
の
測
定
・
分
析
等
を
行
う
施
設
・
設
備
・
機
器
の
老
朽
化
が
進
ん
で
い
る
。
計
画
的
に
更
新
し

な
け
れ
ば
機
器
の
故
障
等
に
よ
っ
て
放
射
線
の
測
定
等
が
途
絶
し
、
原
子
力
関
係
施
設
の
安
全
性
が
確
保
で
き
ず
、
ま
た
国
民
へ
の
情
報
発
信
も
途
絶
え

る
。
こ
の
た
め
、
老
朽
化
が
進
ん
だ
施
設
・
設
備
・
機
器
を
優
先
的
に
更
新
し
、
原
子
力
関
係
施
設
の
常
時
監
視
の
機
能
を
維
持
す
る
。
 

3-
3)
4-
3)
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７
．
産
業
構
造
 

 
 

施
策
名
称

 
令
和
４
年
度
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
該
当
プ
ロ
グ
ラ
ム

 
【
内
閣
府
】
民
間
企
業
及
び
企

業
間
/企

業
体
/業

界
等
に
お
け

る
BC
P
の
策
定
促
進
及
び

BC
M

の
普
及
推
進
 

 
民
間
企
業
等
の
事
業
継
続
体
制
（
BC
P
の
策
定
状
況
）
に
関
す
る
実
態
調
査
を
実
施
す
る
。
 

 
ま
た
、
内
閣
府
が
策
定
し
て
い
る
「
事
業
継
続
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
に
つ
い
て
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
拡
大
や
近
年
の
災
害
の
頻
発
化
・
激

甚
化
等
の
社
会
情
勢
の
変
動
を
踏
ま
え
た
内
容
に
改
定
す
る
こ
と
を
検
討
す
る
。
 

5-
1)
5-
2)
5-
8)
6-
1)
 

【
内
閣
府
】
企
業
の
本
社
機
能

の
地
方
移
転
・
拡
充
の
支
援
 

 
地
方
に
お
け
る
雇
用
創
出
の
た
め
、
企
業
の
本
社
機
能
の
地
方
へ
の
移
転
や
、
地
方
に
お
け
る
拡
充
を
引
き
続
き
促
進
す
べ
く
、
地
方
拠
点
強
化
税
制

（
オ
フ
ィ
ス
減
税
・
雇
用
促
進
税
制
）
等
の
措
置
を
活
用
す
る
。
加
え
て
、
令
和
４
年
度
税
制
改
正
に
お
い
て
制
度
の
拡
充
が
さ
れ
た
こ
と
を
踏
ま
え
、

そ
の
効
果
や
社
会
情
勢
等
を
見
極
め
な
が
ら
、
本
税
制
の
今
後
の
在
り
方
等
に
つ
い
て
検
討
す
る
。
 

5-
1)
 

【
経
産
】
災
害
対
応
等
の
た
め

の
ド
ロ
ー
ン
・
空
飛
ぶ
ク
ル
マ

の
実
装
に
向
け
た
開
発
・
実
証
 

災
害
時
の
被
災
状
況
調
査
や
、
老
朽
化
す
る
イ
ン
フ
ラ
点
検
、
捜
索
、
物
流
な
ど
に
活
用
で
き
る
ド
ロ
ー
ン
や
空
飛
ぶ
ク
ル
マ
が
、
安
全
か
つ
効
率
的

に
飛
行
す
る
た
め
の
性
能
評
価
基
準
、
航
空
機
と
の
よ
り
安
全
で
効
率
的
な
航
行
に
必
要
と
な
る
運
航
管
理
技
術
等
に
つ
い
て
、
複
数
年
に
わ
た
り
、
福

島
ロ
ボ
ッ
ト
テ
ス
ト
フ
ィ
ー
ル
ド
等
を
活
用
し
て
開
発
を
開
始
す
る
。
 

1-
3)
2-
1)
2-
2)
2-
7)
 

【
経
産
】
東
ア
ジ
ア
及
び
我
が

国
の
知
見
を
活
用
し
た
災
害
に

強
い
イ
ン
フ
ラ
整
備
等
に
向
け

た
政
策
研
究
 

 
現
地
政
府
を
巻
き
込
ん
だ
東
ア
ジ
ア
・
AS
EA
N
の
防
災
能
力
強
化
に
向
け
た
政
策
提
言
活
動
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
等
を
通
じ
た
研

究
結
果
の
普
及
に
努
め
る
。
 

5-
1)
 

【
経
産
】
高
圧
ガ
ス
設
備
の
耐

震
設
計
基
準
の
見
直
し
 

 
大
規
模
な
自
然
災
害
時
に
お
け
る
コ
ン
ビ
ナ
ー
ト
・
重
要
な
産
業
施
設
（
事
故
発
生
時
に
大
き
な
被
害
を
与
え
る
も
の
）
の
損
壊
、
火
災
、
爆
発
等
の

低
減
に
当
た
っ
て
、
液
状
化
、
流
動
化
等
へ
の
対
策
に
つ
い
て
の
検
討
を
行
う
と
と
も
に
、
耐
震
性
能
評
価
法
の
見
直
し
に
関
す
る
検
討
を
行
い
、
必
要

に
応
じ
て
高
圧
ガ
ス
設
備
の
耐
震
設
計
基
準
見
直
し
の
検
討
を
行
う
。
 

5-
1)
5-
3)
7-
5)
 

【
経
産
】
石
油
化
学
事
業
者
に

よ
る
人
材
育
成
や
リ
ス
ク
ア
セ

ス
メ
ン
ト
等
に
関
す
る
実
施
計

画
の
策
定
と
そ
の

PD
CA

実
施

の
促
進
 

 
石
油
化
学
事
業
者
が
人
材
育
成
や
リ
ス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト
等
に
関
す
る
安
全
確
保
の
具
体
的
な
実
施
計
画
を
策
定
し
、
毎
年
の

PD
CA

サ
イ
ク
ル
の
実

施
に
よ
り
実
効
性
を
高
め
る
こ
と
を
促
進
す
る
。
 

 
令
和
３
年
度
実
施
計
画
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
を
ま
と
め
る
と
と
も
に
、
そ
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
内
容
や
課
題
を
踏
ま
え
た
令
和
４
年
度
実
施
計
画
を
策

定
し
、
７
月
ま
で
に
公
表
す
る
。
 

 
ま
た
、
巨
大
地
震
・
津
波
、
最
近
多
発
し
て
い
る
風
水
害
な
ど
を
想
定
し
た
、
従
業
員
等
の
避
難
、
設
備
の
あ
り
方
な
ど
の
対
応
方
針
に
関
す
る
情
報

交
換
を
行
い
、
よ
り
効
果
が
上
が
り
、
か
つ
、
合
理
的
な
考
え
方
、
事
例
な
ど
に
つ
い
て
業
界
団
体
が
主
催
す
る
有
識
者
講
演
会
、
委
員
会
に
加
え
説
明

会
な
ら
び
に
勉
強
会
開
催
等
の
場
を
通
じ
て
、
人
材
育
成
に
つ
な
が
る
情
報
の
共
有
化
を
図
る
。
 

5-
1)
 

【
経
産
】
中
小
企
業
・
小
規
模

事
業
者
の
事
前
の
防
災
・
減
災

対
策
の
促
進
 

 
中
小
企
業
・
小
規
模
事
業
者
に
よ
る
自
然
災
害
へ
の
事
前
の
防
災
・
減
災
対
策
の
取
組
を
促
進
す
る
た
め
、「

事
業
継
続
力
強
化
計
画
」
の
普
及
啓
発
、

策
定
支
援
を
引
き
続
き
実
施
し
て
い
く
と
と
も
に
、「

連
携
事
業
継
続
力
強
化
計
画
」
の
取
組
を
増
や
し
、
遠
隔
地
で
の
代
替
生
産
等
の
好
事
例
を
横
展
開

す
る
。
ま
た
、
近
年
の
豪
雨
災
害
で
の
被
災
事
業
者
に
お
い
て
は
、
損
害
保
険
に
加
入
し
て
い
な
か
っ
た
こ
と
か
ら
資
金
繰
り
に
困
窮
す
る
事
業
者
が
存

在
し
た
た
め
、
適
切
な
保
険
プ
ラ
ン
へ
の
見
直
し
・
加
入
促
進
に
向
け
た
施
策
の
検
討
を
行
う
。
 

5-
1)
 

【
経
産
】
指
針
に
基
づ
く
更
新

計
画
及
び

BC
P
策
定
に
よ
る
工

業
用
水
道
強
靱
化
の
推
進
 

 
工
業
用
水
道
事
業
向
け

BC
P
策
定
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
公
表
し
、
ブ
ロ
ッ
ク
会
議
等
に
お
い
て
当
該
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
及
び
ア
セ
ッ
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
指
針

に
つ
い
て
事
業
者
に
周
知
啓
発
を
行
い
、
当
該
指
針
に
基
づ
く
計
画
及
び

BC
P
の
策
定
を
促
す
と
と
も
に
、
策
定
状
況
に
つ
い
て
把
握
す
る
た
め
、
調
査

を
行
う
。
 

 
強
靱
化
事
業
（
耐
震
化
・
浸
水
対
策
・
停
電
対
策
等
）
の
進
捗
を
促
す
べ
く
工
業
用
水
道
事
業
費
補
助
金
制
度
を
見
直
し
た
と
こ
ろ
で
あ
り
、
引
き
続

き
ア
セ
ッ
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
指
針
に
基
づ
く
計
画
ま
た
は

BC
P
に
基
づ
き
実
施
さ
れ
る
事
業
や
５
か
年
加
速
化
対
策
に
基
づ
く
強
靱
化
の
加
速
化
が
必
要

な
事
業
に
対
す
る
支
援
を
行
う
。
 

5-
9)
6-
2)
8-
3)
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【
経
産
】
広
域
的
災
害
発
生
時

の
工
業
用
水
道
事
業
に
お
け
る

応
援
体
制
の
確
保
 

 
各
経
済
産
業
局
単
位
で
開
催
さ
れ
る
ブ
ロ
ッ
ク
会
議
等
に
て
全
国
相
互
応
援
体
制
の
再
周
知
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
各
地
域
で
行
わ
れ
る
応
援
体
制

の
更
な
る
充
実
に
つ
い
て
の
検
討
状
況
を
踏
ま
え
つ
つ
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
合
同
訓
練
や
協
定
の
整
備
等
に
つ
い
て
も
促
し
て
い
く
。
 

 
各
工
業
用
水
道
事
業
者
が
保
有
し
て
い
る
応
急
対
策
資
材
の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
を
定
期
更
新
す
る
。
 

5-
9)
6-
2)
8-
5)
 

【
国
交
】
防
災
・
減
災
の
担
い

手
（
建
設
業
）
の
確
保
等
の
推

進
 

 
建
設
業
に
お
け
る
将
来
の
担
い
手
確
保
に
向
け
て
、
以
下
の
施
策
を
実
施
す
る
。
 

①
建
設
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
シ
ス
テ
ム
の
普
及
促
進
、
社
会
保
険
等
へ
の
加
入
徹
底
に
よ
る
技
能
労
働
者
の
処
遇
改
善
 

 
ひ
き
つ
づ
き
建
設
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
シ
ス
テ
ム
の
普
及
・
促
進
に
努
め
る
と
と
も
に
、
現
場
レ
ベ
ル
で
の
利
用
促
進
、
加
入
者
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
の
付

与
を
推
進
す
る
。
 

 
「
建
設
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
シ
ス
テ
ム
処
遇
改
善
推
進
協
議
会
」
に
お
い
て
、
建
設
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
シ
ス
テ
ム
の
普
及
・
活
用
を
通
じ
た
社
会
保
険
加

入
の
徹
底
、
労
務
費
及
び
法
定
福
利
費
の
確
保
等
を
推
進
す
る
。「

建
設
業
の
一
人
親
方
問
題
に
関
す
る
検
討
会
」
の
中
間
と
り
ま
と
め
を
踏
ま
え
、
実
効

性
あ
る
対
策
を
検
討
・
実
施
す
る
。
 

②
新
・
担
い
手
３
法
に
基
づ
く
工
期
の
適
正
化
や
施
工
時
期
の
平
準
化
の
推
進
等
に
よ
る
、
建
設
業
の
働
き
方
改
革
と
生
産
性
向
上
 

 
工
期
の
適
正
化
を
図
る
た
め
、「

工
期
に
関
す
る
基
準
」（

令
和
２
年
７
月
中
央
建
設
業
審
議
会
作
成
・
勧
告
）
に
つ
い
て
、
引
き
続
き
、
公
共
工
事
・

民
間
工
事
を
問
わ
ず
、
周
知
徹
底
を
図
っ
て
い
く
。
 

 
ま
た
、
施
工
時
期
の
平
準
化
を
図
る
た
め
、
地
方
公
共
団
体
へ
の
働
き
か
け
を
引
き
続
き
実
施
す
る
ほ
か
、
地
方
公
共
団
体
が
平
準
化
の
進
捗
状
況
を

自
ら
把
握
・
管
理
す
る
取
組
の
促
進
な
ど
、
平
準
化
の
取
組
を
一
層
推
進
す
る
。
 

③
将
来
に
わ
た
る
イ
ン
フ
ラ
の
品
質
確
保
と
そ
の
中
長
期
的
な
担
い
手
確
保
に
も
資
す
る
入
札
契
約
方
式
の
導
入
・
活
用
等
の
入
札
契
約
制
度
の
改
革
 

 
将
来
に
わ
た
る
イ
ン
フ
ラ
の
品
質
確
保
と
そ
の
中
長
期
的
な
担
い
手
確
保
に
も
資
す
る
入
札
契
約
方
式
等
へ
の
支
援
成
果
等
の
全
国
展
開
等
を
行
う
。
 

1-
6)
2-
1)
2-
2)
2-
3)
2-

5)
3-
2)
3-
3)
5-
1)
5-
4)
5-

5)
5-
6)
5-
7)
5-
8)
6-
1)
6-

2)
6-
3)
6-
4)
6-
5)
7-
3)
8-

1)
8-
2)
8-
5)
 

８
．
交
通
・
物
流
 

 
 

施
策
名
称

 
令
和
４
年
度
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
該
当
プ
ロ
グ
ラ
ム

 

【
内
閣
府
】
官
民
が
連
携
し
た

物
資
調
達
の
仕
組
み
の
構
築
 

 
関
係
省
庁
や
各
都
道
府
県
、
市
区
町
村
を
参
加
対
象
と
し
て
「
物
資
調
達
・
輸
送
調
整
等
支
援
シ
ス
テ
ム
」
の
操
作
研
修
を
兼
ね
る
災
害
対
応
訓
練
を

年
度
早
期
に
実
施
す
る
こ
と
と
し
て
お
り
、
当
該
訓
練
の
結
果
、
関
係
省
庁
・
各
自
治
体
か
ら
挙
が
っ
た
意
見
を
踏
ま
え
、
同
シ
ス
テ
ム
の
更
な
る
機
能

強
化
や
ユ
ー
ザ
ビ
リ
テ
ィ
の
向
上
等
を
目
的
と
し
た
改
修
を
実
施
す
る
。
 

2-
1)
 

【
内
閣
府
】
基
盤
整
備
の
推
進

に
よ
る
地
方
創
生
の
よ
り
一
層

の
充
実
・
強
化
 

 
地
域
再
生
法
の
規
定
に
よ
り
内
閣
総
理
大
臣
が
認
定
し
た

25
4
の
地
域
再
生
計
画
に
基
づ
き
、
地
方
が
地
方
創
生
の
深
化
の
た
め
に
行
う
道
路
（
市
町

村
道
、
農
道
、
林
道
）
整
備
、
汚
水
処
理
施
設
（
下
水
道
、
集
落
排
水
、
浄
化
槽
）
整
備
お
よ
び
港
（
港
湾
、
漁
港
）
整
備
に
対
し
て
支
援
を
行
い
、
こ

れ
ら
の
基
盤
整
備
を
通
し
て
、
地
域
の
防
災
・
減
災
対
策
（
避
難
路
、
緊
急
物
資
の
輸
送
拠
点
と
し
て
も
活
用
さ
れ
る
道
路
、
港
の
整
備
等
）、

森
林
整
備

の
促
進
や
地
方
の
活
性
化
に
よ
る
国
土
の
均
衡
あ
る
発
展
等
、
国
土
強
靱
化
に
も
貢
献
す
る
。
 

1-
1)
2-
2)
5-
5)
6-
3)
6-

4)
6-
5)
7-
6)
 

【
国
交
】
ラ
ス
ト
マ
イ
ル
を
含

む
円
滑
な
支
援
物
資
輸
送
体
制

の
構
築
 

 
地
方
ブ
ロ
ッ
ク
ご
と
に
国
、
自
治
体
、
倉
庫
業
者
・
ト
ラ
ッ
ク
事
業
者
等
の
関
係
者
が
参
画
す
る
協
議
会
等
を
通
じ
、
物
流
事
業
者
団
体
と
の
災
害
時

協
力
協
定
の
締
結
・
高
度
化
等
の
促
進
や
、
新
た
な
民
間
物
資
拠
点
の
選
定
及
び
「
ラ
ス
ト
マ
イ
ル
に
お
け
る
円
滑
な
支
援
物
資
輸
送
・
拠
点
開
設
・
運

営
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
」
の
普
及
促
進
等
、
各
地
域
に
お
け
る
支
援
物
資
輸
送
体
制
の
確
立
に
向
け
た
取
組
を
実
施
す
る
。
特
に
、
当
該
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
に
つ

い
て
、「

物
資
調
達
・
輸
送
調
整
等
支
援
シ
ス
テ
ム
」
が
よ
り
活
用
さ
れ
る
よ
う
に
必
要
な
改
訂
を
行
う
こ
と
で
、
支
援
物
資
輸
送
の
実
効
性
を
高
め
る
取

組
を
促
進
す
る
。
 

2-
1)
2-
7)
 

【
国
交
】
物
流
事
業
者
に
お
け

る
災
害
対
応
力
の
強
化
 

 
非
常
用
デ
ー
タ
保
存
シ
ス
テ
ム
や
免
震
装
置
等
の
設
備
要
件
を
課
し
た
災
害
に
強
い
物
流
施
設
の
整
備
を
物
流
総
合
効
率
化
法
の
活
用
に
よ
り
促
進
す

る
。
ま
た
、
既
存
の

BC
P
策
定
促
進
に
係
る
取
組
に
加
え
、
よ
り
多
様
な
災
害
、
特
に
、
予
見
可
能
性
の
高
い
豪
雨
や
大
雪
な
ど
に
お
い
て
、
気
象
情
報

を
活
用
し
た
荷
主
と
物
流
事
業
者
の
調
整
を
行
う
た
め
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
策
定
す
る
。
 

5-
1)
5-
8)
8-
6)
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【
国
交
】
道
路
の
高
架
区
間
等

を
活
用
し
た
津
波
や
洪
水
か
ら

の
浸
水
避
難
対
策
 

 
地
方
公
共
団
体
の
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
、
予
測
浸
水
深
よ
り
も
高
い
位
置
に
整
備
さ
れ
て
い
る
直
轄
国
道
の
高
架
区
間
等
を
緊
急
避
難
場
所
と
し
て
活
用

す
る
た
め
の
避
難
施
設
の
整
備
を
推
進
す
る
。
 

 
道
路
の
高
架
区
間
等
を
一
時
的
な
避
難
場
所
と
し
て
地
域
防
災
計
画
変
更
に
係
る
支
援
を
行
う
。
 

1-
1)
1-
2)
1-
3)
1-
4)
1-

5)
1-
6)
2-
1)
2-
2)
2-
3)
2-

4)
2-
5)
2-
6)
2-
7)
3-
2)
3-

3)
5-
1)
5-
2)
5-
4)
5-
5)
5-

6)
5-
7)
5-
8)
6-
1)
6-
2)
6-

3)
6-
4)
6-
5)
7-
1)
7-
3)
7-

4)
8-
1)
8-
2)
8-
3)
8-
4)
8-

6)
 

【
国
交
】
道
路
施
設
が
持
つ
副

次
的
機
能
の
活
用
（
道
の
駅
の

防
災
機
能
付
加
、
海
抜
表
示
シ

ー
ト
の
設
置
等
）
 

 
自
治
体
が
策
定
す
る
地
域
防
災
計
画
に
基
づ
き
、
自
治
体
と
役
割
分
担
を
図
り
な
が
ら
「
道
の
駅
」
の
防
災
設
備
を
整
備
す
る
と
と
も
に
、
広
域
的
な

復
興
・
復
旧
活
動
拠
点
と
な
る
「
道
の
駅
」
を
支
援
し
、
防
災
機
能
強
化
を
図
る
。
 

 
海
抜
表
示
シ
ー
ト
を
整
備
す
る
。
 

1-
2)
1-
3)
1-
4)
1-
5)
1-

6)
2-
1)
2-
2)
2-
3)
2-
4)
2-

5)
2-
6)
2-
7)
3-
1)
3-
2)
3-

3)
4-
1)
4-
3)
5-
1)
5-
2)
5-

5)
5-
7)
5-
8)
6-
1)
6-
2)
6-

3)
6-
4)
6-
5)
7-
1)
7-
4)
8-

1)
8-
2)
8-
3)
8-
4)
8-
6)
 

【
国
交
】
道
路
状
況
の
迅
速
な

把
握
と
道
路
利
用
者
へ
の
災
害

情
報
の
提
供
 

 
関
係
機
関
と
連
携
し
、
ET
C2
.0

と
民
間
プ
ロ
ー
ブ
デ
ー
タ
等
を
活
用
し
て
災
害
時
の
通
行
可
否
情
報
の
収
集
や
提
供
を
行
う
な
ど
、
情
報
収
集
の
強

化
・
提
供
情
報
の
質
の
向
上
を
推
進
す
る
。
 

1-
2)
1-
3)
1-
4)
1-
5)
1-

6)
2-
1)
2-
2)
2-
3)
2-
4)
2-

5)
2-
6)
2-
7)
3-
1)
3-
2)
3-

3)
4-
3)
5-
1)
5-
2)
5-
4)
5-

5)
5-
6)
5-
7)
5-
8)
6-
1)
6-

2)
6-
3)
6-
4)
6-
5)
7-
1)
7-

4)
8-
1)
8-
2)
8-
3)
8-
4)
8-

6)
 

【
国
交
】
道
路
の
雪
寒
対
策
の

推
進
（
大
雪
時
の
道
路
交
通
確

保
対
策
、
雪
崩
防
止
柵
等
の
防

雪
施
設
の
整
備
）
 

 
道
路
の
雪
寒
対
策
と
し
て
、
令
和
３
年
３
月
に
改
定
さ
れ
た
「
大
雪
時
の
道
路
交
通
確
保
対
策
 中

間
と
り
ま
と
め
」
を
踏
ま
え
、
 大

規
模
な
車
両
滞

留
や
長
時
間
の
通
行
止
め
を
引
き
起
こ
す
恐
れ
の
あ
る
短
期
間
の
集
中
的
な
大
雪
時
に
は
、
人
命
を
最
優
先
に
幹
線
道
路
上
で
大
規
模
な
車
両
滞
留
を
徹

底
的
に
回
避
す
る
こ
と
を
基
本
的
な
考
え
方
と
し
、
出
控
え
な
ど
の
行
動
変
容
を
促
す
取
組
を
行
う
と
と
も
に
、
広
範
囲
で
の
通
行
止
め
、
高
速
道
路
と

並
行
す
る
国
道
等
の
同
時
通
行
止
め
も
含
め
た
躊
躇
な
い
通
行
止
め
と
そ
の
後
の
集
中
除
雪
に
よ
る
物
流
等
の
途
絶
の
回
避
等
に
取
り
組
む
た
め
、
タ
イ

ム
ラ
イ
ン
の
作
成
や
訓
練
な
ど
の
ソ
フ
ト
対
策
を
関
係
機
関
と
連
携
し
推
進
す
る
と
と
も
に
、消

融
雪
施
設
や
防
雪
施
設
な
ど
の
ハ
ー
ド
対
策
を
推
進
し
、

ハ
ー
ド
・
ソ
フ
ト
の
両
面
か
ら
道
路
交
通
確
保
の
取
組
を
推
進
す
る
。
 

1-
2)
1-
3)
1-
4)
1-
5)
1-

6)
2-
1)
2-
2)
2-
3)
2-
4)
2-

5)
2-
6)
2-
7)
3-
2)
3-
3)
4-

3)
5-
1)
5-
2)
5-
4)
5-
5)
5-

6)
5-
7)
5-
8)
6-
1)
6-
2)
6-

3)
6-
4)
6-
5)
7-
1)
7-
3)
7-

4)
8-
1)
8-
2)
8-
3)
8-
4)
8-

6)
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【
国
交
】
道
路
の
液
状
化
対
策
 
 
道
路
構
造
物
の
液
状
化
対
策
（
地
盤
改
良
等
）
を
行
う
。
 

1-
1)
1-
2)
1-
3)
1-
4)
1-

5)
1-
6)
2-
1)
2-
2)
2-
3)
2-

4)
2-
5)
2-
6)
2-
7)
3-
2)
3-

3)
4-
3)
5-
1)
5-
2)
5-
4)
5-

5)
5-
6)
5-
7)
5-
8)
6-
1)
6-

2)
6-
3)
6-
4)
6-
5)
7-
1)
7-

3)
7-
4)
8-
1)
8-
2)
8-
3)
8-

4)
8-
6)
 

【
国
交
】
道
路
啓
開
計
画
策
定

（
災
害
に
備
え
た
関
係
機
関
と

の
連
携
）
 

 
大
規
模
地
震
発
災
後
、
緊
急
輸
送
道
路
等
の
通
行
を
可
能
と
す
る
た
め
、
実
動
訓
練
等
を
通
じ
、
放
置
車
両
移
動
な
ど
対
応
能
力
を
強
化
す
る
。
 

 
道
路
の
高
架
区
間
等
を
一
時
的
な
避
難
場
所
と
し
て
地
域
防
災
計
画
変
更
に
係
る
支
援
を
行
う
。
 

1-
1)
1-
2)
1-
3)
2-
1)
2-

2)
2-
3)
2-
4)
2-
5)
2-
6)
2-

7)
3-
2)
3-
3)
5-
1)
5-
2)
5-

4)
5-
5)
5-
6)
5-
7)
5-
8)
6-

1)
6-
2)
6-
3)
6-
4)
6-
5)
7-

1)
7-
3)
7-
4)
8-
1)
8-
2)
8-

3)
8-
4)
8-
6)
 

【
国
交
】
道
路
橋
梁
の
耐
震
補

強
 

大
規
模
災
害
時
の
救
急
救
命
・
復
旧
活
動
を
支
え
る
た
め
、
緊
急
輸
送
道
路
の
道
路
橋
の
耐
震
補
強
（
大
規
模
な
地
震
時
で
も
軽
微
な
損
傷
に
留
ま
り
、

速
や
か
な
機
能
回
復
が
可
能
と
な
る
対
策
）
を
推
進
す
る
。
 

1-
1)
1-
2)
1-
3)
1-
4)
1-

5)
1-
6)
2-
1)
2-
2)
2-
3)
2-

4)
2-
5)
2-
6)
2-
7)
3-
2)
3-

3)
4-
3)
5-
1)
5-
2)
5-
4)
5-

5)
5-
6)
5-
7)
5-
8)
6-
1)
6-

2)
6-
3)
6-
4)
6-
5)
7-
1)
7-

3)
7-
4)
8-
1)
8-
2)
8-
3)
8-

4)
8-
6)
 

【
国
交
】
大
都
市
圏
環
状
道
路

の
整
備
 

迅
速
か
つ
円
滑
な
物
流
の
実
現
等
の
た
め
、
災
害
時
の
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
機
能
確
保
に
も
資
す
る
三
大
都
市
圏
環
状
道
路
の
整
備
を
推
進
す
る
。
 

1-
1)
1-
2)
1-
3)
1-
4)
1-

5)
1-
6)
2-
1)
2-
2)
2-
3)
2-

4)
2-
5)
2-
6)
2-
7)
3-
2)
3-

3)
5-
1)
5-
2)
5-
4)
5-
5)
5-

6)
5-
7)
5-
8)
6-
1)
6-
2)
6-

3)
6-
4)
6-
5)
7-
1)
7-
3)
7-

4)
8-
1)
8-
2)
8-
3)
8-
4)
8-

6)
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【
国
交
】
電
柱
倒
壊
リ
ス
ク
が

あ
る
市
街
地
等
の
緊
急
輸
送
道

路
の
無
電
柱
化
対
策
 

 
５
か
年
加
速
化
対
策
に
基
づ
き
、
電
柱
倒
壊
に
よ
る
道
路
閉
塞
リ
ス
ク
が
あ
る
市
街
地
等
の
緊
急
輸
送
道
路
に
お
い
て
、
新
た
な
約

2,
40
0k
m
に
つ
い

て
着
実
に
事
業
を
推
進
す
る
。
 

 
幅
員
が
著
し
く
狭
い
歩
道
等
の
新
設
電
柱
の
占
用
禁
止
の
拡
大
や
、
既
設
電
柱
の
占
用
制
限
に
向
け
た
調
整
を
加
速
化
さ
せ
る
。
 

 
令
和
３
年
に
施
行
さ
れ
た
届
出
・
勧
告
制
度
に
つ
い
て
運
用
を
推
進
す
る
。
 

 
低
コ
ス
ト
手
法
及
び
新
技
術
・
新
工
法
の
導
入
・
普
及
を
図
り
、
設
計
時
の
コ
ス
ト
比
較
を
徹
底
す
る
こ
と
に
加
え
、
関
係
省
庁
と
連
携
し
な
が
ら
包

括
発
注
の
仕
組
み
を
導
入
し
、
同
時
施
工
や
調
整
の
円
滑
化
を
図
り
、
事
業
の
ス
ピ
ー
ド
ア
ッ
プ
を
促
進
す
る
。
 

 
新
設
電
柱
を
抑
制
す
る
た
め
、
関
係
者
が
連
携
し
行
っ
た
新
設
電
柱
の
増
加
要
因
の
調
査
・
分
析
結
果
に
基
づ
き
、
削
減
に
向
け
た
対
応
方
策
に
取
組

む
。
 

1-
1)
1-
2)
1-
3)
1-
4)
1-

5)
1-
6)
2-
1)
2-
2)
2-
3)
2-

4)
2-
5)
2-
6)
2-
7)
3-
1)
3-

2)
3-
3)
4-
1)
4-
2)
4-
3)
5-

1)
5-
2)
5-
4)
5-
5)
5-
6)
5-

7)
5-
8)
6-
1)
6-
2)
6-
3)
6-

4)
6-
5)
7-
1)
7-
3)
7-
4)
8-

1)
8-
2)
8-
3)
8-
4)
8-
6)
 

【
国
交
】
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

の
機
能
強
化
対
策
 

 
災
害
に
強
い
国
土
幹
線
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
機
能
を
確
保
す
る
た
め
、
高
規
格
道
路
の
ミ
ッ
シ
ン
グ
リ
ン
ク
の
解
消
及
び
暫
定
２
車
線
区
間
の
４
車

線
化
、
高
規
格
道
路
と
代
替
機
能
を
発
揮
す
る
直
轄
国
道
と
の
ダ
ブ
ル
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
強
化
等
を
推
進
す
る
。
 

1-
1)
1-
2)
1-
3)
1-
4)
1-

5)
1-
6)
2-
1)
2-
2)
2-
3)
2-

4)
2-
5)
2-
6)
2-
7)
3-
2)
3-

3)
5-
1)
5-
2)
5-
4)
5-
5)
5-

6)
5-
7)
5-
8)
6-
1)
6-
2)
6-

3)
6-
4)
6-
5)
7-
1)
7-
3)
7-

4)
8-
1)
8-
2)
8-
3)
8-
4)
8-

6)
 

【
国
交
】
道
路
の
法
面
・
盛
土

の
土
砂
災
害
防
止
対
策
 

 
道
路
の
法
面
や
盛
土
に
お
い
て
、
レ
ー
ザ
ー
プ
ロ
フ
ァ
イ
ラ
調
査
等
の
高
度
化
さ
れ
た
点
検
手
法
等
に
よ
り
新
た
に
把
握
さ
れ
た
災
害
リ
ス
ク
等
に
対

し
、
豪
雨
に
よ
る
土
砂
災
害
等
の
発
生
を
防
止
す
る
た
め
、
法
面
・
盛
土
対
策
を
推
進
す
る
。
 

1-
1)
1-
2)
1-
3)
1-
4)
1-

5)
1-
6)
2-
1)
2-
2)
2-
3)
2-

4)
2-
5)
2-
6)
2-
7)
3-
2)
3-

3)
4-
3)
5-
1)
5-
2)
5-
4)
5-

5)
5-
6)
5-
7)
5-
8)
6-
1)
6-

2)
6-
3)
6-
4)
6-
5)
7-
1)
7-

3)
7-
4)
8-
1)
8-
2)
8-
3)
8-

4)
8-
6)
 

【
国
交
】
多
様
な
主
体
が
管
理

す
る
道
の
把
握
・
活
用
 

 
道
路
、
農
道
、
林
道
や
民
間
の
道
の
関
係
機
関
等
で
構
成
す
る
「
多
様
な
主
体
が
管
理
す
る
道
活
用
」
連
絡
会
を
構
成
す
る
、
南
海
ト
ラ
フ
地
震
等
を

想
定
し
た
７
自
治
体
に
お
い
て
、
具
体
的
な
取
組
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、「

多
様
な
主
体
が
管
理
す
る
道
活
用
」
連
絡
会
に
お
け
る
取
組
を
、
そ
の
他
自

治
体
へ
展
開
す
る
。
 

1-
1)
1-
2)
1-
3)
1-
4)
1-

5)
1-
6)
2-
1)
2-
2)
2-
3)
2-

4)
2-
5)
2-
6)
2-
7)
3-
2)
3-

3)
5-
1)
5-
2)
5-
4)
5-
5)
5-

6)
5-
7)
5-
8)
6-
1)
6-
2)
6-

3)
6-
4)
6-
5)
7-
1)
7-
3)
7-

4)
8-
1)
8-
2)
8-
3)
8-
4)
8-

6)
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【
国
交
】
広
域
避
難
路
（
高
規

格
道
路
等
）
へ
の
ア
ク
セ
ス
強

化
 

地
域
に
お
け
る
追
加
の
イ
ン
タ
ー
チ
ェ
ン
ジ
の
必
要
性
を
検
討
し
、
合
意
形
成
が
整
っ
た
箇
所
に
お
い
て
、
災
害
時
の
広
域
避
難
や
救
援
物
資
輸
送
に

も
資
す
る
ス
マ
ー
ト
イ
ン
タ
ー
チ
ェ
ン
ジ
の
整
備
を
推
進
す
る
。
 

1-
1)
1-
2)
1-
3)
1-
4)
1-

5)
1-
6)
2-
1)
2-
2)
2-
3)
2-

4)
2-
5)
2-
6)
2-
7)
3-
2)
3-

3)
5-
1)
5-
2)
5-
4)
5-
5)
5-

6)
5-
7)
5-
8)
6-
1)
6-
2)
6-

3)
6-
4)
6-
5)
7-
1)
7-
3)
7-

4)
8-
1)
8-
2)
8-
3)
8-
4)
8-

6)
 

【
国
交
】
災
害
時
に
お
け
る
自

転
車
の
活
用
の
推
進
 

 
被
災
状
況
の
把
握
や
住
民
の
避
難
等
、
災
害
時
に
お
け
る
自
転
車
の
活
用
の
推
進
に
関
す
る
取
組
事
例
を
と
り
ま
と
め
、
地
方
版
自
転
車
活
用
推
進
計

画
へ
の
災
害
時
に
お
け
る
自
転
車
活
用
施
策
の
位
置
付
け
を
推
進
す
る
。
 

1-
1)
1-
2)
1-
3)
1-
4)
1-

5)
1-
6)
2-
1)
2-
2)
2-
3)
2-

4)
2-
5)
2-
6)
2-
7)
3-
2)
3-

3)
4-
3)
5-
1)
5-
2)
5-
5)
5-

6)
5-
7)
5-
8)
6-
1)
6-
2)
6-

3)
6-
4)
6-
5)
7-
1)
7-
3)
7-

4)
8-
1)
8-
2)
8-
3)
8-
4)
8-

6)
 

【
国
交
】
津
波
発
生
時
に
お
け

る
乗
客
の
安
全
確
保
 

 
保
安
監
査
等
の
機
会
を
捉
え
、
鉄
道
事
業
者
が
行
う
津
波
発
生
時
に
備
え
た
乗
客
の
避
難
誘
導
に
関
す
る
取
組
状
況
を
確
認
し
、
必
要
な
助
言
等
を
実

施
す
る
。
 

1-
3)
 

【
国
交
】
鉄
道
施
設
の
浸
水
対

策
 

 
河
川
氾
濫
や
津
波
等
に
よ
り
浸
水
被
害
が
想
定
さ
れ
る
地
下
駅
等
に
つ
い
て
、
止
水
板
、
防
水
扉
の
整
備
を
一
層
推
進
す
る
。
ま
た
、
新
幹
線
に
お
け

る
車
両
及
び
重
要
施
設
に
つ
い
て
は
、
令
和
元
年

12
月
に
と
り
ま
と
め
ら
れ
た
浸
水
対
策
の
基
本
的
な
考
え
方
等
及
び
、
そ
れ
に
基
づ
い
て
令
和
２
年
５

月
に
と
り
ま
と
め
ら
れ
た
具
体
的
内
容
に
基
づ
き
、
浸
水
対
策
を
推
進
す
る
。
 

1-
4)
2-
4)
4-
3)
5-
4)
5-

5)
5-
6)
6-
4)
8-
2)
 

【
国
交
】
駅
構
内
・
車
内
を
含

め
た
旅
客
へ
の
情
報
提
供
の
着

実
な
実
施
 

 
鉄
道
事
業
者
に
対
し
、
各
種
情
報
提
供
ツ
ー
ル
や
多
言
語
案
内
の
充
実
化
を
図
っ
て
い
く
よ
う
働
き
か
け
を
行
う
。
計
画
運
休
の
実
施
や
災
害
等
が
発

生
し
た
際
に
は
、
訪
日
外
国
人
を
含
む
利
用
者
へ
の
情
報
提
供
を
適
切
に
行
う
よ
う
指
示
・
指
導
を
行
う
と
と
も
に
、
業
務
監
査
に
お
い
て
必
要
に
応
じ

て
改
善
を
促
し
、
利
用
者
へ
の
情
報
提
供
の
充
実
を
図
っ
て
い
く
。
 

1-
3)
1-
4)
1-
5)
1-
6)
2-

4)
4-
3)
 

【
国
交
】
地
方
公
共
団
体
等
と

連
携
し
た
帰
宅
困
難
者
対
策
の

検
討
・
実
施
 

 
自
治
体
が
主
導
す
る
駅
前
対
策
協
議
会
に
お
い
て
、
自
治
体
等
と
連
携
し
な
が
ら
、
鉄
道
事
業
者
も
積
極
的
に
役
割
を
果
た
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
で

あ
り
、
鉄
道
事
業
者
に
お
け
る
備
蓄
等
の
取
組
に
つ
い
て
、
監
査
の
ほ
か
、
事
案
が
発
生
し
た
際
に
そ
の
都
度
確
認
し
、
必
要
に
応
じ
改
善
を
促
し
て
い

く
。
 

2-
4)
 

【
国
交
】
新
幹
線
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
の
着
実
な
整
備
 

 
令
和
４
年
秋
頃
に
九
州
新
幹
線
（
武
雄
温
泉
・
長
崎
間
）
が
完
成
・
開
業
予
定
で
あ
り
、
予
定
通
り
の
完
成
・
開
業
に
向
け
て
着
実
に
整
備
を
推
進
す

る
。
 

 
北
陸
新
幹
線
（
金
沢
・
敦
賀
間
）
及
び
北
海
道
新
幹
線
（
新
函
館
北
斗
・
札
幌
間
）
に
つ
い
て
も
着
実
に
整
備
を
進
め
る
。
 

 
北
陸
新
幹
線
（
敦
賀
・
新
大
阪
間
）
の
環
境
影
響
評
価
の
手
続
き
を
着
実
に
実
施
す
る
。
 

5-
5)
 

【
国
交
】
貨
物
鉄
道
の
大
量
輸

送
特
性
を
活
か
し
た
災
害
廃
棄

物
輸
送
の
実
施
 

 
災
害
廃
棄
物
輸
送
に
も
資
す
る
機
関
車
の
更
新
に
対
し
、
JR

貨
物
を
対
象
に
税
制
特
例
に
よ
る
後
押
し
を
検
討
す
る
。
 

8-
1)
 

【
国
交
】
新
幹
線
の
大
規
模
改

修
に
対
す
る
引
当
金
積
立
制
度

に
よ
る
支
援
 

 
東
北
（
東
京
～
盛
岡
間
）・

上
越
新
幹
線
及
び
山
陽
新
幹
線
の
土
木
構
造
物
の
大
規
模
改
修
に
そ
な
え
、
積
立
期
間
中
の
法
人
税
の
繰
延
制
度
に
よ
る
後

押
し
を
検
討
す
る
。
 

1-
1)
1-
3)
1-
4)
2-
4)
4-

3)
5-
4)
5-
5)
5-
6)
6-
4)
7-

1)
8-
2)
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【
国
交
】
貨
物
鉄
道
事
業
者
の

BC
P
の
深
度
化
の
推
進
 

 
災
害
等
発
生
時
を
想
定
し
た
訓
練
の
実
施
状
況
を
確
認
し
、
業
務
継
続
計
画
の
深
度
化
を
推
進
す
る
。
 

2-
1)
2-
2)
2-
5)
2-
7)
4-

3)
5-
1)
5-
2)
5-
5)
5-
8)
6-

1)
8-
1)
 

【
国
交
】
鉄
道
施
設
の
耐
震
対

策
 

 
首
都
直
下
地
震
や
南
海
ト
ラ
フ
地
震
等
の
大
規
模
地
震
に
備
え
、
主
要
駅
や
高
架
橋
等
の
耐
震
補
強
を
一
層
推
進
す
る
。
 

1-
1)
1-
3)
2-
4)
4-
3)
5-

4)
5-
5)
5-
6)
6-
4)
7-
1)
8-

2)
 

【
国
交
】
鉄
道
に
お
け
る
雪
害

対
策
の
推
進
 

 
降
積
雪
期
に
迅
速
な
除
雪
等
が
行
え
る
よ
う
、
適
切
な
時
期
に
除
雪
車
の
出
動
準
備
、
除
雪
体
制
の
確
認
を
行
う
よ
う
指
導
す
る
。
ま
た
、
融
雪
設
備

等
の
導
入
に
よ
る
雪
害
対
策
を
推
進
す
る
。
 

1-
4)
1-
6)
2-
4)
4-
3)
5-

4)
5-
5)
5-
6)
6-
4)
8-
2)
 

【
国
交
】
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

維
持
の
た
め
の
地
域
交
通
網
確

保
 

都
道
府
県
・
市
町
村
が
作
成
す
る
防
災
計
画
に
基
づ
き
、
地
方
自
治
体
及
び
他
交
通
モ
ー
ド
と
の
事
前
の
協
定
締
結
状
況
の
把
握
や
、
事
業
者
団
体
、

関
係
機
関
等
と
の
協
力
を
行
い
、
問
い
合
わ
せ
・
相
談
に
応
じ
る
等
目
標
達
成
に
向
け
た
取
組
を
支
援
す
る
と
と
も
に
、
締
結
済
み
自
治
体
に
お
い
て
も

締
結
内
容
の
充
実
な
ど
を
支
援
す
る
。
 

6-
4)
 

【
国
交
】
津
波
発
生
時
に
お
け

る
旅
客
及
び
船
舶
の
津
波
避
難

マ
ニ
ュ
ア
ル
策
定
等
の
推
進
 

 
引
き
続
き
全
国
の
船
舶
運
航
事
業
者
等
に
対
し
、
津
波
避
難
マ
ニ
ュ
ア
ル
作
成
等
に
必
要
な
協
力
・
支
援
を
図
っ
て
い
く
と
と
も
に
、
船
舶
津
波
避
難

に
関
連
し
た
訓
練
の
実
施
を
広
く
呼
び
か
け
て
い
く
。
特
に
津
波
避
難
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
作
成
が
困
難
な
中
小
零
細
船
舶
運
航
事
業
者
等
に
対
し
て
は
、
貨

物
船
・
旅
客
船
の
そ
れ
ぞ
れ
の
特
性
に
応
じ
て
津
波
避
難
に
必
要
な
主
要
ポ
イ
ン
ト
が
簡
易
な
表
現
で
列
記
さ
れ
て
い
る
「
津
波
対
応
シ
ー
ト
」
の
活
用

を
推
奨
し
て
い
く
。
 

1-
3)
5-
4)
5-
5)
6-
4)
7-
2)
 

【
国
交
】
災
害
時
に
お
け
る
海

上
輸
送
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
確
保

の
た
め
、
利
用
可
能
船
舶
の
把

握
、
船
舶
の
利
用
に
係
る
関
係

者
と
の
体
制
構
築
等
の
推
進
 

 
大
規
模
災
害
時
に
船
舶
の
活
用
が
迅
速
に
対
応
可
能
と
な
る
よ
う
、
地
方
公
共
団
体
等
に
お
け
る
マ
ニ
ュ
ア
ル
等
の
策
定
、
防
災
訓
練
で
の
マ
ッ
チ
ン

グ
シ
ス
テ
ム
の
運
用
等
を
促
進
す
る
。
 

 
災
害
時
に
お
け
る
携
帯
電
話
基
地
局
の
船
上
開
設
に
つ
い
て
、
携
帯
電
話
事
業
者
と
民
間
フ
ェ
リ
ー
事
業
者
等
と
の
協
定
締
結
に
向
け
た
関
係
者
間
の

調
整
を
促
進
す
る
。
 

 
内
閣
府
、
警
察
庁
、
消
防
庁
、
防
衛
省
及
び
民
間
フ
ェ
リ
ー
事
業
者
等
と
連
携
し
た
「
広
域
応
援
部
隊
進
出
の
た
め
の
民
間
フ
ェ
リ
ー
の
利
用
に
関
す

る
問
題
検
討
会
」
と
「
民
間
フ
ェ
リ
ー
を
利
用
し
た
広
域
応
援
部
隊
進
出
に
か
か
る
図
上
訓
練
」
を
実
施
す
る
。
 

2-
1)
2-
2)
2-
3)
2-
5)
2-

7)
3-
2)
3-
3)
4-
1)
4-
3)
5-

1)
5-
5)
5-
7)
5-
8)
6-
1)
6-

2)
6-
3)
6-
4)
6-
5)
8-
1)
8-

6)
 

【
国
交
】
海
上
輸
送
の
大
量
輸

送
特
性
を
活
か
し
た
災
害
廃
棄

物
の
広
域
処
理
体
制
の
構
築
 

 
リ
サ
イ
ク
ル
ポ
ー
ト
推
進
協
議
会
や
港
湾
管
理
者
と
連
携
し
、
災
害
廃
棄
物
の
取
扱
い
に
つ
い
て
協
議
・
調
整
を
行
う
ほ
か
、
災
害
廃
棄
物
の
広
域
処

理
を
円
滑
か
つ
適
正
に
実
施
で
き
る
よ
う
、
港
湾
を
活
用
し
た
海
上
輸
送
に
関
す
る
手
順
や
留
意
事
項
等
を
整
理
し
た
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
（
案
）
を
取
り
ま

と
め
る
。
 

8-
1)
 

【
国
交
】
効
果
的
な
航
路
啓
開

等
に
係
る
関
係
機
関
の
連
携
の

強
化
等
 

 
災
害
時
に
船
舶
が
安
全
に
航
行
で
き
る
よ
う
、国

が
応
急
公
用
負
担
権
限
を
駆
使
し
て
航
路
啓
開
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
緊
急
確
保
航
路
等
に
お
い
て
、

発
災
後
に
速
や
か
に
航
路
を
確
保
で
き
る
体
制
を
構
築
す
べ
く
、
航
路
啓
開
訓
練
を
実
施
し
、
災
害
対
応
力
の
強
化
を
図
る
。
ま
た
、
災
害
時
の
対
応
や

訓
練
結
果
等
を
踏
ま
え
、
必
要
に
応
じ
て
航
路
啓
開
計
画
を
充
実
化
さ
せ
る
。
 

2-
1)
2-
3)
5-
1)
5-
4)
5-

5)
6-
1)
6-
4)
 

【
国
交
】
港
湾
を
活
用
し
た
広

域
的
な
復
旧
・
復
興
体
制
や
物

流
の
代
替
性
の
確
保
 

 
令
和
元
年
房
総
半
島
台
風
等
を
は
じ
め
と
す
る
近
年
の
台
風
に
よ
る
港
湾
で
の
被
害
等
を
踏
ま
え
、
港
湾

BC
P
に
基
づ
く
関
係
機
関
と
連
携
し
た
訓
練

を
実
施
し
、
昨
今
の
災
害
の
教
訓
も
踏
ま
え
、
PD
CA

サ
イ
ク
ル
に
よ
る
継
続
的
な
見
直
し
・
改
善
を
図
る
。
 

 
台
風
接
近
時
の
暴
風
等
に
よ
る
コ
ン
テ
ナ
等
の
飛
散
防
止
に
係
る
民
間
事
業
者
の
取
組
の
促
進
の
た
め
、コ

ン
テ
ナ
の
固
縛
等
の
手
法
の
検
討
を
行
い
、

関
係
者
へ
の
周
知
を
図
る
。
 

5-
1)
5-
4)
5-
5)
6-
4)
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【
国
交
】
港
湾
施
設
の
耐
震
・

耐
波
性
能
等
の
強
化
や
関
連
す

る
技
術
開
発
 

 
最
新
の
地
震
被
害
想
定
等
を
踏
ま
え
、
大
規
模
災
害
の
緊
急
物
資
輸
送
、
幹
線
物
流
機
能
の
確
保
の
た
め
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
意
識
し
た
耐
震
強
化
岸

壁
の
整
備
や
臨
港
道
路
の
耐
震
化
等
を
推
進
す
る
。
 

 
激
甚
化
・
激
甚
化
す
る
台
風
に
伴
う
高
潮
・
高
波
に
よ
る
港
湾
内
の
被
害
軽
減
を
図
る
た
め
、
最
新
の
設
計
沖
波
等
で
照
査
し
た
結
果
を
踏
ま
え
、
港

湾
施
設
の
嵩
上
げ
・
補
強
等
を
推
進
す
る
。
 

 
豪
雨
に
よ
る
大
規
模
出
水
時
等
に
船
舶
が
安
全
に
港
湾
に
到
達
で
き
る
よ
う
、
浚
渫
を
行
う
と
と
も
に
漂
流
物
の
回
収
が
円
滑
に
行
え
る
よ
う
防
災
体

制
の
強
化
を
推
進
す
る
。
 

 
被
災
区
間
の
原
形
復
旧
の
み
で
は
再
度
災
害
防
止
の
観
点
か
ら
十
分
な
防
災
機
能
を
期
待
で
き
な
い
場
合
に
、
被
災
区
間
の
原
形
復
旧
と
併
せ
た
港
湾

施
設
の
改
良
・
建
設
を
実
施
す
る
。
 

 
民
有
港
湾
施
設
の
耐
震
化
支
援
す
る
と
と
も
に
、
研
究
所
に
お
い
て
、
港
湾
施
設
の
耐
震
・
耐
波
性
能
等
の
向
上
に
係
る
技
術
開
発
を
推
進
す
る
。
 

1-
3)
2-
1)
2-
3)
3-
2)
3-

3)
5-
1)
5-
4)
5-
5)
5-
8)
6-

1)
6-
4)
 

【
国
交
】
外
国
人
旅
行
者
に
対

す
る
災
害
情
報
の
迅
速
か
つ
着

実
な
伝
達
（
用
語
集
・
指
針
）
 

作
成
し
た
用
語
集
及
び
手
引
き
を
現
場
で
活
用
し
て
も
ら
う
べ
く
、
自
治
体
や
観
光
事
業
者
等
に
周
知
を
図
る
。
 

4-
3)
 

【
国
交
】
外
国
人
旅
行
者
に
対

す
る
災
害
情
報
の
迅
速
か
つ
着

実
な
伝
達
（
ア
プ
リ
）
 

よ
り
多
く
の
訪
日
外
国
人
旅
行
者
に
必
要
な
災
害
情
報
を
提
供
で
き
る
よ
う
、
他
ア
プ
リ
に
対
し
て
「
Sa
fe
ty
 t
ip
s」

の
災
害
情
報
を
提
供
す
る
「
AP
I

連
携
」
の
拡
大
を
図
る
。
 

4-
3)
 

【
国
交
】
国
内
旅
行
者
に
対
す

る
情
報
提
供
体
制
の
構
築
 

 
危
機
管
理
時
の
組
織
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
つ
い
て
旅
行
業
者
に
周
知
を
行
い
、
各
旅
行
会
社
に
お
け
る
安
全
管
理
責
任
者
設
置
率
向
上
を
図
る
。
 

4-
3)
 

【
国
交
】
外
国
人
旅
行
者
に
対

す
る
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
等
で
の
災

害
情
報
の
発
信
 

 
平
成

30
年
９
月
に
決
定
さ
れ
た
「
非
常
時
の
外
国
人
旅
行
者
の
安
全
・
安
心
確
保
の
た
め
の
緊
急
対
策
」
に
基
づ
き
、
災
害
発
生
時
に
は
、
Ja
pa
n 

Vi
si
to
r 
Ho
tl
in
e（

日
本
政
府
観
光
局
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
）
に
お
け
る

24
時
間
、
英
語
・
中
国
語
・
韓
国
語
で
の
相
談
対
応
を
行
う
と
と
も
に
、
日
本

政
府
観
光
局
の
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
や

SN
S
等
で
、
災
害
の
状
況
に
応
じ
て
、
訪
日
外
国
人
が
必
要
と
す
る
正
確
な
情
報
発
信
（
公
共
交
通
機
関
の
状
況
、
観

光
施
設
の
営
業
状
況
に
関
す
る
情
報
等
）
を
行
う
な
ど
の
取
組
を
推
進
す
る
。
 

8-
6)
 

【
国
交
】
巡
視
船
艇
・
航
空
機

の
整
備
 

 
発
災
時
に
お
け
る
救
助
・
救
急
活
動
、
緊
急
輸
送
活
動
、
海
上
緊
急
輸
送
ル
ー
ト
の
確
保
等
の
応
急
対
策
業
務
を
よ
り
一
層
的
確
に
実
施
す
る
た
め
、

災
害
対
応
力
を
有
す
る
巡
視
船
艇

10
隻
・
航
空
機
１
機
を
整
備
す
る
。
 

1-
3)
2-
1)
2-
2)
2-
3)
2-

5)
2-
6)
2-
7)
5-
3)
7-
2)
7-

5)
 

【
国
交
】
鉄
道
河
川
橋
梁
の
流

失
、
傾
斜
対
策
 

 
豪
雨
に
よ
り
流
失
・
傾
斜
の
恐
れ
が
あ
る
鉄
道
河
川
橋
梁
に
つ
い
て
、
洗
掘
防
止
対
策
、
異
常
検
知
シ
ス
テ
ム
設
置
等
の
豪
雨
対
策
を
推
進
す
る
。
 

1-
4)
1-
5)
2-
4)
4-
3)
5-

4)
5-
5)
5-
6)
6-
4)
8-
2)
 

【
国
交
】
鉄
道
の
隣
接
斜
面
の

斜
面
崩
壊
対
策
 

 
豪
雨
に
よ
り
斜
面
崩
壊
の
恐
れ
が
あ
る
鉄
道
の
隣
接
斜
面
に
つ
い
て
、
斜
面
崩
壊
対
策
を
推
進
す
る
。
 

1-
4)
1-
5)
2-
4)
4-
3)
5-

4)
5-
5)
5-
6)
6-
4)
7-
3)
8-

2)
 

【
国
交
】
航
路
標
識
の
強
靱
化
 

防
災
・
減
災
、
国
土
強
靱
化
の
た
め
の
５
か
年
加
速
化
対
策
に
基
づ
き
、
航
路
標
識
の
耐
災
害
性
強
化
対
策
（
海
水
浸
入
防
止
対
策
、
電
源
喪
失
対
策
、

監
視
体
制
強
化
対
策
、
信
頼
性
向
上
対
策
）、

航
路
標
識
の
老
朽
化
等
対
策
を
推
進
す
る
。
 

 
航
路
標
識
の
長
寿
命
化
の
た
め
の
点
検
・
診
断
を
推
進
す
る
。
 

5-
1)
5-
4)
5-
5)
 

【
国
交
】
海
域
監
視
・
情
報
提

供
体
制
の
強
化
 

防
災
・
減
災
、
国
土
強
靱
化
の
た
め
の
５
か
年
加
速
化
対
策
に
基
づ
き
、
走
錨
事
故
等
防
止
対
策
を
推
進
す
る
。
 

錨
泊
制
限
や
巡
視
船
艇
等
に
よ
る
航
行
安
全
指
導
、
錨
泊
船
舶
へ
の
情
報
提
供
等
を
適
切
に
実
施
す
る
。
 

重
要
施
設
周
辺
海
域
等
に
お
け
る
、
更
な
る
海
域
監
視
・
情
報
提
供
体
制
の
検
討
を
行
う
。
 

1-
3)
2-
1)
2-
2)
2-
3)
5-

1)
5-
4)
5-
5)
5-
8)
 

【
国
交
】
港
湾
に
お
け
る
走
錨

事
故
の
防
止
等
に
関
す
る
対
策
 
 
令
和
元
年
房
総
半
島
台
風
等
で
発
生
し
た
走
錨
事
故
を
踏
ま
え
、
港
内
避
泊
が
困
難
な
港
湾
や
混
雑
海
域
周
辺
の
港
湾
等
に
お
い
て
、
避
泊
水
域
確
保

の
た
め
の
防
波
堤
等
の
整
備
を
推
進
す
る
。
 

2-
1)
5-
1)
5-
2)
5-
3)
5-

4)
5-
5)
5-
8)
 

120



【
国
交
】
港
湾
広
域
防
災
施
設

に
お
け
る
訓
練
・
防
災
教
育
等

の
推
進
 

 
港
湾
広
域
防
災
施
設
に
お
い
て
、
関
係
者
（
国
、
港
湾
管
理
者
等
）
に
よ
る
緊
急
物
資
輸
送
等
の
訓
練
を
行
い
運
用
体
制
の
強
化
を
図
る
。
ま
た
、
学

校
や
地
域
の
自
治
組
織
等
に
対
し
、
施
設
見
学
や
訓
練
等
を
通
じ
た
防
災
教
育
を
実
施
す
る
。
 

2-
1)
2-
3)
2-
5)
5-
1)
5-

4)
6-
1)
6-
4)
 

【
国
交
】
鉄
道
に
お
け
る
異
常

気
象
発
生
時
の
二
次
災
害
に
備

え
た
運
転
規
制
の
適
正
な
実
施
 

 
保
安
監
査
等
の
機
会
を
捉
え
、
鉄
道
事
業
者
が
行
う
異
常
気
象
の
発
生
に
備
え
た
運
行
管
理
に
関
す
る
取
組
状
況
を
確
認
し
、
必
要
な
助
言
等
を
実
施

す
る
。
ま
た
、
鉄
道
事
業
者
の
防
災
・
気
象
情
報
の
適
切
な
利
活
用
の
た
め
、
引
き
続
き
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
の
開
催
等
に
よ
る
支
援
を
行
う
。
 

1-
4)
 

【
国
交
】
交
通
安
全
対
策
の
推

進
 

 
平
常
時
・
災
害
時
を
問
わ
な
い
安
全
な
道
路
交
通
を
確
保
す
る
た
め
、
交
差
点
改
良
、
歩
道
の
設
置
を
含
め
た
道
路
の
拡
充
、
防
護
柵
や
標
識
・
路
面

表
示
の
充
実
等
の
交
通
安
全
対
策
を
推
進
す
る
。
 

1-
1)
1-
2)
1-
3)
1-
4)
1-

5)
1-
6)
2-
1)
2-
2)
2-
3)
2-

4)
2-
5)
2-
6)
2-
7)
3-
2)
3-

3)
5-
1)
5-
2)
5-
4)
5-
5)
5-

6)
5-
7)
5-
8)
6-
1)
6-
2)
6-

3)
6-
4)
6-
5)
7-
1)
7-
3)
7-

4)
8-
1)
8-
2)
8-
3)
8-
4)
8-

6)
 

【
国
交
】
緊
急
支
援
物
資
輸
送

の
デ
ジ
タ
ル
化
推
進
事
業
 

「
緊
急
支
援
物
資
輸
送
シ
ス
テ
ム
」
や
「
高
ペ
イ
ロ
ー
ド
ド
ロ
ー
ン
」
を
活
用
し
た
演
習
を
引
き
続
き
実
施
す
る
。
 

2-
1)
2-
7)
 

【
国
交
】
空
港
に
お
け
る
護
岸

嵩
上
げ
・
排
水
機
能
強
化
に
よ

る
浸
水
対
策
 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
拠
点
と
な
る
空
港
に
お
い
て
、
高
潮
・
高
波
・
豪
雨
等
に
よ
る
空
港
施
設
へ
の
浸
水
を
防
止
す
る
た
め
、
護
岸
の
嵩
上
げ
や
排
水
機

能
の
強
化
を
実
施
す
る
。
 

2-
1)
2-
3)
2-
5)
5-
1)
5-

5)
6-
4)
 

【
国
交
】
滑
走
路
等
の
耐
震
対

策
 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
拠
点
と
な
る
空
港
に
お
い
て
、
地
震
発
生
後
に
お
け
る
救
急
・
救
命
活
動
等
の
拠
点
機
能
の
確
保
や
航
空
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
維
持
を

可
能
と
す
る
た
め
、
滑
走
路
等
の
耐
震
対
策
を
実
施
す
る
。
 

2-
3)
2-
5)
5-
1)
5-
5)
5-

6)
6-
4)
 

【
国
交
】
空
港
タ
ー
ミ
ナ
ル
ビ

ル
の
電
源
設
備
等
の
止
水
対
策
 

高
潮
・
高
波
・
豪
雨
等
に
よ
る
空
港
施
設
へ
の
浸
水
を
防
止
す
る
た
め
、
電
源
設
備
へ
の
止
水
扉
設
置
等
の
浸
水
対
策
を
実
施
す
る
。
 

2-
1)
6-
4)
 

【
国
交
】
空
港
タ
ー
ミ
ナ
ル
ビ

ル
の
吊
り
天
井
の
安
全
対
策
 

 
地
震
に
よ
り
落
下
等
の
可
能
性
が
懸
念
さ
れ
る
タ
ー
ミ
ナ
ル
ビ
ル
の
吊
り
天
井
に
つ
い
て
、
脱
落
防
止
等
の
安
全
対
策
を
実
施
す
る
。
 

5-
5)
5-
6)
6-
4)
 

【
国
交
】
空
港
無
線
施
設
等
の

電
源
設
備
等
の
浸
水
対
策
 

高
潮
・
高
波
・
豪
雨
等
に
よ
る
空
港
施
設
へ
の
浸
水
を
防
止
す
る
た
め
、
電
源
設
備
へ
の
止
水
扉
設
置
等
に
よ
る
浸
水
対
策
を
実
施
す
る
。
 

2-
1)
6-
4)
 

【
国
交
】
空
港

BC
P
の
実
効
性

強
化
対
策
 

 
災
害
時
に
お
け
る
滞
留
者
対
応
や
施
設
の
早
期
復
旧
等
を
図
る
た
め
各
空
港
で
策
定
さ
れ
た
対
応
計
画
（「

A2
-B
CP
」）

に
基
づ
き
、
空
港
関
係
者
や
鉄

道
事
業
者
等
の
ア
ク
セ
ス
事
業
者
等
と
連
携
し
、
滞
留
者
対
応
や
被
災
後
の
早
期
復
旧
等
の
災
害
時
の
対
応
を
行
う
と
と
も
に
、
訓
練
の
実
施
等
に
よ
る

対
応
計
画
の
実
効
性
の
強
化
に
努
め
る
。
 

1-
3)
1-
5)
1-
6)
2-
1)
5-

6)
6-
4)
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【
国
交
】
渡
河
部
の
橋
梁
や
河

川
に
隣
接
す
る
道
路
構
造
物
の

流
失
防
止
対
策
 

 
通
行
止
め
が
長
期
化
す
る
渡
河
部
の
橋
梁
流
失
や
河
川
隣
接
区
間
の
道
路
流
失
等
の
災
害
リ
ス
ク
に
対
し
、
橋
梁
・
道
路
の
洗
掘
・
流
失
対
策
と
し
て
、

根
固
め
工
や
橋
梁
の
架
け
替
え
等
を
実
施
す
る
。
 

1-
1)
1-
2)
1-
3)
1-
4)
1-

5)
1-
6)
2-
1)
2-
2)
2-
3)
2-

4)
2-
5)
2-
6)
2-
7)
3-
2)
3-

3)
4-
3)
5-
1)
5-
2)
5-
4)
5-

5)
5-
6)
5-
7)
5-
8)
6-
1)
6-

2)
6-
3)
6-
4)
6-
5)
7-
1)
7-

3)
7-
4)
8-
1)
8-
2)
8-
3)
8-

4)
8-
6)
 

【
国
交
】
道
路
施
設
の
老
朽
化

対
策
 

 
定
期
点
検
等
に
よ
り
確
認
さ
れ
た
修
繕
が
必
要
な
道
路
施
設
（
橋
梁
、
ト
ン
ネ
ル
、
道
路
附
属
物
、
舗
装
等
）
に
つ
い
て
、
橋
梁
補
修
や
舗
装
打
ち
換

え
等
の
対
策
を
実
施
す
る
。
 

1-
1)
2-
1)
2-
5)
4-
3)
5-

5)
6-
4)
 

【
国
交
】
港
湾
に
お
け
る
老
朽

化
対
策
 

 
平
時
・
災
害
時
の
海
上
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
維
持
、
港
湾
施
設
の
安
全
な
利
用
等
を
確
保
す
る
た
め
、
係
留
施
設
等
に
つ
い
て
老
朽
化
対
策
を
実
施

す
る
。
 

2-
1)
2-
5)
5-
1)
5-
4)
5-

5)
7-
4)
 

【
国
交
】
港
湾
に
お
け
る
デ
ジ

タ
ル
化
に
関
す
る
対
策
 

 
IC
T
施
工
や

BI
M/
CI
M
活
用
等
に
よ
り
生
産
性
向
上
を
図
る

i-
Co
ns
tr
uc
ti
on

を
推
進
す
る
た
め
、
港
湾
工
事
の
う
ち
地
盤
改
良
工
・
基
礎
工
に
つ
い

て
、
ク
ラ
ウ
ド
上
に
お
け
る
関
係
者
間
で
の
３
次
元
デ
ー
タ
の
共
有
及
び
監
督
・
検
査
へ
の
活
用
を
可
能
と
す
る
シ
ス
テ
ム
の
構
築
・
ル
ー
ル
の
整
備
を

行
う
。
 

 
全
国
の
港
湾
の
う
ち
、
10

港
を
モ
デ
ル
と
し
て
イ
ン
フ
ラ
情
報
の
電
子
化
を
行
い
、
こ
れ
ら
デ
ー
タ
を
共
有
す
る
基
盤
（
Cy
be
r 
Po
rt
（
港
湾
イ
ン
フ

ラ
分
野
））

の
プ
ロ
ト
タ
イ
プ
を
設
計
・
構
築
す
る
。
 

1-
4)
4-
3)
5-
1)
5-
4)
5-

5)
6-
5)
 

【
国
交
】
港
湾
に
お
け
る
災
害

情
報
収
集
等
に
関
す
る
対
策
 

 
迅
速
な
港
湾
機
能
の
復
旧
等
の
体
制
構
築
に
向
け
、
自
律
制
御
型
ド
ロ
ー
ン
や
衛
星
画
像
の
活
用
に
よ
る
迅
速
な
被
災
状
況
把
握
体
制
の
構
築
、
カ
メ

ラ
の
整
備
、
準
天
頂
衛
星
を
活
用
し
た
シ
ス
テ
ム
の
開
発
等
を
実
施
す
る
。
 

1-
3)
2-
1)
2-
2)
2-
3)
4-

1)
5-
1)
 

【
国
交
】
鉄
道
施
設
の
老
朽
化

対
策
 

 
老
朽
化
が
認
め
ら
れ
る
鉄
道
施
設
に
つ
い
て
、
長
寿
命
化
に
資
す
る
補
強
・
改
良
を
支
援
す
る
。
 

1-
1)
1-
3)
1-
4)
1-
5)
2-

4)
4-
3)
5-
4)
5-
5)
5-
6)
6-

4)
7-
1)
8-
2)
 

【
国
交
】
空
港
の
老
朽
化
対
策
 

定
期
的
な
点
検
等
に
よ
り
劣
化
・
損
傷
の
程
度
や
原
因
を
把
握
し
、
老
朽
化
の
進
ん
で
い
る
施
設
に
つ
い
て
効
率
的
か
つ
効
果
的
な
更
新
・
改
良
を
引

き
続
き
実
施
す
る
。
 

5-
5)
5-
6)
6-
4)
 

９
．
農
林
水
産
 

 
 

施
策
名
称

 
令
和
４
年
度
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
該
当
プ
ロ
グ
ラ
ム

 
【
農
水
】
農
業
水
利
施
設
の
耐

震
化
 

 
基
幹
的
農
業
水
利
施
設
の
う
ち
、
ダ
ム
等
極
め
て
重
要
な
国
営
造
成
施
設
に
つ
い
て
レ
ベ
ル
２
地
震
動
に
対
応
し
た
耐
震
化
計
画
を
策
定
し
、
事
業
化

に
向
け
た
各
種
計
画
策
定
や
法
令
等
の
手
続
、
費
用
負
担
の
考
え
方
な
ど
の
合
意
形
成
を
図
り
、
計
画
的
な
対
策
着
手
を
進
め
て
い
く
。
 

5-
8)
5-
9)
6-
2)
7-
6)
 

【
農
水
】
た
め
池
の
ハ
ー
ド
及

び
ソ
フ
ト
対
策
の
推
進
 

 
た
め
池
工
事
特
措
法
に
基
づ
き
、
防
災
工
事
等
の
ハ
ー
ド
対
策
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、
早
急
に
防
災
工
事
に
着
手
で
き
な
い
た
め
池
に
つ
い
て
は
、

避
難
場
所
や
経
路
を
示
し
た
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
等
の
ソ
フ
ト
対
策
を
適
切
に
組
み
合
わ
せ
て
、
た
め
池
の
防
災
・
減
災
対
策
を
一
層
推
進
し
て
い
く
。
 

5-
8)
5-
9)
6-
2)
7-
4)
7-
6)
 

【
農
水
】
農
林
道
の
迂
回
路
等

と
し
て
の
活
用
に
係
る
道
路
管

理
者
間
の
情
報
共
有
等
の
促
進
 

 
農
林
道
の
有
す
る
迂
回
路
と
し
て
の
機
能
の
実
態
調
査
を
す
す
め
る
と
と
も
に
、
国
・
県
・
民
間
団
体
等
で
構
成
さ
れ
る
「「

多
様
な
主
体
が
管
理
す
る

道
活
用
」
連
絡
会
」
等
を
活
用
す
る
こ
と
で
関
係
者
間
で
の
情
報
共
有
に
努
め
、
地
域
防
災
計
画
に
適
切
に
農
林
道
が
位
置
づ
け
ら
れ
る
よ
う
働
き
か
け

る
。
 

2-
1)
2-
2)
5-
1)
5-
5)
5-

8)
6-
4)
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【
農
水
】
応
急
用
食
料
等
物
資

供
給
体
制
の
充
実
及
び
備
蓄
の

推
進
 

 
「
緊
急
災
害
時
対
応
食
料
供
給
体
制
整
備
調
査
」
の
取
り
ま
と
め
に
当
た
っ
て
は
、
必
要
に
応
じ
て
調
査
品
目
等
の
見
直
し
を
行
う
と
と
も
に
、
訓
練

に
当
た
っ
て
は
、
よ
り
現
実
に
即
し
た
訓
練
内
容
に
よ
り
、
応
急
用
食
料
の
調
達
体
制
の
充
実
を
図
る
ほ
か
、
内
閣
府
主
催
の
緊
急
災
害
対
策
本
部
事
務

局
訓
練
等
に
参
加
し
、
多
く
の
経
験
者
を
確
保
す
る
。
 

 
平
成

30
年
度
に
作
成
し
た
「
災
害
時
に
備
え
た
食
品
ス
ト
ッ
ク
ガ
イ
ド
」・
「
要
配
慮
者
の
た
め
の
災
害
時
に
備
え
た
食
品
ス
ト
ッ
ク
ガ
イ
ド
」・

We
b
ペ

ー
ジ
「
家
庭
備
蓄
ポ
ー
タ
ル
」
に
加
え
、
令
和
４
年
４
月
に
公
表
し
た
「
災
害
時
に
そ
な
え
る
食
品
ス
ト
ッ
ク
ガ
イ
ド
（
単
身
者
向
け
）」

等
を
活
用
し
、

情
報
発
信
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、
災
害
時
に
備
え
た
食
品
の
家
庭
備
蓄
の
一
層
の
定
着
を
図
る
。
 

2-
1)
2-
2)
5-
8)
 

【
農
水
】
農
村
に
お
け
る
基
幹

集
落
へ
の
機
能
集
約
と
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
の
強
化
 

 
農
地
・
農
業
水
利
施
設
や
農
村
生
活
環
境
整
備
等
の
地
域
資
源
の
適
切
な
保
全
管
理
を
図
る
こ
と
に
よ
り
、
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
維
持
・
活
性
化
を

促
進
す
る
も
の
で
あ
る
た
め
、
着
実
に
地
域
数
を
増
や
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
、
取
組
の
定
着
・
拡
大
の
た
め
、
ヒ
ア
リ
ン
グ
を
実
施
し
事
業
推
進
を
支

援
す
る
。
 

7-
6)
 

【
農
水
】
土
地
改
良
施
設
に
係

る
施
設
管
理
者
の
業
務
体
制
の

確
立
（
継
続
計
画
策
定
）
の
推

進
及
び
体
制
強
化
 

 
担
当
者
会
議
等
に
お
い
て
、
施
設
管
理
者
に
対
し
て

BC
P
策
定
等
の
必
要
性
に
つ
い
て
、
啓
発
を
図
る
と
と
も
に
、「

土
地
改
良
施
設
管
理
者
の
た
め
の

業
務
継
続
計
画
（
BC
P）

策
定
マ
ニ
ュ
ア
ル
」（

平
成

28
年
３
月
策
定
）
の
周
知
に
努
め
る
。
 

5-
8)
5-
9)
6-
2)
7-
4)
7-
6)
 

【
農
水
】
農
村
に
お
け
る
想
定

被
害
情
報
の
共
有
に
よ
る
避
難

計
画
の
精
度
の
向
上
 

 
早
急
に
防
災
工
事
に
着
手
で
き
な
い
防
災
重
点
農
業
用
た
め
池
に
お
い
て
、
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
等
ソ
フ
ト
対
策
を
実
施
す
る
。
 

 
山
地
防
災
に
係
る
情
報
共
有
体
制
の
整
備
や
防
災
意
識
の
向
上
の
た
め
の
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
の
作
成
・
配
布
、
講
習
会
の
開
催
等
を
支
援
し
、
地
域
防
災

力
の
向
上
を
推
進
す
る
。
 

1-
3)
1-
5)
4-
3)
7-
4)
 

【
農
水
】
農
業
水
利
施
設
等
の

機
能
診
断
を
踏
ま
え
た
保
全
対

策
 

 
機
能
保
全
計
画
及
び
施
設
監
視
結
果
に
基
づ
き
適
切
な
時
期
に
対
策
を
実
施
す
る
た
め
、
事
業
化
に
向
け
た
各
種
計
画
策
定
や
法
令
等
の
手
続
、
費
用

負
担
の
考
え
方
な
ど
の
合
意
形
成
を
図
り
、
計
画
的
な
対
策
着
手
を
進
め
て
い
く
。
 

5-
8)
5-
9)
6-
2)
7-
6)
 

【
農
水
】
海
岸
防
災
林
の
整
備
 

 
津
波
に
対
す
る
被
害
軽
減
効
果
の
高
い
海
岸
防
災
林
の
整
備
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
海
岸
防
災
林
の
防
災
機
能
の
確
保
に
向
け
た
施
策
の
検
討
を
継

続
す
る
。
 

 
津
波
に
対
す
る
被
害
軽
減
効
果
の
高
い
海
岸
防
災
林
の
整
備
に
係
る
技
術
的
検
討
を
引
き
続
き
行
う
。
 

 
５
か
年
加
速
化
対
策
に
基
づ
く
、
森
林
の
防
災
機
能
を
発
揮
さ
せ
る
海
岸
防
災
林
の
整
備
を
実
施
す
る
。
 

1-
3)
2-
2)
3-
3)
5-
5)
6-

4)
6-
5)
7-
4)
7-
6)
 

【
農
水
】
山
村
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

に
よ
る
森
林
整
備
・
保
全
活
動

等
の
推
進
 

 
平
成

25
年
度
か
ら
実
施
し
て
い
る
森
林
・
山
村
多
面
的
機
能
発
揮
対
策
に
お
い
て
、
地
域
住
民
等
に
よ
る
森
林
の
保
全
管
理
活
動
等
の
取
組
を
支
援
す

る
と
と
も
に
、
農
業
と
連
携
し
た
取
組
も
支
援
す
る
。
 

 
効
率
的
な
森
林
整
備
に
資
す
る
施
業
集
約
化
に
向
け
て
、
よ
り
効
果
的
な
手
法
を
検
討
し
つ
つ
、
森
林
情
報
の
収
集
活
動
や
合
意
形
成
活
動
や
森
林
境

界
の
明
確
化
活
動
を
支
援
す
る
。
 

7-
6)
8-
2)
8-
4)
8-
5)
 

【
農
水
】
森
林
の
国
土
保
全
機

能
（
土
壌
侵
食
防
止
、
洪
水
緩

和
等
）
の
維
持
・
発
揮
の
た
め

の
多
様
で
健
全
な
森
林
の
整
備

等
 

 
森
林
の
国
土
保
全
機
能
の
維
持
・
発
揮
に
向
け
て
、
間
伐
や
再
造
林
と
こ
れ
に
必
要
な
路
網
整
備
、
鳥
獣
害
対
策
の
推
進
等
に
よ
る
多
様
で
健
全
な
森

林
の
整
備
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
近
年
の
災
害
を
踏
ま
え
、
市
町
村
等
公
的
主
体
と
森
林
所
有
者
、
施
設
管
理
者
等
が
協
定
を
締
結
し
て
行
う
、
鉄
道

等
の
重
要
イ
ン
フ
ラ
施
設
周
辺
の
森
林
整
備
や
強
靱
で
災
害
に
強
く
代
替
路
に
も
な
る
幹
線
林
道
の
整
備
を
支
援
す
る
。
ま
た
、
５
か
年
加
速
化
対
策
に

基
づ
き
、
間
伐
等
の
森
林
整
備
や
林
道
の
整
備
・
改
良
等
と
い
っ
た
対
策
を
実
施
す
る
。
 

1-
5)
7-
6)
 

【
農
水
】
荒
廃
地
等
に
お
け
る

治
山
施
設
の
整
備
 

 
山
地
災
害
危
険
地
区
に
お
い
て
、
治
山
施
設
の
整
備
等
の
ハ
ー
ド
対
策
と
、
関
係
機
関
や
地
域
住
民
と
連
携
し
た
山
地
災
害
発
生
リ
ス
ク
に
関
す
る
情

報
の
周
知
等
の
ソ
フ
ト
対
策
を
総
合
的
に
実
施
す
る
。
 

 
重
点
的
な
治
山
施
設
の
機
能
強
化
・
老
朽
化
対
策
、
避
難
経
路
を
保
全
対
象
と
し
た
緊
急
的
な
予
防
対
策
等
を
実
施
す
る
。
 

 
５
か
年
加
速
化
対
策
に
基
づ
き
、
流
域
治
水
の
取
組
と
連
携
し
つ
つ
、
土
石
流
等
の
山
地
災
害
等
の
リ
ス
ク
が
高
い
地
域
の
整
備
の
推
進
に
よ
り
、
重

要
イ
ン
フ
ラ
や
集
落
等
を
保
全
す
る
。
 

1-
3)
1-
5)
1-
6)
2-
2)
3-

3)
5-
5)
5-
8)
6-
4)
6-
5)
7-

4)
7-
6)
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【
農
水
】
災
害
時
に
お
け
る
食

品
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
事
業

者
間
の
連
携
・
協
力
体
制
の
構

築
 

 
大
規
模
災
害
時
の
被
災
地
域
に
お
い
て
、
食
料
供
給
の
維
持
・
回
復
に
資
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
策
定
し
た
指
針
等
を
活
用
し
、
食
品
産
業
事
業
者

団
体
や
食
品
産
業
事
業
者
と
の
会
合
の
場
等
に
お
い
て
食
品
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
全
体
の
食
品
産
業
事
業
者
間
の
連
携
・
協
力
体
制
の
構
築
の
必
要
性
に

つ
い
て
普
及
に
努
め
、
食
品
産
業
事
業
者
の

BC
P
策
定
等
を
促
進
す
る
。
ま
た
、
令
和
２
年
度
に
発
生
し
た
災
害
の
経
験
を
踏
ま
え
、
既
に
策
定
済
み
の

BC
P
に
つ
い
て
も
必
要
に
応
じ
た
見
直
し
を
促
す
。
 

5-
8)
 

【
農
水
】
農
業
農
村
整
備
に
関

す
る
防
災
・
減
災
等
に
係
る
新

技
術
の
開
発
・
共
有
 

 
現
場
実
証
・
実
装
を
進
め
る
た
め
の
事
業
実
施
や
説
明
会
等
に
よ
る
技
術
の
啓
発
を
図
る
と
と
も
に
、
防
災
・
減
災
等
に
資
す
る
技
術
開
発
の
推
進
を

図
る
。
 

5-
8)
 

【
農
水
】
農
村
地
域
レ
ベ
ル
で

の
総
合
的
な
防
災
・
減
災
対
策

の
推
進
（
排
水
対
策
充
実
、
地

す
べ
り
対
策
等
）
 

令
和
４
年
度
は
、
た
め
池
の
洪
水
調
節
機
能
の
強
化
を
目
的
と
し
た
た
め
池
整
備
等
の
支
援
制
度
や
、
湛
水
被
害
の
防
止
を
目
的
と
し
た
農
業
生
産
基

盤
の
整
備
等
の
支
援
制
度
を
拡
充
し
、
引
き
続
き
た
め
池
や
排
水
機
場
、
排
水
路
等
を
整
備
し
、
農
地
及
び
市
街
地
・
集
落
を
含
む
農
村
地
域
の
湛
水
被

害
等
を
防
止
す
る
た
め
の
防
災
・
減
災
対
策
を
一
層
推
進
し
て
い
く
。
 

1-
4)
5-
8)
7-
4)
7-
6)
 

【
農
水
】
農
村
に
お
け
る
地
域

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
維
持
・
活
性

化
や
自
立
的
な
防
災
・
復
旧
活

動
の
体
制
整
備
の
推
進
 

 
取
組
の
定
着
・
拡
大
の
推
進
に
向
け
て
、
共
同
活
動
に
よ
る
地
域
資
源
の
保
全
管
理
が
持
続
的
な
体
制
で
行
わ
れ
る
よ
う
、
活
動
組
織
の
広
域
化
を
推

進
す
る
と
と
も
に
、
非
農
業
者
の
参
加
を
促
進
し
、
農
村
協
働
力
の
強
化
を
図
る
。
 

7-
6)
 

【
農
水
】
農
村
の
集
落
機
能
の

維
持
と
地
域
資
源
・
環
境
の
保

全
 

 
農
山
漁
村
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
機
能
の
向
上
を
促
進
す
る
た
め
、
地
域
の
創
意
工
夫
に
よ
る
活
動
計
画
づ
く
り
や
実
践
活
動
を
支
援
す
る
こ
と
に
よ
り
、

農
村
の
集
落
機
能
の
維
持
や
地
域
資
源
の
保
全
に
向
け
た
地
域
主
体
の
取
組
を
推
進
す
る
。
 

7-
6)
 

【
農
水
】 
水
産
物
の
一
連
の
生

産
・
流
通
過
程
に
お
け
る

BC
P

の
策
定
の
促
進
 

「
災
害
に
強
い
水
産
地
域
づ
く
り
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
等
の
普
及
を
行
う
と
と
も
に
、
そ
れ
に
基
づ
く
個
別
地
域

BC
P
の
策
定
を
推
進
す
る
。
 

5-
1)
5-
8)
 

【
農
水
】
GI
S
を
活
用
し
た
農

業
水
利
施
設
の
可
視
化
・
共
有

化
 

 
ま
だ

GI
S
整
備
が
で
き
て
い
な
い
約

45
0
施
設
の
国
営
造
成
施
設
に
つ
い
て
、
施
設
の
整
備
が
完
了
し
た
も
の
か
ら
順
次
、
GI
S
整
備
を
実
施
す
る
。
 

 
ま
た
、
情
報
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
に
蓄
積
さ
れ
た
施
設
情
報
が
施
設
の
機
能
保
全
計
画
の
策
定
や
維
持
管
理
、
防
災
・
減
災
及
び
災
害
対
応
に
一
層
活

用
さ
れ
る
よ
う
、
位
置
情
報
の
精
度
向
上
を
進
め
る
。
 

5-
8)
5-
9)
6-
2)
7-
6)
 

【
農
水
】
卸
売
市
場
施
設
整
備

の
推
進
 

 
卸
売
市
場
法
に
基
づ
き
中
央
卸
売
市
場
又
は
地
方
卸
売
市
場
の
認
定
を
受
け
た
卸
売
市
場
に
お
い
て
、
災
害
時
に
も
業
務
が
継
続
で
き
る
よ
う
に
す
る

た
め
の
防
災
・
減
災
対
策
も
含
め
た
卸
売
市
場
施
設
整
備
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
都
道
府
県
毎
の
主
要
な
卸
売
市
場
に
お
い
て
、
想
定
さ
れ
る
災
害
発

生
リ
ス
ク
に
対
応
し
た
防
災
・
減
災
対
応
を
行
う
た
め
の
施
設
を
早
急
に
整
備
す
る
た
め
の
加
速
化
対
策
を
実
施
す
る
。
 

5-
8)
 

【
農
水
】
集
落
排
水
施
設
の
耐

震
化
等
 

 
指
標
の
目
標
年
次
（
令
和
７
年
度
）
に
向
け
、
各
地
方
公
共
団
体
が
実
施
す
る
老
朽
化
等
に
対
す
る
機
能
保
全
対
策
の
取
組
に
つ
い
て
、
農
村
整
備
事

業
等
の
活
用
を
推
進
し
、
計
画
ど
お
り
取
り
組
ま
れ
る
よ
う
進
捗
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
を
実
施
す
る
。
 

2-
6)
6-
3)
7-
6)
 

【
農
水
】
農
地
の
浸
水
リ
ス
ク

に
関
す
る
情
報
の
共
有
・
可
視

化
 

 
国
営
土
地
改
良
事
業
に
よ
る
排
水
施
設
整
備
の
事
業
化
に
向
け
た
調
査
を
実
施
中
の
２
地
区
に
お
い
て
農
地
浸
水
マ
ッ
プ
を
作
成
す
る
。
 

5-
8)
7-
6)
 

【
農
水
】
農
道
・
農
道
橋
等
の

保
全
対
策
の
推
進
 

 
農
林
道
施
設
の
点
検
・
診
断
、
機
能
保
全
計
画
（
個
別
施
設
計
画
）
策
定
、
保
全
対
策
の
実
施
と
い
う
一
連
の
機
能
保
全
対
策
に
関
す
る
説
明
会
等
を

開
催
し
、
施
設
の
経
過
年
数
等
に
応
じ
た
計
画
的
な
点
検
・
診
断
と
保
全
対
策
の
実
施
に
つ
い
て
農
林
道
の
施
設
管
理
者
に
周
知
す
る
と
と
も
に
、
機
能

保
全
計
画
（
個
別
施
設
計
画
）
に
基
づ
き
確
実
に
保
全
対
策
等
が
実
施
さ
れ
る
よ
う
指
導
・
助
言
を
行
う
。
 

2-
1)
2-
2)
5-
1)
5-
5)
5-

8)
6-
4)
7-
6)
 

【
農
水
】
漁
業
地
域
に
お
け
る

避
難
路
の
整
備
・
保
護
の
強
化
 

「
災
害
に
強
い
水
産
地
域
づ
く
り
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
等
の
普
及
を
図
る
と
と
も
に
、
更
な
る
避
難
路
及
び
避
難
施
設
等
の
整
備
を
推
進
し
、
防
災
機
能

の
強
化
対
策
を
図
る
。
 

1-
3)
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【
農
水
】
防
波
堤
と
防
潮
堤
に

よ
る
多
重
防
護
で
の
防
災
減
災

対
策
の
促
進
 

 
漁
港
管
理
者
等
に
対
し
て
、
防
波
堤
と
防
潮
堤
で
の
多
重
防
護
に
よ
る
漁
港
漁
村
の
防
災
・
減
災
対
策
の
考
え
方
等
の
普
及
を
図
る
と
と
も
に
、
多
重

防
護
等
に
よ
る
具
体
的
な
施
設
整
備
を
通
じ
て
防
災
減
災
対
策
を
促
進
す
る
。
 

1-
3)
2-
1)
5-
1)
5-
5)
5-

8)
7-
6)
 

【
農
水
】
漁
港
施
設
の
耐
震
化

等
 

 
大
規
模
津
波
に
よ
る
甚
大
な
被
害
が
予
測
さ
れ
る
地
域
や
拠
点
的
漁
港
に
お
け
る
防
波
堤
の
耐
津
波
化
や
岸
壁
の
耐
震
化
、
近
年
激
甚
化
す
る
台
風
・

低
気
圧
災
害
に
備
え
、
防
波
堤
の
耐
浪
化
対
策
等
を
推
進
す
る
。
 

1-
3)
2-
1)
2-
2)
5-
1)
5-

5)
5-
8)
 

【
農
水
】
漁
港
施
設
の
長
寿
命

化
対
策
 

 
老
朽
化
対
策
予
算
を
確
保
す
る
と
と
も
に
、
漁
港
管
理
者
等
に
対
し
て
、
機
能
保
全
計
画
に
基
づ
き
、
漁
港
施
設
等
の
予
防
保
全
型
の
老
朽
化
対
策
推

進
の
た
め
の
計
画
的
な
点
検
・
診
断
と
そ
れ
に
基
づ
い
た
適
切
な
保
全
対
策
等
が
実
施
さ
れ
る
よ
う
、
審
査
の
際
な
ど
に
技
術
的
助
言
や
指
導
を
行
う
。
 

 
老
朽
化
対
策
の
適
切
な
実
施
に
向
け
、
技
術
開
発
を
進
め
、
新
技
術
な
ど
に
つ
い
て
担
当
者
会
議
等
を
活
用
し
て
情
報
提
供
を
行
う
。
 

1-
3)
2-
1)
2-
2)
5-
1)
5-

5)
5-
8)
 

【
農
水
】
農
業
水
利
施
設
の
防

災
・
減
災
等
に
係
る
基
準
等
の

改
定
 

 
維
持
管
理
及
び
長
寿
命
化
対
策
に
係
る
記
述
の
改
定
等
に
つ
い
て
、
有
識
者
委
員
会
に
お
け
る
検
討
の
結
果
等
を
踏
ま
え
、
計
画
基
準
「
農
地
地
す
べ

り
防
止
対
策
」
を
改
定
す
る
。
 

5-
8)
6-
2)
 

【
農
水
】
CL
T（

直
交
集
成
板
）

等
の
開
発
・
普
及
 

 
CL
T
の
需
要
拡
大
に
向
け
た
取
組
と
し
て
、
施
工
ノ
ウ
ハ
ウ
蓄
積
の
た
め
の
実
証
的
な

CL
T
建
築
物
・
街
づ
く
り
や
、
CL
T
を
用
い
た
先
導
的
な
設
計
・

施
工
技
術
が
導
入
さ
れ
る
建
築
物
等
の
木
造
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
支
援
す
る
と
と
も
に
、
材
料
コ
ス
ト
や
建
築
コ
ス
ト
低
減
の
た
め
に
実
証
的
に
用
い
る

CL
T
の
部
材
調
達
を
支
援
す
る
。
ま
た
、
CL
T
に
関
わ
る
人
材
育
成
や

CL
T
を
使
い
易
く
す
る
環
境
づ
く
り
と
し
て
、
SD
Gｓ

等
へ
の
寄
与
の
見
え
る
化
を

推
進
す
る
と
と
も
に
、
CL
T
等
建
築
物
の
設
計
の
容
易
化
や
、
設
計
者
へ
の
一
元
的
サ
ポ
ー
ト
の
推
進
、
顕
彰
制
度
等
を
通
じ
た

CL
T
建
築
物
の
普
及
・

啓
発
活
動
や
、
施
工
性
・
汎
用
性
の
高
い
パ
ネ
ル
の
寸
法
等
の
標
準
規
格
の
検
討
・
作
成
に
向
け

CL
T
製
造
企
業
と
の
連
携
構
築
の
た
め
の
モ
デ
ル
的
な

取
組
を
支
援
す
る
。
ま
た
、
建
築
以
外
の
分
野
で
の

CL
T
の
活
用
推
進
を
支
援
す
る
。
 

7-
6)
 

【
農
水
】「
緊
急
事
態
食
料
安
全

保
障
指
針
」
に
基
づ
く
対
策
 

 
「
緊
急
事
態
食
料
安
全
保
障
指
針
」
に
基
づ
き
、
平
素
か
ら
適
切
か
つ
効
率
的
な
備
蓄
の
運
用
及
び
安
定
的
な
輸
入
の
確
保
を
行
い
、
食
料
の
供
給
が

不
足
す
る
場
合
に
備
え
る
。
 

5-
8)
 

【
農
水
】
農
業
用
水
緊
急
節
水

対
策
本
部
に
よ
る
関
係
者
間
の

情
報
共
有
等
の
促
進
 

 
取
水
制
限
が
実
施
さ
れ
て
い
る
地
域
の
農
業
に
関
す
る
情
報
収
集
（
渇
水
が
発
生
し
た
場
合
の
被
害
状
況
等
）、

地
方
農
政
局
等
関
係
機
関
へ
の
節
水
に

関
す
る
指
導
・
助
言
や
農
業
用
水
の
反
復
利
用
等
に
必
要
と
な
る
ポ
ン
プ
貸
し
出
し
等
の
促
進
な
ど
総
合
的
な
渇
水
対
策
を
推
進
す
る
。
 

5-
9)
 

【
農
水
】
園
芸
産
地
事
業
継
続

対
策
 

 
都
道
府
県
が
策
定
し
た
推
進
計
画
に
基
づ
き
、
都
道
府
県
や
市
町
村
、
農
業
者
の
組
織
す
る
団
体
等
が
事
業
継
続
計
画
の
策
定
や
、
事
業
継
続
計
画
の

実
行
に
必
要
な
体
制
整
備
、
事
業
継
続
計
画
の
実
践
に
必
要
な
取
組
を
支
援
す
る
。
 

 
本
対
策
の
実
施
に
よ
り
作
成
さ
れ
た
事
業
継
続
計
画
の
策
定
マ
ニ
ュ
ア
ル
等
の
成
果
物
や
優
良
事
例
に
つ
い
て
、
広
く
周
知
を
行
い
、
園
芸
産
地
に
お

け
る
非
常
時
の
対
応
能
力
向
上
に
向
け
て
事
業
継
続
計
画
の
策
定
を
推
進
す
る
。
 

5-
8)
 

【
農
水
】「

田
ん
ぼ
ダ
ム
」
等
の

取
組
の
推
進
 

「
田
ん
ぼ
ダ
ム
」
の
取
組
が
面
的
な
広
が
り
を
持
つ
よ
う
地
域
の
共
同
活
動
を
多
面
的
機
能
支
払
交
付
金
に
て
支
援
す
る
。
ま
た
、
水
田
の
雨
水
貯
留

能
力
を
高
め
る
「
田
ん
ぼ
ダ
ム
」
の
取
組
の
推
進
の
た
め
、
水
田
の
貯
留
機
能
向
上
を
促
進
す
る
農
地
整
備
事
業
に
お
い
て
「
田
ん
ぼ
ダ
ム
」
の
導
入
に

向
け
た
畦
畔
補
強
や
排
水
口
整
備
を
行
う
と
と
も
に
、「

田
ん
ぼ
ダ
ム
」
の
実
施
に
際
し
て
必
要
な
地
元
調
整
に
要
す
る
費
用
を
定
額
で
支
援
す
る
。
さ
ら

に
、
水
利
施
設
事
業
に
お
い
て
、「

田
ん
ぼ
ダ
ム
」
の
実
施
後
の
速
や
か
な
排
水
に
向
け
た
農
業
水
利
施
設
の
整
備
等
を
支
援
す
る
。
 

1-
4)
7-
6)
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１
０
．
国
土
保
全
 

 
 

施
策
名
称

 
令
和
４
年
度
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
該
当
プ
ロ
グ
ラ
ム

 

【
内
閣
府
】
PR
IS
M
建
設
・
イ
ン

フ
ラ
維
持
管
理
／
防
災
・
減
災

技
術
の
推
進
 

 
イ
ン
フ
ラ
の
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
全
体
（
調
査
・
測
量
・
設
計
～
施
工
・
監
督
検
査
～
維
持
管
理
）
で
の
イ
ン
フ
ラ
デ
ー
タ
の
デ
ジ
タ
ル
化
・
3D

化
等
を

進
め
る
た
め
、
3D

モ
デ
ル
を
活
用
し
た
業
務
・
工
事
の
関
係
者
間
で
の
情
報
共
有
及
び
デ
ー
タ
連
携
の
現
場
施
行
や

5D
モ
デ
ル
の
検
討
を
実
施
す
る
。

施
工
の
合
理
化
等
に
向
け
て
、
引
き
続
き
施
工
と
同
時
に
計
測
や
試
験
を
実
施
す
る
技
術
に
加
え
て
、
中
小
企
業
を
主
な
タ
ー
ゲ
ッ
ト
と
し
た
維
持
修
繕

等
に
関
す
る
新
技
術
の
応
募
に
よ
る
現
場
試
行
を
実
施
し
、
取
得
し
た
デ
ー
タ
の
分
析
に
よ
る
品
質
・
検
査
基
準
改
定
に
向
け
た
取
組
を
推
進
す
る
。
ま

た
、
道
路
構
造
物
の
定
期
点
検
デ
ー
タ
を
集
約
し
た
維
持
管
理
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
知
見
を
活
か
し
、
他
の
イ
ン
フ
ラ
へ
横
展
開
を
図
る
。
 

 
国
土
交
通
デ
ー
タ
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
に
つ
い
て
、
国
交
省
内
外
の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
と
の
連
携
拡
大
、
検
索
機
能
の
改
良
、
及
び
将
来
運
用
体
制
の
検

討
を
実
施
す
る
。
 

 
連
携
型
イ
ン
フ
ラ
デ
ー
タ
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
構
築
に
向
け
て
、
先
行
事
例
を
元
に
連
携
に
適
し
た
デ
ー
タ
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
や
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

の
全
体
像
に
つ
い
て
検
討
し
連
携
を
開
始
す
る
。
 

 
官
民
連
携
に
よ
る
防
災
・
減
災
対
策
に
資
す
る
企
業
版
防
災
情
報
サ
ー
ビ
ス
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
改
良
と
研
究
成
果
の
マ
ッ
シ
ュ
ア
ッ
プ
拡
大
、
事

業
終
了
後
の
商
用
化
フ
ロ
ー
を
実
証
す
る
。
ま
た

AI
に
よ
る
竜
巻
等
自
動
検
知
・
進
路
予
測
シ
ス
テ
ム
や
中
小
河
川
に
お
け
る
水
位
情
報
提
供
シ
ス
テ
ム

の
精
度
向
上
及
び
適
用
範
囲
拡
大
に
向
け
た
取
組
を
実
施
す
る
。
 

1-
1)
1-
2)
1-
3)
1-
4)
1-

5)
1-
6)
2-
1)
2-
3)
3-
2)
3-

3)
4-
3)
5-
4)
5-
5)
5-
6)
5-

8)
6-
4)
6-
5)
7-
1)
7-
3)
7-

4)
7-
6)
8-
1)
8-
2)
8-
3)
8-

5)
 

【
内
閣
府
】
準
天
頂
衛
星
７
機

体
制
の
開
発
・
整
備
・
運
用
 

 
令
和
５
年
度
を
め
ど
に
持
続
測
位
を
可
能
と
す
る
７
機
体
制
の
運
用
を
開
始
す
る
た
め
、
追
加
３
機
（
５
、
６
、
７
号
機
）
に
つ
い
て
精
度
向
上
を
含

む
衛
星
開
発
を
推
進
す
る
。
 

8-
3)
 

【
文
科
】
非
破
壊
診
断
技
術
に

関
す
る
研
究
開
発
 

 
内
閣
府
の
戦
略
的
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
造
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
SI
P）

や
関
連
す
る
各
府
省
の
施
策
や
道
路
政
策
の
質
の
向
上
に
資
す
る
技
術
研
究
開
発
（
国

総
研
）
等
と
連
携
し
つ
つ
、
こ
れ
ま
で
に
開
発
し
、
レ
ー
ザ
ー
打
音
検
査
装
置
の
社
会
実
装
を
進
め
る
と
と
も
に
、
引
き
続
き

AI
に
よ
る
検
査
判
定
技
術

の
開
発
を
進
め
る
。
 

 
中
性
子
ビ
ー
ム
技
術
に
よ
り
得
ら
れ
る
力
学
的
知
見
に
基
づ
く
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
の
変
形
解
析
技
術
を
開
発
し
、
現
場
レ
ベ
ル
の
合
理
的
な
耐
震
・

耐
久
設
計
の
実
現
や
、
新
し
い
補
修
・
補
強
技
術
の
開
発
に
繋
げ
る
。
 

1-
1)
1-
3)
2-
6)
2-
7)
5-

4)
5-
5)
5-
6)
7-
1)
7-
3)
8-

1)
8-
2)
 

【
文
科
】
重
点
研
究
開
発
領
域

に
お
け
る
基
礎
・
基
盤
的
研
究

の
推
進
 

 
災
害
に
強
い
強
靱
な
建
物
・
社
会
イ
ン
フ
ラ
施
設
等
を
実
現
す
る
た
め
、
高
品
質
な
マ
テ
リ
ア
ル
デ
ー
タ
の
創
出
・
蓄
積
・
活
用
を
促
進
し
、
社
会
イ

ン
フ
ラ
材
料
の
水
素
脆
化
等
の
劣
化
評
価
技
術
お
よ
び
劣
化
機
構
解
明
に
基
づ
く
長
寿
命
材
料
の
開
発
、
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
実
現
に
向
け
た
輸
送

機
器
材
料
の
更
な
る
高
度
化
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
イ
ン
フ
ラ
用
構
造
材
料
の
耐
熱
性
向
上
に
向
け
た
材
料
開
発
な
ど
、
国
土
強
靱
化
に
資
す
る
新
し
い
構
造
材

料
の
開
発
を
着
実
に
実
施
す
る
と
と
も
に
、
NI
MS

イ
ン
フ
ラ
構
造
材
料
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
で
の
活
動
等
を
積
極
的
に
推
進
し
産
学
官
連
携
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
の
強
化
お
よ
び
情
報
発
信
を
目
指
す
。
 

1-
1)
 

【
文
科
】
公
共
イ
ン
フ
ラ
の
長

寿
命
化
の
た
め
の
中
性
子
非
破

壊
検
査
技
術
の
確
立
 

道
路
政
策
の
質
の
向
上
に
資
す
る
技
術
研
究
開
発
の
新
道
路
技
術
開
発
等
と
連
携
し
、
コ
ン
ク
リ
ー
ト
内
塩
分
濃
度
計
測
に
よ
る
中
性
子
非
破
壊
検
査

装
置
の
社
会
実
装
に
向
け
て
、
中
性
子
計
測
の
標
準
化
及
び
実
用
化
開
発
を
進
め
る
。
 

1-
1)
6-
4)
6-
5)
 

【
文
科
】
マ
テ
リ
ア
ル
先
端
リ

サ
ー
チ
イ
ン
フ
ラ
に
よ
る
先
端

共
用
設
備
の
高
度
化
・
利
用
支

援
 

 
マ
テ
リ
ア
ル
分
野
に
お
け
る
全
国
的
な
設
備
共
用
基
盤
の
構
築
に
よ
り
災
害
時
の
研
究
活
動
継
続
に
も
貢
献
す
る
た
め
、
最
先
端
研
究
設
備
の
全
国
的

な
基
盤
を
整
備
し
、
当
該
設
備
の
利
用
機
会
を
高
度
な
技
術
支
援
と
共
に
提
供
す
る
。
ま
た
、
共
用
設
備
か
ら
創
出
さ
れ
た
デ
ー
タ
を
全
国
で
利
活
用
可

能
な
形
式
で
蓄
積
・
共
有
す
る
た
め
、
デ
ー
タ
構
造
化
の
た
め
の
作
業
を
実
施
す
る
。
 

1-
1)
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【
文
科
】
次
世
代
火
山
研
究
・

人
材
育
成
総
合
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
 

 
「
次
世
代
火
山
研
究
推
進
事
業
」
に
お
い
て
、
火
山
観
測
デ
ー
タ
一
元
化
共
有
シ
ス
テ
ム
の
開
発
、
噴
火
先
行
現
象
を
精
度
よ
く
捉
え
る
た
め
の
新
た

な
観
測
手
法
及
び
即
時
的
に
判
断
す
る
各
種
ツ
ー
ル
の
開
発
、
火
山
噴
出
物
の
解
析
や
数
値
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
等
に
よ
る
火
山
噴
火
の
予
測
技
術
の
開

発
、
災
害
リ
ア
ル
タ
イ
ム
把
握
技
術
な
ど
の
火
山
災
害
対
策
技
術
の
開
発
を
実
施
す
る
。
ま
た
、「

火
山
研
究
人
材
育
成
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
構
築
事
業
」
に

お
け
る
体
系
的
な
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
推
進
す
る
。
 

1-
5)
4-
3)
 

【
文
科
】
地
震
調
査
研
究
推
進

本
部
に
よ
る
評
価
 

毎
月
の
全
国
の
地
震
活
動
の
現
状
に
つ
い
て
総
合
的
な
評
価
を
行
う
と
と
も
に
、
大
規
模
地
震
発
生
時
に
は
臨
時
の
地
震
調
査
委
員
会
を
開
催
し
、
発

生
し
た
地
震
に
つ
い
て
総
合
的
な
評
価
を
行
う
。
ま
た
、
近
畿
地
域
の
活
断
層
の
長
期
評
価
や
、
日
本
海
の
海
域
活
断
層
の
長
期
評
価
を
引
き
続
き
着
実

に
実
施
す
る
。
 

1-
1)
1-
3)
 

【
文
科
】
海
底
地
震
・
津
波
観

測
網
の
運
用
 

観
測
網
の
維
持
管
理
と
安
定
運
用
に
努
め
る
と
と
も
に
、
防
災
対
策
に
向
け
た

S-
ne
t
と

DO
NE
T
の
デ
ー
タ
の
利
活
用
を
推
進
し
て
い
く
た
め
、
社
会

実
装
に
向
け
た
取
組
を
実
施
す
る
。
ま
た
、
宮
城
・
岩
手
沖
海
域
の
ケ
ー
ブ
ル
で
発
生
し
て
い
る
障
害
箇
所
の
修
理
を
行
う
。
 

1-
3)
1-
5)
4-
3)
 

【
文
科
】
南
海
ト
ラ
フ
海
底
地

震
津
波
観
測
網
の
構
築
 

南
海
ト
ラ
フ
地
震
の
想
定
震
源
域
の
西
側
（
高
知
県
沖
～
日
向
灘
）
に
お
け
る
、
海
底
地
震
・
津
波
観
測
網
の
構
築
を
進
め
る
。
 

1-
3)
1-
5)
4-
3)
 

【
文
科
】
AL
OS

シ
リ
ー
ズ
等
の

地
球
観
測
衛
星
の
開
発
 

 
陸
域
観
測
技
術
衛
星
２
号
（
AL
OS
-2
）
の
運
用
を
継
続
す
る
と
と
も
に
、
先
進
光
学
衛
星
（
AL
OS
-3
）・

先
進
レ
ー
ダ
衛
星
（
AL
OS
-4
）
の
開
発
・
運
用

を
着
実
に
推
進
す
る
。
 

1-
5)
6-
4)
8-
3)
 

【
文
科
】
新
型
基
幹
ロ
ケ
ッ
ト

（
H3

ロ
ケ
ッ
ト
）
の
開
発
及
び

射
場
整
備
 

必
要
な
開
発
を
着
実
に
推
進
す
る
と
と
も
に
、
射
場
の
維
持
・
管
理
を
行
う
。
 

1-
1)
1-
3)
1-
5)
4-
1)
4-

2)
4-
3)
6-
4)
8-
3)
 

【
文
科
】
高
精
度
予
測
情
報
等

を
通
じ
た
気
候
変
動
対
策
 

全
て
の
気
候
変
動
対
策
の
基
盤
と
な
る
気
候
モ
デ
ル
の
開
発
等
を
通
じ
、
気
候
変
動
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
解
明
や
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
た
気
候
変
動
予
測
デ
ー

タ
の
創
出
を
実
施
す
る
。
ま
た
、
DI
AS

の
長
期
的
・
安
定
的
運
用
を
継
続
し
、
地
球
環
境
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
を
利
活
用
し
た
気
候
変
動
、
防
災
等
の
地
球
規

模
課
題
の
解
決
や
国
土
強
靭
化
に
貢
献
す
る
研
究
開
発
を
推
進
す
る
。
 

1-
4)
4-
3)
 

【
文
科
】
火
山
機
動
観
測
体
制

の
構
築
に
係
る
実
証
研
究
 

引
き
続
き
観
測
機
材
の
調
達
と
機
材
管
理
シ
ス
テ
ム
の
拡
充
を
行
う
と
と
も
に
、
そ
れ
ら
観
測
機
材
等
を
適
切
に
活
用
し
て
、
平
時
や
緊
急
時
に
お
け

る
具
体
的
な
火
山
機
動
観
測
を
実
施
し
、
火
山
機
動
観
測
体
制
の
構
築
に
係
る
実
証
研
究
を
さ
ら
に
進
め
る
予
定
で
あ
る
。
ま
た
、
海
外
研
究
機
関
と
連

携
す
る
た
め
の
国
際
対
応
の
窓
口
の
整
備
を
進
め
る
。
 

1-
5)
 

【
文
科
】
情
報
科
学
を
活
用
し

た
地
震
調
査
研
究
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
 

情
報
科
学
分
野
に
精
通
し
た
外
部
有
識
者
に
よ
る
、
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
や
講
演
会
も
実
施
し
な
が
ら
、
採
択
研
究
課
題
を
進
捗
さ
せ
る
と

と
も
に
、
情
報
科
学
分
野
の
研
究
者
の
取
り
込
み
を
図
る
た
め
、
情
報
科
学
分
野
の
研
究
者
と
地
震
学
分
野
の
研
究
者
が
交
流
す
る
場
を
設
け
る
。
 

1-
1)
1-
3)
1-
5)
 

【
文
科
】
防
災
対
策
に
資
す
る

南
海
ト
ラ
フ
地
震
調
査
研
究
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
 

令
和
４
年
度
に
お
い
て
は
、
引
き
続
き
、
南
海
ト
ラ
フ
地
震
震
源
域
に
お
け
る
地
震
活
動
や
す
べ
り
現
象
の
具
体
的
な
把
握
手
法
の
開
発
を
進
め
る
と

と
も
に
、
防
災
対
策
ツ
ー
ル
の
基
盤
開
発
や
情
報
収
集
の
手
法
を
検
討
し
、
こ
れ
ら
の
成
果
を
実
際
の
地
域
防
災
に
活
か
せ
る
枠
組
み
を
検
討
す
る
。
 

1-
1)
1-
3)
1-
5)
4-
3)
7-
3)
 

【
文
科
】
海
底
深
部
に
お
け
る

地
殻
変
動
観
測
装
置
の
整
備
 

観
測
装
置
の
開
発
を
進
め
る
と
と
も
に
、
設
置
に
向
け
地
球
深
部
探
査
船
「
ち
き
ゅ
う
」
に
よ
る
海
底
深
部
の
掘
削
に
着
手
す
る
。
 

1-
1)
1-
3)
1-
5)
4-
3)
7-
3)
 

【
経
産
】
過
去
に
発
生
し
た
災

害
要
因
の
解
析
・
評
価
（
火
山

の
噴
火
履
歴
調
査
と
火
山
地
質

図
の
整
備
）
 

日
光
白
根
火
山
の
地
質
図
の
出
版
、
秋
田
焼
山
火
山
の
地
質
図
を
印
刷
に
回
し
、
伊
豆
大
島
、
御
嶽
火
山
、
雌
阿
寒
岳
火
山
、
岩
木
山
の
調
査
を
予
定

し
て
い
る
。
噴
火
口
図
及
び
火
口
位
置
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
作
成
を
開
始
す
る
。
火
山
噴
火
時
は
緊
急
調
査
と
噴
出
物
分
析
を
行
い
、
結
果
を
公
表
し
て
い

く
。
 

1-
5)
5-
5)
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【
経
産
】
過
去
に
発
生
し
た
災

害
要
因
の
解
析
・
評
価
（
津
波

の
浸
水
履
歴
調
査
と
浸
水
マ
ッ

プ
の
整
備
）
 

 
切
迫
性
が
高
く
、
か
つ
、
社
会
的
重
要
な
地
域
で
あ
る
九
十
九
里
浜
沿
岸
に
お
け
る
津
波
堆
積
物
の
分
布
と
津
波
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
る
過
去
の

浸
水
域
情
報
、
断
層
モ
デ
ル
の
パ
ラ
メ
ー
タ
情
報
を
整
備
す
る
。
 

1-
3)
5-
5)
 

【
経
産
】
地
下
水
等
総
合
観
測

施
設
の
整
備
 

地
下
水
等
総
合
観
測
施
設
の
整
備
す
べ
き
新
規
観
測
点
４
点
の
う
ち
３
点
を
、
和
歌
山
県
日
高
郡
付
近
、
香
川
県
高
松
市
付
近
、
大
分
県
佐
伯
市
付
近

に
整
備
す
る
。
南
海
ト
ラ
フ
の
ゆ
っ
く
り
滑
り
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
た
め
、
観
測
点
を
適
切
に
維
持
し
、
関
係
機
関
へ
の
リ
ア
ル
タ
イ
ム
デ
ー
タ
の
提
供
、

「
ゆ
っ
く
り
滑
り
観
測
デ
ー
タ
」
の
カ
タ
ロ
グ
化
、
前
駆
現
象
の
把
握
・
検
出
手
法
の
開
発
を
継
続
す
る
。
 

4-
3)
 

【
経
産
】
被
災
地
へ
の
物
資
調

達
等
に
係
る
情
報
の
一
元
化
 

 
災
害
時
の
物
資
調
達
を
円
滑
化
す
る
た
め
、
①
災
害
の
規
模
に
応
じ
た
物
資
の
必
要
量
推
定
②
物
資
所
管
省
庁
と
メ
ー
カ
ー
等
に
お
け
る
調
整
③
道
路

交
通
解
析
・
会
場
交
通
解
析
技
術
を
活
用
し
た
輸
送
支
援
が
可
能
と
な
る
シ
ス
テ
ム
（
SI
P
物
資
供
給
支
援
シ
ス
テ
ム
（
仮
称
））

を
開
発
し
、
既
存
の
、

内
閣
府
と
物
資
所
管
省
庁
を
つ
な
ぐ
「
内
閣
府
物
資
調
達
・
輸
送
調
整
等
支
援
シ
ス
テ
ム
」
へ
の
技
術
移
転
を
目
指
す
。
 

 
社
会
実
装
に
向
け
、
令
和
２
年
度
で
検
討
・
開
発
さ
れ
た

SI
P
物
資
供
給
支
援
シ
ス
テ
ム
の
プ
ロ
ト
タ
イ
プ
の
改
良
や
実
装
先
の
検
討
等
を
進
め
る
。
 

2-
1)
 

【
経
産
】
過
去
に
発
生
し
た
災

害
要
因
の
解
析
・
評
価
（
活
断

層
の
活
動
履
歴
調
査
と
活
動
性

評
価
）
 

長
大
活
断
層
の
連
動
性
評
価
に
必
要
な
活
断
層
や
重
点
的
調
査
観
測
対
象
の
活
断
層
、
地
震
発
生
確
率
が
不
明
な
活
断
層
（
Ｘ
ラ
ン
ク
の
活
断
層
）
に

つ
い
て
活
動
履
歴
や
活
動
性
に
関
す
る
調
査
を
継
続
し
、
成
果
を
報
告
す
る
。
 

 
自
治
体
か
ら
の
活
断
層
調
査
の
要
望
に
対
応
し
、
活
動
履
歴
や
活
動
性
に
関
す
る
調
査
を
行
い
、
成
果
を
報
告
す
る
。
 

 
防
災
基
礎
情
報
と
な
る
活
断
層
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
活
用
性
向
上
の
た
め
、
従
来
よ
り
詳
細
な
５
万
分
の
１
ス
ケ
ー
ル
で
の
表
示
を
可
能
に
す
る
調
査
地

点
情
報
の
改
善
(2
00

地
点
)を

実
施
す
る
。
 

1-
1)
5-
5)
 

【
国
交
】
IC
T・

デ
ー
タ
・
新
技

術
等
を
活
用
し
た
災
害
対
策
の

構
築
 

 
BI
M/
CI
M
の
オ
ン
ラ
イ
ン
上
で
の
情
報
共
有
環
境
の
整
備
、
国
土
地
盤
情
報
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
対
象
機
関
の
拡
大
を
行
う
と
と
も
に
、
こ
れ
ら
の
デ
ー

タ
や
社
会
資
本
に
係
る
施
設
情
報
等
と
連
携
す
る
国
土
交
通
デ
ー
タ
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
整
備
を
進
め
る
。
災
害
の
激
甚
化
に
よ
る
新
た
な
事
象
等
へ

の
対
策
の
検
討
等
に
必
要
な
実
験
施
設
の
整
備
及
び
調
査
研
究
、
革
新
的
社
会
資
本
整
備
研
究
開
発
推
進
事
業
に
お
け
る
研
究
開
発
を
実
施
す
る
。
 

6-
2)
6-
3)
6-
4)
6-
5)
7-
3)
 

【
国
交
】
河
川
管
理
施
設
・
砂

防
設
備
等
の
老
朽
化
対
策
 

 
国
、
水
資
源
機
構
、
地
方
公
共
団
体
な
ど
の
管
理
施
設
に
つ
い
て
策
定
す
る
個
別
施
設
計
画
に
基
づ
き
、
点
検
・
診
断
を
実
施
し
、
そ
の
結
果
を
踏
ま

え
、
計
画
的
な
修
繕
・
更
新
を
着
実
か
つ
効
率
的
・
効
果
的
に
実
施
し
、
老
朽
化
対
策
を
推
進
す
る
。
 

1-
3)
1-
4)
1-
5)
5-
5)
6-

5)
7-
2)
7-
4)
8-
3)
 

【
国
交
】
河
川
情
報
の
提
供
の

充
実
 

 
洪
水
時
に
お
け
る
住
民
の
主
体
的
な
避
難
を
促
進
す
る
た
め
、
携
帯
電
話
事
業
者
が
提
供
す
る
「
緊
急
速
報
メ
ー
ル
」
の
サ
ー
ビ
ス
を
活
用
し
た
洪
水

情
報
の
プ
ッ
シ
ュ
型
配
信
の
適
切
な
運
用
を
実
施
し
て
い
く
と
と
も
に
、
浸
水
セ
ン
サ
等
を
活
用
し
て
リ
ア
ル
タ
イ
ム
浸
水
把
握
の
実
証
実
験
に
取
り
組

む
。
 

1-
4)
 

【
国
交
】
要
配
慮
者
利
用
施
設

等
の
避
難
確
保
対
策
の
推
進
 

 
避
難
確
保
計
画
作
成
状
況
を
公
表
し
、
要
配
慮
者
利
用
施
設
の
計
画
作
成
・
訓
練
を
促
す
。
ま
た
、
実
効
性
の
あ
る
避
難
確
保
計
画
の
作
成
に
向
け
、

市
区
町
村
に
よ
る
施
設
へ
の
助
言
・
勧
告
を
支
援
す
る
た
め
の
講
習
会
等
を
開
催
す
る
。
 

 
地
下
街
等
の
避
難
確
保
・
浸
水
防
止
計
画
の
作
成
状
況
を
公
表
し
、
地
下
街
等
に
計
画
作
成
・
訓
練
を
促
す
。
 

 
企
業
等
の
浸
水
被
害
の
防
止
・
軽
減
を
図
る
た
め
、「

浸
水
被
害
防
止
に
向
け
た
取
組
事
例
集
」
等
の
技
術
資
料
を
周
知
す
る
。
 

5-
1)
5-
3)
6-
1)
 

128



【
国
交
】
水
害
リ
ス
ク
情
報
の

空
白
域
の
解
消
・
充
実
 

各
種
浸
水
想
定
区
域
図
作
成
マ
ニ
ュ
ア
ル
、
小
規
模
河
川
の
氾
濫
推
定
図
作
成
の
手
引
き
、
水
害
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
作
成
の
手
引
き
の
周
知
等
の
技
術

的
支
援
の
実
施
や
、
浸
水
想
定
区
域
や
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
変
更
・
作
成
等
に
対
す
る
財
政
的
支
援
を
実
施
し
、
水
害
リ
ス
ク
情
報
の
空
白
域
の
解
消
を

更
に
促
進
す
る
。
 

 
ま
た
、
大
規
模
氾
濫
減
災
協
議
会
の
構
成
市
町
村
に
お
け
る
「
マ
イ
・
タ
イ
ム
ラ
イ
ン
」
や
「
マ
イ
防
災
マ
ッ
プ
」
等
の
避
難
の
実
効
性
を
高
め
る
取

組
の
実
施
状
況
を
確
認
し
、
取
組
内
容
を
共
有
す
る
と
と
も
に
、
全
国
の
先
駆
的
な
取
組
や
水
害
や
防
災
の
専
門
家
等
と
の
連
携
に
よ
る
取
組
な
ど
の
事

例
を
共
有
す
る
こ
と
で
、
市
区
町
村
が
作
成
す
る
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
等
を
活
用
し
た
訓
練
等
の
取
組
を
支
援
し
、
水
害
リ
ス
ク
に
対
す
る
住
民
理
解
の
促

進
を
図
る
。
 

 
さ
ら
に
、
下
水
道
に
よ
る
浸
水
対
策
を
実
施
し
て
い
る
団
体
に
お
い
て
、
最
大
ク
ラ
ス
の
内
水
に
対
応
し
た
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
作
成
の
た
め
、
浸
水
想

定
区
域
図
の
作
成
を
促
進
す
る
。
 

 
加
え
て
、
全
国

10
9
水
系
の
一
級
水
系
に
お
い
て
外
水
氾
濫
を
対
象
と
し
た
水
害
リ
ス
ク
マ
ッ
プ
の
作
成
を
完
了
さ
せ
る
と
と
も
に
、
内
水
氾
濫
を
考

慮
し
た
水
害
リ
ス
ク
マ
ッ
プ
の
作
成
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
整
備
し
、
水
害
リ
ス
ク
マ
ッ
プ
の
整
備
を
推
進
す
る
こ
と
で
、
防
災
・
減
災
の
た
め
の
土
地
利
用

等
の
促
進
を
図
る
。
 

1-
4)
2-
1)
2-
2)
2-
3)
2-

4)
2-
5)
3-
2)
3-
3)
4-
3)
5-

7)
6-
1)
6-
2)
6-
3)
6-
5)
 

【
国
交
】
流
域
治
水
対
策
（
ダ

ム
）
 

 
１
級
水
系
・
２
級
水
系
に
つ
い
て
締
結
し
た
治
水
協
定
な
ど
に
よ
り
、
河
川
管
理
者
と
関
係
利
水
者
が
連
携
し
て
事
前
放
流
の
実
施
体
制
を
整
え
て
お

り
、
引
き
続
き
、
令
和
４
年
度
の
出
水
期
に
備
え
る
。
 

 
「
都
道
府
県
ダ
ム
洪
水
調
節
機
能
協
議
会
」
の
設
置
を
進
め
る
こ
と
に
よ
り
、
事
前
放
流
の
取
組
を
推
進
さ
せ
る
。
 

 
AI

を
活
用
す
る
な
ど
に
よ
り
、
雨
量
・
流
入
量
の
予
測
精
度
を
向
上
す
る
取
組
を
進
め
、
予
測
を
活
用
し
た
柔
軟
な
ダ
ム
運
用
等
に
よ
り
、
治
水
機
能

の
強
化
（
気
候
変
動
へ
の
適
応
）
 、

水
力
発
電
の
強
化
（
気
候
変
動
の
緩
和
）
を
推
進
す
る
。
 

 
利
水
ダ
ム
管
理
者
に
よ
る
事
前
放
流
の
強
化
の
た
め
、
放
流
施
設
の
整
備
等
に
対
す
る
補
助
制
度
等
に
よ
り
、
放
流
設
備
の
改
良
を
推
進
す
る
。
 

1-
4)
6-
5)
 

【
国
交
】
流
域
治
水
対
策
（
河

川
）
 

国
民
の
安
全
・
安
心
を
確
保
す
る
た
め
、
あ
ら
ゆ
る
関
係
者
が
協
働
し
て
流
域
全
体
で
行
う
「
流
域
治
水
」
を
推
進
し
、
気
候
変
動
等
に
よ
る
将
来
の

自
然
災
害
リ
ス
ク
の
増
大
に
適
応
し
た
総
合
的
な
防
災
・
減
災
対
策
を
進
め
る
。
こ
の
た
め
、
河
道
掘
削
、
堤
防
整
備
、
堤
防
強
化
、
耐
震
対
策
、
ダ
ム

の
事
前
放
流
の
推
進
、
ダ
ム
・
遊
水
地
の
整
備
等
を
着
実
に
進
捗
さ
せ
る
と
と
も
に
、
主
要
な
取
組
に
つ
い
て
進
捗
状
況
を
「
見
え
る
化
」
し
て
、
流
域

治
水
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
確
実
な
進
捗
を
図
る
。
 

 
特
に
、
本
支
川
合
流
部
や
狭
窄
部
等
を
有
す
る
浸
水
リ
ス
ク
の
高
い
地
域
に
お
け
る
早
期
の
浸
水
被
害
軽
減
を
図
る
た
め
、
令
和
４
年
度
ま
で
に

10
0

河
川
程
度
を
特
定
都
市
河
川
に
指
定
す
る
な
ど
、
流
域
治
水
関
連
法
に
基
づ
く
取
組
を
全
国
的
に
推
進
す
る
。
 

 
さ
ら
に
、
度
々
水
害
に
見
舞
わ
れ
て
い
る
浸
水
常
襲
地
域
に
お
い
て
、
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
を
維
持
で
き
る
よ
う
、
地
方
公
共
団
体
と
連
携
し
て
、
ま

ち
づ
く
り
事
業
と
一
体
と
な
っ
た
河
川
整
備
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
浸
水
被
害
が
頻
発
す
る
中
上
流
域
に
お
い
て
、
流
域
関
係
者
と
連
携
し
て
、
早
期

に
安
全
を
確
保
す
る
た
め
の
遊
水
地
、
輪
中
堤
の
整
備
や
総
合
的
な
内
水
対
策
を
加
速
す
る
。
 

 
水
災
害
ハ
ザ
ー
ド
情
報
の
充
実
等
を
通
じ
た
、
市
町
村
へ
の
支
援
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
防
災
ま
ち
づ
く
り
の
検
討
を
行
っ
た
事
例
集
を
作
成
す
る
。 

 
そ
の
ほ
か
、
ゼ
ロ
メ
ー
ト
ル
地
帯
に
お
い
て
は
、
大
規
模
氾
濫
が
発
生
し
た
場
合
で
も
、
命
の
安
全
が
確
保
さ
れ
、
最
低
限
の
避
難
生
活
水
準
を
確
保

で
き
、
ま
た
社
会
経
済
活
動
が
長
期
停
止
す
る
こ
と
な
く
迅
速
に
復
旧
で
き
る
よ
う
、
高
台
ま
ち
づ
く
り
（
線
的
・
面
的
に
つ
な
が
っ
た
高
台
・
建
物
群

の
創
出
）
を
進
め
て
い
く
。
 

1-
3)
1-
4)
2-
1)
2-
2)
2-

3)
2-
4)
2-
5)
2-
6)
2-
7)
3-

1)
3-
2)
3-
3)
4-
1)
4-
2)
4-

3)
5-
1)
5-
2)
5-
3)
5-
4)
5-

5)
5-
6)
5-
7)
5-
8)
6-
1)
6-

2)
6-
3)
6-
4)
6-
5)
7-
2)
7-

3)
7-
5)
7-
6)
8-
1)
8-
2)
8-

3)
8-
4)
8-
5)
8-
6)
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【
国
交
】
大
規
模
地
震
に
備
え

た
河
川
管
理
施
設
の
地
震
・
津

波
対
策
 

 
大
規
模
地
震
の
対
策
地
域
に
お
け
る
津
波
被
害
リ
ス
ク
が
高
い
河
川
に
お
い
て
、
地
震
・
津
波
対
策
と
し
て
、
堤
防
の
か
さ
上
げ
、
堤
防
等
の
耐
震
・

液
状
化
対
策
、
水
門
等
の
自
動
化
・
遠
隔
操
作
を
推
進
す
る
。
 

1-
3)
1-
4)
2-
1)
2-
2)
2-

3)
2-
4)
2-
5)
2-
6)
2-
7)
3-

1)
3-
2)
3-
3)
4-
1)
4-
2)
4-

3)
5-
1)
5-
2)
5-
3)
5-
4)
5-

5)
5-
6)
5-
7)
5-
8)
6-
1)
6-

2)
6-
3)
6-
4)
6-
5)
7-
2)
7-

3)
7-
5)
7-
6)
8-
1)
8-
2)
8-

3)
8-
4)
8-
5)
8-
6)
 

【
国
交
】
防
災
情
報
の
高
度
化

対
策
（
被
害
状
況
把
握
の
効
率

化
・
情
報
集
約
の
高
度
化
）
 

 
デ
ジ
タ
ル
技
術
を
活
用
し
た
被
害
状
況
把
握
の
効
率
化
や
情
報
集
約
の
高
度
化
に
向
け
、
他
シ
ス
テ
ム
と
の
連
携
な
ど
を
推
進
す
る
。
 

1-
2)
1-
3)
1-
4)
1-
5)
1-

6)
2-
1)
2-
3)
2-
4)
3-
1)
3-

2)
3-
3)
4-
3)
6-
3)
6-
4)
6-

5)
7-
4)
 

【
国
交
】
迅
速
な
応
急
・
災
害

復
旧
の
た
め
の
自
治
体
支
援
 

本
省
災
害
査
定
官
が
都
道
府
県
等
が
開
催
す
る
災
害
復
旧
事
業
に
関
す
る
研
修
・
講
習
会
に
お
い
て
講
義
を
実
施
す
る
。
 

研
修
教
材
の
ア
ー
カ
イ
ブ
化
な
ど
研
修
の
方
法
に
つ
い
て
検
討
す
る
。
 

「
災
害
復
旧
事
業
の
円
滑
な
実
施
の
た
め
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
を
作
成
し
、
活
用
さ
れ
る
よ
う
自
治
体
職
員
が
参
加
す
る
各
種
会
議
や
研
修
等
に
お
い

て
周
知
す
る
。
 

 
災
害
協
定
に
関
す
る
手
引
き
を
作
成
し
、
自
治
体
職
員
が
参
加
す
る
各
種
会
議
等
に
お
い
て
周
知
す
る
。
 

3-
3)
6-
5)
 

【
国
交
】
雨
水
・
再
生
水
等
の

水
資
源
の
有
効
利
用
等
 

雨
水
・
再
生
水
の
導
入
事
例
や
普
及
促
進
施
策
に
関
す
る
情
報
の
収
集
・
共
有
等
及
び
助
成
制
度
の
情
報
提
供
な
ど
を
行
い
、
雨
水
・
再
生
水
利
用
の

普
及
促
進
を
図
る
。
 

2-
1)
2-
5)
2-
7)
5-
1)
5-

8)
5-
9)
6-
2)
 

【
国
交
】
気
候
変
動
等
に
対
応

し
た
渇
水
対
策
及
び
災
害
時
に

お
け
る
用
水
供
給
の
確
保
 

全
国
の
主
要
な
水
系
で
渇
水
対
応
タ
イ
ム
ラ
イ
ン
の
作
成
等
の
施
策
を
着
実
に
推
進
さ
せ
て
い
く
。
ま
た
、
気
候
変
動
に
よ
る
水
系
や
地
域
ご
と
の
水

資
源
へ
の
影
響
を
評
価
す
る
手
法
に
つ
い
て
検
討
す
る
。
 

 
地
下
水
挙
動
や
実
態
把
握
の
た
め
に
必
要
と
な
る
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
構
築
を
行
う
。
 

 
水
循
環
基
本
法
が
改
正
さ
れ
た
こ
と
を
受
け
て
水
循
環
基
本
計
画
の
改
正
に
取
組
む
。
 

 
地
方
公
共
団
体
の
地
下
水
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
支
援
す
る
た
め
、
関
係
省
庁
、
先
進
地
方
公
共
団
体
、
学
識
経
験
者
、
関
係
団
体
等
か
ら
な
る
「
地
下
水

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
推
進
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
（
仮
称
）」

を
立
ち
上
げ
る
。
 

2-
1)
2-
5)
2-
7)
5-
1)
5-

8)
5-
9)
6-
2)
7-
1)
 

【
国
交
】
流
域
治
水
対
策
（
下

水
道
）
 

 
気
候
変
動
に
よ
る
降
雨
量
の
増
加
を
考
慮
し
た
計
画
雨
水
量
へ
の
見
直
し
を
促
進
す
る
と
と
も
に
、
雨
水
排
水
施
設
等
の
下
水
道
施
設
の
整
備
や
耐
水

化
を
加
速
し
、
ハ
ー
ド
対
策
、
ソ
フ
ト
対
策
、
自
助
の
組
み
合
わ
せ
に
よ
る
総
合
的
な
浸
水
対
策
を
、
河
川
や
住
民
・
民
間
等
の
多
様
な
主
体
と
連
携
し

て
推
進
す
る
。
 

1-
4)
5-
5)
 

流
域
治
水
対
策
（
砂
防
）
 

 
令
和
元
年
東
日
本
台
風
や
令
和
２
年
７
月
豪
雨
等
近
年
の
災
害
に
伴
う
土
砂
災
害
や
気
候
変
動
に
よ
る
影
響
を
踏
ま
え
、
地
域
の
中
心
集
落
に
お
け
る

社
会
や
経
済
活
動
を
支
え
る
基
礎
的
イ
ン
フ
ラ
で
あ
る
市
区
町
村
役
場
や
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
施
設
、
お
よ
び
地
域
の
中
心
集
落
等
を
結
ぶ
重
要
な
交
通
網
等

を
保
全
す
る
砂
防
施
設
等
の
整
備
を
重
点
的
に
推
進
す
る
と
と
も
に
、
流
木
捕
捉
効
果
の
高
い
透
過
型
砂
防
堰
堤
等
の
整
備
や
土
砂
・
洪
水
氾
濫
対
策
の

推
進
を
図
る
。
ま
た
、
大
規
模
地
震
の
発
生
に
よ
る
土
砂
災
害
リ
ス
ク
が
高
ま
っ
て
い
る
地
域
に
お
い
て
、
予
防
的
な
土
砂
災
害
対
策
の
早
期
進
捗
を
図

る
。
 

1-
5)
2-
2)
2-
3)
2-
4)
2-

5)
2-
6)
2-
7)
3-
2)
3-
3)
4-

1)
4-
3)
5-
2)
5-
5)
6-
1)
6-

2)
6-
3)
6-
4)
6-
5)
7-
4)
7-

6)
8-
4)
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【
国
交
】
防
災
情
報
の
高
度
化

対
策
（
土
砂
災
害
・
火
山
噴
火

に
対
す
る
警
戒
避
難
体
制
）
 

 
令
和
元
年
東
日
本
台
風
及
び
低
気
圧
に
伴
う
豪
雨
で
は
、
土
砂
災
害
警
戒
区
域
に
指
定
さ
れ
て
い
な
い
箇
所
で
土
砂
災
害
が
発
生
し
た
こ
と
な
ど
を
踏

ま
え
、
土
砂
災
害
警
戒
区
域
の
指
定
や
更
な
る
区
域
指
定
の
精
度
向
上
、
標
識
等
の
設
置
に
よ
る
土
砂
災
害
警
戒
区
域
等
の
認
知
度
向
上
、
警
戒
避
難
体

制
の
確
立
の
推
進
、
土
砂
災
害
特
別
警
戒
区
域
の
指
定
に
よ
る
一
定
の
開
発
行
為
の
制
限
等
を
行
い
、
土
砂
災
害
の
防
止
を
図
る
。
 

 
令
和
元
年
東
日
本
台
風
や
令
和
２
年
７
月
豪
雨
等
近
年
の
災
害
を
踏
ま
え
、
土
砂
災
害
に
関
す
る
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
作
成
を
推
進
す
る
た
め
、
財
政

的
支
援
や
先
進
的
な
取
組
事
例
の
共
有
な
ど
技
術
的
支
援
を
行
う
と
と
も
に
、
デ
ジ
タ
ル
分
野
に
お
け
る
新
技
術
の
土
砂
災
害
調
査
へ
の
有
効
性
、
活
用

方
法
を
検
討
す
る
。
 

 
ま
た
、
火
山
噴
火
リ
ア
ル
タ
イ
ム
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
（
RT
HM
）
に
関
し
て
、
高
精
度
３
次
元
地
形
デ
ー
タ
を
取
得
し
た
火
山
に
お
い
て

RT
HM

へ
の
実
装

を
進
め
る
と
と
も
に
、
高
精
度
化
の
検
証
作
業
を
進
め
る
。
 

1-
5)
2-
2)
2-
3)
2-
4)
2-

5)
2-
6)
2-
7)
3-
2)
3-
3)
4-

1)
4-
3)
5-
2)
5-
5)
6-
1)
6-

2)
6-
3)
6-
4)
6-
5)
7-
4)
7-

6)
8-
4)
 

【
国
交
】
津
波
防
災
地
域
づ
く

り
の
推
進
 

 
津
波
浸
水
想
定
が
未
設
定
の
都
県
を
支
援
し
、
早
期
の
設
定
に
つ
な
げ
る
と
と
も
に
、
推
進
計
画
の
作
成
や
津
波
災
害
警
戒
区
域
等
の
指
定
を
進
め
て

い
く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
そ
の
た
め
に
、「

津
波
防
災
地
域
づ
く
り
支
援
チ
ー
ム
」
を
活
用
す
る
な
ど
に
よ
り
、
地
方
公
共
団
体
の
支
援
を
実
施
す
る
。 

1-
3)
2-
1)
2-
2)
3-
3)
7-
2)
 

【
国
交
】
安
定
的
な
位
置
情
報

イ
ン
フ
ラ
の
提
供
の
た
め
の

GN
SS

連
続
観
測
シ
ス
テ
ム
（
電

子
基
準
点
網
）
の
推
進
 

 
電
子
基
準
点
の
故
障
・
停
止
を
未
然
に
防
止
す
る
た
め
の
機
器
更
新
等
に
よ
る
機
能
維
持
を
実
施
し
、
災
害
時
に
お
い
て
も
安
定
し
た
地
殻
変
動
の
監

視
と
デ
ー
タ
提
供
を
実
施
す
る
。
 

4-
3)
6-
4)
6-
5)
8-
5)
 

【
国
交
】
防
災
・
減
災
及
び
災

害
対
応
に
資
す
る
地
理
空
間
情

報
の
整
備
、
活
用
、
共
有
の
推

進
 

 
平
時
に
は
、
電
子
国
土
基
本
図
等
の
基
本
的
な
地
理
空
間
情
報
、
全
国
活
断
層
帯
情
報
、
指
定
緊
急
避
難
場
所
デ
ー
タ
等
の
防
災
地
理
情
報
の
整
備
・

更
新
を
行
う
ほ
か
、
国
民
の
防
災
意
識
向
上
の
た
め
の
地
理
教
育
コ
ン
テ
ン
ツ
の
提
供
等
を
行
う
。
ま
た
、
よ
り
正
確
な
被
災
状
況
の
把
握
に
必
要
と
な

る
高
精
度
標
高
デ
ー
タ
の
整
備
を
実
施
す
る
。
災
害
発
生
時
に
は
、
緊
急
撮
影
等
に
よ
り
現
地
の
被
災
状
況
を
迅
速
に
把
握
し
、
取
得
し
た
被
災
情
報
を

関
係
機
関
へ
提
供
す
る
。
特
に
、
水
害
発
生
時
に
は
、
浸
水
推
定
図
を
速
や
か
に
公
開
す
る
。
さ
ら
に
、
当
該
年
度
に
整
備
し
た
地
図
や
空
中
写
真
な
ど

の
測
量
成
果
を
追
加
・
保
管
し
、
地
理
空
間
情
報
ラ
イ
ブ
ラ
リ
ー
の
運
営
を
行
う
。
 

1-
5)
3-
2)
3-
3)
8-
3)
8-
5)
 

【
国
交
】
SA
R
衛
星
デ
ー
タ
等

に
よ
る
全
国
陸
域
の
火
山
の
地

殻
変
動
の
監
視
 

全
国
陸
域
の

99
火
山
周
辺
の
定
期
的
な
地
殻
変
動
を
監
視
す
る
と
と
も
に
、
火
山
活
動
時
の
地
殻
変
動
情
報
の
速
や
か
な
提
供
を
行
う
。
 

解
析
シ
ス
テ
ム
の
安
定
運
用
と
高
度
化
、
耐
用
年
数
を
踏
ま
え
た
計
画
的
な
ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア
の
更
新
を
行
う
。
 

今
後
打
ち
上
げ
予
定
の
先
進
レ
ー
ダ
衛
星
（
AL
OS
-4
）
に
対
応
し
た
運
用
体
制
を
維
持
し
、
AL
OS
-4

打
ち
上
げ
後
、
試
験
解
析
を
実
施
す
る
。
 

1-
5)
6-
5)
 

【
国
交
】
衛
星
測
位
シ
ス
テ
ム

で
標
高
が
決
ま
る
社
会
の
実
現

（
航
空
重
力
測
量
）
 

 
令
和
元
年
度
か
ら
３
年
度
ま
で
に
未
実
施
の
地
域
に
お
い
て
航
空
重
力
測
量
を
実
施
し
、
高
品
質
で
均
質
な
重
力
デ
ー
タ
を
取
得
す
る
。
必
要
に
応
じ

て
測
定
済
の
飛
行
測
線
に
お
い
て
も
再
測
定
を
行
う
。
 

8-
3)
 

【
国
交
】
グ
リ
ー
ン
イ
ン
フ
ラ

の
推
進
に
伴
う
社
会
の
強
靱
性

の
向
上
 

 
グ
リ
ー
ン
イ
ン
フ
ラ
官
民
連
携
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
に
お
い
て
、
グ
リ
ー
ン
イ
ン
フ
ラ
の
社
会
的
な
普
及
、
技
術
に
関
す
る
調
査
・
研
究
、
資
金
調
達

手
法
の
検
討
等
を
進
め
る
と
と
も
に
、
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
構
築
支
援
の
活
用
促
進
を
通
じ
て
、
グ
リ
ー
ン
イ
ン
フ
ラ
の
社
会
実
装
を
加
速
す
る
。
グ
リ

ー
ン
イ
ン
フ
ラ
の
導
入
を
目
指
す
地
域
を
対
象
に
、
専
門
家
派
遣
等
の
支
援
を
行
い
、
官
民
連
携
・
分
野
横
断
に
よ
る
先
導
的
な
モ
デ
ル
を
形
成
す
る
と

と
も
に
、
地
方
公
共
団
体
等
向
け
の
実
践
ガ
イ
ド
を
と
り
ま
と
め
る
。
官
民
連
携
・
分
野
横
断
に
よ
り
、
積
極
的
・
戦
略
的
に
緑
や
水
を
活
か
し
た
都
市

空
間
の
形
成
を
図
る
グ
リ
ー
ン
イ
ン
フ
ラ
の
整
備
を
支
援
す
る
。
緑
地
保
全
関
係
制
度
の
活
用
促
進
に
よ
り
雨
水
貯
留
浸
透
機
能
な
ど
多
様
な
機
能
を
有

す
る
都
市
部
の
緑
地
の
保
全
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
生
産
緑
地
や
地
区
計
画
農
地
保
全
条
例
等
の
制
度
の
活
用
促
進
に
よ
り
都
市
農
地
の
保
全
等
を
推

進
す
る
。
多
自
然
川
づ
く
り
や
か
わ
ま
ち
づ
く
り
等
に
よ
り
安
心
・
安
全
で
魅
力
あ
る
水
辺
空
間
を
創
出
す
る
と
と
も
に
、
雨
水
の
貯
留
浸
透
に
よ
る
流

出
抑
制
、
親
水
性
の
あ
る
水
辺
空
間
の
整
備
等
に
よ
り
、
健
全
な
水
循
環
系
の
再
生
を
図
る
。
流
域
治
水
の
推
進
に
当
た
っ
て
は
、
自
然
環
境
が
有
す
る

多
様
な
機
能
を
活
か
し
た
グ
リ
ー
ン
イ
ン
フ
ラ
の
活
用
を
推
進
し
、
遊
水
地
等
に
よ
る
雨
水
貯
留
浸
透
機
能
の
確
保
・
向
上
を
図
る
と
と
も
に
、
災
害
リ

ス
ク
の
低
減
に
寄
与
す
る
生
態
系
の
機
能
を
積
極
的
に
保
全
又
は
再
生
す
る
こ
と
に
よ
り
、
生
態
系
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
形
成
を
推
進
す
る
。
 

 
ま
た
、
国
土
審
議
会
計
画
部
会
に
お
い
て
、
グ
リ
ー
ン
イ
ン
フ
ラ
も
含
め
た
国
土
利
用
面
で
の
中
長
期
的
な
課
題
や
取
組
の
方
向
性
の
検
討
を
行
う
。
 

1-
1)
1-
4)
1-
5)
2-
1)
2-

7)
7-
4)
7-
6)
 

131



【
国
交
】
あ
ら
ゆ
る
関
係
者
と

の
協
働
に
よ
る
水
災
害
対
策

「
流
域
治
水
」
の
推
進
 

効
果
の
早
期
発
現
に
向
け
て
、
河
道
掘
削
、
堤
防
整
備
、
ダ
ム
や
遊
水
地
の
整
備
な
ど
の
河
川
整
備
や
下
水
道
整
備
等
の
加
速
化
を
図
る
。
 

流
域
治
水
関
連
法
も
活
用
し
、
特
定
都
市
河
川
の
指
定
を
通
じ
た
河
川
へ
の
雨
水
流
出
増
加
の
抑
制
や
、
民
間
施
設
等
も
活
用
し
た
貯
留
・
浸
透
機
能

の
向
上
、
水
害
リ
ス
ク
を
踏
ま
え
た
ま
ち
づ
く
り
・
住
ま
い
づ
く
り
な
ど
、
取
組
を
強
力
に
推
進
す
る
。
 

関
係
省
庁
連
携
の
枠
組
を
活
用
し
、
推
進
行
動
計
画
に
基
づ
く
取
組
を
推
進
す
る
。
 

1-
4)
 

【
国
交
】
国
土
地
理
院
施
設
の

耐
災
害
性
強
化
対
策
 

 
災
害
発
生
時
に
、
国
土
地
理
院
の
災
害
対
応
業
務
を
滞
り
な
く
実
施
す
る
た
め
、
建
物
外
壁
改
修
を
実
施
す
る
。
 

1-
4)
1-
5)
3-
2)
4-
3)
6-
5)
 

【
国
交
】
電
子
基
準
点
網
の
耐

災
害
性
強
化
対
策
 

 
災
害
発
生
時
で
も
、
地
震
や
火
山
活
動
に
伴
う
地
殻
変
動
監
視
等
が
安
定
し
て
行
わ
れ
る
よ
う
に
、
電
子
基
準
点
網
に
つ
い
て
、
電
源
・
通
信
機
器
の

更
新
等
に
よ
る
省
電
力
化
や
、
無
線
通
信
の
電
波
の
影
響
を
受
け
に
く
い
受
信
ア
ン
テ
ナ
導
入
等
に
よ
る
デ
ー
タ
品
質
向
上
等
の
耐
災
害
性
強
化
対
策
を

実
施
す
る
。
 

4-
3)
6-
4)
6-
5)
8-
5)
 

【
国
交
】
地
図
情
報
等
の
整
備

に
よ
る
被
害
低
減
対
策
 

 
災
害
時
の
被
害
低
減
の
た
め
、
地
形
分
類
情
報
や
詳
細
な
標
高
デ
ー
タ
等
の
災
害
リ
ス
ク
情
報
の
整
備
、
空
中
写
真
の
事
前
整
備
を
実
施
す
る
。
ま
た
、

詳
細
な
標
高
デ
ー
タ
を
提
供
す
る
た
め
の
環
境
構
築
に
着
手
す
る
。
こ
の
ほ
か
、
航
空
機
搭
載
型
３
次
元
地
形
ス
キ
ャ
ニ
ン
グ
装
置
の
導
入
に
向
け
た
準

備
を
進
め
る
。
 

1-
4)
1-
5)
3-
2)
3-
3)
8-

3)
8-
5)
 

【
国
交
】
IT

を
活
用
し
た
道
路

管
理
体
制
の
強
化
対
策
 

 
緊
急
輸
送
道
路
の
う
ち
県
庁
所
在
地
、
地
方
中
心
都
市
及
び
重
要
港
湾
、
空
港
等
を
連
絡
す
る
道
路
（
緊
急
輸
送
道
路
（
１
次
））

に
お
い
て
、
緊
急
車

両
の
通
行
の
確
保
の
観
点
か
ら
常
時
監
視
が
必
要
な
区
間
に

CC
TV

カ
メ
ラ
の
設
置
を
行
う
。
 

 
除
雪
作
業
の
自
動
化
に
向
け
て
、
順
次

IC
T
除
雪
機
械
を
先
行
導
入
し
、
GN
SS

の
不
感
地
帯
対
策
を
含
め
て
現
場
実
証
を
実
施
す
る
。
ま
た
、
特
殊
車

両
の
通
行
手
続
き
の
新
シ
ス
テ
ム
の
改
修
を
行
う
。
 

2-
2)
4-
3)
5-
1)
5-
5)
6-

4)
7-
3)
 

【
国
交
】
無
人
化
施
工
技
術
の

安
全
性
・
生
産
性
向
上
対
策
 

建
設
施
工
に
お
け
る
自
動
化
・
自
律
化
・
遠
隔
化
技
術
に
つ
い
て
議
論
す
る
産
学
官
協
議
会
を
引
き
続
き
開
催
し
、
自
動
化
・
自
律
化
・
遠
隔
化
技
術

の
普
及
に
向
け
た
課
題
及
び
課
題
の
解
決
手
段
に
つ
い
て
関
係
者
間
で
共
通
認
識
を
醸
成
す
る
と
と
も
に
、
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
を
作
成
す
る
。
ま
た
、
試
験

場
や
実
現
場
で
行
う
自
動
化
・
自
律
化
・
遠
隔
化
建
機
の
試
験
の
結
果
に
基
づ
い
て
、
ゼ
ネ
コ
ン
等
の
開
発
者
が
実
現
場
で
技
術
実
証
を
行
う
際
に
講
じ

る
べ
き
安
全
対
策
や
検
証
項
目
に
つ
い
て
定
め
た
「
建
設
施
工
に
お
け
る
自
動
化
・
自
律
化
・
遠
隔
化
技
術
の
実
証
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
（
仮
称
）」

を
策
定
す

る
。
 

1-
4)
1-
5)
2-
2)
6-
5)
8-
2)
 

【
国
交
】
施
工
の
効
率
化
・
省

力
化
に
資
す
る
対
策
 

 
橋
脚
や
橋
台
な
ど
の
構
造
物
の
工
事
に
お
い
て
は
、
高
所
も
含
め
て
計
測
箇
所
に
作
業
員
を
配
置
し
、
レ
ベ
ル
・
巻
き
尺
等
で
施
工
管
理
を
実
施
し
て

い
る
こ
と
か
ら
、
IC
T
技
術
を
活
用
し
、
３
次
元
デ
ー
タ
を
用
い
た
施
工
管
理
を
行
う
こ
と
で
、
建
設
現
場
の
生
産
性
・
安
全
性
の
向
上
を
図
る
と
と
も

に
、
３
次
元
デ
ー
タ
を
基
礎
デ
ー
タ
と
し
、
点
検
時
や
災
害
発
生
時
に
構
造
物
の
変
状
を
迅
速
に
把
握
し
、
維
持
管
理
の
効
率
化
や
災
害
復
旧
の
迅
速
化

を
目
指
す
。
こ
の
た
め
に
必
要
な
構
造
物
に
お
け
る

IC
T
技
術
基
準
類
を
策
定
し
、
i-
Co
ns
tr
uc
ti
on

を
推
進
す
る
た
め
の
導
入
環
境
の
整
備
を
行
う
。
 

1-
4)
6-
5)
 

【
国
交
】
河
川
、
砂
防
分
野
に

お
け
る
施
設
維
持
管
理
、
操
作

の
高
度
化
対
策
 

 
施
設
操
作
の
高
度
化
の
た
め
、
排
水
機
場
や
ダ
ム
に
お
い
て
、
遠
隔
監
視
・
操
作
化
の
た
め
の
検
討
等
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
条
件
が
整
っ
た
排
水

機
場
や
ダ
ム
か
ら
順
次
遠
隔
監
視
・
操
作
化
を
実
施
す
る
。
 

 
ま
た
、
砂
防
関
係
施
設
の
維
持
管
理
に
か
か
る
施
設
点
検
の
作
業
効
率
の
向
上
を
図
る
た
め
、
UA
V
等
に
よ
り
取
得
し
た
３
次
元
デ
ー
タ
に
基
づ
く
自

動
巡
回
施
設
点
検
技
術
の
導
入
等
に
向
け
た
検
討
等
を
推
進
す
る
。
 

1-
3)
1-
4)
1-
5)
5-
5)
6-

5)
7-
4)
8-
3)
 

【
国
交
】
防
災
情
報
の
高
度
化

対
策
（
長
時
間
先
の
水
位
予
測

情
報
の
提
供
等
）
 

国
が
行
う
洪
水
予
報
に
お
い
て
、
急
激
な
水
位
上
昇
時
に
も
避
難
指
示
の
目
安
で
あ
る
警
戒
レ
ベ
ル
４
相
当
の
氾
濫
危
険
情
報
を
早
期
に
発
表
で
き
る

よ
う
、
予
測
に
基
づ
く
発
表
基
準
を
検
討
し
、
運
用
を
変
更
す
る
。
 

 
ま
た
、
本
川
・
支
川
が
一
体
と
な
っ
た
洪
水
予
測
や
、
３
日
程
度
先
の
水
位
予
測
に
よ
る
予
測
の
高
度
化
に
着
手
す
る
。
 

1-
4)
 

【
国
交
】
土
地
履
歴
調
査
等
の

実
施
に
よ
る
災
害
リ
ス
ク
低
減

対
策
 

南
海
ト
ラ
フ
地
震
対
策
地
域
等
の
大
規
模
災
害
の
危
険
性
が
切
迫
し
て
い
る
地
域
を
対
象
に
、
人
工
・
自
然
地
形
分
類
調
査
、
土
地
利
用
の
変
遷
調
査
、

災
害
履
歴
調
査
か
ら
な
る
土
地
履
歴
調
査
を
実
施
し
、
成
果
図
及
び
説
明
書
を
と
り
ま
と
め
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
開
す
る
。
ま
た
、
全
国
を
対
象
に
深

井
戸
の
情
報
を
収
集
し
、
全
国
地
下
水
資
料
台
帳
を
整
備
し
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
開
す
る
。
 

1-
4)
1-
5)
3-
2)
3-
3)
8-

3)
8-
5)
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【
国
交
】
安
全
安
心
な
国
土
形

成
に
資
す
る
災
害
リ
ス
ク
デ
ー

タ
等
の
整
備
 

中
小
河
川
の
洪
水
浸
水
想
定
区
域
に
係
る

GI
S
デ
ー
タ
の
整
備
を
行
う
た
め
、
デ
ー
タ
の
仕
様
や
具
体
的
な
整
備
手
法
等
に
つ
い
て
検
討
の
う
え
、
具

体
的
な
設
計
を
行
い
、
そ
れ
ら
に
基
づ
き
デ
ー
タ
の
整
備
・
提
供
を
行
う
。
 

1-
4)
2-
1)
2-
2)
2-
3)
2-

4)
2-
5)
3-
2)
3-
3)
4-
3)
5-

7)
6-
1)
6-
2)
6-
3)
6-
5)
 

【
農
水
・
国
交
】
気
候
変
動
を

踏
ま
え
た
治
水
計
画
等
の
見
直

し
 

 
気
候
変
動
に
よ
り
水
災
害
が
激
甚
化
・
頻
発
化
を
す
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
洪
水
、
内
水
、
土
砂
災
害
、
高
潮
、
高
波
等
に
対
す
る
気
候
変
動
の
影
響
を

科
学
分
析
し
、
温
暖
化
の
影
響
を
予
め
見
込
ん
だ
計
画
へ
と
見
直
す
こ
と
で
中
長
期
的
、
か
つ
計
画
的
に
整
備
を
進
め
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
 

 
河
川
の
整
備
に
お
い
て
は
、
近
年
、
大
規
模
な
水
害
が
発
生
し
た
際
の
洪
水
流
量
が
長
期
的
な
目
標
（
基
本
高
水
）
を
上
回
っ
た
水
系
か
ら
順
次
、
ハ

ー
ド
整
備
の
長
期
計
画
で
あ
る
河
川
整
備
基
本
方
針
を
見
直
し
て
い
く
。
ま
た
、
過
去
の
実
績
洪
水
を
目
標
と
す
る
現
在
の
河
川
整
備
計
画
早
急
な
達
成

を
目
指
す
と
と
も
に
、
併
せ
て
気
候
変
動
に
よ
る
降
雨
量
の
増
加
等
を
考
慮
し
た
河
川
整
備
計
画
の
目
標
設
定
へ
見
直
し
て
い
く
。
 

 
気
候
変
動
の
影
響
を
踏
ま
え
、
地
区
ご
と
の
浸
水
リ
ス
ク
を
評
価
し
、
都
市
機
能
の
集
積
状
況
等
に
応
じ
て
メ
リ
ハ
リ
の
あ
る
整
備
目
標
を
き
め
細
や

か
に
設
定
し
た
上
で
、
想
定
さ
れ
る
被
害
の
大
き
い
と
こ
ろ
か
ら
計
画
的
に
下
水
道
整
備
を
推
進
で
き
る
よ
う
、
下
水
道
に
よ
る
浸
水
対
策
を
実
施
す
べ

き
区
域
や
目
標
と
す
る
整
備
水
準
、
当
面
・
中
期
・
長
期
の
施
設
整
備
の
方
針
等
の
基
本
的
な
事
項
を
定
め
る
「
雨
水
管
理
総
合
計
画
」
の
策
定
の
推
進

に
向
け
て
取
り
組
ん
で
い
く
。
 

 
土
砂
・
洪
水
氾
濫
の
リ
ス
ク
の
高
い
流
域
に
対
し
て
は
、
リ
ス
ク
の
高
い
流
域
を
抽
出
し
、
土
砂
・
洪
水
氾
濫
対
策
計
画
の
策
定
、
計
画
に
基
づ
く
ハ

ー
ド
対
策
を
推
進
す
る
。
 

 
海
岸
に
お
い
て
は
、
気
候
変
動
影
響
を
考
慮
し
た
海
岸
保
全
基
本
計
画
へ
の
変
更
を
推
進
す
る
た
め
、
海
岸
保
全
施
設
の
防
護
目
標
の
見
直
し
に
関
し

て
海
岸
管
理
者
へ
の
支
援
を
行
う
。
 

1-
3)
1-
4)
1-
5)
 

【
国
交
】
防
災
情
報
の
高
度
化

対
策
（
利
水
ダ
ム
に
お
け
る
情

報
網
整
備
）
 

２
級
水
系
の
利
水
ダ
ム
の
う
ち
、
河
川
管
理
者
で
あ
る
都
道
府
県
と
利
水
者
等
と
の
間
で
情
報
網
整
備
の
実
施
環
境
が
整
っ
た
ダ
ム
に
お
い
て
、
交
付

金
を
活
用
し
、
必
要
な
通
信
機
器
等
の
整
備
を
支
援
す
る
。
 

1-
4)
6-
5)
 

【
国
交
】
治
水
等
多
目
的
ダ
ム

の
堆
砂
対
策
 

洪
水
調
節
容
量
内
に
堆
積
し
た
土
砂
等
の
撤
去
等
に
よ
る
ダ
ム
の
貯
水
能
力
の
確
保
や
ダ
ム
へ
の
土
砂
流
入
を
低
減
さ
せ
る
た
め
の
堆
砂
対
策
の
実
施

に
よ
り
、
洪
水
調
節
や
利
水
補
給
と
い
っ
た
ダ
ム
が
有
す
る
機
能
を
適
切
に
維
持
す
る
と
と
も
に
、
効
果
的
・
効
率
的
に
堆
砂
対
策
を
実
施
す
る
。
 

1-
4)
6-
5)
7-
4)
 

【
国
交
】
防
災
情
報
の
高
度
化

対
策
（
津
波
・
高
潮
ハ
ザ
ー
ド

マ
ッ
プ
作
成
の
推
進
）
 

 
浸
水
想
定
区
域
や
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
変
更
・
作
成
等
に
対
し
て
財
政
的
支
援
を
実
施
す
る
。
 

 
ま
た
、
技
術
相
談
の
内
容
も
踏
ま
え
、
都
道
府
県
の
検
討
が
よ
り
進
む
よ
う
、
高
潮
浸
水
想
定
区
域
図
作
成
の
手
引
き
等
や
水
害
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
作

成
の
手
引
き
の
周
知
、
市
町
村
職
員
が
直
営
で
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
を
作
成
・
加
工
で
き
る
作
成
支
援
ツ
ー
ル
の
提
供
、
相
談
窓
口
の
設
置
等
に
よ
り
、
技

術
的
支
援
を
実
施
す
る
。
 

1-
3)
1-
4)
2-
1)
2-
2)
2-

3)
2-
4)
2-
5)
3-
2)
3-
3)
4-

3)
5-
7)
6-
1)
6-
2)
6-
3)
6-

5)
 

【
農
水
・
国
交
】
海
岸
保
全
施

設
の
戦
略
的
な
維
持
管
理
の
推

進
 

 
海
岸
保
全
施
設
に
お
け
る
維
持
管
理
等
の
効
率
化
を
図
る
た
め
、
IC
T
の
導
入
を
検
討
す
る
と
と
も
に
、
海
岸
管
理
者
に
よ
る
施
設
の
適
切
な
点
検
や

そ
れ
に
基
づ
く
的
確
な
修
繕
が
行
わ
れ
る
よ
う
、
必
要
な
支
援
を
継
続
す
る
。
 

 
ま
た
、
海
岸
管
理
者
の
協
力
を
得
な
が
ら
施
設
の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
構
築
を
推
進
し
つ
つ
、
海
岸
管
理
者
に
よ
る
長
寿
命
化
計
画
（
個
別
施
設
計
画
）
策

定
・
変
更
の
支
援
を
継
続
す
る
と
と
も
に
、
点
検
・
診
断
等
に
関
す
る
民
間
資
格
の
活
用
を
図
る
。
 

 
さ
ら
に
、
関
係
法
令
等
の
適
切
な
運
用
に
よ
り
維
持
・
修
繕
等
を
推
進
す
る
。
 

1-
3)
1-
4)
2-
6)
7-
2)
7-

6)
8-
3)
 

【
農
水
・
国
交
】
海
岸
の
侵
食

対
策
 

 
総
合
的
な
土
砂
管
理
の
た
め
の
体
制
整
備
の
推
進
を
図
る
と
と
も
に
、
離
岸
堤
、
突
堤
等
の
海
岸
保
全
施
設
の
新
設
・
改
良
や
養
浜
等
の
侵
食
対
策
を

推
進
す
る
。
 

 
ま
た
、
複
数
の
施
設
に
よ
り
波
の
力
を
分
散
さ
せ
て
受
け
止
め
る
「
面
的
防
護
対
策
」
を
推
進
す
る
。
 

 
さ
ら
に
、
砂
浜
を
海
岸
法
に
基
づ
く
海
岸
保
全
施
設
と
し
て
指
定
し
、
侵
食
対
策
に
つ
い
て
予
測
を
重
視
し
た
順
応
的
砂
浜
管
理
へ
の
転
換
を
図
る
。
 

 
こ
う
し
た
ハ
ー
ド
・
ソ
フ
ト
の
取
組
を
通
し
て
、
あ
ら
ゆ
る
関
係
者
が
協
働
し
て
行
う
「
流
域
治
水
」
を
推
進
す
る
。
 

1-
3)
1-
4)
2-
6)
7-
2)
7-

6)
8-
3)
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【
農
水
・
国
交
】
水
門
・
陸
閘

等
の
自
動
化
・
遠
隔
操
作
化
、

効
果
的
な
管
理
運
用
の
推
進
 

 
水
門
・
陸
閘
等
の
自
動
化
・
遠
隔
操
作
化
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
効
果
的
・
効
率
的
な
整
備
・
運
用
に
係
る
計
画
作
成
に
つ
い
て
支
援
す
る
ほ
か
、

「
津
波
・
高
潮
対
策
に
お
け
る
水
門
・
陸
閘
等
管
理
シ
ス
テ
ム
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
（
Ve
r3
.1
）」

に
基
づ
く
海
岸
管
理
者
の
取
組
を
支
援
し
、
水
門
・
陸
閘
等

の
効
果
的
な
管
理
運
用
を
推
進
す
る
。
 

 
こ
う
し
た
ハ
ー
ド
・
ソ
フ
ト
の
取
組
を
通
し
て
、
あ
ら
ゆ
る
関
係
者
が
協
働
し
て
行
う
「
流
域
治
水
」
を
推
進
す
る
。
 

1-
3)
1-
4)
7-
2)
 

【
農
水
・
国
交
】
地
震
・
津
波
・

高
潮
等
に
備
え
た
海
岸
堤
防
等

の
整
備
 

 
地
盤
改
良
等
の
コ
ス
ト
縮
減
を
図
る
た
め
、
新
技
術
の
活
用
等
を
検
討
す
る
ほ
か
、
粘
り
強
い
構
造
（
緑
の
防
潮
堤
を
含
む
。）

を
基
本
と
し
海
岸
堤
防

等
の
整
備
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
必
要
な
耐
震
性
能
調
査
及
び
耐
震
・
液
状
化
対
策
、
高
潮
対
策
を
推
進
す
る
。
 

 
ま
た
、
気
候
変
動
影
響
を
考
慮
し
た
海
岸
保
全
基
本
計
画
へ
の
変
更
を
推
進
す
る
た
め
、
海
岸
保
全
施
設
の
防
護
目
標
の
見
直
し
に
関
し
て
海
岸
管
理

者
へ
の
支
援
を
行
う
。
 

 
こ
う
し
た
ハ
ー
ド
・
ソ
フ
ト
の
取
組
を
通
じ
て
、
あ
ら
ゆ
る
関
係
者
が
協
働
し
て
行
う
「
流
域
治
水
」
を
推
進
す
る
。
 

1-
3)
1-
4)
2-
6)
7-
2)
7-

6)
8-
3)
 

１
１
．
環
境
 

 
 

施
策
名
称

 
令
和
４
年
度
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
該
当
プ
ロ
グ
ラ
ム

 
【
文
科
】
異
常
気
象
予
測
の
高

精
度
化
に
資
す
る
北
極
域
研
究

船
の
建
造
 

 
計
画
ど
お
り
令
和
８
年
度
に
運
航
を
開
始
す
る
た
め
、
着
実
に
建
造
プ
ロ
セ
ス
を
進
め
る
。
 

 
就
航
後
の
被
災
地
・
医
療
支
援
に
即
応
で
き
る
よ
う
に
、
連
携
可
能
な
地
元
の
自
治
体
な
ど
と
連
携
策
の
検
討
を
進
め
る
。
 

1-
4)
1-
6)
2-
1)
2-
5)
 

【
経
産
】
鉱
山
集
積
場
の
耐
震

化
へ
の
対
策
 

 
技
術
指
針
に
不
適
合
で
あ
っ
た
緊
急
性
の
高
い
集
積
場
に
つ
い
て
、
早
期
の
対
策
の
促
進
を
図
る
べ
く
、
対
象
の
集
積
場
を
管
理
し
て
い
る
自
治
体
等

に
対
し
て
対
策
の
実
施
を
要
請
す
る
。
 

7-
5)
 

【
経
産
】
休
廃
止
鉱
山
鉱
害
防

止
等
工
事
に
関
す
る
対
策
 

 
東
日
本
大
震
災
後
に
実
施
し
た
集
積
場
の
耐
震
化
調
査
、
外
部
有
識
者
に
よ
る
鉱
害
防
止
技
術
委
員
会
に
て
早
急
に
対
策
す
べ
き
と
さ
れ
た
鉱
害
防
止

事
業
（
集
積
場
の
耐
震
化
工
事
、
坑
道
対
策
工
事
）
を
実
施
し
、
休
廃
止
鉱
山
の
重
点
集
積
場
（
４
集
積
場
）
の
耐
震
化
、
重
点
坑
道
（
１
坑
道
）
の
安

全
対
策
の
完
了
を
目
指
す
。
 

7-
5)
 

【
環
境
】「
化
学
物
質
に
係
る
災

害
・
事
故
対
応
マ
ニ
ュ
ア
ル
」

の
策
定
支
援
 

令
和
３
年
度
に
策
定
し
た
手
引
き
を
地
方
公
共
団
体
に
展
開
す
る
こ
と
で
、
地
方
公
共
団
体
の
災
害
・
事
故
対
応
マ
ニ
ュ
ア
ル
策
定
を
支
援
す
る
。
 

ま
た
、
実
際
の
災
害
時
の
化
学
物
質
の
漏
洩
を
想
定
し
た
訓
練
等
を
行
い
、
課
題
の
抽
出
と
そ
の
対
応
策
の
検
討
を
行
い
、
必
要
に
応
じ
て
手
引
き
な

ど
の
改
訂
を
行
う
。
 

ま
た
、
地
方
公
共
団
体
へ
の
情
報
提
供
の
内
容
や
方
法
に
関
す
る
ニ
ー
ズ
の
把
握
を
引
き
続
き
行
い
、
地
方
公
共
団
体
へ
の
支
援
策
に
か
か
る
検
討
を

行
う
。
 

7-
5)
 

【
環
境
】
自
然
生
態
系
の
機
能

を
活
か
し
た
社
会
の
強
靱
性
の

向
上
 

 
こ
れ
ま
で
に
作
成
し
た

Ec
o-
DR
R
の
基
本
的
考
え
方
や
優
良
事
例
に
関
す
る
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
を
活
用
し
、
地
方
自
治
体
の
防
災
担
当
者
を
タ
ー
ゲ
ッ
ト

に
生
態
系
を
活
用
し
た
防
災
・
減
災
の
実
施
に
関
す
る
普
及
を
行
う
。
ま
た
、
か
つ
て
の
氾
濫
原
や
湿
地
等
の
保
全
・
再
生
に
よ
る
流
域
全
体
で
の
遊
水

機
能
等
の
強
化
に
向
け
、
生
態
系
機
能
の
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
を
示
す
マ
ッ
プ
の
作
成
に
関
す
る
調
査
・
検
討
を
行
い
、
自
治
体
向
け
の
手
引
き
と
し
て
技
術

的
知
見
を
取
り
ま
と
め
る
。
 

 
自
然
再
生
に
関
す
る
施
策
を
総
合
的
に
推
進
す
る
た
め
の
方
針
で
あ
る
自
然
再
生
基
本
方
針
に
基
づ
き
、
自
然
生
態
系
が
有
す
る
防
災
・
減
災
機
能
を

活
用
し
た
事
業
を
実
施
す
る
。
 

1-
3)
1-
4)
1-
5)
2-
1)
2-

6)
2-
7)
7-
2)
7-
4)
7-
6)
8-

4)
 

【
環
境
】
利
用
者
の
安
全
確
保

及
び
森
林
等
の
荒
廃
の
拡
大
を

防
ぐ
自
然
公
園
等
の
整
備
 

 
新
た
な
目
標
及
び
目
標
値
に
基
づ
き
、
人
命
や
国
土
荒
廃
に
関
わ
る
恐
れ
が
あ
る
自
然
公
園
等
施
設
等
に
関
す
る
改
修
・
再
整
備
等
を
実
施
す
る
。
 

1-
1)
1-
5)
7-
6)
8-
2)
8-
4)
 

【
環
境
】
森
林
等
の
荒
廃
の
拡

大
を
防
ぐ
た
め
の
鳥
獣
害
対
策

の
強
化
 

 
都
道
府
県
が
設
定
し
た
ニ
ホ
ン
ジ
カ
等
の
適
正
な
密
度
管
理
の
た
め
の
捕
獲
目
標
頭
数
の
達
成
に
向
け
た
進
捗
状
況
の
確
認
を
行
い
、
必
要
に
応
じ
て

都
道
府
県
等
に
対
し
て
技
術
的
な
指
導
・
助
言
を
行
う
。
 

7-
6)
8-
4)
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【
環
境
】
浄
化
槽
長
寿
命
化
計

画
策
定
推
進
へ
の
支
援
 

 
自
治
体
に
お
け
る
浄
化
槽
長
寿
命
化
計
画
策
定
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
を
行
い
計
画
的
な
老
朽
化
対
策
の
検
討
を
行
う
。
ま
た
浄
化
槽
台
帳
シ
ス
テ
ム
の

活
用
状
況
を
調
査
し
、
導
入
促
進
及
び
導
入
に
よ
る
管
理
の
高
度
化
の
検
討
を
行
う
。
 

2-
6)
2-
7)
6-
3)
 

【
環
境
】
環
境
配
慮
・
防
災
ま

ち
づ
く
り
浄
化
槽
整
備
の
推
進
 
 
長
期
間
の
使
用
な
ど
に
よ
り
早
期
に
転
換
が
必
要
な
単
独
処
理
浄
化
槽
に
つ
い
て
、
災
害
に
強
く
早
期
に
復
旧
で
き
る
特
性
を
持
つ
合
併
浄
化
槽
を
整

備
す
る
こ
と
で
、
し
尿
、
生
活
雑
排
水
処
理
シ
ス
テ
ム
の
強
靱
化
を
図
る
。
 

2-
6)
2-
7)
6-
3)
 

【
環
境
】
循
環
型
社
会
形
成
推

進
交
付
金
等
に
よ
る
一
般
廃
棄

物
処
理
施
設
の
防
災
機
能
の
向

上
へ
の
支
援
 

 
市
町
村
が
施
設
整
備
を
行
う
際
の
災
害
対
策
に
つ
い
て
、
循
環
型
社
会
形
成
推
進
交
付
金
等
説
明
会
や
全
国
廃
棄
物
・
リ
サ
イ
ク
ル
行
政
主
幹
課
長
会

議
等
の
機
会
に
実
施
を
促
す
。
 

2-
7)
6-
1)
6-
3)
8-
1)
 

【
環
境
】
災
害
廃
棄
物
仮
置
場

整
備
の
支
援
 

 
発
災
後
の
速
や
か
な
体
制
構
築
に
向
け
て
平
時
の
仮
置
場
候
補
地
の
確
保
を
促
進
す
る
た
め
、
令
和
２
年
７
月
豪
雨
等
の
災
害
対
応
に
お
け
る
教
訓
を

踏
ま
え
た
仮
置
場
確
保
の
重
要
性
を
周
知
す
る
。
 

8-
1)
 

【
環
境
】
災
害
廃
棄
物
対
策
指

針
に
基
づ
く
自
治
体
に
よ
る
災

害
廃
棄
物
処
理
計
画
の
作
成
支

援
 

 
発
災
後
の
速
や
か
な
体
制
構
築
に
向
け
て
平
時
に
災
害
廃
棄
物
処
理
計
画
の
策
定
を
促
進
す
る
た
め
、
令
和
２
年
７
月
豪
雨
等
の
災
害
対
応
に
お
け
る

教
訓
を
踏
ま
え
た
処
理
計
画
策
定
の
重
要
性
を
周
知
し
、
災
害
廃
棄
物
処
理
計
画
の
策
定
支
援
等
を
実
施
す
る
。
 

 
災
害
廃
棄
物
の
対
応
に
向
け
て
、
防
災
基
本
計
画
に
基
づ
き
、
環
境
省
、
防
衛
省
、
自
治
体
、
NP
O
等
の
関
係
者
の
役
割
分
担
や
、
平
時
の
取
組
、
発
災

時
の
対
応
等
を
整
理
し
た
「
災
害
廃
棄
物
の
撤
去
等
に
係
る
連
携
対
応
マ
ニ
ュ
ア
ル
」
の
周
知
を
図
る
。
 

2-
7)
6-
1)
6-
3)
8-
1)
 

【
環
境
】
災
害
時
に
お
け
る
二

次
災
害
防
止
の
た
め
の
有
害
廃

棄
物
対
策
 

 
発
災
後
の
速
や
か
な
体
制
構
築
に
向
け
て
平
時
に
有
害
廃
棄
物
の
情
報
把
握
も
見
込
ん
だ
災
害
廃
棄
物
処
理
計
画
の
策
定
を
促
進
す
る
た
め
、
令
和
２

年
度
７
月
豪
雨
等
の
災
害
対
応
に
お
け
る
教
訓
を
踏
ま
え
た
処
理
計
画
策
定
の
重
要
性
を
周
知
し
、災

害
廃
棄
物
処
理
計
画
の
策
定
支
援
等
を
実
施
す
る
。 

8-
1)
 

【
環
境
】
廃
棄
物
処
理
技
術
と

教
育
・
訓
練
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開

発
 

 
発
災
後
の
速
や
か
な
体
制
構
築
に
向
け
て
平
時
の
教
育
、
訓
練
を
実
施
す
る
た
め
、
令
和
２
年
７
月
豪
雨
等
の
災
害
対
応
に
お
け
る
教
訓
を
踏
ま
え
た

人
材
育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
検
討
し
、
当
該
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
踏
ま
え
た
教
育
、
訓
練
を
実
施
す
る
こ
と
で
自
治
体
職
員
の
災
害
対
応
能
力
の
向
上
を
図
る
。
 
8-
1)
 

【
環
境
】
海
岸
漂
着
物
等
に
関

す
る
緊
急
対
策
 

 
海
岸
漂
着
物
処
理
推
進
法
に
基
づ
く
海
岸
漂
着
物
対
策
を
推
進
す
る
た
め
の
計
画
を
作
成
し
て
い
る

42
都
道
府
県
に
お
い
て
、
海
岸
等
の
漂
流
・
漂
着

物
等
の
回
収
・
処
理
等
を
行
う
。
 

6-
4)
7-
2)
7-
6)
 

【
環
境
】
災
害
に
強
い
リ
サ
イ

ク
ル
設
備
の
整
備
 

設
置
が
完
了
し
て
い
な
い
設
備
に
つ
い
て
、
令
和
４
年
度
へ
の
予
算
繰
り
越
し
の
協
議
を
予
定
し
て
い
る
。
 

5-
1)
8-
1)
 

【
環
境
】
産
業
廃
棄
物
不
法
投

棄
等
原
状
回
復
措
置
に
関
す
る

対
策
 

 
特
定
産
業
廃
棄
物
に
起
因
す
る
支
障
の
除
去
等
事
業
を
効
果
的
か
つ
効
率
的
に
進
め
る
。
 

2-
7)
7-
5)
7-
6)
 

【
環
境
】J
ES
CO

高
濃
度

PC
B
処

理
施
設
に
関
す
る
対
策
 

 
PC
B
廃
棄
物
処
理
施
設
の
設
備
補
修
、
改
修
工
事
等
を
実
施
す
る
。
 

2-
7)
7-
5)
 

【
環
境
】
PC
B
早
期
処
理
の
た

め
の
対
策
 

 
各
保
管
場
所
等
の

PC
B
廃
棄
物
の
速
や
か
な
処
分
が
進
む
よ
う
、
掘
り
起
こ
し
調
査
支
援
業
務
、
広
報
業
務
等
を
実
施
す
る
。
 

2-
7)
7-
5)
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【
環
境
】
有
害
物
質
に
よ
る
健

康
被
害
を
防
ぐ
た
め
の
調
査
 

 
災
害
時
に
流
出
・
飛
散
す
る
リ
ス
ク
の
あ
る
化
学
物
質
へ
の
ば
く
露
に
関
す
る
健
康
影
響
を
調
査
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
エ
コ
チ
ル
調
査
対
象
者
の
参

加
者
数
を
高
く
維
持
し
つ
つ
、
質
問
票
等
に
よ
る
情
報
を
可
能
な
限
り
収
集
し
、
健
康
状
態
等
を
把
握
す
る
こ
と
に
よ
り
、
化
学
物
質
の
健
康
影
響
を
よ

り
正
確
に
評
価
す
る
必
要
が
あ
り
、
ま
た
、
災
害
が
起
こ
る
前
に
、
よ
り
多
く
の
化
学
物
質
の
健
康
影
響
に
つ
い
て
調
査
す
る
必
要
が
あ
る
た
め
、
以
下

の
対
策
を
実
施
す
る
。
 

・
参
加
者
へ
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
活
動
及
び
国
内
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
開
催
等
の
エ
コ
チ
ル
調
査
に
関
す
る
情
報
発
信
 

・
質
問
票
等
に
よ
る
健
康
状
態
等
の
把
握
 

・
遺
伝
子
解
析
及
び
金
属
元
素
類
等
に
つ
い
て
分
析
 

・
13

歳
以
降
の
基
本
計
画
、
研
究
計
画
書
等
を
策
定
 

7-
5)
 

【
経
産
・
国
交
・
環
境
】
脱
炭

素
か
つ
、
レ
ジ
リ
エ
ン
ス
性
の

高
い
建
築
物
に
対
す
る
支
援
 

 
災
害
発
生
時
に
活
動
拠
点
と
な
る
公
共
性
の
高
い
業
務
用
施
設
に
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
設
備
や
省
エ
ネ
・
省

CO
2
性
の
高
い
シ
ス
テ
ム
・
設
備
機

器
、
第
一
種
換
気
設
備
等
を
導
入
す
る
こ
と
で
、
停
電
時
に
も
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
が
可
能
で
あ
っ
て
、
感
染
症
対
策
に
も
資
す
る

ZE
B（

ネ
ッ
ト
・
ゼ
ロ
・

エ
ネ
ル
ギ
ー
・
ビ
ル
）
の
普
及
を
図
る
。
 

2-
1)
2-
5)
2-
7)
3-
3)
5-

2)
5-
8)
6-
1)
 

【
環
境
】
廃
棄
物
処
理
施
設
に

お
け
る
地
域
循
環
共
生
圏
に
資

す
る
技
術
実
証
 

廃
棄
物
処
理
施
設
の
技
術
面
や
廃
棄
物
処
理
工
程
の
効
率
化
・
省
力
化
に
資
す
る
技
術
実
証
を
行
い
、
再
生
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
供
給
源
と
し
て
廃
棄
物
処

理
施
設
の
役
割
を
検
証
す
る
。
 

 
具
体
的
に
は
、
廃
棄
物
処
理
施
設
の
近
隣
の
工
場
な
ど
熱
需
要
が
あ
る
施
設
に
対
し
て
、
廃
棄
物
焼
却
施
設
に
お
い
て
発
生
す
る
焼
却
熱
を
蒸
気
で
供

給
で
き
る
熱
供
給
イ
ン
フ
ラ
を
整
備
し
、
蓄
熱
装
置
を
活
用
し
た
効
率
的
熱
利
用
や
蓄
熱
装
置
を
活
用
し
た
熱
需
給
管
理
を
実
証
し
、
廃
棄
物
焼
排
熱
利

用
の
高
度
化
を
目
指
す
こ
と
や
、
廃
棄
物
処
理
施
設
の
メ
タ
ン
化
施
設
に
お
い
て
は
、
大
規
模
メ
タ
ン
化
施
設
の
技
術
実
証
と
し
て
、
メ
タ
ン
ガ
ス
の
吸

着
貯
蔵
・
保
管
す
る
た
め
等
の
技
術
実
証
を
引
き
続
き
行
う
。
 

2-
1)
6-
1)
 

１
２
．
土
地
利
用
（
国
土
利
用
）

 
 

施
策
名
称

 
令
和
４
年
度
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
該
当
プ
ロ
グ
ラ
ム

 

【
法
務
】
登
記
所
備
付
地
図
作

成
作
業
 

 
都
市
部
、
大
都
市
・
地
方
拠
点
都
市
、
東
日
本
大
震
災
の
被
災
地
及
び
平
成

28
年
熊
本
地
震
の
被
災
地
に
お
い
て
、
登
記
所
備
付
地
図
作
成
作
業
を
実

施
す
る
。
 

 
具
体
的
な
実
施
内
容
は
、
２
か
年
で
実
施
し
て
い
る
登
記
所
備
付
地
図
作
成
作
業
に
つ
い
て
、
令
和
３
年
度
に
着
手
し
た
地
区
に
お
い
て
は
、
一
筆
地

調
査
（
所
有
者
等
の
立
会
い
の
下
、
筆
界
の
確
認
等
）、

細
部
測
量
（
土
地
の
測
量
）
及
び
縦
覧
等
を
実
施
す
る
（
２
年
目
作
業
）。

ま
た
、
令
和
４
年
度

に
着
手
す
る
地
区
に
お
い
て
は
、
住
民
説
明
会
及
び
基
準
点
測
量
（
新
設
基
準
点
の
設
置
）
等
を
実
施
す
る
（
１
年
目
作
業
）。

 

8-
5)
 

【
法
務
】
長
期
相
続
登
記
等
未

了
土
地
の
解
消
作
業
 

 
基
本
方
針
を
踏
ま
え
、
長
期
相
続
登
記
等
未
了
土
地
解
消
作
業
の
成
果
が
よ
り
公
共
事
業
の
実
施
主
体
に
活
用
さ
れ
る
よ
う
、
要
望
受
入
れ
の
対
象
を

国
や
地
方
公
共
団
体
の
ほ
か
民
間
事
業
者
に
も
拡
大
す
る
と
と
も
に
、
解
消
作
業
の
要
件
で
あ
る
所
有
権
登
記
名
義
人
の
死
亡
後
の
経
過
年
数
を

30
年

か
ら

10
年
と
し
、
要
望
が
あ
っ
た
地
域
に
つ
い
て
よ
り
広
く
解
消
作
業
を
実
施
す
る
。
そ
の
上
で
、
災
害
復
旧
・
復
興
事
業
な
ど
緊
急
性
や
必
要
性
が
高

い
公
共
事
業
に
対
し
て
よ
り
迅
速
に
解
消
作
業
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
幅
広
い
公
共
的
事
業
に
成
果
を
届
け
る
観
点
か
ら
、
解
消
作
業
の
対
象
を
要
望

が
あ
っ
た
公
共
的
事
業
の
中
か
ら
優
先
度
の
高
い
土
地
に
絞
っ
て
実
施
す
る
た
め
、
対
象
土
地
を
約
２
万

1,
00
0
筆
と
す
る
。
 

1-
4)
1-
5)
5-
5)
7-
1)
7-

6)
8-
5)
 

【
財
務
】
地
方
公
共
団
体
に
対

す
る
国
有
財
産
を
活
用
し
た
廃

棄
物
仮
置
き
場
や
避
難
場
所
確

保
等
支
援
 

地
方
公
共
団
体
が
台
風
等
の
襲
来
に
備
え
、
廃
棄
物
仮
置
き
場
の
確
保
等
を
図
る
場
合
な
ど
発
災
前
に
も
地
方
公
共
団
体
の
求
め
に
応
じ
て
速
や
か
に

未
利
用
国
有
地
等
を
無
償
で
提
供
で
き
る
よ
う
、
未
利
用
国
有
地
等
の
リ
ス
ト
を
各
財
務
局
等
に
お
い
て
準
備
す
る
。
 

2-
3)
8-
1)
8-
5)
8-
6)
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【
財
務
】
流
域
治
水
対
策
（
国

有
地
を
活
用
し
た
遊
水
地
・
貯

留
施
設
の
整
備
加
速
）
 

国
土
交
通
省
・
地
方
公
共
団
体
に
よ
る
遊
水
地
・
貯
留
施
設
整
備
の
た
め
、
調
整
・
協
議
を
継
続
し
て
行
う
。
 

1-
3)
1-
4)
2-
1)
2-
2)
2-

3)
2-
4)
2-
5)
2-
6)
2-
7)
3-

1)
3-
2)
3-
3)
4-
1)
4-
2)
4-

3)
5-
1)
5-
2)
5-
3)
5-
4)
5-

5)
5-
6)
5-
7)
5-
8)
6-
1)
6-

2)
6-
3)
6-
4)
6-
5)
7-
2)
7-

3)
7-
5)
7-
6)
8-
1)
8-
2)
8-

3)
8-
4)
8-
5)
8-
6)
 

【
文
科
】民

俗
文
化
財
の
伝
承
・

活
用
等
 

 
重
要
無
形
民
俗
文
化
財
の
指
定
等
及
び
記
録
作
成
等
の
措
置
を
講
ず
べ
き
無
形
の
民
俗
文
化
財
の
選
択
を
行
う
と
と
も
に
、「

重
要
有
形
民
俗
文
化
財

修
理
・
防
災
事
業
」
及
び
「
民
俗
文
化
財
伝
承
・
活
用
等
事
業
」
を
活
用
し
た
、
施
設
の
修
理
・
防
災
、
用
具
の
修
理
・
新
調
を
支
援
す
る
。
 

 
ま
た
、
記
録
作
成
等
の
措
置
を
講
ず
べ
き
無
形
の
民
俗
文
化
財
に
選
択
さ
れ
て
い
る
も
の
に
つ
い
て
、「

民
俗
文
化
財
伝
承
・
活
用
等
事
業
」
を
活
用
し

保
護
団
体
や
地
方
公
共
団
体
に
よ
る
記
録
作
成
を
支
援
す
る
他
、
文
化
庁
に
よ
り
、
記
録
作
成
事
業
を
実
施
す
る
。
 

 
さ
ら
に
、「

民
俗
文
化
財
伝
承
・
活
用
等
事
業
」
を
活
用
し
、
保
護
団
体
や
地
方
自
治
体
に
よ
る
次
世
代
を
担
う
伝
承
者
の
育
成
の
支
援
を
実
施
す
る
と

と
も
に
、「

民
俗
文
化
財
調
査
事
業
」
を
活
用
し
、
地
方
公
共
団
体
等
に
対
し
て
有
形
・
無
形
民
俗
文
化
財
に
関
す
る
調
査
に
つ
い
て
の
実
施
を
支
援
す
る
。 

8-
2)
8-
4)
 

【
国
交
】
Ｇ
空
間
情
報
セ
ン
タ

ー
を
ハ
ブ
と
し
た
地
理
空
間
情

報
の
円
滑
な
利
用
促
進
 

 
地
方
公
共
団
体
へ
保
有
す
る
デ
ー
タ
の
提
供
を
呼
び
掛
け
る
と
と
も
に
、
地
方
公
共
団
体
が
保
有
す
る
オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
を
中
心
に
、
引
き
続
き
必
要

な
デ
ー
タ
や
シ
ョ
ー
ケ
ー
ス
等
の
収
集
及
び
登
録
を
行
っ
て
い
く
。
ま
た
、
防
災
に
関
連
す
る
デ
ー
タ
を

We
b
シ
ス
テ
ム
等
で
利
用
し
や
す
い
形
式
に
変

換
の
上
、
デ
ー
タ
公
開
を
行
っ
て
い
く
。
併
せ
て
、
AP
I
等
に
よ
り
他
の

We
b
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
で
の
利
用
や
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
と
の
デ
ー
タ
連
携

を
推
進
し
、
更
な
る
利
用
の
促
進
を
図
る
。
 

4-
3)
 

【
法
務
・
国
交
】
災
害
後
の
円

滑
な
復
旧
復
興
を
確
保
す
る
た

め
の
地
籍
調
査
に
よ
る
地
籍
図

の
整
備
等
の
推
進
 

 
第
７
次
国
土
調
査
事
業
十
箇
年
計
画
（
令
和
２
年
５
月

26
日
閣
議
決
定
）
に
基
づ
き
、
一
部
の
所
有
者
が
不
明
な
場
合
等
で
も
調
査
を
進
め
る
こ
と
が

で
き
る
新
た
な
調
査
手
続
や
、
都
市
部
に
お
け
る
官
民
境
界
の
先
行
調
査
、
山
村
部
に
お
け
る
リ
モ
ー
ト
セ
ン
シ
ン
グ
デ
ー
タ
を
活
用
し
た
調
査
な
ど
地

域
の
特
性
や
技
術
の
進
展
に
応
じ
た
効
率
的
な
調
査
手
法
の
活
用
を
促
進
す
る
こ
と
に
よ
り
、
地
籍
調
査
の
円
滑
化
・
迅
速
化
を
図
り
、
５
か
年
加
速
化

対
策
に
基
づ
き
、
土
砂
災
害
特
別
警
戒
区
域
等
の
緊
急
性
が
高
い
地
域
に
お
け
る
地
籍
調
査
を
重
点
的
に
推
進
す
る
。
 

 
ま
た
、
地
籍
調
査
を
よ
り
円
滑
か
つ
迅
速
に
推
進
す
る
方
策
を
検
討
し
、
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
。
 

1-
2)
1-
3)
1-
4)
1-
5)
5-

5)
8-
5)
 

【
法
務
・
国
交
】
所
有
者
不
明

土
地
対
策
の
推
進
 

「
所
有
者
不
明
土
地
の
利
用
の
円
滑
化
等
に
関
す
る
特
別
措
置
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
」（

令
和
４
年
法
律
第

38
号
）
が
令
和
４
年
４
月

27
日

に
成
立
し
、
同
年
５
月
９
日
に
公
布
さ
れ
た
。
こ
れ
を
踏
ま
え
、
所
有
者
不
明
土
地
連
携
協
議
会
と
の
連
携
や
、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
策
定
、
先
導
的
な
取

組
を
行
う
団
体
の
モ
デ
ル
調
査
の
実
施
を
通
じ
て
、
地
方
公
共
団
体
や
地
域
に
お
け
る
所
有
者
不
明
土
地
等
の
利
活
用
に
取
り
組
む
団
体
に
対
し
て
所
有

者
不
明
土
地
の
利
用
の
円
滑
化
の
促
進
・
管
理
の
適
正
化
を
図
る
た
め
の
制
度
の
普
及
を
行
う
と
と
も
に
、
所
有
者
不
明
土
地
対
策
に
取
り
組
む
地
方
公

共
団
体
等
の
支
援
を
行
う
。
 

2-
1)
2-
3)
8-
5)
 

【
国
交
】
復
興
事
前
準
備
の
推

進
 

被
災
後
に
早
期
か
つ
的
確
に
市
街
地
復
興
計
画
を
策
定
で
き
る
よ
う
、
復
興
ま
ち
づ
く
り
に
関
す
る
体
制
や
手
順
の
事
前
検
討
、
災
害
が
発
生
し
た
際

の
復
興
に
関
す
る
課
題
を
事
前
に
把
握
す
る
復
興
ま
ち
づ
く
り
イ
メ
ー
ジ
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
、
地
方
公
共
団
体
に
よ
る
事
前
復
興
ま
ち
づ
く
り
計
画
策
定
な

ど
の
、
復
興
ま
ち
づ
く
り
の
た
め
の
事
前
準
備
の
取
組
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
復
旧
・
復
興
ま
ち
づ
く
り
サ
ポ
ー
タ
ー
制
度
も
活
用
し
な
が
ら
、
未
着

手
の
地
方
公
共
団
体
等
に
対
す
る
普
及
啓
発
・
技
術
的
な
支
援
を
実
施
す
る
。
 

8-
2)
8-
5)
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（
別

紙
２

）
　

重
要

業
績

指
標

（
K
P

I）
一

覧

該
当

プ
ロ

グ
ラ

ム
指

標
名

単
位

初
期

値
初

年
度

2
0
1
7
年

度
末

2
0
1
8
年

度
末

2
0
1
9
年

度
末

2
0
2
0
年

度
末

2
0
2
1
年

度
末

目
標

値
目

標
年

度

【
内

閣
府

】
府

省
庁

及
び

主
要

な
自

治
体

・
民

間
企

業
と

の
連

携
及

び
他

分
野

と
の

デ
ー

タ
連

携
を

開
始

D
B

ま
た

は
P

F
0

2
0
2
0

0
0

4
1

2
0
2
2

【
内

閣
府

】
地

域
再

生
法

の
規

定
に

よ
り

内
閣

総
理

大
臣

が
認

定
し

た
地

域
再

生
計

画
に

基
づ

き
実

施
す

る
基

盤
整

備
事

業
の

完
了

数
地

域
3
7

2
0
1
3

3
3
1

3
6
3

4
6
0

5
1
1

5
7
1

6
0
8

2
0
2
2

【
総

務
】
防

災
行

政
無

線
等

の
災

害
情

報
伝

達
手

段
の

整
備

％
8
6
.6

2
0
2
0

8
6
.6

1
0
0

2
0
2
5

【
法

務
】
法

務
省

施
設

の
耐

震
化

率
％

8
6

2
0
1
2

9
4

9
5

9
5

9
6

9
8
.7

2
0
2
5

【
法

務
】
矯

正
施

設
の

耐
震

化
率

％
7
0

2
0
1
2

8
1

8
2

8
4

8
5

9
2

2
0
2
5

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

老
朽

化
対

策
実

施
率

％
0

2
0
2
0

0
1
0
.3

1
0
0

2
0
2
9

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

吊
り

天
井

等
以

外
の

非
構

造
部

材
の

耐
震

対
策

実
施

率
％

4
8
.2

2
0
2
0

3
9
.6

4
3

4
8
.2

5
2
.1

1
0
0

2
0
2
9

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
の

整
備

率
（
体

育
館

、
エ

レ
ベ

ー
タ

ー
）

％
6
5
.9

2
0
2
0

6
5
.9

7
5

2
0
2
5

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

空
調

設
置

率
（
特

別
教

室
）

％
5
5
.5

2
0
2
0

4
2

4
8
.5

5
5
.5

9
5

2
0
2
3

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

空
調

設
置

率
（
体

育
館

等
）

％
5
.3

2
0
2
0

1
.4

2
.6

5
.3

9
5

2
0
3
5

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
の

整
備

率
（
校

舎
、

ス
ロ

ー
プ

、
門

か
ら

建
物

の
前

ま
で

）
％

7
8
.5

2
0
2
0

7
8
.5

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
の

整
備

率
（
校

舎
、

ス
ロ

ー
プ

、
昇

降
口

・
玄

関
等

か
ら

教
室

等
ま

で
）

％
5
7
.3

2
0
2
0

5
7
.3

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
の

整
備

率
（
校

舎
、

バ
リ

ア
フ

リ
ー

ト
イ

レ
）

％
6
5
.2

2
0
2
0

6
5
.2

9
5

2
0
2
5

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
の

整
備

率
（
体

育
館

、
バ

リ
ア

フ
リ

ー
ト

イ
レ

）
％

3
6
.9

2
0
2
0

3
6
.9

9
5

2
0
2
5

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
の

整
備

率
（
校

舎
、

エ
レ

ベ
ー

タ
ー

）
％

2
7
.1

2
0
2
0

2
7
.1

4
0

2
0
2
5

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
の

整
備

率
（
体

育
館

、
ス

ロ
ー

プ
、

門
か

ら
建

物
の

前
ま

で
）

％
7
4
.4

2
0
2
0

7
4
.4

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
の

整
備

率
（
体

育
館

、
ス

ロ
ー

プ
、

昇
降

口
・
玄

関
等

か
ら

ア
リ

ー
ナ

等
ま

で
）

％
5
7

2
0
2
0

5
7

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

ト
イ

レ
洋

式
化

率
％

5
7

2
0
2
0

5
7

9
5

2
0
2
5

【
文

科
】
教

育
研

究
活

動
に

著
し

く
支

障
が

あ
る

国
立

大
学

法
人

等
施

設
（
ラ

イ
フ

ラ
イ

ン
を

含
む

）
の

老
朽

化
対

策
の

実
施

率
（
ラ

イ
フ

ラ
イ

ン
）

％
0

2
0
2
0

4
.1

4
5

2
0
2
5

【
文

科
】
教

育
研

究
活

動
に

著
し

く
支

障
が

あ
る

国
立

大
学

法
人

等
施

設
（
ラ

イ
フ

ラ
イ

ン
を

含
む

）
の

老
朽

化
対

策
の

実
施

率
（
施

設
）

％
0

2
0
2
0

4
.1

4
5

2
0
2
5

【
文

科
】
国

立
大

学
附

属
病

院
の

整
備

の
進

捗
率

％
0

2
0
2
0

1
.3

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
国

際
連

合
大

学
本

部
の

施
設

・
設

備
の

営
繕

の
実

施
率

％
2
0

2
0
2
0

2
0

3
0

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
防

災
・
減

災
教

育
（
教

育
事

業
の

実
施

又
は

活
動

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

充
実

）
を

行
っ

た
国

立
青

少
年

教
育

振
興

機
構

施
設

数
％

3
6

2
0
1
9

3
6

8
9
.2

8
9
.2

1
0
0

2
0
2
9

【
文

科
】
広

域
防

災
補

完
拠

点
と

し
て

機
能

す
る

た
め

の
整

備
を

行
う

必
要

が
あ

る
国

立
青

少
年

教
育

振
興

機
構

施
設

の
整

備
数

％
0

2
0
2
0

0
1
0
.7

1
0
0

2
0
2
9

【
文

科
】
職

員
に

対
す

る
研

修
の

実
施

状
況

（
校

内
研

修
の

実
施

）
％

7
2
.3

2
0
1
5

7
3
.9

1
0
0

毎
年

度
【
文

科
】
災

害
安

全
に

つ
い

て
指

導
し

て
い

る
学

校
の

割
合

％
9
9
.7

2
0
1
5

9
9
.4

1
0
0

毎
年

度
【
文

科
】
国

立
特

別
支

援
教

育
総

合
研

究
所

に
お

け
る

外
壁

等
の

改
修

率
％

3
0

2
0
1
9

3
0

3
0

7
5

1
0
0

2
0
2
4

【
文

科
】
私

立
学

校
施

設
の

屋
内

運
動

場
の

吊
り

天
井

等
の

落
下

防
止

対
策

実
施

率
（
小

学
校

～
高

校
）

％
6
9
.4

2
0
1
4

7
7

7
7
.9

7
9
.8

8
3

1
0
0

2
0
2
8

【
文

科
】
私

立
学

校
施

設
の

非
構

造
部

材
の

耐
震

対
策

実
施

率
（
大

学
等

）
％

1
9
.6

2
0
1
8

1
9
.6

1
9
.7

1
9

1
0
0

2
0
2
8

【
文

科
】
私

立
学

校
施

設
の

非
構

造
部

材
の

耐
震

対
策

実
施

率
（
幼

稚
園

等
）

％
3
9
.7

2
0
1
8

3
9
.7

4
3
.7

4
3

1
0
0

2
0
2
8

【
文

科
】
私

立
学

校
施

設
の

非
構

造
部

材
の

耐
震

対
策

実
施

率
（
小

学
校

～
高

校
）

％
3
7
.9

2
0
1
8

3
7
.9

3
9
.1

4
3

1
0
0

2
0
2
8

【
文

科
】
私

立
学

校
施

設
の

屋
内

運
動

場
の

吊
り

天
井

等
の

落
下

防
止

対
策

実
施

率
（
大

学
等

）
％

4
9
.9

2
0
1
4

6
0
.1

6
1
.5

6
3
.3

6
5

1
0
0

2
0
2
8

【
文

科
】
私

立
学

校
施

設
の

屋
内

運
動

場
の

吊
り

天
井

等
の

落
下

防
止

対
策

実
施

率
（
幼

稚
園

等
）

％
8
0
.2

2
0
1
4

8
6

8
5
.9

8
7
.4

8
3

1
0
0

2
0
2
8

【
文

科
】
私

立
学

校
施

設
の

耐
震

化
率

（
小

学
校

～
高

校
）

％
6
4
.5

2
0
0
2

9
0
.1

9
1
.4

9
2
.1

9
3

1
0
0

2
0
2
8

【
文

科
】
私

立
学

校
施

設
の

耐
震

化
率

（
幼

稚
園

等
）

％
6
8
.5

2
0
0
2

9
0
.4

9
1
.5

9
2
.4

9
3

1
0
0

2
0
2
8

【
文

科
】
私

立
学

校
施

設
の

耐
震

化
率

（
大

学
等

）
％

7
2
.7

2
0
0
7

9
1
.6

9
2
.8

9
4

9
5

1
0
0

2
0
2
8

【
文

科
】
私

立
専

修
学

校
に

お
け

る
屋

内
運

動
場

等
の

吊
り

天
井

落
下

防
止

対
策

の
実

施
率

％
6
1
.2

2
0
1
8

6
1
.2

7
2
.1

7
3
.2

6
9

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
私

立
専

修
学

校
施

設
の

耐
震

化
率

％
7
9
.6

2
0
1
1

8
6
.4

8
8
.3

8
8
.6

9
5
.2

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
私

立
専

修
学

校
に

お
け

る
吊

り
天

井
以

外
の

非
構

造
体

の
耐

震
化

率
％

2
3
.8

2
0
1
8

2
3
.8

1
4
.3

2
9
.6

3
2
.1

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
災

害
対

策
に

資
す

る
国

立
大

学
等

の
基

盤
的

設
備

等
の

整
備

件
数

件
0

2
0
2
0

0
9

3
4

2
0
2
5

【
文

科
】
各

国
立

研
究

開
発

法
人

（
８

法
人

）
の

中
長

期
計

画
に

お
け

る
、

法
人

施
設

・
設

備
の

整
備

計
画

と
な

る
「
施

設
及

び
設

備
に

関
す

る
事

項
」
に

お
い

て
、

当
該

計
画

に
お

け
る

初
期

の
目

標
を

達
成

し
て

い
る

と
認

め
ら

れ
る

割
合

％
0

2
0
2
1

0
1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
独

立
行

政
法

人
通

則
法

に
基

づ
く
主

務
大

臣
に

よ
る

業
務

実
績

（
構

造
材

料
領

域
）
の

評
価

に
お

い
て

、
現

中
長

期
計

画
期

間
中

に
標

準
以

上
の

評
価

を
受

け
た

割
合

％
1
0
0

2
0
1
6

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
【
文

科
】
国

民
の

生
活

に
お

け
る

安
心

・
安

全
の

確
保

や
災

害
対

策
等

に
資

す
る

先
端

研
究

基
盤

の
整

備
件

数
件

0
2
0
2
0

1
1
0

2
0
2
5

【
文

科
】
公

立
社

会
体

育
施

設
に

お
け

る
構

造
体

の
耐

震
化

率
％

8
3

2
0
1
8

8
3

8
4

8
5

9
5

2
0
2
5

【
文

科
】
日

本
芸

術
院

の
早

急
に

改
修

を
行

う
必

要
が

あ
る

施
設

・
設

備
の

整
備

率
％

0
2
0
2
0

0
0

1
0
0

2
0
2
8

【
文

科
】
国

立
文

化
施

設
等

に
お

け
る

来
館

者
の

安
全

の
確

保
等

に
向

け
た

対
策

箇
所

数
箇

所
4

2
0
2
0

4
0

2
3

2
0
2
9

【
文

科
】
世

界
遺

産
・
国

宝
（
建

造
物

）
を

対
象

と
し

て
、

整
備

・
改

修
後

3
0
 年

を
経

過
し

た
防

火
設

備
の

老
朽

化
対

策
（
改

修
等

）
が

完
了

し
た

割
合

％
1
1

2
0
2
0

1
1

2
6

1
0
0

2
0
2
4

【
文

科
】
国

宝
・
重

要
文

化
財

（
美

術
工

芸
品

）
を

保
管

す
る

博
物

館
等

（
5
3
9
 館

）
の

う
ち

、
特

に
緊

急
性

の
高

い
も

の
に

係
る

、
防

火
設

備
等

の
対

策
の

実
施

率
％

3
0

2
0
2
0

3
0

5
0

1
0
0

2
0
2
4

【
文

科
】
不

特
定

多
数

が
滞

留
す

る
可

能
性

の
高

い
国

宝
・
重

要
文

化
財

及
び

世
界

遺
産

・
国

宝
に

対
す

る
耐

震
対

策
の

着
手

率
％

5
2
0
2
0

1
1

1
8

5
0

2
0
2
5

【
文

科
】
史

跡
名

勝
天

然
記

念
物

の
整

備
周

期
年

4
5

2
0
2
0

4
5

3
5

3
0

2
0
2
5

【
厚

労
】
全

国
の

災
害

拠
点

病
院

及
び

救
命

救
急

セ
ン

タ
ー

の
耐

震
化

率
％

8
9
.4

2
0
1
7

8
9
.4

9
0
.7

9
2
.4

9
3
.6

9
4
.6

9
5

2
0
2
3

【
厚

労
】
社

会
福

祉
施

設
等

の
耐

震
化

率
％

8
6
.3

2
0
1
3

9
1
.4

9
5
.2

2
0
2
5

【
厚

労
】
社

会
福

祉
施

設
等

に
お

け
る

非
常

用
自

家
発

電
設

備
の

整
備

箇
所

数
箇

所
0

2
0
2
0

2
8
5
7

2
0
2
5

【
厚

労
】
社

会
福

祉
施

設
等

に
お

け
る

水
害

対
策

を
実

施
し

た
施

設
箇

所
数

箇
所

0
2
0
2
0

1
6
9
0

2
0
2
5

【
厚

労
】
社

会
福

祉
施

設
等

に
お

け
る

ブ
ロ

ッ
ク

塀
等

の
改

修
整

備
箇

所
数

箇
所

0
2
0
2
0

1
4
7
2

2
0
2
5

【
厚

労
】
病

院
の

ブ
ロ

ッ
ク

塀
改

修
の

強
化

等
％

9
0
.4

2
0
1
8

9
0
.4

1
0
0

2
0
2
3

【
経

産
】
政

府
・
自

治
体

等
の

防
災

計
画

・
被

害
想

定
・
ハ

ザ
ー

ド
マ

ッ
プ

策
定

等
に

活
用

さ
れ

る
活

断
層

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

上
で

の
位

置
情

報
整

備
地

点
数

地
点

0
2
0
2
1

2
0
4

7
0
0

2
0
2
5

【
経

産
】
政

府
・
自

治
体

等
の

防
災

計
画

・
被

害
想

定
・
ハ

ザ
ー

ド
マ

ッ
プ

策
定

等
に

活
用

さ
れ

る
調

査
デ

ー
タ

を
取

得
し

た
活

断
層

の
数

断
層

0
2
0
2
1

7
1
4

2
0
2
5

【
国

交
】
官

庁
施

設
の

耐
震

基
準

を
満

足
す

る
割

合
％

8
8

2
0
1
3

9
2

9
3

9
4

9
5

9
6

1
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
大

規
模

空
間

を
有

す
る

官
庁

施
設

の
天

井
耐

震
対

策
の

実
施

率
％

2
7

2
0
1
9

2
7

5
0

6
6

8
5

2
0
2
5

【
国

交
】
大

規
模

盛
土

造
成

地
の

第
二

次
ス

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

計
画

の
作

成
実

施
率

％
3
2

2
0
1
9

3
0

4
5

5
8

1
0
0

2
0
2
2

【
国

交
】
大

規
模

盛
土

造
成

地
の

安
全

性
把

握
調

査
の

着
手

率
％

4
2
0
2
0

6
.3

1
0
.4

6
0

2
0
2
5

【
国

交
】
液

状
化

ハ
ザ

ー
ド

マ
ッ

プ
高

度
化

の
実

施
市

区
町

村
数

市
区

町
村

0
2
0
2
0

0
2

2
5

2
0
2
5

【
国

交
】
地

下
街

防
災

推
進

計
画

等
に

基
づ

く
耐

震
対

策
が

完
了

し
た

地
下

街
の

割
合

％
5
7

2
0
1
9

5
7

6
5

8
0

2
0
2
5

【
国

交
】
緊

急
輸

送
道

路
上

の
橋

梁
の

耐
震

化
率

％
7
5

2
0
1
5

7
8

7
9

7
9

8
0

8
4

2
0
2
5

【
国

交
】
電

柱
倒

壊
の

リ
ス

ク
が

あ
る

市
街

地
等

の
緊

急
輸

送
道

路
に

お
け

る
無

電
柱

化
着

手
率

％
3
8

2
0
1
9

3
8

4
1

5
2

2
0
2
5

１
－

１
)　

住
宅

・
建

物
・
交

通
施

設
等

の
複

合
的

・
大

規
模

倒
壊

や
不

特
定

多
数

が
集

ま
る

施
設

の
倒

壊
に

よ
る

多
数

の
死

傷
者

の
発

生
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該
当

プ
ロ

グ
ラ

ム
指

標
名

単
位

初
期

値
初

年
度

2
0
1
7
年

度
末

2
0
1
8
年

度
末

2
0
1
9
年

度
末

2
0
2
0
年

度
末

2
0
2
1
年

度
末

目
標

値
目

標
年

度

【
国

交
】
耐

震
診

断
義

務
付

け
対

象
建

築
物

の
耐

震
化

率
％

7
4
（
う

ち
、

要
緊

急
安

全
確

認
大

規
模

建
築

物
：
8
9
）

2
0
2
0

7
4
（
う

ち
、

要
緊

急
安

全
確

認
大

規
模

建
築

物
：
8
9
）

7
3
（
う

ち
、

要
緊

急
安

全
確

認
大

規
模

建
築

物
：
9
0
）

耐
震

性
の

不
足

す
る

も
の

を
お

お
む

ね
解

消

2
0
2
5

【
国

交
】
要

安
全

確
認

計
画

記
載

建
築

物
（
防

災
拠

点
）
の

耐
震

診
断

率
％

5
6

2
0
2
0

5
6

9
0

2
0
2
3

【
国

交
】
住

宅
の

耐
震

化
率

％
8
2

2
0
1
3

8
7

耐
震

性
の

不
足

す
る

も
の

を
お

お
む

ね
解

消

2
0
3
0

【
国

交
】
市

町
村

の
防

災
気

象
情

報
等

に
対

す
る

一
層

の
理

解
促

進
及

び
避

難
勧

告
等

の
発

令
の

判
断

に
お

け
る

防
災

気
象

情
報

の
適

切
な

利
活

用
の

促
進

市
区

町
村

2
3
6

2
0
1
8

2
3
6

7
0
6

2
6
4

1
,1

9
4

6
0
0

毎
年

度
【
国

交
】
緊

急
地

震
速

報
の

改
善

（
過

大
予

測
の

低
減

）
％

1
0
.7

2
0
1
6
-

2
0
2
0
年

度
の

平
均

値

3
.1

8
2
0
2
5

【
国

交
】
グ

リ
ー

ン
イ

ン
フ

ラ
官

民
連

携
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ
ー

ム
に

登
録

し
て

い
る

自
治

体
の

う
ち

、
グ

リ
ー

ン
イ

ン
フ

ラ
の

取
組

を
事

業
化

し
た

自
治

体
数

自
治

体
3

2
0
2
0

7
0

2
0
2
5

【
国

交
】
防

災
指

針
を

記
載

し
た

市
町

村
数

市
町

村
0

2
0
2
0

1
5

8
5

6
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
特

に
老

朽
化

し
た

高
経

年
の

公
営

住
宅

の
更

新
の

進
捗

率
％

0
2
0
2
1

1
0
0

2
0
3
0

【
環

境
】
国

立
公

園
、

国
定

公
園

及
び

国
民

公
園

等
に

お
い

て
、

利
用

者
の

安
全

確
保

や
、

国
土

の
荒

廃
を

防
止

す
る

た
め

の
対

策
を

実
施

済
の

自
然

公
園

等
事

業
数

箇
所

3
1
7

2
0
2
1

0
2
1
8

3
1
7

4
8
4

1
1
2
2

2
0
2
5

【
警

察
】
都

道
府

県
警

察
本

部
及

び
警

察
署

の
耐

震
化

率
％

7
7

2
0
1
0

9
4

9
5

9
6

9
7

9
7
.8

9
8

2
0
2
5

【
警

察
】
機

動
隊

庁
舎

の
建

て
替

え
・
長

寿
命

化
率

％
1
0

2
0
2
0

1
0

1
0

6
0

2
0
2
5

【
警

察
】
警

察
用

航
空

機
に

係
る

各
都

道
府

県
警

察
へ

の
措

置
率

％
1
0
0

2
0
1
7

1
0
0

1
0
0

1
0
0

9
6

9
6

1
0
0

毎
年

度
【
警

察
】
警

察
用

航
空

機
、

警
察

用
船

舶
の

更
新

整
備

率
％

1
0
0

2
0
1
9

1
0
0

1
0
0

2
0
2
5

【
警

察
】
老

朽
化

し
た

警
察

用
車

両
の

更
新

整
備

数
台

0
2
0
1
9

1
0
6
9

1
9
0
0
0

2
0
2
5

【
警

察
】
災

害
警

備
活

動
の

維
持

に
必

要
な

資
機

材
の

整
備

率
％

6
0

2
0
2
0

6
0

6
0

1
0
0

2
0
2
2

【
警

察
】
災

害
対

策
に

必
要

な
資

機
材

の
更

新
整

備
率

％
1
0
0

2
0
1
9

1
0
0

1
0
0

2
0
2
5

【
警

察
】
災

害
対

策
に

必
要

な
資

機
材

の
新

規
整

備
率

％
0

2
0
1
9

0
1
0
0

2
0
2
5

【
警

察
】
広

域
緊

急
援

助
隊

合
同

訓
練

の
実

施
回

数
回

8
2
0
1
8

8
8

7
6

7
毎

年
度

１
－

２
）
密

集
市

街
地

や
不

特
定

多
数

が
集

ま
る

施
設

に
お

け
る

大
規

模
火

災
に

よ
る

多
数

の
死

傷
者

の
発

生
【
内

閣
府

】
府

省
庁

及
び

主
要

な
自

治
体

・
民

間
企

業
と

の
連

携
及

び
他

分
野

と
の

デ
ー

タ
連

携
を

開
始

D
B

ま
た

は
P

F
0

2
0
2
0

0
0

4
1

2
0
2
2

【
総

務
】
自

治
体

向
け

ア
ド

バ
イ

ス
会

議
の

実
施

回
2
7

2
0
1
3

3
7

2
5

2
9

3
7

3
9

【
総

務
】
防

災
行

政
無

線
等

の
災

害
情

報
伝

達
手

段
の

整
備

％
8
6
.6

2
0
2
0

8
6
.6

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
国

立
文

化
施

設
等

に
お

け
る

来
館

者
の

安
全

の
確

保
等

に
向

け
た

対
策

箇
所

数
箇

所
4

2
0
2
0

4
0

2
3

2
0
2
9

【
文

科
】
世

界
遺

産
・
国

宝
（
建

造
物

）
を

対
象

と
し

て
、

整
備

・
改

修
後

3
0
 年

を
経

過
し

た
防

火
設

備
の

老
朽

化
対

策
（
改

修
等

）
が

完
了

し
た

割
合

％
1
1

2
0
2
0

1
1

2
6

1
0
0

2
0
2
4

【
文

科
】
国

宝
・
重

要
文

化
財

（
美

術
工

芸
品

）
を

保
管

す
る

博
物

館
等

（
5
3
9
 館

）
の

う
ち

、
特

に
緊

急
性

の
高

い
も

の
に

係
る

、
防

火
設

備
等

の
対

策
の

実
施

率
％

3
0

2
0
2
0

3
0

5
0

1
0
0

2
0
2
4

【
文

科
】
不

特
定

多
数

が
滞

留
す

る
可

能
性

の
高

い
国

宝
・
重

要
文

化
財

及
び

世
界

遺
産

・
国

宝
に

対
す

る
耐

震
対

策
の

着
手

率
％

5
2
0
2
0

1
1

1
8

5
0

2
0
2
5

【
文

科
】
史

跡
名

勝
天

然
記

念
物

の
整

備
周

期
年

4
5

2
0
2
0

4
5

3
5

3
0

2
0
2
5

【
国

交
】
地

籍
調

査
の

優
先

実
施

地
域

で
の

進
捗

率
％

7
9

2
0
1
9

7
9

7
9

8
7

2
0
2
9

【
国

交
】
地

籍
調

査
の

対
象

地
域

全
体

で
の

進
捗

率
％

5
2

2
0
1
9

5
2

5
2

5
7

2
0
2
9

【
国

交
】
今

後
土

砂
災

害
等

が
発

生
す

る
可

能
性

が
高

い
エ

リ
ア

の
う

ち
、

土
砂

災
害

特
別

警
戒

区
域

等
の

特
に

緊
急

性
が

高
い

地
域

を
対

象
と

し
た

地
籍

調
査

の
実

施
面

積
㎢

0
2
0
2
0

0
9
7

5
4
0

2
0
2
5

【
国

交
】
地

域
防

災
力

の
向

上
に

資
す

る
ソ

フ
ト

対
策

の
実

施
率

％
4
6

2
0
2
1

4
6

9
2

1
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
危

険
密

集
市

街
地

の
面

積
h
a

2
2
1
9

2
0
2
1

3
4
2
2

3
1
4
9

2
9
8
2

2
2
1
9

1
9
8
9

0
2
0
3
0

【
国

交
】
機

能
を

十
分

発
揮

さ
せ

る
た

め
に

整
備

が
必

要
な

防
災

公
園

（
約

1
6
0
箇

所
程

度
）
の

対
策

実
施

率
％

0
2
0
2
0

6
1

6
9

8
0

2
0
2
5

【
国

交
】
一

定
水

準
の

防
災

機
能

を
備

え
る

オ
ー

プ
ン

ス
ペ

ー
ス

が
一

箇
所

以
上

確
保

さ
れ

た
都

市
の

割
合

％
6
4

2
0
1
8

6
4

6
5

6
6

7
5

2
0
2
5

【
国

交
】
イ

ン
フ

ラ
長

寿
命

化
計

画
を

策
定

済
み

の
都

市
公

園
（
令

和
元

年
度

時
点

：
約

6
6
,0

0
0
 公

園
）
の

う
ち

、
緊

急
度

の
高

い
老

朽
化

し
た

公
園

施
設

の
改

修
等

の
対

策
を

実
施

で
き

て
い

る
都

市
公

園
の

割
合

％
3
1

2
0
1
9

3
1

4
9

8
0

2
0
2
5

【
国

交
】
グ

リ
ー

ン
イ

ン
フ

ラ
官

民
連

携
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ
ー

ム
に

登
録

し
て

い
る

自
治

体
の

う
ち

、
グ

リ
ー

ン
イ

ン
フ

ラ
の

取
組

を
事

業
化

し
た

自
治

体
数

自
治

体
3

2
0
2
0

7
0

2
0
2
5

【
警

察
】
警

察
用

航
空

機
に

係
る

各
都

道
府

県
警

察
へ

の
措

置
率

％
1
0
0

2
0
1
7

1
0
0

1
0
0

1
0
0

9
6

9
6

1
0
0

毎
年

度
【
警

察
】
警

察
用

航
空

機
、

警
察

用
船

舶
の

更
新

整
備

率
％

1
0
0

2
0
1
9

1
0
0

1
0
0

2
0
2
5

【
警

察
】
老

朽
化

し
た

警
察

用
車

両
の

更
新

整
備

数
台

0
2
0
1
9

1
0
6
9

1
9
0
0
0

2
0
2
5

【
警

察
】
広

域
緊

急
援

助
隊

合
同

訓
練

の
実

施
回

数
回

8
2
0
1
8

8
8

7
6

7
毎

年
度

１
－

３
）
広

域
に

わ
た

る
大

規
模

津
波

等
に

よ
る

多
数

の
死

傷
者

の
発

生
【
内

閣
府

】
府

省
庁

及
び

主
要

な
自

治
体

・
民

間
企

業
と

の
連

携
及

び
他

分
野

と
の

デ
ー

タ
連

携
を

開
始

D
B

ま
た

は
P

F
0

2
0
2
0

0
0

4
1

2
0
2
2

【
内

閣
府

】
防

災
チ

ャ
ッ

ト
ボ

ッ
ト

の
社

会
実

装
自

治
体

0
2
0
2
0

5
6

5
7

1
0
0

2
0
2
3

【
総

務
】
自

治
体

向
け

ア
ド

バ
イ

ス
会

議
の

実
施

回
2
7

2
0
1
3

3
7

2
5

2
9

3
7

3
9

【
総

務
】
防

災
行

政
無

線
等

の
災

害
情

報
伝

達
手

段
の

整
備

％
8
6
.6

2
0
2
0

8
6
.6

1
0
0

2
0
2
5

【
法

務
】
法

務
省

施
設

の
耐

震
化

率
％

8
6

2
0
1
2

9
4

9
5

9
5

9
6

9
8
.7

2
0
2
5

【
法

務
】
矯

正
施

設
の

耐
震

化
率

％
7
0

2
0
1
2

8
1

8
2

8
4

8
5

9
2

2
0
2
5

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

老
朽

化
対

策
実

施
率

％
0

2
0
2
0

0
1
0
.3

1
0
0

2
0
2
9

【
文

科
】
防

災
・
減

災
教

育
（
教

育
事

業
の

実
施

又
は

活
動

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

充
実

）
を

行
っ

た
国

立
青

少
年

教
育

振
興

機
構

施
設

数
％

3
6

2
0
1
9

3
6

8
9
.2

8
9
.2

1
0
0

2
0
2
9

【
文

科
】
広

域
防

災
補

完
拠

点
と

し
て

機
能

す
る

た
め

の
整

備
を

行
う

必
要

が
あ

る
国

立
青

少
年

教
育

振
興

機
構

施
設

の
整

備
数

％
0

2
0
2
0

0
1
0
.7

1
0
0

2
0
2
9

【
文

科
】
職

員
に

対
す

る
研

修
の

実
施

状
況

（
校

内
研

修
の

実
施

）
％

7
2
.3

2
0
1
5

7
3
.9

1
0
0

毎
年

度
【
文

科
】
災

害
安

全
に

つ
い

て
指

導
し

て
い

る
学

校
の

割
合

％
9
9
.7

2
0
1
5

9
9
.4

1
0
0

毎
年

度
【
文

科
】
私

立
専

修
学

校
に

お
け

る
屋

内
運

動
場

等
の

吊
り

天
井

落
下

防
止

対
策

の
実

施
率

％
6
1
.2

2
0
1
8

6
1
.2

7
2
.1

7
3
.2

6
9

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
私

立
専

修
学

校
施

設
の

耐
震

化
率

％
7
9
.6

2
0
1
1

8
6
.4

8
8
.3

8
8
.6

9
5
.2

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
私

立
専

修
学

校
に

お
け

る
吊

り
天

井
以

外
の

非
構

造
体

の
耐

震
化

率
％

2
3
.8

2
0
1
8

2
3
.8

1
4
.3

2
9
.6

3
2
.1

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
地

震
津

波
火

山
観

測
網

の
更

新
（
防

災
科

学
技

術
研

究
所

の
基

幹
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

更
新

状
況

）
更

新
シ

ス
テ

ム
数

0
2
0
2
1

0
1

2
0
2
2

【
文

科
】
地

震
津

波
火

山
観

測
網

の
更

新
（
強

震
観

測
網

に
お

け
る

IS
D

N
回

線
か

ら
後

続
サ

ー
ビ

ス
へ

の
切

り
替

え
状

況
）

％
1
6

2
0
2
1

1
6

1
0
0

2
0
2
3

【
文

科
】
地

震
津

波
火

山
観

測
網

の
更

新
（
旧

型
バ

ッ
テ

リ
ー

で
あ

る
観

測
装

置
の

更
新

状
況

）
％

7
0

2
0
1
9

7
0

7
8

7
8

1
0
0

2
0
2
5
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該
当

プ
ロ

グ
ラ

ム
指

標
名

単
位

初
期

値
初

年
度

2
0
1
7
年

度
末

2
0
1
8
年

度
末

2
0
1
9
年

度
末

2
0
2
0
年

度
末

2
0
2
1
年

度
末

目
標

値
目

標
年

度

【
文

科
】
海

底
地

震
・
津

波
観

測
網

の
運

用
修

理
箇

所
数

0
2
0
2
1

　
　

0
1

2
0
2
2

【
文

科
】
南

海
ト

ラ
フ

海
底

地
震

津
波

観
測

網
の

構
築

観
測

シ
ス

テ
ム

の
構

築
数

0
2
0
1
9

0
0

0
1

2
0
2
5

【
農

水
】
市

街
地

等
を

飛
砂

害
や

風
害

、
潮

害
か

ら
守

る
海

岸
防

災
林

等
が

保
全

さ
れ

て
い

る
割

合
％

9
6

2
0
1
8

9
6

9
7

1
0
0

2
0
2
3

【
農

水
】
水

産
物

の
流

通
拠

点
と

な
る

漁
港

の
う

ち
、

災
害

発
生

時
に

お
け

る
水

産
業

の
早

期
回

復
体

制
が

構
築

さ
れ

た
漁

港
の

割
合

％
0

2
0
1
6

1
3

6
8

2
7

7
0

2
0
2
6

【
農

水
】

大
ク

ラ
ス

の
津

波
に

対
す

る
安

全
な

避
難

が
可

能
と

な
っ

た
漁

村
人

口
の

割
合

(R
3
～

）
％

7
0

2
0
2
1

7
0

8
5

2
0
2
6

【
農

水
】
水

産
物

の
流

通
拠

点
と

な
る

漁
港

及
び

災
害

発
生

時
に

救
援

活
動

、
物

資
輸

送
等

の
拠

点
と

な
る

漁
港

等
に

お
い

て
、

地
震

・
津

波
に

対
す

る
主

要
施

設
の

安
全

性
が

確
保

さ
れ

た
漁

港
の

割
合

％
1
2

2
0
1
9

1
2

2
0

2
1

5
5

2
0
2
5

【
農

水
】
離

島
航

路
を

有
す

る
漁

港
に

お
い

て
、

地
震

・
津

波
に

対
す

る
主

要
施

設
の

安
全

性
が

確
保

さ
れ

た
漁

港
の

割
合

％
6

2
0
1
9

6
8

1
1

3
0

2
0
2
5

【
農

水
】
予

防
保

全
型

の
老

朽
化

対
策

に
転

換
し

、
機

能
の

保
全

及
び

安
全

な
利

用
が

確
保

さ
れ

た
漁

港
の

割
合

％
4
6

2
0
2
1

4
6

7
0

2
0
2
6

【
経

産
】
政

府
・
自

治
体

等
の

防
災

計
画

・
被

害
想

定
・
ハ

ザ
ー

ド
マ

ッ
プ

策
定

等
に

活
用

さ
れ

る
津

波
浸

水
履

歴
情

報
が

整
備

さ
れ

た
地

域
の

数
地

域
5

2
0
1
0

8
1
1

1
2

1
2

1
2

1
3

2
0
2
4

【
国

交
】
官

庁
施

設
の

耐
震

基
準

を
満

足
す

る
割

合
％

8
8

2
0
1
3

9
2

9
3

9
4

9
5

9
6

1
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
大

規
模

空
間

を
有

す
る

官
庁

施
設

の
天

井
耐

震
対

策
の

実
施

率
％

2
7

2
0
1
9

2
7

5
0

6
6

8
5

2
0
2
5

【
国

交
】
地

籍
調

査
の

優
先

実
施

地
域

で
の

進
捗

率
％

7
9

2
0
1
9

7
9

7
9

8
7

2
0
2
9

【
国

交
】
地

籍
調

査
の

対
象

地
域

全
体

で
の

進
捗

率
％

5
2

2
0
1
9

5
2

5
2

5
7

2
0
2
9

【
国

交
】
今

後
土

砂
災

害
等

が
発

生
す

る
可

能
性

が
高

い
エ

リ
ア

の
う

ち
、

土
砂

災
害

特
別

警
戒

区
域

等
の

特
に

緊
急

性
が

高
い

地
域

を
対

象
と

し
た

地
籍

調
査

の
実

施
面

積
㎢

0
2
0
2
0

0
9
7

5
4
0

2
0
2
5

【
国

交
】
河

川
管

理
施

設
の

う
ち

、
予

防
保

全
段

階
に

あ
る

施
設

の
解

消
率

％
7
0

2
0
2
0

7
0

7
9

8
6

2
0
2
5

【
国

交
】
都

道
府

県
河

川
に

お
け

る
水

害
対

応
タ

イ
ム

ラ
イ

ン
の

作
成

割
合

自
治

体
3
5
2

2
0
1
7

3
5
2

6
0
4

7
3
4

9
0
9

1
0
9
1

1
1
6
9

2
0
2
1

【
国

交
】
国

管
理

河
川

に
お

け
る

水
害

対
応

タ
イ

ム
ラ

イ
ン

の
作

成
割

合
自

治
体

1
4
8

2
0
1
4

7
3
0

7
3
0

7
3
0

7
3
0

7
3
0

7
3
0

2
0
2
1

【
国

交
】
南

海
ト

ラ
フ

地
震

、
首

都
直

下
地

震
、

日
本

海
溝

・
千

島
海

溝
周

辺
海

溝
型

地
震

等
の

大
規

模
地

震
が

想
定

さ
れ

て
い

る
地

域
等

に
お

け
る

水
門

・
樋

門
等

の
耐

震
化

率
％

3
2

2
0
1
4

4
7

5
3

5
8

9
1

2
0
2
5

【
国

交
】
南

海
ト

ラ
フ

地
震

、
首

都
直

下
地

震
、

日
本

海
溝

・
千

島
海

溝
周

辺
海

溝
型

地
震

等
の

大
規

模
地

震
が

想
定

さ
れ

て
い

る
地

域
等

に
お

け
る

河
川

堤
防

等
の

整
備

率
（
計

画
高

ま
で

の
整

備
と

耐
震

化
）

％
3
7

2
0
1
4

5
5

5
9

7
2

8
5

2
0
2
5

【
国

交
】
計

画
的

な
点

検
調

査
に

基
づ

く
下

水
道

管
路

の
老

朽
化

対
策

を
完

了
し

た
延

長
の

割
合

％
0

2
0
1
9

0
2
6

1
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
重

要
施

設
に

係
る

下
水

処
理

場
等

の
耐

震
化

率
％

3
8

2
0
1
9

3
8

4
1

5
4

2
0
2
5

【
国

交
】
津

波
災

害
警

戒
区

域
が

指
定

さ
れ

て
い

る
市

区
町

村
の

う
ち

想
定

大
ク

ラ
ス

の
津

波
に

対
応

し
た

ハ
ザ

ー
ド

マ
ッ

プ
が

作
成

さ
れ

、
訓

練
が

実
施

さ
れ

て
い

る
市

区
町

村
の

数
市

区
町

村
1
3
2

2
0
1
9

9
1

1
2
9

1
3
2

1
8
3

2
5
7

2
5
7

2
0
2
5

【
国

交
】
緊

急
避

難
場

所
と

し
て

直
轄

国
道

の
高

架
区

間
等

を
活

用
す

る
ニ

ー
ズ

が
あ

る
箇

所
の

避
難

施
設

の
整

備
率

％
2
7

2
0
1
9

2
7

3
2

1
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
津

波
対

策
を

緊
急

的
に

行
う

必
要

の
あ

る
港

湾
に

お
い

て
、

ハ
ー

ド
・
ソ

フ
ト

を
組

み
合

わ
せ

た
津

波
対

策
を

講
じ

て
、

被
害

の
抑

制
や

港
湾

機
能

の
維

持
、

港
湾

労
働

者
等

の
安

全
性

が
確

保
さ

れ
た

割
合

％
2
6

2
0
2
0

2
6

3
0

5
0

2
0
2
5

【
国

交
】
大

規
模

地
震

時
に

確
保

す
べ

き
海

上
交

通
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

う
ち

、
発

災
時

に
使

用
可

能
な

も
の

の
割

合
％

3
3

2
0
2
0

3
3

3
4

4
7

2
0
2
5

【
国

交
】
地

震
の

二
次

被
害

防
止

や
迅

速
な

救
助

活
動

を
支

援
す

る
情

報
の

提
供

％
0

2
0
2
0

0
1
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
津

波
の

二
次

被
害

や
避

難
・
応

急
対

応
を

支
援

す
る

情
報

の
提

供
％

0
2
0
2
0

0
1
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
市

町
村

の
防

災
気

象
情

報
等

に
対

す
る

一
層

の
理

解
促

進
及

び
避

難
勧

告
等

の
発

令
の

判
断

に
お

け
る

防
災

気
象

情
報

の
適

切
な

利
活

用
の

促
進

市
区

町
村

2
3
6

2
0
1
8

2
3
6

7
0
6

2
6
4

1
,1

9
4

6
0
0

毎
年

度
【
国

交
】
地

震
・
津

波
に

対
す

る
防

災
気

象
情

報
の

的
確

な
提

供
分

3
2
0
2
0

2
3

3
2
0
2
5

【
国

交
】
津

波
防

災
情

報
の

整
備

区
域

数
区

域
1
3

2
0
1
3

1
4
3

1
7
1

1
9
4

2
0
0

2
0
4

2
2
8

2
0
2
4

【
国

交
】
グ

リ
ー

ン
イ

ン
フ

ラ
官

民
連

携
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ
ー

ム
に

登
録

し
て

い
る

自
治

体
の

う
ち

、
グ

リ
ー

ン
イ

ン
フ

ラ
の

取
組

を
事

業
化

し
た

自
治

体
数

自
治

体
3

2
0
2
0

7
0

2
0
2
5

【
国

交
】
防

災
指

針
を

記
載

し
た

市
町

村
数

市
町

村
0

2
0
2
0

1
5

8
5

6
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
「
A

2
-
B

C
P

」
に

基
づ

く
訓

練
等

の
実

施
率

％
7
0

2
0
2
0

7
0

9
2

1
0
0

毎
年

度
【
国

交
】
災

害
監

視
シ

ス
テ

ム
を

緊
急

的
に

導
入

す
べ

き
港

湾
等

に
お

い
て

、
遠

隔
か

つ
早

期
に

現
場

監
視

体
制

を
構

築
す

る
こ

と
に

よ
り

、
迅

速
な

復
旧

等
が

可
能

と
な

っ
た

割
合

％
0

2
0
2
0

0
5
1

8
8

2
0
2
5

【
国

交
】

大
ク

ラ
ス

の
津

波
に

対
応

し
た

ハ
ザ

ー
ド

マ
ッ

プ
を

作
成

・
公

表
し

、
住

民
の

防
災

意
識

向
上

に
つ

な
が

る
訓

練
（
机

上
訓

練
、

情
報

伝
達

訓
練

等
）
を

実
施

市
町

村
0

2
0
1
5

9
1

1
2
9

1
3
2

1
8
3

2
5
7

2
0
2
5

【
国

交
】

大
ク

ラ
ス

の
高

潮
に

対
応

し
た

ハ
ザ

ー
ド

マ
ッ

プ
を

作
成

・
公

表
し

、
住

民
の

防
災

意
識

向
上

に
つ

な
が

る
訓

練
（
机

上
訓

練
、

情
報

伝
達

訓
練

等
）
を

実
施

市
町

村
0

2
0
1
5

0
0

4
6

9
5

2
0
2
5

【
農

水
・
国

交
】
予

防
保

全
に

向
け

た
海

岸
堤

防
等

の
対

策
実

施
率

％
8
4

2
0
1
9

8
4

8
6

8
6

8
7

2
0
2
5

【
農

水
・
国

交
】
南

海
ト

ラ
フ

地
震

・
首

都
直

下
地

震
・
日

本
海

溝
・
千

島
海

溝
周

辺
海

溝
型

地
震

等
の

大
規

模
地

震
が

想
定

さ
れ

て
い

る
地

域
等

に
お

け
る

水
門

・
陸

閘
等

の
安

全
な

閉
鎖

体
制

の
確

保
率

％
7
7

2
0
1
9

7
7

7
9

8
0

8
5

2
0
2
5

【
農

水
・
国

交
】
気

候
変

動
影

響
を

防
護

目
標

に
取

り
込

ん
だ

海
岸

の
割

合
都

道
府

県
0

2
0
2
0

0
0

3
9

2
0
2
5

【
農

水
・
国

交
】
海

岸
堤

防
等

の
整

備
率

％
5
3

2
0
1
9

5
3

5
3

5
5

6
4

2
0
2
5

【
防

衛
】
防

災
訓

練
等

の
実

施
率

％
1
0
0

2
0
1
3

1
0
0

1
0
0

1
0
0

5
0

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
【
防

衛
】
ヘ

リ
コ

プ
タ

ー
映

像
伝

送
装

置
を

用
い

た
情

報
収

集
体

制
の

整
備

率
％

1
0
0

2
0
1
3

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
【
防

衛
】
ヘ

リ
サ

ッ
ト

を
用

い
た

情
報

収
集

体
制

の
整

備
率

％
0

2
0
2
0

0
5

1
0
0

2
0
2
7

【
警

察
】
都

道
府

県
警

察
本

部
及

び
警

察
署

の
耐

震
化

率
％

7
7

2
0
1
0

9
4

9
5

9
6

9
7

9
7
.8

9
8

2
0
2
5

【
警

察
】
機

動
隊

庁
舎

の
建

て
替

え
・
長

寿
命

化
率

％
1
0

2
0
2
0

1
0

1
0

6
0

2
0
2
5

【
警

察
】
警

察
用

航
空

機
に

係
る

各
都

道
府

県
警

察
へ

の
措

置
率

％
1
0
0

2
0
1
7

1
0
0

1
0
0

1
0
0

9
6

9
6

1
0
0

毎
年

度
【
警

察
】
警

察
用

航
空

機
、

警
察

用
船

舶
の

更
新

整
備

率
％

1
0
0

2
0
1
9

1
0
0

1
0
0

2
0
2
5

【
警

察
】
老

朽
化

し
た

警
察

用
車

両
の

更
新

整
備

数
台

0
2
0
1
9

1
0
6
9

1
9
0
0
0

2
0
2
5

【
警

察
】
災

害
警

備
活

動
の

維
持

に
必

要
な

資
機

材
の

整
備

率
％

6
0

2
0
2
0

6
0

6
0

1
0
0

2
0
2
2

【
警

察
】
災

害
対

策
に

必
要

な
資

機
材

の
更

新
整

備
率

％
1
0
0

2
0
1
9

1
0
0

1
0
0

2
0
2
5

【
警

察
】
災

害
対

策
に

必
要

な
資

機
材

の
新

規
整

備
率

％
0

2
0
1
9

0
1
0
0

2
0
2
5

【
警

察
】
広

域
緊

急
援

助
隊

合
同

訓
練

の
実

施
回

数
回

8
2
0
1
8

8
8

7
6

7
毎

年
度

１
－

４
）
突

発
的

又
は

広
域

か
つ

長
期

的
な

市
街

地
等

の
浸

水
に

よ
る

多
数

の
死

傷
者

の
発

生
【
内

閣
府

】
府

省
庁

及
び

主
要

な
自

治
体

・
民

間
企

業
と

の
連

携
及

び
他

分
野

と
の

デ
ー

タ
連

携
を

開
始

D
B

ま
た

は
P

F
0

2
0
2
0

0
0

4
1

2
0
2
2

【
内

閣
府

】
防

災
チ

ャ
ッ

ト
ボ

ッ
ト

の
社

会
実

装
自

治
体

0
2
0
2
0

5
6

5
7

1
0
0

2
0
2
3

【
総

務
】
圧

縮
後

の
デ

ー
タ

伝
送

容
量

bp
s

-
2
0
2
2

4
0
0
kb

ps
2
0
2
4

【
総

務
】
自

治
体

向
け

ア
ド

バ
イ

ス
会

議
の

実
施

回
2
7

2
0
1
3

3
7

2
5

2
9

3
7

3
9

【
総

務
】
防

災
行

政
無

線
等

の
災

害
情

報
伝

達
手

段
の

整
備

％
8
6
.6

2
0
2
0

8
6
.6

1
0
0

2
0
2
5

【
法

務
】
長

期
相

続
登

記
等

未
了

土
地

の
解

消
作

業
の

着
手

筆
数

筆
2
1
0
0
0

2
0
2
2

1
9
7
7
0
2

1
2
0
4
8
8

2
4
0
0
8
3

2
1
0
0
0

2
0
2
2

【
財

務
】
国

有
財

産
を

活
用

し
遊

水
地

・
貯

留
施

設
と

し
て

整
備

す
る

件
数

件
0

2
0
2
0

0
0

5
0

2
0
2
5

【
文

科
】
防

災
・
減

災
教

育
（
教

育
事

業
の

実
施

又
は

活
動

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

充
実

）
を

行
っ

た
国

立
青

少
年

教
育

振
興

機
構

施
設

数
％

3
6

2
0
1
9

3
6

8
9
.2

8
9
.2

1
0
0

2
0
2
9

【
文

科
】
広

域
防

災
補

完
拠

点
と

し
て

機
能

す
る

た
め

の
整

備
を

行
う

必
要

が
あ

る
国

立
青

少
年

教
育

振
興

機
構

施
設

の
整

備
数

％
0

2
0
2
0

0
1
0
.7

1
0
0

2
0
2
9

【
文

科
】
職

員
に

対
す

る
研

修
の

実
施

状
況

（
校

内
研

修
の

実
施

）
％

7
2
.3

2
0
1
5

7
3
.9

1
0
0

毎
年

度
【
文

科
】
災

害
安

全
に

つ
い

て
指

導
し

て
い

る
学

校
の

割
合

％
9
9
.7

2
0
1
5

9
9
.4

1
0
0

毎
年

度

140



該
当

プ
ロ

グ
ラ

ム
指

標
名

単
位

初
期

値
初

年
度

2
0
1
7
年

度
末

2
0
1
8
年

度
末

2
0
1
9
年

度
末

2
0
2
0
年

度
末

2
0
2
1
年

度
末

目
標

値
目

標
年

度

【
文

科
】
国

民
の

生
活

に
お

け
る

安
心

・
安

全
の

確
保

や
災

害
対

策
等

に
資

す
る

先
端

研
究

基
盤

の
整

備
件

数
件

0
2
0
2
0

1
1
0

2
0
2
5

【
文

科
】
異

常
気

象
予

測
の

高
精

度
化

に
資

す
る

北
極

域
研

究
船

の
建

造
％

0
2
0
2
1

4
0

1
0
0

2
0
2
6

【
農

水
】
水

田
の

貯
留

機
能

向
上

に
資

す
る

「
田

ん
ぼ

ダ
ム

」
に

取
り

組
む

水
田

の
面

積
％

4
0

2
0
2
0

1
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
中

小
河

川
に

お
け

る
洪

水
浸

水
想

定
区

域
の

デ
ー

タ
整

備
数

％
0

2
0
2
1

1
0
0

2
0
2
6

【
国

交
】
地

籍
調

査
の

優
先

実
施

地
域

で
の

進
捗

率
％

7
9

2
0
1
9

7
9

7
9

8
7

2
0
2
9

【
国

交
】
地

籍
調

査
の

対
象

地
域

全
体

で
の

進
捗

率
％

5
2

2
0
1
9

5
2

5
2

5
7

2
0
2
9

【
国

交
】
今

後
土

砂
災

害
等

が
発

生
す

る
可

能
性

が
高

い
エ

リ
ア

の
う

ち
、

土
砂

災
害

特
別

警
戒

区
域

等
の

特
に

緊
急

性
が

高
い

地
域

を
対

象
と

し
た

地
籍

調
査

の
実

施
面

積
㎢

0
2
0
2
0

0
9
7

5
4
0

2
0
2
5

【
国

交
】
地

下
街

防
災

推
進

計
画

等
に

基
づ

く
耐

震
対

策
が

完
了

し
た

地
下

街
の

割
合

％
5
7

2
0
1
9

5
7

6
5

8
0

2
0
2
5

【
国

交
】
河

川
管

理
施

設
の

う
ち

、
予

防
保

全
段

階
に

あ
る

施
設

の
解

消
率

％
7
0

2
0
2
0

7
0

7
9

8
6

2
0
2
5

【
国

交
】
健

全
度

評
価

に
お

い
て

速
や

か
に

措
置

と
判

定
さ

れ
た

ダ
ム

管
理

施
設

の
解

消
率

％
8
2

2
0
1
9

8
2

8
6

9
6

2
0
2
5

【
国

交
】
健

全
度

評
価

に
お

い
て

要
対

策
(C

)と
判

定
さ

れ
た

砂
防

関
係

施
設

の
解

消
率

％
9
1
.7

2
0
2
0

9
1
.7

9
1
.7

9
2
.4

2
0
2
5

【
国

交
】
老

朽
化

し
た

小
規

模
な

樋
門

等
の

無
動

力
化

実
施

率
％

3
1

2
0
2
0

3
1

3
8

4
1

2
0
2
5

【
国

交
】
地

下
街

等
の

避
難

確
保

・
浸

水
防

止
計

画
作

成
状

況
地

下
街

0
2
0
1
5

7
2

7
0

7
3

8
7

1
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
要

配
慮

者
利

用
施

設
の

避
難

確
保

計
画

作
成

状
況

施
設

2
2
0
1
5

1
8

3
6

4
8

6
6

1
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】

大
ク

ラ
ス

の
洪

水
に

対
応

し
た

洪
水

浸
水

想
定

区
域

の
指

定
、

ハ
ザ

ー
ド

マ
ッ

プ
の

作
成

、
訓

練
実

施
の

推
進

市
区

町
村

3
8
8

2
0
2
0

3
8
8

1
3
8
8

2
0
2
5

【
国

交
】

大
ク

ラ
ス

の
内

水
に

対
応

し
た

浸
水

想
定

区
域

図
を

作
成

し
た

団
体

数
団

体
1
5

2
0
1
9

1
5

7
7

8
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
１

級
・
２

級
河

川
（
約

 1
5
,0

0
0
 河

川
）
の

う
ち

、
想

定
大

ク
ラ

ス
の

洪
水

が
発

生
し

た
場

合
に

浸
水

が
想

定
さ

れ
る

範
囲

等
の

水
害

リ
ス

ク
情

報
を

把
握

し
、

公
表

し
て

い
る

河
川

の
割

合
％

2
7

2
0
2
0

2
7

2
8

1
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
事

前
放

流
の

実
施

体
制

が
整

っ
た

水
系

の
割

合
割

合
0

2
0
1
9

0
0
.8

1
1

2
0
2
5

【
国

交
】
都

道
府

県
河

川
に

お
け

る
水

害
対

応
タ

イ
ム

ラ
イ

ン
の

作
成

割
合

自
治

体
3
5
2

2
0
1
7

3
5
2

6
0
4

7
3
4

9
0
9

1
0
9
1

1
1
6
9

2
0
2
1

【
国

交
】
国

管
理

河
川

に
お

け
る

水
害

対
応

タ
イ

ム
ラ

イ
ン

の
作

成
割

合
自

治
体

1
4
8

2
0
1
4

7
3
0

7
3
0

7
3
0

7
3
0

7
3
0

7
3
0

2
0
2
1

【
国

交
】
２

級
河

川
に

お
け

る
近

年
災

害
の

洪
水

等
に

対
応

し
た

河
川

の
整

備
率

％
6
2

2
0
1
9

6
2

6
4

7
1

2
0
2
5

【
国

交
】
１

級
河

川
に

お
け

る
戦

後
大

洪
水

等
に

対
応

し
た

河
川

の
整

備
率

％
6
5

2
0
1
9

6
5

6
6

7
3

2
0
2
5

【
国

交
】
浸

水
実

績
地

区
等

に
お

け
る

下
水

道
に

よ
る

浸
水

対
策

達
成

率
％

6
0

2
0
1
9

6
0

6
1

7
0

2
0
2
5

【
国

交
】
計

画
的

な
点

検
調

査
に

基
づ

く
下

水
道

管
路

の
老

朽
化

対
策

を
完

了
し

た
延

長
の

割
合

％
0

2
0
1
9

0
2
6

1
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
重

要
施

設
に

係
る

下
水

処
理

場
等

の
耐

震
化

率
％

3
8

2
0
1
9

3
8

4
1

5
4

2
0
2
5

【
国

交
】
既

往
大

規
模

の
降

雨
に

よ
り

浸
水

の
恐

れ
が

あ
る

地
下

駅
や

電
気

設
備

等
の

浸
水

防
止

対
策

の
完

了
率

％
4
0

2
0
2
0

4
0

7
0

2
0
2
5

【
国

交
】
市

町
村

の
防

災
気

象
情

報
等

に
対

す
る

一
層

の
理

解
促

進
及

び
避

難
勧

告
等

の
発

令
の

判
断

に
お

け
る

防
災

気
象

情
報

の
適

切
な

利
活

用
の

促
進

市
区

町
村

2
3
6

2
0
1
8

2
3
6

7
0
6

2
6
4

1
,1

9
4

6
0
0

毎
年

度
【
国

交
】
大

雨
の

予
測

の
正

確
さ

を
表

し
た

指
標

値
（
値

が
1
に

近
い

ほ
ど

正
確

な
予

測
）

0
.5

3
2
0
1
7

0
.5

3
0
.5

3
0
.5

2
0
.5

0
.5

1
0
.5

5
2
0
2
2

【
国

交
】
台

風
予

報
の

精
度

（
台

風
中

心
位

置
の

予
報

誤
差

）
km

2
0
7

2
0
2
0

2
2
6

2
1
9

2
0
7

2
0
7

2
0
3

1
8
0

2
0
2
5

【
国

交
】
線

状
降

水
帯

に
関

す
る

防
災

気
象

情
報

の
改

善
件

0
2
0
2
0

1
6

2
0
2
9

【
国

交
】
津

波
防

災
情

報
の

整
備

区
域

数
区

域
1
3

2
0
1
3

1
4
3

1
7
1

1
9
4

2
0
0

2
0
4

2
2
8

2
0
2
4

【
国

交
】
全

国
の

主
要

都
市

（
3
0
 都

市
を

想
定

）
に

お
け

る
防

災
・
減

災
に

資
す

る
グ

リ
ー

ン
イ

ン
フ

ラ
の

取
組

み
実

施
率

％
1
0

2
0
2
0

3
0

9
0

2
0
25

【
国

交
】
グ

リ
ー

ン
イ

ン
フ

ラ
官

民
連

携
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ
ー

ム
に

登
録

し
て

い
る

自
治

体
の

う
ち

、
グ

リ
ー

ン
イ

ン
フ

ラ
の

取
組

を
事

業
化

し
た

自
治

体
数

自
治

体
3

2
0
2
0

7
0

2
0
2
5

【
国

交
】
防

災
指

針
を

記
載

し
た

市
町

村
数

市
町

村
0

2
0
2
0

1
5

8
5

6
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
港

湾
工

事
に

お
い

て
３

次
元

デ
ー

タ
を

活
用

し
、

工
事

の
効

率
化

を
図

っ
た

割
合

％
1
0

2
0
2
0

3
8

1
0
0

2
0
2
3

【
国

交
】
イ

ン
フ

ラ
情

報
を

デ
ジ

タ
ル

化
し

、
C

yb
e
r 

P
o
rt

（
港

湾
イ

ン
フ

ラ
分

野
）
に

て
円

滑
な

デ
ー

タ
共

有
を

可
能

と
し

た
港

湾
の

割
合

％
0

2
0
2
0

0
1
0
0

2
0
2
4

【
国

交
】
面

的
な

市
街

地
整

備
等

の
実

施
地

区
に

お
け

る
都

市
機

能
の

移
転

や
防

災
機

能
強

化
等

に
令

和
３

年
度

以
降

に
取

組
む

地
区

（
4
0
地

区
）
の

対
策

実
施

率
％

0
2
0
2
0

0
2
.5

1
0
0

2
0
2
7

【
国

交
】
建

設
施

工
に

お
け

る
自

動
化

・
自

律
化

・
遠

隔
化

技
術

が
導

入
可

能
な

工
種

の
数

種
類

0
2
0
1
9

0
0

0
7

2
0
2
5

【
国

交
】
5
G

・
A

I等
を

用
い

た
自

動
制

御
・
走

行
技

術
を

搭
載

し
た

建
設

機
械

の
種

類
種

類
0

2
0
1
9

0
0

0
4

2
0
2
5

【
国

交
】
排

水
機

場
等

の
遠

隔
化

実
施

率
％

3
3

2
0
2
0

3
3

3
5

4
0

2
0
2
5

【
国

交
】
土

地
履

歴
調

査
を

実
施

し
た

面
積

％
5
3

2
0
2
0

5
3

5
7

1
0
0

2
0
2
9

【
国

交
】
気

候
変

動
の

影
響

を
考

慮
し

た
河

川
整

備
計

画
の

策
定

割
合

河
川

0
2
0
2
0

0
2
0

2
0
2
5

【
国

交
】
１

級
水

系
お

よ
び

２
級

水
系

の
利

水
ダ

ム
に

お
け

る
情

報
網

整
備

率
％

1
8

2
0
1
9

1
8

5
3

1
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
恒

久
的

堆
砂

対
策

が
必

要
な

ダ
ム

の
解

消
率

（
都

道
府

県
管

理
ダ

ム
）

％
6
7

2
0
1
9

6
7

6
9

8
1

2
0
2
5

【
国

交
】
洪

水
調

節
容

量
内

の
堆

砂
の

解
消

率
（
国

、
水

資
源

機
構

管
理

ダ
ム

）
％

6
4

2
0
1
9

6
4

6
7

8
0

2
0
2
5

【
農

水
・
国

交
】
予

防
保

全
に

向
け

た
海

岸
堤

防
等

の
対

策
実

施
率

％
8
4

2
0
1
9

8
4

8
6

8
6

8
7

2
0
2
5

【
農

水
・
国

交
】
海

面
上

昇
等

の
影

響
に

も
適

応
可

能
と

な
る

順
応

的
な

砂
浜

の
管

理
が

実
施

さ
れ

て
い

る
海

岸
の

数
沿

岸
1

2
0
1
9

1
1

1
2
0

2
0
2
5

【
農

水
・
国

交
】
南

海
ト

ラ
フ

地
震

・
首

都
直

下
地

震
・
日

本
海

溝
・
千

島
海

溝
周

辺
海

溝
型

地
震

等
の

大
規

模
地

震
が

想
定

さ
れ

て
い

る
地

域
等

に
お

け
る

水
門

・
陸

閘
等

の
安

全
な

閉
鎖

体
制

の
確

保
率

％
7
7

2
0
1
9

7
7

7
9

8
0

8
5

2
0
2
5

【
農

水
・
国

交
】
気

候
変

動
影

響
を

防
護

目
標

に
取

り
込

ん
だ

海
岸

の
割

合
都

道
府

県
0

2
0
2
0

0
0

3
9

2
0
2
5

【
農

水
・
国

交
】
海

岸
堤

防
等

の
整

備
率

％
5
3

2
0
1
9

5
3

5
3

5
5

6
4

2
0
2
5

【
環

境
】
地

域
気

候
変

動
適

応
計

画
の

策
定

数
箇

所
3
2

2
0
1
9

3
2

5
6

6
4

6
7

2
0
2
3

【
警

察
】
警

察
用

航
空

機
に

係
る

各
都

道
府

県
警

察
へ

の
措

置
率

％
1
0
0

2
0
1
7

1
0
0

1
0
0

1
0
0

9
6

9
6

1
0
0

毎
年

度
【
警

察
】
警

察
用

航
空

機
、

警
察

用
船

舶
の

更
新

整
備

率
％

1
0
0

2
0
1
9

1
0
0

1
0
0

2
0
2
5

【
警

察
】
老

朽
化

し
た

警
察

用
車

両
の

更
新

整
備

数
台

0
2
0
1
9

1
0
6
9

1
9
0
0
0

2
0
2
5

【
警

察
】
災

害
警

備
活

動
の

維
持

に
必

要
な

資
機

材
の

整
備

率
％

6
0

2
0
2
0

6
0

6
0

1
0
0

2
0
2
2

【
警

察
】
災

害
対

策
に

必
要

な
資

機
材

の
更

新
整

備
率

％
1
0
0

2
0
1
9

1
0
0

1
0
0

2
0
2
5

【
警

察
】
災

害
対

策
に

必
要

な
資

機
材

の
新

規
整

備
率

％
0

2
0
1
9

0
1
0
0

2
0
2
5

【
警

察
】
広

域
緊

急
援

助
隊

合
同

訓
練

の
実

施
回

数
回

8
2
0
1
8

8
8

7
6

7
毎

年
度

１
－

５
）
大

規
模

な
火

山
噴

火
・
土

砂
災

害
（
深

層
崩

壊
）
等

に
よ

る
多

数
の

死
傷

者
の

発
生

【
内

閣
府

】
府

省
庁

及
び

主
要

な
自

治
体

・
民

間
企

業
と

の
連

携
及

び
他

分
野

と
の

デ
ー

タ
連

携
を

開
始

D
B

ま
た

は
P

F
0

2
0
2
0

0
0

4
1

2
0
2
2

【
内

閣
府

】
防

災
チ

ャ
ッ

ト
ボ

ッ
ト

の
社

会
実

装
自

治
体

0
2
0
2
0

5
6

5
7

1
0
0

2
0
2
3

【
総

務
】
圧

縮
後

の
デ

ー
タ

伝
送

容
量

bp
s

-
2
0
2
2

4
0
0
kb

ps
2
0
2
4

【
総

務
】
自

治
体

向
け

ア
ド

バ
イ

ス
会

議
の

実
施

回
2
7

2
0
1
3

3
7

2
5

2
9

3
7

3
9

【
総

務
】
防

災
行

政
無

線
等

の
災

害
情

報
伝

達
手

段
の

整
備

％
8
6
.6

2
0
2
0

8
6
.6

1
0
0

2
0
2
5

【
法

務
】
長

期
相

続
登

記
等

未
了

土
地

の
解

消
作

業
の

着
手

筆
数

筆
2
1
0
0
0

2
0
2
2

1
9
7
7
0
2

1
2
0
4
8
8

2
4
0
0
8
3

2
1
0
0
0

2
0
2
2

【
文

科
】
防

災
・
減

災
教

育
（
教

育
事

業
の

実
施

又
は

活
動

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

充
実

）
を

行
っ

た
国

立
青

少
年

教
育

振
興

機
構

施
設

数
％

3
6

2
0
1
9

3
6

8
9
.2

8
9
.2

1
0
0

2
0
2
9

【
文

科
】
広

域
防

災
補

完
拠

点
と

し
て

機
能

す
る

た
め

の
整

備
を

行
う

必
要

が
あ

る
国

立
青

少
年

教
育

振
興

機
構

施
設

の
整

備
数

％
0

2
0
2
0

0
1
0
.7

1
0
0

2
0
2
9

【
文

科
】
職

員
に

対
す

る
研

修
の

実
施

状
況

（
校

内
研

修
の

実
施

）
％

7
2
.3

2
0
1
5

7
3
.9

1
0
0

毎
年

度

141



該
当

プ
ロ

グ
ラ

ム
指

標
名

単
位

初
期

値
初

年
度

2
0
1
7
年

度
末

2
0
1
8
年

度
末

2
0
1
9
年

度
末

2
0
2
0
年

度
末

2
0
2
1
年

度
末

目
標

値
目

標
年

度

【
文

科
】
災

害
安

全
に

つ
い

て
指

導
し

て
い

る
学

校
の

割
合

％
9
9
.7

2
0
1
5

9
9
.4

1
0
0

毎
年

度
【
文

科
】
国

民
の

生
活

に
お

け
る

安
心

・
安

全
の

確
保

や
災

害
対

策
等

に
資

す
る

先
端

研
究

基
盤

の
整

備
件

数
件

0
2
0
2
0

1
1
0

2
0
2
5

【
文

科
】
地

震
津

波
火

山
観

測
網

の
更

新
（
防

災
科

学
技

術
研

究
所

の
基

幹
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

更
新

状
況

）
更

新
シ

ス
テ

ム
数

0
2
0
2
1

0
1

2
0
2
2

【
文

科
】
地

震
津

波
火

山
観

測
網

の
更

新
（
強

震
観

測
網

に
お

け
る

IS
D

N
回

線
か

ら
後

続
サ

ー
ビ

ス
へ

の
切

り
替

え
状

況
）

％
1
6

2
0
2
1

1
6

1
0
0

2
0
2
3

【
文

科
】
地

震
津

波
火

山
観

測
網

の
更

新
（
旧

型
バ

ッ
テ

リ
ー

で
あ

る
観

測
装

置
の

更
新

状
況

）
％

7
0

2
0
1
9

7
0

7
8

7
8

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
海

底
地

震
・
津

波
観

測
網

の
運

用
修

理
箇

所
数

0
2
0
2
1

　
　

0
1

2
0
2
2

【
文

科
】
南

海
ト

ラ
フ

海
底

地
震

津
波

観
測

網
の

構
築

観
測

シ
ス

テ
ム

の
構

築
数

0
2
0
1
9

0
0

0
1

2
0
2
5

【
文

科
】
公

共
の

安
全

の
確

保
（
地

殻
変

動
の

予
測

・
監

視
）

％
0

2
0
1
4

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
【
文

科
】
A

L
O

S
-
2
の

運
用

年
数

(設
計

耐
用

年
数

を
越

え
た

運
用

段
階

)
年

0
2
0
1
4

3
4

5
6

7
5

2
0
1
9

【
文

科
】
公

共
の

安
全

の
確

保
（
国

内
及

び
ア

ジ
ア

地
域

等
の

災
害

時
の

情
報

把
握

）
％

0
2
0
1
4

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
【
文

科
】
先

進
光

学
衛

星
（
A

L
O

S
-
3
）
の

打
上

げ
年

0
2
0
1
9

0
0

0
1

2
0
2
1

【
文

科
】
先

進
レ

ー
ダ

衛
星

（
A

L
O

S
-
4
）
の

打
上

げ
年

0
2
0
1
9

0
0

0
1

2
0
2
2

【
農

水
】
耐

震
対

策
が

早
期

に
必

要
と

判
明

し
て

い
る

重
要

度
の

高
い

国
営

造
成

施
設

に
お

け
る

対
策

着
手

の
割

合
％

7
4

2
0
2
1

7
4

8
7

1
0
0

2
0
2
5

【
経

産
】
政

府
・
自

治
体

等
の

防
災

計
画

・
被

害
想

定
・
ハ

ザ
ー

ド
マ

ッ
プ

策
定

等
に

活
用

さ
れ

る
火

山
地

質
図

と
噴

火
口

図
の

出
版

数
版

1
7

2
0
1
1

2
2

2
3

2
3

2
3

2
4

3
0

2
0
2
5

【
国

交
】
地

籍
調

査
の

優
先

実
施

地
域

で
の

進
捗

率
％

7
9

2
0
1
9

7
9

7
9

8
7

2
0
2
9

【
国

交
】
地

籍
調

査
の

対
象

地
域

全
体

で
の

進
捗

率
％

5
2

2
0
1
9

5
2

5
2

5
7

2
0
2
9

【
国

交
】
今

後
土

砂
災

害
等

が
発

生
す

る
可

能
性

が
高

い
エ

リ
ア

の
う

ち
、

土
砂

災
害

特
別

警
戒

区
域

等
の

特
に

緊
急

性
が

高
い

地
域

を
対

象
と

し
た

地
籍

調
査

の
実

施
面

積
㎢

0
2
0
2
0

0
9
7

5
4
0

2
0
2
5

【
国

交
】
健

全
度

評
価

に
お

い
て

要
対

策
(C

)と
判

定
さ

れ
た

砂
防

関
係

施
設

の
解

消
率

％
9
1
.7

2
0
2
0

9
1
.7

9
1
.7

9
2
.4

2
0
2
5

【
国

交
】
老

朽
化

し
た

小
規

模
な

樋
門

等
の

無
動

力
化

実
施

率
％

3
1

2
0
2
0

3
1

3
8

4
1

2
0
2
5

【
国

交
】
全

国
活

断
層

帯
情

報
等

の
整

備
進

捗
率

％
6
2

2
0
1
6

6
6

6
8

7
0

7
2

7
5

7
9

2
0
2
3

【
国

交
】
全

国
陸

域
の

9
9
の

活
火

山
の

う
ち

S
A

R
衛

星
デ

ー
タ

に
よ

る
地

殻
変

動
の

監
視

を
行

っ
た

割
合

％
1
0
0

2
0
1
6

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
【
国

交
】
市

町
村

の
防

災
気

象
情

報
等

に
対

す
る

一
層

の
理

解
促

進
及

び
避

難
勧

告
等

の
発

令
の

判
断

に
お

け
る

防
災

気
象

情
報

の
適

切
な

利
活

用
の

促
進

市
区

町
村

2
3
6

2
0
1
8

2
3
6

7
0
6

2
6
4

1
,1

9
4

6
0
0

毎
年

度
【
国

交
】
火

山
噴

火
に

対
す

る
防

災
気

象
情

報
の

迅
速

な
提

供
％

9
0

2
0
1
5
-

2
0
2
0
年

度
の

平
均

値

5
0

9
0

2
0
2
5

【
国

交
】
火

山
活

動
評

価
の

高
度

化
に

よ
る

噴
火

警
報

の
一

層
的

確
な

運
用

火
山

0
2
0
2
0

0
2

1
2

2
0
2
5

【
国

交
】
全

国
の

主
要

都
市

（
3
0
 都

市
を

想
定

）
に

お
け

る
防

災
・
減

災
に

資
す

る
グ

リ
ー

ン
イ

ン
フ

ラ
の

取
組

み
実

施
率

％
1
0

2
0
2
0

3
0

9
0

2
0
2
5

【
国

交
】
グ

リ
ー

ン
イ

ン
フ

ラ
官

民
連

携
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ
ー

ム
に

登
録

し
て

い
る

自
治

体
の

う
ち

、
グ

リ
ー

ン
イ

ン
フ

ラ
の

取
組

を
事

業
化

し
た

自
治

体
数

自
治

体
3

2
0
2
0

7
0

2
0
2
5

【
国

交
】
防

災
指

針
を

記
載

し
た

市
町

村
数

市
町

村
0

2
0
2
0

1
5

8
5

6
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
国

土
地

理
院

施
設

の
耐

災
害

性
強

化
の

実
施

箇
所

数
件

0
2
0
1
9

0
0

4
6

2
0
2
5

【
国

交
】
地

形
分

類
情

報
の

整
備

㎢
0

2
0
2
0

0
0

1
0
2
5

1
2
4
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
「
A

2
-
B

C
P

」
に

基
づ

く
訓

練
等

の
実

施
率

％
7
0

2
0
2
0

7
0

9
2

1
0
0

毎
年

度
【
国

交
】
建

設
施

工
に

お
け

る
自

動
化

・
自

律
化

・
遠

隔
化

技
術

が
導

入
可

能
な

工
種

の
数

種
類

0
2
0
1
9

0
0

0
7

2
0
2
5

【
国

交
】
5
G

・
A

I等
を

用
い

た
自

動
制

御
・
走

行
技

術
を

搭
載

し
た

建
設

機
械

の
種

類
種

類
0

2
0
1
9

0
0

0
4

2
0
2
5

【
国

交
】
土

地
履

歴
調

査
を

実
施

し
た

面
積

％
5
3

2
0
2
0

5
3

5
7

1
0
0

2
0
2
9

【
環

境
】
国

立
公

園
、

国
定

公
園

及
び

国
民

公
園

等
に

お
い

て
、

利
用

者
の

安
全

確
保

や
、

国
土

の
荒

廃
を

防
止

す
る

た
め

の
対

策
を

実
施

済
の

自
然

公
園

等
事

業
数

箇
所

3
1
7

2
0
2
1

0
2
1
8

3
1
7

4
8
4

1
1
2
2

2
0
2
5

【
警

察
】
警

察
用

航
空

機
に

係
る

各
都

道
府

県
警

察
へ

の
措

置
率

％
1
0
0

2
0
1
7

1
0
0

1
0
0

1
0
0

9
6

9
6

1
0
0

毎
年

度
【
警

察
】
警

察
用

航
空

機
、

警
察

用
船

舶
の

更
新

整
備

率
％

1
0
0

2
0
1
9

1
0
0

1
0
0

2
0
2
5

【
警

察
】
老

朽
化

し
た

警
察

用
車

両
の

更
新

整
備

数
台

0
2
0
1
9

1
0
6
9

1
9
0
0
0

2
0
2
5

【
警

察
】
災

害
警

備
活

動
の

維
持

に
必

要
な

資
機

材
の

整
備

率
％

6
0

2
0
2
0

6
0

6
0

1
0
0

2
0
2
2

【
警

察
】
災

害
対

策
に

必
要

な
資

機
材

の
更

新
整

備
率

％
1
0
0

2
0
1
9

1
0
0

1
0
0

2
0
2
5

【
警

察
】
災

害
対

策
に

必
要

な
資

機
材

の
新

規
整

備
率

％
0

2
0
1
9

0
1
0
0

2
0
2
5

【
警

察
】
広

域
緊

急
援

助
隊

合
同

訓
練

の
実

施
回

数
回

8
2
0
1
8

8
8

7
6

7
毎

年
度

１
－

６
）
暴

風
雪

や
豪

雪
等

に
伴

う
多

数
の

死
傷

者
の

発
生

【
内

閣
府

】
府

省
庁

及
び

主
要

な
自

治
体

・
民

間
企

業
と

の
連

携
及

び
他

分
野

と
の

デ
ー

タ
連

携
を

開
始

D
B

ま
た

は
P

F
0

2
0
2
0

0
0

4
1

2
0
2
2

【
内

閣
府

】
防

災
チ

ャ
ッ

ト
ボ

ッ
ト

の
社

会
実

装
自

治
体

0
2
0
2
0

5
6

5
7

1
0
0

2
0
2
3

【
総

務
】
消

防
指

令
シ

ス
テ

ム
の

標
準

イ
ン

タ
ー

フ
ェ

イ
ス

の
検

討
状

況
個

0
2
0
2
0

0
1

2
0
2
3

【
総

務
】
Ｊ
ア

ラ
ー

ト
に

よ
る

自
動

起
動

が
可

能
な

情
報

伝
達

手
段

を
複

数
保

有
す

る
市

町
村

数
の

割
合

。
％

8
5
.6

2
0
1
7

8
5
.6

8
6
.9

9
2
.3

9
3
.7

9
3
.9

1
0
0

2
0
2
5

【
総

務
】
自

治
体

向
け

ア
ド

バ
イ

ス
会

議
の

実
施

回
2
7

2
0
1
3

3
7

2
5

2
9

3
7

3
9

【
総

務
】
防

災
行

政
無

線
等

の
災

害
情

報
伝

達
手

段
の

整
備

％
8
6
.6

2
0
2
0

8
6
.6

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
防

災
・
減

災
教

育
（
教

育
事

業
の

実
施

又
は

活
動

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

充
実

）
を

行
っ

た
国

立
青

少
年

教
育

振
興

機
構

施
設

数
％

3
6

2
0
1
9

3
6

8
9
.2

8
9
.2

1
0
0

2
0
2
9

【
文

科
】
広

域
防

災
補

完
拠

点
と

し
て

機
能

す
る

た
め

の
整

備
を

行
う

必
要

が
あ

る
国

立
青

少
年

教
育

振
興

機
構

施
設

の
整

備
数

％
0

2
0
2
0

0
1
0
.7

1
0
0

2
0
2
9

【
文

科
】
職

員
に

対
す

る
研

修
の

実
施

状
況

（
校

内
研

修
の

実
施

）
％

7
2
.3

2
0
1
5

7
3
.9

1
0
0

毎
年

度
【
文

科
】
災

害
安

全
に

つ
い

て
指

導
し

て
い

る
学

校
の

割
合

％
9
9
.7

2
0
1
5

9
9
.4

1
0
0

毎
年

度
【
文

科
】
異

常
気

象
予

測
の

高
精

度
化

に
資

す
る

北
極

域
研

究
船

の
建

造
％

0
2
0
2
1

4
0

1
0
0

2
0
2
6

【
国

交
】
市

町
村

の
防

災
気

象
情

報
等

に
対

す
る

一
層

の
理

解
促

進
及

び
避

難
勧

告
等

の
発

令
の

判
断

に
お

け
る

防
災

気
象

情
報

の
適

切
な

利
活

用
の

促
進

市
区

町
村

2
3
6

2
0
1
8

2
3
6

7
0
6

2
6
4

1
,1

9
4

6
0
0

毎
年

度
【
国

交
】
大

雪
の

予
測

の
正

確
さ

を
表

し
た

指
標

値
（
値

が
1
に

近
い

ほ
ど

正
確

な
予

測
)

0
.6

3
2
0
2
0

0
.6

0
.6

1
0
.6

1
0
.6

3
0
.6

3
0
.6

5
2
0
2
5

【
国

交
】
「
A

2
-
B

C
P

」
に

基
づ

く
訓

練
等

の
実

施
率

％
7
0

2
0
2
0

7
0

9
2

1
0
0

毎
年

度
【
防

衛
】
野

外
通

信
シ

ス
テ

ム
等

を
用

い
た

連
携

訓
練

の
実

施
率

％
7

2
0
1
3

6
0

6
7

8
0

9
3

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
【
防

衛
】
通

信
シ

ス
テ

ム
等

対
象

装
備

品
の

整
備

率
％

0
2
0
1
3

8
8

9
1

9
3

9
5

9
6

1
0
0

2
0
2
1

【
防

衛
】
防

災
訓

練
等

の
実

施
率

％
1
0
0

2
0
1
3

1
0
0

1
0
0

1
0
0

5
0

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
【
防

衛
】
ヘ

リ
コ

プ
タ

ー
映

像
伝

送
装

置
を

用
い

た
情

報
収

集
体

制
の

整
備

率
％

1
0
0

2
0
1
3

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
【
防

衛
】
ヘ

リ
サ

ッ
ト

を
用

い
た

情
報

収
集

体
制

の
整

備
率

％
0

2
0
2
0

0
5

1
0
0

2
0
2
7

【
警

察
】
警

察
用

航
空

機
に

係
る

各
都

道
府

県
警

察
へ

の
措

置
率

％
1
0
0

2
0
1
7

1
0
0

1
0
0

1
0
0

9
6

9
6

1
0
0

毎
年

度
【
警

察
】
警

察
用

航
空

機
、

警
察

用
船

舶
の

更
新

整
備

率
％

1
0
0

2
0
1
9

1
0
0

1
0
0

2
0
2
5

【
警

察
】
老

朽
化

し
た

警
察

用
車

両
の

更
新

整
備

数
台

0
2
0
1
9

1
0
6
9

1
9
0
0
0

2
0
2
5

２
－

１
）
被

災
地

で
の

食
料

・
飲

料
水

・
電

力
・
燃

料
等

、
生

命
に

関
わ

る
物

資
・
エ

ネ
ル

ギ
ー

供
給

の
停

止
【
内

閣
府

】
府

省
庁

及
び

主
要

な
自

治
体

・
民

間
企

業
と

の
連

携
及

び
他

分
野

と
の

デ
ー

タ
連

携
を

開
始

D
B

ま
た

は
P

F
0

2
0
2
0

0
0

4
1

2
0
2
2
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該
当

プ
ロ

グ
ラ

ム
指

標
名

単
位

初
期

値
初

年
度

2
0
1
7
年

度
末

2
0
1
8
年

度
末

2
0
1
9
年

度
末

2
0
2
0
年

度
末

2
0
2
1
年

度
末

目
標

値
目

標
年

度

【
内

閣
府

】
防

災
チ

ャ
ッ

ト
ボ

ッ
ト

の
社

会
実

装
自

治
体

0
2
0
2
0

5
6

5
7

1
0
0

2
0
2
3

【
内

閣
府

】
全

国
市

町
村

に
お

け
る

シ
ス

テ
ム

へ
の

備
蓄

物
資

情
報

の
入

力
率

％
9
5
.1

2
0
2
0

9
5
.1

9
7
.2

1
0
0

2
0
2
3

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

老
朽

化
対

策
実

施
率

％
0

2
0
2
0

0
1
0
.3

1
0
0

2
0
2
9

【
文

科
】
防

災
・
減

災
教

育
（
教

育
事

業
の

実
施

又
は

活
動

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

充
実

）
を

行
っ

た
国

立
青

少
年

教
育

振
興

機
構

施
設

数
％

3
6

2
0
1
9

3
6

8
9
.2

8
9
.2

1
0
0

2
0
2
9

【
文

科
】
広

域
防

災
補

完
拠

点
と

し
て

機
能

す
る

た
め

の
整

備
を

行
う

必
要

が
あ

る
国

立
青

少
年

教
育

振
興

機
構

施
設

の
整

備
数

％
0

2
0
2
0

0
1
0
.7

1
0
0

2
0
2
9

【
文

科
】
避

難
所

と
し

て
指

定
さ

れ
る

私
立

専
修

学
校

に
お

け
る

各
種

防
災

機
能

を
有

す
る

学
校

の
割

合
％

8
6

2
0
2
0

8
6

9
2
.3

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
私

立
専

修
学

校
に

お
け

る
屋

内
運

動
場

等
の

吊
り

天
井

落
下

防
止

対
策

の
実

施
率

％
6
1
.2

2
0
1
8

6
1
.2

7
2
.1

7
3
.2

6
9

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
私

立
専

修
学

校
施

設
の

耐
震

化
率

％
7
9
.6

2
0
1
1

8
6
.4

8
8
.3

8
8
.6

9
5
.2

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
私

立
専

修
学

校
に

お
け

る
吊

り
天

井
以

外
の

非
構

造
体

の
耐

震
化

率
％

2
3
.8

2
0
1
8

2
3
.8

1
4
.3

2
9
.6

3
2
.1

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
災

害
支

援
機

能
を

強
化

し
た

代
船

建
造

数
隻

0
2
0
2
1

0
5

2
0
2
5

【
文

科
】
異

常
気

象
予

測
の

高
精

度
化

に
資

す
る

北
極

域
研

究
船

の
建

造
％

0
2
0
2
1

4
0

1
0
0

2
0
2
6

【
厚

労
】
水

道
施

設
平

面
図

の
デ

ジ
タ

ル
化

率
％

8
6
.6

2
0
1
8

8
6
.6

8
9
.2

9
0
.5

1
0
0

2
0
2
5

【
厚

労
】
危

機
管

理
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
策

定
率

％
7
0
.1

2
0
1
6

7
0
.8

7
1
.8

7
3
.2

1
0
0

2
0
2
3

【
厚

労
】
浄

水
場

の
停

電
対

策
実

施
率

％
6
7
.7

2
0
1
9

6
7
.7

7
1
.1

7
7

2
0
2
5

【
厚

労
】
浄

水
場

の
土

砂
災

害
対

策
実

施
率

％
4
2
.6

2
0
1
9

4
2
.6

4
5
.5

4
8

2
0
2
5

【
厚

労
】
浄

水
場

の
浸

水
災

害
対

策
実

施
率

％
3
7
.2

2
0
1
9

3
7
.2

4
0
.4

5
9

2
0
2
5

【
厚

労
】
浄

水
場

の
耐

震
化

率
％

3
0
.6

2
0
1
8

3
0
.6

3
2
.6

3
8

4
1

2
0
2
5

【
厚

労
】
配

水
場

の
耐

震
化

率
％

5
6
.9

2
0
1
8

5
6
.9

5
8
.6

6
0
.8

7
0

2
0
2
5

【
厚

労
】
上

水
道

の
基

幹
管

路
の

耐
震

適
合

率
％

4
0
.3

2
0
1
8

4
0
.3

4
0
.9

4
0
.7

6
0

2
0
2
8

【
農

水
】
応

急
用

食
料

（
主

食
系

）
の

充
足

率
％

1
0
0

2
0
1
3

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
【
農

水
】
土

地
改

良
施

設
の

使
用

電
力

量
に

対
す

る
農

業
水

利
施

設
を

活
用

し
た

小
水

力
等

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
に

よ
る

発
電

電
力

量
の

割
合

％
2
9
.5

2
0
2
0

2
9
.5

4
0
.0

2
0
2
5

【
農

水
】
水

産
物

の
流

通
拠

点
と

な
る

漁
港

の
う

ち
、

災
害

発
生

時
に

お
け

る
水

産
業

の
早

期
回

復
体

制
が

構
築

さ
れ

た
漁

港
の

割
合

％
0

2
0
1
6

1
3

6
8

2
7

7
0

2
0
2
6

【
農

水
】

大
ク

ラ
ス

の
津

波
に

対
す

る
安

全
な

避
難

が
可

能
と

な
っ

た
漁

村
人

口
の

割
合

(R
3
～

）
％

7
0

2
0
2
1

7
0

8
5

2
0
2
6

【
農

水
】
水

産
物

の
流

通
拠

点
と

な
る

漁
港

及
び

災
害

発
生

時
に

救
援

活
動

、
物

資
輸

送
等

の
拠

点
と

な
る

漁
港

等
に

お
い

て
、

地
震

・
津

波
に

対
す

る
主

要
施

設
の

安
全

性
が

確
保

さ
れ

た
漁

港
の

割
合

％
1
2

2
0
1
9

1
2

2
0

2
1

5
5

2
0
2
5

【
農

水
】
離

島
航

路
を

有
す

る
漁

港
に

お
い

て
、

地
震

・
津

波
に

対
す

る
主

要
施

設
の

安
全

性
が

確
保

さ
れ

た
漁

港
の

割
合

％
6

2
0
1
9

6
8

1
1

3
0

2
0
2
5

【
農

水
】
予

防
保

全
型

の
老

朽
化

対
策

に
転

換
し

、
機

能
の

保
全

及
び

安
全

な
利

用
が

確
保

さ
れ

た
漁

港
の

割
合

％
4
6

2
0
2
1

4
6

7
0

2
0
2
6

【
経

産
】
緊

急
放

出
訓

練
の

実
施

％
1
0
0

2
0
1
9

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

2
0
2
2

【
経

産
】
「
災

害
時

に
備

え
た

社
会

的
重

要
イ

ン
フ

ラ
へ

の
自

衛
的

な
燃

料
備

蓄
の

推
進

事
業

」
に

よ
り

、
避

難
所

等
の

社
会

的
重

要
イ

ン
フ

ラ
に

整
備

さ
れ

た
燃

料
タ

ン
ク

等
の

数
件

1
8
5

2
0
1
3

5
5
5

6
5
2

8
5
6

1
1
1
2

1
3
3
4

2
6
0
0

2
0
2
5

【
経

産
】
中

核
充

填
所

の
新

設
及

び
機

能
強

化
件

0
2
0
1
6

0
0

0
1
5

1
6

2
7

2
0
2
1

【
経

産
】
災

害
時

石
油

供
給

連
携

計
画

実
施

訓
練

の
前

年
度

課
題

の
改

善
率

％
4
7

2
0
1
4

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

2
0
2
3

【
経

産
】
特

別
警

報
級

の
大

雨
や

高
潮

等
の

新
た

な
事

象
を

想
定

し
た

強
靱

化
対

策
を

実
施

し
、

災
害

対
応

能
力

の
強

化
を

図
る

製
油

所
の

箇
所

数
箇

所
0

2
0
2
0

0
0

1
2

2
0
2
5

【
経

産
】
低

圧
本

支
管

の
耐

震
化

率
％

7
7
.7

2
0
0
8

8
8
.8

8
9
.5

9
0
.3

9
1

9
0

2
0
3
0

【
経

産
】
停

電
対

応
型

の
天

然
ガ

ス
利

用
設

備
の

導
入

等
を

行
っ

た
避

難
施

設
等

の
箇

所
数

箇
所

1
3
5
8

2
0
1
9

1
3
5
8

1
6
5
4

1
7
0
3

2
5
8
0

2
0
2
5

【
経

産
】
地

域
マ

イ
ク

ロ
グ

リ
ッ

ド
の

構
築

モ
デ

ル
件

数
件

0
2
0
1
9

0
0

2
1
2

2
0
2
2

【
経

産
】
日

本
に

お
け

る
１

需
要

家
あ

た
り

の
年

間
停

電
時

間
分

／
年

1
6

2
0
1
3

1
6

2
2
5

8
6

2
7

1
6

2
0
3
2
年

度
頃

【
国

交
】
災

害
応

急
対

策
の

活
動

拠
点

と
な

る
官

庁
施

設
に

お
け

る
電

力
確

保
等

の
た

め
の

対
策

の
実

施
率

％
5
6

2
0
1
9

5
6

6
2

6
4

7
5

2
0
2
5

【
国

交
】
地

下
街

防
災

推
進

計
画

等
に

基
づ

く
耐

震
対

策
が

完
了

し
た

地
下

街
の

割
合

％
5
7

2
0
1
9

5
7

6
5

8
0

2
0
2
5

【
国

交
】
緊

急
輸

送
道

路
の

法
面

・
盛

土
に

お
け

る
対

策
必

要
箇

所
の

整
備

率
％

5
5

2
0
1
9

5
5

6
7

7
3

2
0
2
5

【
国

交
】
全

国
都

道
府

県
に

お
け

る
「
災

害
時

の
船

舶
活

用
マ

ニ
ュ

ア
ル

」
策

定
状

況
都

道
府

県
2

2
0
1
8

2
2

2
2

4
7

【
国

交
】
津

波
対

策
を

緊
急

的
に

行
う

必
要

の
あ

る
港

湾
に

お
い

て
、

ハ
ー

ド
・
ソ

フ
ト

を
組

み
合

わ
せ

た
津

波
対

策
を

講
じ

て
、

被
害

の
抑

制
や

港
湾

機
能

の
維

持
、

港
湾

労
働

者
等

の
安

全
性

が
確

保
さ

れ
た

割
合

％
2
6

2
0
2
0

2
6

3
0

5
0

2
0
2
5

【
国

交
】
大

規
模

地
震

時
に

確
保

す
べ

き
海

上
交

通
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

う
ち

、
発

災
時

に
使

用
可

能
な

も
の

の
割

合
％

3
3

2
0
2
0

3
3

3
4

4
7

2
0
2
5

【
国

交
】
海

上
交

通
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

維
持

の
た

め
、

高
潮

・
高

波
対

策
を

実
施

す
る

必
要

が
あ

る
港

湾
に

お
い

て
、

港
湾

機
能

維
持

・
早

期
再

開
が

可
能

と
な

る
割

合
％

0
2
0
2
0

1
1
4

2
0
2
5

【
国

交
】
埋

塞
対

策
等

を
行

う
必

要
が

あ
る

港
湾

及
び

開
発

保
全

航
路

の
う

ち
豪

雨
等

に
よ

る
大

規
模

出
水

に
備

え
た

対
策

を
講

じ
、

航
行

の
安

全
性

を
確

保
し

た
割

合
％

0
2
0
2
0

2
1
1

2
0
2
5

【
国

交
】
国

土
強

靱
化

の
た

め
、

高
度

な
実

証
実

験
に

基
づ

き
策

定
さ

れ
る

技
術

基
準

類
の

う
ち

、
策

定
さ

れ
た

も
の

の
割

合
％

0
2
0
2
0

0
0

5
2
0
2
8

【
国

交
】
全

国
の

主
要

都
市

（
3
0
 都

市
を

想
定

）
に

お
け

る
防

災
・
減

災
に

資
す

る
グ

リ
ー

ン
イ

ン
フ

ラ
の

取
組

み
実

施
率

％
1
0

2
0
2
0

3
0

9
0

2
0
2
5

【
国

交
】
船

舶
の

避
泊

水
域

を
確

保
す

る
必

要
が

あ
る

港
湾

の
う

ち
、

暴
風

時
の

安
全

な
避

難
泊

地
の

確
保

を
実

現
し

た
割

合
％

1
7

2
0
2
0

1
7

2
2

4
2

2
0
2
5

【
国

交
】
港

湾
広

域
防

災
施

設
に

お
け

る
防

災
教

育
の

実
施

回
数

回
0

2
0
2
0

-
2

4
5
0

2
0
2
2

【
国

交
】
緊

急
支

援
物

資
輸

送
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ
ー

ム
に

関
す

る
説

明
会

を
実

施
し

た
回

数
回

0
2
0
2
1

2
1
0

2
0
2
5

【
国

交
】
緊

急
支

援
物

資
輸

送
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ
ー

ム
の

技
術

開
発

の
進

捗
率

％
0

2
0
2
0

1
0
0

1
0
0

2
0
2
1

【
国

交
】
緊

急
支

援
物

資
輸

送
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ
ー

ム
を

活
用

し
て

訓
練

・
演

習
を

実
施

し
た

回
数

回
0

2
0
2
1

8
1
0

2
0
2
5

【
国

交
】
護

岸
の

嵩
上

げ
や

排
水

機
能

の
強

化
等

の
浸

水
対

策
に

よ
り

、
高

潮
・
高

波
・
豪

雨
等

に
よ

る
空

港
施

設
へ

の
浸

水
の

防
止

が
可

能
と

な
る

空
港

の
割

合
％

2
6

2
0
1
9

2
6

2
6

3
5

1
0
0

2
0
2
9

【
国

交
】
空

港
タ

ー
ミ

ナ
ル

ビ
ル

に
お

け
る

電
源

設
備

へ
の

止
水

扉
設

置
等

の
浸

水
対

策
に

よ
り

、
高

潮
・
高

波
・
豪

雨
等

に
よ

る
電

源
設

備
へ

の
浸

水
の

防
止

が
可

能
と

な
る

空
港

の
割

合
％

7
3

2
0
2
0

7
3

7
6

8
5

2
0
2
5

【
国

交
】
空

港
無

線
施

設
等

に
お

け
る

電
源

設
備

へ
の

止
水

扉
設

置
等

の
浸

水
対

策
に

よ
り

、
高

潮
・
高

波
・
豪

雨
等

に
よ

る
電

源
設

備
へ

の
浸

水
の

防
止

が
可

能
と

な
る

空
港

の
割

合
％

7
6

2
0
2
0

7
6

8
9

1
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
「
A

2
-
B

C
P

」
に

基
づ

く
訓

練
等

の
実

施
率

％
7
0

2
0
2
0

7
0

9
2

1
0
0

毎
年

度
【
国

交
】
緊

急
輸

送
道

路
に

お
け

る
渡

河
部

の
橋

梁
や

河
川

に
隣

接
す

る
構

造
物

の
洗

掘
・
流

失
の

対
策

必
要

箇
所

の
整

備
率

％
0

2
0
1
9

0
4

2
8

2
0
2
5

【
国

交
】
老

朽
化

し
た

港
湾

施
設

（
約

2
5
,0

0
0
施

設
）
の

う
ち

、
予

防
保

全
型

の
対

策
を

導
入

し
、

機
能

の
保

全
及

び
安

全
な

利
用

等
が

可
能

と
な

っ
た

割
合

％
8
3

2
0
2
0

1
0
0

2
0
4
8

【
国

交
】
災

害
監

視
シ

ス
テ

ム
を

緊
急

的
に

導
入

す
べ

き
港

湾
等

に
お

い
て

、
遠

隔
か

つ
早

期
に

現
場

監
視

体
制

を
構

築
す

る
こ

と
に

よ
り

、
迅

速
な

復
旧

等
が

可
能

と
な

っ
た

割
合

％
0

2
0
2
0

0
5
1

8
8

2
0
2
5

【
環

境
】
災

害
・
停

電
時

に
機

能
発

揮
を

可
能

と
し

た
避

難
施

設
・
防

災
拠

点
の

箇
所

数
箇

所
0

2
0
1
8

0
2
0
8

3
8
4

1
1
4

1
0
0
0

2
0
2
5

【
環

境
】
新

た
に

整
備

し
た

Z
E
B

の
数

件
0

2
0
1
6

3
9

6
1

8
8

8
6

2
6
1

2
0
2
3

２
－

２
）
多

数
か

つ
長

期
に

わ
た

る
孤

立
地

域
等

の
同

時
発

生
【
内

閣
府

】
防

災
チ

ャ
ッ

ト
ボ

ッ
ト

の
社

会
実

装
自

治
体

0
2
0
2
0

5
6

5
7

1
0
0

2
0
2
3

【
内

閣
府

】
地

域
再

生
法

の
規

定
に

よ
り

内
閣

総
理

大
臣

が
認

定
し

た
地

域
再

生
計

画
に

基
づ

き
実

施
す

る
基

盤
整

備
事

業
の

完
了

数
地

域
3
7

2
0
1
3

3
3
1

3
6
3

4
6
0

5
1
1

5
7
1

6
0
8

2
0
2
2

【
総

務
】
衛

星
通

信
に

よ
る

非
常

用
通

信
手

段
の

整
備

状
況

％
9
3
.3

2
0
2
0

9
3
.3

1
0
0

1
0
0

2
0
2
5

【
農

水
】
迂

回
路

と
な

っ
て

い
る

林
道

に
つ

い
て

、
幅

員
、

設
計

荷
重

、
通

行
可

能
期

間
等

を
記

載
し

た
調

書
の

策
定

割
合

％
1
0
0

2
0
1
5

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
【
農

水
】
迂

回
路

と
な

っ
て

い
る

農
道

に
つ

い
て

、
幅

員
、

設
計

荷
重

、
通

行
可

能
期

間
等

を
記

載
し

た
調

書
の

策
定

割
合

％
1
0
0

2
0
1
5

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
【
農

水
】
山

地
災

害
危

険
地

区
等

に
お

け
る

森
林

整
備

対
策

（
排

水
施

設
の

整
備

、
法

面
の

保
全

等
に

よ
る

特
に

重
要

な
林

道
路

線
の

整
備

・
強

化
実

施
率

）
％

5
0

2
0
2
0

5
0

1
0
0

2
0
3
6
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該
当

プ
ロ

グ
ラ

ム
指

標
名

単
位

初
期

値
初

年
度

2
0
1
7
年

度
末

2
0
1
8
年

度
末

2
0
1
9
年

度
末

2
0
2
0
年

度
末

2
0
2
1
年

度
末

目
標

値
目

標
年

度

【
農

水
】
水

産
物

の
流

通
拠

点
と

な
る

漁
港

の
う

ち
、

災
害

発
生

時
に

お
け

る
水

産
業

の
早

期
回

復
体

制
が

構
築

さ
れ

た
漁

港
の

割
合

％
0

2
0
1
6

1
3

6
8

2
7

7
0

2
0
2
6

【
農

水
】
水

産
物

の
流

通
拠

点
と

な
る

漁
港

及
び

災
害

発
生

時
に

救
援

活
動

、
物

資
輸

送
等

の
拠

点
と

な
る

漁
港

等
に

お
い

て
、

地
震

・
津

波
に

対
す

る
主

要
施

設
の

安
全

性
が

確
保

さ
れ

た
漁

港
の

割
合

％
1
2

2
0
1
9

1
2

2
0

2
1

5
5

2
0
2
5

【
農

水
】
離

島
航

路
を

有
す

る
漁

港
に

お
い

て
、

地
震

・
津

波
に

対
す

る
主

要
施

設
の

安
全

性
が

確
保

さ
れ

た
漁

港
の

割
合

％
6

2
0
1
9

6
8

1
1

3
0

2
0
2
5

【
農

水
】
予

防
保

全
型

の
老

朽
化

対
策

に
転

換
し

、
機

能
の

保
全

及
び

安
全

な
利

用
が

確
保

さ
れ

た
漁

港
の

割
合

％
4
6

2
0
2
1

4
6

7
0

2
0
2
6

【
国

交
】
国

・
都

道
府

県
・
市

町
村

に
お

け
る

建
設

キ
ャ

リ
ア

ア
ッ

プ
シ

ス
テ

ム
活

用
工

事
の

導
入

％
2
.6

2
0
2
1

2
.6

1
0
0

2
0
2
3

【
国

交
】
緊

急
輸

送
道

路
上

の
橋

梁
の

耐
震

化
率

％
7
5

2
0
1
5

7
8

7
9

7
9

8
0

8
4

2
0
2
5

【
国

交
】
全

国
都

道
府

県
に

お
け

る
「
災

害
時

の
船

舶
活

用
マ

ニ
ュ

ア
ル

」
策

定
状

況
都

道
府

県
2

2
0
1
8

2
2

2
2

4
7

【
国

交
】
災

害
監

視
シ

ス
テ

ム
を

緊
急

的
に

導
入

す
べ

き
港

湾
等

に
お

い
て

、
遠

隔
か

つ
早

期
に

現
場

監
視

体
制

を
構

築
す

る
こ

と
に

よ
り

、
迅

速
な

復
旧

等
が

可
能

と
な

っ
た

割
合

％
0

2
0
2
0

0
5
1

8
8

2
0
2
5

【
国

交
】
建

設
施

工
に

お
け

る
自

動
化

・
自

律
化

・
遠

隔
化

技
術

が
導

入
可

能
な

工
種

の
数

種
類

0
2
0
1
9

0
0

0
7

2
0
2
5

【
国

交
】
5
G

・
A

I等
を

用
い

た
自

動
制

御
・
走

行
技

術
を

搭
載

し
た

建
設

機
械

の
種

類
種

類
0

2
0
1
9

0
0

0
4

2
0
2
5

【
防

衛
】
災

害
救

助
能

力
の

向
上

に
資

す
る

装
備

品
（
C

H
-
4
7
J
A

）
の

整
備

率
％

0
2
0
1
9

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

2
0
2
3

【
防

衛
】
災

害
救

助
能

力
の

向
上

に
資

す
る

装
備

品
（
S
H

-
6
0
K
/
K
（
能

力
向

上
型

）
）
の

整
備

率
％

0
2
0
1
9

5
4

5
4

5
4

1
0
0

2
0
2
3

【
防

衛
】
【
５

ヵ
年

加
速

化
対

策
】
自

衛
隊

の
飛

行
場

施
設

等
の

資
機

材
等

の
整

備
着

手
率

％
0

2
0
2
1

6
3

1
0
0

2
0
2
5

【
防

衛
】
【
５

か
年

加
速

化
対

策
】
全

国
の

駐
屯

地
・
基

地
の

イ
ン

フ
ラ

基
盤

強
化

の
整

備
着

手
率

％
0

2
0
2
1

9
8
5

2
0
2
5

【
警

察
】
都

道
府

県
警

察
本

部
及

び
警

察
署

の
耐

震
化

率
％

7
7

2
0
1
0

9
4

9
5

9
6

9
7

9
7
.8

9
8

2
0
2
5

【
警

察
】
機

動
隊

庁
舎

の
建

て
替

え
・
長

寿
命

化
率

％
1
0

2
0
2
0

1
0

1
0

6
0

2
0
2
5

【
警

察
】
警

察
用

航
空

機
に

係
る

各
都

道
府

県
警

察
へ

の
措

置
率

％
1
0
0

2
0
1
7

1
0
0

1
0
0

1
0
0

9
6

9
6

1
0
0

毎
年

度
【
警

察
】
警

察
用

航
空

機
、

警
察

用
船

舶
の

更
新

整
備

率
％

1
0
0

2
0
1
9

1
0
0

1
0
0

2
0
2
5

【
警

察
】
老

朽
化

し
た

警
察

用
車

両
の

更
新

整
備

数
台

0
2
0
1
9

1
0
6
9

1
9
0
0
0

2
0
2
5

【
警

察
】
ド

ロ
ー

ン
の

飛
行

訓
練

の
実

施
状

況
％

0
2
0
1
7

0
3
1

6
5

7
8

8
2

1
0
0

2
0
2
3

２
－

３
）
自

衛
隊

、
警

察
、

消
防

、
海

保
等

の
被

災
等

に
よ

る
救

助
・
救

急
活

動
等

の
絶

対
的

不
足

【
内

閣
府

】
府

省
庁

及
び

主
要

な
自

治
体

・
民

間
企

業
と

の
連

携
及

び
他

分
野

と
の

デ
ー

タ
連

携
を

開
始

D
B

ま
た

は
P

F
0

2
0
2
0

0
0

4
1

2
0
2
2

【
内

閣
府

】
防

災
チ

ャ
ッ

ト
ボ

ッ
ト

の
社

会
実

装
自

治
体

0
2
0
2
0

5
6

5
7

1
0
0

2
0
2
3

【
総

務
】
非

常
用

電
源

設
置

済
み

消
防

庁
舎

％
8
8
.9

2
0
1
5

9
3
.3

9
4
.4

9
5
.7

9
7

9
7
.5

1
0
0

毎
年

度
【
総

務
】
消

防
の

広
域

化
の

推
進

状
況

数
4
8
6

2
0
0
8

4
3
6

4
3
3

4
3
2

4
3
2

4
2
9

【
総

務
】
消

防
指

令
シ

ス
テ

ム
の

標
準

イ
ン

タ
ー

フ
ェ

イ
ス

の
検

討
状

況
個

0
2
0
2
0

0
1

2
0
2
3

【
総

務
】
消

防
庁

舎
の

耐
震

率
％

8
3
.8

2
0
1
3

9
1
.5

9
2
.6

9
3
.9

1
0
0

【
総

務
】
特

に
風

水
害

に
対

応
し

た
十

分
な

車
両

・
資

機
材

を
備

え
救

助
活

動
等

を
行

え
る

消
防

団
の

割
合

％
1
0
0

2
0
2
5

【
総

務
】
緊

急
消

防
援

助
隊

の
増

強
隊

6
2
5
8

2
0
1
9

6
2
5
8

6
4
4
1

6
5
4
6

6
6
0
0

2
0
2
3

【
総

務
】
車

両
・
資

機
材

の
配

備
台

0
2
0
2
0

6
9

1
1
0

2
0
2
4

【
総

務
】
N

B
C

対
応

資
機

材
の

配
備

組
6

2
0
2
1

6
5
4

2
0
2
4

【
総

務
】
放

射
線

防
護

資
機

材
の

更
新

配
備

個
0

2
0
2
0

0
6
3
0
0

9
9
0
8

2
0
2
4

【
総

務
】
衛

星
通

信
に

よ
る

非
常

用
通

信
手

段
の

整
備

状
況

％
9
3
.3

2
0
2
0

9
3
.3

1
0
0

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
防

災
・
減

災
教

育
（
教

育
事

業
の

実
施

又
は

活
動

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

充
実

）
を

行
っ

た
国

立
青

少
年

教
育

振
興

機
構

施
設

数
％

3
6

2
0
1
9

3
6

8
9
.2

8
9
.2

1
0
0

2
0
2
9

【
文

科
】
広

域
防

災
補

完
拠

点
と

し
て

機
能

す
る

た
め

の
整

備
を

行
う

必
要

が
あ

る
国

立
青

少
年

教
育

振
興

機
構

施
設

の
整

備
数

％
0

2
0
2
0

0
1
0
.7

1
0
0

2
0
2
9

【
厚

労
】
D

M
A

T
保

有
率

（
基

幹
災

害
拠

点
病

院
２

チ
ー

ム
以

上
、

地
域

災
害

拠
点

病
院

1
チ

ー
ム

以
上

）
％

9
9

2
0
1
7

9
9

9
9

1
0
0

1
0
0

2
0
2
3

【
国

交
】
公

共
土

木
施

設
の

被
災

状
況

調
査

を
行

う
T
E
C

-
F
O

R
C

E
隊

員
の

ＩＣ
Ｔ

機
器

等
を

活
用

す
る

た
め

の
訓

練
・
研

修
・
講

習
等

へ
の

参
加

率
％

3
6

2
0
1
9

3
6

4
4

6
3

1
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
港

湾
広

域
防

災
施

設
に

お
け

る
防

災
教

育
の

実
施

回
数

回
0

2
0
2
0

-
2

4
5
0

2
0
2
2

【
国

交
】
護

岸
の

嵩
上

げ
や

排
水

機
能

の
強

化
等

の
浸

水
対

策
に

よ
り

、
高

潮
・
高

波
・
豪

雨
等

に
よ

る
空

港
施

設
へ

の
浸

水
の

防
止

が
可

能
と

な
る

空
港

の
割

合
％

2
6

2
0
1
9

2
6

2
6

3
5

1
0
0

2
0
2
9

【
国

交
】
滑

走
路

等
の

耐
震

対
策

に
よ

り
、

地
震

発
生

後
に

お
け

る
救

急
･救

命
活

動
等

の
拠

点
機

能
の

確
保

や
航

空
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

維
持

が
可

能
と

な
る

空
港

の
割

合
％

7
0

2
0
1
9

7
0

7
0

7
4

1
0
0

2
0
2
9

【
国

交
】
災

害
監

視
シ

ス
テ

ム
を

緊
急

的
に

導
入

す
べ

き
港

湾
等

に
お

い
て

、
遠

隔
か

つ
早

期
に

現
場

監
視

体
制

を
構

築
す

る
こ

と
に

よ
り

、
迅

速
な

復
旧

等
が

可
能

と
な

っ
た

割
合

％
0

2
0
2
0

0
5
1

8
8

2
0
2
5

【
防

衛
】
配

置
可

能
な

基
幹

要
員

の
養

成
率

％
6
1

2
0
1
3

7
4

7
6

7
9

8
7

9
2

9
8

2
0
2
2

【
防

衛
】
【
５

か
年

加
速

化
対

策
】
全

国
の

駐
屯

地
・
基

地
の

自
衛

隊
施

設
の

強
化

の
整

備
着

手
率

％
0

2
0
2
1

1
8

9
1

2
0
2
5

【
防

衛
】
災

害
救

助
能

力
の

向
上

に
資

す
る

装
備

品
（
C

H
-
4
7
J
A

）
の

整
備

率
％

0
2
0
1
9

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

2
0
2
3

【
防

衛
】
災

害
救

助
能

力
の

向
上

に
資

す
る

装
備

品
（
S
H

-
6
0
K
/
K
（
能

力
向

上
型

）
）
の

整
備

率
％

0
2
0
1
9

5
4

5
4

5
4

1
0
0

2
0
2
3

【
防

衛
】
災

害
派

遣
時

に
迅

速
に

人
員

及
び

物
資

の
派

遣
を

可
能

と
す

る
装

備
品

（
C

-
2
）
の

取
得

・
整

備
率

％
0

2
0
1
9

4
0

4
0

8
0

1
0
0

2
0
2
3

【
防

衛
】
防

災
訓

練
等

の
実

施
率

％
1
0
0

2
0
1
3

1
0
0

1
0
0

1
0
0

5
0

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
【
防

衛
】
ヘ

リ
コ

プ
タ

ー
映

像
伝

送
装

置
を

用
い

た
情

報
収

集
体

制
の

整
備

率
％

1
0
0

2
0
1
3

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
【
防

衛
】
ヘ

リ
サ

ッ
ト

を
用

い
た

情
報

収
集

体
制

の
整

備
率

％
0

2
0
2
0

0
5

1
0
0

2
0
2
7

【
防

衛
】
【
５

ヵ
年

加
速

化
対

策
】
自

衛
隊

の
飛

行
場

施
設

等
の

資
機

材
等

の
整

備
着

手
率

％
0

2
0
2
1

6
3

1
0
0

2
0
2
5

【
防

衛
】
【
５

か
年

加
速

化
対

策
】
全

国
の

駐
屯

地
・
基

地
の

イ
ン

フ
ラ

基
盤

強
化

の
整

備
着

手
率

％
0

2
0
2
1

9
8
5

2
0
2
5

【
警

察
】
都

道
府

県
警

察
本

部
及

び
警

察
署

の
耐

震
化

率
％

7
7

2
0
1
0

9
4

9
5

9
6

9
7

9
7
.8

9
8

2
0
2
5

【
警

察
】
機

動
隊

庁
舎

の
建

て
替

え
・
長

寿
命

化
率

％
1
0

2
0
2
0

1
0

1
0

6
0

2
0
2
5

【
警

察
】
警

察
用

航
空

機
に

係
る

各
都

道
府

県
警

察
へ

の
措

置
率

％
1
0
0

2
0
1
7

1
0
0

1
0
0

1
0
0

9
6

9
6

1
0
0

毎
年

度
【
警

察
】
警

察
用

航
空

機
、

警
察

用
船

舶
の

更
新

整
備

率
％

1
0
0

2
0
1
9

1
0
0

1
0
0

2
0
2
5

【
警

察
】
老

朽
化

し
た

警
察

用
車

両
の

更
新

整
備

数
台

0
2
0
1
9

1
0
6
9

1
9
0
0
0

2
0
2
5

【
警

察
】
災

害
警

備
活

動
の

維
持

に
必

要
な

資
機

材
の

整
備

率
％

6
0

2
0
2
0

6
0

6
0

1
0
0

2
0
2
2

【
警

察
】
災

害
対

策
に

必
要

な
資

機
材

の
更

新
整

備
率

％
1
0
0

2
0
1
9

1
0
0

1
0
0

2
0
2
5

【
警

察
】
災

害
対

策
に

必
要

な
資

機
材

の
新

規
整

備
率

％
0

2
0
1
9

0
1
0
0

2
0
2
5

【
警

察
】
広

域
緊

急
援

助
隊

合
同

訓
練

の
実

施
回

数
回

8
2
0
1
8

8
8

7
6

7
毎

年
度

【
警

察
】
ド

ロ
ー

ン
の

飛
行

訓
練

の
実

施
状

況
％

0
2
0
1
7

0
3
1

6
5

7
8

8
2

1
0
0

2
0
2
3

【
警

察
】
ヘ

リ
コ

プ
タ

ー
テ

レ
ビ

シ
ス

テ
ム

の
更

新
・
改

修
式

0
2
0
2
2

0
4
1

2
0
2
5

【
警

察
】
無

線
中

継
所

の
更

新
・
改

修
（
５

か
年

加
速

化
対

策
）

箇
所

0
2
0
2
2

0
1
1

2
0
2
5

【
警

察
】
衛

星
通

信
シ

ス
テ

ム
の

更
新

・
改

修
都

道
府

県
0

2
0
2
2

0
4
7

2
0
2
5

【
警

察
】
無

線
中

継
所

の
更

新
・
改

修
（
基

本
計

画
）

箇
所

0
2
0
1
9

0
0

1
3

2
0
2
5

【
警

察
】
警

察
電

話
用

交
換

装
置

の
更

新
・
改

修
都

道
府

県
0

2
0
2
2

0
4
7

2
0
2
5

２
－

４
）
想

定
を

超
え

る
大

量
の

帰
宅

困
難

者
の

発
生

、
混

乱
【
文

科
】
防

災
・
減

災
教

育
（
教

育
事

業
の

実
施

又
は

活
動

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

充
実

）
を

行
っ

た
国

立
青

少
年

教
育

振
興

機
構

施
設

数
％

3
6

2
0
1
9

3
6

8
9
.2

8
9
.2

1
0
0

2
0
2
9

【
文

科
】
広

域
防

災
補

完
拠

点
と

し
て

機
能

す
る

た
め

の
整

備
を

行
う

必
要

が
あ

る
国

立
青

少
年

教
育

振
興

機
構

施
設

の
整

備
数

％
0

2
0
2
0

0
1
0
.7

1
0
0

2
0
2
9

144



該
当

プ
ロ

グ
ラ

ム
指

標
名

単
位

初
期

値
初

年
度

2
0
1
7
年

度
末

2
0
1
8
年

度
末

2
0
1
9
年

度
末

2
0
2
0
年

度
末

2
0
2
1
年

度
末

目
標

値
目

標
年

度

【
内

閣
府

・
国

交
】
都

市
再

生
安

全
確

保
計

画
等

の
策

定
と

P
D

C
A

サ
イ

ク
ル

の
実

施
計

画
0

2
0
1
9

1
6

2
9

4
7

5
0

2
0
2
3

【
国

交
】
地

下
街

防
災

推
進

計
画

等
に

基
づ

く
耐

震
対

策
が

完
了

し
た

地
下

街
の

割
合

％
5
7

2
0
1
9

5
7

6
5

8
0

2
0
2
5

【
国

交
】
機

能
を

十
分

発
揮

さ
せ

る
た

め
に

整
備

が
必

要
な

防
災

公
園

（
約

1
6
0
箇

所
程

度
）
の

対
策

実
施

率
％

0
2
0
2
0

6
1

6
9

8
0

2
0
2
5

【
国

交
】
一

定
水

準
の

防
災

機
能

を
備

え
る

オ
ー

プ
ン

ス
ペ

ー
ス

が
一

箇
所

以
上

確
保

さ
れ

た
都

市
の

割
合

％
6
4

2
0
1
8

6
4

6
5

6
6

7
5

2
0
2
5

２
－

５
）
医

療
施

設
及

び
関

係
者

の
絶

対
的

不
足

・
被

災
、

支
援

ル
ー

ト
の

途
絶

、
エ

ネ
ル

ギ
ー

供
給

の
途

絶
に

よ
る

医
療

機
能

の
麻

痺
【
内

閣
府

】
防

災
チ

ャ
ッ

ト
ボ

ッ
ト

の
社

会
実

装
自

治
体

0
2
0
2
0

5
6

5
7

1
0
0

2
0
2
3

【
文

科
】
国

立
大

学
附

属
病

院
の

整
備

の
進

捗
率

％
0

2
0
2
0

1
.3

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
医

療
チ

ー
ム

に
よ

り
災

害
医

療
全

般
に

対
応

で
き

る
プ

ロ
フ

ェ
ッ

シ
ョ

ナ
ル

な
人

材
を

養
成

す
る

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

実
施

数
プ

ロ
グ

ラ
ム

0
2
0
1
8

1
6

8
8

8
2
0
2
2

【
文

科
】
医

療
チ

ー
ム

に
よ

り
災

害
医

療
全

般
に

対
応

で
き

る
プ

ロ
フ

ェ
ッ

シ
ョ

ナ
ル

な
人

材
の

養
成

人
数

人
0

2
0
1
8

3
1
1
5

2
0
8

2
8
4

1
9
8

2
0
2
2

【
文

科
】
災

害
対

策
に

資
す

る
国

立
大

学
等

の
基

盤
的

設
備

等
の

整
備

件
数

件
0

2
0
2
0

0
9

3
4

2
0
2
5

【
文

科
】
異

常
気

象
予

測
の

高
精

度
化

に
資

す
る

北
極

域
研

究
船

の
建

造
％

0
2
0
2
1

4
0

1
0
0

2
0
2
6

【
厚

労
】
D

M
A

T
保

有
率

（
基

幹
災

害
拠

点
病

院
２

チ
ー

ム
以

上
、

地
域

災
害

拠
点

病
院

1
チ

ー
ム

以
上

）
％

9
9

2
0
1
7

9
9

9
9

1
0
0

1
0
0

2
0
2
3

【
厚

労
】
全

国
の

災
害

拠
点

病
院

及
び

救
命

救
急

セ
ン

タ
ー

の
耐

震
化

率
％

8
9
.4

2
0
1
7

8
9
.4

9
0
.7

9
2
.4

9
3
.6

9
4
.6

9
5

2
0
2
3

【
厚

労
】
都

道
府

県
に

活
動

要
領

を
踏

ま
え

た
講

義
等

を
履

修
し

た
災

害
医

療
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
の

研
修

修
了

実
績

％
0

2
0
1
8

0
1
0
0

1
0
0

2
0
2
2

【
厚

労
】
B

C
P

を
策

定
し

て
い

る
周

産
期

母
子

医
療

セ
ン

タ
ー

の
割

合
％

6
7
.5

2
0
1
8

6
7
.5

1
0
0

2
0
2
2

【
厚

労
】
B

C
P

を
策

定
し

て
い

る
災

害
拠

点
病

院
の

割
合

％
5
7
.7

2
0
1
8

5
7
.7

1
0
0

1
0
0

2
0
2
2

【
厚

労
】
B

C
P

を
策

定
し

て
い

る
救

命
救

急
セ

ン
タ

ー
の

割
合

％
7
4
.3

2
0
1
8

7
4
.3

1
0
0

2
0
2
2

【
厚

労
】
診

療
機

能
を

３
日

程
度

維
持

で
き

る
非

常
用

自
家

発
電

設
備

を
保

有
す

る
災

害
拠

点
病

院
等

の
割

合
％

8
0
.9

2
0
1
9

8
0
.9

1
0
0

2
0
2
2

【
厚

労
】
診

療
機

能
を

３
日

程
度

維
持

で
き

る
給

水
設

備
を

保
有

す
る

災
害

拠
点

病
院

等
の

割
合

％
7
4
.8

2
0
1
9

7
4
.8

1
0
0

2
0
2
2

【
厚

労
】
E
M

IS
の

シ
ス

テ
ム

改
修

の
完

成
％

0
2
0
1
9

1
0
0

1
0
0

0
2
0
2
2

【
厚

労
】
D

P
A

T
先

遣
隊

整
備

率
％

4
5

2
0
1
4

7
4

8
1

8
5

9
1

9
4

1
0
0

2
0
2
3

【
経

産
】
緊

急
放

出
訓

練
の

実
施

％
1
0
0

2
0
1
9

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

2
0
2
2

【
経

産
】
「
災

害
時

に
備

え
た

社
会

的
重

要
イ

ン
フ

ラ
へ

の
自

衛
的

な
燃

料
備

蓄
の

推
進

事
業

」
に

よ
り

、
避

難
所

等
の

社
会

的
重

要
イ

ン
フ

ラ
に

整
備

さ
れ

た
燃

料
タ

ン
ク

等
の

数
件

1
8
5

2
0
1
3

5
5
5

6
5
2

8
5
6

1
1
1
2

1
3
3
4

2
6
0
0

2
0
2
5

【
経

産
】
災

害
時

石
油

供
給

連
携

計
画

実
施

訓
練

の
前

年
度

課
題

の
改

善
率

％
4
7

2
0
1
4

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

2
0
2
3

【
経

産
】
特

別
警

報
級

の
大

雨
や

高
潮

等
の

新
た

な
事

象
を

想
定

し
た

強
靱

化
対

策
を

実
施

し
、

災
害

対
応

能
力

の
強

化
を

図
る

製
油

所
の

箇
所

数
箇

所
0

2
0
2
0

0
0

1
2

2
0
2
5

【
経

産
】
地

域
マ

イ
ク

ロ
グ

リ
ッ

ド
の

構
築

モ
デ

ル
件

数
件

0
2
0
1
9

0
0

2
1
2

2
0
2
2

【
経

産
】
日

本
に

お
け

る
１

需
要

家
あ

た
り

の
年

間
停

電
時

間
分

／
年

1
6

2
0
1
3

1
6

2
2
5

8
6

2
7

1
6

2
0
3
2
年

度
頃

【
国

交
】
重

要
施

設
に

係
る

下
水

道
管

路
の

耐
震

化
率

％
5
2

2
0
1
9

5
2

5
4

6
4

2
0
2
5

【
国

交
】
全

国
都

道
府

県
に

お
け

る
「
災

害
時

の
船

舶
活

用
マ

ニ
ュ

ア
ル

」
策

定
状

況
都

道
府

県
2

2
0
1
8

2
2

2
2

4
7

【
国

交
】
港

湾
広

域
防

災
施

設
に

お
け

る
防

災
教

育
の

実
施

回
数

回
0

2
0
2
0

-
2

4
5
0

2
0
2
2

【
国

交
】
護

岸
の

嵩
上

げ
や

排
水

機
能

の
強

化
等

の
浸

水
対

策
に

よ
り

、
高

潮
・
高

波
・
豪

雨
等

に
よ

る
空

港
施

設
へ

の
浸

水
の

防
止

が
可

能
と

な
る

空
港

の
割

合
％

2
6

2
0
1
9

2
6

2
6

3
5

1
0
0

2
0
2
9

【
国

交
】
滑

走
路

等
の

耐
震

対
策

に
よ

り
、

地
震

発
生

後
に

お
け

る
救

急
･救

命
活

動
等

の
拠

点
機

能
の

確
保

や
航

空
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

維
持

が
可

能
と

な
る

空
港

の
割

合
％

7
0

2
0
1
9

7
0

7
0

7
4

1
0
0

2
0
2
9

【
国

交
】
老

朽
化

し
た

港
湾

施
設

（
約

2
5
,0

0
0
施

設
）
の

う
ち

、
予

防
保

全
型

の
対

策
を

導
入

し
、

機
能

の
保

全
及

び
安

全
な

利
用

等
が

可
能

と
な

っ
た

割
合

％
8
3

2
0
2
0

1
0
0

2
0
4
8

【
環

境
】
災

害
・
停

電
時

に
機

能
発

揮
を

可
能

と
し

た
避

難
施

設
・
防

災
拠

点
の

箇
所

数
箇

所
0

2
0
1
8

0
2
0
8

3
8
4

1
1
4

1
0
0
0

2
0
2
5

【
環

境
】
新

た
に

整
備

し
た

Z
E
B

の
数

件
0

2
0
1
6

3
9

6
1

8
8

8
6

2
6
1

2
0
2
3

【
防

衛
】
配

置
可

能
な

基
幹

要
員

の
養

成
率

％
6
1

2
0
1
3

7
4

7
6

7
9

8
7

9
2

9
8

2
0
2
2

２
－

６
）
被

災
地

に
お

け
る

疫
病

・
感

染
症

等
の

大
規

模
発

生
【
内

閣
府

】
防

災
チ

ャ
ッ

ト
ボ

ッ
ト

の
社

会
実

装
自

治
体

0
2
0
2
0

5
6

5
7

1
0
0

2
0
2
3

【
文

科
】
国

立
大

学
附

属
病

院
の

整
備

の
進

捗
率

％
0

2
0
2
0

1
.3

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
国

際
連

合
大

学
本

部
の

施
設

・
設

備
の

営
繕

の
実

施
率

％
2
0

2
0
2
0

2
0

3
0

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
災

害
対

策
に

資
す

る
国

立
大

学
等

の
基

盤
的

設
備

等
の

整
備

件
数

件
0

2
0
2
0

0
9

3
4

2
0
2
5

【
文

科
】
国

民
の

生
活

に
お

け
る

安
心

・
安

全
の

確
保

や
災

害
対

策
等

に
資

す
る

先
端

研
究

基
盤

の
整

備
件

数
件

0
2
0
2
0

1
1
0

2
0
2
5

【
厚

労
】
予

防
接

種
法

に
基

づ
く
麻

し
ん

・
風

し
ん

の
予

防
接

種
率

％
9
5

2
0
1
3

9
5

9
6

9
5

9
7

9
5

2
0
2
3

【
農

水
】

適
整

備
構

想
（
個

別
施

設
計

画
）
で

早
期

に
対

策
が

必
要

と
判

明
し

て
い

る
農

業
集

落
排

水
施

設
の

対
策

着
手

の
割

合
％

0
2
0
2
1

1
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
計

画
的

な
点

検
調

査
に

基
づ

く
下

水
道

管
路

の
老

朽
化

対
策

を
完

了
し

た
延

長
の

割
合

％
0

2
0
1
9

0
2
6

1
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
重

要
施

設
に

係
る

下
水

処
理

場
等

の
耐

震
化

率
％

3
8

2
0
1
9

3
8

4
1

5
4

2
0
2
5

【
国

交
】
重

要
施

設
に

係
る

下
水

道
管

路
の

耐
震

化
率

％
5
2

2
0
1
9

5
2

5
4

6
4

2
0
2
5

【
環

境
】
災

害
復

旧
に

対
応

し
た

浄
化

槽
台

帳
シ

ス
テ

ム
整

備
市

町
村

数
市

町
村

3
0

2
0
0
8

1
6
8

1
5
8

1
5
8

6
6
2

2
0
2
3

【
環

境
】
浄

化
槽

整
備

区
域

内
の

浄
化

槽
人

口
普

及
率

％
5
3

2
0
1
7

5
4

5
4

5
5
.7

5
8

7
6

2
0
2
5

【
環

境
】
浄

化
槽

整
備

区
域

内
の

合
併

処
理

浄
化

槽
の

基
数

割
合

％
6
2

2
0
1
7

6
4

6
4

6
5
.5

6
7

7
6

2
0
2
5

【
環

境
】
地

域
気

候
変

動
適

応
計

画
の

策
定

数
箇

所
3
2

2
0
1
9

3
2

5
6

6
4

6
7

2
0
2
3

２
－

７
）
劣

悪
な

避
難

生
活

環
境

、
不

十
分

な
健

康
管

理
に

よ
る

多
数

の
被

災
者

の
健

康
状

態
の

悪
化

・
死

者
の

発
生

【
内

閣
府

】
防

災
チ

ャ
ッ

ト
ボ

ッ
ト

の
社

会
実

装
自

治
体

0
2
0
2
0

5
6

5
7

1
0
0

2
0
2
3

【
法

務
】
デ

ジ
タ

ル
無

線
機

の
適

正
な

稼
動

率
％

1
0
0

2
0
1
2

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
【
法

務
】
法

務
省

施
設

の
衛

星
携

帯
電

話
等

の
更

新
整

備
率

％
0

2
0
1
8

0
1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
【
法

務
】
特

別
機

動
警

備
隊

に
よ

る
管

区
機

動
警

備
隊

に
対

す
る

技
術

等
の

指
導

の
実

施
率

％
1
0
0

2
0
1
9

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
【
法

務
】
非

常
用

浄
水

装
置

等
の

整
備

済
庁

に
お

け
る

適
正

稼
働

数
％

1
0
0

2
0
2
1

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

老
朽

化
対

策
実

施
率

％
0

2
0
2
0

0
1
0
.3

1
0
0

2
0
2
9

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

吊
り

天
井

等
以

外
の

非
構

造
部

材
の

耐
震

対
策

実
施

率
％

4
8
.2

2
0
2
0

3
9
.6

4
3

4
8
.2

5
2
.1

1
0
0

2
0
2
9

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
の

整
備

率
（
体

育
館

、
エ

レ
ベ

ー
タ

ー
）

％
6
5
.9

2
0
2
0

6
5
.9

7
5

2
0
2
5

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

空
調

設
置

率
（
特

別
教

室
）

％
5
5
.5

2
0
2
0

4
2

4
8
.5

5
5
.5

9
5

2
0
2
3

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

空
調

設
置

率
（
体

育
館

等
）

％
5
.3

2
0
2
0

1
.4

2
.6

5
.3

9
5

2
0
3
5

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
の

整
備

率
（
校

舎
、

ス
ロ

ー
プ

、
門

か
ら

建
物

の
前

ま
で

）
％

7
8
.5

2
0
2
0

7
8
.5

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
の

整
備

率
（
校

舎
、

ス
ロ

ー
プ

、
昇

降
口

・
玄

関
等

か
ら

教
室

等
ま

で
）

％
5
7
.3

2
0
2
0

5
7
.3

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
の

整
備

率
（
校

舎
、

バ
リ

ア
フ

リ
ー

ト
イ

レ
）

％
6
5
.2

2
0
2
0

6
5
.2

9
5

2
0
2
5

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
の

整
備

率
（
体

育
館

、
バ

リ
ア

フ
リ

ー
ト

イ
レ

）
％

3
6
.9

2
0
2
0

3
6
.9

9
5

2
0
2
5

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
の

整
備

率
（
校

舎
、

エ
レ

ベ
ー

タ
ー

）
％

2
7
.1

2
0
2
0

2
7
.1

4
0

2
0
2
5

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
の

整
備

率
（
体

育
館

、
ス

ロ
ー

プ
、

門
か

ら
建

物
の

前
ま

で
）

％
7
4
.4

2
0
2
0

7
4
.4

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
の

整
備

率
（
体

育
館

、
ス

ロ
ー

プ
、

昇
降

口
・
玄

関
等

か
ら

ア
リ

ー
ナ

等
ま

で
）

％
5
7

2
0
2
0

5
7

1
0
0

2
0
2
5
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該
当

プ
ロ

グ
ラ

ム
指

標
名

単
位

初
期

値
初

年
度

2
0
1
7
年

度
末

2
0
1
8
年

度
末

2
0
1
9
年

度
末

2
0
2
0
年

度
末

2
0
2
1
年

度
末

目
標

値
目

標
年

度

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

ト
イ

レ
洋

式
化

率
％

5
7

2
0
2
0

5
7

9
5

2
0
2
5

【
文

科
】
教

育
研

究
活

動
に

著
し

く
支

障
が

あ
る

国
立

大
学

法
人

等
施

設
（
ラ

イ
フ

ラ
イ

ン
を

含
む

）
の

老
朽

化
対

策
の

実
施

率
（
ラ

イ
フ

ラ
イ

ン
）

％
0

2
0
2
0

4
.1

4
5

2
0
2
5

【
文

科
】
教

育
研

究
活

動
に

著
し

く
支

障
が

あ
る

国
立

大
学

法
人

等
施

設
（
ラ

イ
フ

ラ
イ

ン
を

含
む

）
の

老
朽

化
対

策
の

実
施

率
（
施

設
）

％
0

2
0
2
0

4
.1

4
5

2
0
2
5

【
文

科
】
国

立
大

学
附

属
病

院
の

整
備

の
進

捗
率

％
0

2
0
2
0

1
.3

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
国

際
連

合
大

学
本

部
の

施
設

・
設

備
の

営
繕

の
実

施
率

％
2
0

2
0
2
0

2
0

3
0

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
教

職
員

支
援

機
構

の
全

2
8
施

設
の

う
ち

老
朽

化
し

た
施

設
・
設

備
の

改
修

・
修

繕
率

％
2
9

2
0
2
0

2
9

2
9

5
0

2
0
2
5

【
文

科
】
防

災
・
減

災
教

育
（
教

育
事

業
の

実
施

又
は

活
動

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

充
実

）
を

行
っ

た
国

立
青

少
年

教
育

振
興

機
構

施
設

数
％

3
6

2
0
1
9

3
6

8
9
.2

8
9
.2

1
0
0

2
0
2
9

【
文

科
】
広

域
防

災
補

完
拠

点
と

し
て

機
能

す
る

た
め

の
整

備
を

行
う

必
要

が
あ

る
国

立
青

少
年

教
育

振
興

機
構

施
設

の
整

備
数

％
0

2
0
2
0

0
1
0
.7

1
0
0

2
0
2
9

【
文

科
】
放

送
大

学
の

早
急

に
改

修
を

行
う

必
要

が
あ

る
施

設
・
設

備
の

整
備

数
箇

所
0

2
0
1
9

0
3

3
1
3

2
0
2
3

【
文

科
】
職

員
に

対
す

る
研

修
の

実
施

状
況

（
校

内
研

修
の

実
施

）
％

7
2
.3

2
0
1
5

7
3
.9

1
0
0

毎
年

度
【
文

科
】
災

害
安

全
に

つ
い

て
指

導
し

て
い

る
学

校
の

割
合

％
9
9
.7

2
0
1
5

9
9
.4

1
0
0

毎
年

度
【
文

科
】
国

立
特

別
支

援
教

育
総

合
研

究
所

に
お

け
る

給
排

水
管

等
設

備
の

更
新

率
％

0
2
0
1
9

0
1
7

1
7

1
0
0

2
0
2
4

【
文

科
】
私

立
学

校
施

設
の

屋
内

運
動

場
の

吊
り

天
井

等
の

落
下

防
止

対
策

実
施

率
（
小

学
校

～
高

校
）

％
6
9
.4

2
0
1
4

7
7

7
7
.9

7
9
.8

8
3

1
0
0

2
0
2
8

【
文

科
】
私

立
学

校
施

設
の

非
構

造
部

材
の

耐
震

対
策

実
施

率
（
大

学
等

）
％

1
9
.6

2
0
1
8

1
9
.6

1
9
.7

1
9

1
0
0

2
0
2
8

【
文

科
】
私

立
学

校
施

設
の

非
構

造
部

材
の

耐
震

対
策

実
施

率
（
幼

稚
園

等
）

％
3
9
.7

2
0
1
8

3
9
.7

4
3
.7

4
3

1
0
0

2
0
2
8

【
文

科
】
私

立
学

校
施

設
の

非
構

造
部

材
の

耐
震

対
策

実
施

率
（
小

学
校

～
高

校
）

％
3
7
.9

2
0
1
8

3
7
.9

3
9
.1

4
3

1
0
0

2
0
2
8

【
文

科
】
私

立
学

校
施

設
の

屋
内

運
動

場
の

吊
り

天
井

等
の

落
下

防
止

対
策

実
施

率
（
大

学
等

）
％

4
9
.9

2
0
1
4

6
0
.1

6
1
.5

6
3
.3

6
5

1
0
0

2
0
2
8

【
文

科
】
私

立
学

校
施

設
の

屋
内

運
動

場
の

吊
り

天
井

等
の

落
下

防
止

対
策

実
施

率
（
幼

稚
園

等
）

％
8
0
.2

2
0
1
4

8
6

8
5
.9

8
7
.4

8
3

1
0
0

2
0
2
8

【
文

科
】
私

立
学

校
施

設
の

耐
震

化
率

（
小

学
校

～
高

校
）

％
6
4
.5

2
0
0
2

9
0
.1

9
1
.4

9
2
.1

9
3

1
0
0

2
0
2
8

【
文

科
】
私

立
学

校
施

設
の

耐
震

化
率

（
幼

稚
園

等
）

％
6
8
.5

2
0
0
2

9
0
.4

9
1
.5

9
2
.4

9
3

1
0
0

2
0
2
8

【
文

科
】
私

立
学

校
施

設
の

耐
震

化
率

（
大

学
等

）
％

7
2
.7

2
0
0
7

9
1
.6

9
2
.8

9
4

9
5

1
0
0

2
0
2
8

【
文

科
】
避

難
所

と
し

て
指

定
さ

れ
る

私
立

専
修

学
校

に
お

け
る

各
種

防
災

機
能

を
有

す
る

学
校

の
割

合
％

8
6

2
0
2
0

8
6

9
2
.3

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
私

立
専

修
学

校
に

お
け

る
屋

内
運

動
場

等
の

吊
り

天
井

落
下

防
止

対
策

の
実

施
率

％
6
1
.2

2
0
1
8

6
1
.2

7
2
.1

7
3
.2

6
9

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
私

立
専

修
学

校
施

設
の

耐
震

化
率

％
7
9
.6

2
0
1
1

8
6
.4

8
8
.3

8
8
.6

9
5
.2

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
私

立
専

修
学

校
に

お
け

る
吊

り
天

井
以

外
の

非
構

造
体

の
耐

震
化

率
％

2
3
.8

2
0
1
8

2
3
.8

1
4
.3

2
9
.6

3
2
.1

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
公

立
社

会
体

育
施

設
に

お
け

る
構

造
体

の
耐

震
化

率
％

8
3

2
0
1
8

8
3

8
4

8
5

9
5

2
0
2
5

【
文

科
】
国

立
文

化
施

設
等

に
お

け
る

来
館

者
の

安
全

の
確

保
等

に
向

け
た

対
策

箇
所

数
箇

所
4

2
0
2
0

4
0

2
3

2
0
2
9

【
厚

労
】
災

害
派

遣
福

祉
チ

ー
ム

（
D

W
A

T
,D

C
A

T
）
の

設
置

済
都

道
府

県
数

都
道

府
県

3
5

2
0
2
0

3
5

3
9

4
7

2
0
2
2

【
厚

労
】
災

害
福

祉
支

援
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

構
築

都
道

府
県

数
都

道
府

県
2
4

2
0
1
8

2
4

3
7

4
2

4
4

4
7

2
0
2
2

【
厚

労
】
社

会
福

祉
施

設
等

の
耐

震
化

率
％

8
6
.3

2
0
1
3

9
1
.4

9
5
.2

2
0
2
5

【
厚

労
】
社

会
福

祉
施

設
等

に
お

け
る

非
常

用
自

家
発

電
設

備
の

整
備

箇
所

数
箇

所
0

2
0
2
0

2
8
5
7

2
0
2
5

【
厚

労
】
社

会
福

祉
施

設
等

に
お

け
る

水
害

対
策

を
実

施
し

た
施

設
箇

所
数

箇
所

0
2
0
2
0

1
6
9
0

2
0
2
5

【
厚

労
】
社

会
福

祉
施

設
等

に
お

け
る

ブ
ロ

ッ
ク

塀
等

の
改

修
整

備
箇

所
数

箇
所

0
2
0
2
0

1
4
7
2

2
0
2
5

【
厚

労
】
D

P
A

T
先

遣
隊

整
備

率
％

4
5

2
0
1
4

7
4

8
1

8
5

9
1

9
4

1
0
0

2
0
2
3

【
経

産
】
「
災

害
時

に
備

え
た

社
会

的
重

要
イ

ン
フ

ラ
へ

の
自

衛
的

な
燃

料
備

蓄
の

推
進

事
業

」
に

よ
り

、
避

難
所

等
の

社
会

的
重

要
イ

ン
フ

ラ
に

整
備

さ
れ

た
燃

料
タ

ン
ク

等
の

数
件

1
8
5

2
0
1
3

5
5
5

6
5
2

8
5
6

1
1
1
2

1
3
3
4

2
6
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
重

要
施

設
に

係
る

下
水

処
理

場
等

の
耐

震
化

率
％

3
8

2
0
1
9

3
8

4
1

5
4

2
0
2
5

【
国

交
】
重

要
施

設
に

係
る

下
水

道
管

路
の

耐
震

化
率

％
5
2

2
0
1
9

5
2

5
4

6
4

2
0
2
5

【
国

交
】
全

国
都

道
府

県
に

お
け

る
「
災

害
時

の
船

舶
活

用
マ

ニ
ュ

ア
ル

」
策

定
状

況
都

道
府

県
2

2
0
1
8

2
2

2
2

4
7

【
国

交
】
全

国
の

主
要

都
市

（
3
0
 都

市
を

想
定

）
に

お
け

る
防

災
・
減

災
に

資
す

る
グ

リ
ー

ン
イ

ン
フ

ラ
の

取
組

み
実

施
率

％
1
0

2
0
2
0

3
0

9
0

2
0
2
5

【
国

交
】
緊

急
支

援
物

資
輸

送
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ
ー

ム
に

関
す

る
説

明
会

を
実

施
し

た
回

数
回

0
2
0
2
1

2
1
0

2
0
2
5

【
国

交
】
緊

急
支

援
物

資
輸

送
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ
ー

ム
の

技
術

開
発

の
進

捗
率

％
0

2
0
2
0

1
0
0

1
0
0

2
0
2
1

【
国

交
】
緊

急
支

援
物

資
輸

送
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ
ー

ム
を

活
用

し
て

訓
練

・
演

習
を

実
施

し
た

回
数

回
0

2
0
2
1

8
1
0

2
0
2
5

【
環

境
】
災

害
復

旧
に

対
応

し
た

浄
化

槽
台

帳
シ

ス
テ

ム
整

備
市

町
村

数
市

町
村

3
0

2
0
0
8

1
6
8

1
5
8

1
5
8

6
6
2

2
0
2
3

【
環

境
】
浄

化
槽

整
備

区
域

内
の

浄
化

槽
人

口
普

及
率

％
5
3

2
0
1
7

5
4

5
4

5
5
.7

5
8

7
6

2
0
2
5

【
環

境
】
浄

化
槽

整
備

区
域

内
の

合
併

処
理

浄
化

槽
の

基
数

割
合

％
6
2

2
0
1
7

6
4

6
4

6
5
.5

6
7

7
6

2
0
2
5

【
環

境
】
中

核
市

等
に

お
い

て
災

害
時

再
稼

働
可

能
な

ご
み

焼
却

施
設

の
割

合
％

1
8

2
0
1
8

1
8

1
8

2
0

5
0

2
0
2
5

【
環

境
】
災

害
・
停

電
時

に
機

能
発

揮
を

可
能

と
し

た
避

難
施

設
・
防

災
拠

点
の

箇
所

数
箇

所
0

2
0
1
8

0
2
0
8

3
8
4

1
1
4

1
0
0
0

2
0
2
5

【
環

境
】
夏

季
ま

で
に

、
災

害
時

も
含

め
た

熱
中

症
対

策
を

実
施

し
た

自
治

体
の

割
合

％
6
8

2
0
2
1

6
8

1
0
0

2
0
2
5

【
環

境
】
特

定
支

障
除

去
等

事
業

の
防

災
・
減

災
に

向
け

た
対

策
工

事
実

施
箇

所
箇

所
0

2
0
1
8

3
5

5
5

2
0
2
2

【
環

境
】
新

た
に

整
備

し
た

Z
E
B

の
数

件
0

2
0
1
6

3
9

6
1

8
8

8
6

2
6
1

2
0
2
3

【
防

衛
】
防

災
訓

練
等

の
実

施
率

％
1
0
0

2
0
1
3

1
0
0

1
0
0

1
0
0

5
0

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
３

－
１

）
被

災
に

よ
る

司
法

機
能

、
警

察
機

能
の

大
幅

な
低

下
に

よ
る

治
安

の
悪

化
、

社
会

の
混

乱
【
法

務
】
法

務
省

施
設

の
耐

震
化

率
％

8
6

2
0
1
2

9
4

9
5

9
5

9
6

9
8
.7

2
0
2
5

【
法

務
】
矯

正
施

設
の

耐
震

化
率

％
7
0

2
0
1
2

8
1

8
2

8
4

8
5

9
2

2
0
2
5

【
法

務
】
デ

ジ
タ

ル
無

線
機

の
適

正
な

稼
動

率
％

1
0
0

2
0
1
2

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
【
法

務
】
矯

正
施

設
の

被
災

状
況

に
関

す
る

関
係

機
関

等
と

の
情

報
共

有
体

制
の

検
討

及
び

構
築

並
び

に
訓

練
の

実
施

％
0

2
0
1
3

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
【
法

務
】
刑

事
施

設
の

一
部

を
避

難
場

所
に

指
定

す
る

な
ど

の
自

治
体

と
の

協
定

等
の

締
結

等
庁

1
2

2
0
1
3

3
9

4
8

5
9

6
0

6
2

7
5

2
0
2
1

【
法

務
】
職

員
用

備
蓄

非
常

食
の

更
新

整
備

率
％

1
0
0

2
0
2
1

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
【
法

務
】
総

合
警

備
シ

ス
テ

ム
等

の
警

備
機

器
等

の
適

正
な

稼
働

率
％

1
0
0

2
0
1
3

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
【
法

務
】
法

務
省

施
設

の
衛

星
携

帯
電

話
等

の
更

新
整

備
率

％
0

2
0
1
8

0
1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
【
法

務
】
特

別
機

動
警

備
隊

に
よ

る
管

区
機

動
警

備
隊

に
対

す
る

技
術

等
の

指
導

の
実

施
率

％
1
0
0

2
0
1
9

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
【
法

務
】
非

常
用

浄
水

装
置

等
の

整
備

済
庁

に
お

け
る

適
正

稼
働

数
％

1
0
0

2
0
2
1

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
【
警

察
】
都

道
府

県
警

察
本

部
及

び
警

察
署

の
耐

震
化

率
％

7
7

2
0
1
0

9
4

9
5

9
6

9
7

9
7
.8

9
8

2
0
2
5

【
警

察
】
機

動
隊

庁
舎

の
建

て
替

え
・
長

寿
命

化
率

％
1
0

2
0
2
0

1
0

1
0

6
0

2
0
2
5

【
警

察
】
警

察
用

航
空

機
に

係
る

各
都

道
府

県
警

察
へ

の
措

置
率

％
1
0
0

2
0
1
7

1
0
0

1
0
0

1
0
0

9
6

9
6

1
0
0

毎
年

度
【
警

察
】
警

察
用

航
空

機
、

警
察

用
船

舶
の

更
新

整
備

率
％

1
0
0

2
0
1
9

1
0
0

1
0
0

2
0
2
5

【
警

察
】
老

朽
化

し
た

警
察

用
車

両
の

更
新

整
備

数
台

0
2
0
1
9

1
0
6
9

1
9
0
0
0

2
0
2
5

【
警

察
】
広

域
交

通
管

制
シ

ス
テ

ム
に

よ
る

道
路

状
況

等
の

把
握

割
合

％
6
4
.7

2
0
1
7

6
4
.7

7
4
.8

8
9
.8

7
2
.8

8
2
.1

1
0
0

2
0
2
3

【
警

察
】
信

号
機

電
源

付
加

装
置

の
整

備
率

（
補

助
事

業
）

台
0

2
0
2
1

2
9
7

2
0
0
0

2
0
2
5

【
警

察
】
広

域
緊

急
援

助
隊

合
同

訓
練

の
実

施
回

数
回

8
2
0
1
8

8
8

7
6

7
毎

年
度
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該
当

プ
ロ

グ
ラ

ム
指

標
名

単
位

初
期

値
初

年
度

2
0
1
7
年

度
末

2
0
1
8
年

度
末

2
0
1
9
年

度
末

2
0
2
0
年

度
末

2
0
2
1
年

度
末

目
標

値
目

標
年

度

【
警

察
】
ド

ロ
ー

ン
の

飛
行

訓
練

の
実

施
状

況
％

0
2
0
1
7

0
3
1

6
5

7
8

8
2

1
0
0

2
0
2
3

【
警

察
】
ヘ

リ
コ

プ
タ

ー
テ

レ
ビ

シ
ス

テ
ム

の
更

新
・
改

修
式

0
2
0
2
2

0
4
1

2
0
2
5

【
警

察
】
無

線
中

継
所

の
更

新
・
改

修
（
５

か
年
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２
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能
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【
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府

】
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庁

及
び
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・
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間
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業
と

の
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携
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と
の
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携
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始

D
B

ま
た

は
P

F
0

2
0
2
0
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況

％
9
3
.3

2
0
2
0
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率

％
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2
0
1
9

5
6

6
2

6
4

7
5

2
0
2
5

【
国

交
】
官

庁
施

設
の

耐
震

基
準

を
満

足
す

る
割

合
％

8
8

2
0
1
3

9
2

9
3

9
4

9
5

9
6

1
0
0
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施
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】
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施
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0
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0

0
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7
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0
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【
防

衛
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野
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携
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0
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0
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0
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％

0
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％
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0
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％
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0
0

2
0
2
5

【
警

察
】
老

朽
化

し
た

警
察

用
車

両
の

更
新

整
備

数
台
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0
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％
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0
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テ
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５
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テ
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新
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0
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－

３
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携
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携
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0

0
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0
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検
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7

2
0
1
3

3
7

2
5

2
9

3
7

3
9

【
総

務
】
防

災
行

政
無

線
等

の
災

害
情

報
伝

達
手

段
の

整
備

％
8
6
.6

2
0
2
0

8
6
.6

1
0
0

2
0
2
5

147



該
当

プ
ロ

グ
ラ

ム
指

標
名

単
位

初
期

値
初

年
度

2
0
1
7
年

度
末

2
0
1
8
年

度
末

2
0
1
9
年

度
末

2
0
2
0
年

度
末

2
0
2
1
年

度
末

目
標

値
目

標
年

度

【
法

務
】
法

務
省

施
設

の
衛

星
携

帯
電

話
等

の
更

新
整

備
率

％
0

2
0
1
8

0
1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
【
文

科
】
災

害
対

策
に

資
す

る
国

立
大

学
等

の
基

盤
的

設
備

等
の

整
備

件
数

件
0

2
0
2
0

0
9

3
4

2
0
2
5

【
文

科
】
国

民
の

生
活

に
お

け
る

安
心

・
安

全
の

確
保

や
災

害
対

策
等

に
資

す
る

先
端

研
究

基
盤

の
整

備
件

数
件

0
2
0
2
0

1
1
0

2
0
2
5

【
文

科
】
E
T
S
-
9
の

技
術

実
証

（
大

電
力

化
、

高
排

熱
技

術
）

％
0

2
0
2
3

1
0
0

2
0
2
6

【
文

科
】
E
T
S
-
9
の

技
術

実
証

（
全

電
化

衛
星

技
術

）
％

0
2
0
2
3

1
0
0

2
0
2
6

【
文

科
】
技

術
試

験
衛

星
9
号

機
（
E
T
S
-
9
）
の

打
上

げ
年

0
2
0
1
9

0
0

0
1

2
0
2
3

【
国

交
】
携

帯
電

話
事

業
者

と
民

間
フ

ェ
リ

ー
事

業
者

と
の

携
帯

電
話

基
地

局
の

船
上

開
設

に
か

か
る

協
定

締
結

状
況

事
業

者
1

2
0
1
8

1
1

1
1

8
【
国

交
】
災

害
監

視
シ

ス
テ

ム
を

緊
急

的
に

導
入

す
べ

き
港

湾
等

に
お

い
て

、
遠

隔
か

つ
早

期
に

現
場

監
視

体
制

を
構

築
す

る
こ

と
に

よ
り

、
迅

速
な

復
旧

等
が

可
能

と
な

っ
た

割
合

％
0

2
0
2
0

0
5
1

8
8

2
0
2
5

【
防

衛
】
野

外
通

信
シ

ス
テ

ム
等

を
用

い
た

連
携

訓
練

の
実

施
率

％
7

2
0
1
3

6
0

6
7

8
0

9
3

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
【
防

衛
】
通

信
シ

ス
テ

ム
等

対
象

装
備

品
の

整
備

率
％

0
2
0
1
3

8
8

9
1

9
3

9
5

9
6

1
0
0

2
0
2
1

【
警

察
】
ド

ロ
ー

ン
の

飛
行

訓
練

の
実

施
状

況
％

0
2
0
1
7

0
3
1

6
5

7
8

8
2

1
0
0

2
0
2
3

【
警

察
】
ヘ

リ
コ

プ
タ

ー
テ

レ
ビ

シ
ス

テ
ム

の
更

新
・
改

修
式

0
2
0
2
2

0
4
1

2
0
2
5

【
警

察
】
警

察
移

動
無

線
通

信
シ

ス
テ

ム
の

更
新

・
統

合
都

道
府

県
4

2
0
1
7

4
8

1
8

4
0

4
0

4
7

2
0
2
3

【
警

察
】
無

線
中

継
所

の
更

新
・
改

修
（
５

か
年

加
速

化
対

策
）

箇
所

0
2
0
2
2

0
1
1

2
0
2
5

【
警

察
】
衛

星
通

信
シ

ス
テ

ム
の

更
新

・
改

修
都

道
府

県
0

2
0
2
2

0
4
7

2
0
2
5

【
警

察
】
無

線
中

継
所

の
更

新
・
改

修
（
基

本
計

画
）

箇
所

0
2
0
1
9

0
0

1
3

2
0
2
5

【
警

察
】
警

察
電

話
用

交
換

装
置

の
更

新
・
改

修
都

道
府

県
0

2
0
2
2

0
4
7

2
0
2
5

４
－

２
）
テ

レ
ビ

・
ラ

ジ
オ

放
送

の
中

断
等

に
よ

り
災

害
情

報
が

必
要

な
者

に
伝

達
で

き
な

い
事

態
【
総

務
】
ケ

ー
ブ

ル
テ

レ
ビ

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
光

化
率

％
2
0
2
1

2
1
.8

2
4
.2

2
6
.6

2
8
.7

5
0
.0

2
0
2
5

【
文

科
】
E
T
S
-
9
の

技
術

実
証

（
大

電
力

化
、

高
排

熱
技

術
）

％
0

2
0
2
3

1
0
0

2
0
2
6

【
文

科
】
E
T
S
-
9
の

技
術

実
証

（
全

電
化

衛
星

技
術

）
％

0
2
0
2
3

1
0
0

2
0
2
6

【
文

科
】
技

術
試

験
衛

星
9
号

機
（
E
T
S
-
9
）
の

打
上

げ
年

0
2
0
1
9

0
0

0
1

2
0
2
3

４
－

３
）
災

害
時

に
活

用
す

る
情

報
サ

ー
ビ

ス
が

機
能

停
止

し
、

情
報

の
収

集
・
伝

達
が

で
き

ず
、

避
難

行
動

や
救

助
・
支

援
が

遅
れ

る
事

態
【
内

閣
府

】
府

省
庁

及
び

主
要

な
自

治
体

・
民

間
企

業
と

の
連

携
及

び
他

分
野

と
の

デ
ー

タ
連

携
を

開
始

D
B

ま
た

は
P

F
0

2
0
2
0

0
0

4
1

2
0
2
2

【
内

閣
府

】
防

災
チ

ャ
ッ

ト
ボ

ッ
ト

の
社

会
実

装
自

治
体

0
2
0
2
0

5
6

5
7

1
0
0

2
0
2
3

【
内

閣
府

】
衛

星
安

否
確

認
サ

ー
ビ

ス
を

提
供

可
能

な
衛

星
数

1
2
0
2
2

2
2
0
2
3

【
総

務
】
他

の
災

害
関

連
シ

ス
テ

ム
と

の
連

携
に

よ
り

地
理

空
間

情
報

と
結

び
つ

い
た

災
害

情
報

が
伝

達
可

能
と

な
る

よ
う

な
調

査
研

究
の

報
告

書
報

告
書

0
2
0
2
1

1
2
0
2
2

【
総

務
】
ケ

ー
ブ

ル
テ

レ
ビ

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
光

化
率

％
2
0
2
1

2
1
.8

2
4
.2

2
6
.6

2
8
.7

5
0
.0

2
0
2
5

【
総

務
】
圧

縮
後

の
デ

ー
タ

伝
送

容
量

bp
s

-
2
0
2
2

4
0
0
kb

ps
2
0
2
4

【
総

務
】
消

防
指

令
シ

ス
テ

ム
の

標
準

イ
ン

タ
ー

フ
ェ

イ
ス

の
検

討
状

況
個

0
2
0
2
0

0
1

2
0
2
3

【
総

務
】
消

防
庁

が
被

害
報

の
全

て
の

項
目

（
1
2
）
を

自
動

収
集

で
き

る
都

道
府

県
数

都
道

府
県

0
2
0
2
0

0
0

4
7

2
0
2
3

【
総

務
】
衛

星
通

信
に

よ
る

非
常

用
通

信
手

段
の

整
備

状
況

％
9
3
.3

2
0
2
0

9
3
.3

1
0
0

1
0
0

2
0
2
5

【
総

務
】
自

治
体

向
け

ア
ド

バ
イ

ス
会

議
の

実
施

回
2
7

2
0
1
3

3
7

2
5

2
9

3
7

3
9

【
総

務
】
防

災
行

政
無

線
等

の
災

害
情

報
伝

達
手

段
の

整
備

％
8
6
.6

2
0
2
0

8
6
.6

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
地

震
津

波
火

山
観

測
網

の
更

新
（
防

災
科

学
技

術
研

究
所

の
基

幹
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

更
新

状
況

）
更

新
シ

ス
テ

ム
数

0
2
0
2
1

0
1

2
0
2
2

【
文

科
】
地

震
津

波
火

山
観

測
網

の
更

新
（
強

震
観

測
網

に
お

け
る

IS
D

N
回

線
か

ら
後

続
サ

ー
ビ

ス
へ

の
切

り
替

え
状

況
）

％
1
6

2
0
2
1

1
6

1
0
0

2
0
2
3

【
文

科
】
地

震
津

波
火

山
観

測
網

の
更

新
（
旧

型
バ

ッ
テ

リ
ー

で
あ

る
観

測
装

置
の

更
新

状
況

）
％

7
0

2
0
1
9

7
0

7
8

7
8

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
海

底
地

震
・
津

波
観

測
網

の
運

用
修

理
箇

所
数

0
2
0
2
1

　
　

0
1

2
0
2
2

【
文

科
】
南

海
ト

ラ
フ

海
底

地
震

津
波

観
測

網
の

構
築

観
測

シ
ス

テ
ム

の
構

築
数

0
2
0
1
9

0
0

0
1

2
0
2
5

【
文

科
】
E
T
S
-
9
の

技
術

実
証

（
大

電
力

化
、

高
排

熱
技

術
）

％
0

2
0
2
3

1
0
0

2
0
2
6

【
文

科
】
E
T
S
-
9
の

技
術

実
証

（
全

電
化

衛
星

技
術

）
％

0
2
0
2
3

1
0
0

2
0
2
6

【
文

科
】
技

術
試

験
衛

星
9
号

機
（
E
T
S
-
9
）
の

打
上

げ
年

0
2
0
1
9

0
0

0
1

2
0
2
3

【
文

科
】
気

候
変

動
予

測
デ

ー
タ

の
高

精
度

化
（
2
km

メ
ッ

シ
ュ

デ
ー

タ
の

整
備

）
-

0
2
0
2
1

1
1

2
0
2
6

【
文

科
】
D

IA
S
の

利
用

者
数

人
6
0
1
0

2
0
1
9

6
0
1
0

7
9
6
0

9
7
7
4

1
0
0
0
0

2
0
3
0

【
農

水
】
ハ

ザ
ー

ド
マ

ッ
プ

等
ソ

フ
ト

対
策

を
実

施
し

た
防

災
重

点
農

業
用

た
め

池
の

割
合

割
2
.9

2
0
1
9

2
.9

9
.9

1
0

2
0
2
5

【
経

産
】
気

象
庁

の
常

時
監

視
デ

ー
タ

と
し

て
提

供
す

る
観

測
施

設
の

地
点

数
地

点
1
4

2
0
1
0

1
6

1
6

1
6

1
6

1
6

2
0

2
0
2
4

【
国

交
】
携

帯
電

話
事

業
者

と
民

間
フ

ェ
リ

ー
事

業
者

と
の

携
帯

電
話

基
地

局
の

船
上

開
設

に
か

か
る

協
定

締
結

状
況

事
業

者
1

2
0
1
8

1
1

1
1

8
【
国

交
】
電

子
基

準
点

の
観

測
デ

ー
タ

の
取

得
率

％
9
9
.7

8
2
0
1
3

9
9
.8

9
9
.9

9
9
.8

9
9
.8

9
9
.8

9
9
.5

毎
年

度
【
国

交
】
安

全
管

理
責

任
者

の
設

置
率

（
第

１
種

旅
行

業
者

）
％

6
0
.4

2
0
1
7

6
0
.3

7
5
.4

9
3
.7

9
4
.1

1
0
0

2
0
2
3

【
国

交
】
安

全
管

理
責

任
者

の
設

置
率

（
第

２
種

旅
行

業
者

）
％

3
3
.6

2
0
1
7

3
3
.6

3
2
.1

6
4
.9

7
0
.5

1
0
0

2
0
2
3

【
国

交
】
安

全
管

理
責

任
者

の
設

置
率

（
地

域
限

定
旅

行
業

者
）

％
0

2
0
1
7

8
.6

6
0

5
2
.8

1
0
0

2
0
2
3

【
国

交
】
安

全
管

理
責

任
者

の
設

置
率

（
第

３
種

旅
行

業
者

）
％

2
5
.6

2
0
1
7

2
5
.6

1
9

6
9

7
4
.7

1
0
0

2
0
2
3

【
国

交
】
国

土
地

理
院

施
設

の
耐

災
害

性
強

化
の

実
施

箇
所

数
件

0
2
0
1
9

0
0

4
6

2
0
2
5

【
国

交
】
電

子
基

準
点

網
の

耐
災

害
性

強
化

の
実

施
箇

所
数

件
0

2
0
1
9

0
0

0
2
0
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
港

湾
工

事
に

お
い

て
３

次
元

デ
ー

タ
を

活
用

し
、

工
事

の
効

率
化

を
図

っ
た

割
合

％
1
0

2
0
2
0

3
8

1
0
0

2
0
2
3

【
環

境
】
夏

季
ま

で
に

、
災

害
時

も
含

め
た

熱
中

症
対

策
を

実
施

し
た

自
治

体
の

割
合

％
6
8

2
0
2
1

6
8

1
0
0

2
0
2
5

【
環

境
】
空

間
放

射
線

量
率

の
継

続
測

定
を

す
る

た
め

の
空

間
放

射
線

量
率

計
（
低

線
量

計
、

高
線

量
計

、
可

搬
型

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

ポ
ス

ト
、

電
子

線
量

計
）
等

の
更

新
・
整

備
率

台
1
6
7

2
0
2
1

3
6
0

2
0
2
5

【
警

察
】
ド

ロ
ー

ン
の

飛
行

訓
練

の
実

施
状

況
％

0
2
0
1
7

0
3
1

6
5

7
8

8
2

1
0
0

2
0
2
3

【
警

察
】
ヘ

リ
コ

プ
タ

ー
テ

レ
ビ

シ
ス

テ
ム

の
更

新
・
改

修
式

0
2
0
2
2

0
4
1

2
0
2
5

【
警

察
】
無

線
中

継
所

の
更

新
・
改

修
（
５

か
年

加
速

化
対

策
）

箇
所

0
2
0
2
2

0
1
1

2
0
2
5

【
警

察
】
衛

星
通

信
シ

ス
テ

ム
の

更
新

・
改

修
都

道
府

県
0

2
0
2
2

0
4
7

2
0
2
5

【
警

察
】
無

線
中

継
所

の
更

新
・
改

修
（
基

本
計

画
）

箇
所

0
2
0
1
9

0
0

1
3

2
0
2
5

【
警

察
】
警

察
電

話
用

交
換

装
置

の
更

新
・
改

修
都

道
府

県
0

2
0
2
2

0
4
7

2
0
2
5

５
－

１
）
サ

プ
ラ

イ
チ

ェ
ー

ン
の

寸
断

等
に

よ
る

企
業

の
生

産
力

低
下

に
よ

る
国

際
競

争
力

の
低

下
【
内

閣
府

】
防

災
チ

ャ
ッ

ト
ボ

ッ
ト

の
社

会
実

装
自

治
体

0
2
0
2
0

5
6

5
7

1
0
0

2
0
2
3

【
内

閣
府

】
大

企
業

の
B

C
P

の
策

定
割

合
％

6
0
.4

2
0
1
5

6
4

6
8
.4

7
0
.8

1
0
0

2
0
2
5

【
内

閣
府

】
中

堅
企

業
の

B
C

P
の

策
定

割
合

％
2
9
.9

2
0
1
5

3
1
.8

3
4
.4

4
0
.2

5
0

2
0
2
5

【
内

閣
府

】
地

域
再

生
法

に
基

づ
く
認

定
を

受
け

た
「
地

方
活

力
向

上
地

域
等

特
定

業
務

施
設

整
備

計
画

」
に

記
載

さ
れ

た
「
特

定
業

務
施

設
に

お
い

て
常

時
雇

用
す

る
従

業
員

の
増

加
数

」
人

4
4
4
7

2
0
1
5

1
0
4
4
3

1
3
8
9
1

1
5
2
3
1

1
8
3
6
9

2
2
7
2
1

3
0
0
0
0

2
0
2
4
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該
当

プ
ロ

グ
ラ

ム
指

標
名

単
位

初
期

値
初

年
度

2
0
1
7
年

度
末

2
0
1
8
年

度
末

2
0
1
9
年

度
末

2
0
2
0
年

度
末

2
0
2
1
年

度
末

目
標

値
目

標
年

度

【
農

水
】
水

産
物

の
流

通
拠

点
と

な
る

漁
港

の
う

ち
、

災
害

発
生

時
に

お
け

る
水

産
業

の
早

期
回

復
体

制
が

構
築

さ
れ

た
漁

港
の

割
合

％
0

2
0
1
6

1
3

6
8

2
7

7
0

2
0
2
6

【
農

水
】

大
ク

ラ
ス

の
津

波
に

対
す

る
安

全
な

避
難

が
可

能
と

な
っ

た
漁

村
人

口
の

割
合

(R
3
～

）
％

7
0

2
0
2
1

7
0

8
5

2
0
2
6

【
農

水
】
水

産
物

の
流

通
拠

点
と

な
る

漁
港

及
び

災
害

発
生

時
に

救
援

活
動

、
物

資
輸

送
等

の
拠

点
と

な
る

漁
港

等
に

お
い

て
、

地
震

・
津

波
に

対
す

る
主

要
施

設
の

安
全

性
が

確
保

さ
れ

た
漁

港
の

割
合

％
1
2

2
0
1
9

1
2

2
0

2
1

5
5

2
0
2
5

【
農

水
】
離

島
航

路
を

有
す

る
漁

港
に

お
い

て
、

地
震

・
津

波
に

対
す

る
主

要
施

設
の

安
全

性
が

確
保

さ
れ

た
漁

港
の

割
合

％
6

2
0
1
9

6
8

1
1

3
0

2
0
2
5

【
農

水
】
予

防
保

全
型

の
老

朽
化

対
策

に
転

換
し

、
機

能
の

保
全

及
び

安
全

な
利

用
が

確
保

さ
れ

た
漁

港
の

割
合

％
4
6

2
0
2
1

4
6

7
0

2
0
2
6

【
経

産
】
産

業
保

安
の

た
め

の
施

策
の

実
施

計
画

の
策

定
と

P
D

C
A

サ
イ

ク
ル

の
実

施
事

業
者

1
0
0

2
0
1
3

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
【
国

交
】
火

山
噴

火
リ

ア
ル

タ
イ

ム
ハ

ザ
ー

ド
マ

ッ
プ

シ
ス

テ
ム

に
お

い
て

運
用

中
の

火
山

の
う

ち
、

高
精

度
な

地
形

デ
ー

タ
を

整
備

し
た

火
山

の
割

合
火

山
2

2
0
1
9

2
2

3
1
0

2
0
2
5

【
国

交
】
土

砂
災

害
ハ

ザ
ー

ド
マ

ッ
プ

に
お

け
る

土
砂

災
害

警
戒

区
域

の
新

規
公

表
数

箇
所

0
2
0
1
9

0
1
6
0
0
0

5
6
0
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
津

波
対

策
を

緊
急

的
に

行
う

必
要

の
あ

る
港

湾
に

お
い

て
、

ハ
ー

ド
・
ソ

フ
ト

を
組

み
合

わ
せ

た
津

波
対

策
を

講
じ

て
、

被
害

の
抑

制
や

港
湾

機
能

の
維

持
、

港
湾

労
働

者
等

の
安

全
性

が
確

保
さ

れ
た

割
合

％
2
6

2
0
2
0

2
6

3
0

5
0

2
0
2
5

【
国

交
】
国

際
戦

略
港

湾
・
国

際
拠

点
港

湾
・
重

要
港

湾
に

お
い

て
、

港
湾

B
C

P
に

基
づ

く
関

係
機

関
と

連
携

し
た

訓
練

の
実

施
割

合
％

0
2
0
2
0

9
0

9
2

10
0

2
0
2
2

【
国

交
】
大

規
模

地
震

時
に

確
保

す
べ

き
海

上
交

通
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

う
ち

、
発

災
時

に
使

用
可

能
な

も
の

の
割

合
％

3
3

2
0
2
0

3
3

3
4

4
7

2
0
2
5

【
国

交
】
海

上
交

通
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

維
持

の
た

め
、

高
潮

・
高

波
対

策
を

実
施

す
る

必
要

が
あ

る
港

湾
に

お
い

て
、

港
湾

機
能

維
持

・
早

期
再

開
が

可
能

と
な

る
割

合
％

0
2
0
2
0

1
1
4

2
0
2
5

【
国

交
】
埋

塞
対

策
等

を
行

う
必

要
が

あ
る

港
湾

及
び

開
発

保
全

航
路

の
う

ち
豪

雨
等

に
よ

る
大

規
模

出
水

に
備

え
た

対
策

を
講

じ
、

航
行

の
安

全
性

を
確

保
し

た
割

合
％

0
2
0
2
0

2
1
1

2
0
2
5

【
国

交
】
国

土
強

靱
化

の
た

め
、

高
度

な
実

証
実

験
に

基
づ

き
策

定
さ

れ
る

技
術

基
準

類
の

う
ち

、
策

定
さ

れ
た

も
の

の
割

合
％

0
2
0
2
0

0
0

5
2
0
2
8

【
国

交
】
航

路
標

識
の

信
頼

性
向

上
対

策
箇

所
数

箇
所

1
7
7

2
0
2
0

3
1
5

8
1
7

2
0
3
0

【
国

交
】
航

路
標

識
の

海
水

浸
入

防
止

対
策

箇
所

数
箇

所
0

2
0
1
8

1
1
3

2
8
4

3
3
0

3
5
1

4
6
1

2
0
2
5

【
国

交
】
航

路
標

識
の

長
寿

命
化

推
進

の
た

め
の

点
検

・
診

断
箇

所
2
1
8

2
0
1
4

9
7
1

1
3
3
4

1
5
7
7

1
8
0
5

2
0
4
5

2
4
0
0

2
0
2
3

【
国

交
】
航

路
標

識
の

監
視

装
置

導
入

箇
所

数
箇

所
2
6
1

2
0
2
0

2
8
9

1
6
3
8

2
0
3
0

【
国

交
】
船

舶
通

航
信

号
所

等
の

予
備

電
源

整
備

箇
所

数
箇

所
0

2
0
1
8

7
1
7

2
1

3
7

1
0
3

2
0
2
8

【
国

交
】
航

路
標

識
の

老
朽

化
等

対
策

箇
所

数
箇

所
6
3
0

2
0
2
0

6
6
6

1
1
3
9

2
0
3
0

【
国

交
】
海

域
監

視
・
情

報
提

供
体

制
の

強
化

に
必

要
な

レ
ー

ダ
ー

、
監

視
カ

メ
ラ

の
整

備
箇

所
数

箇
所

0
2
0
1
8

5
5

1
0

1
7

4
5

2
0
2
4

【
国

交
】
船

舶
の

避
泊

水
域

を
確

保
す

る
必

要
が

あ
る

港
湾

の
う

ち
、

暴
風

時
の

安
全

な
避

難
泊

地
の

確
保

を
実

現
し

た
割

合
％

1
7

2
0
2
0

1
7

2
2

4
2

2
0
2
5

【
国

交
】
護

岸
の

嵩
上

げ
や

排
水

機
能

の
強

化
等

の
浸

水
対

策
に

よ
り

、
高

潮
・
高

波
・
豪

雨
等

に
よ

る
空

港
施

設
へ

の
浸

水
の

防
止

が
可

能
と

な
る

空
港

の
割

合
％

2
6

2
0
1
9

2
6

2
6

3
5

1
0
0

2
0
2
9

【
国

交
】
滑

走
路

等
の

耐
震

対
策

に
よ

り
、

地
震

発
生

後
に

お
け

る
救

急
･救

命
活

動
等

の
拠

点
機

能
の

確
保

や
航

空
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

維
持

が
可

能
と

な
る

空
港

の
割

合
％

7
0

2
0
1
9

7
0

7
0

7
4

1
0
0

2
0
2
9

【
国

交
】
老

朽
化

し
た

港
湾

施
設

（
約

2
5
,0

0
0
施

設
）
の

う
ち

、
予

防
保

全
型

の
対

策
を

導
入

し
、

機
能

の
保

全
及

び
安

全
な

利
用

等
が

可
能

と
な

っ
た

割
合

％
8
3

2
0
2
0

1
0
0

2
0
4
8

【
国

交
】
港

湾
工

事
に

お
い

て
３

次
元

デ
ー

タ
を

活
用

し
、

工
事

の
効

率
化

を
図

っ
た

割
合

％
1
0

2
0
2
0

3
8

1
0
0

2
0
2
3

【
国

交
】
イ

ン
フ

ラ
情

報
を

デ
ジ

タ
ル

化
し

、
C

yb
e
r 

P
o
rt

（
港

湾
イ

ン
フ

ラ
分

野
）
に

て
円

滑
な

デ
ー

タ
共

有
を

可
能

と
し

た
港

湾
の

割
合

％
0

2
0
2
0

0
1
0
0

2
0
2
4

【
国

交
】
災

害
監

視
シ

ス
テ

ム
を

緊
急

的
に

導
入

す
べ

き
港

湾
等

に
お

い
て

、
遠

隔
か

つ
早

期
に

現
場

監
視

体
制

を
構

築
す

る
こ

と
に

よ
り

、
迅

速
な

復
旧

等
が

可
能

と
な

っ
た

割
合

％
0

2
0
2
0

0
5
1

8
8

2
0
2
5

【
環

境
】
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク
リ

サ
イ

ク
ル

高
度

化
設

備
導

入
拠

点
数

施
設

0
2
0
1
8

8
8

4
0

2
2

2
4
0

2
0
2
1

５
－

２
）
エ

ネ
ル

ギ
ー

供
給

の
停

止
に

よ
る

、
社

会
経

済
活

動
・
サ

プ
ラ

イ
チ

ェ
ー

ン
の

維
持

へ
の

甚
大

な
影

響
【
厚

労
】
診

療
機

能
を

３
日

程
度

維
持

で
き

る
非

常
用

自
家

発
電

設
備

を
保

有
す

る
災

害
拠

点
病

院
等

の
割

合
％

8
0
.9

2
0
1
9

8
0
.9

1
0
0

2
0
2
2

【
厚

労
】
E
M

IS
の

シ
ス

テ
ム

改
修

の
完

成
％

0
2
0
1
9

1
0
0

1
0
0

0
2
0
2
2

【
経

産
】
S
S
の

燃
料

在
庫

能
力

の
強

化
件

7
4
8

2
0
1
9

7
4
8

7
6
5

8
5
0

1
6
6
0

2
0
2
5

【
経

産
】
緊

急
放

出
訓

練
の

実
施

％
1
0
0

2
0
1
9

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

2
0
2
2

【
経

産
】
S
S
過

疎
地

自
治

体
に

お
け

る
S
S
過

疎
地

対
策

計
画

策
定

件
数

（
累

積
）

件
0

2
0
1
6

2
5

8
8

9
5
0

2
0
2
2

【
経

産
】
災

害
時

石
油

供
給

連
携

計
画

実
施

訓
練

の
前

年
度

課
題

の
改

善
率

％
4
7

2
0
1
4

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

2
0
2
3

【
経

産
】
特

別
警

報
級

の
大

雨
や

高
潮

等
の

新
た

な
事

象
を

想
定

し
た

強
靱

化
対

策
を

実
施

し
、

災
害

対
応

能
力

の
強

化
を

図
る

製
油

所
の

箇
所

数
箇

所
0

2
0
2
0

0
0

1
2

2
0
2
5

【
経

産
】
低

圧
本

支
管

の
耐

震
化

率
％

7
7
.7

2
0
0
8

8
8
.8

8
9
.5

9
0
.3

9
1

9
0

2
0
3
0

【
経

産
】
停

電
対

応
型

の
天

然
ガ

ス
利

用
設

備
の

導
入

等
を

行
っ

た
避

難
施

設
等

の
箇

所
数

箇
所

1
3
5
8

2
0
1
9

1
3
5
8

1
6
5
4

1
7
0
3

2
5
8
0

2
0
2
5

【
経

産
】
日

本
に

お
け

る
１

需
要

家
あ

た
り

の
年

間
停

電
時

間
分

／
年

1
6

2
0
1
3

1
6

2
2
5

8
6

2
7

1
6

2
0
3
2
年

度
頃

【
国

交
】
災

害
対

応
拠

点
を

含
む

都
市

開
発

が
予

定
さ

れ
る

拠
点

地
区

で
自

立
分

散
型

面
的

エ
ネ

ル
ギ

ー
シ

ス
テ

ム
が

導
入

さ
れ

る
地

区
数

地
区

1
1

2
0
2
0

1
1

1
2

1
6

2
0
2
5

【
国

交
】
船

舶
の

避
泊

水
域

を
確

保
す

る
必

要
が

あ
る

港
湾

の
う

ち
、

暴
風

時
の

安
全

な
避

難
泊

地
の

確
保

を
実

現
し

た
割

合
％

1
7

2
0
2
0

1
7

2
2

4
2

2
0
2
5

【
環

境
】
災

害
・
停

電
時

に
機

能
発

揮
を

可
能

と
し

た
避

難
施

設
・
防

災
拠

点
の

箇
所

数
箇

所
0

2
0
1
8

0
2
0
8

3
8
4

1
1
4

1
0
0
0

2
0
2
5

【
環

境
】
新

た
に

整
備

し
た

Z
E
B

の
数

件
0

2
0
1
6

3
9

6
1

8
8

8
6

2
6
1

2
0
2
3

【
防

衛
】
燃

料
の

輸
送

支
援

に
係

る
防

災
訓

練
の

実
施

率
％

0
2
0
1
3

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
【
防

衛
】
停

電
復

旧
等

に
係

る
共

同
図

上
演

習
の

実
施

率
％

0
2
0
1
9

0
1
0
0

0
1
0
0

毎
年

度
【
警

察
】
広

域
緊

急
援

助
隊

合
同

訓
練

の
実

施
回

数
回

8
2
0
1
8

8
8

7
6

7
毎

年
度

５
－

３
）
コ

ン
ビ

ナ
ー

ト
・
重

要
な

産
業

施
設

の
損

壊
、

火
災

、
爆

発
等

【
総

務
】
前

年
中

の
「
石

油
コ

ン
ビ

ナ
ー

ト
等

特
別

防
災

区
域

の
特

定
事

業
所

に
お

け
る

事
故

概
要

」
の

提
供

回
1

2
0
1
8

1
1

1
1

1
1

2
0
2
3

【
総

務
】
石

油
コ

ン
ビ

ナ
ー

ト
等

防
災

計
画

に
基

づ
く
訓

練
を

実
施

し
た

防
災

本
部

の
割

合
％

8
1

2
0
1
9

8
1

8
4

8
1

5
4

6
7

1
0
0

2
0
2
3

【
経

産
】
特

別
警

報
級

の
大

雨
や

高
潮

等
の

新
た

な
事

象
を

想
定

し
た

強
靱

化
対

策
を

実
施

し
、

災
害

対
応

能
力

の
強

化
を

図
る

製
油

所
の

箇
所

数
箇

所
0

2
0
2
0

0
0

1
2

2
0
2
5

【
国

交
】
津

波
防

災
情

報
の

整
備

区
域

数
区

域
1
3

2
0
1
3

1
4
3

1
7
1

1
9
4

2
0
0

2
0
4

2
2
8

2
0
2
4

【
国

交
】
船

舶
の

避
泊

水
域

を
確

保
す

る
必

要
が

あ
る

港
湾

の
う

ち
、

暴
風

時
の

安
全

な
避

難
泊

地
の

確
保

を
実

現
し

た
割

合
％

1
7

2
0
2
0

1
7

2
2

4
2

2
0
2
5

５
－

４
）
海

上
輸

送
の

機
能

の
停

止
に

よ
る

海
外

貿
易

へ
の

甚
大

な
影

響
【
内

閣
府

】
府

省
庁

及
び

主
要

な
自

治
体

・
民

間
企

業
と

の
連

携
及

び
他

分
野

と
の

デ
ー

タ
連

携
を

開
始

D
B

ま
た

は
P

F
0

2
0
2
0

0
0

4
1

2
0
2
2

【
国

交
】
国

際
戦

略
港

湾
・
国

際
拠

点
港

湾
・
重

要
港

湾
に

お
い

て
、

港
湾

B
C

P
に

基
づ

く
関

係
機

関
と

連
携

し
た

訓
練

の
実

施
割

合
％

0
2
0
2
0

9
0

9
2

10
0

2
0
2
2

【
国

交
】
海

上
交

通
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

維
持

の
た

め
、

高
潮

・
高

波
対

策
を

実
施

す
る

必
要

が
あ

る
港

湾
に

お
い

て
、

港
湾

機
能

維
持

・
早

期
再

開
が

可
能

と
な

る
割

合
％

0
2
0
2
0

1
1
4

2
0
2
5

【
国

交
】
埋

塞
対

策
等

を
行

う
必

要
が

あ
る

港
湾

及
び

開
発

保
全

航
路

の
う

ち
豪

雨
等

に
よ

る
大

規
模

出
水

に
備

え
た

対
策

を
講

じ
、

航
行

の
安

全
性

を
確

保
し

た
割

合
％

0
2
0
2
0

2
1
1

2
0
2
5

【
国

交
】
国

土
強

靱
化

の
た

め
、

高
度

な
実

証
実

験
に

基
づ

き
策

定
さ

れ
る

技
術

基
準

類
の

う
ち

、
策

定
さ

れ
た

も
の

の
割

合
％

0
2
0
2
0

0
0

5
2
0
2
8

【
国

交
】
G

N
S
S
技

術
を

用
い

た
低

水
面

調
査

の
実

施
数

港
湾

0
2
0
1
6

8
0

1
2
0

1
6
0

2
0
0

2
4
0

2
8
0

2
0
2
2

【
国

交
】
航

路
標

識
の

信
頼

性
向

上
対

策
箇

所
数

箇
所

1
7
7

2
0
2
0

3
1
5

8
1
7

2
0
3
0

【
国

交
】
航

路
標

識
の

海
水

浸
入

防
止

対
策

箇
所

数
箇

所
0

2
0
1
8

1
1
3

2
8
4

3
3
0

3
5
1

4
6
1

2
0
2
5

【
国

交
】
航

路
標

識
の

長
寿

命
化

推
進

の
た

め
の

点
検

・
診

断
箇

所
2
1
8

2
0
1
4

9
7
1

1
3
3
4

1
5
7
7

1
8
0
5

2
0
4
5

2
4
0
0

2
0
2
3

【
国

交
】
航

路
標

識
の

監
視

装
置

導
入

箇
所

数
箇

所
2
6
1

2
0
2
0

2
8
9

1
6
3
8

2
0
3
0

【
国

交
】
船

舶
通

航
信

号
所

等
の

予
備

電
源

整
備

箇
所

数
箇

所
0

2
0
1
8

7
1
7

2
1

3
7

1
0
3

2
0
2
8

【
国

交
】
航

路
標

識
の

老
朽

化
等

対
策

箇
所

数
箇

所
6
3
0

2
0
2
0

6
6
6

1
1
3
9

2
0
3
0

【
国

交
】
海

域
監

視
・
情

報
提

供
体

制
の

強
化

に
必

要
な

レ
ー

ダ
ー

、
監

視
カ

メ
ラ

の
整

備
箇

所
数

箇
所

0
2
0
1
8

5
5

1
0

1
7

4
5

2
0
2
4

149



該
当

プ
ロ

グ
ラ

ム
指

標
名

単
位

初
期

値
初

年
度

2
0
1
7
年

度
末

2
0
1
8
年

度
末

2
0
1
9
年

度
末

2
0
2
0
年

度
末

2
0
2
1
年

度
末

目
標

値
目

標
年

度

【
国

交
】
船

舶
の

避
泊

水
域

を
確

保
す

る
必

要
が

あ
る

港
湾

の
う

ち
、

暴
風

時
の

安
全

な
避

難
泊

地
の

確
保

を
実

現
し

た
割

合
％

1
7

2
0
2
0

1
7

2
2

4
2

2
0
2
5

【
国

交
】
老

朽
化

し
た

港
湾

施
設

（
約

2
5
,0

0
0
施

設
）
の

う
ち

、
予

防
保

全
型

の
対

策
を

導
入

し
、

機
能

の
保

全
及

び
安

全
な

利
用

等
が

可
能

と
な

っ
た

割
合

％
8
3

2
0
2
0

1
0
0

2
0
4
8

【
国

交
】
港

湾
工

事
に

お
い

て
３

次
元

デ
ー

タ
を

活
用

し
、

工
事

の
効

率
化

を
図

っ
た

割
合

％
1
0

2
0
2
0

3
8

1
0
0

2
0
2
3

【
国

交
】
イ

ン
フ

ラ
情

報
を

デ
ジ

タ
ル

化
し

、
C

yb
e
r 

P
o
rt

（
港

湾
イ

ン
フ

ラ
分

野
）
に

て
円

滑
な

デ
ー

タ
共

有
を

可
能

と
し

た
港

湾
の

割
合

％
0

2
0
2
0

0
1
0
0

2
0
2
4

５
－

５
）
太

平
洋

ベ
ル

ト
地

帯
の

幹
線

が
分

断
す

る
な

ど
、

基
幹

的
陸

上
海

上
交

通
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

機
能

停
止

に
よ

る
物

流
・
人

流
へ

の
甚

大
な

影
響

【
内

閣
府

】
府

省
庁

及
び

主
要

な
自

治
体

・
民

間
企

業
と

の
連

携
及

び
他

分
野

と
の

デ
ー

タ
連

携
を

開
始

D
B

ま
た

は
P

F
0

2
0
2
0

0
0

4
1

2
0
2
2

【
内

閣
府

】
防

災
チ

ャ
ッ

ト
ボ

ッ
ト

の
社

会
実

装
自

治
体

0
2
0
2
0

5
6

5
7

1
0
0

2
0
2
3

【
内

閣
府

】
地

域
再

生
法

の
規

定
に

よ
り

内
閣

総
理

大
臣

が
認

定
し

た
地

域
再

生
計

画
に

基
づ

き
実

施
す

る
基

盤
整

備
事

業
の

完
了

数
地

域
3
7

2
0
1
3

3
3
1

3
6
3

4
6
0

5
1
1

5
7
1

6
0
8

2
0
2
2

【
法

務
】
長

期
相

続
登

記
等

未
了

土
地

の
解

消
作

業
の

着
手

筆
数

筆
2
1
0
0
0

2
0
2
2

1
9
7
7
0
2

1
2
0
4
8
8

2
4
0
0
8
3

2
1
0
0
0

2
0
2
2

【
農

水
】
迂

回
路

と
な

っ
て

い
る

林
道

に
つ

い
て

、
幅

員
、

設
計

荷
重

、
通

行
可

能
期

間
等

を
記

載
し

た
調

書
の

策
定

割
合

％
1
0
0

2
0
1
5

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
【
農

水
】
迂

回
路

と
な

っ
て

い
る

農
道

に
つ

い
て

、
幅

員
、

設
計

荷
重

、
通

行
可

能
期

間
等

を
記

載
し

た
調

書
の

策
定

割
合

％
1
0
0

2
0
1
5

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
【
農

水
】
山

地
災

害
危

険
地

区
等

に
お

け
る

森
林

整
備

対
策

（
排

水
施

設
の

整
備

、
法

面
の

保
全

等
に

よ
る

特
に

重
要

な
林

道
路

線
の

整
備

・
強

化
実

施
率

）
％

5
0

2
0
2
0

5
0

1
0
0

2
0
3
6

【
経

産
】
政

府
・
自

治
体

等
の

防
災

計
画

・
被

害
想

定
・
ハ

ザ
ー

ド
マ

ッ
プ

策
定

等
に

活
用

さ
れ

る
火

山
地

質
図

と
噴

火
口

図
の

出
版

数
版

1
7

2
0
1
1

2
2

2
3

2
3

2
3

2
4

3
0

2
0
2
5

【
経

産
】
政

府
・
自

治
体

等
の

防
災

計
画

・
被

害
想

定
・
ハ

ザ
ー

ド
マ

ッ
プ

策
定

等
に

活
用

さ
れ

る
津

波
浸

水
履

歴
情

報
が

整
備

さ
れ

た
地

域
の

数
地

域
5

2
0
1
0

8
1
1

1
2

1
2

1
2

1
3

2
0
2
4

【
経

産
】
政

府
・
自

治
体

等
の

防
災

計
画

・
被

害
想

定
・
ハ

ザ
ー

ド
マ

ッ
プ

策
定

等
に

活
用

さ
れ

る
活

断
層

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

上
で

の
位

置
情

報
整

備
地

点
数

地
点

0
2
0
2
1

2
0
4

7
0
0

2
0
2
5

【
経

産
】
政

府
・
自

治
体

等
の

防
災

計
画

・
被

害
想

定
・
ハ

ザ
ー

ド
マ

ッ
プ

策
定

等
に

活
用

さ
れ

る
調

査
デ

ー
タ

を
取

得
し

た
活

断
層

の
数

断
層

0
2
0
2
1

7
1
4

2
0
2
5

【
国

交
】
地

籍
調

査
の

優
先

実
施

地
域

で
の

進
捗

率
％

7
9

2
0
1
9

7
9

7
9

8
7

2
0
2
9

【
国

交
】
地

籍
調

査
の

対
象

地
域

全
体

で
の

進
捗

率
％

5
2

2
0
1
9

5
2

5
2

5
7

2
0
2
9

【
国

交
】
今

後
土

砂
災

害
等

が
発

生
す

る
可

能
性

が
高

い
エ

リ
ア

の
う

ち
、

土
砂

災
害

特
別

警
戒

区
域

等
の

特
に

緊
急

性
が

高
い

地
域

を
対

象
と

し
た

地
籍

調
査

の
実

施
面

積
㎢

0
2
0
2
0

0
9
7

5
4
0

2
0
2
5

【
国

交
】
計

画
的

な
点

検
調

査
に

基
づ

く
下

水
道

管
路

の
老

朽
化

対
策

を
完

了
し

た
延

長
の

割
合

％
0

2
0
1
9

0
2
6

1
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
重

要
施

設
に

係
る

下
水

道
管

路
の

耐
震

化
率

％
5
2

2
0
1
9

5
2

5
4

6
4

2
0
2
5

【
国

交
】
緊

急
輸

送
道

路
上

の
橋

梁
の

耐
震

化
率

％
7
5

2
0
1
5

7
8

7
9

7
9

8
0

8
4

2
0
2
5

【
国

交
】
三

大
都

市
圏

環
状

道
路

整
備

率
％

6
8

2
0
1
4

7
9

8
1

8
2

8
3

8
4

8
9

2
0
2
5

【
国

交
】
電

柱
倒

壊
の

リ
ス

ク
が

あ
る

市
街

地
等

の
緊

急
輸

送
道

路
に

お
け

る
無

電
柱

化
着

手
率

％
3
8

2
0
1
9

3
8

4
1

5
2

2
0
2
5

【
国

交
】
道

路
に

よ
る

都
市

間
速

達
性

の
確

保
率

％
5
1

2
0
1
4

5
4

5
6

5
7

5
7

6
3

2
0
2
5

【
国

交
】
高

規
格

道
路

の
ミ

ッ
シ

ン
グ

リ
ン

ク
改

善
率

％
0

2
0
1
9

0
9

3
0

2
0
2
5

【
国

交
】
高

規
格

道
路

（
有

料
）
の

４
車

線
化

優
先

整
備

区
間

の
事

業
着

手
率

％
1
3

2
0
1
9

1
3

2
2

2
6

4
7

2
0
2
5

【
国

交
】
首

都
直

下
地

震
又

は
南

海
ト

ラ
フ

地
震

で
震

度
6
強

以
上

が
想

定
さ

れ
る

地
域

等
に

存
在

す
る

主
要

鉄
道

路
線

の
耐

震
化

率
％

9
7

2
0
1
7

9
7

9
7

9
7

9
8

1
0
0

2
0
2
2

【
国

交
】
津

波
対

策
を

緊
急

的
に

行
う

必
要

の
あ

る
港

湾
に

お
い

て
、

ハ
ー

ド
・
ソ

フ
ト

を
組

み
合

わ
せ

た
津

波
対

策
を

講
じ

て
、

被
害

の
抑

制
や

港
湾

機
能

の
維

持
、

港
湾

労
働

者
等

の
安

全
性

が
確

保
さ

れ
た

割
合

％
2
6

2
0
2
0

2
6

3
0

5
0

2
0
2
5

【
国

交
】
国

際
戦

略
港

湾
・
国

際
拠

点
港

湾
・
重

要
港

湾
に

お
い

て
、

港
湾

B
C

P
に

基
づ

く
関

係
機

関
と

連
携

し
た

訓
練

の
実

施
割

合
％

0
2
0
2
0

9
0

9
2

10
0

2
0
2
2

【
国

交
】
大

規
模

地
震

時
に

確
保

す
べ

き
海

上
交

通
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

う
ち

、
発

災
時

に
使

用
可

能
な

も
の

の
割

合
％

3
3

2
0
2
0

3
3

3
4

4
7

2
0
2
5

【
国

交
】
海

上
交

通
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

維
持

の
た

め
、

高
潮

・
高

波
対

策
を

実
施

す
る

必
要

が
あ

る
港

湾
に

お
い

て
、

港
湾

機
能

維
持

・
早

期
再

開
が

可
能

と
な

る
割

合
％

0
2
0
2
0

1
1
4

2
0
2
5

【
国

交
】
埋

塞
対

策
等

を
行

う
必

要
が

あ
る

港
湾

及
び

開
発

保
全

航
路

の
う

ち
豪

雨
等

に
よ

る
大

規
模

出
水

に
備

え
た

対
策

を
講

じ
、

航
行

の
安

全
性

を
確

保
し

た
割

合
％

0
2
0
2
0

2
1
1

2
0
2
5

【
国

交
】
国

土
強

靱
化

の
た

め
、

高
度

な
実

証
実

験
に

基
づ

き
策

定
さ

れ
る

技
術

基
準

類
の

う
ち

、
策

定
さ

れ
た

も
の

の
割

合
％

0
2
0
2
0

0
0

5
2
0
2
8

【
国

交
】
G

N
S
S
技

術
を

用
い

た
低

水
面

調
査

の
実

施
数

港
湾

0
2
0
1
6

8
0

1
2
0

1
6
0

2
0
0

2
4
0

2
8
0

2
0
2
2

【
国

交
】
既

往
大

規
模

の
降

雨
に

よ
り

流
失

・
傾

斜
の

恐
れ

が
あ

る
鉄

道
河

川
橋

梁
の

流
失

・
傾

斜
対

策
の

完
了

率
％

3
3

2
0
2
0

3
3

8
5

2
0
2
5

【
国

交
】
既

往
大

規
模

の
降

雨
に

よ
り

崩
壊

の
恐

れ
が

あ
る

鉄
道

隣
接

斜
面

の
崩

壊
防

止
対

策
の

完
了

率
％

1
6

2
0
2
0

1
6

8
5

2
0
2
5

【
国

交
】
航

路
標

識
の

信
頼

性
向

上
対

策
箇

所
数

箇
所

1
7
7

2
0
2
0

3
1
5

8
1
7

2
0
3
0

【
国

交
】
航

路
標

識
の

海
水

浸
入

防
止

対
策

箇
所

数
箇

所
0

2
0
1
8

1
1
3

2
8
4

3
3
0

3
5
1

4
6
1

2
0
2
5

【
国

交
】
航

路
標

識
の

長
寿

命
化

推
進

の
た

め
の

点
検

・
診

断
箇

所
2
1
8

2
0
1
4

9
7
1

1
3
3
4

1
5
7
7

1
8
0
5

2
0
4
5

2
4
0
0

2
0
2
3

【
国

交
】
航

路
標

識
の

監
視

装
置

導
入

箇
所

数
箇

所
2
6
1

2
0
2
0

2
8
9

1
6
3
8

2
0
3
0

【
国

交
】
船

舶
通

航
信

号
所

等
の

予
備

電
源

整
備

箇
所

数
箇

所
0

2
0
1
8

7
1
7

2
1

3
7

1
0
3

2
0
2
8

【
国

交
】
航

路
標

識
の

老
朽

化
等

対
策

箇
所

数
箇

所
6
3
0

2
0
2
0

6
6
6

1
1
3
9

2
0
3
0

【
国

交
】
海

域
監

視
・
情

報
提

供
体

制
の

強
化

に
必

要
な

レ
ー

ダ
ー

、
監

視
カ

メ
ラ

の
整

備
箇

所
数

箇
所

0
2
0
1
8

5
5

1
0

1
7

4
5

2
0
2
4

【
国

交
】
船

舶
の

避
泊

水
域

を
確

保
す

る
必

要
が

あ
る

港
湾

の
う

ち
、

暴
風

時
の

安
全

な
避

難
泊

地
の

確
保

を
実

現
し

た
割

合
％

1
7

2
0
2
0

1
7

2
2

4
2

2
0
2
5

【
国

交
】
護

岸
の

嵩
上

げ
や

排
水

機
能

の
強

化
等

の
浸

水
対

策
に

よ
り

、
高

潮
・
高

波
・
豪

雨
等

に
よ

る
空

港
施

設
へ

の
浸

水
の

防
止

が
可

能
と

な
る

空
港

の
割

合
％

2
6

2
0
1
9

2
6

2
6

3
5

1
0
0

2
0
2
9

【
国

交
】
滑

走
路

等
の

耐
震

対
策

に
よ

り
、

地
震

発
生

後
に

お
け

る
救

急
･救

命
活

動
等

の
拠

点
機

能
の

確
保

や
航

空
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

維
持

が
可

能
と

な
る

空
港

の
割

合
％

7
0

2
0
1
9

7
0

7
0

7
4

1
0
0

2
0
2
9

【
国

交
】
タ

ー
ミ

ナ
ル

ビ
ル

吊
り

天
井

の
安

全
対

策
に

よ
り

、
地

震
に

よ
る

吊
り

天
井

の
落

下
事

故
の

防
止

が
可

能
と

な
る

空
港

の
割

合
％

6
4

2
0
2
0

6
4

6
8

7
5

2
0
2
5

【
国

交
】
地

方
公

共
団

体
が

管
理

す
る

道
路

の
緊

急
又

は
早

期
に

対
策

を
講

ず
べ

き
橋

梁
の

修
繕

措
置

率
％

3
4

2
0
1
9

1
2

2
0

3
4

5
1

7
3

2
0
2
5

【
国

交
】
防

災
上

重
要

な
道

路
に

お
け

る
舗

装
の

修
繕

措
置

率
％

0
2
0
1
9

0
4
5

1
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
緊

急
輸

送
道

路
（
1
次

）
に

お
け

る
常

時
観

測
が

必
要

な
区

間
の

C
C

T
V

カ
メ

ラ
の

設
置

率
％

0
2
0
1
9

0
0

9
5
0

2
0
2
5

【
国

交
】
老

朽
化

し
た

港
湾

施
設

（
約

2
5
,0

0
0
施

設
）
の

う
ち

、
予

防
保

全
型

の
対

策
を

導
入

し
、

機
能

の
保

全
及

び
安

全
な

利
用

等
が

可
能

と
な

っ
た

割
合

％
8
3

2
0
2
0

1
0
0

2
0
4
8

【
国

交
】
港

湾
工

事
に

お
い

て
３

次
元

デ
ー

タ
を

活
用

し
、

工
事

の
効

率
化

を
図

っ
た

割
合

％
1
0

2
0
2
0

3
8

1
0
0

2
0
2
3

【
国

交
】
イ

ン
フ

ラ
情

報
を

デ
ジ

タ
ル

化
し

、
C

yb
e
r 

P
o
rt

（
港

湾
イ

ン
フ

ラ
分

野
）
に

て
円

滑
な

デ
ー

タ
共

有
を

可
能

と
し

た
港

湾
の

割
合

％
0

2
0
2
0

0
1
0
0

2
0
2
4

【
国

交
】
予

防
保

全
型

イ
ン

フ
ラ

メ
ン

テ
ナ

ン
ス

の
転

換
に

向
け

た
施

設
の

修
繕

率
（
鉄

道
）

％
1
4

2
0
2
0

1
4

1
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
施

設
の

老
朽

化
に

起
因

す
る

航
空

機
事

故
及

び
重

大
イ

ン
シ

デ
ン

ト
の

件
数

件
0

2
0
2
0

0
0

毎
年

度
【
警

察
】
広

域
交

通
管

制
シ

ス
テ

ム
に

よ
る

道
路

状
況

等
の

把
握

割
合

％
6
4
.7

2
0
1
7

6
4
.7

7
4
.8

8
9
.8

7
2
.8

8
2
.1

1
0
0

2
0
2
3

【
警

察
】
信

号
機

電
源

付
加

装
置

の
整

備
率

（
補

助
事

業
）

台
0

2
0
2
1

2
9
7

2
0
0
0

2
0
2
5

【
警

察
】
老

朽
化

し
た

信
号

機
の

更
新

率
（
補

助
事

業
）

基
0

2
0
2
1

6
6
2
1

4
5
0
0
0

2
0
2
5

５
－

６
）
複

数
空

港
の

同
時

被
災

に
よ

る
国

際
航

空
輸

送
へ

の
甚

大
な

影
響

【
内

閣
府

】
府

省
庁

及
び

主
要

な
自

治
体

・
民

間
企

業
と

の
連

携
及

び
他

分
野

と
の

デ
ー

タ
連

携
を

開
始

D
B

ま
た

は
P

F
0

2
0
2
0

0
0

4
1

2
0
2
2

【
国

交
】
滑

走
路

等
の

耐
震

対
策

に
よ

り
、

地
震

発
生

後
に

お
け

る
救

急
･救

命
活

動
等

の
拠

点
機

能
の

確
保

や
航

空
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

維
持

が
可

能
と

な
る

空
港

の
割

合
％

7
0

2
0
1
9

7
0

7
0

7
4

1
0
0

2
0
2
9

【
国

交
】
タ

ー
ミ

ナ
ル

ビ
ル

吊
り

天
井

の
安

全
対

策
に

よ
り

、
地

震
に

よ
る

吊
り

天
井

の
落

下
事

故
の

防
止

が
可

能
と

な
る

空
港

の
割

合
％

6
4

2
0
2
0

6
4

6
8

7
5

2
0
2
5

【
国

交
】
「
A

2
-
B

C
P

」
に

基
づ

く
訓

練
等

の
実

施
率

％
7
0

2
0
2
0

7
0

9
2

1
0
0

毎
年

度
【
国

交
】
施

設
の

老
朽

化
に

起
因

す
る

航
空

機
事

故
及

び
重

大
イ

ン
シ

デ
ン

ト
の

件
数

件
0

2
0
2
0

0
0

毎
年

度
５

－
７

）
金

融
サ

ー
ビ

ス
・
郵

便
等

の
機

能
停

止
に

よ
る

国
民

生
活

・
商

取
引

等
へ

の
甚

大
な

影
響

【
金

融
】
金

融
機

関
に

お
け

る
B

C
P

の
策

定
率

（
全

預
金

取
扱

金
融

機
関

）
％

9
5

2
0
1
5

9
9

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
【
金

融
】
金

融
機

関
の

シ
ス

テ
ム

セ
ン

タ
ー

等
の

重
要

拠
点

の
バ

ッ
ク

ア
ッ

プ
サ

イ
ト

の
確

保
（
全

預
金

取
扱

金
融

機
関

）
％

9
3

2
0
1
5

9
8

9
8

9
9

9
9

9
9

1
0
0

【
金

融
】
金

融
機

関
に

お
け

る
シ

ス
テ

ム
セ

ン
タ

ー
等

の
重

要
拠

点
へ

の
自

家
発

電
機

の
設

置
（
全

預
金

取
扱

金
融

機
関

）
％

9
5

2
0
1
5

9
9

9
9

9
9

9
9

9
9

1
0
0

150



該
当

プ
ロ

グ
ラ

ム
指

標
名

単
位

初
期

値
初

年
度

2
0
1
7
年

度
末

2
0
1
8
年

度
末

2
0
1
9
年

度
末

2
0
2
0
年

度
末

2
0
2
1
年

度
末

目
標

値
目

標
年

度

【
金

融
】
三

市
場

合
同

の
横

断
的

訓
練

の
実

施
％

1
0
0

2
0
1
3

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
【
金

融
】
銀

行
業

界
に

お
け

る
横

断
的

訓
練

の
実

施
％

1
0
0

2
0
1
3

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
５

－
８

）
食

料
等

の
安

定
供

給
の

停
滞

【
内

閣
府

】
府

省
庁

及
び

主
要

な
自

治
体

・
民

間
企

業
と

の
連

携
及

び
他

分
野

と
の

デ
ー

タ
連

携
を

開
始

D
B

ま
た

は
P

F
0

2
0
2
0

0
0

4
1

2
0
2
2

【
農

水
】
耐

震
対

策
が

早
期

に
必

要
と

判
明

し
て

い
る

重
要

度
の

高
い

国
営

造
成

施
設

に
お

け
る

対
策

着
手

の
割

合
％

7
4

2
0
2
1

7
4

8
7

1
0
0

2
0
2
5

【
農

水
】
防

災
重

点
農

業
用

た
め

池
に

お
け

る
防

災
対

策
着

手
の

割
合

割
1
.4

2
0
2
0

1
.4

8
2
0
2
5

【
農

水
】
防

災
重

点
農

業
用

た
め

池
の

防
災

・
減

災
対

策
％

1
9

2
0
2
0

1
9

1
0
0

2
0
2
5

【
農

水
】
更

新
が

早
期

に
必

要
と

判
明

し
て

い
る

基
幹

的
農

業
水

利
施

設
に

お
け

る
対

策
着

手
の

割
合

％
0

2
0
2
1

0
2
0

1
0
0

2
0
2
5

【
農

水
】
食

品
産

業
事

業
者

に
お

け
る

連
携

・
協

力
体

制
の

構
築

割
合

％
2
4

2
0
1
2

5
0

7
4

5
0

毎
年

度
【
農

水
】
湛

水
被

害
等

が
防

止
さ

れ
る

農
地

及
び

周
辺

地
域

の
土

地
改

良
長

期
計

画
（
R

3
～

7
年

度
の

5
年

間
）
で

の
目

標
面

積
に

対
す
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2
0
1
9

6
7
.7

7
1
.1

7
7

2
0
2
5

【
厚

労
】
浄

水
場

の
土

砂
災

害
対

策
実

施
率

％
4
2
.6

2
0
1
9

4
2
.6

4
5
.5

4
8

2
0
2
5

【
厚

労
】
浄

水
場

の
浸

水
災

害
対

策
実

施
率

％
3
7
.2

2
0
1
9

3
7
.2

4
0
.4

5
9

2
0
2
5

【
厚

労
】
浄

水
場

の
耐

震
化

率
％

3
0
.6

2
0
1
8

3
0
.6

3
2
.6

3
8

4
1

2
0
2
5

【
厚

労
】
配

水
場

の
耐

震
化

率
％

5
6
.9

2
0
1
8

5
6
.9

5
8
.6

6
0
.8

7
0

2
0
2
5

【
厚

労
】
上

水
道

の
基

幹
管

路
の

耐
震

適
合

率
％

4
0
.3

2
0
1
8

4
0
.3

4
0
.9

4
0
.7

6
0

2
0
2
8

【
農

水
】
農

業
水

利
施

設
の

防
災

・
減

災
等

に
係

る
基

準
等

を
改

定
し

た
割

合
％

7
6

2
0
1
6

7
6

8
6

9
0

9
0

9
0

9
5

2
0
2
3

【
経

産
】
工

業
用

水
道

の
基

幹
管

路
の

耐
震

化
適

合
率

％
4
6

2
0
2
0

4
6

4
7

6
0

2
0
2
5

【
経

産
】
B

C
P

等
と

連
携

し
た

浸
水

対
策

実
施

率
％

1
2

2
0
2
0

1
2

2
2

1
0
0

2
0
2
5

【
経

産
】
B

C
P

等
と

連
携

し
た

停
電

対
策

実
施

率
％

3
5

2
0
2
0

3
5

6
4

1
0
0

2
0
2
5

【
経

産
】
浸

水
害

を
想

定
し

た
B

C
P

策
定

率
％

3
5

2
0
2
0

3
5

4
3

1
0
0

2
0
2
5

【
経

産
】

大
規

模
の

地
震

を
想

定
し

た
B

C
P

策
定

率
％

6
1

2
0
2
0

6
1

6
9

1
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
直

轄
土

木
工

事
に

お
け

る
IC

T
活

用
工

事
の

実
施

率
％

7
9

2
0
1
9

4
2

5
7

7
9

8
1

8
8

2
0
2
5

【
国

交
】
国

・
都

道
府

県
・
市

町
村

に
お

け
る

建
設

キ
ャ

リ
ア

ア
ッ

プ
シ

ス
テ

ム
活

用
工

事
の

導
入

％
2
.6

2
0
2
1

2
.6

1
0
0

2
0
2
3

【
国

交
】
全

国
都

道
府

県
に

お
け

る
「
災

害
時

の
船

舶
活

用
マ

ニ
ュ

ア
ル

」
策

定
状

況
都

道
府

県
2

2
0
1
8

2
2

2
2

4
7

６
－

３
）
汚

水
処

理
施

設
等

の
長

期
間

に
わ

た
る

機
能

停
止

【
内

閣
府

】
地

域
再

生
法

の
規

定
に

よ
り

内
閣

総
理

大
臣

が
認

定
し

た
地

域
再

生
計

画
に

基
づ

き
実

施
す

る
基

盤
整

備
事

業
の

完
了

数
地

域
3
7

2
0
1
3

3
3
1

3
6
3

4
6
0

5
1
1

5
7
1

6
0
8

2
0
2
2

【
農

水
】

適
整

備
構

想
（
個

別
施

設
計

画
）
で

早
期

に
対

策
が

必
要

と
判

明
し

て
い

る
農

業
集

落
排

水
施

設
の

対
策

着
手

の
割

合
％

0
2
0
2
1

1
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
直

轄
土

木
工

事
に

お
け

る
IC

T
活

用
工

事
の

実
施

率
％

7
9

2
0
1
9

4
2

5
7

7
9

8
1

8
8

2
0
2
5

【
国

交
】
計

画
的

な
点

検
調

査
に

基
づ

く
下

水
道

管
路

の
老

朽
化

対
策

を
完

了
し

た
延

長
の

割
合

％
0

2
0
1
9

0
2
6

1
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
重

要
施

設
に

係
る

下
水

処
理

場
等

の
耐

震
化

率
％

3
8

2
0
1
9

3
8

4
1

5
4

2
0
2
5

【
国

交
】
重

要
施

設
に

係
る

下
水

道
管

路
の

耐
震

化
率

％
5
2

2
0
1
9

5
2

5
4

6
4

2
0
2
5

【
国

交
】
全

国
都

道
府

県
に

お
け

る
「
災

害
時

の
船

舶
活

用
マ

ニ
ュ

ア
ル

」
策

定
状

況
都

道
府

県
2

2
0
1
8

2
2

2
2

4
7

【
環

境
】
災

害
復

旧
に

対
応

し
た

浄
化

槽
台

帳
シ

ス
テ

ム
整

備
市

町
村

数
市

町
村

3
0

2
0
0
8

1
6
8

1
5
8

1
5
8

6
6
2

2
0
2
3

【
環

境
】
浄

化
槽

整
備

区
域

内
の

浄
化

槽
人

口
普

及
率

％
5
3

2
0
1
7

5
4

5
4

5
5
.7

5
8

7
6

2
0
2
5

【
環

境
】
浄

化
槽

整
備

区
域

内
の

合
併

処
理

浄
化

槽
の

基
数

割
合

％
6
2

2
0
1
7

6
4

6
4

6
5
.5

6
7

7
6

2
0
2
5

【
環

境
】
中

核
市

等
に

お
い

て
災

害
時

再
稼

働
可

能
な

ご
み

焼
却

施
設

の
割

合
％

1
8

2
0
1
8

1
8

1
8

2
0

5
0

2
0
2
5

６
－

４
）
新

幹
線

等
基

幹
的

交
通

か
ら

地
域

交
通

網
ま

で
、

陸
海

空
の

交
通

イ
ン

フ
ラ

の
長

期
間

に
わ

た
る

機
能

停
止

【
内

閣
府

】
府

省
庁

及
び

主
要

な
自

治
体

・
民

間
企

業
と

の
連

携
及

び
他

分
野

と
の

デ
ー

タ
連

携
を

開
始

D
B

ま
た

は
P

F
0

2
0
2
0

0
0

4
1

2
0
2
2

【
内

閣
府

】
防

災
チ

ャ
ッ

ト
ボ

ッ
ト

の
社

会
実

装
自

治
体

0
2
0
2
0

5
6

5
7

1
0
0

2
0
2
3

【
内

閣
府

】
地

域
再

生
法

の
規

定
に

よ
り

内
閣

総
理

大
臣

が
認

定
し

た
地

域
再

生
計

画
に

基
づ

き
実

施
す

る
基

盤
整

備
事

業
の

完
了

数
地

域
3
7

2
0
1
3

3
3
1

3
6
3

4
6
0

5
1
1

5
7
1

6
0
8

2
0
2
2

【
文

科
】
公

共
の

安
全

の
確

保
（
地

殻
変

動
の

予
測

・
監

視
）

％
0

2
0
1
4

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
【
文

科
】
A

L
O

S
-
2
の

運
用

年
数

(設
計

耐
用

年
数

を
越

え
た

運
用

段
階

)
年

0
2
0
1
4

3
4

5
6

7
5

2
0
1
9

【
文

科
】
公

共
の

安
全

の
確

保
（
国

内
及

び
ア

ジ
ア

地
域

等
の

災
害

時
の

情
報

把
握

）
％

0
2
0
1
4

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
【
文

科
】
先

進
光

学
衛

星
（
A

L
O

S
-
3
）
の

打
上

げ
年

0
2
0
1
9

0
0

0
1

2
0
2
1

【
文

科
】
先

進
レ

ー
ダ

衛
星

（
A

L
O

S
-
4
）
の

打
上

げ
年

0
2
0
1
9

0
0

0
1

2
0
2
2

【
農

水
】
機

能
保

全
計

画
（
個

別
施

設
計

画
）
で

早
期

に
対

策
が

必
要

と
判

明
し

て
い

る
林

道
橋

及
び

林
道

ト
ン

ネ
ル

の
対

策
着

手
の

割
合

％
5

2
0
1
9

9
1
0
0

2
0
2
5

【
農

水
】
機

能
保

全
計

画
（
個

別
施

設
計

画
）
で

早
期

に
対

策
が

必
要

と
判

明
し

て
い

る
農

道
橋

及
び

農
道

ト
ン

ネ
ル

の
対

策
着

手
の

割
合

％
1
0

2
0
1
9

1
0

1
9

1
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
直

轄
土

木
工

事
に

お
け

る
IC

T
活

用
工

事
の

実
施

率
％

7
9

2
0
1
9

4
2

5
7

7
9

8
1

8
8

2
0
2
5

【
国

交
】
緊

急
輸

送
道

路
上

の
橋

梁
の

耐
震

化
率

％
7
5

2
0
1
5

7
8

7
9

7
9

8
0

8
4

2
0
2
5

【
国

交
】
全

国
都

道
府

県
に

お
け

る
「
災

害
時

の
船

舶
活

用
マ

ニ
ュ

ア
ル

」
策

定
状

況
都

道
府

県
2

2
0
1
8

2
2

2
2

4
7

【
国

交
】
津

波
対

策
を

緊
急

的
に

行
う

必
要

の
あ

る
港

湾
に

お
い

て
、

ハ
ー

ド
・
ソ

フ
ト

を
組

み
合

わ
せ

た
津

波
対

策
を

講
じ

て
、

被
害

の
抑

制
や

港
湾

機
能

の
維

持
、

港
湾

労
働

者
等

の
安

全
性

が
確

保
さ

れ
た

割
合

％
2
6

2
0
2
0

2
6

3
0

5
0

2
0
2
5

【
国

交
】
国

際
戦

略
港

湾
・
国

際
拠

点
港

湾
・
重

要
港

湾
に

お
い

て
、

港
湾

B
C

P
に

基
づ

く
関

係
機

関
と

連
携

し
た

訓
練

の
実

施
割

合
％

0
2
0
2
0

9
0

9
2

10
0

2
0
2
2

【
国

交
】
大

規
模

地
震

時
に

確
保

す
べ

き
海

上
交

通
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

う
ち

、
発

災
時

に
使

用
可

能
な

も
の

の
割

合
％

3
3

2
0
2
0

3
3

3
4

4
7

2
0
2
5

【
国

交
】
海

上
交

通
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

維
持

の
た

め
、

高
潮

・
高

波
対

策
を

実
施

す
る

必
要

が
あ

る
港

湾
に

お
い

て
、

港
湾

機
能

維
持

・
早

期
再

開
が

可
能

と
な

る
割

合
％

0
2
0
2
0

1
1
4

2
0
2
5

【
国

交
】
埋

塞
対

策
等

を
行

う
必

要
が

あ
る

港
湾

及
び

開
発

保
全

航
路

の
う

ち
豪

雨
等

に
よ

る
大

規
模

出
水

に
備

え
た

対
策

を
講

じ
、

航
行

の
安

全
性

を
確

保
し

た
割

合
％

0
2
0
2
0

2
1
1

2
0
2
5

【
国

交
】
国

土
強

靱
化

の
た

め
、

高
度

な
実

証
実

験
に

基
づ

き
策

定
さ

れ
る

技
術

基
準

類
の

う
ち

、
策

定
さ

れ
た

も
の

の
割

合
％

0
2
0
2
0

0
0

5
2
0
2
8

【
国

交
】
電

子
基

準
点

の
観

測
デ

ー
タ

の
取

得
率

％
9
9
.7

8
2
0
1
3

9
9
.8

9
9
.9

9
9
.8

9
9
.8

9
9
.8

9
9
.5

毎
年

度
【
国

交
】
津

波
防

災
情

報
の

整
備

区
域

数
区

域
1
3

2
0
1
3

1
4
3

1
7
1

1
9
4

2
0
0

2
0
4

2
2
8

2
0
2
4

【
国

交
】
港

湾
広

域
防

災
施

設
に

お
け

る
防

災
教

育
の

実
施

回
数

回
0

2
0
2
0

-
2

4
5
0

2
0
2
2

【
国

交
】
電

子
基

準
点

網
の

耐
災

害
性

強
化

の
実

施
箇

所
数

件
0

2
0
1
9

0
0

0
2
0
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
護

岸
の

嵩
上

げ
や

排
水

機
能

の
強

化
等

の
浸

水
対

策
に

よ
り

、
高

潮
・
高

波
・
豪

雨
等

に
よ

る
空

港
施

設
へ

の
浸

水
の

防
止

が
可

能
と

な
る

空
港

の
割

合
％

2
6

2
0
1
9

2
6

2
6

3
5

1
0
0

2
0
2
9

【
国

交
】
滑

走
路

等
の

耐
震

対
策

に
よ

り
、

地
震

発
生

後
に

お
け

る
救

急
･救

命
活

動
等

の
拠

点
機

能
の

確
保

や
航

空
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

維
持

が
可

能
と

な
る

空
港

の
割

合
％

7
0

2
0
1
9

7
0

7
0

7
4

1
0
0

2
0
2
9

【
国

交
】
空

港
タ

ー
ミ

ナ
ル

ビ
ル

に
お

け
る

電
源

設
備

へ
の

止
水

扉
設

置
等

の
浸

水
対

策
に

よ
り

、
高

潮
・
高

波
・
豪

雨
等

に
よ

る
電

源
設

備
へ

の
浸

水
の

防
止

が
可

能
と

な
る

空
港

の
割

合
％

7
3

2
0
2
0

7
3

7
6

8
5

2
0
2
5

【
国

交
】
タ

ー
ミ

ナ
ル

ビ
ル

吊
り

天
井

の
安

全
対

策
に

よ
り

、
地

震
に

よ
る

吊
り

天
井

の
落

下
事

故
の

防
止

が
可

能
と

な
る

空
港

の
割

合
％

6
4

2
0
2
0

6
4

6
8

7
5

2
0
2
5

【
国

交
】
空

港
無

線
施

設
等

に
お

け
る

電
源

設
備

へ
の

止
水

扉
設

置
等

の
浸

水
対

策
に

よ
り

、
高

潮
・
高

波
・
豪

雨
等

に
よ

る
電

源
設

備
へ

の
浸

水
の

防
止

が
可

能
と

な
る

空
港

の
割

合
％

7
6

2
0
2
0

7
6

8
9

1
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
「
A

2
-
B

C
P

」
に

基
づ

く
訓

練
等

の
実

施
率

％
7
0

2
0
2
0

7
0

9
2

1
0
0

毎
年

度
【
国

交
】
施

設
の

老
朽

化
に

起
因

す
る

航
空

機
事

故
及

び
重

大
イ

ン
シ

デ
ン

ト
の

件
数

件
0

2
0
2
0

0
0

毎
年

度
【
環

境
】
回

収
・
処

理
の

事
業

を
実

施
す

る
都

道
府

県
の

割
合

％
1
0
0

2
0
2
1

9
7

1
0
0

2
0
2
5

【
警

察
】
広

域
交

通
管

制
シ

ス
テ

ム
に

よ
る

道
路

状
況

等
の

把
握

割
合

％
6
4
.7

2
0
1
7

6
4
.7

7
4
.8

8
9
.8

7
2
.8

8
2
.1

1
0
0

2
0
2
3

【
警

察
】
信

号
機

電
源

付
加

装
置

の
整

備
率

（
補

助
事

業
）

台
0

2
0
2
1

2
9
7

2
0
0
0

2
0
2
5

【
警

察
】
老

朽
化

し
た

信
号

機
の

更
新

率
（
補

助
事

業
）

基
0

2
0
2
1

6
6
2
1

4
5
0
0
0

2
0
2
5

６
－

５
）
防

災
イ

ン
フ

ラ
の

長
期

間
に

わ
た

る
機

能
不

全
【
内

閣
府

】
府

省
庁

及
び

主
要

な
自

治
体

・
民

間
企

業
と

の
連

携
及

び
他

分
野

と
の

デ
ー

タ
連

携
を

開
始

D
B

ま
た

は
P

F
0

2
0
2
0

0
0

4
1

2
0
2
2

【
内

閣
府

】
防

災
チ

ャ
ッ

ト
ボ

ッ
ト

の
社

会
実

装
自

治
体

0
2
0
2
0

5
6

5
7

1
0
0

2
0
2
3

【
内

閣
府

】
地

域
再

生
法

の
規

定
に

よ
り

内
閣

総
理

大
臣

が
認

定
し

た
地

域
再

生
計

画
に

基
づ

き
実

施
す

る
基

盤
整

備
事

業
の

完
了

数
地

域
3
7

2
0
1
3

3
3
1

3
6
3

4
6
0

5
1
1

5
7
1

6
0
8

2
0
2
2

【
国

交
】
直

轄
土

木
工

事
に

お
け

る
IC

T
活

用
工

事
の

実
施

率
％

7
9

2
0
1
9

4
2

5
7

7
9

8
1

8
8

2
0
2
5

152



該
当

プ
ロ

グ
ラ

ム
指

標
名

単
位

初
期

値
初

年
度

2
0
1
7
年

度
末

2
0
1
8
年

度
末

2
0
1
9
年

度
末

2
0
2
0
年

度
末

2
0
2
1
年

度
末

目
標

値
目

標
年

度

【
国

交
】
河

川
管

理
施

設
の

う
ち

、
予

防
保

全
段

階
に

あ
る

施
設

の
解

消
率

％
7
0

2
0
2
0

7
0

7
9

8
6

2
0
2
5

【
国

交
】
健

全
度

評
価

に
お

い
て

速
や

か
に

措
置

と
判

定
さ

れ
た

ダ
ム

管
理

施
設

の
解

消
率

％
8
2

2
0
1
9

8
2

8
6

9
6

2
0
2
5

【
国

交
】
健

全
度

評
価

に
お

い
て

要
対

策
(C

)と
判

定
さ

れ
た

砂
防

関
係

施
設

の
解

消
率

％
9
1
.7

2
0
2
0

9
1
.7

9
1
.7

9
2
.4

2
0
2
5

【
国

交
】
老

朽
化

し
た

小
規

模
な

樋
門

等
の

無
動

力
化

実
施

率
％

3
1

2
0
2
0

3
1

3
8

4
1

2
0
2
5

【
国

交
】
事

前
放

流
の

実
施

体
制

が
整

っ
た

水
系

の
割

合
割

合
0

2
0
1
9

0
0
.8

1
1

2
0
2
5

【
国

交
】
自

治
体

に
お

け
る

本
省

災
害

査
定

官
に

よ
る

災
害

復
旧

事
業

の
研

修
・
講

習
会

等
の

実
施

都
道

府
県

数
都

道
府

県
3
1

2
0
1
7

3
1

3
2

3
2

3
2

4
7

2
0
2
3

【
国

交
】
重

要
施

設
に

係
る

下
水

処
理

場
等

の
耐

震
化

率
％

3
8

2
0
1
9

3
8

4
1

5
4

2
0
2
5

【
国

交
】
全

国
都

道
府

県
に

お
け

る
「
災

害
時

の
船

舶
活

用
マ

ニ
ュ

ア
ル

」
策

定
状

況
都

道
府

県
2

2
0
1
8

2
2

2
2

4
7

【
国

交
】
電

子
基

準
点

の
観

測
デ

ー
タ

の
取

得
率

％
9
9
.7

8
2
0
1
3

9
9
.8

9
9
.9

9
9
.8

9
9
.8

9
9
.8

9
9
.5

毎
年

度
【
国

交
】
全

国
陸

域
の

9
9
の

活
火

山
の

う
ち

S
A

R
衛

星
デ

ー
タ

に
よ

る
地

殻
変

動
の

監
視

を
行

っ
た

割
合

％
1
0
0

2
0
1
6

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
【
国

交
】
国

土
地

理
院

施
設

の
耐

災
害

性
強

化
の

実
施

箇
所

数
件

0
2
0
1
9

0
0

4
6

2
0
2
5

【
国

交
】
電

子
基

準
点

網
の

耐
災

害
性

強
化

の
実

施
箇

所
数

件
0

2
0
1
9

0
0

0
2
0
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
港

湾
工

事
に

お
い

て
３

次
元

デ
ー

タ
を

活
用

し
、

工
事

の
効

率
化

を
図

っ
た

割
合

％
1
0

2
0
2
0

3
8

1
0
0

2
0
2
3

【
国

交
】
建

設
施

工
に

お
け

る
自

動
化

・
自

律
化

・
遠

隔
化

技
術

が
導

入
可

能
な

工
種

の
数

種
類

0
2
0
1
9

0
0

0
7

2
0
2
5

【
国

交
】
5
G

・
A

I等
を

用
い

た
自

動
制

御
・
走

行
技

術
を

搭
載

し
た

建
設

機
械

の
種

類
種

類
0

2
0
1
9

0
0

0
4

2
0
2
5

【
国

交
】
１

級
水

系
お

よ
び

２
級

水
系

の
利

水
ダ

ム
に

お
け

る
情

報
網

整
備

率
％

1
8

2
0
1
9

1
8

5
3

1
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
恒

久
的

堆
砂

対
策

が
必

要
な

ダ
ム

の
解

消
率

（
都

道
府

県
管

理
ダ

ム
）

％
6
7

2
0
1
9

6
7

6
9

8
1

2
0
2
5

【
国

交
】
洪

水
調

節
容

量
内

の
堆

砂
の

解
消

率
（
国

、
水

資
源

機
構

管
理

ダ
ム

）
％

6
4

2
0
1
9

6
4

6
7

8
0

2
0
2
5

【
農

水
・
国

交
】
予

防
保

全
に

向
け

た
海

岸
堤

防
等

の
対

策
実

施
率

％
8
4

2
0
1
9

8
4

8
6

8
6

8
7

2
0
2
5

【
農

水
・
国

交
】
南

海
ト

ラ
フ

地
震

・
首

都
直

下
地

震
・
日

本
海

溝
・
千

島
海

溝
周

辺
海

溝
型

地
震

等
の

大
規

模
地

震
が

想
定

さ
れ

て
い

る
地

域
等

に
お

け
る

水
門

・
陸

閘
等

の
安

全
な

閉
鎖

体
制

の
確

保
率

％
7
7

2
0
1
9

7
7

7
9

8
0

8
5

2
0
2
5

【
農

水
・
国

交
】
気

候
変

動
影

響
を

防
護

目
標

に
取

り
込

ん
だ

海
岸

の
割

合
都

道
府

県
0

2
0
2
0

0
0

3
9

2
0
2
5

【
農

水
・
国

交
】
海

岸
堤

防
等

の
整

備
率

％
5
3

2
0
1
9

5
3

5
3

5
5

6
4

2
0
2
5

【
環

境
】
地

域
気

候
変

動
適

応
計

画
の

策
定

数
箇

所
3
2

2
0
1
9

3
2

5
6

6
4

6
7

2
0
2
3

７
－

１
）
地

震
に

伴
う

市
街

地
の

大
規

模
火

災
の

発
生

に
よ

る
多

数
の

死
傷

者
の

発
生

【
内

閣
府

】
府

省
庁

及
び

主
要

な
自

治
体

・
民

間
企

業
と

の
連

携
及

び
他

分
野

と
の

デ
ー

タ
連

携
を

開
始

D
B

ま
た

は
P

F
0

2
0
2
0

0
0

4
1

2
0
2
2

【
内

閣
府

】
防

災
チ

ャ
ッ

ト
ボ

ッ
ト

の
社

会
実

装
自

治
体

0
2
0
2
0

5
6

5
7

1
0
0

2
0
2
3

【
内

閣
府

・
総

務
・
経

産
】
首

都
直

下
地

震
緊

急
対

策
区

域
内

の
延

焼
の

お
そ

れ
の

あ
る

密
集

市
街

地
に

お
け

る
感

震
ブ

レ
ー

カ
ー

等
の

普
及

率
％

2
2

2
0
1
9

2
2

－
－

2
5

2
0
2
4

【
総

務
】
消

防
水

利
整

備
率

％
7
3
.5

2
0
1
5

7
8
.7

1
0
0

2
0
3
7

【
総

務
】
消

防
指

令
シ

ス
テ

ム
の

標
準

イ
ン

タ
ー

フ
ェ

イ
ス

の
検

討
状

況
個

0
2
0
2
0

0
1

2
0
2
3

【
法

務
】
長

期
相

続
登

記
等

未
了

土
地

の
解

消
作

業
の

着
手

筆
数

筆
2
1
0
0
0

2
0
2
2

1
9
7
7
0
2

1
2
0
4
8
8

2
4
0
0
8
3

2
1
0
0
0

2
0
2
2

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

老
朽

化
対

策
実

施
率

％
0

2
0
2
0

0
1
0
.3

1
0
0

2
0
2
9

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

吊
り

天
井

等
以

外
の

非
構

造
部

材
の

耐
震

対
策

実
施

率
％

4
8
.2

2
0
2
0

3
9
.6

4
3

4
8
.2

5
2
.1

1
0
0

2
0
2
9

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
の

整
備

率
（
体

育
館

、
エ

レ
ベ

ー
タ

ー
）

％
6
5
.9

2
0
2
0

6
5
.9

7
5

2
0
2
5

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

空
調

設
置

率
（
特

別
教

室
）

％
5
5
.5

2
0
2
0

4
2

4
8
.5

5
5
.5

9
5

2
0
2
3

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

空
調

設
置

率
（
体

育
館

等
）

％
5
.3

2
0
2
0

1
.4

2
.6

5
.3

9
5

2
0
3
5

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
の

整
備

率
（
校

舎
、

ス
ロ

ー
プ

、
門

か
ら

建
物

の
前

ま
で

）
％

7
8
.5

2
0
2
0

7
8
.5

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
の

整
備

率
（
校

舎
、

ス
ロ

ー
プ

、
昇

降
口

・
玄

関
等

か
ら

教
室

等
ま

で
）

％
5
7
.3

2
0
2
0

5
7
.3

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
の

整
備

率
（
校

舎
、

バ
リ

ア
フ

リ
ー

ト
イ

レ
）

％
6
5
.2

2
0
2
0

6
5
.2

9
5

2
0
2
5

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
の

整
備

率
（
体

育
館

、
バ

リ
ア

フ
リ

ー
ト

イ
レ

）
％

3
6
.9

2
0
2
0

3
6
.9

9
5

2
0
2
5

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
の

整
備

率
（
校

舎
、

エ
レ

ベ
ー

タ
ー

）
％

2
7
.1

2
0
2
0

2
7
.1

4
0

2
0
2
5

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
の

整
備

率
（
体

育
館

、
ス

ロ
ー

プ
、

門
か

ら
建

物
の

前
ま

で
）

％
7
4
.4

2
0
2
0

7
4
.4

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
の

整
備

率
（
体

育
館

、
ス

ロ
ー

プ
、

昇
降

口
・
玄

関
等

か
ら

ア
リ

ー
ナ

等
ま

で
）

％
5
7

2
0
2
0

5
7

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
公

立
小

中
学

校
施

設
の

ト
イ

レ
洋

式
化

率
％

5
7

2
0
2
0

5
7

9
5

2
0
2
5

【
文

科
】
教

育
研

究
活

動
に

著
し

く
支

障
が

あ
る

国
立

大
学

法
人

等
施

設
（
ラ

イ
フ

ラ
イ

ン
を

含
む

）
の

老
朽

化
対

策
の

実
施

率
（
ラ

イ
フ

ラ
イ

ン
）

％
0

2
0
2
0

4
.1

4
5

2
0
2
5

【
文

科
】
教

育
研

究
活

動
に

著
し

く
支

障
が

あ
る

国
立

大
学

法
人

等
施

設
（
ラ

イ
フ

ラ
イ

ン
を

含
む

）
の

老
朽

化
対

策
の

実
施

率
（
施

設
）

％
0

2
0
2
0

4
.1

4
5

2
0
2
5

【
文

科
】
国

立
大

学
附

属
病

院
の

整
備

の
進

捗
率

％
0

2
0
2
0

1
.3

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
国

際
連

合
大

学
本

部
の

施
設

・
設

備
の

営
繕

の
実

施
率

％
2
0

2
0
2
0

2
0

3
0

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
私

立
学

校
施

設
の

屋
内

運
動

場
の

吊
り

天
井

等
の

落
下

防
止

対
策

実
施

率
（
小

学
校

～
高

校
）

％
6
9
.4

2
0
1
4

7
7

7
7
.9

7
9
.8

8
3

1
0
0

2
0
2
8

【
文

科
】
私

立
学

校
施

設
の

非
構

造
部

材
の

耐
震

対
策

実
施

率
（
大

学
等

）
％

1
9
.6

2
0
1
8

1
9
.6

1
9
.7

1
9

1
0
0

2
0
2
8

【
文

科
】
私

立
学

校
施

設
の

非
構

造
部

材
の

耐
震

対
策

実
施

率
（
幼

稚
園

等
）

％
3
9
.7

2
0
1
8

3
9
.7

4
3
.7

4
3

1
0
0

2
0
2
8

【
文

科
】
私

立
学

校
施

設
の

非
構

造
部

材
の

耐
震

対
策

実
施

率
（
小

学
校

～
高

校
）

％
3
7
.9

2
0
1
8

3
7
.9

3
9
.1

4
3

1
0
0

2
0
2
8

【
文

科
】
私

立
学

校
施

設
の

屋
内

運
動

場
の

吊
り

天
井

等
の

落
下

防
止

対
策

実
施

率
（
大

学
等

）
％

4
9
.9

2
0
1
4

6
0
.1

6
1
.5

6
3
.3

6
5

1
0
0

2
0
2
8

【
文

科
】
私

立
学

校
施

設
の

屋
内

運
動

場
の

吊
り

天
井

等
の

落
下

防
止

対
策

実
施

率
（
幼

稚
園

等
）

％
8
0
.2

2
0
1
4

8
6

8
5
.9

8
7
.4

8
3

1
0
0

2
0
2
8

【
文

科
】
私

立
学

校
施

設
の

耐
震

化
率

（
小

学
校

～
高

校
）

％
6
4
.5

2
0
0
2

9
0
.1

9
1
.4

9
2
.1

9
3

1
0
0

2
0
2
8

【
文

科
】
私

立
学

校
施

設
の

耐
震

化
率

（
幼

稚
園

等
）

％
6
8
.5

2
0
0
2

9
0
.4

9
1
.5

9
2
.4

9
3

1
0
0

2
0
2
8

【
文

科
】
私

立
学

校
施

設
の

耐
震

化
率

（
大

学
等

）
％

7
2
.7

2
0
0
7

9
1
.6

9
2
.8

9
4

9
5

1
0
0

2
0
2
8

【
文

科
】
避

難
所

と
し

て
指

定
さ

れ
る

私
立

専
修

学
校

に
お

け
る

各
種

防
災

機
能

を
有

す
る

学
校

の
割

合
％

8
6

2
0
2
0

8
6

9
2
.3

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
私

立
専

修
学

校
に

お
け

る
屋

内
運

動
場

等
の

吊
り

天
井

落
下

防
止

対
策

の
実

施
率

％
6
1
.2

2
0
1
8

6
1
.2

7
2
.1

7
3
.2

6
9

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
私

立
専

修
学

校
施

設
の

耐
震

化
率

％
7
9
.6

2
0
1
1

8
6
.4

8
8
.3

8
8
.6

9
5
.2

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
私

立
専

修
学

校
に

お
け

る
吊

り
天

井
以

外
の

非
構

造
体

の
耐

震
化

率
％

2
3
.8

2
0
1
8

2
3
.8

1
4
.3

2
9
.6

3
2
.1

1
0
0

2
0
2
5

【
文

科
】
公

立
社

会
体

育
施

設
に

お
け

る
構

造
体

の
耐

震
化

率
％

8
3

2
0
1
8

8
3

8
4

8
5

9
5

2
0
2
5

【
文

科
】
国

立
文

化
施

設
等

に
お

け
る

来
館

者
の

安
全

の
確

保
等

に
向

け
た

対
策

箇
所

数
箇

所
4

2
0
2
0

4
0

2
3

2
0
2
9

【
文

科
】
世

界
遺

産
・
国

宝
（
建

造
物

）
を

対
象

と
し

て
、

整
備

・
改

修
後

3
0
 年

を
経

過
し

た
防

火
設

備
の

老
朽

化
対

策
（
改

修
等

）
が

完
了

し
た

割
合

％
1
1

2
0
2
0

1
1

2
6

1
0
0

2
0
2
4

【
文

科
】
国

宝
・
重

要
文

化
財

（
美

術
工

芸
品

）
を

保
管

す
る

博
物

館
等

（
5
3
9
 館

）
の

う
ち

、
特

に
緊

急
性

の
高

い
も

の
に

係
る

、
防

火
設

備
等

の
対

策
の

実
施

率
％

3
0

2
0
2
0

3
0

5
0

1
0
0

2
0
2
4

【
文

科
】
不

特
定

多
数

が
滞

留
す

る
可

能
性

の
高

い
国

宝
・
重

要
文

化
財

及
び

世
界

遺
産

・
国

宝
に

対
す

る
耐

震
対

策
の

着
手

率
％

5
2
0
2
0

1
1

1
8

5
0

2
0
2
5

【
文

科
】
史

跡
名

勝
天

然
記

念
物

の
整

備
周

期
年

4
5

2
0
2
0

4
5

3
5

3
0

2
0
2
5

【
厚

労
】
水

道
施

設
平

面
図

の
デ

ジ
タ

ル
化

率
％

8
6
.6

2
0
1
8

8
6
.6

8
9
.2

9
0
.5

1
0
0

2
0
2
5

【
厚

労
】
危

機
管

理
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
策

定
率

％
7
0
.1

2
0
1
6

7
0
.8

7
1
.8

7
3
.2

1
0
0

2
0
2
3

【
厚

労
】
浄

水
場

の
停

電
対

策
実

施
率

％
6
7
.7

2
0
1
9

6
7
.7

7
1
.1

7
7

2
0
2
5

153



該
当

プ
ロ

グ
ラ

ム
指

標
名

単
位

初
期

値
初

年
度

2
0
1
7
年

度
末

2
0
1
8
年

度
末

2
0
1
9
年

度
末

2
0
2
0
年

度
末

2
0
2
1
年

度
末

目
標

値
目

標
年

度

【
厚

労
】
浄

水
場

の
土

砂
災

害
対

策
実

施
率

％
4
2
.6

2
0
1
9

4
2
.6

4
5
.5

4
8

2
0
2
5

【
厚

労
】
浄

水
場

の
浸

水
災

害
対

策
実

施
率

％
3
7
.2

2
0
1
9

3
7
.2

4
0
.4

5
9

2
0
2
5

【
厚

労
】
浄

水
場

の
耐

震
化

率
％

3
0
.6

2
0
1
8

3
0
.6

3
2
.6

3
8

4
1

2
0
2
5

【
厚

労
】
配

水
場

の
耐

震
化

率
％

5
6
.9

2
0
1
8

5
6
.9

5
8
.6

6
0
.8

7
0

2
0
2
5

【
厚

労
】
上

水
道

の
基

幹
管

路
の

耐
震

適
合

率
％

4
0
.3

2
0
1
8

4
0
.3

4
0
.9

4
0
.7

6
0

2
0
2
8

【
国

交
】
地

域
防

災
力

の
向

上
に

資
す

る
ソ

フ
ト

対
策

の
実

施
率

％
4
6

2
0
2
1

4
6

9
2

1
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
危

険
密

集
市

街
地

の
面

積
h
a

2
2
1
9

2
0
2
1

3
4
2
2

3
1
4
9

2
9
8
2

2
2
1
9

1
9
8
9

0
2
0
3
0

【
国

交
】
機

能
を

十
分

発
揮

さ
せ

る
た

め
に

整
備

が
必

要
な

防
災

公
園

（
約

1
6
0
箇

所
程

度
）
の

対
策

実
施

率
％

0
2
0
2
0

6
1

6
9

8
0

2
0
2
5

【
国

交
】
一

定
水

準
の

防
災

機
能

を
備

え
る

オ
ー

プ
ン

ス
ペ

ー
ス

が
一

箇
所

以
上

確
保

さ
れ

た
都

市
の

割
合

％
6
4

2
0
1
8

6
4

6
5

6
6

7
5

2
0
2
5

【
国

交
】
イ

ン
フ

ラ
長

寿
命

化
計

画
を

策
定

済
み

の
都

市
公

園
（
令

和
元

年
度

時
点

：
約

6
6
,0

0
0
 公

園
）
の

う
ち

、
緊

急
度

の
高

い
老

朽
化

し
た

公
園

施
設

の
改

修
等

の
対

策
を

実
施

で
き

て
い

る
都

市
公

園
の

割
合

％
3
1

2
0
1
9

3
1

4
9

8
0

2
0
2
5

【
国

交
】
特

に
老

朽
化

し
た

高
経

年
の

公
営

住
宅

の
更

新
の

進
捗

率
％

0
2
0
2
1

1
0
0

2
0
3
0

【
警

察
】
警

察
用

航
空

機
に

係
る

各
都

道
府

県
警

察
へ

の
措

置
率

％
1
0
0

2
0
1
7

1
0
0

1
0
0

1
0
0

9
6

9
6

1
0
0

毎
年

度
【
警

察
】
警

察
用

航
空

機
、

警
察

用
船

舶
の

更
新

整
備

率
％

1
0
0

2
0
1
9

1
0
0

1
0
0

2
0
2
5

【
警

察
】
老

朽
化

し
た

警
察

用
車

両
の

更
新

整
備

数
台

0
2
0
1
9

1
0
6
9

1
9
0
0
0

2
0
2
5

【
警

察
】
災

害
警

備
活

動
の

維
持

に
必

要
な

資
機

材
の

整
備

率
％

6
0

2
0
2
0

6
0

6
0

1
0
0

2
0
2
2

【
警

察
】
災

害
対

策
に

必
要

な
資

機
材

の
更

新
整

備
率

％
1
0
0

2
0
1
9

1
0
0

1
0
0

2
0
2
5

【
警

察
】
災

害
対

策
に

必
要

な
資

機
材

の
新

規
整

備
率

％
0

2
0
1
9

0
1
0
0

2
0
2
5

【
警

察
】
広

域
緊

急
援

助
隊

合
同

訓
練

の
実

施
回

数
回

8
2
0
1
8

8
8

7
6

7
毎

年
度

７
－

２
）
海

上
・
臨

海
部

の
広

域
複

合
災

害
の

発
生

【
総

務
】
石

油
コ

ン
ビ

ナ
ー

ト
等

防
災

計
画

に
基

づ
く
訓

練
を

実
施

し
た

防
災

本
部

の
割

合
％

8
1

2
0
1
9

8
1

8
4

8
1

5
4

6
7

1
0
0

2
0
2
3

【
経

産
】
特

別
警

報
級

の
大

雨
や

高
潮

等
の

新
た

な
事

象
を

想
定

し
た

強
靱

化
対

策
を

実
施

し
、

災
害

対
応

能
力

の
強

化
を

図
る

製
油

所
の

箇
所

数
箇

所
0

2
0
2
0

0
0

1
2

2
0
2
5

【
国

交
】
河

川
管

理
施

設
の

う
ち

、
予

防
保

全
段

階
に

あ
る

施
設

の
解

消
率

％
7
0

2
0
2
0

7
0

7
9

8
6

2
0
2
5

【
国

交
】
南

海
ト

ラ
フ

地
震

、
首

都
直

下
地

震
、

日
本

海
溝

・
千

島
海

溝
周

辺
海

溝
型

地
震

等
の

大
規

模
地

震
が

想
定

さ
れ

て
い

る
地

域
等

に
お

け
る

水
門

・
樋

門
等

の
耐

震
化

率
％

3
2

2
0
1
4

4
7

5
3

5
8

9
1

2
0
2
5

【
国

交
】
南

海
ト

ラ
フ

地
震

、
首

都
直

下
地

震
、

日
本

海
溝

・
千

島
海

溝
周

辺
海

溝
型

地
震

等
の

大
規

模
地

震
が

想
定

さ
れ

て
い

る
地

域
等

に
お

け
る

河
川

堤
防

等
の

整
備

率
（
計

画
高

ま
で

の
整

備
と

耐
震

化
）

％
3
7

2
0
1
4

5
5

5
9

7
2

8
5

2
0
2
5

【
農

水
・
国

交
】
気

候
変

動
影

響
を

防
護

目
標

に
取

り
込

ん
だ

海
岸

の
割

合
都

道
府

県
0

2
0
2
0

0
0

3
9

2
0
2
5

【
農

水
・
国

交
】
海

岸
堤

防
等

の
整

備
率

％
5
3

2
0
1
9

5
3

5
3

5
5

6
4

2
0
2
5

【
環

境
】
回

収
・
処

理
の

事
業

を
実

施
す

る
都

道
府

県
の

割
合

％
1
0
0

2
0
2
1

9
7

1
0
0

2
0
2
5

７
－

３
）
沿

線
・
沿

道
の

建
物

倒
壊

に
伴

う
閉

塞
、

地
下

構
造

物
の

倒
壊

等
に

伴
う

陥
没

に
よ

る
交

通
麻

痺
【
内

閣
府

】
府

省
庁

及
び

主
要

な
自

治
体

・
民

間
企

業
と

の
連

携
及

び
他

分
野

と
の

デ
ー

タ
連

携
を

開
始

D
B

ま
た

は
P

F
0

2
0
2
0

0
0

4
1

2
0
2
2

【
国

交
】
直

轄
土

木
工

事
に

お
け

る
IC

T
活

用
工

事
の

実
施

率
％

7
9

2
0
1
9

4
2

5
7

7
9

8
1

8
8

2
0
2
5

【
国

交
】
国

・
都

道
府

県
・
市

町
村

に
お

け
る

建
設

キ
ャ

リ
ア

ア
ッ

プ
シ

ス
テ

ム
活

用
工

事
の

導
入

％
2
.6

2
0
2
1

2
.6

1
0
0

2
0
2
3

【
国

交
】
計

画
的

な
点

検
調

査
に

基
づ

く
下

水
道

管
路

の
老

朽
化

対
策

を
完

了
し

た
延

長
の

割
合

％
0

2
0
1
9

0
2
6

1
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
重

要
施

設
に

係
る

下
水

道
管

路
の

耐
震

化
率

％
5
2

2
0
1
9

5
2

5
4

6
4

2
0
2
5

【
国

交
】
電

柱
倒

壊
の

リ
ス

ク
が

あ
る

市
街

地
等

の
緊

急
輸

送
道

路
に

お
け

る
無

電
柱

化
着

手
率

％
3
8

2
0
1
9

3
8

4
1

5
2

2
0
2
5

７
－

４
）
た

め
池

、
防

災
イ

ン
フ

ラ
、

天
然

ダ
ム

等
の

損
壊

・
機

能
不

全
や

堆
積

し
た

土
砂

・
火

山
噴

出
物

の
流

出
に

よ
る

多
数

の
死

傷
者

の
発

生
【
内

閣
府

】
府

省
庁

及
び

主
要

な
自

治
体

・
民

間
企

業
と

の
連

携
及

び
他

分
野

と
の

デ
ー

タ
連

携
を

開
始

D
B

ま
た

は
P

F
0

2
0
2
0

0
0

4
1

2
0
2
2

【
内

閣
府

】
防

災
チ

ャ
ッ

ト
ボ

ッ
ト

の
社

会
実

装
自

治
体

0
2
0
2
0

5
6

5
7

1
0
0

2
0
2
3

【
文

科
】
職

員
に

対
す

る
研

修
の

実
施

状
況

（
校

内
研

修
の

実
施

）
％

7
2
.3

2
0
1
5

7
3
.9

1
0
0

毎
年

度
【
文

科
】
災

害
安

全
に

つ
い

て
指

導
し

て
い

る
学

校
の

割
合

％
9
9
.7

2
0
1
5

9
9
.4

1
0
0

毎
年

度
【
農

水
】
防

災
重

点
農

業
用

た
め

池
に

お
け

る
防

災
対

策
着

手
の

割
合

割
1
.4

2
0
2
0

1
.4

8
2
0
2
5

【
農

水
】
防

災
重

点
農

業
用

た
め

池
の

防
災

・
減

災
対

策
％

1
9

2
0
2
0

1
9

1
0
0

2
0
2
5

【
農

水
】
ハ

ザ
ー

ド
マ

ッ
プ

等
ソ

フ
ト

対
策

を
実

施
し

た
防

災
重

点
農

業
用

た
め

池
の

割
合

割
2
.9

2
0
1
9

2
.9

9
.9

1
0

2
0
2
5

【
農

水
】
湛

水
被

害
等

が
防

止
さ

れ
る

農
地

及
び

周
辺

地
域

の
土

地
改

良
長

期
計

画
（
R

3
～

7
年

度
の

5
年

間
）
で

の
目

標
面

積
に

対
す

る
達

成
率

％
0

2
0
2
0

1
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
河

川
管

理
施

設
の

う
ち

、
予

防
保

全
段

階
に

あ
る

施
設

の
解

消
率

％
7
0

2
0
2
0

7
0

7
9

8
6

2
0
2
5

【
国

交
】
健

全
度

評
価

に
お

い
て

速
や

か
に

措
置

と
判

定
さ

れ
た

ダ
ム

管
理

施
設

の
解

消
率

％
8
2

2
0
1
9

8
2

8
6

9
6

2
0
2
5

【
国

交
】
健

全
度

評
価

に
お

い
て

要
対

策
(C

)と
判

定
さ

れ
た

砂
防

関
係

施
設

の
解

消
率

％
9
1
.7

2
0
2
0

9
1
.7

9
1
.7

9
2
.4

2
0
2
5

【
国

交
】
老

朽
化

し
た

小
規

模
な

樋
門

等
の

無
動

力
化

実
施

率
％

3
1

2
0
2
0

3
1

3
8

4
1

2
0
2
5

【
国

交
】
全

国
の

主
要

都
市

（
3
0
 都

市
を

想
定

）
に

お
け

る
防

災
・
減

災
に

資
す

る
グ

リ
ー

ン
イ

ン
フ

ラ
の

取
組

み
実

施
率

％
1
0

2
0
2
0

3
0

9
0

2
0
25

【
国

交
】
グ

リ
ー

ン
イ

ン
フ

ラ
官

民
連

携
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ
ー

ム
に

登
録

し
て

い
る

自
治

体
の

う
ち

、
グ

リ
ー

ン
イ

ン
フ

ラ
の

取
組

を
事

業
化

し
た

自
治

体
数

自
治

体
3

2
0
2
0

7
0

2
0
2
5

【
国

交
】
老

朽
化

し
た

港
湾

施
設

（
約

2
5
,0

0
0
施

設
）
の

う
ち

、
予

防
保

全
型

の
対

策
を

導
入

し
、

機
能

の
保

全
及

び
安

全
な

利
用

等
が

可
能

と
な

っ
た

割
合

％
8
3

2
0
2
0

1
0
0

2
0
4
8

【
国

交
】
恒

久
的

堆
砂

対
策

が
必

要
な

ダ
ム

の
解

消
率

（
都

道
府

県
管

理
ダ

ム
）

％
6
7

2
0
1
9

6
7

6
9

8
1

2
0
2
5

【
国

交
】
洪

水
調

節
容

量
内

の
堆

砂
の

解
消

率
（
国

、
水

資
源

機
構

管
理

ダ
ム

）
％

6
4

2
0
1
9

6
4

6
7

8
0

2
0
2
5

７
－

５
）
有

害
物

質
の

大
規

模
拡

散
・
流

出
に

よ
る

国
土

の
荒

廃
【
文

科
】
国

際
連

合
大

学
本

部
の

施
設

・
設

備
の

営
繕

の
実

施
率

％
2
0

2
0
2
0

2
0

3
0

1
0
0

2
0
2
5

【
経

産
】
対

策
を

行
っ

た
集

積
場

の
数

％
4
4
.1

2
0
1
8

4
4
.1

4
7
.1

5
0

4
8

【
経

産
】
耐

震
化

を
行

っ
た

休
廃

止
鉱

山
の

重
点

集
積

場
の

数
集

積
場

0
2
0
2
1

0
0

4
2
0
2
5

【
経

産
】
安

全
対

策
を

行
っ

た
休

廃
止

鉱
山

の
重

点
坑

道
の

数
坑

道
0

2
0
2
1

0
0

0
0

1
2
0
2
4

【
環

境
】
特

定
支

障
除

去
等

事
業

の
防

災
・
減

災
に

向
け

た
対

策
工

事
実

施
箇

所
箇

所
0

2
0
1
8

3
5

5
5

2
0
2
2

【
環

境
】
エ

コ
チ

ル
調

査
参

加
者

数
人

9
8
9
5
3

2
0
1
4

9
6
5
3
7

9
5
8
7
9

9
5
5
5
7

9
4
5
6
8

9
4
,0

6
6

8
0
0
0
0

2
0
2
7

７
－

６
）
農

地
・
森

林
等

の
被

害
に

よ
る

国
土

の
荒

廃
【
内

閣
府

】
府

省
庁

及
び

主
要

な
自

治
体

・
民

間
企

業
と

の
連

携
及

び
他

分
野

と
の

デ
ー

タ
連

携
を

開
始

D
B

ま
た

は
P

F
0

2
0
2
0

0
0

4
1

2
0
2
2

【
内

閣
府

】
地

域
再

生
法

の
規

定
に

よ
り

内
閣

総
理

大
臣

が
認

定
し

た
地

域
再

生
計

画
に

基
づ

き
実

施
す

る
基

盤
整

備
事

業
の

完
了

数
地

域
3
7

2
0
1
3

3
3
1

3
6
3

4
6
0

5
1
1

5
7
1

6
0
8

2
0
2
2

【
法

務
】
長

期
相

続
登

記
等

未
了

土
地

の
解

消
作

業
の

着
手

筆
数

筆
2
1
0
0
0

2
0
2
2

1
9
7
7
0
2

1
2
0
4
8
8

2
4
0
0
8
3

2
1
0
0
0

2
0
2
2

【
農

水
】
山

地
災

害
危

険
地

区
等

に
お

け
る

森
林

整
備

対
策

（
排

水
施

設
の

整
備

、
法

面
の

保
全

等
に

よ
る

特
に

重
要

な
林

道
路

線
の

整
備

・
強

化
実

施
率

）
％

5
0

2
0
2
0

5
0

1
0
0

2
0
3
6

【
農

水
】
山

地
災

害
危

険
地

区
等

に
お

け
る

森
林

整
備

対
策

（
土

石
流

等
の

山
地

災
害

等
リ

ス
ク

が
高

い
山

地
災

害
危

険
地

区
の

対
策

実
施

率
）

％
6
5

2
0
2
0

6
5

1
0
0

2
0
3
6

【
農

水
】
市

町
村

森
林

整
備

計
画

等
に

お
い

て
水

源
涵

養
機

能
維

持
増

進
森

林
等

に
区

分
さ

れ
た

育
成

林
の

う
ち

、
機

能
が

良
好

に
保

た
れ

て
い

る
森

林
の

割
合

％
6
5
.3

6
2
0
1
8

6
5
.3

6
6
5
.3

7
6
5
.3

0
7
4
.5

1
2
0
2
3

【
農

水
】
土

石
流

等
の

山
地

災
害

等
リ

ス
ク

が
高

い
山

地
災

害
危

険
地

区
の

実
施

率
％

6
5

2
0
2
0

6
5

8
0

2
0
2
5
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該
当

プ
ロ

グ
ラ

ム
指

標
名

単
位

初
期

値
初

年
度

2
0
1
7
年

度
末

2
0
1
8
年

度
末

2
0
1
9
年

度
末

2
0
2
0
年

度
末

2
0
2
1
年

度
末

目
標

値
目

標
年

度

【
農

水
】
周

辺
の

森
林

の
山

地
災

害
防

止
機

能
等

が
適

切
に

発
揮

さ
れ

る
集

落
の

数
の

Ｒ
５

年
度

目
標

値
に

対
す

る
達

成
率

（
千

）
集

落
5
6
.2

2
0
1
8

5
6
.6

5
6
.8

5
8
.6

2
0
2
3

【
農

水
】
地

域
に

よ
る

農
地

・
農

業
用

水
等

の
保

全
管

理
へ

の
参

加
者

数
万

人
・
団

体
1
3
0
1

2
0
2
0

1
4
0
0

2
0
2
5

【
農

水
】
集

落
活

動
を

通
じ

た
都

市
と

農
山

漁
村

の
交

流
人

口
万

人
1
2
1
2

2
0
1
8

1
2
1
2

1
2
0
7

5
1
9

1
5
4
0

2
0
2
5

【
農

水
】

適
整

備
構

想
（
個

別
施

設
計

画
）
で

早
期

に
対

策
が

必
要

と
判

明
し

て
い

る
農

業
集

落
排

水
施

設
の

対
策

着
手

の
割

合
％

0
2
0
2
1

1
0
0

2
0
2
5

【
農

水
】
水

田
の

貯
留

機
能

向
上

に
資

す
る

「
田

ん
ぼ

ダ
ム

」
に

取
り

組
む

水
田

の
面

積
％

4
0

2
0
2
0

1
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
全

国
の

主
要

都
市

（
3
0
 都

市
を

想
定

）
に

お
け

る
防

災
・
減

災
に

資
す

る
グ

リ
ー

ン
イ

ン
フ

ラ
の

取
組

み
実

施
率

％
1
0

2
0
2
0

3
0

9
0

2
0
25

【
国

交
】
グ

リ
ー

ン
イ

ン
フ

ラ
官

民
連

携
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ
ー

ム
に

登
録

し
て

い
る

自
治

体
の

う
ち

、
グ

リ
ー

ン
イ

ン
フ

ラ
の

取
組

を
事

業
化

し
た

自
治

体
数

自
治

体
3

2
0
2
0

7
0

2
0
2
5

【
環

境
】
国

立
公

園
、

国
定

公
園

及
び

国
民

公
園

等
に

お
い

て
、

利
用

者
の

安
全

確
保

や
、

国
土

の
荒

廃
を

防
止

す
る

た
め

の
対

策
を

実
施

済
の

自
然

公
園

等
事

業
数

箇
所

3
1
7

2
0
2
1

0
2
1
8

3
1
7

4
8
4

1
1
2
2

2
0
2
5

【
環

境
】
「
抜

本
的

な
鳥

獣
捕

獲
強

化
対

策
」
に

お
け

る
イ

ノ
シ

シ
の

個
体

数
目

標
万

頭
1
2
0

2
0
1
1

1
0
7

1
0
5

1
0
0

8
7

6
0

2
0
2
3

【
環

境
】
「
抜

本
的

な
鳥

獣
捕

獲
強

化
対

策
」
に

お
け

る
ニ

ホ
ン

ジ
カ

の
個

体
数

目
標

万
頭

2
9
3

2
0
1
1

2
9
4

2
8
8

2
8
9

2
8
5

1
4
7

2
0
2
3

【
環

境
】
回

収
・
処

理
の

事
業

を
実

施
す

る
都

道
府

県
の

割
合

％
1
0
0

2
0
2
1

9
7

1
0
0

2
0
2
5

【
環

境
】
特

定
支

障
除

去
等

事
業

の
防

災
・
減

災
に

向
け

た
対

策
工

事
実

施
箇

所
箇

所
0

2
0
1
8

3
5

5
5

2
0
2
2

８
－

１
）
大

量
に

発
生

す
る

災
害

廃
棄

物
の

処
理

の
停

滞
に

よ
り

復
興

が
大

幅
に

遅
れ

る
事

態
【
内

閣
府

】
府

省
庁

及
び

主
要

な
自

治
体

・
民

間
企

業
と

の
連

携
及

び
他

分
野

と
の

デ
ー

タ
連

携
を

開
始

D
B

ま
た

は
P

F
0

2
0
2
0

0
0

4
1

2
0
2
2

【
国

交
】
全

国
都

道
府

県
に

お
け

る
「
災

害
時

の
船

舶
活

用
マ

ニ
ュ

ア
ル

」
策

定
状

況
都

道
府

県
2

2
0
1
8

2
2

2
2

4
7

【
環

境
】
中

核
市

等
に

お
い

て
災

害
時

再
稼

働
可

能
な

ご
み

焼
却

施
設

の
割

合
％

1
8

2
0
1
8

1
8

1
8

2
0

5
0

2
0
2
5

【
環

境
】
仮

置
場

整
備

率
％

4
9

2
0
1
6

5
5
.9

6
0

6
5

6
9
.3

7
0

2
0
2
5

【
環

境
】
災

害
廃

棄
物

処
理

計
画

策
定

率
（
都

道
府

県
）

％
5
7
.4

2
0
1
6

8
5
.1

9
6

9
8

1
0
0

1
0
0

2
0
2
5

【
環

境
】
災

害
廃

棄
物

処
理

計
画

策
定

率
（
市

区
町

村
）

％
2
3
.7

2
0
1
6

2
7
.3

3
9

5
1

6
5

6
0

2
0
2
5

【
環

境
】
有

害
廃

棄
物

対
策

検
討

実
施

率
％

5
0

2
0
1
6

5
5
.9

6
0
.8

7
3

7
3

1
0
0

2
0
2
5

【
環

境
】
教

育
・
訓

練
の

実
施

率
（
都

道
府

県
）

％
5
1
.1

2
0
1
6

6
8
.1

8
5

9
1
.5

9
1
.5

8
0

2
0
2
5

【
環

境
】
教

育
・
訓

練
の

実
施

率
（
市

区
町

村
）

％
9
.6

2
0
1
6

1
0

1
2

1
9

2
1
.4

6
0

2
0
2
5

【
環

境
】
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク
リ

サ
イ

ク
ル

高
度

化
設

備
導

入
拠

点
数

施
設

0
2
0
1
8

8
8

4
0

2
2

2
4
0

2
0
2
1

８
－

２
）
復

興
を

支
え

る
人

材
等

（
専

門
家

、
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
、

労
働

者
、

地
域

に
精

通
し

た
技

術
者

等
）
の

不
足

、
よ

り
良

い
復

興
に

向
け

た
ビ

ジ
ョ

ン
の

欠
如

等
に

よ
り

復
興

で
き

な
く
な

る
事

態
【
内

閣
府

】
府

省
庁

及
び

主
要

な
自

治
体

・
民

間
企

業
と

の
連

携
及

び
他

分
野

と
の

デ
ー

タ
連

携
を

開
始

D
B

ま
た

は
P

F
0

2
0
2
0

0
0

4
1

2
0
2
2

【
国

交
】
国

・
都

道
府

県
・
市

町
村

に
お

け
る

建
設

キ
ャ

リ
ア

ア
ッ

プ
シ

ス
テ

ム
活

用
工

事
の

導
入

％
2
.6

2
0
2
1

2
.6

1
0
0

2
0
2
3

【
国

交
】
復

興
ま

ち
づ

く
り

事
前

準
備

の
推

進
％

4
7

2
0
1
9

4
7

5
5

6
2

7
5

2
0
2
5

【
国

交
】
建

設
施

工
に

お
け

る
自

動
化

・
自

律
化

・
遠

隔
化

技
術

が
導

入
可

能
な

工
種

の
数

種
類

0
2
0
1
9

0
0

0
7

2
0
2
5

【
国

交
】
5
G

・
A

I等
を

用
い

た
自

動
制

御
・
走

行
技

術
を

搭
載

し
た

建
設

機
械

の
種

類
種

類
0

2
0
1
9

0
0

0
4

2
0
2
5

【
環

境
】
国

立
公

園
、

国
定

公
園

及
び

国
民

公
園

等
に

お
い

て
、

利
用

者
の

安
全

確
保

や
、

国
土

の
荒

廃
を

防
止

す
る

た
め

の
対

策
を

実
施

済
の

自
然

公
園

等
事

業
数

箇
所

3
1
7

2
0
2
1

0
2
1
8

3
1
7

4
8
4

1
1
2
2

2
0
2
5

８
－

３
）
広

域
地

盤
沈

下
等

に
よ

る
広

域
・
長

期
に

わ
た

る
浸

水
被

害
の

発
生

に
よ

り
復

興
が

大
幅

に
遅

れ
る

事
態

【
内

閣
府

】
府

省
庁

及
び

主
要

な
自

治
体

・
民

間
企

業
と

の
連

携
及

び
他

分
野

と
の

デ
ー

タ
連

携
を

開
始

D
B

ま
た

は
P

F
0

2
0
2
0

0
0

4
1

2
0
2
2

【
内

閣
府

】
防

災
チ

ャ
ッ

ト
ボ

ッ
ト

の
社

会
実

装
自

治
体

0
2
0
2
0

5
6

5
7

1
0
0

2
0
2
3

【
文

科
】
公

共
の

安
全

の
確

保
（
地

殻
変

動
の

予
測

・
監

視
）

％
0

2
0
1
4

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
【
文

科
】
A

L
O

S
-
2
の

運
用

年
数

(設
計

耐
用

年
数

を
越

え
た

運
用

段
階

)
年

0
2
0
1
4

3
4

5
6

7
5

2
0
1
9

【
文

科
】
公

共
の

安
全

の
確

保
（
国

内
及

び
ア

ジ
ア

地
域

等
の

災
害

時
の

情
報

把
握

）
％

0
2
0
1
4

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
【
文

科
】
先

進
光

学
衛

星
（
A

L
O

S
-
3
）
の

打
上

げ
年

0
2
0
1
9

0
0

0
1

2
0
2
1

【
文

科
】
先

進
レ

ー
ダ

衛
星

（
A

L
O

S
-
4
）
の

打
上

げ
年

0
2
0
1
9

0
0

0
1

2
0
2
2

【
経

産
】
工

業
用

水
道

の
基

幹
管

路
の

耐
震

化
適

合
率

％
4
6

2
0
2
0

4
6

4
7

6
0

2
0
2
5

【
経

産
】
B

C
P

等
と

連
携

し
た

浸
水

対
策

実
施

率
％

1
2

2
0
2
0

1
2

2
2

1
0
0

2
0
2
5

【
経

産
】
B

C
P

等
と

連
携

し
た

停
電

対
策

実
施

率
％

3
5

2
0
2
0

3
5

6
4

1
0
0

2
0
2
5

【
経

産
】
浸

水
害

を
想

定
し

た
B

C
P

策
定

率
％

3
5

2
0
2
0

3
5

4
3

1
0
0

2
0
2
5

【
経

産
】

大
規

模
の

地
震

を
想

定
し

た
B

C
P

策
定

率
％

6
1

2
0
2
0

6
1

6
9

1
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
地

形
分

類
情

報
の

整
備

㎢
0

2
0
2
0

0
0

1
0
2
5

1
2
4
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
土

地
履

歴
調

査
を

実
施

し
た

面
積

％
5
3

2
0
2
0

5
3

5
7

1
0
0

2
0
2
9

【
農

水
・
国

交
】
予

防
保

全
に

向
け

た
海

岸
堤

防
等

の
対

策
実

施
率

％
8
4

2
0
1
9

8
4

8
6

8
6

8
7

2
0
2
5

【
農

水
・
国

交
】
海

面
上

昇
等

の
影

響
に

も
適

応
可

能
と

な
る

順
応

的
な

砂
浜

の
管

理
が

実
施

さ
れ

て
い

る
海

岸
の

数
沿

岸
1

2
0
1
9

1
1

1
2
0

2
0
2
5

【
農

水
・
国

交
】
南

海
ト

ラ
フ

地
震

・
首

都
直

下
地

震
・
日

本
海

溝
・
千

島
海

溝
周

辺
海

溝
型

地
震

等
の

大
規

模
地

震
が

想
定

さ
れ

て
い

る
地

域
等

に
お

け
る

水
門

・
陸

閘
等

の
安

全
な

閉
鎖

体
制

の
確

保
率

％
7
7

2
0
1
9

7
7

7
9

8
0

8
5

2
0
2
5

【
農

水
・
国

交
】
気

候
変

動
影

響
を

防
護

目
標

に
取

り
込

ん
だ

海
岸

の
割

合
都

道
府

県
0

2
0
2
0

0
0

3
9

2
0
2
5

【
農

水
・
国

交
】
海

岸
堤

防
等

の
整

備
率

％
5
3

2
0
1
9

5
3

5
3

5
5

6
4

2
0
2
5

８
－

４
）
貴

重
な

文
化

財
や

環
境

的
資

産
の

喪
失

、
地

域
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
の

崩
壊

等
に

よ
る

有
形

・
無

形
の

文
化

の
衰

退
・
損

失
【
文

科
】
国

立
文

化
施

設
等

に
お

け
る

来
館

者
の

安
全

の
確

保
等

に
向

け
た

対
策

箇
所

数
箇

所
4

2
0
2
0

4
0

2
3

2
0
2
9

【
文

科
】
世

界
遺

産
・
国

宝
（
建

造
物

）
を

対
象

と
し

て
、

整
備

・
改

修
後

3
0
 年

を
経

過
し

た
防

火
設

備
の

老
朽

化
対

策
（
改

修
等

）
が

完
了

し
た

割
合

％
1
1

2
0
2
0

1
1

2
6

1
0
0

2
0
2
4

【
文

科
】
国

宝
・
重

要
文

化
財

（
美

術
工

芸
品

）
を

保
管

す
る

博
物

館
等

（
5
3
9
 館

）
の

う
ち

、
特

に
緊

急
性

の
高

い
も

の
に

係
る

、
防

火
設

備
等

の
対

策
の

実
施

率
％

3
0

2
0
2
0

3
0

5
0

1
0
0

2
0
2
4

【
文

科
】
不

特
定

多
数

が
滞

留
す

る
可

能
性

の
高

い
国

宝
・
重

要
文

化
財

及
び

世
界

遺
産

・
国

宝
に

対
す

る
耐

震
対

策
の

着
手

率
％

5
2
0
2
0

1
1

1
8

5
0

2
0
2
5

【
文

科
】
史

跡
名

勝
天

然
記

念
物

の
整

備
周

期
年

4
5

2
0
2
0

4
5

3
5

3
0

2
0
2
5

【
環

境
】
国

立
公

園
、

国
定

公
園

及
び

国
民

公
園

等
に

お
い

て
、

利
用

者
の

安
全

確
保

や
、

国
土

の
荒

廃
を

防
止

す
る

た
め

の
対

策
を

実
施

済
の

自
然

公
園

等
事

業
数

箇
所

3
1
7

2
0
2
1

0
2
1
8

3
1
7

4
8
4

1
1
2
2

2
0
2
5

【
環

境
】
「
抜

本
的

な
鳥

獣
捕

獲
強

化
対

策
」
に

お
け

る
イ

ノ
シ

シ
の

個
体

数
目

標
万

頭
1
2
0

2
0
1
1

1
0
7

1
0
5

1
0
0

8
7

6
0

2
0
2
3

【
環

境
】
「
抜

本
的

な
鳥

獣
捕

獲
強

化
対

策
」
に

お
け

る
ニ

ホ
ン

ジ
カ

の
個

体
数

目
標

万
頭

2
9
3

2
0
1
1

2
9
4

2
8
8

2
8
9

2
8
5

1
4
7

2
0
2
3

８
－

５
）
事

業
用

地
の

確
保

、
仮

設
住

宅
・
仮

店
舗

・
仮

事
業

所
等

の
整

備
が

進
ま

ず
復

興
が

大
幅

に
遅

れ
る

事
態

【
内

閣
府

】
府

省
庁

及
び

主
要

な
自

治
体

・
民

間
企

業
と

の
連

携
及

び
他

分
野

と
の

デ
ー

タ
連

携
を

開
始

D
B

ま
た

は
P

F
0

2
0
2
0

0
0

4
1

2
0
2
2

【
内

閣
府

】
防

災
チ

ャ
ッ

ト
ボ

ッ
ト

の
社

会
実

装
自

治
体

0
2
0
2
0

5
6

5
7

1
0
0

2
0
2
3

【
法

務
】
登

記
所

備
付

地
図

作
成

作
業

第
２

次
1
0
か

年
計

画
，

大
都

市
型

登
記

所
備

付
地

図
作

成
作

業
1
0
か

年
計

画
，

震
災

復
興

型
登

記
所

備
付

地
図

作
成

作
業

３
か

年
計

画
，

震
災

復
興

型
登

記
所

備
付

地
図

作
成

作
業

第
2
次

3
か

年
計

画
，

震
災

復
興

型
登

記
所

備
付

地
図

作
成

作
業

第
3
次

3
か

年
計

画
（
宮

城
県

，
福

島
県

及
び

岩
手

県
）
及

び
震

災
復

興
型

登
記

所
備

付
地

図
作

成
作

業
5
か

年
計

画
（
熊

本
県

）
の

進
捗

率

％
1
0

2
0
1
6

2
1

3
1

4
1

5
1

6
0

1
0
0

2
0
2
5

【
法

務
】
長

期
相

続
登

記
等

未
了

土
地

の
解

消
作

業
の

着
手

筆
数

筆
2
1
0
0
0

2
0
2
2

1
9
7
7
0
2

1
2
0
4
8
8

2
4
0
0
8
3

2
1
0
0
0

2
0
2
2

【
国

交
】
国

・
都

道
府

県
・
市

町
村

に
お

け
る

建
設

キ
ャ

リ
ア

ア
ッ

プ
シ

ス
テ

ム
活

用
工

事
の

導
入

％
2
.6

2
0
2
1

2
.6

1
0
0

2
0
2
3

【
国

交
】
地

籍
調

査
の

優
先

実
施

地
域

で
の

進
捗

率
％

7
9

2
0
1
9

7
9

7
9

8
7

2
0
2
9

155



該
当

プ
ロ

グ
ラ

ム
指

標
名

単
位

初
期

値
初

年
度

2
0
1
7
年

度
末

2
0
1
8
年

度
末

2
0
1
9
年

度
末

2
0
2
0
年

度
末

2
0
2
1
年

度
末

目
標

値
目

標
年

度

【
国

交
】
地

籍
調

査
の

対
象

地
域

全
体

で
の

進
捗

率
％

5
2

2
0
1
9

5
2

5
2

5
7

2
0
2
9

【
国

交
】
今

後
土

砂
災

害
等

が
発

生
す

る
可

能
性

が
高

い
エ

リ
ア

の
う

ち
、

土
砂

災
害

特
別

警
戒

区
域

等
の

特
に

緊
急

性
が

高
い

地
域

を
対

象
と

し
た

地
籍

調
査

の
実

施
面

積
㎢

0
2
0
2
0

0
9
7

5
4
0

2
0
2
5

【
国

交
】
復

興
ま

ち
づ

く
り

事
前

準
備

の
推

進
％

4
7

2
0
1
9

4
7

5
5

6
2

7
5

2
0
2
5

【
国

交
】
南

海
ト

ラ
フ

地
震

、
首

都
直

下
地

震
、

日
本

海
溝

・
千

島
海

溝
周

辺
海

溝
型

地
震

等
の

大
規

模
地

震
が

想
定

さ
れ

て
い

る
地

域
等

に
お

け
る

水
門

・
樋

門
等

の
耐

震
化

率
％

3
2

2
0
1
4

4
7

5
3

5
8

9
1

2
0
2
5

【
国

交
】
南

海
ト

ラ
フ

地
震

、
首

都
直

下
地

震
、

日
本

海
溝

・
千

島
海

溝
周

辺
海

溝
型

地
震

等
の

大
規

模
地

震
が

想
定

さ
れ

て
い

る
地

域
等

に
お

け
る

河
川

堤
防

等
の

整
備

率
（
計

画
高

ま
で

の
整

備
と

耐
震

化
）

％
3
7

2
0
1
4

5
5

5
9

7
2

8
5

2
0
2
5

【
国

交
】
電

子
基

準
点

の
観

測
デ

ー
タ

の
取

得
率

％
9
9
.7

8
2
0
1
3

9
9
.8

9
9
.9

9
9
.8

9
9
.8

9
9
.8

9
9
.5

毎
年

度
【
国

交
】
全

国
活

断
層

帯
情

報
等

の
整

備
進

捗
率

％
6
2

2
0
1
6

6
6

6
8

7
0

7
2

7
5

7
9

2
0
2
3

【
国

交
】
電

子
基

準
点

網
の

耐
災

害
性

強
化

の
実

施
箇

所
数

件
0

2
0
1
9

0
0

0
2
0
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
地

形
分

類
情

報
の

整
備

㎢
0

2
0
2
0

0
0

1
0
2
5

1
2
4
0
0

2
0
2
5

【
国

交
】
土

地
履

歴
調

査
を

実
施

し
た

面
積

％
5
3

2
0
2
0

5
3

5
7

1
0
0

2
0
2
9

８
－

６
）
国

際
的

風
評

被
害

や
信

用
不

安
、

生
産

力
の

回
復

遅
れ

、
大

量
の

失
業

・
倒

産
等

に
よ

る
国

家
経

済
等

へ
の

甚
大

な
影

響
【
金

融
】
金

融
機

関
に

お
け

る
B

C
P

の
策

定
率

（
全

預
金

取
扱

金
融

機
関

）
％

9
5

2
0
1
5

9
9

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

毎
年

度
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（
別
紙
３
）
　
ベ
ン
チ
マ
ー
ク
指
標
一
覧

＜
ベ
ン
チ
マ
ー
ク
指

標
　
ハ

ー
ド
施

策
一

覧
＞

指
標

名
単

位
初

期
値

初
年

度
2
0
1
7
年

度
末

2
0
1
8
年

度
末

2
0
1
9
年

度
末

2
0
2
0
年

度
末

2
0
2
1
年

度
末

目
標

値
目

標
年

度

【
国

交
】
住
宅
の
耐
震
化
率

％
8
2

2
0
1
3

8
7

耐
震
性
の
不
足

す
る
も
の

を
お
お

む
ね

解
消

2
0
3
0

【
国
交
】
耐
震
診
断
義
務
付
け
対
象
建
築
物
の
耐
震
化
率

％
7
4
（
う
ち
、

要
緊
急
安

全
確
認
大

規
模
建
築

物
：
8
9
）

2
0
2
0

7
4
（
う
ち
、

要
緊
急
安

全
確
認
大

規
模
建
築

物
：
8
9
）

7
3
（
う
ち
、

要
緊
急
安

全
確
認
大

規
模
建
築

物
：
9
0
）

耐
震
性
の
不
足

す
る
も
の

を
お
お

む
ね

解
消

2
0
2
5

【
国

交
】
危
険
密
集
市
街
地
の
面
積

h
a

2
2
1
9

2
0
2
1

3
4
2
2

3
1
4
9

2
9
8
2

2
2
1
9

1
9
8
9

0
2
0
3
0

【
農

水
・
国
交
】
海
岸
堤
防
等
の
整
備

率
％

5
3

2
0
1
9

5
3

5
3

5
5

6
4

2
0
2
5

【
国

交
】
１
級

河
川

に
お
け
る
戦

後
最

大
洪

水
等

に
対

応
し
た
河

川
の

整
備

率
％

6
5

2
0
1
9

6
5

6
6

7
3

2
0
2
5

【
国

交
】
２
級

河
川

に
お
け
る
近

年
災

害
の

洪
水

等
に
対

応
し
た
河

川
の

整
備

率
％

6
2

2
0
1
9

6
2

6
4

7
1

2
0
2
5

【
国

交
】
土

砂
災

害
か

ら
保

全
さ
れ

る
人

家
の

割
合

％
2
4
.8

2
0
1
4

2
5
.5

2
5
.6

2
5
.9

2
6
.3

2
6
.6

2
6
.8

2
0
2
3

【
経

産
】
低
圧
本
支
管
の
耐
震
化
率

％
7
7
.7

2
0
0
8

8
8
.8

8
9
.5

9
0
.3

9
1

9
0

2
0
3
0

【
国

交
】
緊
急
輸
送
道
路
上
の
橋
梁
の

耐
震

化
率

％
7
5

2
0
1
5

7
8

7
9

7
9

8
0

8
4

2
0
2
5

【
国
交
】
緊
急
輸
送
道
路
の
法
面
・
盛
土
に
お
け
る
対
策
必
要
箇
所
の
整
備
率

％
5
5

2
0
1
9

5
5

6
7

7
3

2
0
2
5

【
総

務
】
緊
急
消
防
援
助
隊
の
増
強

隊
6
2
5
8

2
0
1
9

6
2
5
8

6
4
4
1

6
5
4
6

6
6
0
0

2
0
2
3

【
防

衛
】
【
５
か
年
加
速
化
対
策
】
全
国

の
駐

屯
地

・
基

地
の

自
衛

隊
施

設
の

強
化

の
整

備
着
手
率

％
0

2
0
2
1

1
8

9
1

2
0
2
5

【
厚

労
】
全

国
の

災
害

拠
点

病
院

及
び
救

命
救

急
セ
ン
タ
ー
の

耐
震

化
率

％
8
9
.4

2
0
1
7

8
9
.4

9
0
.7

9
2
.4

9
3
.6

9
5

2
0
2
3

【
厚

労
】
社
会
福
祉
施
設
等
の
耐
震
化

率
％

8
6
.3

2
0
1
3

9
1
.4

9
5
.2

2
0
2
5

【
警

察
】
都
道
府
県
警
察
本
部
及
び
警

察
署

の
耐

震
化

率
％

7
7

2
0
1
0

9
4

9
5

9
6

9
7

9
7
.8

9
8

2
0
2
5

【
国

交
】
官

庁
施

設
の

耐
震

基
準

を
満

足
す
る
割

合
％

8
8

2
0
1
3

9
2

9
3

9
4

9
5

9
6

1
0
0

2
0
2
5

【
警

察
】
警

察
移

動
無

線
通

信
シ
ス
テ
ム
の

更
新

・
統

合
都
道
府
県

4
2
0
1
7

4
8

1
8

4
0

4
0

4
7

2
0
2
3

【
文

科
】
技
術
試
験
衛
星
9
号
機
（
E
T
S
-
9
）
の

打
上

げ
年

0
2
0
1
9

0
0

0
1

2
0
2
3

【
文

科
】
E
T
S
-
9
の
技
術
実
証
（
全
電

化
衛

星
技

術
）

％
0

2
0
2
3

1
0
0

2
0
2
6

【
文

科
】
E
T
S
-
9
の
技
術
実
証
（
大
電

力
化

、
高

排
熱

技
術

）
％

0
2
0
2
3

1
0
0

2
0
2
6

【
国

交
】
大

規
模

地
震

時
に
確

保
す
べ

き
海

上
交

通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の

う
ち
、
発

災
時

に
使

用
可

能
な
も
の

の
割

合
％

3
3

2
0
2
0

3
3

3
4

4
7

2
0
2
5

【
国

交
】
滑

走
路

等
の

耐
震

対
策

に
よ
り
、
地

震
発

生
後

に
お
け
る
救

急
･救

命
活

動
等

の
拠

点
機

能
の

確
保

や
航

空
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の

維
持

が
可

能
と
な
る
空

港
の

割
合

％
7
0

2
0
1
9

7
0

7
0

7
4

1
0
0

2
0
2
9

【
経

産
】
特

別
警

報
級

の
大

雨
や

高
潮

等
の

新
た
な
事

象
を
想

定
し
た
強

靱
化

対
策

を
実

施
し
、
災

害
対

応
能

力
の

強
化

を
図

る
製

油
所

の
箇

所
数

箇
所

0
2
0
2
0

0
0

1
2

2
0
2
5

【
国

交
】
電

柱
倒

壊
の

リ
ス
ク
が

あ
る
市

街
地

等
の

緊
急

輸
送

道
路

に
お
け
る
無

電
柱

化
着

手
率

％
3
8

2
0
1
9

3
8

4
1

5
2

2
0
2
5

【
国

交
】
首

都
直

下
地

震
又

は
南

海
ト
ラ
フ
地

震
で
震

度
6
強

以
上

が
想

定
さ
れ

る
地

域
等

に
存

在
す
る
主

要
鉄

道
路

線
の

耐
震

化
率

％
9
7

2
0
1
7

9
7

9
7

9
7

9
8

1
0
0

2
0
2
2

【
農

水
】
更

新
が

早
期

に
必

要
と
判

明
し
て
い
る
基

幹
的

農
業

水
利

施
設

に
お
け
る
対

策
着

手
の

割
合

％
0

2
0
2
1

0
2
0

1
0
0

2
0
2
5

【
厚

労
】
上
水
道
の
基
幹
管
路
の
耐
震

適
合

率
％

4
0
.3

2
0
1
8

4
0
.3

4
0
.9

4
0
.7

6
0

2
0
2
8

【
国

交
】
重

要
施

設
に
係

る
下

水
道

管
路

の
耐

震
化

率
％

5
2

2
0
1
9

5
2

5
4

6
4

2
0
2
5

【
国

交
】
重

要
施

設
に
係

る
下

水
処

理
場

等
の

耐
震

化
率

％
3
8

2
0
1
9

3
8

4
1

5
4

2
0
2
5

【
国

交
】
河

川
管

理
施

設
の

う
ち
、
予

防
保

全
段

階
に
あ
る
施

設
の

解
消

率
％

7
0

2
0
2
0

7
0

7
9

8
6

2
0
2
5

【
国

交
】
健

全
度

評
価

に
お
い
て
速

や
か

に
措

置
と
判

定
さ
れ

た
ダ
ム
管

理
施

設
の

解
消

率
％

8
2

2
0
1
9

8
2

8
6

9
6

2
0
2
5

【
国

交
】
健

全
度

評
価

に
お
い
て
要

対
策

(C
)と

判
定

さ
れ

た
砂

防
関

係
施

設
の

解
消

率
％

9
1
.7

2
0
2
0

9
1
.7

9
1
.7

9
2
.4

2
0
2
5

【
農

水
・
国
交
】
予
防
保
全
に
向
け
た
海

岸
堤

防
等

の
対

策
実

施
率

％
8
4

2
0
1
9

8
4

8
6

8
6

8
7

2
0
2
5

【
国

交
】
機

能
を
十

分
発

揮
さ
せ

る
た
め
に
整

備
が

必
要

な
防

災
公

園
（
約

1
6
0
箇

所
程

度
）
の

対
策

実
施

率
％

0
2
0
2
0

6
1

6
9

8
0

2
0
2
5

【
経

産
】
対

策
を
行

っ
た
集

積
場

の
数

％
4
4
.1

2
0
1
8

4
4
.1

4
7
.1

5
0

4
8

【
農

水
】
市

町
村

森
林

整
備

計
画

等
に
お
い
て
水

源
涵

養
機

能
維

持
増

進
森

林
等

に
区

分
さ
れ

た
育

成
林

の
う
ち
、
機

能
が

良
好

に
保

た
れ

て
い
る
森

林
の

割
合

％
6
5
.3
6

2
0
1
8

6
5
.3
6

6
5
.3
7

6
5
.2
8

7
4
.5
1

2
0
2
3

【
農

水
】
周

辺
の

森
林

の
山

地
災

害
防

止
機

能
等

が
適

切
に
発

揮
さ
れ

る
集

落
の

数
の

Ｒ
５
年

度
目

標
値

に
対

す
る
達

成
率

（
千

）
集

落
5
6
.2

2
0
1
8

5
6
.6

5
6
.8

5
8
.6

2
0
2
3

【
環
境
】
中
核
市
等
に
お
い
て
災
害
時
再
稼
働
可
能
な
ご
み
焼
却
施
設
の
割
合

％
1
8

2
0
1
8

1
8

1
8

2
0

5
0

2
0
2
5

【
環

境
】
国
立
公
園
、
国
定
公
園
及
び
国

民
公

園
等

に
お
い
て
、
利

用
者

の
安

全
確

保
や

、
国
土
の
荒
廃
を
防
止
す
る
た
め
の
対
策
を
実
施
済
の
自
然
公
園
等
事
業
数

箇
所

3
1
7

2
0
2
1

0
2
1
8

3
1
7

4
8
4

1
1
2
2

2
0
2
5

【
国

交
】
南

海
ト
ラ
フ
地

震
、
首

都
直

下
地

震
、
日

本
海

溝
・
千

島
海

溝
周

辺
海

溝
型

地
震

等
の

大
規

模
地

震
が

想
定

さ
れ

て
い
る
地

域
等

に
お
け
る
河

川
堤

防
等

の
整

備
率

（
計

画
高

ま
で
の

整
備

と
耐

震
化

）
％

3
7

2
0
1
4

5
5

5
9

7
2

8
5

2
0
2
5
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＜
ベ
ン
チ
マ
ー
ク
指

標
　
ソ
フ
ト
施

策
一

覧
＞

指
標

名
単

位
初

期
値

初
年

度
2
0
1
7
年

度
末

2
0
1
8
年

度
末

2
0
1
9
年

度
末

2
0
2
0
年

度
末

2
0
2
1
年

度
末

目
標

値
目

標
年

度

【
国
交
】
液
状
化
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
高
度
化
の
実
施
市
区
町
村
数

市
区

町
村

0
2
0
2
0

0
2

2
5

2
0
2
5

【
国

交
】
最

大
ク
ラ
ス
の

津
波

に
対

応
し
た
ハ

ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
を
作

成
・
公

表
し
、
住

民
の

防
災

意
識

向
上

に
つ
な
が

る
訓

練
（
机

上
訓

練
、
情

報
伝

達
訓

練
等

）
を
実

施
市

町
村

0
2
0
1
5

9
1

1
2
9

1
3
2

1
8
3

2
5
7

2
0
2
5

【
国

交
】
最

大
ク
ラ
ス
の

洪
水

に
対

応
し
た
洪

水
浸

水
想

定
区

域
の

指
定

、
ハ

ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
の

作
成

、
訓

練
実

施
の

推
進

市
区

町
村

3
8
8

2
0
2
0

3
8
8

1
3
8
8

2
0
2
5

【
国
交

】
大

雨
の

予
測

の
正

確
さ
を
表
し
た
指
標
値
（
値
が
1
に
近
い
ほ
ど
正
確
な
予
測
）

0
.5
3

2
0
1
7

0
.5
3

0
.5
3

0
.5
2

0
.5

0
.5
1

0
.5
5

2
0
2
2

【
国
交

】
土

砂
災

害
か

ら
保

全
さ
れ

る
人
家
の
割
合

％
2
4
.8

2
0
1
4

2
5
.5

2
5
.6

2
5
.9

2
6
.3

2
6
.6

2
6
.8

2
0
2
3

【
国
交
】
土
砂
災
害
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
に
お
け
る
土
砂
災
害
警
戒
区
域
の
新
規
公
表
数

箇
所

0
2
0
1
9

0
1
6
0
0
0

5
6
0
0
0

2
0
2
5

【
国
交

】
大

雪
の

予
測

の
正

確
さ
を
表
し
た
指
標
値
（
値
が
1
に
近
い
ほ
ど
正
確
な
予
測
)

0
.6
3

2
0
2
0

0
.6

0
.6
1

0
.6
1

0
.6
3

0
.6
3

0
.6
5

2
0
2
5

【
農
水

】
応

急
用

食
料

（
主

食
系

）
の
充
足
率

％
1
0
0

2
0
1
3

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

毎
年
度

【
防
衛

】
防

災
訓

練
等

の
実

施
率

％
1
0
0

2
0
1
3

1
0
0

1
0
0

1
0
0

5
0

1
0
0

1
0
0

毎
年
度

【
内
閣

府
・
国

交
】
都

市
再

生
安

全
確
保
計
画
等
の
策
定
と
P
D
C
A
サ
イ
ク
ル
の
実
施

計
画

0
2
0
1
9

1
6

2
9

4
7

5
0

2
0
2
3

【
環

境
】
災

害
復

旧
に
対

応
し
た
浄

化
槽

台
帳

シ
ス
テ
ム
整

備
市

町
村

数
市

町
村

3
0

2
0
0
8

1
6
8

1
5
8

1
5
8

6
6
2

2
0
2
3

【
経
産

】
災

害
時

石
油

供
給

連
携
計
画
実
施
訓
練
の
前
年
度
課
題
の
改
善
率

％
4
7

2
0
1
4

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

2
0
2
3

【
総

務
】
Ｌ
ア
ラ
ー
ト
高

度
化

シ
ス
テ
ム
を
導

入
し
て
い
る
都

道
府

県
数

都
道

府
県

0
2
0
1
8

0
0

2
1

4
4

2
5

2
0
2
1

【
内

閣
府

】
大

企
業

の
B
C
P
の

策
定

割
合

％
6
0
.4

2
0
1
5

6
4

6
8
.4

7
0
.8

1
0
0

2
0
2
5

【
内

閣
府

】
中

堅
企

業
の

B
C
P
の

策
定

割
合

％
2
9
.9

2
0
1
5

3
1
.8

3
4
.4

4
0
.2

5
0

2
0
2
5

【
金
融

】
金

融
機

関
に
お
け
る
B
C
P
の
策
定
率
（
全
預
金
取
扱
金
融
機
関
）

％
9
5

2
0
1
5

9
9

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

毎
年
度

【
農
水

】
食

品
産

業
事

業
者

に
お
け
る
連
携
・
協
力
体
制
の
構
築
割
合

％
2
4

2
0
1
2

5
0

7
4

5
0

毎
年
度

【
農
水

】
ハ

ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
等

ソ
フ
ト
対
策
を
実
施
し
た
防
災
重
点
農
業
用
た
め
池
の
割
合

割
2
.9

2
0
1
9

2
.9

9
.9

1
0

2
0
2
5

【
環

境
】
「
抜

本
的

な
鳥

獣
捕

獲
強

化
対

策
」
に
お
け
る
ニ
ホ
ン
ジ
カ
の

個
体

数
目

標
万

頭
2
9
3

2
0
1
1

2
9
4

2
8
8

2
8
9

2
8
5

1
4
7

2
0
2
3
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（
別
紙
４
）
国
土
強
靱
化
推
進
本
部
に
報
告
す
べ
き
国
の
他
の
計
画
等
 

 （
※
を
付
し
た
計
画
等
は
、
今
般
新
た
に
国
土
強
靱
化
推
進
本
部
へ
の
報
告
対
象
と
位
置
付
け
た
も
の
）
 

■
今
年
度
改
定
予
定
の
国
の
他
の
計
画
等
 

名
称

 
決
定
主
体

 
所
管
府
省
庁

 
主
要
分
野
名

 
改
定
時
期
（予

定
） 

避
難
所
に
お
け
る
良
好
な
生
活
環
境
の
確
保
に
向
け
た
取
組
指
針
 

内
閣
府
防
災
 

内
閣
府
 

分
野
横
断
 

令
和
４
年
４
月
 

都
市
再
生
基
本
方
針
 

閣
議
決
定
 

内
閣
府
 

住
宅
・
都
市
 

令
和
４
年
度
内
（
予
定
）
 

中
心
市
街
地
の
活
性
化
を
図
る
た
め
の
基
本
的
な
方
針
 

閣
議
決
定
 

内
閣
府
 

住
宅
・
都
市
 

令
和
４
年
度
内
（
予
定
）
 

文
化
芸
術
推
進
基
本
計
画
 

閣
議
決
定
 

文
部
科
学
省
 

住
宅
・
都
市
 

令
和
５
年
３
月
（
予
定
）
 

医
療
提
供
体
制
の
確
保
に
関
す
る
基
本
方
針
 

(良
質
か
つ
適
切
な
医
療
を
効
率
的
に
提
供
す
る
体
制
の
確
保
を
図
る
た
め

の
基
本
的
な
方
針
) 

厚
生
労
働
大
臣
 

厚
生
労
働
省
 

保
健
医
療
・
福
祉
 
令
和
４
年
度
内
（
予
定
）
 

水
循
環
基
本
計
画
 

閣
議
決
定
 

内
閣
官
房
 

国
土
保
全
 

令
和
４
年
６
月
（
予
定
）
 

※
生
物
多
様
性
国
家
戦
略
 

閣
議
決
定
 

環
境
省
 

環
境
 

令
和
４
年
度
内
（
予
定
）
 

※
熱
中
症
対
策
行
動
計
画
 

熱
中
症
対
策
推
進
会

議
 

環
境
省
 

環
境
 

令
和
４
年
４
月

13
日
 

統
合
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
戦
略
 

閣
議
決
定
 

内
閣
府
 

研
究
開
発
 

令
和
４
年
６
月
（
予
定
）
 

沖
縄
振
興
基
本
方
針
 

内
閣
総
理
大
臣
 

内
閣
府
 

土
地
利
用
 

令
和
４
年
５
月

10
日
 

離
島
振
興
基
本
方
針
 

国
土
交
通
大
臣
、
総

務
大
臣
、
農
林
水
産

大
臣
、
文
部
科
学
大

臣
、
厚
生
労
働
大
臣
、

経
済
産
業
大
臣
、
環

境
大
臣
 

国
土
交
通
省
 

土
地
利
用
 

令
和
４
年
度
内
（
予
定
）
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■
そ
の
他
の
国
の
他
の
計
画
等
 

名
称

 
決
定
主
体

 
所
管
府
省
庁

 
主
要
分
野
名

 
防
災
基
本
計
画
 

中
央
防
災
会
議
 

内
閣
府
 

分
野
横
断
 

政
府
業
務
継
続
計
画
（
首
都
直
下
地
震
対
策
）
 

閣
議
決
定
 

内
閣
府
 

分
野
横
断
 

事
業
継
続
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
 

内
閣
府
防
災
 

内
閣
府
 

分
野
横
断
 

首
都
直
下
地
震
緊
急
対
策
推
進
基
本
計
画
 

閣
議
決
定
 

内
閣
府
 

分
野
横
断
 

南
海
ト
ラ
フ
地
震
防
災
対
策
推
進
基
本
計
画
 

中
央
防
災
会
議
 

内
閣
府
 

分
野
横
断
 

活
動
火
山
対
策
の
総
合
的
な
推
進
に
関
す
る
基
本
的
な
指
針
 

内
閣
総
理
大
臣
 

内
閣
府
 

分
野
横
断
 

社
会
資
本
整
備
重
点
計
画
 

閣
議
決
定
 

警
察
庁
・
農
林
水
産
省
・
国
土

交
通
省
 

分
野
横
断
 

国
土
形
成
計
画
（
全
国
計
画
）
 

閣
議
決
定
 

国
土
交
通
省
 

分
野
横
断
 

観
光
立
国
推
進
基
本
計
画
 

閣
議
決
定
 

国
土
交
通
省
 

分
野
横
断
 

日
本
海
溝
・
千
島
海
溝
周
辺
海
溝
型
地
震
防
災
対
策
推
進
基
本
計
画
 

中
央
防
災
会
議
 

内
閣
府
 

分
野
横
断
 

雨
水
の
利
用
の
推
進
に
関
す
る
基
本
方
針
 

国
土
交
通
大
臣
 

国
土
交
通
省
 

分
野
横
断
 

北
海
道
総
合
開
発
計
画
 

閣
議
決
定
 

国
土
交
通
省
 

分
野
横
断
 

基
本
測
量
に
関
す
る
長
期
計
画
 

国
土
交
通
大
臣
 

国
土
交
通
省
 

分
野
横
断
 

行
政
機
関
の
官
署
及
び
特
殊
法
人
の
主
た
る
事
務
所
の
移
転
に
関
す
る
基
本
方
針
 

閣
議
決
定
 

国
土
交
通
省
 

行
政
機
能
 

住
生
活
基
本
計
画
 

閣
議
決
定
 

国
土
交
通
省
 

住
宅
・
都
市
 

建
築
物
の
耐
震
診
断
及
び
耐
震
改
修
の
促
進
を
図
る
た
め
の
基
本
的
な
方
針
 

国
土
交
通
大
臣
 

国
土
交
通
省
 

住
宅
・
都
市
 

ス
ポ
ー
ツ
基
本
計
画
 

閣
議
決
定
 

文
部
科
学
省
 

住
宅
・
都
市
 

歴
史
的
風
致
維
持
向
上
基
本
方
針
 

文
部
科
学
大
臣
、
農
林
水
産
大

臣
、
国
土
交
通
大
臣
 

国
土
交
通
省
 

住
宅
・
都
市
 

健
康
・
医
療
戦
略
 

閣
議
決
定
 

内
閣
官
房
 

保
健
医
療
・
福
祉
 

高
齢
社
会
対
策
大
綱
 

閣
議
決
定
 

内
閣
府
 

保
健
医
療
・
福
祉
 

予
防
接
種
に
関
す
る
基
本
的
な
計
画
 

厚
生
労
働
大
臣
 

厚
生
労
働
省
 

保
健
医
療
・
福
祉
 

地
球
温
暖
化
対
策
計
画
 

閣
議
決
定
 

内
閣
官
房
 

エ
ネ
ル
ギ
ー
 

エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
 

閣
議
決
定
 

経
済
産
業
省
 

エ
ネ
ル
ギ
ー
 

世
界
最
先
端
デ
ジ
タ
ル
国
家
創
造
宣
言
・
官
民
デ
ー
タ
活
用
推
進
基
本
計
画
 

閣
議
決
定
 

内
閣
官
房
 

情
報
通
信
 

地
理
空
間
情
報
活
用
推
進
基
本
計
画
 

閣
議
決
定
 

内
閣
官
房
 

情
報
通
信
 

宇
宙
基
本
計
画
 

宇
宙
開
発
戦
略
本
部
 

内
閣
府
 

情
報
通
信
 

交
通
政
策
基
本
計
画
 

閣
議
決
定
 

警
察
庁
・
経
済
産
業
省
・
国
土

交
通
省
 

交
通
・
物
流
 

総
合
物
流
施
策
大
綱
 

閣
議
決
定
 

農
林
水
産
省
・
経
済
産
業
省
・

国
土
交
通
省
 

交
通
・
物
流
 

自
転
車
活
用
推
進
計
画
 

閣
議
決
定
 

国
土
交
通
省
 

交
通
・
物
流
 

無
電
柱
化
推
進
計
画
 

国
土
交
通
大
臣
 

国
土
交
通
省
 

交
通
・
物
流
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食
料
・
農
業
・
農
村
基
本
計
画
 

閣
議
決
定
 

農
林
水
産
省
 

農
林
水
産
 

森
林
整
備
保
全
事
業
計
画
 

閣
議
決
定
 

農
林
水
産
省
 

農
林
水
産
 

水
産
基
本
計
画
 

閣
議
決
定
 

農
林
水
産
省
 

農
林
水
産
 

森
林
・
林
業
基
本
計
画
 

閣
議
決
定
 

農
林
水
産
省
 

農
林
水
産
 

土
地
改
良
長
期
計
画
 

閣
議
決
定
 

農
林
水
産
省
 

農
林
水
産
 

漁
港
漁
場
整
備
長
期
計
画
 

閣
議
決
定
 

農
林
水
産
省
 

農
林
水
産
 

農
林
水
産
業
・
地
域
の
活
力
創
造
プ
ラ
ン
 

閣
議
決
定
 

農
林
水
産
省
 

農
林
水
産
 

卸
売
市
場
に
関
す
る
基
本
方
針
 

農
林
水
産
大
臣
 

農
林
水
産
省
 

農
林
水
産
 

農
業
の
有
す
る
多
面
的
機
能
の
発
揮
の
促
進
に
関
す
る
基
本
指
針
 

農
林
水
産
大
臣
 

農
林
水
産
省
 

農
林
水
産
 

海
岸
保
全
区
域
等
に
係
る
海
岸
の
保
全
に
関
す
る
基
本
的
な
方
針
 

農
林
水
産
大
臣
、
国
土
交
通
大

臣
 

農
林
水
産
省
・
国
土
交
通
省
 

国
土
保
全
 

津
波
防
災
地
域
づ
く
り
の
推
進
に
関
す
る
基
本
的
な
指
針
 

国
土
交
通
大
臣
 

国
土
交
通
省
 

国
土
保
全
 

土
砂
災
害
防
止
対
策
基
本
指
針
 

国
土
交
通
大
臣
 

国
土
交
通
省
 

国
土
保
全
 

港
湾
の
開
発
、
利
用
及
び
保
全
並
び
に
開
発
保
全
航
路
の
開
発
に
関
す
る
基
本
方
針
 

国
土
交
通
大
臣
 

国
土
交
通
省
 

国
土
保
全
 

海
洋
基
本
計
画
 

閣
議
決
定
 

内
閣
府
 

国
土
保
全
 

環
境
基
本
計
画
 

閣
議
決
定
 

環
境
省
 

環
境
 

廃
棄
物
の
減
量
そ
の
他
そ
の
適
正
な
処
理
に
関
す
る
施
策
の
総
合
的
か
つ
計
画
的
な
推

進
を
図
る
た
め
の
基
本
的
な
方
針
 

環
境
大
臣
 

環
境
省
 

環
境
 

気
候
変
動
適
応
計
画
 

閣
議
決
定
 

環
境
省
 

環
境
 

循
環
型
社
会
形
成
推
進
基
本
計
画
 

閣
議
決
定
 

環
境
省
 

環
境
 

鳥
獣
の
保
護
及
び
管
理
を
図
る
た
め
の
事
業
を
実
施
す
る
た
め
の
基
本
的
な
指
針
 

環
境
大
臣
 

環
境
省
 

環
境
 

科
学
技
術
・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
基
本
計
画
 

閣
議
決
定
 

内
閣
府
 

研
究
開
発
 

国
土
利
用
計
画
（
全
国
計
画
）
 

閣
議
決
定
 

国
土
交
通
省
 

土
地
利
用
 

豪
雪
地
帯
対
策
基
本
計
画
 

閣
議
決
定
 

国
土
交
通
省
 

土
地
利
用
 

奄
美
群
島
振
興
開
発
基
本
方
針
 

国
土
交
通
大
臣
、
総
務
大
臣
、

農
林
水
産
大
臣
、
文
部
科
学
大

臣
、
厚
生
労
働
大
臣
、
経
済
産

業
大
臣
、
環
境
大
臣
 

国
土
交
通
省
 

土
地
利
用
 

小
笠
原
諸
島
振
興
開
発
基
本
方
針
 

国
土
交
通
大
臣
 

国
土
交
通
省
 

土
地
利
用
 

土
地
基
本
方
針
 

閣
議
決
定
 

国
土
交
通
省
 

土
地
利
用
 

国
土
調
査
事
業
十
箇
年
計
画
 

閣
議
決
定
 

国
土
交
通
省
 

土
地
利
用
 

教
育
振
興
基
本
計
画
 

閣
議
決
定
 

文
部
科
学
省
 

リ
ス
コ
ミ
 

建
設
工
事
従
事
者
の
安
全
及
び
健
康
の
確
保
に
関
す
る
基
本
的
な
計
画
 

閣
議
決
定
 

厚
生
労
働
省
・
国
土
交
通
省
 

人
材
育
成
 

イ
ン
フ
ラ
長
寿
命
化
基
本
計
画
 

イ
ン
フ
ラ
老
朽
化
対
策
の
推
進

に
関
す
る
関
係
省
庁
連
絡
会
議
 

イ
ン
フ
ラ
老
朽
化
対
策
の
推
進

に
関
す
る
関
係
省
庁
 

老
朽
化
対
策
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（
別
紙
５
）
 
重
点
化
す
べ
き
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
係
る
工
程
表
 

 1-
1）

住
宅
・
建
物
・
交
通
施
設
等
の
複
合
的
・
大
規
模
倒
壊
や
不
特
定
多
数
が
集
ま
る
施
設
の
倒
壊
に
よ
る
多
数
の
死
傷
者
の
発
生

 
 

事
態
を
回
避
す
る

た
め
の
取
組
施
策

 
令
和
４
年
度
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
令
和
５
年
度
以
降
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
指
標

 

【
国
交
】
住
宅
・
建
築

物
の
耐
震
化
の
促
進
 

 
耐
震
診
断
義
務
付
け
対
象
建
築
物
に
つ
い
て
は
、
令
和
７
年
ま
で
に
耐
震
性
が
不
十
分
な
も
の
を
お
お
む
ね
解
消
す
べ
く
、
耐
震
改
修
促
進
法
に
基
づ
き
、
不
特
定

多
数
の
者
が
利
用
す
る
一
定
規
模
以
上
の
建
築
物
等
に
対
す
る
耐
震
診
断
の
義
務
付
け
を
行
う
こ
と
で
耐
震
化
を
促
進
す
る
と
と
も
に
、
耐
震
診
断
や
耐
震
改
修
に
つ

い
て
重
点
的
支
援
を
行
う
。
ま
た
、
住
宅
に
つ
い
て
は
、
令
和

12
年
ま
で
に
耐
震
性
が
不
十
分
な
も
の
を
お
お
む
ね
解
消
す
べ
く
、
耐
震
化
に
積
極
的
に
取
り
組
む

地
方
公
共
団
体
を
対
象
と
し
た
住
宅
の
耐
震
改
修
等
に
対
す
る
定
額
補
助
等
に
よ
り
、
住
宅
の
耐
震
化
を
促
進
す
る
。
加
え
て
、
避
難
路
沿
道
の
ブ
ロ
ッ
ク
塀
等
に
対

し
耐
震
改
修
促
進
法
の
枠
組
み
を
活
用
し
た
耐
震
診
断
の
実
施
を
促
進
す
る
と
と
も
に
、
耐
震
診
断
や
除
却
・
改
修
等
に
対
す
る
支
援
等
に
よ
り
、
ブ
ロ
ッ
ク
塀
等
の

安
全
確
保
を
促
進
す
る
。
 

【
国
交
】
耐
震
診
断
義
務
付
け
対
象
建
築
物
の
耐

震
化
率
 

【
国
交
】
要
安
全
確
認
計
画
記
載
建
築
物
（
防
災

拠
点
）
の
耐
震
診
断
率
 

【
国
交
】
住
宅
の
耐
震
化
率
 

【
国
交
】
老
朽
化
マ
ン

シ
ョ
ン
の
建
替
え
等
の

促
進
 

マ
ン
シ
ョ
ン
の
再
生
の
円
滑
化
の
推
進
に
関
し
、
除
却
の
必
要
性
に
係
る
認
定
対
象
の
拡
充
や
団
地
に
お
け
る
敷
地
分
割
制
度
の
創
設
な
ど
法
改
正
に
よ
る
新
た
な

制
度
等
の
着
実
な
実
施
の
た
め
、
高
経
年
マ
ン
シ
ョ
ン
の
建
替
え
等
に
つ
い
て
、
関
係
団
体
等
と
連
携
し
た
セ
ミ
ナ
ー
や
専
門
家
相
談
の
実
施
等
に
よ
り
、
普
及
啓
発

を
行
う
。
 

【
国
交
】
住
宅
の
耐
震
化
率
 

【
国
交
】
宅
地
の
耐
震

化
の
推
進
 

地
方
公
共
団
体
に
よ
る
大
規
模
盛
土
造
成
地
マ
ッ
プ
に
掲
載
さ
れ
た
個
別
の
盛
土
の
安
全

性
把
握
調
査
等
の
計
画
作
成
お
よ
び
、
当
該
計
画
に
基
づ
く
安
全
性
把
握
調
査
を
支
援
す
る
。
 

住
民
に
対
し
て
効
果
的
に
液
状
化
の
リ
ス
ク
を
伝
え
る
た
め
、
地
方
公
共
団
体
に
よ
る
地
形
区

分
に
基
づ
く
指
標
お
よ
び
非
液
状
化
層
厚
を
考
慮
し
た
指
標
を
用
い
た
地
域
の
液
状
化
ハ
ザ

ー
ド
マ
ッ
プ
の
作
成
を
支
援
す
る
。
 

 
令
和
３
年
度
実
施
の
盛
土
に
よ
る
災
害
防
止
に
向
け
た
総
点
検
を
踏
ま
え
、
地
方
公
共
団
体

に
よ
る
安
全
性
把
握
の
た
め
の
詳
細
調
査
及
び
対
策
工
事
等
を
支
援
す
る
。
 

地
方
公
共
団
体
に
よ
る
大
規
模
盛
土
造
成
地
の
滑
動
崩
落
に
対
す

る
安
全
性
把
握
調
査
を
支
援
す
る
。
 

液
状
化
の
リ
ス
ク
を
わ
か
り
や
す
く
表
現
す
る
マ
ッ
プ
の
作
成
手
法

を
示
す
マ
ニ
ュ
ア
ル
及
び
液
状
化
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
活
用
方
法
を

示
し
た
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
普
及
し
、
地
方
公
共
団
体
に
よ
る
液
状
化
ハ

ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
高
度
化
の
実
施
お
よ
び
液
状
化
の
リ
ス
ク
を
住
民
へ

伝
え
る
取
組
を
支
援
す
る
。
 

 
令
和
３
年
度
実
施
の
盛
土
に
よ
る
災
害
防
止
に
向
け
た
総
点
検
を

踏
ま
え
、
地
方
公
共
団
体
に
よ
る
安
全
性
把
握
の
た
め
の
詳
細
調
査

及
び
対
策
工
事
等
を
支
援
す
る
。
 

【
国
交
】
大
規
模
盛
土
造
成
地
の
安
全
性
把
握
調

査
の
着
手
率
 

【
国
交
】
液
状
化
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
高
度
化
の
実

施
市
区
町
村
数
 

【
国
交
】
大
規
模
盛
土
造
成
地
の
第
二
次
ス
ク
リ

ー
ニ
ン
グ
計
画
の
作
成
実
施
率
 

【
国
交
】
官
庁
施
設
の

耐
震
化
及
び
天
井
耐
震

対
策
 

官
庁
施
設
の
耐
震
診
断
結
果
に
基
づ
き
、
所
要
の
耐
震
性
能
に
満
た
な
い
官
庁
施
設
の
耐
震
補
強
等
整
備
を
推
進
す
る
。
 

大
規
模
空
間
を
有
す
る
官
庁
施
設
の
天
井
に
つ
い
て
、
地
震
時
の
天
井
耐
震
対
策
を
推
進
す
る
。
 

【
国
交
】
大
規
模
空
間
を
有
す
る
官
庁
施
設
の
天

井
耐
震
対
策
の
実
施
率
 

【
国
交
】
官
庁
施
設
の
耐
震
基
準
を
満
足
す
る
割

合
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【
文
科
】
公
立
学
校
施

設
の
防
災
機
能
強
化
・

老
朽
化
対
策
等
（
非
構

造
部
材
の
耐
震
対
策
を

含
む
）
 

 
公
立
学
校
施
設
の
非
構
造
部
材
の
耐
震
対
策
を
含
め
た
老
朽
化
対
策
を
進
め
る
と
と
も
に
、
計
画
的
か
つ
効
率
的
な
長
寿
命
化
改
修
等
を
推
進
す
る
。
ま
た
、
特
別

教
室
等
へ
の
空
調
設
置
、
ト
イ
レ
整
備
、
給
食
施
設
の
整
備
、
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
等
に
加
え
、
雨
水
貯
留
槽
や
暗
渠
排
水
機
能
等
の
整
備
に
よ
る
水
害
対
策
も
含
め
、

公
立
学
校
施
設
の
防
災
機
能
の
強
化
に
つ
い
て
推
進
す
る
。
 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
老
朽
化
対
策
実

施
率
 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
ト
イ
レ
洋
式
化

率
 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
空
調
設
置
率

（
特
別
教
室
）
 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー

化
の
整
備
率
（
校
舎
、
ス
ロ
ー
プ
、
昇
降
口
・
玄

関
等
か
ら
教
室
等
ま
で
）
 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー

化
の
整
備
率
（
校
舎
、
バ
リ
ア
フ
リ
ー
ト
イ
レ
）
 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー

化
の
整
備
率
（
校
舎
、
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
）
 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー

化
の
整
備
率
（
体
育
館
、
ス
ロ
ー
プ
、
門
か
ら
建

物
の
前
ま
で
）
 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー

化
の
整
備
率
（
体
育
館
、
ス
ロ
ー
プ
、
昇
降
口
・

玄
関
等
か
ら
ア
リ
ー
ナ
等
ま
で
）
 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー

化
の
整
備
率
（
体
育
館
、
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
）
 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー

化
の
整
備
率
（
体
育
館
、
バ
リ
ア
フ
リ
ー
ト
イ
レ
） 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
空
調
設
置
率

（
体
育
館
等
）
 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー

化
の
整
備
率
（
校
舎
、
ス
ロ
ー
プ
、
門
か
ら
建
物

の
前
ま
で
）
 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
吊
り
天
井
等
以

外
の
非
構
造
部
材
の
耐
震
対
策
実
施
率
 

【
文
科
】
国
立
大
学
法

人
等
施
設
の
耐
震
化
・

老
朽
化
対
策
等
（
非
構

造
部
材
の
耐
震
対
策
、

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
老
朽

化
対
策
を
含
む
）
 

 
国
立
大
学
法
人
等
施
設
の
う
ち
教
育
研
究
活
動
に
著
し
く
支
障
が
あ
る
国
立
大
学
法
人
等
施
設
の
老
朽
化
対
策
（
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
を
含
む
）
を
推
進
す
る
。
 

【
文
科
】
教
育
研
究
活
動
に
著
し
く
支
障
が
あ
る

国
立
大
学
法
人
等
施
設
（
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
を
含

む
）
の
老
朽
化
対
策
の
実
施
率
（
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
） 

【
文
科
】
教
育
研
究
活
動
に
著
し
く
支
障
が
あ
る

国
立
大
学
法
人
等
施
設
（
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
を
含

む
）
の
老
朽
化
対
策
の
実
施
率
（
施
設
）
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【
文
科
】
私
立
学
校
施

設
の
耐
震
化
等
（
非
構

造
部
材
の
耐
震
対
策
を

含
む
）
 

 
私
立
学
校
を
設
置
す
る
法
人
に
お
け
る
私
立
学
校
施
設
に
つ
い
て
、
倒
壊
し
又
は
崩
壊
す
る

危
険
が
特
に
高
い
施
設
（
Is

値
0.
3
未
満
）
の
構
造
体
の
耐
震
化
や
、
屋
根
や
外
壁
、
内
壁
、

天
井
等
の
耐
震
性
及
び
劣
化
等
に
課
題
が
あ
る
非
構
造
部
材
の
耐
震
化
等
の
安
全
対
策
な
ど

を
中
心
に
、
防
災
機
能
の
強
化
を
支
援
す
る
。
 

私
立
学
校
施
設
の
非
構
造
部
材
を
含
む
耐
震
化
を
早
期
完
了
し
、

安
全
・
安
心
な
教
育
研
究
環
境
を
確
保
す
る
。
ま
た
、
避
難
所
と
し

て
利
用
さ
れ
る
場
合
に
お
い
て
、
地
域
住
民
等
の
避
難
者
の
安
全
を

確
保
す
る
。
 

 
構
造
体
の
耐
震
化
に
つ
い
て
は
、
文
化
財
指
定
の
施
設
で
耐
震
化

の
検
討
に
期
間
を
要
す
る
な
ど
個
別
事
情
が
あ
る
も
の
を
除
き
令
和

10
年
度
ま
で
に
完
了
し
、
特
に
、
Is

値
0.
3
未
満
の
施
設
の
構
造
体

の
耐
震
化
に
つ
い
て
は
令
和
８
年
度
ま
で
に
完
了
す
る
こ
と
を
中
長

期
の
目
標
（
学
校
設
置
者
の
取
組
状
況
に
よ
り
定
期
的
に
見
直
し
予

定
）
と
し
て
支
援
等
を
行
っ
て
い
く
。
ま
た
、
非
構
造
部
材
の
耐
震

対
策
に
つ
い
て
も
、同

様
に
令
和

10
年
度
ま
で
に
完
了
す
る
こ
と
を

中
長
期
の
目
標
と
し
て
支
援
等
を
行
っ
て
い
く
。
 

【
文
科
】
私
立
学
校
施
設
の
屋
内
運
動
場
の
吊
り

天
井
等
の
落
下
防
止
対
策
実
施
率
（
小
学
校
～
高

校
）
 

【
文
科
】
私
立
学
校
施
設
の
非
構
造
部
材
の
耐
震

対
策
実
施
率
（
小
学
校
～
高
校
）
 

【
文
科
】
私
立
学
校
施
設
の
屋
内
運
動
場
の
吊
り

天
井
等
の
落
下
防
止
対
策
実
施
率
（
幼
稚
園
等
）
 

【
文
科
】
私
立
学
校
施
設
の
耐
震
化
率
（
大
学
等
） 

【
文
科
】
私
立
学
校
施
設
の
耐
震
化
率
（
幼
稚
園

等
）
 

【
文
科
】
私
立
学
校
施
設
の
非
構
造
部
材
の
耐
震

対
策
実
施
率
（
大
学
等
）
 

【
文
科
】
私
立
学
校
施
設
の
耐
震
化
率
（
小
学
校

～
高
校
）
 

【
文
科
】
私
立
学
校
施
設
の
非
構
造
部
材
の
耐
震

対
策
実
施
率
（
幼
稚
園
等
）
 

【
文
科
】
私
立
学
校
施
設
の
屋
内
運
動
場
の
吊
り

天
井
等
の
落
下
防
止
対
策
実
施
率
（
大
学
等
）
 

【
文
科
】
公
立
社
会
体

育
施
設
の
耐
震
化
 

 
地
域
住
民
が
日
常
的
に
ス
ポ
ー
ツ
に
親
し
む
た
め
の
場
で
あ
る
と
と
も
に
、
災
害
時
に
は
避
難
所
と
し
て
も
活
用
さ
れ
る
社
会
体
育
施
設
に
つ
い
て
、
利
用
者
等
の

安
全
確
保
を
図
る
た
め
耐
震
化
を
促
進
す
る
。
 

【
文
科
】
公
立
社
会
体
育
施
設
に
お
け
る
構
造
体

の
耐
震
化
率
 

【
厚
労
】
医
療
施
設
の

耐
震
化
 

災
害
発
生
時
に
診
療
拠
点
と
な
る
災
害
拠
点
病
院
、
重
篤
な
患
者
を
受
け
入
れ
る
救
命
救
急
セ
ン
タ
ー
、
入
院
を
要
す
る
救
急
患
者
の
受
入
を
行
う
二
次
救
急
医
療

機
関
等
の
耐
震
整
備
に
対
す
る
補
助
を
行
う
。
 

【
厚
労
】
全
国
の
災
害
拠
点
病
院
及
び
救
命
救
急

セ
ン
タ
ー
の
耐
震
化
率
 

【
文
科
】
国
立
大
学
附

属
病
院
施
設
の
防
災
・

減
災
機
能
強
化
 

 
「
第
５
次
国
立
大
学
法
人
等
施
設
整
備
５
か
年
計
画
」（

令
和
３
年
度
～
７
年
度
）
を
踏
ま
え
た
各
附
属
病
院
の
長
期
整
備
計
画
に
基
づ
い
て
、
安
全
・
安
心
の
確

保
の
た
め
の
施
設
の
耐
震
対
策
や
、
災
害
等
非
常
時
に
お
け
る
地
域
の
医
療
拠
点
と
し
て
必
要
と
な
る
施
設
機
能
確
保
の
た
め
の
老
朽
改
善
や
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
更
新

な
ど
防
災
・
減
災
機
能
強
化
を
含
め
た
施
設
整
備
を
実
施
す
る
。
 

【
文
科
】
国
立
大
学
附
属
病
院
の
整
備
の
進
捗
率
 

【
国
交
】
老
朽
化
し
た

公
営
住
宅
の
建
替
に
よ

る
防
災
・
減
災
対
策
 

 
耐
震
性
が
な
い
、
劣
化
し
て
い
る
な
ど
特
に
老
朽
化
し
た
高
経
年
の
公
営
住
宅
に
つ
い
て
、
地
方
公
共
団
体
が
実
施
す
る
建
替
事
業
を
追
加
支
援
す
る
こ
と
に
よ

り
、
建
替
え
の
加
速
化
を
図
る
。
 

【
国
交
】
特
に
老
朽
化
し
た
高
経
年
の
公
営
住
宅

の
更
新
の
進
捗
率
 

【
法
務
】
矯
正
施
設
の

防
災
・
減
災
対
策
 

 
現
行
の
耐
震
基
準
を
満
た
し
て
い
な
い
矯
正
施
設
に
つ
い
て
、
令
和
３
年
度
以
前
に
策
定
し

た
施
設
整
備
方
針
に
基
づ
き
、
順
次
整
備
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
現
行
の
耐
震
基
準
を
満
た

す
同
施
設
に
つ
い
て
も
、
よ
り
長
期
間
の
使
用
が
可
能
と
な
る
よ
う
長
寿
命
化
改
修
等
の
検

討
・
実
施
を
図
る
。
 

現
行
の
耐
震
基
準
を
満
た
し
て
い
な
い
矯
正
施
設
に
つ
い
て
、
令

和
４
年
度
以
前
に
策
定
し
た
施
設
整
備
方
針
に
基
づ
き
、
順
次
整
備

を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
現
行
の
耐
震
基
準
を
満
た
す
同
施
設
に
つ

い
て
も
、
よ
り
長
期
間
の
使
用
が
可
能
と
な
る
よ
う
長
寿
命
化
改
修

等
の
検
討
・
実
施
を
図
る
。
 

【
法
務
】
矯
正
施
設
の
耐
震
化
率
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【
法
務
】
法
務
省
施
設

の
防
災
・
減
災
対
策
 

現
行
の
耐
震
基
準
を
満
た
し
て
い
な
い
法
務
省
施
設
に
つ
い
て
、
令
和
３
年
度
以
前
に
策
定

し
た
施
設
整
備
方
針
に
基
づ
き
、
順
次
整
備
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
現
行
の
耐
震
基
準
を
満

た
す
同
施
設
に
つ
い
て
も
、
よ
り
長
期
間
の
使
用
が
可
能
と
な
る
よ
う
長
寿
命
化
改
修
等
の
検

討
・
実
施
を
図
る
。
 

 
現
行
の
耐
震
基
準
を
満
た
し
て
い
な
い
法
務
省
施
設
に
つ
い
て
、

令
和
４
年
度
以
前
に
策
定
し
た
施
設
整
備
方
針
に
基
づ
き
、
順
次
整

備
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
現
行
の
耐
震
基
準
を
満
た
す
同
施
設
に

つ
い
て
も
、
よ
り
長
期
間
の
使
用
が
可
能
と
な
る
よ
う
長
寿
命
化
改

修
等
の
検
討
・
実
施
を
図
る
。
 

【
法
務
】
法
務
省
施
設
の
耐
震
化
率
 

【
国
交
】
道
路
橋
梁
の

耐
震
補
強
 

大
規
模
災
害
時
の
救
急
救
命
・
復
旧
活
動
を
支
え
る
た
め
、
緊
急
輸
送
道
路
の
道
路
橋
の
耐
震
補
強
（
大
規
模
な
地
震
時
で
も
軽
微
な
損
傷
に
留
ま
り
、
速
や
か
な

機
能
回
復
が
可
能
と
な
る
対
策
）
を
推
進
す
る
。
 

【
国
交
】
緊
急
輸
送
道
路
上
の
橋
梁
の
耐
震
化
率
 

【
国
交
】
電
柱
倒
壊
リ

ス
ク
が
あ
る
市
街
地
等

の
緊
急
輸
送
道
路
の
無

電
柱
化
対
策
 

５
か
年
加
速
化
対
策
に
基
づ
き
、
電
柱
倒
壊
に
よ
る
道
路
閉
塞
リ
ス
ク
が
あ
る
市
街
地
等
の

緊
急
輸
送
道
路
に
お
い
て
、
新
た
な
約

2,
40
0k
m
に
つ
い
て
着
実
に
事
業
を
推
進
す
る
。
 

 
幅
員
が
著
し
く
狭
い
歩
道
等
の
新
設
電
柱
の
占
用
禁
止
の
拡
大
や
、
既
設
電
柱
の
占
用
制
限

に
向
け
た
調
整
を
加
速
化
さ
せ
る
。
 

 
令
和
３
年
に
施
行
さ
れ
た
届
出
・
勧
告
制
度
に
つ
い
て
運
用
を
推
進
す
る
。
 

 
低
コ
ス
ト
手
法
及
び
新
技
術
・
新
工
法
の
導
入
・
普
及
を
図
り
、
設
計
時
の
コ
ス
ト
比
較
を

徹
底
す
る
こ
と
に
加
え
、
関
係
省
庁
と
連
携
し
な
が
ら
包
括
発
注
の
仕
組
み
を
導
入
し
、
同
時

施
工
や
調
整
の
円
滑
化
を
図
り
、
事
業
の
ス
ピ
ー
ド
ア
ッ
プ
を
促
進
す
る
。
 

 
新
設
電
柱
を
抑
制
す
る
た
め
、
関
係
者
が
連
携
し
行
っ
た
新
設
電
柱
の
増
加
要
因
の
調
査
・

分
析
結
果
に
基
づ
き
、
削
減
に
向
け
た
対
応
方
策
に
取
組
む
。
 

５
か
年
加
速
化
対
策
及
び
無
電
柱
化
推
進
計
画
に
基
づ
き
、
無
電

柱
化
を
推
進
す
る
。
 

 
緊
急
輸
送
道
路
や
幅
員
が
著
し
く
狭
い
歩
道
等
の
新
設
電
柱
の
占

用
禁
止
の
拡
大
や
、
既
設
電
柱
の
占
用
制
限
に
向
け
た
調
整
を
加
速

化
さ
せ
る
。
 

 
道
路
事
業
や
市
街
地
開
発
事
業
等
の
実
施
時
に
、
技
術
上
困
難
な

場
合
を
除
い
て
、
原
則
無
電
柱
化
を
推
進
す
る
。
 

 
低
コ
ス
ト
手
法
及
び
新
技
術
・
新
工
法
の
導
入
・
普
及
を
図
り
、

設
計
時
の
コ
ス
ト
比
較
を
徹
底
す
る
こ
と
に
加
え
、
関
係
省
庁
と
連

携
し
な
が
ら
包
括
発
注
の
仕
組
み
を
導
入
し
、
同
時
施
工
や
調
整
の

円
滑
化
を
図
り
、
事
業
の
ス
ピ
ー
ド
ア
ッ
プ
を
促
進
す
る
。
 

【
国
交
】
電
柱
倒
壊
の
リ
ス
ク
が
あ
る
市
街
地
等

の
緊
急
輸
送
道
路
に
お
け
る
無
電
柱
化
着
手
率
 

【
内
閣
府
】
PR
IS
M
建

設
・
イ
ン
フ
ラ
維
持
管

理
／
防
災
・
減
災
技
術

の
推
進
 

イ
ン
フ
ラ
の
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
全
体
（
調
査
・
測
量
・
設
計
～
施
工
・
監
督
検
査
～
維
持
管

理
）
で
の
イ
ン
フ
ラ
デ
ー
タ
の
デ
ジ
タ
ル
化
・
3D

化
等
を
進
め
る
た
め
、
3D

モ
デ
ル
を
活
用
し

た
業
務
・
工
事
の
関
係
者
間
で
の
情
報
共
有
及
び
デ
ー
タ
連
携
の
現
場
施
行
や

5D
モ
デ
ル
の

検
討
を
実
施
す
る
。
施
工
の
合
理
化
等
に
向
け
て
、
引
き
続
き
施
工
と
同
時
に
計
測
や
試
験
を

実
施
す
る
技
術
に
加
え
て
、
中
小
企
業
を
主
な
タ
ー
ゲ
ッ
ト
と
し
た
維
持
修
繕
等
に
関
す
る
新

技
術
の
応
募
に
よ
る
現
場
試
行
を
実
施
し
、
取
得
し
た
デ
ー
タ
の
分
析
に
よ
る
品
質
・
検
査
基

準
改
定
に
向
け
た
取
組
を
推
進
す
る
。
ま
た
、
道
路
構
造
物
の
定
期
点
検
デ
ー
タ
を
集
約
し
た

維
持
管
理
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
知
見
を
活
か
し
、
他
の
イ
ン
フ
ラ
へ
横
展
開
を
図
る
。
 

 
国
土
交
通
デ
ー
タ
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
に
つ
い
て
、
国
交
省
内
外
の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
と
の
連

携
拡
大
、
検
索
機
能
の
改
良
、
及
び
将
来
運
用
体
制
の
検
討
を
実
施
す
る
。
 

 
連
携
型
イ
ン
フ
ラ
デ
ー
タ
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
構
築
に
向
け
て
、
先
行
事
例
を
元
に
連
携

に
適
し
た
デ
ー
タ
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
や
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
全
体
像
に
つ
い
て
検
討
し
連
携

を
開
始
す
る
。
 

 
官
民
連
携
に
よ
る
防
災
・
減
災
対
策
に
資
す
る
企
業
版
防
災
情
報
サ
ー
ビ
ス
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ

ー
ム
の
改
良
と
研
究
成
果
の
マ
ッ
シ
ュ
ア
ッ
プ
拡
大
、
事
業
終
了
後
の
商
用
化
フ
ロ
ー
を
実
証

す
る
。
ま
た

AI
に
よ
る
竜
巻
等
自
動
検
知
・
進
路
予
測
シ
ス
テ
ム
や
中
小
河
川
に
お
け
る
水

位
情
報
提
供
シ
ス
テ
ム
の
精
度
向
上
及
び
適
用
範
囲
拡
大
に
向
け
た
取
組
を
実
施
す
る
。
 

建
設
分
野
の
生
産
性
向
上
、
イ
ン
フ
ラ
の
診
断
・
措
置
の
ス
ピ
ー

ド
ア
ッ
プ
、
イ
ン
フ
ラ
の
強
靭
化
等
に
よ
る
事
前
防
災
の
実
現
、
お

よ
び
イ
ン
フ
ラ
分
野
の
デ
ー
タ
連
携
の
促
進
に
向
け
て
、
AI
・
ロ
ボ

ッ
ト
等
の
新
技
術
を
活
用
し
た
技
術
開
発
を
行
う
。
 

【
内
閣
府
】
府
省
庁
及
び
主
要
な
自
治
体
・
民
間

企
業
と
の
連
携
及
び
他
分
野
と
の
デ
ー
タ
連
携

を
開
始
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【
文
科
】
国
立
大
学
等

の
基
盤
的
イ
ン
フ
ラ
設

備
の
強
靱
化
に
向
け
た

緊
急
対
策
 

災
害
発
生
時
に
お
け
る
情
報
通
信
機
能
の
確
保
や
人
命
保
護
等
に
係
る
対
策
等
を
講
じ
る
た
め
、
国
立
大
学
法
人
等
の
基
盤
的
設
備
等
の
整
備
・
更
新
を
実
施
す

る
。
 

【
文
科
】
災
害
対
策
に
資
す
る
国
立
大
学
等
の
基

盤
的
設
備
等
の
整
備
件
数
 

【
国
交
】
地
下
街
の
防

災
対
策
の
推
進
 

地
下
街
管
理
会
社
等
が
作
成
し
た
地
下
街
防
災
推
進
計
画
等
に
基
づ
き
、
地
震
や
浸
水
発
生
時
に
お
け
る
地
下
街
の
防
災
対
策
（
耐
震
補
強
、
避
難
施
設
整
備
等
）

を
推
進
す
る
。
こ
の
う
ち
、
特
に
、
地
下
街
の
耐
震
性
向
上
等
に
関
す
る
対
策
（
耐
震
補
強
等
）
を
着
実
に
推
進
す
る
。
 

【
国
交
】
地
下
街
防
災
推
進
計
画
等
に
基
づ
く
耐

震
対
策
が
完
了
し
た
地
下
街
の
割
合
 

【
文
科
】
学
校
に
お
け

る
防
災
教
育
の
充
実
 

学
校
に
お
け
る
防
災
教
育
・
防
災
管
理
を
行
う
た
め
に
学
校
と
家
庭
・
地
域
・
関
係
機
関
等
と
の
連
携
体
制
を
構
築
・
強
化
す
る
地
域
取
組
を
行
う
教
育
委
員
会
を

支
援
す
る
。
 

 
各
都
道
府
県
・
指
定
都
市
の
取
組
を
検
証
し
、
先
進
的
な
取
組
を
共
有
す
る
な
ど
し
て
取
組
の
質
の
向
上
を
図
る
。
 

 
学
校
で
の
防
災
教
育
の
質
的
向
上
を
図
る
た
め
、
教
職
員
等
を
対
象
と
し
た
講
習
会
に
対
し
て
支
援
す
る
。
 

【
文
科
】
職
員
に
対
す
る
研
修
の
実
施
状
況
（
校

内
研
修
の
実
施
）
 

【
文
科
】
災
害
安
全
に
つ
い
て
指
導
し
て
い
る
学

校
の
割
合
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【
国
交
】
防
災
気
象
情

報
の
高
度
化
及
び
適
切

な
利
活
用
の
推
進
 

＜
水
害
＞
 

 
集
中
豪
雨
や
台
風
等
に
対
す
る
予
測
精
度
向
上
の
取
組
を
進
め
る
。
特
に
、
二
重
偏
波
気
象

レ
ー
ダ
ー
の
導
入
、
地
域
気
象
観
測
シ
ス
テ
ム
の
更
新
強
化
、
マ
イ
ク
ロ
波
放
射
計
の
整
備
及

び
海
洋
気
象
観
測
船
の
代
船
建
造
等
に
よ
る
陸
上
、
洋
上
に
お
け
る
大
雨
や
水
蒸
気
観
測
を
強

化
す
る
と
と
も
に
、
ス
ー
パ
ー
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
シ
ス
テ
ム
の
強
化
や
「
富
岳
」
を
活
用
し
た
研

究
開
発
の
推
進
等
に
よ
り
、
線
状
降
水
帯
対
策
を
強
化
・
加
速
化
す
る
。
こ
れ
ら
の
取
組
に
よ

り
広
域
で
の
線
状
降
水
帯
の
発
生
可
能
性
に
関
す
る
半
日
前
か
ら
の
予
測
を
開
始
し
、
住
民
の

避
難
行
動
を
促
す
。
さ
ら
に
、
線
状
降
水
帯
の
み
な
ら
ず
台
風
を
は
じ
め
と
す
る
大
雨
の
予
測

精
度
向
上
に
必
要
不
可
欠
な
高
密
度
観
測
等
の
最
新
技
術
を
取
り
入
れ
た
次
期
静
止
気
象
衛

星
に
つ
い
て
、
運
用
開
始
後
に
観
測
デ
ー
タ
を
速
や
か
に
予
測
の
改
善
に
繋
げ
る
よ
う
技
術
開

発
を
進
め
る
。
 

＜
地
震
・
津
波
、
火
山
＞
 

 
地
震
発
生
後
に
発
表
す
る
面
的
な
震
度
分
布
情
報
の
高
解
像
度
化
を
行
う
と
と
も
に
、
津
波

警
報
・
注
意
報
の
解
除
見
込
み
時
間
の
提
供
及
び
津
波
警
報
等
の
ビ
ジ
ュ
ア
ル
化
に
よ
っ
て
、

二
次
災
害
を
防
止
し
、
救
難
・
救
助
活
動
等
の
応
急
対
策
に
向
け
た
判
断
支
援
や
住
民
の
迅
速

な
避
難
を
促
す
取
組
を
進
め
る
。
津
波
警
報
等
の
伝
達
に
つ
い
て
、
海
水
浴
場
等
で
用
い
ら
れ

る
「
津
波
フ
ラ
ッ
グ
」
の
普
及
に
努
め
る
と
と
も
に
、
周
知
広
報
を
推
進
す
る
。
 

 
日
本
海
溝
・
千
島
海
溝
沿
い
の
巨
大
地
震
に
よ
る
被
害
を
軽
減
さ
せ
る
た
め
、
最
大
規
模
の

地
震
を
想
定
し
た
津
波
警
報
の
運
用
を
開
始
す
る
と
と
も
に
、
巨
大
地
震
の
発
生
可
能
性
の
高

ま
り
を
適
時
的
確
に
評
価
し
、
情
報
発
信
で
き
る
体
制
の
構
築
を
進
め
る
。
 

 
火
山
で
観
測
し
た
デ
ー
タ
を
収
集
・
処
理
す
る
装
置
等
、
火
山
監
視
・
観
測
用
機
器
を
整
備

す
る
こ
と
に
よ
っ
て
噴
火
警
報
や
噴
火
速
報
等
を
迅
速
か
つ
適
切
に
発
表
し
、
住
民
・
登
山
者

の
避
難
行
動
等
を
支
援
す
る
。
 

 
ト
ン
ガ
諸
島
付
近
の
大
規
模
噴
火
に
伴
う
潮
位
変
化
を
踏
ま
え
た
情
報
の
あ
り
方
に
つ
い

て
検
討
を
行
い
、
適
切
な
情
報
発
信
に
活
用
し
て
い
く
。
 

＜
地
域
防
災
力
の
向
上
＞
 

 
JE
TT
（
気
象
庁
防
災
対
応
支
援
チ
ー
ム
）
を
派
遣
す
る
た
め
の
気
象
台
の
体
制
を
一
層
強
化

し
て
地
方
自
治
体
へ
き
め
細
か
に
解
説
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
市
町
村
や
住
民
の
防
災
気
象

情
報
等
に
対
す
る
理
解
促
進
の
取
組
等
を
推
進
し
、
地
域
防
災
力
の
強
化
を
図
る
。
 

ま
た
、
コ
ロ
ナ
禍
の
た
め
自
治
体
の
防
災
現
場
に
入
る
こ
と
が
難
し
い
場
合
で
も
、
We
b 
会
議

ツ
ー
ル
等
を
活
用
し
て
気
象
台
の
危
機
感
を
自
治
体
へ
伝
え
る
な
ど
、
引
き
続
き
切
れ
目
な
く

自
治
体
支
援
に
取
り
組
む
。
 

 
気
象
台

OB
／
OG

に
気
象
防
災
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を
委
嘱
す
る
と
と
も
に
、
気
象
予
報
士
に
対

し
て
研
修
を
実
施
し
、
自
治
体
で
即
戦
力
と
な
る
気
象
防
災
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を
全
国
各
地
に
育

成
し
、
地
域
偏
在
の
解
消
を
進
め
る
。
ま
た
、
自
治
体
ト
ッ
プ
に
直
接
働
き
か
け
る
等
に
よ
り

自
治
体
へ
の
周
知
・
普
及
に
一
層
取
り
組
む
と
と
も
に
、
多
様
な
研
修
や
訓
練
を
通
じ
、
防
災

業
務
に
精
通
し
た
自
治
体
職
員
の
育
成
を
引
き
続
き
後
押
し
す
る
。
 

＜
水
害
＞
 

 
線
状
降
水
帯
に
よ
る
集
中
豪
雨
や
台
風
等
の
精
度
の
高
い
気
象
予

測
を
実
現
す
る
た
め
、
最
新
の
ス
ー
パ
ー
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
シ
ス
テ
ム

の
導
入
に
よ
る
計
算
能
力
を
強
化
す
る
と
と
も
に
、
静
止
気
象
衛
星

ひ
ま
わ
り
８
号
・
９
号
の
後
継
衛
星
に
つ
い
て
、
令
和
５
年
度
を
め

ど
に
製
造
に
着
手
す
る
な
ど
気
象
観
測
・
予
測
体
制
を
強
化
す
る
。

こ
れ
ら
の
成
果
を
防
災
気
象
情
報
の
高
度
化
に
反
映
し
、
住
民
の
早

期
避
難
に
資
す
る
情
報
を
提
供
す
る
。
 

 
ま
た
、
異
常
気
象
や
世
界
的
な
問
題
と
な
っ
て
い
る
地
球
温
暖
化

に
つ
い
て
そ
の
監
視
・
予
測
を
行
う
上
で
欠
か
せ
な
い
海
洋
気
象
観

測
を
強
化
す
る
。
 

＜
地
震
・
津
波
、
火
山
＞
 

 
津
波
警
報
等
の
伝
達
に
つ
い
て
、海

水
浴
場
等
で
用
い
ら
れ
る「

津

波
フ
ラ
ッ
グ
」
の
普
及
に
努
め
る
と
と
も
に
、
周
知
広
報
を
推
進
す

る
。
 

 
日
本
海
溝
・
千
島
海
溝
沿
い
の
巨
大
地
震
に
よ
る
被
害
を
軽
減
さ

せ
る
た
め
、
最
大
規
模
の
地
震
を
想
定
し
た
津
波
警
報
を
運
用
す
る

と
と
も
に
、
巨
大
地
震
の
発
生
可
能
性
の
高
ま
り
を
適
時
的
確
に
評

価
し
、
情
報
発
信
で
き
る
体
制
を
構
築
し
、
運
用
を
進
め
て
い
く
。
 

＜
火
山
噴
火
＞
 

 
大
規
模
噴
火
を
含
む
火
山
活
動
の
監
視
及
び
噴
火
警
報
、
噴
火
速

報
、
大
規
模
噴
火
に
伴
う
広
域
防
災
対
応
の
た
め
の
情
報
等
の
発
表

に
必
要
な
シ
ス
テ
ム
の
更
新
・
強
化
を
行
い
、
こ
れ
ら
情
報
を
迅
速

か
つ
適
切
に
発
表
し
、
住
民
・
登
山
者
の
避
難
行
動
等
を
支
援
す
る
。 

＜
地
域
防
災
力
の
向
上
＞
 

 
地
域
の
気
象
に
精
通
す
る
全
国
の
気
象
台

OB
／
OG

を
中
心
に
、自

治
体
の
防
災
の
現
場
で
即
戦
力
と
な
る「

気
象
防
災
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
」

と
し
て
委
嘱
し
、
自
治
体
ト
ッ
プ
に
直
接
働
き
か
け
る
等
に
よ
り
自

治
体
へ
の
周
知
・
普
及
に
一
層
取
り
組
む
と
と
も
に
、
多
様
な
研
修

や
訓
練
を
通
じ
、
防
災
業
務
に
精
通
し
た
自
治
体
職
員
の
育
成
を
引

き
続
き
後
押
し
す
る
。
 

 
地
方
自
治
体
の
防
災
対
応
支
援
や
、
市
町
村
や
住
民
の
防
災
気
象

情
報
、
防
災
・
減
災
対
策
に
資
す
る
気
候
変
動
に
関
す
る
情
報
等
に

対
す
る
理
解
促
進
の
取
組
等
を
推
進
す
る
。
 

 
JE
TT
（
気
象
庁
防
災
対
応
支
援
チ
ー
ム
）
の
活
動
等
を
通
じ
、
地

方
自
治
体
の
防
災
対
応
を
支
援
す
る
た
め
、
引
き
続
き
各
気
象
台
の

体
制
を
強
化
す
る
と
と
も
に
、
市
町
村
や
住
民
の
防
災
気
象
情
報
等

【
国
交
】
緊
急
地
震
速
報
の
改
善
（
過
大
予
測
の

低
減
）
 

【
国
交
】
市
町
村
の
防
災
気
象
情
報
等
に
対
す
る

一
層
の
理
解
促
進
及
び
避
難
勧
告
等
の
発
令
の

判
断
に
お
け
る
防
災
気
象
情
報
の
適
切
な
利
活

用
の
促
進
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に
対
す
る
理
解
促
進
の
取
組
等
を
推
進
す
る
な
ど
地
域
防
災
力
の
強

化
を
図
る
。
ま
た
、
コ
ロ
ナ
禍
の
た
め
自
治
体
の
防
災
現
場
に
入
る

こ
と
が
難
し
い
場
合
で
も
、
We
b
会
議
ツ
ー
ル
等
を
活
用
し
て
気
象

台
の
危
機
感
を
自
治
体
へ
伝
え
る
な
ど
、
引
き
続
き
切
れ
目
な
く
自

治
体
支
援
に
取
り
組
む
。
 

 
加
え
て
、
地
域
に
お
け
る
防
災
・
減
災
対
策
に
資
す
る
気
候
変
動

適
応
の
取
組
が
よ
り
効
果
的
に
進
め
ら
れ
る
よ
う
、
最
新
の
科
学
的

知
見
を
取
り
ま
と
め
た
「
気
候
変
動
評
価
レ
ポ
ー
ト
」
の
作
成
・
公

表
及
び
市
町
村
レ
ベ
ル
で
の
防
災
・
減
災
対
策
に
資
す
る
地
域
気
候

変
動
予
測
情
報
の
提
供
に
向
け
た
準
備
・
検
討
を
進
め
る
。
 

【
国
交
】
立
地
適
正
化

計
画
の
強
化
（
防
災
を

主
流
化
）
 

市
町
村
に
お
け
る
立
地
適
正
化
計
画
へ
の
、
居
住
誘
導
区
域
内
で
行
う
防
災
対
策
・
安
全
確
保
策
を
定
め
る
「
防
災
指
針
」
の
記
載
に
つ
い
て
、
先
行
事
例
の
横
展

開
や
検
討
に
当
た
っ
て
の
助
言
を
行
う
な
ど
に
よ
り
推
進
す
る
。
 

【
国
交
】
防
災
指
針
を
記
載
し
た
市
町
村
数
 

【
文
科
】
国
立
大
学
等

の
最
先
端
研
究
基
盤
の

整
備
対
策
 

国
立
大
学
や
大
学
共
同
利
用
機
関
に
お
い
て
、
最
先
端
研
究
設
備
を
整
備
し
、
国
土
強
靱
化

に
寄
与
す
る
。
具
体
的
に
は
、
地
球
内
部
の
理
解
を
深
め
、
深
発
地
震
の
発
生
メ
カ
ニ
ズ
ム
の

解
明
、
気
候
変
動
の
研
究
の
発
展
か
ら
激
甚
化
す
る
水
災
害
等
の
対
策
、
人
々
の
感
染
症
対
策

等
に
つ
い
て
寄
与
す
る
。
 

 
国
立
大
学
や
大
学
共
同
利
用
機
関
に
お
い
て
、
地
球
内
部
の
理
解

を
深
め
、
深
発
地
震
の
発
生
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
解
明
、
気
候
変
動
の
研

究
の
発
展
か
ら
激
甚
化
す
る
水
災
害
等
の
対
策
、
人
々
の
感
染
症
対

策
等
に
資
す
る
研
究
に
必
要
な
最
先
端
研
究
設
備
の
整
備
に
加
速
的

に
取
り
組
み
、
20
25

年
度
ま
で
に

10
件
程
度
の
整
備
を
完
了
す
る
。 

【
文
科
】
国
民
の
生
活
に
お
け
る
安
心
・
安
全
の

確
保
や
災
害
対
策
等
に
資
す
る
最
先
端
研
究
基

盤
の
整
備
件
数
 

1-
3）

広
域
に
わ
た
る
大
規
模
津
波
等
に
よ
る
多
数
の
死
傷
者
の
発
生

 
 

 

事
態
を
回
避
す
る

た
め
の
取
組
施
策

 
令
和
４
年
度
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
令
和
５
年
度
以
降
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
指
標

 

【
文
科
】
公
立
学
校
施

設
の
防
災
機
能
強
化
・

老
朽
化
対
策
等
（
非
構

造
部
材
の
耐
震
対
策
を

含
む
）
 

 
公
立
学
校
施
設
の
非
構
造
部
材
の
耐
震
対
策
を
含
め
た
老
朽
化
対
策
を
進
め
る
と
と
も
に
、
計
画
的
か
つ
効
率
的
な
長
寿
命
化
改
修
等
を
推
進
す
る
。
ま
た
、
特
別

教
室
等
へ
の
空
調
設
置
、
ト
イ
レ
整
備
、
給
食
施
設
の
整
備
、
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
等
に
加
え
、
雨
水
貯
留
槽
や
暗
渠
排
水
機
能
等
の
整
備
に
よ
る
水
害
対
策
も
含
め
、

公
立
学
校
施
設
の
防
災
機
能
の
強
化
に
つ
い
て
推
進
す
る
。
 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
老
朽
化
対
策
実

施
率
 

【
国
交
】
大
規
模
地
震

に
備
え
た
河
川
管
理
施

設
の
地
震
・
津
波
対
策
 

 
大
規
模
地
震
の
対
策
地
域
に
お
け
る
津
波
被
害
リ
ス
ク
が
高
い
河
川
に
お
い
て
、
地
震
・
津

波
対
策
と
し
て
、
堤
防
の
か
さ
上
げ
、
堤
防
等
の
耐
震
・
液
状
化
対
策
、
水
門
等
の
自
動
化
・

遠
隔
操
作
を
推
進
す
る
。
 

 
切
迫
す
る
大
規
模
地
震
に
備
え
る
た
め
、河

川
管
理
施
設
の
地
震
・

津
波
対
策
を
実
施
す
る
。
 

【
国
交
】
南
海
ト
ラ
フ
地
震
、
首
都
直
下
地
震
、

日
本
海
溝
・
千
島
海
溝
周
辺
海
溝
型
地
震
等
の
大

規
模
地
震
が
想
定
さ
れ
て
い
る
地
域
等
に
お
け

る
水
門
・
樋
門
等
の
耐
震
化
率
 

【
国
交
】
南
海
ト
ラ
フ
地
震
、
首
都
直
下
地
震
、

日
本
海
溝
・
千
島
海
溝
周
辺
海
溝
型
地
震
等
の
大

規
模
地
震
が
想
定
さ
れ
て
い
る
地
域
等
に
お
け

る
河
川
堤
防
等
の
整
備
率
（
計
画
高
ま
で
の
整
備

と
耐
震
化
）
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【
農
水
・
国
交
】
水
門
・

陸
閘
等
の
自
動
化
・
遠

隔
操
作
化
、
効
果
的
な

管
理
運
用
の
推
進
 

 
水
門
・
陸
閘
等
の
自
動
化
・
遠
隔
操
作
化
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
効
果
的
・
効
率
的
な
整
備
・
運
用
に
係
る
計
画
作
成
に
つ
い
て
支
援
す
る
ほ
か
、「

津
波
・
高

潮
対
策
に
お
け
る
水
門
・
陸
閘
等
管
理
シ
ス
テ
ム
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
（
Ve
r3
.1
）」

に
基
づ
く
海
岸
管
理
者
の
取
組
を
支
援
し
、
水
門
・
陸
閘
等
の
効
果
的
な
管
理
運
用

を
推
進
す
る
。
 

 
こ
う
し
た
ハ
ー
ド
・
ソ
フ
ト
の
取
組
を
通
し
て
、
あ
ら
ゆ
る
関
係
者
が
協
働
し
て
行
う
「
流
域
治
水
」
を
推
進
す
る
。
 

【
農
水
・
国
交
】
南
海
ト
ラ
フ
地
震
・
首
都
直
下

地
震
・
日
本
海
溝
・
千
島
海
溝
周
辺
海
溝
型
地
震

等
の
大
規
模
地
震
が
想
定
さ
れ
て
い
る
地
域
等

に
お
け
る
水
門
・
陸
閘
等
の
安
全
な
閉
鎖
体
制
の

確
保
率
 

【
農
水
・
国
交
】
地
震
・

津
波
・
高
潮
等
に
備
え

た
海
岸
堤
防
等
の
整
備
 

 
地
盤
改
良
等
の
コ
ス
ト
縮
減
を
図
る
た
め
、
新
技
術
の
活
用
等
を
検
討
す
る
ほ
か
、
粘
り
強

い
構
造
（
緑
の
防
潮
堤
を
含
む
。）

を
基
本
と
し
海
岸
堤
防
等
の
整
備
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、

必
要
な
耐
震
性
能
調
査
及
び
耐
震
・
液
状
化
対
策
、
高
潮
対
策
を
推
進
す
る
。
 

 
ま
た
、
気
候
変
動
影
響
を
考
慮
し
た
海
岸
保
全
基
本
計
画
へ
の
変
更
を
推
進
す
る
た
め
、
海

岸
保
全
施
設
の
防
護
目
標
の
見
直
し
に
関
し
て
海
岸
管
理
者
へ
の
支
援
を
行
う
。
 

 
こ
う
し
た
ハ
ー
ド
・
ソ
フ
ト
の
取
組
を
通
じ
て
、
あ
ら
ゆ
る
関
係
者
が
協
働
し
て
行
う
「
流

域
治
水
」
を
推
進
す
る
。
 

 
地
盤
改
良
等
の
コ
ス
ト
縮
減
を
図
る
た
め
、
新
技
術
の
活
用
等
を

検
討
す
る
ほ
か
、
粘
り
強
い
構
造
（
緑
の
防
潮
堤
を
含
む
。）

を
基
本

と
し
海
岸
堤
防
等
の
整
備
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
必
要
な
耐
震
性

能
調
査
及
び
耐
震
・
液
状
化
対
策
、
高
潮
対
策
を
推
進
す
る
。
 

 
ま
た
、
気
候
変
動
影
響
を
考
慮
し
た
海
岸
保
全
基
本
計
画
へ
の
変

更
を
推
進
す
る
た
め
、
海
岸
管
理
者
へ
の
支
援
を
行
う
。
 

 
こ
う
し
た
ハ
ー
ド
・
ソ
フ
ト
の
取
組
を
通
じ
て
、
あ
ら
ゆ
る
関
係

者
が
協
働
し
て
行
う
「
流
域
治
水
」
を
推
進
す
る
。
 

【
農
水
・
国
交
】
海
岸
堤
防
等
の
整
備
率
 

【
農
水
・
国
交
】
気
候
変
動
影
響
を
防
護
目
標
に

取
り
込
ん
だ
海
岸
の
割
合
 

【
農
水
・
国
交
】
海
岸

保
全
施
設
の
戦
略
的
な

維
持
管
理
の
推
進
 

 
海
岸
保
全
施
設
に
お
け
る
維
持
管
理
等
の
効
率
化
を
図
る
た
め
、
IC
T
の
導
入
を
検
討
す
る
と
と
も
に
、
海
岸
管
理
者
に
よ
る
施
設
の
適
切
な
点
検
や
そ
れ
に
基
づ

く
的
確
な
修
繕
が
行
わ
れ
る
よ
う
、
必
要
な
支
援
を
継
続
す
る
。
 

 
ま
た
、
海
岸
管
理
者
の
協
力
を
得
な
が
ら
施
設
の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
構
築
を
推
進
し
つ
つ
、
海
岸
管
理
者
に
よ
る
長
寿
命
化
計
画
（
個
別
施
設
計
画
）
策
定
・
変
更
の

支
援
を
継
続
す
る
と
と
も
に
、
点
検
・
診
断
等
に
関
す
る
民
間
資
格
の
活
用
を
図
る
。
 

 
さ
ら
に
、
関
係
法
令
等
の
適
切
な
運
用
に
よ
り
維
持
・
修
繕
等
を
推
進
す
る
。
 

【
農
水
・
国
交
】
予
防
保
全
に
向
け
た
海
岸
堤
防

等
の
対
策
実
施
率
 

【
農
水
】
海
岸
防
災
林

の
整
備
 

 
津
波
に
対
す
る
被
害
軽
減
効
果
の
高
い
海
岸
防
災
林
の
整
備
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
海
岸
防
災
林
の
防
災
機
能
の
確
保
に
向
け
た
施
策
の
検
討
を
継
続
す
る
。
 

 
津
波
に
対
す
る
被
害
軽
減
効
果
の
高
い
海
岸
防
災
林
の
整
備
に
係
る
技
術
的
検
討
を
引
き
続
き
行
う
。
 

 
５
か
年
加
速
化
対
策
に
基
づ
く
、
森
林
の
防
災
機
能
を
発
揮
さ
せ
る
海
岸
防
災
林
の
整
備
を
実
施
す
る
。
 

【
農
水
】
市
街
地
等
を
飛
砂
害
や
風
害
、
潮
害
か

ら
守
る
海
岸
防
災
林
等
が
保
全
さ
れ
て
い
る
割

合
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【
国
交
】
防
災
気
象
情

報
の
高
度
化
及
び
適
切

な
利
活
用
の
推
進
 

＜
水
害
＞
 

 
集
中
豪
雨
や
台
風
等
に
対
す
る
予
測
精
度
向
上
の
取
組
を
進
め
る
。
特
に
、
二
重
偏
波
気
象

レ
ー
ダ
ー
の
導
入
、
地
域
気
象
観
測
シ
ス
テ
ム
の
更
新
強
化
、
マ
イ
ク
ロ
波
放
射
計
の
整
備
及

び
海
洋
気
象
観
測
船
の
代
船
建
造
等
に
よ
る
陸
上
、
洋
上
に
お
け
る
大
雨
や
水
蒸
気
観
測
を
強

化
す
る
と
と
も
に
、
ス
ー
パ
ー
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
シ
ス
テ
ム
の
強
化
や
「
富
岳
」
を
活
用
し
た
研

究
開
発
の
推
進
等
に
よ
り
、
線
状
降
水
帯
対
策
を
強
化
・
加
速
化
す
る
。
こ
れ
ら
の
取
組
に
よ

り
広
域
で
の
線
状
降
水
帯
の
発
生
可
能
性
に
関
す
る
半
日
前
か
ら
の
予
測
を
開
始
し
、
住
民
の

避
難
行
動
を
促
す
。
さ
ら
に
、
線
状
降
水
帯
の
み
な
ら
ず
台
風
を
は
じ
め
と
す
る
大
雨
の
予
測

精
度
向
上
に
必
要
不
可
欠
な
高
密
度
観
測
等
の
最
新
技
術
を
取
り
入
れ
た
次
期
静
止
気
象
衛

星
に
つ
い
て
、
運
用
開
始
後
に
観
測
デ
ー
タ
を
速
や
か
に
予
測
の
改
善
に
繋
げ
る
よ
う
技
術
開

発
を
進
め
る
。
 

＜
地
震
・
津
波
、
火
山
＞
 

 
地
震
発
生
後
に
発
表
す
る
面
的
な
震
度
分
布
情
報
の
高
解
像
度
化
を
行
う
と
と
も
に
、
津
波

警
報
・
注
意
報
の
解
除
見
込
み
時
間
の
提
供
及
び
津
波
警
報
等
の
ビ
ジ
ュ
ア
ル
化
に
よ
っ
て
、

二
次
災
害
を
防
止
し
、
救
難
・
救
助
活
動
等
の
応
急
対
策
に
向
け
た
判
断
支
援
や
住
民
の
迅
速

な
避
難
を
促
す
取
組
を
進
め
る
。
津
波
警
報
等
の
伝
達
に
つ
い
て
、
海
水
浴
場
等
で
用
い
ら
れ

る
「
津
波
フ
ラ
ッ
グ
」
の
普
及
に
努
め
る
と
と
も
に
、
周
知
広
報
を
推
進
す
る
。
 

 
日
本
海
溝
・
千
島
海
溝
沿
い
の
巨
大
地
震
に
よ
る
被
害
を
軽
減
さ
せ
る
た
め
、
最
大
規
模
の

地
震
を
想
定
し
た
津
波
警
報
の
運
用
を
開
始
す
る
と
と
も
に
、
巨
大
地
震
の
発
生
可
能
性
の
高

ま
り
を
適
時
的
確
に
評
価
し
、
情
報
発
信
で
き
る
体
制
の
構
築
を
進
め
る
。
 

 
火
山
で
観
測
し
た
デ
ー
タ
を
収
集
・
処
理
す
る
装
置
等
、
火
山
監
視
・
観
測
用
機
器
を
整
備

す
る
こ
と
に
よ
っ
て
噴
火
警
報
や
噴
火
速
報
等
を
迅
速
か
つ
適
切
に
発
表
し
、
住
民
・
登
山
者

の
避
難
行
動
等
を
支
援
す
る
。
 

 
ト
ン
ガ
諸
島
付
近
の
大
規
模
噴
火
に
伴
う
潮
位
変
化
を
踏
ま
え
た
情
報
の
あ
り
方
に
つ
い

て
検
討
を
行
い
、
適
切
な
情
報
発
信
に
活
用
し
て
い
く
。
 

＜
地
域
防
災
力
の
向
上
＞
 

 
JE
TT
（
気
象
庁
防
災
対
応
支
援
チ
ー
ム
）
を
派
遣
す
る
た
め
の
気
象
台
の
体
制
を
一
層
強
化

し
て
地
方
自
治
体
へ
き
め
細
か
に
解
説
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
市
町
村
や
住
民
の
防
災
気
象

情
報
等
に
対
す
る
理
解
促
進
の
取
組
等
を
推
進
し
、
地
域
防
災
力
の
強
化
を
図
る
。
 

ま
た
、
コ
ロ
ナ
禍
の
た
め
自
治
体
の
防
災
現
場
に
入
る
こ
と
が
難
し
い
場
合
で
も
、
We
b 
会
議

ツ
ー
ル
等
を
活
用
し
て
気
象
台
の
危
機
感
を
自
治
体
へ
伝
え
る
な
ど
、
引
き
続
き
切
れ
目
な
く

自
治
体
支
援
に
取
り
組
む
。
 

 
気
象
台

OB
／
OG

に
気
象
防
災
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を
委
嘱
す
る
と
と
も
に
、
気
象
予
報
士
に
対

し
て
研
修
を
実
施
し
、
自
治
体
で
即
戦
力
と
な
る
気
象
防
災
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を
全
国
各
地
に
育

成
し
、
地
域
偏
在
の
解
消
を
進
め
る
。
ま
た
、
自
治
体
ト
ッ
プ
に
直
接
働
き
か
け
る
等
に
よ
り

自
治
体
へ
の
周
知
・
普
及
に
一
層
取
り
組
む
と
と
も
に
、
多
様
な
研
修
や
訓
練
を
通
じ
、
防
災

業
務
に
精
通
し
た
自
治
体
職
員
の
育
成
を
引
き
続
き
後
押
し
す
る
。
 

＜
水
害
＞
 

 
線
状
降
水
帯
に
よ
る
集
中
豪
雨
や
台
風
等
の
精
度
の
高
い
気
象
予

測
を
実
現
す
る
た
め
、
最
新
の
ス
ー
パ
ー
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
シ
ス
テ
ム

の
導
入
に
よ
る
計
算
能
力
を
強
化
す
る
と
と
も
に
、
静
止
気
象
衛
星

ひ
ま
わ
り
８
号
・
９
号
の
後
継
衛
星
に
つ
い
て
、
令
和
５
年
度
を
め

ど
に
製
造
に
着
手
す
る
な
ど
気
象
観
測
・
予
測
体
制
を
強
化
す
る
。

こ
れ
ら
の
成
果
を
防
災
気
象
情
報
の
高
度
化
に
反
映
し
、
住
民
の
早

期
避
難
に
資
す
る
情
報
を
提
供
す
る
。
 

 
ま
た
、
異
常
気
象
や
世
界
的
な
問
題
と
な
っ
て
い
る
地
球
温
暖
化

に
つ
い
て
そ
の
監
視
・
予
測
を
行
う
上
で
欠
か
せ
な
い
海
洋
気
象
観

測
を
強
化
す
る
。
 

＜
地
震
・
津
波
、
火
山
＞
 

 
津
波
警
報
等
の
伝
達
に
つ
い
て
、海

水
浴
場
等
で
用
い
ら
れ
る「

津

波
フ
ラ
ッ
グ
」
の
普
及
に
努
め
る
と
と
も
に
、
周
知
広
報
を
推
進
す

る
。
 

 
日
本
海
溝
・
千
島
海
溝
沿
い
の
巨
大
地
震
に
よ
る
被
害
を
軽
減
さ

せ
る
た
め
、
最
大
規
模
の
地
震
を
想
定
し
た
津
波
警
報
を
運
用
す
る

と
と
も
に
、
巨
大
地
震
の
発
生
可
能
性
の
高
ま
り
を
適
時
的
確
に
評

価
し
、
情
報
発
信
で
き
る
体
制
を
構
築
し
、
運
用
を
進
め
て
い
く
。
 

＜
火
山
噴
火
＞
 

 
大
規
模
噴
火
を
含
む
火
山
活
動
の
監
視
及
び
噴
火
警
報
、
噴
火
速

報
、
大
規
模
噴
火
に
伴
う
広
域
防
災
対
応
の
た
め
の
情
報
等
の
発
表

に
必
要
な
シ
ス
テ
ム
の
更
新
・
強
化
を
行
い
、
こ
れ
ら
情
報
を
迅
速

か
つ
適
切
に
発
表
し
、
住
民
・
登
山
者
の
避
難
行
動
等
を
支
援
す
る
。 

＜
地
域
防
災
力
の
向
上
＞
 

 
地
域
の
気
象
に
精
通
す
る
全
国
の
気
象
台

OB
／
OG

を
中
心
に
、自

治
体
の
防
災
の
現
場
で
即
戦
力
と
な
る「

気
象
防
災
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
」

と
し
て
委
嘱
し
、
自
治
体
ト
ッ
プ
に
直
接
働
き
か
け
る
等
に
よ
り
自

治
体
へ
の
周
知
・
普
及
に
一
層
取
り
組
む
と
と
も
に
、
多
様
な
研
修

や
訓
練
を
通
じ
、
防
災
業
務
に
精
通
し
た
自
治
体
職
員
の
育
成
を
引

き
続
き
後
押
し
す
る
。
 

 
地
方
自
治
体
の
防
災
対
応
支
援
や
、
市
町
村
や
住
民
の
防
災
気
象

情
報
、
防
災
・
減
災
対
策
に
資
す
る
気
候
変
動
に
関
す
る
情
報
等
に

対
す
る
理
解
促
進
の
取
組
等
を
推
進
す
る
。
 

 
JE
TT
（
気
象
庁
防
災
対
応
支
援
チ
ー
ム
）
の
活
動
等
を
通
じ
、
地

方
自
治
体
の
防
災
対
応
を
支
援
す
る
た
め
、
引
き
続
き
各
気
象
台
の

体
制
を
強
化
す
る
と
と
も
に
、
市
町
村
や
住
民
の
防
災
気
象
情
報
等

【
国
交
】
市
町
村
の
防
災
気
象
情
報
等
に
対
す
る

一
層
の
理
解
促
進
及
び
避
難
勧
告
等
の
発
令
の

判
断
に
お
け
る
防
災
気
象
情
報
の
適
切
な
利
活

用
の
促
進
 

【
国
交
】
地
震
・
津
波
に
対
す
る
防
災
気
象
情
報

の
的
確
な
提
供
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に
対
す
る
理
解
促
進
の
取
組
等
を
推
進
す
る
な
ど
地
域
防
災
力
の
強

化
を
図
る
。
ま
た
、
コ
ロ
ナ
禍
の
た
め
自
治
体
の
防
災
現
場
に
入
る

こ
と
が
難
し
い
場
合
で
も
、
We
b
会
議
ツ
ー
ル
等
を
活
用
し
て
気
象

台
の
危
機
感
を
自
治
体
へ
伝
え
る
な
ど
、
引
き
続
き
切
れ
目
な
く
自

治
体
支
援
に
取
り
組
む
。
 

 
加
え
て
、
地
域
に
お
け
る
防
災
・
減
災
対
策
に
資
す
る
気
候
変
動

適
応
の
取
組
が
よ
り
効
果
的
に
進
め
ら
れ
る
よ
う
、
最
新
の
科
学
的

知
見
を
取
り
ま
と
め
た
「
気
候
変
動
評
価
レ
ポ
ー
ト
」
の
作
成
・
公

表
及
び
市
町
村
レ
ベ
ル
で
の
防
災
・
減
災
対
策
に
資
す
る
地
域
気
候

変
動
予
測
情
報
の
提
供
に
向
け
た
準
備
・
検
討
を
進
め
る
。
 

【
文
科
】
南
海
ト
ラ
フ

海
底
地
震
津
波
観
測
網

の
構
築
 

南
海
ト
ラ
フ
地
震
の
想
定
震
源
域
の
西
側
（
高
知
県
沖
～
日
向
灘
）
に
お
け
る
、
海
底
地
震
・
津
波
観
測
網
の
構
築
を
進
め
る
。
 

【
文
科
】
南
海
ト
ラ
フ
海
底
地
震
津
波
観
測
網
の

構
築
 

【
総
務
】
住
民
等
の
避

難
等
に
資
す
る
情
報
伝

達
手
段
の
多
重
化
・
強

靱
化
の
推
進
 

 
通
信
技
術
に
関
す
る
専
門
的
な
知
見
を
有
す
る
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を

50
市
町
村
程
度
に
派
遣

す
る
こ
と
に
よ
り
、
地
域
特
性
を
踏
ま
え
た
最
適
な
伝
達
手
段
の
整
備
・
多
重
化
を
推
進
す
る

た
め
の
課
題
解
決
を
図
る
。
特
に
防
災
行
政
無
線
等
や
戸
別
受
信
機
等
の
未
整
備
団
体
に
つ
い

て
は
情
報
伝
達
手
段
の
多
重
化
・
強
靱
化
を
促
進
す
る
よ
う
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
助
言
を

行
う
。
 

 
令
和
５
年
度
に
お
い
て
も
通
信
技
術
に
関
す
る
専
門
的
な
知
見
を

有
す
る
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を
市
町
村
に
派
遣
す
る
こ
と
に
よ
り
、
地
域

特
性
を
踏
ま
え
た
最
適
な
伝
達
手
段
の
整
備
・
多
重
化
を
推
進
す
る

た
め
の
課
題
解
決
を
図
る
。
特
に
防
災
行
政
無
線
等
や
戸
別
受
信
機

等
の
未
整
備
団
体
に
つ
い
て
は
情
報
伝
達
手
段
の
多
重
化
・
強
靱
化

を
促
進
す
る
よ
う
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
助
言
を
行
う
。
 

【
総
務
】
自
治
体
向
け
ア
ド
バ
イ
ス
会
議
の
実
施
 

【
総
務
】
防
災
行
政
無
線
等
の
災
害
情
報
伝
達
手

段
の
整
備
 

【
文
科
】
学
校
に
お
け

る
防
災
教
育
の
充
実
 

 
学
校
に
お
け
る
防
災
教
育
・
防
災
管
理
を
行
う
た
め
に
学
校
と
家
庭
・
地
域
・
関
係
機
関
等
と
の
連
携
体
制
を
構
築
・
強
化
す
る
地
域
取
組
を
行
う
教
育
委
員
会
を

支
援
す
る
。
 

 
各
都
道
府
県
・
指
定
都
市
の
取
組
を
検
証
し
、
先
進
的
な
取
組
を
共
有
す
る
な
ど
し
て
取
組
の
質
の
向
上
を
図
る
。
 

 
学
校
で
の
防
災
教
育
の
質
的
向
上
を
図
る
た
め
、
教
職
員
等
を
対
象
と
し
た
講
習
会
に
対
し
て
支
援
す
る
。
 

【
文
科
】
職
員
に
対
す
る
研
修
の
実
施
状
況
（
校

内
研
修
の
実
施
）
 

【
文
科
】
災
害
安
全
に
つ
い
て
指
導
し
て
い
る
学

校
の
割
合
 

【
国
交
】
防
災
情
報
の

高
度
化
対
策
（
津
波
・

高
潮
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ

作
成
の
推
進
）
 

 
浸
水
想
定
区
域
や
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
変
更
・
作
成
等
に
対
し
て
財
政
的
支
援
を
実
施
す

る
。
 

 
ま
た
、
技
術
相
談
の
内
容
も
踏
ま
え
、
都
道
府
県
の
検
討
が
よ
り
進
む
よ
う
、
高
潮
浸
水
想

定
区
域
図
作
成
の
手
引
き
等
や
水
害
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
作
成
の
手
引
き
の
周
知
、
市
町
村
職
員

が
直
営
で
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
を
作
成
・
加
工
で
き
る
作
成
支
援
ツ
ー
ル
の
提
供
、
相
談
窓
口
の

設
置
等
に
よ
り
、
技
術
的
支
援
を
実
施
す
る
。
 

 
浸
水
想
定
区
域
や
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
変
更
・
作
成
等
に
対
し
て

財
政
的
支
援
を
実
施
す
る
。
 

 
ま
た
、
高
潮
浸
水
想
定
区
域
図
作
成
の
手
引
き
や
水
害
ハ
ザ
ー
ド

マ
ッ
プ
作
成
の
手
引
き
の
周
知
、
市
町
村
職
員
が
直
営
で
ハ
ザ
ー
ド

マ
ッ
プ
を
作
成
・
加
工
で
き
る
作
成
支
援
ツ
ー
ル
の
提
供
、
 相

談
窓

口
の
設
置
等
に
よ
り
、
技
術
的
支
援
を
実
施
す
る
。
 

【
国
交
】
最
大
ク
ラ
ス
の
高
潮
に
対
応
し
た
ハ
ザ

ー
ド
マ
ッ
プ
を
作
成
・
公
表
し
、
住
民
の
防
災
意

識
向
上
に
つ
な
が
る
訓
練
（
机
上
訓
練
、
情
報
伝

達
訓
練
等
）
を
実
施
 

【
国
交
】
最
大
ク
ラ
ス
の
津
波
に
対
応
し
た
ハ
ザ

ー
ド
マ
ッ
プ
を
作
成
・
公
表
し
、
住
民
の
防
災
意

識
向
上
に
つ
な
が
る
訓
練
（
机
上
訓
練
、
情
報
伝

達
訓
練
等
）
を
実
施
 

【
国
交
】
道
路
の
高
架

区
間
等
を
活
用
し
た
津

波
や
洪
水
か
ら
の
浸
水

避
難
対
策
 

 
地
方
公
共
団
体
の
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
、
予
測
浸
水
深
よ
り
も
高
い
位
置
に
整
備
さ
れ
て
い
る

直
轄
国
道
の
高
架
区
間
等
を
緊
急
避
難
場
所
と
し
て
活
用
す
る
た
め
の
避
難
施
設
の
整
備
を

推
進
す
る
。
 

 
道
路
の
高
架
区
間
等
を
一
時
的
な
避
難
場
所
と
し
て
地
域
防
災
計
画
変
更
に
係
る
支
援
を

行
う
。
 

 
地
方
公
共
団
体
の
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
、
予
測
浸
水
深
よ
り
も
高
い

位
置
に
整
備
さ
れ
て
い
る
直
轄
国
道
の
高
架
区
間
等
を
緊
急
避
難
場

所
と
し
て
活
用
す
る
た
め
の
避
難
施
設
の
整
備
を
推
進
す
る
。
 

 
地
域
防
災
計
画
変
更
に
係
る
支
援
を
行
う
。
 

【
国
交
】
緊
急
避
難
場
所
と
し
て
直
轄
国
道
の
高

架
区
間
等
を
活
用
す
る
ニ
ー
ズ
が
あ
る
箇
所
の

避
難
施
設
の
整
備
率
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【
国
交
】
地
震
・
津
波

防
災
対
策
の
た
め
の
津

波
防
災
情
報
の
整
備
に

よ
る
船
舶
安
全
の
確
保
 

 
大
規
模
な
津
波
災
害
発
生
時
に
お
け
る
船
舶
交
通
安
全
を
確
保
す
る
た
め
、
早
急
に
多
様
な

想
定
地
震
津
波
に
対
応
し
た
情
報
図
及
び
高
精
度
な
広
域
図
の
整
備
を
行
う
と
と
も
に
、
整
備

済
み
情
報
図
内
の
港
湾
施
設
変
更
等
に
対
応
し
た
維
持
・
更
新
作
業
を
行
い
、
併
せ
て
津
波
襲

来
時
の
船
舶
の
安
全
対
策
を
検
討
す
る
上
で
必
要
と
な
る
個
別
の
海
域
に
対
応
し
た
様
々
な

条
件
で
の
情
報
図
を
作
成
し
、
こ
れ
を
常
に
最
新
の
情
報
で
維
持
す
る
。
ま
た
、
令
和
２
年
に

内
閣
府
が
公
開
し
た
新
た
な
日
本
海
溝
・
千
島
海
溝
沿
い
の
巨
大
地
震
モ
デ
ル
に
対
応
す
る
た

め
に
地
形
デ
ー
タ
の
整
備
を
引
き
続
き
行
う
と
と
も
に
各
自
治
体
の
想
定
被
害
地
震
に
対
す

る
地
形
デ
ー
タ
の
整
備
に
着
手
す
る
。
 

令
和
２
年
に
内
閣
府
が
公
開
し
た
「
日
本
海
溝
・
千
島
海
溝
沿
い

の
巨
大
地
震
モ
デ
ル
」
に
対
応
す
る
た
め
、
海
底
地
形
デ
ー
タ
の
不

足
す
る
海
域
の
地
形
デ
ー
タ
の
整
備
を
実
施
す
る
と
と
も
に
各
自
治

体
の
想
定
被
害
地
震
に
対
す
る
地
形
デ
ー
タ
の
整
備
を
実
施
す
る
。
 

ま
た
、
既
に
作
成
さ
れ
た
津
波
防
災
情
報
図
に
つ
い
て
、
最
新
の
測

量
デ
ー
タ
や
地
震
断
層
モ
デ
ル
を
用
い
て
情
報
の
最
新
維
持
を
図

る
。
 

【
国
交
】
津
波
防
災
情
報
の
整
備
区
域
数
 

【
国
交
】
空
港

BC
P
の

実
効
性
強
化
対
策
 

 
災
害
時
に
お
け
る
滞
留
者
対
応
や
施
設
の
早
期
復
旧
等
を
図
る
た
め
各
空
港
で
策
定
さ
れ
た
対
応
計
画
（「

A2
-B
CP
」）

に
基
づ
き
、
空
港
関
係
者
や
鉄
道
事
業
者
等

の
ア
ク
セ
ス
事
業
者
等
と
連
携
し
、
滞
留
者
対
応
や
被
災
後
の
早
期
復
旧
等
の
災
害
時
の
対
応
を
行
う
と
と
も
に
、
訓
練
の
実
施
等
に
よ
る
対
応
計
画
の
実
効
性
の
強

化
に
努
め
る
。
 

【
国
交
】「

A2
-B
CP
」
に
基
づ
く
訓
練
等
の
実
施
率
 

【
国
交
】
港
湾
に
お
け

る
津
波
避
難
対
策
の
実

施
 

 
設
計
津
波
を
超
え
る
大
規
模
津
波
発
生
時
に
、
防
波
堤
が
倒
壊
し
て
、
津
波
の
到
達
時
間
が
早
ま
り
被
害
が
拡
大
す
る
事
態
や
、
静
穏
度
が
確
保
で
き
ず
荷
役
が
再

開
で
き
な
い
事
態
を
防
止
す
る
た
め
、「

粘
り
強
い
構
造
」
を
導
入
し
た
防
波
堤
の
整
備
を
推
進
す
る
。
ま
た
、
津
波
避
難
計
画
未
策
定
の
港
湾
管
理
者
に
対
し
て
、

「
港
湾
の
津
波
避
難
対
策
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
に
基
づ
い
た
避
難
計
画
の
策
定
を
働
き
か
け
る
。
 

 
さ
ら
に
、
地
方
公
共
団
体
等
に
よ
る
津
波
避
難
施
設
の
整
備
を
支
援
す
る
と
と
も
に
、
避
難
機
能
（
退
避
施
設
等
）
を
備
え
た
物
流
施
設
等
を
整
備
す
る
民
間
事
業

者
に
対
し
て
支
援
を
行
う
。
 

【
国
交
】
津
波
対
策
を
緊
急
的
に
行
う
必
要
の
あ

る
港
湾
に
お
い
て
、
ハ
ー
ド
・
ソ
フ
ト
を
組
み
合

わ
せ
た
津
波
対
策
を
講
じ
て
、
被
害
の
抑
制
や
港

湾
機
能
の
維
持
、
港
湾
労
働
者
等
の
安
全
性
が
確

保
さ
れ
た
割
合
 

【
警
察
】
警
察
用
航
空

機
等
の
整
備
 

 
老
朽
化
し
た
警
察
用
航
空
機
、
警
察
用
車
両
及
び
警
察
用
船
舶
の
継
続
的
な
更
新
整
備
に
取
り
組
む
。
 

【
警
察
】
警
察
用
航
空
機
に
係
る
各
都
道
府
県
警

察
へ
の
措
置
率
 

【
警
察
】
警
察
用
航
空
機
、
警
察
用
船
舶
の
更
新

整
備
率
 

【
警
察
】
老
朽
化
し
た
警
察
用
車
両
の
更
新
整
備

数
 

【
国
交
】
立
地
適
正
化

計
画
の
強
化
（
防
災
を

主
流
化
）
 

 
市
町
村
に
お
け
る
立
地
適
正
化
計
画
へ
の
、
居
住
誘
導
区
域
内
で
行
う
防
災
対
策
・
安
全
確
保
策
を
定
め
る
「
防
災
指
針
」
の
記
載
に
つ
い
て
、
先
行
事
例
の
横
展

開
や
検
討
に
当
た
っ
て
の
助
言
を
行
う
な
ど
に
よ
り
推
進
す
る
。
 

【
国
交
】
防
災
指
針
を
記
載
し
た
市
町
村
数
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1-
4）

突
発
的
又
は
広
域
か
つ
長
期
的
な
市
街
地
等
の
浸
水
に
よ
る
多
数
の
死
傷
者
の
発
生
 

 

事
態
を
回
避
す
る

た
め
の
取
組
施
策

 
令
和
４
年
度
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
令
和
５
年
度
以
降
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
指
標

 

【
国
交
】
流
域
治
水
対

策
（
河
川
）
 

国
民
の
安
全
・
安
心
を
確
保
す
る
た
め
、
あ
ら
ゆ
る
関
係
者
が
協
働
し
て
流
域
全
体
で
行
う

「
流
域
治
水
」
を
推
進
し
、
気
候
変
動
等
に
よ
る
将
来
の
自
然
災
害
リ
ス
ク
の
増
大
に
適
応
し

た
総
合
的
な
防
災
・
減
災
対
策
を
進
め
る
。
こ
の
た
め
、
河
道
掘
削
、
堤
防
整
備
、
堤
防
強
化
、

耐
震
対
策
、
ダ
ム
の
事
前
放
流
の
推
進
、
ダ
ム
・
遊
水
地
の
整
備
等
を
着
実
に
進
捗
さ
せ
る
と

と
も
に
、
主
要
な
取
組
に
つ
い
て
進
捗
状
況
を
「
見
え
る
化
」
し
て
、
流
域
治
水
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
の
確
実
な
進
捗
を
図
る
。
 

 
特
に
、
本
支
川
合
流
部
や
狭
窄
部
等
を
有
す
る
浸
水
リ
ス
ク
の
高
い
地
域
に
お
け
る
早
期
の

浸
水
被
害
軽
減
を
図
る
た
め
、
令
和
４
年
度
ま
で
に

10
0
河
川
程
度
を
特
定
都
市
河
川
に
指
定

す
る
な
ど
、
流
域
治
水
関
連
法
に
基
づ
く
取
組
を
全
国
的
に
推
進
す
る
。
 

 
さ
ら
に
、
度
々
水
害
に
見
舞
わ
れ
て
い
る
浸
水
常
襲
地
域
に
お
い
て
、
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

を
維
持
で
き
る
よ
う
、
地
方
公
共
団
体
と
連
携
し
て
、
ま
ち
づ
く
り
事
業
と
一
体
と
な
っ
た
河

川
整
備
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
浸
水
被
害
が
頻
発
す
る
中
上
流
域
に
お
い
て
、
流
域
関
係
者

と
連
携
し
て
、
早
期
に
安
全
を
確
保
す
る
た
め
の
遊
水
地
、
輪
中
堤
の
整
備
や
総
合
的
な
内
水

対
策
を
加
速
す
る
。
 

 
水
災
害
ハ
ザ
ー
ド
情
報
の
充
実
等
を
通
じ
た
、
市
町
村
へ
の
支
援
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、

防
災
ま
ち
づ
く
り
の
検
討
を
行
っ
た
事
例
集
を
作
成
す
る
。
 

 
そ
の
ほ
か
、
ゼ
ロ
メ
ー
ト
ル
地
帯
に
お
い
て
は
、
大
規
模
氾
濫
が
発
生
し
た
場
合
で
も
、
命

の
安
全
が
確
保
さ
れ
、
最
低
限
の
避
難
生
活
水
準
を
確
保
で
き
、
ま
た
社
会
経
済
活
動
が
長
期

停
止
す
る
こ
と
な
く
迅
速
に
復
旧
で
き
る
よ
う
、
高
台
ま
ち
づ
く
り
（
線
的
・
面
的
に
つ
な
が

っ
た
高
台
・
建
物
群
の
創
出
）
を
進
め
て
い
く
。
 

 
引
き
続
き
気
候
変
動
に
よ
り
激
甚
化
・
頻
発
化
す
る
水
災
害
に
対

応
し
、
国
民
の
安
全
・
安
心
を
確
保
す
る
た
め
、
水
害
リ
ス
ク
を
踏

ま
え
た
土
地
利
用
の
誘
導
や
、
河
川
整
備
等
の
事
前
防
災
対
策
の
加

速
化
等
の
あ
ら
ゆ
る
関
係
者
が
協
働
し
て
流
域
全
体
で
行
う
「
流
域

治
水
」
の
取
組
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
近
年
の
災
害
を
踏
ま
え
た

総
合
的
な
内
水
対
策
に
取
り
組
む
。
 

 
特
定
都
市
河
川
に
お
い
て
は
、
数
百
程
度
の
河
川
を
特
定
都
市
河

川
に
指
定
す
る
な
ど
、
流
域
治
水
関
連
法
に
基
づ
く
対
策
を
加
速
す

る
。
 

 
一
つ
の
市
町
村
や
都
府
県
の
区
域
内
で
取
組
の
み
で
は
水
災
害
リ

ス
ク
の
低
減
に
限
界
が
あ
る
場
合
や
氾
濫
し
た
洪
水
が
広
範
囲
に
拡

大
す
る
場
合
な
ど
は
、
流
域
・
広
域
的
な
視
点
か
ら
取
り
組
む
必
要

が
あ
る
。
 

 
「
水
災
害
リ
ス
ク
を
踏
ま
え
た
防
災
ま
ち
づ
く
り
の
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
」
の
充
実
・
改
訂
を
実
施
す
る
。
 

【
国
交
】
１
級
河
川
に
お
け
る
戦
後
最
大
洪
水
等

に
対
応
し
た
河
川
の
整
備
率
 

【
国
交
】
防
災
指
針
を
記
載
し
た
市
町
村
数
 

【
国
交
】
２
級
河
川
に
お
け
る
近
年
災
害
の
洪
水

等
に
対
応
し
た
河
川
の
整
備
率
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【
農
水
・
国
交
】
気
候

変
動
を
踏
ま
え
た
治
水

計
画
等
の
見
直
し
 

 
気
候
変
動
に
よ
り
水
災
害
が
激
甚
化
・
頻
発
化
を
す
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
洪
水
、
内
水
、
土

砂
災
害
、
高
潮
、
高
波
等
に
対
す
る
気
候
変
動
の
影
響
を
科
学
分
析
し
、
温
暖
化
の
影
響
を
予

め
見
込
ん
だ
計
画
へ
と
見
直
す
こ
と
で
中
長
期
的
、
か
つ
計
画
的
に
整
備
を
進
め
る
こ
と
と
し

て
い
る
。
 

 
河
川
の
整
備
に
お
い
て
は
、
近
年
、
大
規
模
な
水
害
が
発
生
し
た
際
の
洪
水
流
量
が
長
期
的

な
目
標
（
基
本
高
水
）
を
上
回
っ
た
水
系
か
ら
順
次
、
ハ
ー
ド
整
備
の
長
期
計
画
で
あ
る
河
川

整
備
基
本
方
針
を
見
直
し
て
い
く
。
ま
た
、
過
去
の
実
績
洪
水
を
目
標
と
す
る
現
在
の
河
川
整

備
計
画
の
早
急
な
達
成
を
目
指
す
と
と
も
に
、
併
せ
て
気
候
変
動
に
よ
る
降
雨
量
の
増
加
等
を

考
慮
し
た
河
川
整
備
計
画
の
目
標
設
定
へ
見
直
し
て
い
く
。
 

 
気
候
変
動
の
影
響
を
踏
ま
え
、
地
区
ご
と
の
浸
水
リ
ス
ク
を
評
価
し
、
都
市
機
能
の
集
積
状

況
等
に
応
じ
て
メ
リ
ハ
リ
の
あ
る
整
備
目
標
を
き
め
細
や
か
に
設
定
し
た
上
で
、
想
定
さ
れ
る

被
害
の
大
き
い
と
こ
ろ
か
ら
計
画
的
に
下
水
道
整
備
を
推
進
で
き
る
よ
う
、
下
水
道
に
よ
る
浸

水
対
策
を
実
施
す
べ
き
区
域
や
目
標
と
す
る
整
備
水
準
、
当
面
・
中
期
・
長
期
の
施
設
整
備
の

方
針
等
の
基
本
的
な
事
項
を
定
め
る
「
雨
水
管
理
総
合
計
画
」
の
策
定
の
推
進
に
向
け
て
取
り

組
ん
で
い
く
。
 

 
土
砂
・
洪
水
氾
濫
の
リ
ス
ク
の
高
い
流
域
に
対
し
て
は
、
リ
ス
ク
の
高
い
流
域
を
抽
出
し
、

土
砂
・
洪
水
氾
濫
対
策
計
画
の
策
定
、
計
画
に
基
づ
く
ハ
ー
ド
対
策
を
推
進
す
る
。
 

 
海
岸
に
お
い
て
は
、
気
候
変
動
影
響
を
考
慮
し
た
海
岸
保
全
基
本
計
画
へ
の
変
更
を
推
進
す

る
た
め
、
海
岸
保
全
施
設
の
防
護
目
標
の
見
直
し
に
関
し
て
海
岸
管
理
者
へ
の
支
援
を
行
う
。
 

 
気
候
変
動
に
よ
り
水
災
害
が
激
甚
化
・
頻
発
化
を
す
る
こ
と
を
踏

ま
え
、
洪
水
、
内
水
、
土
砂
災
害
、
高
潮
、
高
波
等
に
対
す
る
気
候

変
動
の
影
響
を
科
学
分
析
し
、
温
暖
化
の
影
響
を
予
め
見
込
ん
だ
計

画
へ
と
見
直
す
こ
と
で
中
長
期
的
、
か
つ
計
画
的
に
整
備
を
進
め
る

こ
と
と
し
て
い
る
。
 

 
河
川
の
整
備
に
お
い
て
は
、
近
年
、
大
規
模
な
水
害
が
発
生
し
た

際
の
洪
水
流
量
が
長
期
的
な
目
標
（
基
本
高
水
）
を
上
回
っ
た
水
系

か
ら
順
次
、
ハ
ー
ド
整
備
の
長
期
計
画
で
あ
る
河
川
整
備
基
本
方
針

を
見
直
し
て
い
く
。
ま
た
、
過
去
の
実
績
洪
水
を
目
標
と
す
る
現
在

の
河
川
整
備
計
画
の
早
急
な
達
成
を
目
指
す
と
と
も
に
、
併
せ
て
気

候
変
動
に
よ
る
降
雨
量
の
増
加
等
を
考
慮
し
た
河
川
整
備
計
画
の
目

標
設
定
へ
見
直
し
て
い
く
。
 

 
気
候
変
動
の
影
響
を
踏
ま
え
、
地
区
ご
と
の
浸
水
リ
ス
ク
を
評
価

し
、
都
市
機
能
の
集
積
状
況
等
に
応
じ
て
メ
リ
ハ
リ
の
あ
る
整
備
目

標
を
き
め
細
や
か
に
設
定
し
た
上
で
、
想
定
さ
れ
る
被
害
の
大
き
い

と
こ
ろ
か
ら
計
画
的
に
下
水
道
整
備
を
推
進
で
き
る
よ
う
、
下
水
道

に
よ
る
浸
水
対
策
を
実
施
す
べ
き
区
域
や
目
標
と
す
る
整
備
水
準
、

当
面
・
中
期
・
長
期
の
施
設
整
備
の
方
針
等
の
基
本
的
な
事
項
を
定

め
る
「
雨
水
管
理
総
合
計
画
」
の
策
定
の
推
進
に
向
け
て
取
り
組
ん

で
い
く
。
 

 
土
砂
・
洪
水
氾
濫
の
リ
ス
ク
の
高
い
流
域
に
対
し
て
は
、
リ
ス
ク

の
高
い
流
域
を
抽
出
し
、
土
砂
・
洪
水
氾
濫
対
策
計
画
の
策
定
、
計

画
に
基
づ
く
ハ
ー
ド
対
策
を
推
進
す
る
。
 

 
海
岸
に
お
い
て
は
、
気
候
変
動
影
響
を
考
慮
し
た
海
岸
保
全
基
本

計
画
へ
の
変
更
を
推
進
す
る
た
め
、海

岸
管
理
者
へ
の
支
援
を
行
う
。 

【
農
水
・
国
交
】
気
候
変
動
の
影
響
を
考
慮
し
た

河
川
整
備
計
画
の
策
定
割
合
 

【
国
交
】
流
域
治
水
対

策
（
下
水
道
）
 

 
気
候
変
動
に
よ
る
降
雨
量
の
増
加
を
考
慮
し
た
計
画
雨
水
量
へ
の
見
直
し
を
促
進
す
る
と
と
も
に
、
雨
水
排
水
施
設
等
の
下
水
道
施
設
の
整
備
や
耐
水
化
を
加
速

し
、
ハ
ー
ド
対
策
、
ソ
フ
ト
対
策
、
自
助
の
組
み
合
わ
せ
に
よ
る
総
合
的
な
浸
水
対
策
を
、
河
川
や
住
民
・
民
間
等
の
多
様
な
主
体
と
連
携
し
て
推
進
す
る
。
 

【
国
交
】
浸
水
実
績
地
区
等
に
お
け
る
下
水
道
に

よ
る
浸
水
対
策
達
成
率
 

【
農
水
】
「
田
ん
ぼ
ダ

ム
」
等
の
取
組
の
推
進
 

「
田
ん
ぼ
ダ
ム
」
の
取
組
が
面
的
な
広
が
り
を
持
つ
よ
う
地
域
の
共
同
活
動
を
多
面
的
機
能
支
払
交
付
金
に
て
支
援
す
る
。
ま
た
、
水
田
の
雨
水
貯
留
能
力
を
高
め

る
「
田
ん
ぼ
ダ
ム
」
の
取
組
の
推
進
の
た
め
、
水
田
の
貯
留
機
能
向
上
を
促
進
す
る
農
地
整
備
事
業
に
お
い
て
「
田
ん
ぼ
ダ
ム
」
の
導
入
に
向
け
た
畦
畔
補
強
や
排
水

口
整
備
を
行
う
と
と
も
に
、「

田
ん
ぼ
ダ
ム
」
の
実
施
に
際
し
て
必
要
な
地
元
調
整
に
要
す
る
費
用
を
定
額
で
支
援
す
る
。
さ
ら
に
、
水
利
施
設
事
業
に
お
い
て
、「

田

ん
ぼ
ダ
ム
」
の
実
施
後
の
速
や
か
な
排
水
に
向
け
た
農
業
水
利
施
設
の
整
備
等
を
支
援
す
る
。
 

【
農
水
】
水
田
の
貯
留
機
能
向
上
に
資
す
る
「
田

ん
ぼ
ダ
ム
」
に
取
り
組
む
水
田
の
面
積
 

【
財
務
】
流
域
治
水
対

策
（
国
有
地
を
活
用
し

た
遊
水
地
・
貯
留
施
設

の
整
備
加
速
）
 

国
土
交
通
省
・
地
方
公
共
団
体
に
よ
る
遊
水
地
・
貯
留
施
設
整
備
の
た
め
、
調
整
・
協
議
を

継
続
し
て
行
う
。
 

前
年
度
ま
で
の
状
況
を
踏
ま
え
、
国
有
地
を
活
用
し
た
遊
水
地
・

貯
留
施
設
の
整
備
を
推
進
す
る
た
め
、
国
土
交
通
省
・
地
方
公
共
団

体
と
の
調
整
・
協
議
を
継
続
し
て
行
う
。
 

【
財
務
】
国
有
財
産
を
活
用
し
遊
水
地
・
貯
留
施

設
と
し
て
整
備
す
る
件
数
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【
国
交
】
治
水
等
多
目

的
ダ
ム
の
堆
砂
対
策
 

洪
水
調
節
容
量
内
に
堆
積
し
た
土
砂
等
の
撤
去
等
に
よ
る
ダ
ム
の
貯
水
能
力
の
確
保
や
ダ
ム
へ
の
土
砂
流
入
を
低
減
さ
せ
る
た
め
の
堆
砂
対
策
の
実
施
に
よ
り
、
洪

水
調
節
や
利
水
補
給
と
い
っ
た
ダ
ム
が
有
す
る
機
能
を
適
切
に
維
持
す
る
と
と
も
に
、
効
果
的
・
効
率
的
に
堆
砂
対
策
を
実
施
す
る
。
 

【
国
交
】
恒
久
的
堆
砂
対
策
が
必
要
な
ダ
ム
の
解

消
率
（
都
道
府
県
管
理
ダ
ム
）
 

【
国
交
】
洪
水
調
節
容
量
内
の
堆
砂
の
解
消
率

（
国
、
水
資
源
機
構
管
理
ダ
ム
）
 

【
国
交
】
河
川
管
理
施

設
・
砂
防
設
備
等
の
老

朽
化
対
策
 

 
国
、
水
資
源
機
構
、
地
方
公
共
団
体
な
ど
の
管
理
施
設
に
つ
い
て
策
定
す
る
個
別
施
設
計
画
に
基
づ
き
、
点
検
・
診
断
を
実
施
し
、
そ
の
結
果
を
踏
ま
え
、
計
画
的

な
修
繕
・
更
新
を
着
実
か
つ
効
率
的
・
効
果
的
に
実
施
し
、
老
朽
化
対
策
を
推
進
す
る
。
 

【
国
交
】
河
川
管
理
施
設
の
う
ち
、
予
防
保
全
段

階
に
あ
る
施
設
の
解
消
率
 

【
国
交
】
健
全
度
評
価
に
お
い
て
速
や
か
に
措
置

と
判
定
さ
れ
た
ダ
ム
管
理
施
設
の
解
消
率
 

【
国
交
】
健
全
度
評
価
に
お
い
て
要
対
策
(C
)と

判
定
さ
れ
た
砂
防
関
係
施
設
の
解
消
率
 

【
国
交
】
老
朽
化
し
た
小
規
模
な
樋
門
等
の
無
動

力
化
実
施
率
 

【
文
科
】
学
校
に
お
け

る
防
災
教
育
の
充
実
 

 
学
校
に
お
け
る
防
災
教
育
・
防
災
管
理
を
行
う
た
め
に
学
校
と
家
庭
・
地
域
・
関
係
機
関
等
と
の
連
携
体
制
を
構
築
・
強
化
す
る
地
域
取
組
を
行
う
教
育
委
員
会
を

支
援
す
る
。
 

 
各
都
道
府
県
・
指
定
都
市
の
取
組
を
検
証
し
、
先
進
的
な
取
組
を
共
有
す
る
な
ど
し
て
取
組
の
質
の
向
上
を
図
る
。
 

 
学
校
で
の
防
災
教
育
の
質
的
向
上
を
図
る
た
め
、
教
職
員
等
を
対
象
と
し
た
講
習
会
に
対
し
て
支
援
す
る
。
 

【
文
科
】
職
員
に
対
す
る
研
修
の
実
施
状
況
（
校

内
研
修
の
実
施
）
 

【
文
科
】
災
害
安
全
に
つ
い
て
指
導
し
て
い
る
学

校
の
割
合
 

【
国
交
】
水
害
リ
ス
ク

情
報

の
空

白
域

の
解

消
・
充
実
 

各
種
浸
水
想
定
区
域
図
作
成
マ
ニ
ュ
ア
ル
、
小
規
模
河
川
の
氾
濫
推
定
図
作
成
の
手
引
き
、

水
害
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
作
成
の
手
引
き
の
周
知
等
の
技
術
的
支
援
の
実
施
や
、
浸
水
想
定
区
域

や
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
変
更
・
作
成
等
に
対
す
る
財
政
的
支
援
を
実
施
し
、
水
害
リ
ス
ク
情
報

の
空
白
域
の
解
消
を
更
に
促
進
す
る
。
 

 
ま
た
、
大
規
模
氾
濫
減
災
協
議
会
の
構
成
市
町
村
に
お
け
る
「
マ
イ
・
タ
イ
ム
ラ
イ
ン
」
や

「
マ
イ
防
災
マ
ッ
プ
」
等
の
避
難
の
実
効
性
を
高
め
る
取
組
の
実
施
状
況
を
確
認
し
、
取
組
内

容
を
共
有
す
る
と
と
も
に
、
全
国
の
先
駆
的
な
取
組
や
水
害
や
防
災
の
専
門
家
等
と
の
連
携
に

よ
る
取
組
な
ど
の
事
例
を
共
有
す
る
こ
と
で
、
市
区
町
村
が
作
成
す
る
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
等
を

活
用
し
た
訓
練
等
の
取
組
を
支
援
し
、
水
害
リ
ス
ク
に
対
す
る
住
民
理
解
の
促
進
を
図
る
。
 

 
さ
ら
に
、
下
水
道
に
よ
る
浸
水
対
策
を
実
施
し
て
い
る
団
体
に
お
い
て
、
最
大
ク
ラ
ス
の
内

水
に
対
応
し
た
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
作
成
の
た
め
、
浸
水
想
定
区
域
図
の
作
成
を
促
進
す
る
。
 

 
加
え
て
、
全
国

10
9
水
系
の
一
級
水
系
に
お
い
て
外
水
氾
濫
を
対
象
と
し
た
水
害
リ
ス
ク
マ

ッ
プ
の
作
成
を
完
了
さ
せ
る
と
と
も
に
、
内
水
氾
濫
を
考
慮
し
た
水
害
リ
ス
ク
マ
ッ
プ
の
作
成

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
整
備
し
、
水
害
リ
ス
ク
マ
ッ
プ
の
整
備
を
推
進
す
る
こ
と
で
、
防
災
・
減
災

の
た
め
の
土
地
利
用
等
の
促
進
を
図
る
。
 

各
種
浸
水
想
定
区
域
図
作
成
マ
ニ
ュ
ア
ル
、
小
規
模
河
川
の
氾
濫

推
定
図
作
成
の
手
引
き
、
水
害
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
作
成
の
手
引
き
の

周
知
等
の
技
術
的
支
援
を
実
施
や
、
浸
水
想
定
区
域
や
ハ
ザ
ー
ド
マ

ッ
プ
の
変
更
・
作
成
等
に
対
す
る
財
政
的
支
援
を
実
施
し
、
水
害
リ

ス
ク
情
報
の
空
白
域
の
解
消
を
更
に
促
進
す
る
。
 

 
ま
た
、
大
規
模
氾
濫
減
災
協
議
会
の
構
成
市
町
村
に
お
け
る
「
マ

イ
・
タ
イ
ム
ラ
イ
ン
」
や
「
マ
イ
防
災
マ
ッ
プ
」
等
の
避
難
の
実
効

性
を
高
め
る
取
組
の
実
施
状
況
を
確
認
し
、
取
組
内
容
を
共
有
す
る

と
と
も
に
、
全
国
の
先
駆
的
な
取
組
や
水
害
や
防
災
の
専
門
家
等
と

の
連
携
に
よ
る
取
組
な
ど
の
事
例
を
共
有
す
る
こ
と
で
、
市
区
町
村

が
作
成
す
る
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
等
を
活
用
し
た
訓
練
等
の
取
組
を
支

援
し
、
水
害
リ
ス
ク
に
対
す
る
住
民
理
解
の
促
進
を
図
る
。
 

 
さ
ら
に
、
下
水
道
に
よ
る
浸
水
対
策
を
実
施
し
て
い
る
団
体
に
お

い
て
、
最
大
ク
ラ
ス
の
内
水
に
対
応
し
た
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
作
成
の

た
め
、
浸
水
想
定
区
域
図
の
作
成
を
促
進
す
る
。
 

 
加
え
て
、
内
水
氾
濫
も
考
慮
し
た
水
害
リ
ス
ク
マ
ッ
プ
の
作
成
ガ

イ
ド
ラ
イ
ン
の
周
知
等
に
よ
る
技
術
的
支
援
を
実
施
し
、
水
害
リ
ス

ク
マ
ッ
プ
の
整
備
を
推
進
す
る
こ
と
で
、
防
災
・
減
災
の
た
め
の
土

地
利
用
等
の
促
進
を
図
る
。
 

【
国
交
】
１
級
・
２
級
河
川
（
約
 1
5,
00
0 
河
川
）

の
う
ち
、
想
定
最
大
ク
ラ
ス
の
洪
水
が
発
生
し
た

場
合
に
浸
水
が
想
定
さ
れ
る
範
囲
等
の
水
害
リ

ス
ク
情
報
を
把
握
し
、
公
表
し
て
い
る
河
川
の
割

合
 

【
国
交
】
最
大
ク
ラ
ス
の
内
水
に
対
応
し
た
浸
水

想
定
区
域
図
を
作
成
し
た
団
体
数
 

【
国
交
】
最
大
ク
ラ
ス
の
洪
水
に
対
応
し
た
洪
水

浸
水
想
定
区
域
の
指
定
、
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
作

成
、
訓
練
実
施
の
推
進
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【
国
交
】
安
全
安
心
な

国
土
形
成
に
資
す
る
災

害
リ
ス
ク
デ
ー
タ
等
の

整
備
 

中
小
河
川
の
洪
水
浸
水
想
定
区
域
に
係
る

GI
S
デ
ー
タ
の
整
備
を
行
う
た
め
、
デ
ー
タ
の
仕

様
や
具
体
的
な
整
備
手
法
等
に
つ
い
て
検
討
の
う
え
、
具
体
的
な
設
計
を
行
い
、
そ
れ
ら
に
基

づ
き
デ
ー
タ
の
整
備
・
提
供
を
行
う
。
 

追
加
指
定
さ
れ
る
中
小
河
川
の
洪
水
浸
水
想
定
区
域
に
つ
い
て
、

GI
S
デ
ー
タ
と
し
て
整
備
し
過
年
度
デ
ー
タ
に
追
加
し
た
最
新
の
洪

水
浸
水
想
定
区
域

GI
S
デ
ー
タ
を
提
供
す
る
。
 

【
国
交
】
中
小
河
川
に
お
け
る
洪
水
浸
水
想
定
区

域
の
デ
ー
タ
整
備
数
 

【
国
交
】
防
災
情
報
の

高
度
化
対
策
（
水
害
対

応
タ
イ
ム
ラ
イ
ン
の
作

成
）
 

洪
水
対
応
演
習
や
避
難
訓
練
等
を
実
施
し
、
実
際
の
災
害
対
応
で
明
ら
か
に
な
っ
た
課
題
も

含
め
て
検
証
し
、
必
要
に
応
じ
た
見
直
し
を
行
う
。
 

 
す
べ
て
の
国
の
河
川
事
務
所
等
に
お
い
て
避
難
情
報
に
着
目
し
た
タ
イ
ム
ラ
イ
ン
の
、
複
数

の
市
区
町
村
を
対
象
と
し
た
流
域
タ
イ
ム
ラ
イ
ン
へ
の
見
直
し
に
着
手
す
る
。
 

洪
水
対
応
演
習
や
避
難
訓
練
等
を
実
施
し
、
実
際
の
災
害
対
応
で

明
ら
か
に
な
っ
た
課
題
も
含
め
て
検
証
し
、
必
要
に
応
じ
た
見
直
し

を
行
う
。
 

 
流
域
タ
イ
ム
ラ
イ
ン
の
取
組
を
都
道
府
県
管
理
河
川
へ
展
開
す
る

こ
と
を
検
討
す
る
。
 

【
国
交
】
都
道
府
県
河
川
に
お
け
る
水
害
対
応
タ

イ
ム
ラ
イ
ン
の
作
成
割
合
 

【
国
交
】
国
管
理
河
川
に
お
け
る
水
害
対
応
タ
イ

ム
ラ
イ
ン
の
作
成
割
合
 

【
総
務
】
住
民
等
の
避

難
等
に
資
す
る
情
報
伝

達
手
段
の
多
重
化
・
強

靱
化
の
推
進
 

 
通
信
技
術
に
関
す
る
専
門
的
な
知
見
を
有
す
る
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を

50
市
町
村
程
度
に
派
遣

す
る
こ
と
に
よ
り
、
地
域
特
性
を
踏
ま
え
た
最
適
な
伝
達
手
段
の
整
備
・
多
重
化
を
推
進
す
る

た
め
の
課
題
解
決
を
図
る
。
特
に
防
災
行
政
無
線
等
や
戸
別
受
信
機
等
の
未
整
備
団
体
に
つ
い

て
は
情
報
伝
達
手
段
の
多
重
化
・
強
靱
化
を
促
進
す
る
よ
う
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
助
言
を

行
う
。
 

令
和

5
年
度
に
お
い
て
も
通
信
技
術
に
関
す
る
専
門
的
な
知
見
を

有
す
る
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を
市
町
村
に
派
遣
す
る
こ
と
に
よ
り
、
地
域

特
性
を
踏
ま
え
た
最
適
な
伝
達
手
段
の
整
備
・
多
重
化
を
推
進
す
る

た
め
の
課
題
解
決
を
図
る
。
特
に
防
災
行
政
無
線
等
や
戸
別
受
信
機

等
の
未
整
備
団
体
に
つ
い
て
は
情
報
伝
達
手
段
の
多
重
化
・
強
靱
化

を
促
進
す
る
よ
う
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
助
言
を
行
う
。
 

【
総
務
】
自
治
体
向
け
ア
ド
バ
イ
ス
会
議
の
実
施
 

【
総
務
】
防
災
行
政
無
線
等
の
災
害
情
報
伝
達
手

段
の
整
備
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【
国
交
】
防
災
気
象
情

報
の
高
度
化
及
び
適
切

な
利
活
用
の
推
進
 

＜
水
害
＞
 

 
集
中
豪
雨
や
台
風
等
に
対
す
る
予
測
精
度
向
上
の
取
組
を
進
め
る
。
特
に
、
二
重
偏
波
気
象

レ
ー
ダ
ー
の
導
入
、
地
域
気
象
観
測
シ
ス
テ
ム
の
更
新
強
化
、
マ
イ
ク
ロ
波
放
射
計
の
整
備
及

び
海
洋
気
象
観
測
船
の
代
船
建
造
等
に
よ
る
陸
上
、
洋
上
に
お
け
る
大
雨
や
水
蒸
気
観
測
を
強

化
す
る
と
と
も
に
、
ス
ー
パ
ー
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
シ
ス
テ
ム
の
強
化
や
「
富
岳
」
を
活
用
し
た
研

究
開
発
の
推
進
等
に
よ
り
、
線
状
降
水
帯
対
策
を
強
化
・
加
速
化
す
る
。
こ
れ
ら
の
取
組
に
よ

り
広
域
で
の
線
状
降
水
帯
の
発
生
可
能
性
に
関
す
る
半
日
前
か
ら
の
予
測
を
開
始
し
、
住
民
の

避
難
行
動
を
促
す
。
さ
ら
に
、
線
状
降
水
帯
の
み
な
ら
ず
台
風
を
は
じ
め
と
す
る
大
雨
の
予
測

精
度
向
上
に
必
要
不
可
欠
な
高
密
度
観
測
等
の
最
新
技
術
を
取
り
入
れ
た
次
期
静
止
気
象
衛

星
に
つ
い
て
、
運
用
開
始
後
に
観
測
デ
ー
タ
を
速
や
か
に
予
測
の
改
善
に
繋
げ
る
よ
う
技
術
開

発
を
進
め
る
。
 

＜
地
震
・
津
波
、
火
山
＞
 

 
地
震
発
生
後
に
発
表
す
る
面
的
な
震
度
分
布
情
報
の
高
解
像
度
化
を
行
う
と
と
も
に
、
津
波

警
報
・
注
意
報
の
解
除
見
込
み
時
間
の
提
供
及
び
津
波
警
報
等
の
ビ
ジ
ュ
ア
ル
化
に
よ
っ
て
、

二
次
災
害
を
防
止
し
、
救
難
・
救
助
活
動
等
の
応
急
対
策
に
向
け
た
判
断
支
援
や
住
民
の
迅
速

な
避
難
を
促
す
取
組
を
進
め
る
。
津
波
警
報
等
の
伝
達
に
つ
い
て
、
海
水
浴
場
等
で
用
い
ら
れ

る
「
津
波
フ
ラ
ッ
グ
」
の
普
及
に
努
め
る
と
と
も
に
、
周
知
広
報
を
推
進
す
る
。
 

 
日
本
海
溝
・
千
島
海
溝
沿
い
の
巨
大
地
震
に
よ
る
被
害
を
軽
減
さ
せ
る
た
め
、
最
大
規
模
の

地
震
を
想
定
し
た
津
波
警
報
の
運
用
を
開
始
す
る
と
と
も
に
、
巨
大
地
震
の
発
生
可
能
性
の
高

ま
り
を
適
時
的
確
に
評
価
し
、
情
報
発
信
で
き
る
体
制
の
構
築
を
進
め
る
。
 

 
火
山
で
観
測
し
た
デ
ー
タ
を
収
集
・
処
理
す
る
装
置
等
、
火
山
監
視
・
観
測
用
機
器
を
整
備

す
る
こ
と
に
よ
っ
て
噴
火
警
報
や
噴
火
速
報
等
を
迅
速
か
つ
適
切
に
発
表
し
、
住
民
・
登
山
者

の
避
難
行
動
等
を
支
援
す
る
。
 

 
ト
ン
ガ
諸
島
付
近
の
大
規
模
噴
火
に
伴
う
潮
位
変
化
を
踏
ま
え
た
情
報
の
あ
り
方
に
つ
い

て
検
討
を
行
い
、
適
切
な
情
報
発
信
に
活
用
し
て
い
く
。
 

＜
地
域
防
災
力
の
向
上
＞
 

 
JE
TT
（
気
象
庁
防
災
対
応
支
援
チ
ー
ム
）
を
派
遣
す
る
た
め
の
気
象
台
の
体
制
を
一
層
強
化

し
て
地
方
自
治
体
へ
き
め
細
か
に
解
説
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
市
町
村
や
住
民
の
防
災
気
象

情
報
等
に
対
す
る
理
解
促
進
の
取
組
等
を
推
進
し
、
地
域
防
災
力
の
強
化
を
図
る
。
 

ま
た
、
コ
ロ
ナ
禍
の
た
め
自
治
体
の
防
災
現
場
に
入
る
こ
と
が
難
し
い
場
合
で
も
、
We
b 
会
議

ツ
ー
ル
等
を
活
用
し
て
気
象
台
の
危
機
感
を
自
治
体
へ
伝
え
る
な
ど
、
引
き
続
き
切
れ
目
な
く

自
治
体
支
援
に
取
り
組
む
。
 

 
気
象
台

OB
／
OG

に
気
象
防
災
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を
委
嘱
す
る
と
と
も
に
、
気
象
予
報
士
に
対

し
て
研
修
を
実
施
し
、
自
治
体
で
即
戦
力
と
な
る
気
象
防
災
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を
全
国
各
地
に
育

成
し
、
地
域
偏
在
の
解
消
を
進
め
る
。
ま
た
、
自
治
体
ト
ッ
プ
に
直
接
働
き
か
け
る
等
に
よ
り

自
治
体
へ
の
周
知
・
普
及
に
一
層
取
り
組
む
と
と
も
に
、
多
様
な
研
修
や
訓
練
を
通
じ
、
防
災

業
務
に
精
通
し
た
自
治
体
職
員
の
育
成
を
引
き
続
き
後
押
し
す
る
。
 

＜
水
害
＞
 

 
線
状
降
水
帯
に
よ
る
集
中
豪
雨
や
台
風
等
の
精
度
の
高
い
気
象
予

測
を
実
現
す
る
た
め
、
最
新
の
ス
ー
パ
ー
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
シ
ス
テ
ム

の
導
入
に
よ
る
計
算
能
力
を
強
化
す
る
と
と
も
に
、
静
止
気
象
衛
星

ひ
ま
わ
り
８
号
・
９
号
の
後
継
衛
星
に
つ
い
て
、
令
和
５
年
度
を
め

ど
に
製
造
に
着
手
す
る
な
ど
気
象
観
測
・
予
測
体
制
を
強
化
す
る
。

こ
れ
ら
の
成
果
を
防
災
気
象
情
報
の
高
度
化
に
反
映
し
、
住
民
の
早

期
避
難
に
資
す
る
情
報
を
提
供
す
る
。
 

 
ま
た
、
異
常
気
象
や
世
界
的
な
問
題
と
な
っ
て
い
る
地
球
温
暖
化

に
つ
い
て
そ
の
監
視
・
予
測
を
行
う
上
で
欠
か
せ
な
い
海
洋
気
象
観

測
を
強
化
す
る
。
 

＜
地
震
・
津
波
、
火
山
＞
 

 
津
波
警
報
等
の
伝
達
に
つ
い
て
、海

水
浴
場
等
で
用
い
ら
れ
る「

津

波
フ
ラ
ッ
グ
」
の
普
及
に
努
め
る
と
と
も
に
、
周
知
広
報
を
推
進
す

る
。
 

 
日
本
海
溝
・
千
島
海
溝
沿
い
の
巨
大
地
震
に
よ
る
被
害
を
軽
減
さ

せ
る
た
め
、
最
大
規
模
の
地
震
を
想
定
し
た
津
波
警
報
を
運
用
す
る

と
と
も
に
、
巨
大
地
震
の
発
生
可
能
性
の
高
ま
り
を
適
時
的
確
に
評

価
し
、
情
報
発
信
で
き
る
体
制
を
構
築
し
、
運
用
を
進
め
て
い
く
。
 

＜
火
山
噴
火
＞
 

 
大
規
模
噴
火
を
含
む
火
山
活
動
の
監
視
及
び
噴
火
警
報
、
噴
火
速

報
、
大
規
模
噴
火
に
伴
う
広
域
防
災
対
応
の
た
め
の
情
報
等
の
発
表

に
必
要
な
シ
ス
テ
ム
の
更
新
・
強
化
を
行
い
、
こ
れ
ら
情
報
を
迅
速

か
つ
適
切
に
発
表
し
、
住
民
・
登
山
者
の
避
難
行
動
等
を
支
援
す
る
。 

＜
地
域
防
災
力
の
向
上
＞
 

 
地
域
の
気
象
に
精
通
す
る
全
国
の
気
象
台

OB
／
OG

を
中
心
に
、自

治
体
の
防
災
の
現
場
で
即
戦
力
と
な
る「

気
象
防
災
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
」

と
し
て
委
嘱
し
、
自
治
体
ト
ッ
プ
に
直
接
働
き
か
け
る
等
に
よ
り
自

治
体
へ
の
周
知
・
普
及
に
一
層
取
り
組
む
と
と
も
に
、
多
様
な
研
修

や
訓
練
を
通
じ
、
防
災
業
務
に
精
通
し
た
自
治
体
職
員
の
育
成
を
引

き
続
き
後
押
し
す
る
。
 

 
地
方
自
治
体
の
防
災
対
応
支
援
や
、
市
町
村
や
住
民
の
防
災
気
象

情
報
、
防
災
・
減
災
対
策
に
資
す
る
気
候
変
動
に
関
す
る
情
報
等
に

対
す
る
理
解
促
進
の
取
組
等
を
推
進
す
る
。
 

 
JE
TT
（
気
象
庁
防
災
対
応
支
援
チ
ー
ム
）
の
活
動
等
を
通
じ
、
地

方
自
治
体
の
防
災
対
応
を
支
援
す
る
た
め
、
引
き
続
き
各
気
象
台
の

体
制
を
強
化
す
る
と
と
も
に
、
市
町
村
や
住
民
の
防
災
気
象
情
報
等

【
国
交
】
線
状
降
水
帯
に
関
す
る
防
災
気
象
情
報

の
改
善
 

【
国
交
】
市
町
村
の
防
災
気
象
情
報
等
に
対
す
る

一
層
の
理
解
促
進
及
び
避
難
勧
告
等
の
発
令
の

判
断
に
お
け
る
防
災
気
象
情
報
の
適
切
な
利
活

用
の
促
進
 

【
国
交
】
台
風
予
報
の
精
度
（
台
風
中
心
位
置
の

予
報
誤
差
）
 

【
国
交
】
大
雨
の
予
測
の
正
確
さ
を
表
し
た
指
標

値
（
値
が

1
に
近
い
ほ
ど
正
確
な
予
測
）
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に
対
す
る
理
解
促
進
の
取
組
等
を
推
進
す
る
な
ど
地
域
防
災
力
の
強

化
を
図
る
。
ま
た
、
コ
ロ
ナ
禍
の
た
め
自
治
体
の
防
災
現
場
に
入
る

こ
と
が
難
し
い
場
合
で
も
、
We
b
会
議
ツ
ー
ル
等
を
活
用
し
て
気
象

台
の
危
機
感
を
自
治
体
へ
伝
え
る
な
ど
、
引
き
続
き
切
れ
目
な
く
自

治
体
支
援
に
取
り
組
む
。
 

 
加
え
て
、
地
域
に
お
け
る
防
災
・
減
災
対
策
に
資
す
る
気
候
変
動

適
応
の
取
組
が
よ
り
効
果
的
に
進
め
ら
れ
る
よ
う
、
最
新
の
科
学
的

知
見
を
取
り
ま
と
め
た
「
気
候
変
動
評
価
レ
ポ
ー
ト
」
の
作
成
・
公

表
及
び
市
町
村
レ
ベ
ル
で
の
防
災
・
減
災
対
策
に
資
す
る
地
域
気
候

変
動
予
測
情
報
の
提
供
に
向
け
た
準
備
・
検
討
を
進
め
る
。
 

【
総
務
】
高
精
度
リ
モ

ー
ト
セ
ン
シ
ン
グ
デ
ー

タ
の
配
信
技
術
の
開
発

及
び
基
盤
の
整
備
 

MP
-P
AW
R
の
早
期
の
社
会
実
装
を
図
る
た
め
、
老
朽
化
が
進
む
旧
方
式
の
レ
ー
ダ
ー
設
備

(P
AW
R)
を

MP
-P
AW
R
に
更
改
す
る
。
ま
た
、
膨
大
な
観
測
デ
ー
タ
を
リ
ア
ル
タ
イ
ム
に
伝
送
す

る
た
め
、
圧
縮
し
て
伝
送
・
復
元
す
る
た
め
の
要
素
技
術
を
開
発
す
る
。
 

令
和
４
年
度
ま
で
に
開
発
し
た
要
素
技
術
を
踏
ま
え
、
観
測
デ
ー

タ
を
情
報
公
開
や
気
象
予
測
を
行
う
公
的
機
関
や
民
間
企
業
等
の
ユ

ー
ザ
ー
へ
伝
送
す
る
こ
と
が
可
能
な
デ
ー
タ
提
供
シ
ス
テ
ム
を
構
築

し
、
ユ
ー
ザ
ー
を
交
え
た
実
証
実
験
を
実
施
す
る
。
 

【
総
務
】
圧
縮
後
の
デ
ー
タ
伝
送
容
量
 

【
警
察
】
災
害
警
備
訓

練
の
実
施
 

 
災
害
現
場
に
お
け
る
広
域
緊
急
援
助
隊
員
の
対
処
能
力
の
維
持
・
向
上
を
図
る
た
め
、
専
門

的
技
能
及
び
知
識
を
有
す
る
広
域
技
能
指
導
官
を
派
遣
し
、
広
域
緊
急
援
助
隊
合
同
訓
練
を
全

国
で
実
施
す
る
（
警
視
庁
及
び
６
管
区
警
察
局
（
北
海
道
は
地
理
的
に
近
い
東
北
管
区
と
合
同

で
訓
練
を
行
う
））
。
 

 
専
門
的
技
能
及
び
知
識
を
有
す
る
広
域
技
能
指
導
官
を
派
遣
し
た

実
践
的
な
災
害
警
備
訓
練
を
継
続
的
に
実
施
す
る
。
 

【
警
察
】
広
域
緊
急
援
助
隊
合
同
訓
練
の
実
施
回

数
 

【
国
交
】
鉄
道
施
設
の

浸
水
対
策
 

 
河
川
氾
濫
や
津
波
等
に
よ
り
浸
水
被
害
が
想
定
さ
れ
る
地
下
駅
等
に
つ
い
て
、
止
水
板
、
防

水
扉
の
整
備
を
一
層
推
進
す
る
。
ま
た
、
新
幹
線
に
お
け
る
車
両
及
び
重
要
施
設
に
つ
い
て
は
、

令
和
元
年

12
月
に
と
り
ま
と
め
ら
れ
た
浸
水
対
策
の
基
本
的
な
考
え
方
等
及
び
、
そ
れ
に
基

づ
い
て
令
和
２
年
５
月
に
と
り
ま
と
め
ら
れ
た
具
体
的
内
容
に
基
づ
き
、
浸
水
対
策
を
推
進
す

る
。
 

 
河
川
氾
濫
や
津
波
等
に
よ
り
浸
水
被
害
が
想
定
さ
れ
る
地
下
駅
等

の
浸
水
対
策
を
推
進
す
る
。
ま
た
、
新
幹
線
に
お
け
る
車
両
及
び
重

要
施
設
に
つ
い
て
は
、
令
和
元
年

12
月
に
と
り
ま
と
め
ら
れ
た
浸
水

対
策
の
基
本
的
な
考
え
方
等
及
び
、
そ
れ
に
基
づ
い
て
令
和
２
年
５

月
の
と
り
ま
と
め
ら
れ
た
具
体
的
内
容
に
基
づ
き
、
浸
水
対
策
を
推

進
す
る
。
 

【
国
交
】
既
往
最
大
規
模
の
降
雨
に
よ
り
浸
水
の

恐
れ
が
あ
る
地
下
駅
や
電
気
設
備
等
の
浸
水
防

止
対
策
の
完
了
率
 

【
国
交
】
河
川
、
砂
防

分
野
に
お
け
る
施
設
維

持
管
理
、
操
作
の
高
度

化
対
策
 

 
施
設
操
作
の
高
度
化
の
た
め
、
排
水
機
場
や
ダ
ム
に
お
い
て
、
遠
隔
監
視
・
操
作
化
の
た
め

の
検
討
等
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
条
件
が
整
っ
た
排
水
機
場
や
ダ
ム
か
ら
順
次
遠
隔
監
視
・

操
作
化
を
実
施
す
る
。
 

 
ま
た
、
砂
防
関
係
施
設
の
維
持
管
理
に
か
か
る
施
設
点
検
の
作
業
効
率
の
向
上
を
図
る
た

め
、
UA
V
等
に
よ
り
取
得
し
た
３
次
元
デ
ー
タ
に
基
づ
く
自
動
巡
回
施
設
点
検
技
術
の
導
入
等

に
向
け
た
検
討
等
を
推
進
す
る
。
 

 
排
水
機
場
や
ダ
ム
の
遠
隔
監
視
・
操
作
化
の
た
め
の
検
討
等
を
進

め
、
条
件
が
整
っ
た
排
水
機
場
や
ダ
ム
か
ら
順
次
遠
隔
監
視
・
操
作

化
を
行
う
。
 

 
砂
防
関
係
施
設
の
維
持
管
理
に
か
か
る
施
設
点
検
の
作
業
効
率
の

向
上
を
図
る
た
め
、
UA
V
等
に
よ
り
取
得
し
た
３
次
元
デ
ー
タ
に
基

づ
く
自
動
巡
回
施
設
点
検
技
術
の
導
入
等
に
向
け
た
検
討
等
を
推
進

す
る
。
 

【
国
交
】
排
水
機
場
等
の
遠
隔
化
実
施
率
 

【
農
水
・
国
交
】
水
門
・

陸
閘
等
の
自
動
化
・
遠

隔
操
作
化
、
効
果
的
な

管
理
運
用
の
推
進
 

 
水
門
・
陸
閘
等
の
自
動
化
・
遠
隔
操
作
化
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
効
果
的
・
効
率
的
な
整
備
・
運
用
に
係
る
計
画
作
成
に
つ
い
て
支
援
す
る
ほ
か
、「

津
波
・
高

潮
対
策
に
お
け
る
水
門
・
陸
閘
等
管
理
シ
ス
テ
ム
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
（
Ve
r3
.1
）」

に
基
づ
く
海
岸
管
理
者
の
取
組
を
支
援
し
、
水
門
・
陸
閘
等
の
効
果
的
な
管
理
運
用

を
推
進
す
る
。
 

 
こ
う
し
た
ハ
ー
ド
・
ソ
フ
ト
の
取
組
を
通
し
て
、
あ
ら
ゆ
る
関
係
者
が
協
働
し
て
行
う
「
流
域
治
水
」
を
推
進
す
る
。
 

【
農
水
・
国
交
】
南
海
ト
ラ
フ
地
震
・
首
都
直
下

地
震
・
日
本
海
溝
・
千
島
海
溝
周
辺
海
溝
型
地
震

等
の
大
規
模
地
震
が
想
定
さ
れ
て
い
る
地
域
等

に
お
け
る
水
門
・
陸
閘
等
の
安
全
な
閉
鎖
体
制
の

確
保
率
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【
農
水
・
国
交
】
地
震
・

津
波
・
高
潮
等
に
備
え

た
海
岸
堤
防
等
の
整
備
 

 
地
盤
改
良
等
の
コ
ス
ト
縮
減
を
図
る
た
め
、
新
技
術
の
活
用
等
を
検
討
す
る
ほ
か
、
粘
り
強

い
構
造
（
緑
の
防
潮
堤
を
含
む
。）

を
基
本
と
し
海
岸
堤
防
等
の
整
備
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、

必
要
な
耐
震
性
能
調
査
及
び
耐
震
・
液
状
化
対
策
、
高
潮
対
策
を
推
進
す
る
。
 

 
ま
た
、
気
候
変
動
影
響
を
考
慮
し
た
海
岸
保
全
基
本
計
画
へ
の
変
更
を
推
進
す
る
た
め
、
海

岸
保
全
施
設
の
防
護
目
標
の
見
直
し
に
関
し
て
海
岸
管
理
者
へ
の
支
援
を
行
う
。
 

 
こ
う
し
た
ハ
ー
ド
・
ソ
フ
ト
の
取
組
を
通
じ
て
、
あ
ら
ゆ
る
関
係
者
が
協
働
し
て
行
う
「
流

域
治
水
」
を
推
進
す
る
。
 

地
盤
改
良
等
の
コ
ス
ト
縮
減
を
図
る
た
め
、
新
技
術
の
活
用
等
を

検
討
す
る
ほ
か
、
粘
り
強
い
構
造
（
緑
の
防
潮
堤
を
含
む
。）

を
基
本

と
し
海
岸
堤
防
等
の
整
備
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
必
要
な
耐
震
性

能
調
査
及
び
耐
震
・
液
状
化
対
策
、
高
潮
対
策
を
推
進
す
る
。
 

 
ま
た
、
気
候
変
動
影
響
を
考
慮
し
た
海
岸
保
全
基
本
計
画
へ
の
変

更
を
推
進
す
る
た
め
、
海
岸
管
理
者
へ
の
支
援
を
行
う
。
 

 
こ
う
し
た
ハ
ー
ド
・
ソ
フ
ト
の
取
組
を
通
じ
て
、
あ
ら
ゆ
る
関
係

者
が
協
働
し
て
行
う
「
流
域
治
水
」
を
推
進
す
る
。
 

【
農
水
・
国
交
】
海
岸
堤
防
等
の
整
備
率
 

【
農
水
・
国
交
】
気
候
変
動
影
響
を
防
護
目
標
に

取
り
込
ん
だ
海
岸
の
割
合
 

【
農
水
・
国
交
】
海
岸

の
侵
食
対
策
 

 
総
合
的
な
土
砂
管
理
の
た
め
の
体
制
整
備
の
推
進
を
図
る
と
と
も
に
、
離
岸
堤
、
突
堤
等
の

海
岸
保
全
施
設
の
新
設
・
改
良
や
養
浜
等
の
侵
食
対
策
を
推
進
す
る
。
 

 
ま
た
、
複
数
の
施
設
に
よ
り
波
の
力
を
分
散
さ
せ
て
受
け
止
め
る
「
面
的
防
護
対
策
」
を
推

進
す
る
。
 

 
さ
ら
に
、
砂
浜
を
海
岸
法
に
基
づ
く
海
岸
保
全
施
設
と
し
て
指
定
し
、
侵
食
対
策
に
つ
い
て

予
測
を
重
視
し
た
順
応
的
砂
浜
管
理
へ
の
転
換
を
図
る
。
 

 
こ
う
し
た
ハ
ー
ド
・
ソ
フ
ト
の
取
組
を
通
し
て
、
あ
ら
ゆ
る
関
係
者
が
協
働
し
て
行
う
「
流

域
治
水
」
を
推
進
す
る
。
 

 
総
合
的
な
土
砂
管
理
の
た
め
の
体
制
整
備
の
推
進
を
図
る
と
と
も

に
、
離
岸
堤
、
突
堤
等
の
海
岸
保
全
施
設
の
新
設
・
改
良
や
養
浜
等

の
侵
食
対
策
を
推
進
す
る
。
 

 
ま
た
、砂

浜
を
海
岸
法
に
基
づ
く
海
岸
保
全
施
設
と
し
て
指
定
し
、

侵
食
対
策
に
つ
い
て
予
測
を
重
視
し
た
順
応
的
砂
浜
管
理
へ
の
転
換

を
図
る
。
 

 
こ
う
し
た
ハ
ー
ド
・
ソ
フ
ト
の
取
組
を
通
し
て
、
あ
ら
ゆ
る
関
係

者
が
協
働
し
て
行
う
「
流
域
治
水
」
を
推
進
す
る
。
 

【
農
水
・
国
交
】
海
面
上
昇
等
の
影
響
に
も
適
応

可
能
と
な
る
順
応
的
な
砂
浜
の
管
理
が
実
施
さ

れ
て
い
る
海
岸
の
数
 

【
農
水
・
国
交
】
海
岸

保
全
施
設
の
戦
略
的
な

維
持
管
理
の
推
進
 

 
海
岸
保
全
施
設
に
お
け
る
維
持
管
理
等
の
効
率
化
を
図
る
た
め
、
IC
T
の
導
入
を
検
討
す
る
と
と
も
に
、
海
岸
管
理
者
に
よ
る
施
設
の
適
切
な
点
検
や
そ
れ
に
基
づ

く
的
確
な
修
繕
が
行
わ
れ
る
よ
う
、
必
要
な
支
援
を
継
続
す
る
。
 

 
ま
た
、
海
岸
管
理
者
の
協
力
を
得
な
が
ら
施
設
の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
構
築
を
推
進
し
つ
つ
、
海
岸
管
理
者
に
よ
る
長
寿
命
化
計
画
（
個
別
施
設
計
画
）
策
定
・
変
更
の

支
援
を
継
続
す
る
と
と
も
に
、
点
検
・
診
断
等
に
関
す
る
民
間
資
格
の
活
用
を
図
る
。
 

 
さ
ら
に
、
関
係
法
令
等
の
適
切
な
運
用
に
よ
り
維
持
・
修
繕
等
を
推
進
す
る
。
 

【
農
水
・
国
交
】
予
防
保
全
に
向
け
た
海
岸
堤
防

等
の
対
策
実
施
率
 

【
文
科
】
異
常
気
象
予

測
の
高
精
度
化
に
資
す

る
北
極
域
研
究
船
の
建

造
 

 
計
画
ど
お
り
令
和
８
年
度
に
運
航
を
開
始
す
る
た
め
、
着
実
に
建
造
プ
ロ
セ
ス
を
進
め
る
。
 

 
就
航
後
の
被
災
地
・
医
療
支
援
に
即
応
で
き
る
よ
う
に
、
連
携
可
能
な
地
元
の
自
治
体
な
ど

と
連
携
策
の
検
討
を
進
め
る
。
 

工
程
管
理
を
徹
底
し
、
着
実
に
建
造
を
進
め
る
。
 

 
就
航
後
の
被
災
地
・
医
療
支
援
に
即
応
で
き
る
よ
う
に
、
連
携
可

能
な
地
元
の
自
治
体
な
ど
と
連
携
策
の
検
討
を
進
め
る
。
 

【
文
科
】
異
常
気
象
予
測
の
高
精
度
化
に
資
す
る

北
極
域
研
究
船
の
建
造
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【
環
境
】
気
候
変
動
影

響
を
踏
ま
え
た
災
害
対

策
 

 
過
去
に
日
本
に
甚
大
な
被
害
を
も
た
ら
し
た
台
風
及
び
そ
の
他
の
気
象
災
害
に
つ
い
て
、
将

来
の
気
候
変
動
下
で
強
度
や
降
水
量
等
に
よ
る
影
響
が
ど
の
よ
う
に
変
化
す
る
か
、
社
会
経
済

分
野
に
ど
の
よ
う
な
影
響
を
及
ぼ
す
か
評
価
し
、
国
や
地
方
公
共
団
体
、
事
業
者
等
が
適
切
に

適
応
策
を
実
施
す
る
た
め
に
必
要
と
な
る
デ
ー
タ
を
整
備
す
る
。
ま
た
、
令
和
３
年
度
に
整
備

し
た
デ
ー
タ
を
、
学
術
研
究
等
に
提
供
す
る
。
 

 
気
象
災
害
に
対
す
る
強
靱
化
の
た
め
、
気
候
変
動
×
防
災
の
取
組
に
つ
い
て
、
地
域
気
候
変

動
適
応
計
画
や
防
災
関
連
の
計
画
等
に
位
置
づ
け
る
こ
と
を
念
頭
に
、
マ
ニ
ュ
ア
ル
整
備
に
向

け
た
課
題
整
理
等
を
実
施
す
る
。
ま
た
、
気
候
変
動
に
関
連
し
た
複
合
的
な
影
響
（
土
砂
災
害

と
洪
水
氾
濫
の
同
時
発
生
に
よ
る
被
害
の
甚
大
化
等
）
や
影
響
の
連
鎖
（
気
候
変
動
に
伴
う
媒

介
動
物
の
分
布
域
拡
大
に
伴
う
感
染
症
リ
ス
ク
の
増
加
等
）
に
関
し
、
そ
の
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
分

析
す
る
。
併
せ
て
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
踏
ま
え
た
対
策
の
検
討
を
行
う
に
あ
た
り
必
要
な
情
報
を
自

治
体
、
事
業
者
等
の
主
体
に
提
供
し
、
そ
れ
に
よ
り
地
域
適
応
計
画
の
策
定
を
含
む
適
応
策
の

推
進
に
貢
献
す
る
。
 

過
去
に
日
本
に
甚
大
な
被
害
を
も
た
ら
し
た
台
風
及
び
そ
の
他
の

気
象
災
害
に
つ
い
て
、
将
来
の
気
候
変
動
下
で
強
度
や
降
水
量
等
に

よ
る
影
響
が
ど
の
よ
う
に
変
化
す
る
か
評
価
し
、
国
や
地
方
公
共
団

体
、
事
業
者
等
が
適
切
に
適
応
策
を
実
施
す
る
た
め
に
必
要
と
な
る

デ
ー
タ
を
整
備
す
る
。
 

 
本
事
業
に
お
い
て
構
築
し
た
シ
ス
テ
ム
を
用
い
て
、
今
後
災
害
が

発
生
し
た
場
合
に
、
速
や
か
に
関
連
す
る
情
報
を
創
出
す
る
た
め
の

課
題
を
整
理
・
検
討
す
る
。
ま
た
、
気
象
災
害
に
対
す
る
強
靱
化
の

た
め
を
念
頭
に
、
気
候
変
動
×
防
災
の
取
組
に
つ
い
て
、
地
域
気
候

変
動
適
応
計
画
や
防
災
関
連
の
計
画
等
に
位
置
づ
け
る
こ
と
を
念
頭

に
、
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
整
備
す
る
。
 

【
環
境
】
地
域
気
候
変
動
適
応
計
画
の
策
定
数
 

【
国
交
】
災
害
に
強
い

市
街
地
形
成
に
関
す
る

対
策
 

 
医
療
・
福
祉
施
設
等
の
都
市
機
能
の
災
害
ハ
ザ
ー
ド
エ
リ
ア
か
ら
の
移
転
や
ピ
ロ
テ
ィ
化
、
止
水
板
の
設
置
、
電
源
設
備
の
高
層
階
設
置
等
の
防
災
機
能
強
化
、
土

地
区
画
整
理
事
業
に
よ
る
土
地
の
嵩
上
げ
等
を
計
画
的
に
推
進
す
る
。
 

【
国
交
】
面
的
な
市
街
地
整
備
等
の
実
施
地
区
に

お
け
る
都
市
機
能
の
移
転
や
防
災
機
能
強
化
等

に
令
和
３
年
度
以
降
に
取
組
む
地
区
（
40

地
区
）

の
対
策
実
施
率
 

【
国
交
】
立
地
適
正
化

計
画
の
強
化
（
防
災
を

主
流
化
）
 

 
市
町
村
に
お
け
る
立
地
適
正
化
計
画
へ
の
、
居
住
誘
導
区
域
内
で
行
う
防
災
対
策
・
安
全
確
保
策
を
定
め
る
「
防
災
指
針
」
の
記
載
に
つ
い
て
、
先
行
事
例
の
横
展

開
や
検
討
に
当
た
っ
て
の
助
言
を
行
う
な
ど
に
よ
り
推
進
す
る
。
 

【
国
交
】
防
災
指
針
を
記
載
し
た
市
町
村
数
 

1-
5）

大
規
模
な
火
山
噴
火
・
土
砂
災
害
（
深
層
崩
壊
）
等
に
よ
る
多
数
の
死
傷
者
の
発
生

 
 

事
態
を
回
避
す
る

た
め
の
取
組
施
策

 
令
和
４
年
度
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
令
和
５
年
度
以
降
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
指
標

 

【
文
科
】
AL
OS

シ
リ
ー

ズ
等
の
地
球
観
測
衛
星

の
開
発
 

 
陸
域
観
測
技
術
衛
星
２
号
（
AL
OS
-2
）
の
運
用
を
継
続
す
る
と
と
も
に
、
先
進
光
学
衛
星

（
AL
OS
-3
）・

先
進
レ
ー
ダ
衛
星
（
AL
OS
-4
）
の
開
発
・
運
用
を
着
実
に
推
進
す
る
。
 

可
能
な
限
り
、
陸
域
観
測
技
術
衛
星
２
号
（
AL
OS
-2
）
の
後
期
運

用
を
継
続
す
る
と
と
も
に
、
先
進
光
学
衛
星
（
AL
OS
-3
）・

先
進
レ
ー

ダ
衛
星
（
AL
OS
-4
）
の
開
発
・
運
用
を
着
実
に
推
進
す
る
。
 

【
文
科
】
公
共
の
安
全
の
確
保
（
国
内
及
び
ア
ジ

ア
地
域
等
の
災
害
時
の
情
報
把
握
）
 

【
文
科
】
公
共
の
安
全
の
確
保
（
地
殻
変
動
の
予

測
・
監
視
）
 

【
文
科
】
AL
OS
-2

の
運
用
年
数
(設

計
耐
用
年
数

を
越
え
た
運
用
段
階
) 

【
国
交
】
SA
R
衛
星
デ

ー
タ
等
に
よ
る
全
国
陸

域
の
火
山
の
地
殻
変
動

の
監
視
 

 
全
国
陸
域
の

99
火
山
周
辺
の
定
期
的
な
地
殻
変
動
を
監
視
す
る
と
と
も
に
、
火
山
活
動
時

の
地
殻
変
動
情
報
の
速
や
か
な
提
供
を
行
う
。
 

 
解
析
シ
ス
テ
ム
の
安
定
運
用
と
高
度
化
、
耐
用
年
数
を
踏
ま
え
た
計
画
的
な
ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア

の
更
新
を
行
う
。
 

 
今
後
打
ち
上
げ
予
定
の
先
進
レ
ー
ダ
衛
星
（
AL
OS
-4
）
に
対
応
し
た
運
用
体
制
を
維
持
し
、

AL
OS
-4

打
ち
上
げ
後
、
試
験
解
析
を
実
施
す
る
。
 

全
国
陸
域
の

99
火
山
周
辺
の
定
期
的
な
地
殻
変
動
を
監
視
す
る

と
と
も
に
、
火
山
活
動
時
の
地
殻
変
動
情
報
の
速
や
か
な
提
供
を
行

う
。
 

 
解
析
シ
ス
テ
ム
の
安
定
運
用
と
高
度
化
、
耐
用
年
数
を
踏
ま
え
た

計
画
的
な
ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア
の
更
新
を
行
う
。
 

 
今
後
打
ち
上
げ
予
定
の
先
進
レ
ー
ダ
衛
星
（
AL
OS
-4
）
デ
ー
タ
の

解
析
を
開
始
す
る
。
 

【
国
交
】
全
国
陸
域
の

99
の
活
火
山
の
う
ち

SA
R

衛
星
デ
ー
タ
に
よ
る
地
殻
変
動
の
監
視
を
行
っ

た
割
合
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【
経
産
】
過
去
に
発
生

し
た

災
害

要
因

の
解

析
・
評
価
（
火
山
の
噴

火
履
歴
調
査
と
火
山
地

質
図
の
整
備
）
 

日
光
白
根
火
山
の
地
質
図
の
出
版
、
秋
田
焼
山
火
山
の
地
質
図
を
印
刷
に
回
し
、
伊
豆
大
島
、

御
嶽
火
山
、
雌
阿
寒
岳
火
山
、
岩
木
山
の
調
査
を
予
定
し
て
い
る
。
噴
火
口
図
及
び
火
口
位
置

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
作
成
を
開
始
す
る
。
火
山
噴
火
時
は
緊
急
調
査
と
噴
出
物
分
析
を
行
い
、
結

果
を
公
表
し
て
い
く
。
 

秋
田
焼
山
火
山
の
地
質
図
の
出
版
、
伊
豆
大
島
、
御
嶽
火
山
、
雌

阿
寒
岳
火
山
、
岩
木
山
な
ど
の
調
査
継
続
、
及
び
重
要
火
山
の
噴
火

口
図
と
火
口
位
置
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の

we
b
公
開
を
行
う
。
 

【
経
産
】
政
府
・
自
治
体
等
の
防
災
計
画
・
被
害

想
定
・
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
策
定
等
に
活
用
さ
れ
る

火
山
地
質
図
と
噴
火
口
図
の
出
版
数
 

【
国
交
】
河
川
管
理
施

設
・
砂
防
設
備
等
の
老

朽
化
対
策
 

 
国
、
水
資
源
機
構
、
地
方
公
共
団
体
な
ど
の
管
理
施
設
に
つ
い
て
策
定
す
る
個
別
施
設
計
画
に
基
づ
き
、
点
検
・
診
断
を
実
施
し
、
そ
の
結
果
を
踏
ま
え
、
計
画
的

な
修
繕
・
更
新
を
着
実
か
つ
効
率
的
・
効
果
的
に
実
施
し
、
老
朽
化
対
策
を
推
進
す
る
。
 

【
国
交
】
健
全
度
評
価
に
お
い
て
要
対
策
(C
)と

判
定
さ
れ
た
砂
防
関
係
施
設
の
解
消
率
 

【
国
交
】
老
朽
化
し
た
小
規
模
な
樋
門
等
の
無
動

力
化
実
施
率
 

【
国
交
】
無
人
化
施
工

技
術
の
安
全
性
・
生
産

性
向
上
対
策
 

建
設
施
工
に
お
け
る
自
動
化
・
自
律
化
・
遠
隔
化
技
術
に
つ
い
て
議
論
す
る
産
学
官
協
議
会

を
引
き
続
き
開
催
し
、
自
動
化
・
自
律
化
・
遠
隔
化
技
術
の
普
及
に
向
け
た
課
題
及
び
課
題
の

解
決
手
段
に
つ
い
て
関
係
者
間
で
共
通
認
識
を
醸
成
す
る
と
と
も
に
、
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
を
作
成

す
る
。
ま
た
、
試
験
場
や
実
現
場
で
行
う
自
動
化
・
自
律
化
・
遠
隔
化
建
機
の
試
験
の
結
果
に

基
づ
い
て
、
ゼ
ネ
コ
ン
等
の
開
発
者
が
実
現
場
で
技
術
実
証
を
行
う
際
に
講
じ
る
べ
き
安
全
対

策
や
検
証
項
目
に
つ
い
て
定
め
た
「
建
設
施
工
に
お
け
る
自
動
化
・
自
律
化
・
遠
隔
化
技
術
の

実
証
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
（
仮
称
）」

を
策
定
す
る
。
 

産
学
官
協
議
会
に
お
け
る
議
論
や
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
を
基
に
、
民
間

の
技
術
開
発
状
況
を
踏
ま
え
て
安
全
・
施
工
品
質
・
積
算
等
を
規
定

す
る
関
係
基
準
類
の
整
備
や
、
運
用
に
必
要
な
人
材
育
成
な
ど
を
順

次
進
め
る
。
 

【
国
交
】
5G
・
AI

等
を
用
い
た
自
動
制
御
・
走
行

技
術
を
搭
載
し
た
建
設
機
械
の
種
類
 

【
国
交
】
建
設
施
工
に
お
け
る
自
動
化
・
自
律
化
・

遠
隔
化
技
術
が
導
入
可
能
な
工
種
の
数
 

【
総
務
】
住
民
等
の
避

難
等
に
資
す
る
情
報
伝

達
手
段
の
多
重
化
・
強

靱
化
の
推
進
 

 
通
信
技
術
に
関
す
る
専
門
的
な
知
見
を
有
す
る
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を

50
市
町
村
程
度
に
派
遣

す
る
こ
と
に
よ
り
、
地
域
特
性
を
踏
ま
え
た
最
適
な
伝
達
手
段
の
整
備
・
多
重
化
を
推
進
す
る

た
め
の
課
題
解
決
を
図
る
。
特
に
防
災
行
政
無
線
等
や
戸
別
受
信
機
等
の
未
整
備
団
体
に
つ
い

て
は
情
報
伝
達
手
段
の
多
重
化
・
強
靱
化
を
促
進
す
る
よ
う
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
助
言
を

行
う
。
 

 
令
和

5
年
度
に
お
い
て
も
通
信
技
術
に
関
す
る
専
門
的
な
知
見
を

有
す
る
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を
市
町
村
に
派
遣
す
る
こ
と
に
よ
り
、
地
域

特
性
を
踏
ま
え
た
最
適
な
伝
達
手
段
の
整
備
・
多
重
化
を
推
進
す
る

た
め
の
課
題
解
決
を
図
る
。
特
に
防
災
行
政
無
線
等
や
戸
別
受
信
機

等
の
未
整
備
団
体
に
つ
い
て
は
情
報
伝
達
手
段
の
多
重
化
・
強
靱
化

を
促
進
す
る
よ
う
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
助
言
を
行
う
。
 

【
総
務
】
自
治
体
向
け
ア
ド
バ
イ
ス
会
議
の
実
施
 

【
総
務
】
防
災
行
政
無
線
等
の
災
害
情
報
伝
達
手

段
の
整
備
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【
国
交
】
防
災
気
象
情

報
の
高
度
化
及
び
適
切

な
利
活
用
の
推
進
 

＜
水
害
＞
 

 
集
中
豪
雨
や
台
風
等
に
対
す
る
予
測
精
度
向
上
の
取
組
を
進
め
る
。
特
に
、
二
重
偏
波
気
象

レ
ー
ダ
ー
の
導
入
、
地
域
気
象
観
測
シ
ス
テ
ム
の
更
新
強
化
、
マ
イ
ク
ロ
波
放
射
計
の
整
備
及

び
海
洋
気
象
観
測
船
の
代
船
建
造
等
に
よ
る
陸
上
、
洋
上
に
お
け
る
大
雨
や
水
蒸
気
観
測
を
強

化
す
る
と
と
も
に
、
ス
ー
パ
ー
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
シ
ス
テ
ム
の
強
化
や
「
富
岳
」
を
活
用
し
た
研

究
開
発
の
推
進
等
に
よ
り
、
線
状
降
水
帯
対
策
を
強
化
・
加
速
化
す
る
。
こ
れ
ら
の
取
組
に
よ

り
広
域
で
の
線
状
降
水
帯
の
発
生
可
能
性
に
関
す
る
半
日
前
か
ら
の
予
測
を
開
始
し
、
住
民
の

避
難
行
動
を
促
す
。
さ
ら
に
、
線
状
降
水
帯
の
み
な
ら
ず
台
風
を
は
じ
め
と
す
る
大
雨
の
予
測

精
度
向
上
に
必
要
不
可
欠
な
高
密
度
観
測
等
の
最
新
技
術
を
取
り
入
れ
た
次
期
静
止
気
象
衛

星
に
つ
い
て
、
運
用
開
始
後
に
観
測
デ
ー
タ
を
速
や
か
に
予
測
の
改
善
に
繋
げ
る
よ
う
技
術
開

発
を
進
め
る
。
 

＜
地
震
・
津
波
、
火
山
＞
 

 
地
震
発
生
後
に
発
表
す
る
面
的
な
震
度
分
布
情
報
の
高
解
像
度
化
を
行
う
と
と
も
に
、
津
波

警
報
・
注
意
報
の
解
除
見
込
み
時
間
の
提
供
及
び
津
波
警
報
等
の
ビ
ジ
ュ
ア
ル
化
に
よ
っ
て
、

二
次
災
害
を
防
止
し
、
救
難
・
救
助
活
動
等
の
応
急
対
策
に
向
け
た
判
断
支
援
や
住
民
の
迅
速

な
避
難
を
促
す
取
組
を
進
め
る
。
津
波
警
報
等
の
伝
達
に
つ
い
て
、
海
水
浴
場
等
で
用
い
ら
れ

る
「
津
波
フ
ラ
ッ
グ
」
の
普
及
に
努
め
る
と
と
も
に
、
周
知
広
報
を
推
進
す
る
。
 

 
日
本
海
溝
・
千
島
海
溝
沿
い
の
巨
大
地
震
に
よ
る
被
害
を
軽
減
さ
せ
る
た
め
、
最
大
規
模
の

地
震
を
想
定
し
た
津
波
警
報
の
運
用
を
開
始
す
る
と
と
も
に
、
巨
大
地
震
の
発
生
可
能
性
の
高

ま
り
を
適
時
的
確
に
評
価
し
、
情
報
発
信
で
き
る
体
制
の
構
築
を
進
め
る
。
 

 
火
山
で
観
測
し
た
デ
ー
タ
を
収
集
・
処
理
す
る
装
置
等
、
火
山
監
視
・
観
測
用
機
器
を
整
備

す
る
こ
と
に
よ
っ
て
噴
火
警
報
や
噴
火
速
報
等
を
迅
速
か
つ
適
切
に
発
表
し
、
住
民
・
登
山
者

の
避
難
行
動
等
を
支
援
す
る
。
 

 
ト
ン
ガ
諸
島
付
近
の
大
規
模
噴
火
に
伴
う
潮
位
変
化
を
踏
ま
え
た
情
報
の
あ
り
方
に
つ
い

て
検
討
を
行
い
、
適
切
な
情
報
発
信
に
活
用
し
て
い
く
。
 

＜
地
域
防
災
力
の
向
上
＞
 

 
JE
TT
（
気
象
庁
防
災
対
応
支
援
チ
ー
ム
）
を
派
遣
す
る
た
め
の
気
象
台
の
体
制
を
一
層
強
化

し
て
地
方
自
治
体
へ
き
め
細
か
に
解
説
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
市
町
村
や
住
民
の
防
災
気
象

情
報
等
に
対
す
る
理
解
促
進
の
取
組
等
を
推
進
し
、
地
域
防
災
力
の
強
化
を
図
る
。
 

ま
た
、
コ
ロ
ナ
禍
の
た
め
自
治
体
の
防
災
現
場
に
入
る
こ
と
が
難
し
い
場
合
で
も
、
We
b 
会
議

ツ
ー
ル
等
を
活
用
し
て
気
象
台
の
危
機
感
を
自
治
体
へ
伝
え
る
な
ど
、
引
き
続
き
切
れ
目
な
く

自
治
体
支
援
に
取
り
組
む
。
 

 
気
象
台

OB
／
OG

に
気
象
防
災
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を
委
嘱
す
る
と
と
も
に
、
気
象
予
報
士
に
対

し
て
研
修
を
実
施
し
、
自
治
体
で
即
戦
力
と
な
る
気
象
防
災
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を
全
国
各
地
に
育

成
し
、
地
域
偏
在
の
解
消
を
進
め
る
。
ま
た
、
自
治
体
ト
ッ
プ
に
直
接
働
き
か
け
る
等
に
よ
り

自
治
体
へ
の
周
知
・
普
及
に
一
層
取
り
組
む
と
と
も
に
、
多
様
な
研
修
や
訓
練
を
通
じ
、
防
災

業
務
に
精
通
し
た
自
治
体
職
員
の
育
成
を
引
き
続
き
後
押
し
す
る
。
 

＜
水
害
＞
 

 
線
状
降
水
帯
に
よ
る
集
中
豪
雨
や
台
風
等
の
精
度
の
高
い
気
象
予

測
を
実
現
す
る
た
め
、
最
新
の
ス
ー
パ
ー
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
シ
ス
テ
ム

の
導
入
に
よ
る
計
算
能
力
を
強
化
す
る
と
と
も
に
、
静
止
気
象
衛
星

ひ
ま
わ
り
８
号
・
９
号
の
後
継
衛
星
に
つ
い
て
、
令
和
５
年
度
を
め

ど
に
製
造
に
着
手
す
る
な
ど
気
象
観
測
・
予
測
体
制
を
強
化
す
る
。

こ
れ
ら
の
成
果
を
防
災
気
象
情
報
の
高
度
化
に
反
映
し
、
住
民
の
早

期
避
難
に
資
す
る
情
報
を
提
供
す
る
。
 

 
ま
た
、
異
常
気
象
や
世
界
的
な
問
題
と
な
っ
て
い
る
地
球
温
暖
化

に
つ
い
て
そ
の
監
視
・
予
測
を
行
う
上
で
欠
か
せ
な
い
海
洋
気
象
観

測
を
強
化
す
る
。
 

＜
地
震
・
津
波
、
火
山
＞
 

 
津
波
警
報
等
の
伝
達
に
つ
い
て
、海

水
浴
場
等
で
用
い
ら
れ
る「

津

波
フ
ラ
ッ
グ
」
の
普
及
に
努
め
る
と
と
も
に
、
周
知
広
報
を
推
進
す

る
。
 

 
日
本
海
溝
・
千
島
海
溝
沿
い
の
巨
大
地
震
に
よ
る
被
害
を
軽
減
さ

せ
る
た
め
、
最
大
規
模
の
地
震
を
想
定
し
た
津
波
警
報
を
運
用
す
る

と
と
も
に
、
巨
大
地
震
の
発
生
可
能
性
の
高
ま
り
を
適
時
的
確
に
評

価
し
、
情
報
発
信
で
き
る
体
制
を
構
築
し
、
運
用
を
進
め
て
い
く
。
 

＜
火
山
噴
火
＞
 

 
大
規
模
噴
火
を
含
む
火
山
活
動
の
監
視
及
び
噴
火
警
報
、
噴
火
速

報
、
大
規
模
噴
火
に
伴
う
広
域
防
災
対
応
の
た
め
の
情
報
等
の
発
表

に
必
要
な
シ
ス
テ
ム
の
更
新
・
強
化
を
行
い
、
こ
れ
ら
情
報
を
迅
速

か
つ
適
切
に
発
表
し
、
住
民
・
登
山
者
の
避
難
行
動
等
を
支
援
す
る
。 

＜
地
域
防
災
力
の
向
上
＞
 

 
地
域
の
気
象
に
精
通
す
る
全
国
の
気
象
台

OB
／
OG

を
中
心
に
、自

治
体
の
防
災
の
現
場
で
即
戦
力
と
な
る「

気
象
防
災
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
」

と
し
て
委
嘱
し
、
自
治
体
ト
ッ
プ
に
直
接
働
き
か
け
る
等
に
よ
り
自

治
体
へ
の
周
知
・
普
及
に
一
層
取
り
組
む
と
と
も
に
、
多
様
な
研
修

や
訓
練
を
通
じ
、
防
災
業
務
に
精
通
し
た
自
治
体
職
員
の
育
成
を
引

き
続
き
後
押
し
す
る
。
 

 
地
方
自
治
体
の
防
災
対
応
支
援
や
、
市
町
村
や
住
民
の
防
災
気
象

情
報
、
防
災
・
減
災
対
策
に
資
す
る
気
候
変
動
に
関
す
る
情
報
等
に

対
す
る
理
解
促
進
の
取
組
等
を
推
進
す
る
。
 

 
JE
TT
（
気
象
庁
防
災
対
応
支
援
チ
ー
ム
）
の
活
動
等
を
通
じ
、
地

方
自
治
体
の
防
災
対
応
を
支
援
す
る
た
め
、
引
き
続
き
各
気
象
台
の

体
制
を
強
化
す
る
と
と
も
に
、
市
町
村
や
住
民
の
防
災
気
象
情
報
等

【
国
交
】
火
山
噴
火
に
対
す
る
防
災
気
象
情
報
の

迅
速
な
提
供
 

【
国
交
】
火
山
活
動
評
価
の
高
度
化
に
よ
る
噴
火

警
報
の
一
層
的
確
な
運
用
 

【
国
交
】
市
町
村
の
防
災
気
象
情
報
等
に
対
す
る

一
層
の
理
解
促
進
及
び
避
難
勧
告
等
の
発
令
の

判
断
に
お
け
る
防
災
気
象
情
報
の
適
切
な
利
活

用
の
促
進
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に
対
す
る
理
解
促
進
の
取
組
等
を
推
進
す
る
な
ど
地
域
防
災
力
の
強

化
を
図
る
。
ま
た
、
コ
ロ
ナ
禍
の
た
め
自
治
体
の
防
災
現
場
に
入
る

こ
と
が
難
し
い
場
合
で
も
、
We
b
会
議
ツ
ー
ル
等
を
活
用
し
て
気
象

台
の
危
機
感
を
自
治
体
へ
伝
え
る
な
ど
、
引
き
続
き
切
れ
目
な
く
自

治
体
支
援
に
取
り
組
む
。
 

 
加
え
て
、
地
域
に
お
け
る
防
災
・
減
災
対
策
に
資
す
る
気
候
変
動

適
応
の
取
組
が
よ
り
効
果
的
に
進
め
ら
れ
る
よ
う
、
最
新
の
科
学
的

知
見
を
取
り
ま
と
め
た
「
気
候
変
動
評
価
レ
ポ
ー
ト
」
の
作
成
・
公

表
及
び
市
町
村
レ
ベ
ル
で
の
防
災
・
減
災
対
策
に
資
す
る
地
域
気
候

変
動
予
測
情
報
の
提
供
に
向
け
た
準
備
・
検
討
を
進
め
る
。
 

【
国
交
】
立
地
適
正
化

計
画
の
強
化
（
防
災
を

主
流
化
）
 

 
市
町
村
に
お
け
る
立
地
適
正
化
計
画
へ
の
、
居
住
誘
導
区
域
内
で
行
う
防
災
対
策
・
安
全
確
保
策
を
定
め
る
「
防
災
指
針
」
の
記
載
に
つ
い
て
、
先
行
事
例
の
横
展

開
や
検
討
に
当
た
っ
て
の
助
言
を
行
う
な
ど
に
よ
り
推
進
す
る
。
 

【
国
交
】
防
災
指
針
を
記
載
し
た
市
町
村
数
 

2-
1）

被
災
地
で
の
食
料
・
飲
料
水
・
電
力
・
燃
料
等
、
生
命
に
関
わ
る
物
資
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
の
停
止

 
 

事
態
を
回
避
す
る

た
め
の
取
組
施
策

 
令
和
４
年
度
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
令
和
５
年
度
以
降
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
指
標

 

【
国
交
】
道
路
の
法
面
・

盛
土
の
土
砂
災
害
防
止

対
策
 

 
道
路
の
法
面
や
盛
土
に
お
い
て
、
レ
ー
ザ
ー
プ
ロ
フ
ァ
イ
ラ
調
査
等
の
高
度
化
さ
れ
た
点
検

手
法
等
に
よ
り
新
た
に
把
握
さ
れ
た
災
害
リ
ス
ク
等
に
対
し
、
豪
雨
に
よ
る
土
砂
災
害
等
の
発

生
を
防
止
す
る
た
め
、
法
面
・
盛
土
対
策
を
推
進
す
る
。
 

 
道
路
斜
面
や
盛
土
等
の
防
災
対
策
を
行
う
。
 

【
国
交
】
緊
急
輸
送
道
路
の
法
面
・
盛
土
に
お
け

る
対
策
必
要
箇
所
の
整
備
率
 

【
国
交
】
空
港
に
お
け

る
護
岸
嵩
上
げ
・
排
水

機
能
強
化
に
よ
る
浸
水

対
策
 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
拠
点
と
な
る
空
港
に
お
い
て
、
高
潮
・
高
波
・
豪
雨
等
に
よ
る
空
港
施
設
へ
の
浸
水
を
防
止
す
る
た
め
、
護
岸
の
嵩
上
げ
や
排
水
機
能
の
強
化
を

実
施
す
る
。
 

【
国
交
】
護
岸
の
嵩
上
げ
や
排
水
機
能
の
強
化
等

の
浸
水
対
策
に
よ
り
、
高
潮
・
高
波
・
豪
雨
等
に

よ
る
空
港
施
設
へ
の
浸
水
の
防
止
が
可
能
と
な

る
空
港
の
割
合
 

【
国
交
】
緊
急
支
援
物

資
輸
送
の
デ
ジ
タ
ル
化

推
進
事
業
 

「
緊
急
支
援
物
資
輸
送
シ
ス
テ
ム
」
や
「
高
ペ
イ
ロ
ー
ド
ド
ロ
ー
ン
」
を
活
用
し
た
演
習
を

引
き
続
き
実
施
す
る
。
 

「
緊
急
支
援
物
資
輸
送
シ
ス
テ
ム
」
や
「
高
ペ
イ
ロ
ー
ド
ド
ロ
ー

ン
」
を
活
用
し
た
演
習
を
継
続
的
に
行
う
と
と
も
に
、
輸
送
オ
ペ
レ

ー
シ
ョ
ン
の
デ
ジ
タ
ル
化
に
資
す
る
更
な
る
技
術
開
発
を
行
う
。
 

 
「
高
ペ
イ
ロ
ー
ド
ド
ロ
ー
ン
」
は
化
石
燃
料
を
使
う
こ
と
か
ら
、

水
素
等
カ
ー
ボ
ン
フ
リ
ー
燃
料
を
活
用
で
き
る
よ
う
、
エ
ン
ジ
ン
の

改
良
を
行
う
。
 

【
国
交
】
緊
急
支
援
物
資
輸
送
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー

ム
に
関
す
る
説
明
会
を
実
施
し
た
回
数
 

【
国
交
】
緊
急
支
援
物
資
輸
送
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー

ム
を
活
用
し
て
訓
練
・
演
習
を
実
施
し
た
回
数
 

【
国
交
】
緊
急
支
援
物
資
輸
送
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー

ム
の
技
術
開
発
の
進
捗
率
 

【
厚
労
】
水
道
施
設
の

耐
震
化
や
耐
水
化
等
の

推
進
 

 
水
道
施
設
の
計
画
的
な
更
新
等
を
適
切
に
行
い
、
水
道
施
設
の
耐
震
化
や
耐
水
化
等
の
耐
災

害
性
強
化
の
推
進
を
図
っ
て
い
く
た
め
、
水
道
事
業
者
等
に
お
け
る
対
策
の
進
捗
状
況
を
踏
ま

え
、
水
道
事
業
者
等
に
対
し
、
耐
災
害
性
強
化
対
策
に
関
す
る
取
組
の
好
事
例
の
水
平
展
開
等

の
技
術
的
支
援
や
財
政
支
援
等
を
行
っ
て
い
く
。
 

 
水
道
施
設
の
計
画
的
な
更
新
等
を
適
切
に
行
い
、
水
道
施
設
の
耐

震
化
や
耐
水
化
等
の
耐
災
害
性
強
化
の
推
進
を
図
っ
て
い
く
た
め
、

水
道
事
業
者
等
に
お
け
る
対
策
の
進
捗
状
況
を
踏
ま
え
た
水
道
事
業

者
等
に
対
す
る
適
切
な
技
術
的
支
援
や
財
政
支
援
等
を
行
っ
て
い

く
。
 

【
厚
労
】
配
水
場
の
耐
震
化
率
 

【
厚
労
】
浄
水
場
の
土
砂
災
害
対
策
実
施
率
 

【
厚
労
】
浄
水
場
の
停
電
対
策
実
施
率
 

【
厚
労
】
上
水
道
の
基
幹
管
路
の
耐
震
適
合
率
 

【
厚
労
】
浄
水
場
の
耐
震
化
率
 

【
厚
労
】
浄
水
場
の
浸
水
災
害
対
策
実
施
率
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【
経
産
】
災
害
時
等
に

備
え
て
需
要
家
側
に
燃

料
タ
ン
ク
や
自
家
発
電

設
備
の
設
置
等
の
推
進
 

 
避
難
所
、
多
数
の
避
難
困
難
者
が
生
じ
る
施
設
、
一
時
避
難
所
と
な
り
得
る
施
設
等
と
し
て
地
方
自
治
体
と
協
定
等
を
締
結
し
て
い
る
民
間
施
設
等
に
お
け
る
需
要

家
側
で
の
燃
料
備
蓄
を
推
進
す
る
た
め
、
石
油
タ
ン
ク
、
LP

ガ
ス
タ
ン
ク
、
自
家
発
電
設
備
、
GH
P
空
調
機
等
の
導
入
支
援
事
業
を
実
施
す
る
。
 

 
ま
た
、
一
般
消
費
者
に
よ
る
自
動
車
へ
の
こ
ま
め
な
満
タ
ン
給
油
や
灯
油
買
い
置
き
等
の
自
衛
的
な
燃
料
備
蓄
の
普
及
啓
発
を
行
う
。
 

【
経
産
】「

災
害
時
に
備
え
た
社
会
的
重
要
イ
ン

フ
ラ
へ
の
自
衛
的
な
燃
料
備
蓄
の
推
進
事
業
」
に

よ
り
、
避
難
所
等
の
社
会
的
重
要
イ
ン
フ
ラ
に
整

備
さ
れ
た
燃
料
タ
ン
ク
等
の
数
 

【
環
境
】
災
害
・
停
電

時
に
役
立
つ
避
難
施
設

防
災
拠
点
の
再
エ
ネ
・

蓄
エ

ネ
設

備
等

の
自

立
・
分
散
型
エ
ネ
ル
ギ

ー
設
備
に
関
す
る
対
策
 

 
地
域
防
災
計
画
に
避
難
施
設
等
と
し
て
位
置
付
け
ら
れ
た
、
又
は
災
害
等
発
生
時
に
業
務
を

維
持
す
る
べ
き
公
共
施
設
に
お
け
る
、
大
規
模
災
害
時
に
お
い
て
も
発
電
・
電
力
供
給
等
の
機

能
発
揮
が
可
能
な
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
停
電
時
自
立
機
能
を
持
つ
コ
ジ
ェ
ネ
レ
ー
シ
ョ
ン

シ
ス
テ
ム
等
の
自
立
・
分
散
型
エ
ネ
ル
ギ
ー
設
備
の
整
備
等
を
実
施
す
る
。
 

大
規
模
災
害
時
に
お
い
て
も
発
電
・
電
力
供
給
等
の
機
能
発
揮
が

可
能
な
再
エ
ネ
・
蓄
エ
ネ
シ
ス
テ
ム
等
の
自
立
・
分
散
型
エ
ネ
ル
ギ

ー
設
備
の
整
備
等
を
実
施
す
る
。
 

【
環
境
】
災
害
・
停
電
時
に
機
能
発
揮
を
可
能
と

し
た
避
難
施
設
・
防
災
拠
点
の
箇
所
数
 

【
農
水
】
応
急
用
食
料

等
物
資
供
給
体
制
の
充

実
及
び
備
蓄
の
推
進
 

 
「
緊
急
災
害
時
対
応
食
料
供
給
体
制
整
備
調
査
」
の
取
り
ま
と
め
に
当
た
っ
て
は
、
必
要
に

応
じ
て
調
査
品
目
等
の
見
直
し
を
行
う
と
と
も
に
、
訓
練
に
当
た
っ
て
は
、
よ
り
現
実
に
即
し

た
訓
練
内
容
に
よ
り
、
応
急
用
食
料
の
調
達
体
制
の
充
実
を
図
る
ほ
か
、
内
閣
府
主
催
の
緊
急

災
害
対
策
本
部
事
務
局
訓
練
等
に
参
加
し
、
多
く
の
経
験
者
を
確
保
す
る
。
 

 
平
成

30
年
度
に
作
成
し
た
「
災
害
時
に
備
え
た
食
品
ス
ト
ッ
ク
ガ
イ
ド
」・
「
要
配
慮
者
の

た
め
の
災
害
時
に
備
え
た
食
品
ス
ト
ッ
ク
ガ
イ
ド
」・

We
b
ペ
ー
ジ
「
家
庭
備
蓄
ポ
ー
タ
ル
」
に

加
え
、
令
和
４
年
４
月
に
公
表
し
た
「
災
害
時
に
そ
な
え
る
食
品
ス
ト
ッ
ク
ガ
イ
ド
（
単
身
者

向
け
）」

等
を
活
用
し
、
情
報
発
信
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、
災
害
時
に
備
え
た
食
品
の
家
庭

備
蓄
の
一
層
の
定
着
を
図
る
。
 

 
「
緊
急
災
害
時
対
応
食
料
供
給
体
制
整
備
調
査
」
の
取
り
ま
と
め

に
当
た
っ
て
は
、
必
要
に
応
じ
て
調
査
品
目
等
の
見
直
し
を
行
う
と

と
も
に
、
訓
練
に
当
た
っ
て
は
、
よ
り
現
実
に
即
し
た
訓
練
内
容
に

よ
り
、
応
急
用
食
料
の
調
達
体
制
の
充
実
を
図
る
ほ
か
、
内
閣
府
主

催
の
緊
急
災
害
対
策
本
部
事
務
局
訓
練
等
に
参
加
し
、
多
く
の
経
験

者
を
確
保
す
る
。
 

 
「
災
害
時
に
備
え
た
食
品
ス
ト
ッ
ク
ガ
イ
ド
」・
「
要
配
慮
者
の
た

め
の
災
害
時
に
備
え
た
食
品
ス
ト
ッ
ク
ガ
イ
ド
」・
「
災
害
時
に
そ
な

え
る
食
品
ス
ト
ッ
ク
ガ
イ
ド
（
単
身
者
向
け
）」
・
We
b
ペ
ー
ジ
「
家
庭

備
蓄
ポ
ー
タ
ル
」
等
を
活
用
し
、
情
報
発
信
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ

り
、
災
害
時
に
備
え
た
食
品
の
家
庭
備
蓄
の
一
層
の
定
着
を
図
る
。
 

【
農
水
】
応
急
用
食
料
（
主
食
系
）
の
充
足
率
 

【
経
産
】
送
電
網
の
整

備
・
強
化
対
策
 

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
大
量
導
入
へ
の
対
応
と
電
力
融
通
の
更
な
る
円
滑
化
の
た
め
に
、

全
国
大
で
の
広
域
連
系
系
統
の
形
成
を
計
画
的
に
進
め
る
べ
く
、
送
電
網
整
備
に
関
す
る
マ
ス

タ
ー
プ
ラ
ン
策
定
の
取
組
を
着
実
か
つ
迅
速
に
進
め
る
。
令
和
４
年
度
中
を
目
途
に
策
定
を
目

指
す
。
 

今
後
の
状
況
を
踏
ま
え
、
策
定
し
た
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
を
も
と
に

個
別
の
整
備
計
画
の
具
体
化
を
検
討
し
つ
つ
、
新
し
い
託
送
料
金
制

度
に
基
づ
き
、
一
般
送
配
電
事
業
者
を
中
心
と
し
て
、
送
電
網
の
強

化
に
必
要
な
投
資
を
行
う
。
 

【
経
産
】
日
本
に
お
け
る
１
需
要
家
あ
た
り
の
年

間
停
電
時
間
 

【
経
産
】
災
害
時
に
自

立
し
た
電
力
供
給
が
可

能
な
地
域
マ
イ
ク
ロ
グ

リ
ッ
ド
の
構
築
支
援
 

 
頻
発
す
る
災
害
へ
の
レ
ジ
リ
エ
ン
ス
強
化
を
図
る
べ
く
、
地
域
マ
イ
ク
ロ
グ
リ
ッ
ド
の
構
築

を
全
国
に
拡
大
す
る
た
め
導
入
プ
ラ
ン
作
成
支
援
及
び
構
築
支
援
を
さ
ら
に
推
し
進
め
て
い

く
。
ま
た
、
地
域
マ
イ
ク
ロ
グ
リ
ッ
ド
構
築
後
に
災
害
時
の
み
な
ら
ず
平
時
の
活
用
を
踏
ま
え

た
運
用
を
行
う
上
で
、
制
度
上
の
課
題
整
理
・
解
決
の
た
め
関
係
部
局
と
連
携
し
て
い
く
。
 

 
実
際
に
運
用
し
て
い
く
中
で
発
現
し
た
課
題
を
整
理
し
て
、
課
題

解
決
に
向
け
た
協
議
を
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
等
と
行
っ
て
い
く
。
 

【
経
産
】
地
域
マ
イ
ク
ロ
グ
リ
ッ
ド
の
構
築
モ
デ

ル
件
数
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2-
3）

自
衛
隊
、
警
察
、
消
防
、
海
保
等
の
被
災
等
に
よ
る
救
助
・
救
急
活
動
等
の
絶
対
的
不
足
 

 

事
態
を
回
避
す
る

た
め
の
取
組
施
策

 
令
和
４
年
度
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
令
和
５
年
度
以
降
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
指
標

 

【
警
察
】
災
害
用
装
備

資
機
材
の
充
実
強
化
 

 
災
害
現
場
に
お
け
る
広
域
緊
急
援
助
隊
員
の
安
全
性
向
上
を
図
る
た
め
、
小
型
無
人
機
等
を

整
備
す
る
。
 

 
５
か
年
加
速
化
対
策
に
基
づ
き
、
災
害
応
急
対
策
の
た
め
の
装
備

資
機
材
の
充
実
強
化
を
推
進
す
る
。
 

【
警
察
】
災
害
対
策
に
必
要
な
資
機
材
の
新
規
整

備
率
 

【
警
察
】
災
害
対
策
に
必
要
な
資
機
材
の
更
新
整

備
率
 

【
警
察
】
災
害
警
備
活
動
の
維
持
に
必
要
な
資
機

材
の
整
備
率
 

【
総
務
】
常
備
消
防
力

の
強
化
 

 
広
域
化
推
進
期
限
で
あ
る
令
和
６
年
４
月
１
日
の
広
域
化
実
施
に
向
け
、
財
政
支
援
や
先
進

事
例
等
の
情
報
提
供
を
す
る
と
と
も
に
、
消
防
広
域
化
推
進
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
制
度
等
の
活
用
に

よ
り
、
広
域
化
を
推
進
す
る
に
当
た
っ
て
の
諸
課
題
へ
の
対
処
方
策
等
の
個
別
具
体
の
相
談
に

積
極
的
に
応
じ
て
い
く
。
 

 
令
和
３
年
度
に
開
発
し
た
消
防
用
車
両
出
動
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て
、
都

道
府
県
及
び
消
防
本
部
が
活
用
で
き
る
よ
う
、
実
用
化
に
向
け
た
機
能
改
修
を
進
め
る
。
 

 
消
防
指
令
シ
ス
テ
ム
の
標
準
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
イ
ス
に
つ
い
て
、
検
討
会
に
お
け
る
議
論
等
を

通
じ
て
標
準
仕
様
の
策
定
に
向
け
た
議
論
を
進
め
る
。
 

 
広
域
化
推
進
期
限
で
あ
る
令
和
６
年
４
月
１
日
の
広
域
化
実
施
に

向
け
、
財
政
支
援
や
先
進
事
例
等
の
情
報
提
供
を
す
る
と
と
も
に
、

消
防
広
域
化
推
進
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
制
度
等
の
活
用
に
よ
り
、
広
域
化

を
推
進
す
る
に
当
た
っ
て
の
諸
課
題
へ
の
対
処
方
策
等
の
個
別
具
体

の
相
談
に
積
極
的
に
応
じ
て
い
く
。
 

 
消
防
用
車
両
出
動
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
シ
ス
テ
ム
を
運
用
開
始
す

る
。
 

 
消
防
指
令
シ
ス
テ
ム
の
標
準
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
イ
ス
に
つ
い
て
、
検

討
会
に
お
け
る
議
論
等
を
通
じ
て
標
準
仕
様
書
を
策
定
す
る
と
と
も

に
、
社
会
実
装
に
資
す
る
試
作
物
を
構
築
す
る
。
 

【
総
務
】
消
防
の
広
域
化
の
推
進
状
況
 

【
総
務
】
消
防
指
令
シ
ス
テ
ム
の
標
準
イ
ン
タ
ー

フ
ェ
イ
ス
の
検
討
状
況
 

【
総
務
】
消
防
団
を
中

核
と
し
た
地
域
防
災
力

の
充
実
強
化
 

 
「
消
防
団
員
の
処
遇
等
に
関
す
る
検
討
会
」
の
報
告
書
や
令
和
４
年
１
月

18
日
付
け
通
知
を
踏
ま
え
、
消
防
団
員
の
処
遇
の
改
善
や
消
防
団
へ
の
加
入
促
進
の
た

め
必
要
な
取
組
を
行
う
。
 

 
ま
た
、
訓
練
の
実
施
等
を
通
じ
て
消
防
団
の
災
害
対
応
能
力
の
向
上
を
図
る
た
め
、
救
助
用
資
機
材
等
を
搭
載
し
た
多
機
能
消
防
車
等
を
無
償
で
消
防
団
に
貸
し
付

け
る
事
業
等
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
市
町
村
が
消
防
団
の
救
助
用
資
機
材
等
を
整
備
す
る
事
業
に
対
す
る
補
助
を
実
施
す
る
。
 

 
さ
ら
に
、
消
防
団
へ
の
加
入
を
促
進
す
る
た
め
、
PR

動
画
や
ポ
ス
タ
ー
等
を
活
用
し
た
広
報
活
動
等
を
実
施
す
る
ほ
か
、
防
災
教
育
の
推
進
や
消
防
団
の
力
向
上

モ
デ
ル
事
業
の
実
施
等
に
よ
り
、
幅
広
い
住
民
の
消
防
団
へ
の
加
入
促
進
を
図
る
。
 

【
総
務
】
特
に
風
水
害
に
対
応
し
た
十
分
な
車

両
・
資
機
材
を
備
え
救
助
活
動
等
を
行
え
る
消
防

団
の
割
合
 

【
防
衛
】
自
衛
隊
の
災

害
救
助
能
力
の
向
上
の

た
め
の
装
備
品
の
整
備
 

 
定
期
整
備
、
部
品
製
造
等
に
必
要
な

MO
R（

整
備
、
修
理
、
オ
ー
バ
ー
ホ
ー
ル
）
認
証
取
得
、

ラ
イ
セ
ン
ス
更
新
、
老
朽
化
工
具
更
新
を
実
施
す
る
。
 

 
定
期
整
備
、
部
品
製
造
等
に
必
要
な

MO
R（

整
備
、
修
理
、
オ
ー
バ

ー
ホ
ー
ル
）
認
証
取
得
、
ラ
イ
セ
ン
ス
更
新
、
老
朽
化
工
具
更
新
を

実
施
す
る
。
 

SH
-6
0K
（
能
力
向
上
型
）
の
整
備
を
実
施
す
る
。
 

【
防
衛
】
災
害
救
助
能
力
の
向
上
に
資
す
る
装
備

品
（
CH
-4
7J
A）

の
整
備
率
 

【
防
衛
】
災
害
救
助
能
力
の
向
上
に
資
す
る
装
備

品
（
SH
-6
0K
/K
（
能
力
向
上
型
））

の
整
備
率
 

【
厚
労
】
災
害
派
遣
医

療
チ
ー
ム（

DM
AT
）の

養

成
 

 
DM
AT

の
更
な
る
養
成
を
図
る
。
ま
た
、
DM
AT

司
令
塔
機
能
を
担
う

DM
AT

事
務
局
の
職
員
数

を
増
や
す
こ
と
に
よ
り
、
体
制
強
化
に
取
り
組
む
。
 

大
規
模
災
害
に
対
す
る
地
域
災
害
医
療
計
画
策
定
の
た
め
の
新
た
な

災
害
医
療
需
給
均
衡
指
標
（
災
害
医
療
リ
ス
ク
リ
ソ
ー
ス
比
）
の
導

入
に
関
す
る
研
究
を
踏
ま
え
、
DM
AT

の
必
要
チ
ー
ム
数
を
把
握
し
、

そ
れ
に
向
け
た
計
画
的
な
養
成
を
行
う
。
 

【
厚
労
】
DM
AT

保
有
率
（
基
幹
災
害
拠
点
病
院
２

チ
ー
ム
以
上
、
地
域
災
害
拠
点
病
院

1
チ
ー
ム
以

上
）
 

【
総
務
】
消
防
庁
舎
の

耐
震
化
 

 
消
防
庁
舎
に
お
け
る
業
務
継
続
性
確
保
の
た
め
の
耐
震
化
に
係
る
技
術
的
助
言
等
を
行
う
ほ
か
、
各
種
機
会
を
捉
え
て
緊
急
防
災
・
減
災
事
業
債
等
も
活
用
し
た
取

組
を
呼
び
か
け
、
耐
震
率
の
向
上
を
図
る
。
 

【
総
務
】
消
防
庁
舎
の
耐
震
率
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【
防
衛
】
大
規
模
な
災

害
に
も
耐
え
う
る
イ
ン

フ
ラ
基
盤
と
す
る
た
め

の
機
能
の
維
持
・
強
化
 

 
災
害
を
含
む
あ
ら
ゆ
る
事
態
に
お
い
て
、
自
衛
隊
の
迅
速
か
つ
適
切
な
任
務
の
遂
行
に
支
障
を
生
じ
る
こ
と
が
な
い
よ
う
に
飛
行
場
施
設
・
港
湾
施
設
等
を
は
じ
め

と
す
る
イ
ン
フ
ラ
基
盤
の
強
靱
性
向
上
等
に
係
る
整
備
に
つ
い
て
、
着
実
に
実
施
す
る
。
 

【
防
衛
】
全
国
の
駐
屯
地
・
基
地
の
イ
ン
フ
ラ
基

盤
強
化
の
整
備
着
手
率
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2-
7）

劣
悪
な
避
難
生
活
環
境
、
不
十
分
な
健
康
管
理
に
よ
る
、
多
数
の
被
災
者
の
健
康
状
態
の
悪
化
・
死
者
の
発
生
 

 

事
態
を
回
避
す
る

た
め
の
取
組
施
策

 
令
和
４
年
度
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
令
和
５
年
度
以
降
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
指
標

 

【
文
科
】
公
立
学
校
施

設
の
防
災
機
能
強
化
・

老
朽
化
対
策
等
（
非
構

造
部
材
の
耐
震
対
策
を

含
む
）
 

 
公
立
学
校
施
設
の
非
構
造
部
材
の
耐
震
対
策
を
含
め
た
老
朽
化
対
策
を
進
め
る
と
と
も
に
、
計
画
的
か
つ
効
率
的
な
長
寿
命
化
改
修
等
を
推
進
す
る
。
ま
た
、
特
別

教
室
等
へ
の
空
調
設
置
、
ト
イ
レ
整
備
、
給
食
施
設
の
整
備
、
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
等
に
加
え
、
雨
水
貯
留
槽
や
暗
渠
排
水
機
能
等
の
整
備
に
よ
る
水
害
対
策
も
含
め
、

公
立
学
校
施
設
の
防
災
機
能
の
強
化
に
つ
い
て
推
進
す
る
。
 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
老
朽
化
対
策
実

施
率
 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
ト
イ
レ
洋
式
化

率
 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
空
調
設
置
率

（
特
別
教
室
）
 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー

化
の
整
備
率
（
校
舎
、
ス
ロ
ー
プ
、
昇
降
口
・
玄

関
等
か
ら
教
室
等
ま
で
）
 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー

化
の
整
備
率
（
校
舎
、
バ
リ
ア
フ
リ
ー
ト
イ
レ
）
 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー

化
の
整
備
率
（
校
舎
、
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
）
 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー

化
の
整
備
率
（
体
育
館
、
ス
ロ
ー
プ
、
門
か
ら
建

物
の
前
ま
で
）
 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー

化
の
整
備
率
（
体
育
館
、
ス
ロ
ー
プ
、
昇
降
口
・

玄
関
等
か
ら
ア
リ
ー
ナ
等
ま
で
）
 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー

化
の
整
備
率
（
体
育
館
、
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
）
 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー

化
の
整
備
率
（
体
育
館
、
バ
リ
ア
フ
リ
ー
ト
イ
レ
） 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
空
調
設
置
率

（
体
育
館
等
）
 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー

化
の
整
備
率
（
校
舎
、
ス
ロ
ー
プ
、
門
か
ら
建
物

の
前
ま
で
）
 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
吊
り
天
井
等
以

外
の
非
構
造
部
材
の
耐
震
対
策
実
施
率
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【
文
科
】
私
立
学
校
施

設
の
耐
震
化
等
（
非
構

造
部
材
の
耐
震
対
策
を

含
む
）
 

 
私
立
学
校
を
設
置
す
る
法
人
に
お
け
る
私
立
学
校
施
設
に
つ
い
て
、
倒
壊
し
又
は
崩
壊
す
る

危
険
が
特
に
高
い
施
設
（
Is

値
0.
3
未
満
）
の
構
造
体
の
耐
震
化
や
、
屋
根
や
外
壁
、
内
壁
、

天
井
等
の
耐
震
性
及
び
劣
化
等
に
課
題
が
あ
る
非
構
造
部
材
の
耐
震
化
等
の
安
全
対
策
な
ど

を
中
心
に
、
防
災
機
能
の
強
化
を
支
援
す
る
。
 

私
立
学
校
施
設
の
非
構
造
部
材
を
含
む
耐
震
化
を
早
期
完
了
し
、

安
全
・
安
心
な
教
育
研
究
環
境
を
確
保
す
る
。
ま
た
、
避
難
所
と
し

て
利
用
さ
れ
る
場
合
に
お
い
て
、
地
域
住
民
等
の
避
難
者
の
安
全
を

確
保
す
る
。
 

 
構
造
体
の
耐
震
化
に
つ
い
て
は
、
文
化
財
指
定
の
施
設
で
耐
震
化

の
検
討
に
期
間
を
要
す
る
な
ど
個
別
事
情
が
あ
る
も
の
を
除
き
令
和

10
年
度
ま
で
に
完
了
し
、
特
に
、
Is

値
0.
3
未
満
の
施
設
の
構
造
体

の
耐
震
化
に
つ
い
て
は
令
和
８
年
度
ま
で
に
完
了
す
る
こ
と
を
中
長

期
の
目
標
（
学
校
設
置
者
の
取
組
状
況
に
よ
り
定
期
的
に
見
直
し
予

定
）
と
し
て
支
援
等
を
行
っ
て
い
く
。
ま
た
、
非
構
造
部
材
の
耐
震

対
策
に
つ
い
て
も
、同

様
に
令
和

10
年
度
ま
で
に
完
了
す
る
こ
と
を

中
長
期
の
目
標
と
し
て
支
援
等
を
行
っ
て
い
く
。
 

【
文
科
】
私
立
学
校
施
設
の
屋
内
運
動
場
の
吊
り

天
井
等
の
落
下
防
止
対
策
実
施
率
（
小
学
校
～
高

校
）
 

【
文
科
】
私
立
学
校
施
設
の
非
構
造
部
材
の
耐
震

対
策
実
施
率
（
小
学
校
～
高
校
）
 

【
文
科
】
私
立
学
校
施
設
の
屋
内
運
動
場
の
吊
り

天
井
等
の
落
下
防
止
対
策
実
施
率
（
幼
稚
園
等
）
 

【
文
科
】
私
立
学
校
施
設
の
耐
震
化
率
（
大
学
等
） 

【
文
科
】
私
立
学
校
施
設
の
耐
震
化
率
（
幼
稚
園

等
）
 

【
文
科
】
私
立
学
校
施
設
の
非
構
造
部
材
の
耐
震

対
策
実
施
率
（
大
学
等
）
 

【
文
科
】
私
立
学
校
施
設
の
耐
震
化
率
（
小
学
校

～
高
校
）
 

【
文
科
】
私
立
学
校
施
設
の
非
構
造
部
材
の
耐
震

対
策
実
施
率
（
幼
稚
園
等
）
 

【
文
科
】
私
立
学
校
施
設
の
屋
内
運
動
場
の
吊
り

天
井
等
の
落
下
防
止
対
策
実
施
率
（
大
学
等
）
 

【
文
科
】
国
立
大
学
法

人
等
施
設
の
耐
震
化
・

老
朽
化
対
策
等
（
非
構

造
部
材
の
耐
震
対
策
、

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
老
朽

化
対
策
を
含
む
）
 

 
国
立
大
学
法
人
等
施
設
の
う
ち
教
育
研
究
活
動
に
著
し
く
支
障
が
あ
る
国
立
大
学
法
人
等
施
設
の
老
朽
化
対
策
（
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
を
含
む
）
を
推
進
す
る
。
 

【
文
科
】
教
育
研
究
活
動
に
著
し
く
支
障
が
あ
る

国
立
大
学
法
人
等
施
設
（
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
を
含

む
）
の
老
朽
化
対
策
の
実
施
率
（
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
） 

【
文
科
】
教
育
研
究
活
動
に
著
し
く
支
障
が
あ
る

国
立
大
学
法
人
等
施
設
（
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
を
含

む
）
の
老
朽
化
対
策
の
実
施
率
（
施
設
）
 

【
環
境
】
災
害
・
停
電

時
に
役
立
つ
避
難
施
設

防
災
拠
点
の
再
エ
ネ
・

蓄
エ

ネ
設

備
等

の
自

立
・
分
散
型
エ
ネ
ル
ギ

ー
設
備
に
関
す
る
対
策
 

 
地
域
防
災
計
画
に
避
難
施
設
等
と
し
て
位
置
付
け
ら
れ
た
、
又
は
災
害
等
発
生
時
に
業
務
を

維
持
す
る
べ
き
公
共
施
設
に
お
け
る
、
大
規
模
災
害
時
に
お
い
て
も
発
電
・
電
力
供
給
等
の
機

能
発
揮
が
可
能
な
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
停
電
時
自
立
機
能
を
持
つ
コ
ジ
ェ
ネ
レ
ー
シ
ョ
ン

シ
ス
テ
ム
等
の
自
立
・
分
散
型
エ
ネ
ル
ギ
ー
設
備
の
整
備
等
を
実
施
す
る
。
 

大
規
模
災
害
時
に
お
い
て
も
発
電
・
電
力
供
給
等
の
機
能
発
揮
が

可
能
な
再
エ
ネ
・
蓄
エ
ネ
シ
ス
テ
ム
等
の
自
立
・
分
散
型
エ
ネ
ル
ギ

ー
設
備
の
整
備
等
を
実
施
す
る
。
 

【
環
境
】
災
害
・
停
電
時
に
機
能
発
揮
を
可
能
と

し
た
避
難
施
設
・
防
災
拠
点
の
箇
所
数
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【
文
科
】
独
立
行
政
法

人
国
立
青
少
年
教
育
振

興
機
構
の
広
域
防
災
補

完
拠
点
化
 

 
各
施
設
に
お
い
て
広
域
防
災
補
完
拠
点
と
し
て
の
様
々
な
役
割
を
担
う
た
め
に
、
全
施
設
で

の
防
災
・
減
災
教
育
（
教
育
事
業
の
実
施
又
は
活
動
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
充
実
）
の
推
進
に
取
り
組

む
と
と
も
に
、
各
施
設
の
実
情
に
応
じ
た
広
域
防
災
補
完
拠
点
と
し
て
の
役
割
の
明
確
化
及
び

災
害
時
の
対
応
を
行
う
。
ま
た
、
各
施
設
で
予
備
的
避
難
所
の
運
営
等
の
た
め
の
ラ
イ
フ
ラ
イ

ン
の
機
能
強
化
に
必
要
な
給
排
水
設
備
や
電
源
設
備
等
の
更
新
を
実
施
す
る
。
 

 
各
施
設
に
お
い
て
広
域
防
災
補
完
拠
点
と
し
て
の
様
々
な
役
割
を

強
化
す
る
た
め
に
、
全
施
設
で
の
防
災
・
減
災
教
育
（
教
育
事
業
の

実
施
又
は
活
動
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
充
実
）
の
推
進
に
取
り
組
む
と
と
も

に
、
各
施
設
の
実
情
に
応
じ
た
広
域
防
災
補
完
拠
点
と
し
て
の
役
割

の
明
確
化
及
び
災
害
時
の
対
応
を
行
う
。
ま
た
、
各
施
設
で
予
備
的

避
難
所
の
運
営
等
の
た
め
の
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
機
能
強
化
に
必
要
な

給
排
水
設
備
や
電
源
設
備
等
の
更
新
を
実
施
し
、
こ
れ
ら
施
策
を
令

和
11

年
度
ま
で
の
完
了
に
向
け
て
計
画
的
に
取
り
組
む
。
 

【
文
科
】
広
域
防
災
補
完
拠
点
と
し
て
機
能
す
る

た
め
の
整
備
を
行
う
必
要
が
あ
る
国
立
青
少
年

教
育
振
興
機
構
施
設
の
整
備
数
 

【
文
科
】
防
災
・
減
災
教
育
（
教
育
事
業
の
実
施

又
は
活
動
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
充
実
）
を
行
っ
た
国
立

青
少
年
教
育
振
興
機
構
施
設
数
 

【
厚
労
】
社
会
福
祉
施

設
等
の
耐
災
害
性
強
化

対
策
 

 
社
会
福
祉
施
設
等
の
耐
震
化
整
備
及
び
非
常
用
自
家
発
電
設
備
等
の
整
備
を
推
進
す
る
。
 

 
令
和
４
年
度
に
お
け
る
社
会
福
祉
施
設
等
の
耐
震
化
整
備
、
緊
急

対
策
の
実
施
状
況
を
踏
ま
え
、
必
要
な
予
算
の
確
保
を
図
り
つ
つ
、

こ
れ
ら
の
対
策
に
取
り
組
む
。
 

【
厚
労
】
社
会
福
祉
施
設
等
の
耐
震
化
率
 

【
厚
労
】
社
会
福
祉
施
設
等
に
お
け
る
水
害
対
策

を
実
施
し
た
施
設
箇
所
数
 

【
厚
労
】
社
会
福
祉
施
設
等
に
お
け
る
ブ
ロ
ッ
ク

塀
等
の
改
修
整
備
箇
所
数
 

【
厚
労
】
社
会
福
祉
施
設
等
に
お
け
る
非
常
用
自

家
発
電
設
備
の
整
備
箇
所
数
 

【
厚
労
】
都
道
府
県
単

位
で
の
公
民
協
働
の
広

域
的
な
福
祉
支
援
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
の
構
築
 

 
災
害
福
祉
支
援
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
体
制
整
備
を
促
進
す
る
た
め
、
構
築
済
の
自
治
体
か
ら
好

事
例
を
収
集
し
、
未
構
築
の
自
治
体
に
対
し
周
知
を
図
る
と
と
も
に
、
厚
生
労
働
省
に
お
い
て

「
災
害
福
祉
支
援
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
中
央
セ
ン
タ
ー
事
業
」
を
実
施
し
、
都
道
府
県
間
の
広
域
的

な
連
携
体
制
の
構
築
等
を
進
め
る
。
 

 
全
国
に
お
い
て
、
災
害
福
祉
支
援
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
体
制
整
備
が

促
進
さ
れ
る
よ
う
、
上
記
の
取
組
を
推
進
し
て
い
く
と
と
も
に
、
関

係
者
の
意
見
を
踏
ま
え
つ
つ
、
必
要
な
環
境
整
備
に
取
り
組
む
。
 

【
厚
労
】
災
害
派
遣
福
祉
チ
ー
ム
（
DW
AT
,D
CA
T ）

の
設
置
済
都
道
府
県
数
 

【
厚
労
】
災
害
福
祉
支
援
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築

都
道
府
県
数
 

【
厚
労
】
災
害
派
遣
精

神
医
療
チ
ー
ム
（
DP
AT
）

の
養
成
 

 
災
害
時
に
被
災
地
域
の
精
神
保
健
医
療
機
能
を
補
完
す
る
た
め
に
活
動
す
る

DP
AT

を
全
都

道
府
県
に
整
備
す
る
た
め
に
、
DP
AT

を
養
成
す
る
た
め
の
研
修
を
実
施
す
る
。
 

全
て
の
都
道
府
県
に

DP
AT

先
遣
隊
が
組
織
さ
れ
る
よ
う
、研

修
を

実
施
す
る
。
 

【
厚
労
】
DP
AT

先
遣
隊
整
備
率
 

【
環
境
】
熱
中
症
予
防

対
策
の
強
化
 

 
「
熱
中
症
警
戒
ア
ラ
ー
ト
」
な
ど
に
基
づ
き
、
国
民
、
事
業
者
な
ど
に
よ
る
適
切
な
熱
中
症

予
防
行
動
の
よ
り
一
層
の
定
着
を
目
指
す
こ
と
や
、
広
く
一
般
の
方
や
自
治
体
担
当
者
、
教
育

機
関
等
の
管
理
者
を
対
象
に
し
た
熱
中
症
に
関
す
る
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
開
催
、
令
和
３
年
度
に

改
訂
し
た
「
熱
中
症
環
境
保
健
マ
ニ
ュ
ア
ル
」
を
は
じ
め
と
し
た
知
見
や
普
及
啓
発
資
料
の
自

治
体
等
へ
の
提
供
な
ど
、
引
き
続
き
熱
中
症
予
防
に
係
る
情
報
提
供
を
強
化
す
る
。
ま
た
、
災

害
時
の
熱
中
症
対
策
に
つ
い
て
知
見
の
収
集
や
調
査
を
行
い
、
自
治
体
等
へ
こ
れ
ま
で
の
知
見

と
合
わ
せ
て
提
供
を
行
う
。
 

 
さ
ら
に
、
自
治
体
に
お
け
る
効
果
的
な
熱
中
症
予
防
対
策
を
推
進
す
る
た
め
「
地
域
に
お
け

る
熱
中
症
対
策
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
を
策
定
す
る
。
 

 
災
害
時
に
避
難
所
と
し
て
活
用
さ
れ
る
公
共
施
設
等
に
お
け
る
エ
ア
コ
ン
の
普
及
促
進
の

た
め
、
サ
ブ
ス
ク
リ
プ
シ
ョ
ン
方
式
を
活
用
し
た
モ
デ
ル
事
業
を
行
う
。
 

 
大
規
模
災
害
時
に
も
暑
さ
指
数
（
WB
GT
）
を
継
続
的
に
提
供
で
き
る
よ
う
、
暑
さ
指
数
（
WB
GT
）

の
発
信
体
制
を
強
化
す
る
と
と
も
に
、
引
き
続
き
情
報
活
用
の
た
め
の
認
知
度
向
上
に
努
め

る
。
 

熱
中
症
予
防
、
特
に
災
害
時
に
お
け
る
予
防
対
策
に
係
る
情
報
提

供
を
よ
り
一
層
強
化
す
る
。
 

 
「
熱
中
症
警
戒
ア
ラ
ー
ト
」
を
活
用
し
、
国
民
や
社
会
全
体
に
お

け
る
熱
中
症
予
防
行
動
を
後
押
し
す
る
。
 

 
地
域
に
お
け
る
熱
中
症
対
策
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
活
用
し
、
地
域
に

お
け
る
効
果
的
な
熱
中
症
対
策
の
底
上
げ
を
図
り
、
総
合
的
な
熱
中

症
対
策
を
推
進
す
る
。
 

 
災
害
時
に
避
難
所
と
し
て
活
用
さ
れ
る
公
共
施
設
等
に
お
け
る
エ

ア
コ
ン
に
つ
い
て
、
サ
ブ
ス
ク
リ
プ
シ
ョ
ン
方
式
の
活
用
に
よ
る
エ

ア
コ
ン
の
普
及
促
進
に
つ
い
て
検
討
す
る
。
 

【
環
境
】
夏
季
ま
で
に
、
災
害
時
も
含
め
た
熱
中

症
対
策
を
実
施
し
た
自
治
体
の
割
合
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【
環
境
】
浄
化
槽
長
寿

命
化
計
画
策
定
推
進
へ

の
支
援
 

 
自
治
体
に
お
け
る
浄
化
槽
長
寿
命
化
計
画
策
定
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
を
行
い
計
画
的
な
老

朽
化
対
策
の
検
討
を
行
う
。
ま
た
浄
化
槽
台
帳
シ
ス
テ
ム
の
活
用
状
況
を
調
査
し
、
導
入
促
進

及
び
導
入
に
よ
る
管
理
の
高
度
化
の
検
討
を
行
う
。
 

浄
化
槽
長
寿
命
化
計
画
策
定
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
や
浄
化
槽
台
帳

デ
ー
タ
活
用
状
況
に
係
る
調
査
に
基
づ
き
浄
化
槽
の
老
朽
化
対
策
及

び
管
理
の
高
度
化
に
関
す
る
検
討
を
行
う
。
 

【
環
境
】
災
害
復
旧
に
対
応
し
た
浄
化
槽
台
帳
シ

ス
テ
ム
整
備
市
町
村
数
 

4-
3）

災
害
時
に
活
用
す
る
情
報
サ
ー
ビ
ス
が
機
能
停
止
し
、
情
報
の
収
集
・
伝
達
が
で
き
ず
、
避
難
行
動
や
救
助
・
支
援
が
遅
れ
る
事
態

 

事
態
を
回
避
す
る

た
め
の
取
組
施
策

 
令
和
４
年
度
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
令
和
５
年
度
以
降
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
指
標

 

【
総
務
】
Ｌ
ア
ラ
ー
ト

情
報
の
迅
速
か
つ
確
実

な
伝
達
及
び
高
度
化
の

推
進
 

他
の
災
害
関
連
シ
ス
テ
ム
と
の
連
携
に
よ
り
、
地
理
空
間
情
報
と
紐
付
い
た
情
報
を
住
民
や
行
政
機
関
へ
提
供
が
可
能
と
な
る
よ
う
調
査
研
究
を
実
施
し
、
災
害
情

報
の
視
覚
化
を
推
進
す
る
。
 

【
総
務
】
他
の
災
害
関
連
シ
ス
テ
ム
と
の
連
携
に

よ
り
地
理
空
間
情
報
と
結
び
つ
い
た
災
害
情
報

が
伝
達
可
能
と
な
る
よ
う
な
調
査
研
究
の
報
告

書
 

【
文
科
】
気
象
庁
の
津

波
予
報
等
へ
の
貢
献
を

目
的
と
し
た
地
震
・
津

波
・
火
山
観
測
網
の
強

化
 

老
朽
化
に
よ
る
故
障
等
に
よ
り
情
報
発
信
が
滞
る
こ
と
が
な
い
よ
う
、
機
器
更
新
を
計
画
的

に
実
施
し
て
観
測
網
の
安
定
運
用
に
努
め
、
老
朽
化
し
た
観
測
施
設
の
改
修
・
更
新
に
つ
い
て

検
討
す
る
。
ま
た
、
観
測
デ
ー
タ
を
活
用
し
た
地
震
動
及
び
津
波
の
即
時
予
測
技
術
に
関
す
る

研
究
開
発
に
お
け
る
社
会
実
装
に
向
け
た
開
発
シ
ス
テ
ム
の
高
度
化
、
ハ
ザ
ー
ド
評
価
の
精
度

向
上
に
つ
な
が
る
長
期
評
価
の
高
度
化
に
関
す
る
研
究
開
発
並
び
に
火
山
活
動
の
推
移
を
把

握
す
る
研
究
開
発
を
推
進
す
る
。
 

機
器
更
新
を
計
画
的
に
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、
防
災
情
報
発
信

が
滞
る
事
が
無
い
よ
う
継
続
的
に
観
測
網
の
安
定
運
用
に
努
め
る
。

ま
た
、
観
測
デ
ー
タ
を
活
用
し
た
地
震
動
及
び
津
波
の
即
時
予
測
技

術
に
関
す
る
研
究
開
発
に
よ
り
社
会
実
装
に
向
け
た
開
発
シ
ス
テ
ム

の
高
度
化
、
ハ
ザ
ー
ド
評
価
の
精
度
向
上
に
つ
な
が
る
長
期
評
価
の

高
度
化
に
関
す
る
研
究
開
発
並
び
に
火
山
活
動
の
推
移
を
把
握
す
る

研
究
開
発
を
推
進
す
る
こ
と
に
よ
り
防
災
行
政
お
よ
び
国
民
の
災
害

対
応
力
の
強
化
に
寄
与
す
る
。
 

【
文
科
】
地
震
津
波
火
山
観
測
網
の
更
新
（
旧
型

バ
ッ
テ
リ
ー
で
あ
る
観
測
装
置
の
更
新
状
況
）
 

【
文
科
】
地
震
津
波
火
山
観
測
網
の
更
新
（
強
震

観
測
網
に
お
け
る

IS
DN

回
線
か
ら
後
続
サ
ー
ビ

ス
へ
の
切
り
替
え
状
況
）
 

【
文
科
】
地
震
津
波
火
山
観
測
網
の
更
新
（
防
災

科
学
技
術
研
究
所
の
基
幹
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
更

新
状
況
）
 

【
警
察
】
機
動
警
察
通

信
隊
の
対
処
能
力
の
更

な
る
向
上
 

 
機
動
警
察
通
信
隊
の
対
処
能
力
の
更
な
る
向
上
を
図
る
た
め
、
大
規
模
災
害
に
よ
る
被
害
を
想
定
し
た
機
動
警
察
通
信
隊
の
訓
練
（
ド
ロ
ー
ン
の
運
用
を
含
む
。）

を
推
進
す
る
。
 

【
警
察
】
ド
ロ
ー
ン
の
飛
行
訓
練
の
実
施
状
況
 

【
内
閣
府
】
準
天
頂
衛

星
シ
ス
テ
ム
を
活
用
し

た
防
災
機
能
の
強
化
 

衛
星
安
否
確
認
サ
ー
ビ
ス
の
導
入
自
治
体
の
増
加
に
向
け
た
普
及
活
動
を
推
進
す
る
。
 

衛
星
安
否
確
認
サ
ー
ビ
ス
の
機
能
向
上
で
は
ス
マ
ホ

de
リ
レ
ー
を
活
用
し
た
避
難
所
外
情

報
の
収
集
機
能
の
実
証
事
業
を
実
施
す
る
。
 

災
害
・
危
機
管
理
通
報
サ
ー
ビ
ス
で
は
小
型
デ
バ
イ
ス
の
開
発
を
推
進
し
、
警
報
種
別
拡
大

の
た
め
標
準
フ
ォ
ー
マ
ッ
ト
に
関
す
る
研
究
開
発
や
機
能
向
上
の
整
備
事
業
を
推
進
す
る
。
 

７
機
体
制
確
立
の
た
め
の
追
加
３
機
（
５
、
６
、
７
号
機
）
の
衛
星
開
発
を
推
進
す
る
。
 

衛
星
安
否
確
認
サ
ー
ビ
ス
の
試
行
的
導
入
を
実
施
し
て
い
る
自
治

体
に
お
け
る
更
な
る
利
用
拡
大
を
図
る
。
 

衛
星
安
否
確
認
サ
ー
ビ
ス
及
び
災
害
・
危
機
管
理
通
報
サ
ー
ビ
ス

に
関
す
る
研
究
開
発
に
つ
い
て
、
社
会
実
装
に
向
け
た
実
証
実
験
等

に
取
り
組
む
。
 

令
和
５
年
度
め
ど
の
７
機
体
制
確
立
に
向
け
、
５
、
６
、
７
号
機

の
衛
星
開
発
を
着
実
に
進
め
る
。
 

【
内
閣
府
】
衛
星
安
否
確
認
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
可

能
な
衛
星
数
 

【
文
科
】
技
術
試
験
衛

星
９
号
機
（
ET
S-
9）

等

の
通
信
衛
星
の
開
発
 

 
20
20

年
代
に
災
害
通
信
を
含
む
衛
星
通
信
の
主
流
と
な
る
次
世
代
静
止
通
信
衛
星
を
実
現

す
る
た
め
、
平
成

28
年
度
か
ら
開
発
に
着
手
し
た

ET
S-
9
に
お
い
て
は
、
ET
S-
Ⅷ
の

10
年
の

運
用
で
得
ら
れ
た
知
見
・
技
術
を
活
用
し
つ
つ
、
令
和
２
年
度
か
ら
着
手
し
た

⼤
容
量

⾼
速
通

信
を
可
能
と
す
る
フ
ル
デ
ジ
タ
ル
ペ
イ
ロ
ー
ド
の
追
加
開
発
を
含
め
、
開
発
を
着
実
に
推
進
す

る
。
 

20
16

年
度
か
ら
開
発
に
着
手
し
た

ET
S-
9
に
お
い
て
は
、
ET
S-
Ⅷ

の
10

年
の
運
用
で
得
ら
れ
た
知
見
・
技
術
を
活
用
し
つ
つ
、
開
発
を

着
実
に
推
進
し
、
20
23

年
度
に
打
ち
上
げ
る
。
 

【
文
科
】
ET
S-
9
の
技
術
実
証
（
全
電
化
衛
星
技

術
）
 

【
文
科
】
ET
S-
9
の
技
術
実
証
（
大
電
力
化
、
高

排
熱
技
術
）
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5-
1）

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
寸
断
等
に
よ
る
企
業
の
生
産
力
低
下
に
よ
る
国
際
競
争
力
の
低
下
 

 

事
態
を
回
避
す
る

た
め
の
取
組
施
策

 
令
和
４
年
度
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
令
和
５
年
度
以
降
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
指
標

 

【
内
閣
府
】
民
間
企
業

及
び
企
業
間
/企

業
体
/

業
界
等
に
お
け
る

BC
P

の
策
定
促
進
及
び

BC
M

の
普
及
推
進
 

 
民
間
企
業
等
の
事
業
継
続
体
制
（
BC
P
の
策
定
状
況
）
に
関
す
る
実
態
調
査
を
実
施
す
る
。
 

 
ま
た
、
内
閣
府
が
策
定
し
て
い
る
「
事
業
継
続
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
に
つ
い
て
、
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
拡
大
や
近
年
の
災
害
の
頻
発
化
・
激
甚
化
等
の
社
会
情
勢
の
変
動
を
踏
ま

え
た
内
容
に
改
定
す
る
こ
と
を
検
討
す
る
。
 

令
和
４
年
度
の
実
施
状
況
を
踏
ま
え
、
民
間
企
業
等
の
事
業
継
続

体
制
（
BC
P
の
策
定
状
況
）
に
関
す
る
実
態
調
査
等
の
実
施
を
検
討

す
る
。
 

【
内
閣
府
】
大
企
業
の

BC
P
の
策
定
割
合
 

【
内
閣
府
】
中
堅
企
業
の

BC
P
の
策
定
割
合
 

【
内
閣
府
】
企
業
の
本

社
機
能
の
地
方
移
転
・

拡
充
の
支
援
 

 
地
方
に
お
け
る
雇
用
創
出
の
た
め
、
企
業
の
本
社
機
能
の
地
方
へ
の
移
転
や
、
地
方
に
お
け

る
拡
充
を
引
き
続
き
促
進
す
べ
く
、
地
方
拠
点
強
化
税
制
（
オ
フ
ィ
ス
減
税
・
雇
用
促
進
税
制
）

等
の
措
置
を
活
用
す
る
。
加
え
て
、
令
和
４
年
度
税
制
改
正
に
お
い
て
制
度
の
拡
充
が
さ
れ
た

こ
と
を
踏
ま
え
、
そ
の
効
果
や
社
会
情
勢
等
を
見
極
め
な
が
ら
、
本
税
制
の
今
後
の
在
り
方
等

に
つ
い
て
検
討
す
る
。
 

令
和
４
年
度
税
制
改
正
に
お
い
て
制
度
の
拡
充
が
さ
れ
た
こ
と
を

踏
ま
え
、
そ
の
効
果
や
社
会
情
勢
等
を
見
極
め
な
が
ら
、
本
税
制
の

今
後
の
在
り
方
等
に
つ
い
て
検
討
し
、
次
回
の
適
用
期
限
（
令
和
６

年
３
月
末
）
ま
で
に
結
論
を
得
る
。
 

【
内
閣
府
】
地
域
再
生
法
に
基
づ
く
認
定
を
受
け

た
「
地
方
活
力
向
上
地
域
等
特
定
業
務
施
設
整
備

計
画
」
に
記
載
さ
れ
た
「
特
定
業
務
施
設
に
お
い

て
常
時
雇
用
す
る
従
業
員
の
増
加
数
」
 

【
国
交
】
港
湾
施
設
の

耐
震
・
耐
波
性
能
等
の

強
化
や
関
連
す
る
技
術

開
発
 

 
最
新
の
地
震
被
害
想
定
等
を
踏
ま
え
、
大
規
模
災
害
の
緊
急
物
資
輸
送
、
幹
線
物
流
機
能
の
確
保
の
た
め
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
意
識
し
た
耐
震
強
化
岸
壁
の
整
備
や

臨
港
道
路
の
耐
震
化
等
を
推
進
す
る
。
 

 
激
甚
化
・
激
甚
化
す
る
台
風
に
伴
う
高
潮
・
高
波
に
よ
る
港
湾
内
の
被
害
軽
減
を
図
る
た
め
、
最
新
の
設
計
沖
波
等
で
照
査
し
た
結
果
を
踏
ま
え
、
港
湾
施
設
の
嵩

上
げ
・
補
強
等
を
推
進
す
る
。
 

 
豪
雨
に
よ
る
大
規
模
出
水
時
等
に
船
舶
が
安
全
に
港
湾
に
到
達
で
き
る
よ
う
、
浚
渫
を
行
う
と
と
も
に
漂
流
物
の
回
収
が
円
滑
に
行
え
る
よ
う
防
災
体
制
の
強
化
を

推
進
す
る
。
 

 
被
災
区
間
の
原
形
復
旧
の
み
で
は
再
度
災
害
防
止
の
観
点
か
ら
十
分
な
防
災
機
能
を
期
待
で
き
な
い
場
合
に
、
被
災
区
間
の
原
形
復
旧
と
併
せ
た
港
湾
施
設
の
改

良
・
建
設
を
実
施
す
る
。
 

 
民
有
港
湾
施
設
の
耐
震
化
支
援
す
る
と
と
も
に
、
研
究
所
に
お
い
て
、
港
湾
施
設
の
耐
震
・
耐
波
性
能
等
の
向
上
に
係
る
技
術
開
発
を
推
進
す
る
。
 

【
国
交
】
海
上
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
維
持
の
た

め
、
高
潮
・
高
波
対
策
を
実
施
す
る
必
要
が
あ
る

港
湾
に
お
い
て
、
港
湾
機
能
維
持
・
早
期
再
開
が

可
能
と
な
る
割
合
 

【
国
交
】
埋
塞
対
策
等
を
行
う
必
要
が
あ
る
港
湾

及
び
開
発
保
全
航
路
の
う
ち
豪
雨
等
に
よ
る
大

規
模
出
水
に
備
え
た
対
策
を
講
じ
、
航
行
の
安
全

性
を
確
保
し
た
割
合
 

【
国
交
】
国
土
強
靱
化
の
た
め
、
高
度
な
実
証
実

験
に
基
づ
き
策
定
さ
れ
る
技
術
基
準
類
の
う
ち
、

策
定
さ
れ
た
も
の
の
割
合
 

【
国
交
】
大
規
模
地
震
時
に
確
保
す
べ
き
海
上
交

通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
う
ち
、
発
災
時
に
使
用
可
能

な
も
の
の
割
合
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【
国
交
】
海
域
監
視
・

情
報
提
供
体
制
の
強
化
 

防
災
・
減
災
、
国
土
強
靱
化
の
た
め
の
５
か
年
加
速
化
対
策
に
基
づ
き
、
走
錨
事
故
等
防
止

対
策
を
推
進
す
る
。
 

 
錨
泊
制
限
や
巡
視
船
艇
等
に
よ
る
航
行
安
全
指
導
、
錨
泊
船
舶
へ
の
情
報
提
供
等
を
適
切
に

実
施
す
る
。
 

 
重
要
施
設
周
辺
海
域
等
に
お
け
る
、
更
な
る
海
域
監
視
・
情
報
提
供
体
制
の
検
討
を
行
う
。
 

防
災
・
減
災
、
国
土
強
靱
化
の
た
め
の
５
か
年
加
速
化
対
策
に
基

づ
き
、
走
錨
事
故
等
防
止
対
策
を
推
進
す
る
。
 

 
錨
泊
制
限
や
巡
視
船
艇
等
に
よ
る
航
行
安
全
指
導
、
錨
泊
船
舶
へ

の
情
報
提
供
等
を
適
切
に
実
施
す
る
。
 

 
重
要
施
設
周
辺
海
域
等
に
お
け
る
、
更
な
る
海
域
監
視
・
情
報
提

供
体
制
の
検
討
を
行
う
。
 

 
沿
岸
域
情
報
提
供
シ
ス
テ
ム
（
海
の
安
全
情
報
）
に
よ
る
災
害
時

の
情
報
収
集
・
分
析
・
提
供
を
強
化
す
る
。
 

 
船
舶
の
動
静
等
を
カ
メ
ラ
画
像
か
ら
検
出
す
る
技
術
を
導
入
す

る
。
 

【
国
交
】
海
域
監
視
・
情
報
提
供
体
制
の
強
化
に

必
要
な
レ
ー
ダ
ー
、
監
視
カ
メ
ラ
の
整
備
箇
所
数
 

【
国
交
】
航
路
標
識
の

強
靱
化
 

防
災
・
減
災
、
国
土
強
靱
化
の
た
め
の
５
か
年
加
速
化
対
策
に
基
づ
き
、
航
路
標
識
の
耐
災
害
性
強
化
対
策
（
海
水
浸
入
防
止
対
策
、
電
源
喪
失
対
策
、
監
視
体
制

強
化
対
策
、
信
頼
性
向
上
対
策
）、

航
路
標
識
の
老
朽
化
等
対
策
を
推
進
す
る
。
 

 
航
路
標
識
の
長
寿
命
化
の
た
め
の
点
検
・
診
断
を
推
進
す
る
。
 

【
国
交
】
航
路
標
識
の
長
寿
命
化
推
進
の
た
め
の

点
検
・
診
断
 

【
国
交
】
航
路
標
識
の
監
視
装
置
導
入
箇
所
数
 

【
国
交
】
航
路
標
識
の
老
朽
化
等
対
策
箇
所
数
 

【
国
交
】
航
路
標
識
の
信
頼
性
向
上
対
策
箇
所
数
 

【
国
交
】
航
路
標
識
の
海
水
浸
入
防
止
対
策
箇
所

数
 

【
国
交
】
船
舶
通
航
信
号
所
等
の
予
備
電
源
整
備

箇
所
数
 

【
国
交
】
海
域
監
視
・
情
報
提
供
体
制
の
強
化
に

必
要
な
レ
ー
ダ
ー
、
監
視
カ
メ
ラ
の
整
備
箇
所
数
 

【
国
交
】
港
湾
に
お
け

る
災
害
情
報
収
集
等
に

関
す
る
対
策
 

 
迅
速
な
港
湾
機
能
の
復
旧
等
の
体
制
構
築
に
向
け
、
自
律
制
御
型
ド
ロ
ー
ン
や
衛
星
画
像
の

活
用
に
よ
る
迅
速
な
被
災
状
況
把
握
体
制
の
構
築
、
カ
メ
ラ
の
整
備
、
準
天
頂
衛
星
を
活
用
し

た
シ
ス
テ
ム
の
開
発
等
を
実
施
す
る
。
 

災
害
発
生
時
に
、
現
地
確
認
が
困
難
で
あ
る
こ
と
に
よ
り
、
応
急

措
置
、
復
旧
作
業
、
利
用
再
開
が
遅
延
し
、
被
害
が
拡
大
す
る
こ
と

を
防
止
す
る
。
 

【
国
交
】
災
害
監
視
シ
ス
テ
ム
を
緊
急
的
に
導
入

す
べ
き
港
湾
等
に
お
い
て
、
遠
隔
か
つ
早
期
に
現

場
監
視
体
制
を
構
築
す
る
こ
と
に
よ
り
、
迅
速
な

復
旧
等
が
可
能
と
な
っ
た
割
合
 

5-
5）

太
平
洋
ベ
ル
ト
地
帯
の
幹
線
が
分
断
す
る
な
ど
、
基
幹
的
陸
上
海
上
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
機
能
停
止
に
よ
る
物
流
・
人
流
へ
の
甚
大
な
影
響

 

事
態
を
回
避
す
る

た
め
の
取
組
施
策

 
令
和
４
年
度
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
令
和
５
年
度
以
降
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
指
標

 

【
国
交
】
道
路
橋
梁
の

耐
震
補
強
 

大
規
模
災
害
時
の
救
急
救
命
・
復
旧
活
動
を
支
え
る
た
め
、
緊
急
輸
送
道
路
の
道
路
橋
の
耐
震
補
強
（
大
規
模
な
地
震
時
で
も
軽
微
な
損
傷
に
留
ま
り
、
速
や
か
な
機

能
回
復
が
可
能
と
な
る
対
策
）
を
推
進
す
る
と
と
も
に
高
速
道
路
・
直
轄
国
道
を
ま
た
ぐ
跨
道
橋
の
落
橋
防
止
対
策
に
つ
い
て
優
先
的
に
支
援
す
る
。
 

【
国
交
】
緊
急
輸
送
道
路
上
の
橋
梁
の
耐
震
化
率
 

【
国
交
】
鉄
道
施
設
の

耐
震
対
策
 

 
首
都
直
下
地
震
や
南
海
ト
ラ
フ
地
震
等
の
大
規
模
地
震
に
備
え
、
主
要
駅
や
高
架
橋
等
の
耐
震
補
強
を
一
層
推
進
す
る
。
 

【
国
交
】
首
都
直
下
地
震
又
は
南
海
ト
ラ
フ
地
震

で
震
度

6
強
以
上
が
想
定
さ
れ
る
地
域
等
に
存
在

す
る
主
要
鉄
道
路
線
の
耐
震
化
率
 

【
国
交
】
鉄
道
河
川
橋

梁
の
流
失
、
傾
斜
対
策
 
 
豪
雨
に
よ
り
流
失
・
傾
斜
の
恐
れ
が
あ
る
鉄
道
河
川
橋
梁
に
つ
い
て
、
洗
掘
防
止
対
策
、
異
常
検
知
シ
ス
テ
ム
設
置
等
の
豪
雨
対
策
を
推
進
す
る
。
 

【
国
交
】
既
往
最
大
規
模
の
降
雨
に
よ
り
流
失
・

傾
斜
の
恐
れ
が
あ
る
鉄
道
河
川
橋
梁
の
流
失
・
傾

斜
対
策
の
完
了
率
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【
国
交
】
鉄
道
の
隣
接

斜
面
の
斜
面
崩
壊
対
策
 
 
豪
雨
に
よ
り
斜
面
崩
壊
の
恐
れ
が
あ
る
鉄
道
の
隣
接
斜
面
に
つ
い
て
、
斜
面
崩
壊
対
策
を
推
進
す
る
。
 

【
国
交
】
既
往
最
大
規
模
の
降
雨
に
よ
り
崩
壊
の

恐
れ
が
あ
る
鉄
道
隣
接
斜
面
の
崩
壊
防
止
対
策

の
完
了
率
 

【
国
交
】
港
湾
施
設
の

耐
震
・
耐
波
性
能
等
の

強
化
や
関
連
す
る
技
術

開
発
 

 
最
新
の
地
震
被
害
想
定
等
を
踏
ま
え
、
大
規
模
災
害
の
緊
急
物
資
輸
送
、
幹
線
物
流
機
能
の
確
保
の
た
め
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
意
識
し
た
耐
震
強
化
岸
壁
の
整
備
や

臨
港
道
路
の
耐
震
化
等
を
推
進
す
る
。
 

 
激
甚
化
・
激
甚
化
す
る
台
風
に
伴
う
高
潮
・
高
波
に
よ
る
港
湾
内
の
被
害
軽
減
を
図
る
た
め
、
最
新
の
設
計
沖
波
等
で
照
査
し
た
結
果
を
踏
ま
え
、
港
湾
施
設
の
嵩

上
げ
・
補
強
等
を
推
進
す
る
。
 

 
豪
雨
に
よ
る
大
規
模
出
水
時
等
に
船
舶
が
安
全
に
港
湾
に
到
達
で
き
る
よ
う
、
浚
渫
を
行
う
と
と
も
に
漂
流
物
の
回
収
が
円
滑
に
行
え
る
よ
う
防
災
体
制
の
強
化
を

推
進
す
る
。
 

 
被
災
区
間
の
原
形
復
旧
の
み
で
は
再
度
災
害
防
止
の
観
点
か
ら
十
分
な
防
災
機
能
を
期
待
で
き
な
い
場
合
に
、
被
災
区
間
の
原
形
復
旧
と
併
せ
た
港
湾
施
設
の
改

良
・
建
設
を
実
施
す
る
。
 

 
民
有
港
湾
施
設
の
耐
震
化
支
援
す
る
と
と
も
に
、
研
究
所
に
お
い
て
、
港
湾
施
設
の
耐
震
・
耐
波
性
能
等
の
向
上
に
係
る
技
術
開
発
を
推
進
す
る
。
 

【
国
交
】
海
上
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
維
持
の
た

め
、
高
潮
・
高
波
対
策
を
実
施
す
る
必
要
が
あ
る

港
湾
に
お
い
て
、
港
湾
機
能
維
持
・
早
期
再
開
が

可
能
と
な
る
割
合
 

【
国
交
】
埋
塞
対
策
等
を
行
う
必
要
が
あ
る
港
湾

及
び
開
発
保
全
航
路
の
う
ち
豪
雨
等
に
よ
る
大

規
模
出
水
に
備
え
た
対
策
を
講
じ
、
航
行
の
安
全

性
を
確
保
し
た
割
合
 

【
国
交
】
国
土
強
靱
化
の
た
め
、
高
度
な
実
証
実

験
に
基
づ
き
策
定
さ
れ
る
技
術
基
準
類
の
う
ち
、

策
定
さ
れ
た
も
の
の
割
合
 

【
国
交
】
大
規
模
地
震
時
に
確
保
す
べ
き
海
上
交

通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
う
ち
、
発
災
時
に
使
用
可
能

な
も
の
の
割
合
 

【
国
交
】
大
都
市
圏
環

状
道
路
の
整
備
 

迅
速
か
つ
円
滑
な
物
流
の
実
現
等
の
た
め
、
災
害
時
の
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
機
能
確
保
に
も
資
す
る
三
大
都
市
圏
環
状
道
路
の
整
備
を
推
進
す
る
。
 

【
国
交
】
三
大
都
市
圏
環
状
道
路
整
備
率
 

【
国
交
】
道
路
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
の
機
能
強
化
対

策
 

 
災
害
に
強
い
国
土
幹
線
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
機
能
を
確
保
す
る
た
め
、
高
規
格
道
路
の
ミ
ッ
シ
ン
グ
リ
ン
ク
の
解
消
及
び
暫
定
２
車
線
区
間
の
４
車
線
化
、
高
規

格
道
路
と
代
替
機
能
を
発
揮
す
る
直
轄
国
道
と
の
ダ
ブ
ル
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
強
化
等
を
推
進
す
る
。
 

【
国
交
】
高
規
格
道
路
（
有
料
）
の
４
車
線
化
優

先
整
備
区
間
の
事
業
着
手
率
 

【
国
交
】
道
路
に
よ
る
都
市
間
速
達
性
の
確
保
率
 

【
国
交
】
高
規
格
道
路
の
ミ
ッ
シ
ン
グ
リ
ン
ク
改

善
率
 

【
国
交
】
道
路
施
設
の

老
朽
化
対
策
 

 
定
期
点
検
等
に
よ
り
確
認
さ
れ
た
修
繕
が
必
要
な
道
路
施
設
（
橋
梁
、
ト
ン
ネ
ル
、
道
路
附
属
物
、
舗
装
等
）
に
つ
い
て
、
橋
梁
補
修
や
舗
装
打
ち
換
え
等
の
対
策

を
実
施
す
る
。
 

【
国
交
】
防
災
上
重
要
な
道
路
に
お
け
る
舗
装
の

修
繕
措
置
率
 

【
国
交
】
地
方
公
共
団
体
が
管
理
す
る
道
路
の
緊

急
又
は
早
期
に
対
策
を
講
ず
べ
き
橋
梁
の
修
繕

措
置
率
 

【
国
交
】
IT

を
活
用
し

た
道
路
管
理
体
制
の
強

化
対
策
 

 
緊
急
輸
送
道
路
の
う
ち
県
庁
所
在
地
、
地
方
中
心
都
市
及
び
重
要
港
湾
、
空
港
等
を
連
絡
す

る
道
路
（
緊
急
輸
送
道
路
（
１
次
））

に
お
い
て
、
緊
急
車
両
の
通
行
の
確
保
の
観
点
か
ら
常
時

監
視
が
必
要
な
区
間
に

CC
TV

カ
メ
ラ
の
設
置
を
行
う
。
 

 
除
雪
作
業
の
自
動
化
に
向
け
て
、
順
次

IC
T
除
雪
機
械
を
先
行
導
入
し
、
GN
SS

の
不
感
地
帯

対
策
を
含
め
て
現
場
実
証
を
実
施
す
る
。
ま
た
、
特
殊
車
両
の
通
行
手
続
き
の
新
シ
ス
テ
ム
の

改
修
を
行
う
。
 

引
き
続
き
、
緊
急
輸
送
道
路
（
１
次
）
に
お
い
て
緊
急
車
両
の
通

行
の
確
保
の
観
点
か
ら
常
時
監
視
が
必
要
な
区
間
に

CC
TV

カ
メ
ラ

の
設
置
を
行
う
。
 

 
遠
隔
か
ら
の
道
路
状
況
の
確
認
、
過
積
載
等
の
違
反
車
両
の
取
り

締
ま
り
を
行
う
体
制
の
強
化
や
、
AI

技
術
等
の
活
用
に
よ
る
維
持
管

理
の
効
率
化
・
省
力
化
を
推
進
す
る
。
 

【
国
交
】
緊
急
輸
送
道
路
（
1
次
）
に
お
け
る
常

時
観
測
が
必
要
な
区
間
の

CC
TV

カ
メ
ラ
の
設
置

率
 

【
国
交
】
鉄
道
施
設
の

老
朽
化
対
策
 

 
老
朽
化
が
認
め
ら
れ
る
鉄
道
施
設
に
つ
い
て
、
長
寿
命
化
に
資
す
る
補
強
・
改
良
を
支
援
す
る
。
 

【
国
交
】
予
防
保
全
型
イ
ン
フ
ラ
メ
ン
テ
ナ
ン
ス

の
転
換
に
向
け
た
施
設
の
修
繕
率
（
鉄
道
）
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【
農
水
】
農
林
道
の
迂

回
路
等
と
し
て
の
活
用

に
係
る
道
路
管
理
者
間

の
情
報
共
有
等
の
促
進
 

 
農
林
道
の
有
す
る
迂
回
路
と
し
て
の
機
能
の
実
態
調
査
を
す
す
め
る
と
と
も
に
、
国
・
県
・

民
間
団
体
等
で
構
成
さ
れ
る
「「

多
様
な
主
体
が
管
理
す
る
道
活
用
」
連
絡
会
」
等
を
活
用
す
る

こ
と
で
関
係
者
間
で
の
情
報
共
有
に
努
め
、
地
域
防
災
計
画
に
適
切
に
農
林
道
が
位
置
づ
け
ら

れ
る
よ
う
働
き
か
け
る
。
 

農
林
道
の
有
す
る
迂
回
路
と
し
て
の
機
能
の
実
態
調
査
を
す
す
め

る
と
と
も
に
、
関
係
者
間
で
の
情
報
共
有
に
努
め
、
地
域
防
災
計
画

に
適
切
に
農
林
道
が
位
置
づ
け
ら
れ
る
よ
う
働
き
か
け
る
。
 

【
農
水
】
迂
回
路
と
な
っ
て
い
る
林
道
に
つ
い

て
、
幅
員
、
設
計
荷
重
、
通
行
可
能
期
間
等
を
記

載
し
た
調
書
の
策
定
割
合
 

【
農
水
】
迂
回
路
と
な
っ
て
い
る
農
道
に
つ
い

て
、
幅
員
、
設
計
荷
重
、
通
行
可
能
期
間
等
を
記

載
し
た
調
書
の
策
定
割
合
 

【
国
交
】
迅
速
な
航
路

啓
開
の
た
め
の
体
制
の

整
備
 

 
被
災
港
湾
に
お
け
る
航
路
啓
開
及
び
水
路
測
量
に
必
要
と
な
る
被
災
後
の
最
低
水
面
（
水
深
の
基
準
面
）
を
速
や
か
に
決
定
す
る
た
め
、
全
国
の
重
要
港
湾
、
特
定

港
等
主
要
港
湾
に
お
い
て
、
GN
SS

技
術
を
用
い
た
最
低
水
面
の
調
査
を
実
施
す
る
。
 

【
国
交
】
GN
SS

技
術
を
用
い
た
最
低
水
面
調
査
の

実
施
数
 

【
国
交
】
港
湾
に
お
け

る
走
錨
事
故
の
防
止
等

に
関
す
る
対
策
 

 
令
和
元
年
房
総
半
島
台
風
等
で
発
生
し
た
走
錨
事
故
を
踏
ま
え
、
港
内
避
泊
が
困
難
な
港
湾
や
混
雑
海
域
周
辺
の
港
湾
等
に
お
い
て
、
避
泊
水
域
確
保
の
た
め
の
防

波
堤
等
の
整
備
を
推
進
す
る
。
 

【
国
交
】
船
舶
の
避
泊
水
域
を
確
保
す
る
必
要
が

あ
る
港
湾
の
う
ち
、
暴
風
時
の
安
全
な
避
難
泊
地

の
確
保
を
実
現
し
た
割
合
 

【
国
交
】
港
湾
を
活
用

し
た
広
域
的
な
復
旧
・

復
興
体
制
や
物
流
の
代

替
性
の
確
保
 

 
令
和
元
年
房
総
半
島
台
風
等
を
は
じ
め
と
す
る
近
年
の
台
風
に
よ
る
港
湾
で
の
被
害
等
を
踏
ま
え
、
港
湾

BC
P
に
基
づ
く
関
係
機
関
と
連
携
し
た
訓
練
を
実
施
し
、

昨
今
の
災
害
の
教
訓
も
踏
ま
え
、
PD
CA

サ
イ
ク
ル
に
よ
る
継
続
的
な
見
直
し
・
改
善
を
図
る
。
 

 
台
風
接
近
時
の
暴
風
等
に
よ
る
コ
ン
テ
ナ
等
の
飛
散
防
止
に
係
る
民
間
事
業
者
の
取
組
の
促
進
の
た
め
、
コ
ン
テ
ナ
の
固
縛
等
の
手
法
の
検
討
を
行
い
、
関
係
者
へ

の
周
知
を
図
る
。
 

【
国
交
】
国
際
戦
略
港
湾
・
国
際
拠
点
港
湾
・
重

要
港
湾
に
お
い
て
、
港
湾

BC
P
に
基
づ
く
関
係
機

関
と
連
携
し
た
訓
練
の
実
施
割
合
 

【
警
察
】
交
通
情
報
収

集
・
提
供
・
活
用
の
た

め
の

シ
ス

テ
ム

の
整

備
・
運
用
 

 
民
間
事
業
者
か
ら
提
供
を
受
け
る
情
報
量
の
拡
大
や
、
対
象
の
災
害
の
拡
大
に
向
け
、
民
間
事
業
者
と
協
議
を
実
施
す
る
な
ど
し
て
事
業
の
更
な
る
改
善
を
図
る
。
 

 
集
約
さ
れ
る
交
通
流
監
視
カ
メ
ラ
画
像
や
民
間
事
業
者
か
ら
提
供
を
受
け
る
情
報
量
の
拡
大
を
図
る
な
ど
す
る
た
め
、
広
域
交
通
管
制
シ
ス
テ
ム
を
維
持
管
理
し

て
、
シ
ス
テ
ム
の
安
定
し
た
運
用
を
図
る
。
 

 
警
察
が
交
通
情
報
を
外
部
機
関
と
安
全
に
送
受
信
す
る
た
め
に
必
要
な
交
通
情
報
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
装
置
及
び
そ
の
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
装
置
を
維
持
管

理
し
て
、
シ
ス
テ
ム
の
安
定
し
た
運
用
を
図
る
。
 

【
警
察
】
広
域
交
通
管
制
シ
ス
テ
ム
に
よ
る
道
路

状
況
等
の
把
握
割
合
 

【
警
察
】
信
号
機
電
源

付
加
装
置
等
の
交
通
安

全
施
設
等
の
整
備
 

 
第
５
次
社
会
資
本
整
備
重
点
計
画
で
は
、
令
和
３
年
度
か
ら
令
和
７
年
度
ま
で
に
信
号
機
電

源
付
加
装
置
約

2,
00
0
台
の
整
備
を
目
標
と
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
令
和
４
年
度
は
約

40
0
台

の
信
号
機
電
源
付
加
装
置
を
整
備
す
る
な
ど
、
交
通
安
全
施
設
等
の
整
備
を
推
進
す
る
。
 

社
会
資
本
整
備
重
点
計
画
及
び
国
土
強
靱
化
基
本
計
画
を
踏
ま

え
、
信
号
機
電
源
付
加
装
置
等
の
整
備
を
推
進
す
る
な
ど
、
交
通
安

全
施
設
等
の
整
備
を
推
進
す
る
。
 

【
警
察
】
信
号
機
電
源
付
加
装
置
の
整
備
率
（
補

助
事
業
）
 

【
警
察
】
老
朽
化
し
た

信
号
機
や
道
路
標
識
・

道
路
標
示
等
の
交
通
安

全
施
設
等
の
更
新
 

 
第
５
次
社
会
資
本
整
備
重
点
計
画
で
は
、
令
和
３
年
度
か
ら
令
和
７
年
度
ま
で
に
老
朽
化
し

た
信
号
機
約
４
万

5,
00
0
基
の
更
新
を
目
標
と
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、令

和
４
年
度
は
約
9,
00
0

基
の
信
号
機
を
更
新
す
る
と
と
も
に
、
老
朽
化
し
た
道
路
標
識
・
道
路
標
示
等
の
交
通
安
全
施

設
等
の
更
新
を
推
進
す
る
。
 

 
社
会
資
本
整
備
重
点
計
画
及
び
国
土
強
靱
化
基
本
計
画
を
踏
ま

え
、
老
朽
化
し
た
信
号
機
や
道
路
標
識
・
道
路
標
示
等
の
交
通
安
全

施
設
等
の
更
新
を
継
続
的
に
推
進
す
る
。
 

【
警
察
】
老
朽
化
し
た
信
号
機
の
更
新
率
（
補
助

事
業
）
 

【
国
交
】
港
湾
に
お
け

る
老
朽
化
対
策
 

 
平
時
・
災
害
時
の
海
上
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
維
持
、
港
湾
施
設
の
安
全
な
利
用
等
を
確
保
す
る
た
め
、
係
留
施
設
等
に
つ
い
て
老
朽
化
対
策
を
実
施
す
る
。
 

【
国
交
】
老
朽
化
し
た
港
湾
施
設
（
約

25
,0
00

施

設
）
の
う
ち
、
予
防
保
全
型
の
対
策
を
導
入
し
、

機
能
の
保
全
及
び
安
全
な
利
用
等
が
可
能
と
な

っ
た
割
合
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【
国
交
】
港
湾
に
お
け

る
デ
ジ
タ
ル
化
に
関
す

る
対
策
 

 
IC
T
施
工
や

BI
M/
CI
M
活
用
等
に
よ
り
生
産
性
向
上
を
図
る

i-
Co
ns
tr
uc
ti
on

を
推
進
す

る
た
め
、
港
湾
工
事
の
う
ち
地
盤
改
良
工
・
基
礎
工
に
つ
い
て
、
ク
ラ
ウ
ド
上
に
お
け
る
関
係

者
間
で
の
３
次
元
デ
ー
タ
の
共
有
及
び
監
督
・
検
査
へ
の
活
用
を
可
能
と
す
る
シ
ス
テ
ム
の
構

築
・
ル
ー
ル
の
整
備
を
行
う
。
 

 
全
国
の
港
湾
の
う
ち
、
10

港
を
モ
デ
ル
と
し
て
イ
ン
フ
ラ
情
報
の
電
子
化
を
行
い
、
こ
れ
ら

デ
ー
タ
を
共
有
す
る
基
盤
（
Cy
be
r 

Po
rt
（
港
湾
イ
ン
フ
ラ
分
野
））

の
プ
ロ
ト
タ
イ
プ
を
設

計
・
構
築
す
る
。
 

工
種
を
拡
大
し
、
全
て
の
工
種
に
お
け
る
３
次
元
デ
ー
タ
の
共
有

及
び
監
督
・
検
査
へ
の
活
用
が
可
能
と
な
る
よ
う
、
シ
ス
テ
ム
の
改

良
・
ル
ー
ル
の
整
備
を
行
う
。
 

 
Cy
be
r 
Po
rt
(港

湾
イ
ン
フ
ラ
分
野
)に

関
し
て
、
機
能
の
拡
張
お

よ
び
連
携
デ
ー
タ
・
対
象
港
湾
の
拡
大
を
行
う
。
 

【
国
交
】
イ
ン
フ
ラ
情
報
を
デ
ジ
タ
ル
化
し
、

Cy
be
r 
Po
rt
（
港
湾
イ
ン
フ
ラ
分
野
）
に
て
円
滑

な
デ
ー
タ
共
有
を
可
能
と
し
た
港
湾
の
割
合
 

【
国
交
】
港
湾
工
事
に
お
い
て
３
次
元
デ
ー
タ
を

活
用
し
、
工
事
の
効
率
化
を
図
っ
た
割
合
 

【
国
交
】
滑
走
路
等
の

耐
震
対
策
 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
拠
点
と
な
る
空
港
に
お
い
て
、
地
震
発
生
後
に
お
け
る
救
急
・
救
命
活
動
等
の
拠
点
機
能
の
確
保
や
航
空
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
維
持
を
可
能
と
す
る

た
め
、
滑
走
路
等
の
耐
震
対
策
を
実
施
す
る
。
 

【
国
交
】
滑
走
路
等
の
耐
震
対
策
に
よ
り
、
地
震

発
生
後
に
お
け
る
救
急
･救

命
活
動
等
の
拠
点
機

能
の
確
保
や
航
空
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
維
持
が
可

能
と
な
る
空
港
の
割
合
 

【
国
交
】
空
港
の
老
朽

化
対
策
 

定
期
的
な
点
検
等
に
よ
り
劣
化
・
損
傷
の
程
度
や
原
因
を
把
握
し
、
老
朽
化
の
進
ん
で
い
る
施
設
に
つ
い
て
効
率
的
か
つ
効
果
的
な
更
新
・
改
良
を
引
き
続
き
実
施

す
る
。
 

【
国
交
】
施
設
の
老
朽
化
に
起
因
す
る
航
空
機
事

故
及
び
重
大
イ
ン
シ
デ
ン
ト
の
件
数
 

5-
8）

食
料
等
の
安
定
供
給
の
停
滞

 
 

 

事
態
を
回
避
す
る

た
め
の
取
組
施
策

 
令
和
４
年
度
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
令
和
５
年
度
以
降
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
指
標

 

【
農
水
】
 水

産
物
の
一

連
の
生
産
・
流
通
過
程

に
お
け
る

BC
P
の
策
定

の
促
進
 

「
災
害
に
強
い
水
産
地
域
づ
く
り
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
等
の
普
及
を
行
う
と
と
も
に
、
そ
れ
に
基
づ
く
個
別
地
域

BC
P
の
策
定
を
推
進
す
る
。
 

【
農
水
】
水
産
物
の
流
通
拠
点
と
な
る
漁
港
の
う

ち
、
災
害
発
生
時
に
お
け
る
水
産
業
の
早
期
回
復

体
制
が
構
築
さ
れ
た
漁
港
の
割
合
 

【
農
水
】
災
害
時
に
お

け
る
食
品
サ
プ
ラ
イ
チ

ェ
ー
ン
の
事
業
者
間
の

連
携
・
協
力
体
制
の
構

築
 

 
大
規
模
災
害
時
の
被
災
地
域
に
お
い
て
、
食
料
供
給
の
維
持
・
回
復
に
資
す
る
こ
と
を
目
的

と
し
て
策
定
し
た
指
針
等
を
活
用
し
、
食
品
産
業
事
業
者
団
体
や
食
品
産
業
事
業
者
と
の
会
合

の
場
等
に
お
い
て
食
品
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
全
体
の
食
品
産
業
事
業
者
間
の
連
携
・
協
力
体
制

の
構
築
の
必
要
性
に
つ
い
て
普
及
に
努
め
、
食
品
産
業
事
業
者
の

BC
P
策
定
等
を
促
進
す
る
。

ま
た
、
令
和
３
年
度
に
発
生
し
た
災
害
の
経
験
を
踏
ま
え
、
既
に
策
定
済
み
の

BC
P
に
つ
い
て

も
必
要
に
応
じ
た
見
直
し
を
促
す
。
 

 
大
規
模
災
害
時
の
被
災
地
域
に
お
い
て
、
食
料
供
給
の
維
持
・
回

復
に
資
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
策
定
し
た
指
針
等
を
活
用
し
、
食

品
産
業
事
業
者
の

BC
P
策
定
等
を
促
進
し
、
ま
た
、
前
年
度
の
取
組

内
容
を
検
証
し
、
食
品
産
業
事
業
者
団
体
や
食
品
産
業
事
業
者
と
の

会
合
の
場
等
を
活
用
し
、
食
品
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
全
体
の
食
品
産

業
事
業
者
間
の
連
携
・
協
力
体
制
の
構
築
の
必
要
性
に
つ
い
て
継
続

的
な
普
及
に
努
め
る
。
 

【
農
水
】
食
品
産
業
事
業
者
に
お
け
る
連
携
・
協

力
体
制
の
構
築
割
合
 

【
農
水
】
園
芸
産
地
事

業
継
続
対
策
 

 
都
道
府
県
が
策
定
し
た
推
進
計
画
に
基
づ
き
、
都
道
府
県
や
市
町
村
、
農
業
者
の
組
織
す
る
団
体
等
が
事
業
継
続
計
画
の
策
定
や
、
事
業
継
続
計
画
の
実
行
に
必
要

な
体
制
整
備
、
事
業
継
続
計
画
の
実
践
に
必
要
な
取
組
を
支
援
す
る
。
 

 
本
対
策
の
実
施
に
よ
り
作
成
さ
れ
た
事
業
継
続
計
画
の
策
定
マ
ニ
ュ
ア
ル
等
の
成
果
物
や
優
良
事
例
に
つ
い
て
、
広
く
周
知
を
行
い
、
園
芸
産
地
に
お
け
る
非
常
時

の
対
応
能
力
向
上
に
向
け
て
事
業
継
続
計
画
の
策
定
を
推
進
す
る
。
 

【
農
水
】
都
道
府
県
の
策
定
す
る
園
芸
産
地
に
お

け
る
事
業
継
続
推
進
計
画
の
策
定
率
 

【
農
水
】
非
常
時
の
備
え
が
特
に
必
要
と
さ
れ
る

一
定
規
模
以
上
の
農
業
用
ハ
ウ
ス
で
対
策
が
実

施
さ
れ
た
面
積
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【
農
水
】
農
業
水
利
施

設
の
耐
震
化
 

 
基
幹
的
農
業
水
利
施
設
の
う
ち
、
ダ
ム
等
極
め
て
重
要
な
国
営
造
成
施
設
に
つ
い
て
レ
ベ
ル

２
地
震
動
に
対
応
し
た
耐
震
化
計
画
を
策
定
し
、
事
業
化
に
向
け
た
各
種
計
画
策
定
や
法
令
等

の
手
続
、
費
用
負
担
の
考
え
方
な
ど
の
合
意
形
成
を
図
り
、
計
画
的
な
対
策
着
手
を
進
め
て
い

く
。
 

 
令
和
７
年
度
ま
で
に
、
耐
震
対
策
が
早
期
に
必
要
と
判
明
し
て
い

る
重
要
度
の
高
い
国
営
造
成
施
設
に
お
け
る
対
策
着
手
の
割
合
が

10
0％

と
な
る
よ
う
事
業
化
に
向
け
た
各
種
計
画
策
定
や
法
令
等
の

手
続
、
費
用
負
担
の
考
え
方
を
含
め
、
関
係
者
と
の
調
整
を
早
め
に

行
い
、
合
意
形
成
を
図
り
、
対
策
着
手
を
進
め
て
い
く
。
 

【
農
水
】
耐
震
対
策
が
早
期
に
必
要
と
判
明
し
て

い
る
重
要
度
の
高
い
国
営
造
成
施
設
に
お
け
る

対
策
着
手
の
割
合
 

【
農
水
】
た
め
池
の
ハ

ー
ド
及
び
ソ
フ
ト
対
策

の
推
進
 

 
た
め
池
工
事
特
措
法
に
基
づ
き
、
防
災
工
事
等
の
ハ
ー
ド
対
策
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、
早
急
に
防
災
工
事
に
着
手
で
き
な
い
た
め
池
に
つ
い
て
は
、
避
難
場
所
や

経
路
を
示
し
た
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
等
の
ソ
フ
ト
対
策
を
適
切
に
組
み
合
わ
せ
て
、
た
め
池
の
防
災
・
減
災
対
策
を
一
層
推
進
し
て
い
く
。
 

【
農
水
】
防
災
重
点
農
業
用
た
め
池
に
お
け
る
防

災
対
策
着
手
の
割
合
 

【
農
水
】
防
災
重
点
農
業
用
た
め
池
の
防
災
・
減

災
対
策
 

【
農
水
】
農
村
地
域
レ

ベ
ル
で
の
総
合
的
な
防

災
・
減
災
対
策
の
推
進

（
排
水
対
策
充
実
、
地

す
べ
り
対
策
等
）
 

令
和
４
年
度
は
、
た
め
池
の
洪
水
調
節
機
能
の
強
化
を
目
的
と
し
た
た
め
池
整
備
等
の
支
援
制

度
や
、
湛
水
被
害
の
防
止
を
目
的
と
し
た
農
業
生
産
基
盤
の
整
備
等
の
支
援
制
度
を
拡
充
し
、

引
き
続
き
た
め
池
や
排
水
機
場
、
排
水
路
等
を
整
備
し
、
農
地
及
び
市
街
地
・
集
落
を
含
む
農

村
地
域
の
湛
水
被
害
等
を
防
止
す
る
た
め
の
防
災
・
減
災
対
策
を
一
層
推
進
し
て
い
く
。
 

 
た
め
池
や
排
水
機
場
、
排
水
路
等
を
整
備
し
、
農
地
及
び
市
街
地
・

集
落
を
含
む
農
村
地
域
の
湛
水
被
害
等
を
防
止
す
る
。
 

【
農
水
】
湛
水
被
害
等
が
防
止
さ
れ
る
農
地
及
び

周
辺
地
域
の
土
地
改
良
長
期
計
画
（
R3
～
7
年
度

の
5
年
間
）
で
の
目
標
面
積
に
対
す
る
達
成
率
 

【
農
水
】
漁
港
施
設
の

耐
震
化
等
 

 
大
規
模
津
波
に
よ
る
甚
大
な
被
害
が
予
測
さ
れ
る
地
域
や
拠
点
的
漁
港
に
お
け
る
防
波
堤
の
耐
津
波
化
や
岸
壁
の
耐
震
化
、
近
年
激
甚
化
す
る
台
風
・
低
気
圧
災
害

に
備
え
、
防
波
堤
の
耐
浪
化
対
策
等
を
推
進
す
る
。
 

【
農
水
】
離
島
航
路
を
有
す
る
漁
港
に
お
い
て
、

地
震
・
津
波
に
対
す
る
主
要
施
設
の
安
全
性
が
確

保
さ
れ
た
漁
港
の
割
合
 

【
農
水
】
水
産
物
の
流
通
拠
点
と
な
る
漁
港
の
う

ち
、
災
害
発
生
時
に
お
け
る
水
産
業
の
早
期
回
復

体
制
が
構
築
さ
れ
た
漁
港
の
割
合
 

【
農
水
】
水
産
物
の
流
通
拠
点
と
な
る
漁
港
及
び

災
害
発
生
時
に
救
援
活
動
、
物
資
輸
送
等
の
拠
点

と
な
る
漁
港
等
に
お
い
て
、
地
震
・
津
波
に
対
す

る
主
要
施
設
の
安
全
性
が
確
保
さ
れ
た
漁
港
の

割
合
 

【
農
水
】
卸
売
市
場
施

設
整
備
の
推
進
 

 
卸
売
市
場
法
に
基
づ
き
中
央
卸
売
市
場
又
は
地
方
卸
売
市
場
の
認
定
を
受
け
た
卸
売
市
場
に
お
い
て
、
災
害
時
に
も
業
務
が
継
続
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
の
防

災
・
減
災
対
策
も
含
め
た
卸
売
市
場
施
設
整
備
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
都
道
府
県
毎
の
主
要
な
卸
売
市
場
に
お
い
て
、
想
定
さ
れ
る
災
害
発
生
リ
ス
ク
に
対
応
し
た

防
災
・
減
災
対
応
を
行
う
た
め
の
施
設
を
早
急
に
整
備
す
る
た
め
の
加
速
化
対
策
を
実
施
す
る
。
 

【
農
水
】
場
内
物
流
改
善
体
制
の
構
築
に
取
組
ん

で
い
る
卸
売
市
場
数
 

【
農
水
】
主
要
な
卸
売
市
場
の
う
ち
、
40

年
程
度

大
規
模
な
改
修
等
を
実
施
し
て
い
な
い
老
朽
化

し
た
卸
売
市
場
２
か
所
を
対
象
と
し
て
、
想
定
さ

れ
る
災
害
発
生
リ
ス
ク
に
対
応
し
た
施
設
改
修

の
完
了
率
 

【
農
水
】「
緊
急
事
態
食

料
安
全
保
障
指
針
」
に

基
づ
く
対
策
 

 
「
緊
急
事
態
食
料
安
全
保
障
指
針
」
に
基
づ
き
、
平
素
か
ら
適
切
か
つ
効
率
的
な
備
蓄
の
運
用
及
び
安
定
的
な
輸
入
の
確
保
を
行
い
、
食
料
の
供
給
が
不
足
す
る
場

合
に
備
え
る
。
 

【
農
水
】
政
府
備
蓄
米
の
備
蓄
水
準
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電
力
供
給
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
発
変
電
所
、
送
配
電
設
備
）
や
都
市
ガ
ス
供
給
、
石
油
・
LP

ガ
ス
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
等
の
長
期
間
に
わ
た
る
機
能
の
停
止
 

事
態
を
回
避
す
る

た
め
の
取
組
施
策

 
令
和
４
年
度
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
令
和
５
年
度
以
降
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
指
標

 

【
防
衛
】
イ
ン
フ
ラ
企

業
等
関
係
機
関
と
の
共

同
図
上
演
習
等
の
実
施
 

 
災
害
時
の
自
衛
隊
と
イ
ン
フ
ラ
企
業
等
関
係
機
関
の
協
力
に
よ
る
復
旧
の
迅
速
化
を
図
る
た
め
、
共
同
図
上
演
習
等
の
実
施
等
事
前
の
協
力
体
制
の
強
化
に
努
め

る
。
 

【
防
衛
】
停
電
復
旧
等
に
係
る
共
同
図
上
演
習
の

実
施
率
 

【
経
産
】
送
電
網
の
整

備
・
強
化
対
策
 

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
大
量
導
入
へ
の
対
応
と
電
力
融
通
の
更
な
る
円
滑
化
の
た
め
に
、

全
国
大
で
の
広
域
連
系
系
統
の
形
成
を
計
画
的
に
進
め
る
べ
く
、
送
電
網
整
備
に
関
す
る
マ
ス

タ
ー
プ
ラ
ン
策
定
の
取
組
を
着
実
か
つ
迅
速
に
進
め
る
。
令
和
４
年
度
中
を
目
途
に
策
定
を
目

指
す
。
 

今
後
の
状
況
を
踏
ま
え
、
策
定
し
た
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
を
も
と
に

個
別
の
整
備
計
画
の
具
体
化
を
検
討
し
つ
つ
、
新
し
い
託
送
料
金
制

度
に
基
づ
き
、
一
般
送
配
電
事
業
者
を
中
心
と
し
て
、
送
電
網
の
強

化
に
必
要
な
投
資
を
行
う
。
 

【
経
産
】
日
本
に
お
け
る
１
需
要
家
あ
た
り
の
年

間
停
電
時
間
 

【
環
境
】
災
害
・
停
電

時
に
役
立
つ
避
難
施
設

防
災
拠
点
の
再
エ
ネ
・

蓄
エ

ネ
設

備
等

の
自

立
・
分
散
型
エ
ネ
ル
ギ

ー
設
備
に
関
す
る
対
策
 

 
地
域
防
災
計
画
に
避
難
施
設
等
と
し
て
位
置
付
け
ら
れ
た
、
又
は
災
害
等
発
生
時
に
業
務
を

維
持
す
る
べ
き
公
共
施
設
に
お
け
る
、
大
規
模
災
害
時
に
お
い
て
も
発
電
・
電
力
供
給
等
の
機

能
発
揮
が
可
能
な
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
停
電
時
自
立
機
能
を
持
つ
コ
ジ
ェ
ネ
レ
ー
シ
ョ
ン

シ
ス
テ
ム
等
の
自
立
・
分
散
型
エ
ネ
ル
ギ
ー
設
備
の
整
備
等
を
実
施
す
る
。
 

大
規
模
災
害
時
に
お
い
て
も
発
電
・
電
力
供
給
等
の
機
能
発
揮
が

可
能
な
再
エ
ネ
・
蓄
エ
ネ
シ
ス
テ
ム
等
の
自
立
・
分
散
型
エ
ネ
ル
ギ

ー
設
備
の
整
備
等
を
実
施
す
る
。
 

【
環
境
】
災
害
・
停
電
時
に
機
能
発
揮
を
可
能
と

し
た
避
難
施
設
・
防
災
拠
点
の
箇
所
数
 

【
経
産
】
災
害
時
に
自

立
し
た
電
力
供
給
が
可

能
な
地
域
マ
イ
ク
ロ
グ

リ
ッ
ド
の
構
築
支
援
 

 
頻
発
す
る
災
害
へ
の
レ
ジ
リ
エ
ン
ス
強
化
を
図
る
べ
く
、
地
域
マ
イ
ク
ロ
グ
リ
ッ
ド
の
構
築

を
全
国
に
拡
大
す
る
た
め
導
入
プ
ラ
ン
作
成
支
援
及
び
構
築
支
援
を
さ
ら
に
推
し
進
め
て
い

く
。
ま
た
、
地
域
マ
イ
ク
ロ
グ
リ
ッ
ド
構
築
後
に
災
害
時
の
み
な
ら
ず
平
時
の
活
用
を
踏
ま
え

た
運
用
を
行
う
上
で
、
制
度
上
の
課
題
整
理
・
解
決
の
た
め
関
係
部
局
と
連
携
し
て
い
く
。
 

実
際
に
運
用
し
て
い
く
中
で
発
現
し
た
課
題
を
整
理
し
て
、
課
題

解
決
に
向
け
た
協
議
を
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
等
と
行
っ
て
い
く
。
 

【
経
産
】
地
域
マ
イ
ク
ロ
グ
リ
ッ
ド
の
構
築
モ
デ

ル
件
数
 

【
経
産
】
製
油
所
等
の

緊
急
入
出
荷
能
力
の
強

化
 

 
製
油
所
等
の
強
靱
化
対
策
（
排
水
設
備
の
増
強
等
）
を
実
施
す
る
。
 

【
経
産
】
特
別
警
報
級
の
大
雨
や
高
潮
等
の
新
た

な
事
象
を
想
定
し
た
強
靱
化
対
策
を
実
施
し
、
災

害
対
応
能
力
の
強
化
を
図
る
製
油
所
の
箇
所
数
 

【
経
産
】
災
害
時
石
油

供
給
連
携
計
画
の
訓
練

の
継
続
及
び
計
画
の
見

直
し
 

 
災
害
時
石
油
供
給
連
携
計
画
の
訓
練
に
つ
い
て
は
、
そ
の
定
着
・
習
熟
を
図
る
た
め
、
石
油

業
界
、
関
係
省
庁
、
地
方
公
共
団
体
等
が
連
携
し
た
上
で
、
訓
練
を
定
期
的
に
実
施
す
る
。
令

和
３
年
度
の
訓
練
に
お
い
て
見
つ
か
っ
た
課
題
に
つ
い
て
対
応
で
き
る
よ
う
な
形
で
、
訓
練
企

画
を
行
う
。
 

 
災
害
時
石
油
供
給
連
携
計
画
の
訓
練
に
つ
い
て
は
、
そ
の
定
着
・

習
熟
を
図
る
た
め
、
石
油
業
界
、
関
係
省
庁
、
地
方
公
共
団
体
等
が

連
携
し
た
上
で
、
訓
練
を
定
期
的
に
実
施
す
る
。
令
和
４
年
度
の
訓

練
に
お
い
て
見
つ
か
っ
た
課
題
に
つ
い
て
対
応
で
き
る
よ
う
な
形

で
、
訓
練
企
画
を
行
う
。
 

【
経
産
】
災
害
時
石
油
供
給
連
携
計
画
実
施
訓
練

の
前
年
度
課
題
の
改
善
率
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6-
2）

上
水
道
等
の
長
期
間
に
わ
た
る
供
給
停
止
 

 
 

事
態
を
回
避
す
る

た
め
の
取
組
施
策

 
令
和
４
年
度
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
令
和
５
年
度
以
降
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
指
標

 

【
厚
労
】
水
道
施
設
の

耐
震
化
や
耐
水
化
等
の

推
進
 

 
水
道
施
設
の
計
画
的
な
更
新
等
を
適
切
に
行
い
、
水
道
施
設
の
耐
震
化
や
耐
水
化
等
の
耐
災

害
性
強
化
の
推
進
を
図
っ
て
い
く
た
め
、
水
道
事
業
者
等
に
お
け
る
対
策
の
進
捗
状
況
を
踏
ま

え
、
水
道
事
業
者
等
に
対
し
、
耐
災
害
性
強
化
対
策
に
関
す
る
取
組
の
好
事
例
の
水
平
展
開
等

の
技
術
的
支
援
や
財
政
支
援
等
を
行
っ
て
い
く
。
 

 
水
道
施
設
の
計
画
的
な
更
新
等
を
適
切
に
行
い
、
水
道
施
設
の
耐

震
化
や
耐
水
化
等
の
耐
災
害
性
強
化
の
推
進
を
図
っ
て
い
く
た
め
、

水
道
事
業
者
等
に
お
け
る
対
策
の
進
捗
状
況
を
踏
ま
え
た
水
道
事
業

者
等
に
対
す
る
適
切
な
技
術
的
支
援
や
財
政
支
援
等
を
行
っ
て
い

く
。
 

【
厚
労
】
配
水
場
の
耐
震
化
率
 

【
厚
労
】
浄
水
場
の
土
砂
災
害
対
策
実
施
率
 

【
厚
労
】
浄
水
場
の
停
電
対
策
実
施
率
 

【
厚
労
】
上
水
道
の
基
幹
管
路
の
耐
震
適
合
率
 

【
厚
労
】
浄
水
場
の
耐
震
化
率
 

【
厚
労
】
浄
水
場
の
浸
水
災
害
対
策
実
施
率
 

【
厚
労
】
水
道
の
応
急

対
策
の
強
化
 

 
危
機
管
理
マ
ニ
ュ
ア
ル
策
定
の
必
要
性
な
ど
既
往
の
災
害
対
応
で
得
ら
れ
た
知
見
を
踏
ま

え
、
立
入
検
査
等
の
機
会
を
通
じ
、
引
き
続
き
水
道
事
業
者
等
に
お
け
る
危
機
管
理
マ
ニ
ュ
ア

ル
の
策
定
及
び
充
実
等
を
進
め
る
ほ
か
、
道
路
等
の
地
理
情
報
を
記
載
し
た
水
道
施
設
台
帳
の

作
成
・
電
子
化
を
進
め
る
た
め
、「

簡
易
な
水
道
施
設
台
帳
の
電
子
シ
ス
テ
ム
導
入
に
関
す
る
ガ

イ
ド
ラ
イ
ン
」
等
を
周
知
す
る
な
ど
の
技
術
的
支
援
を
行
っ
て
い
く
。
 

災
害
対
応
に
つ
い
て
随
時
検
証
作
業
を
進
め
る
こ
と
で
、
日
本
水

道
協
会
を
中
心
と
し
た
応
援
体
制
に
つ
い
て
実
効
性
を
高
め
て
い

く
。
 

 
さ
ら
に
、
立
入
検
査
に
お
け
る
指
導
等
に
よ
り
、
水
道
事
業
者
等

に
お
け
る
危
機
管
理
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
策
定
を
推
進
す
る
ほ
か
、「
簡
易

な
水
道
施
設
台
帳
の
電
子
シ
ス
テ
ム
導
入
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
」
等
を
周
知
す
る
な
ど
の
技
術
的
支
援
に
よ
り
、
道
路
等
の
地
理

情
報
を
記
載
し
た
水
道
施
設
台
帳
の
作
成
・
電
子
化
を
推
進
す
る
。
 

【
厚
労
】
水
道
施
設
平
面
図
の
デ
ジ
タ
ル
化
率
 

【
厚
労
】
危
機
管
理
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
策
定
率
 

【
経
産
】
指
針
に
基
づ

く
更
新
計
画
及
び

BC
P

策
定
に
よ
る
工
業
用
水

道
強
靱
化
の
推
進
 

 
工
業
用
水
道
事
業
向
け

BC
P
策
定
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
公
表
し
、
ブ
ロ
ッ
ク
会
議
等
に
お
い
て

当
該
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
及
び
ア
セ
ッ
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
指
針
に
つ
い
て
事
業
者
に
周
知
啓
発
を

行
い
、
当
該
指
針
に
基
づ
く
計
画
及
び

BC
P
の
策
定
を
促
す
と
と
も
に
、
策
定
状
況
に
つ
い
て

把
握
す
る
た
め
、
調
査
を
行
う
。
 

 
強
靱
化
事
業
（
耐
震
化
・
浸
水
対
策
・
停
電
対
策
等
）
の
進
捗
を
促
す
べ
く
工
業
用
水
道
事

業
費
補
助
金
制
度
を
見
直
し
た
と
こ
ろ
で
あ
り
、
引
き
続
き
ア
セ
ッ
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
指
針
に

基
づ
く
計
画
ま
た
は

BC
P
に
基
づ
き
実
施
さ
れ
る
事
業
や
５
か
年
加
速
化
対
策
に
基
づ
く
強
靱

化
の
加
速
化
が
必
要
な
事
業
に
対
す
る
支
援
を
行
う
。
 

 
ブ
ロ
ッ
ク
会
議
等
に
お
い
て
工
業
用
水
道
事
業
向
け

BC
P
策
定
ガ

イ
ド
ラ
イ
ン
及
び
ア
セ
ッ
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
指
針
に
つ
い
て
事
業
者

に
周
知
啓
発
を
行
い
、
当
該
指
針
に
基
づ
く
計
画
及
び

BC
P
の
策
定

を
促
す
。
 

 
BC
P
策
定
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
つ
い
て
、
工
業
用
水
道
事
業
者
へ
の

調
査
を
行
い
つ
つ
、
不
断
の
見
直
し
に
取
り
組
む
。
 

 
強
靱
化
事
業
（
耐
震
化
・
浸
水
対
策
・
停
電
対
策
等
）
の
進
捗
を

促
す
べ
く
工
業
用
水
道
事
業
費
補
助
金
制
度
を
見
直
し
た
と
こ
ろ
で

あ
り
、
引
き
続
き
ア
セ
ッ
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
指
針
に
基
づ
く
計
画
ま

た
は

BC
P
に
基
づ
き
実
施
さ
れ
る
事
業
や
５
か
年
加
速
化
対
策
に
基

づ
く
強
靱
化
の
加
速
化
が
必
要
な
事
業
に
対
す
る
支
援
を
行
う
。
 

【
経
産
】
浸
水
害
を
想
定
し
た

BC
P
策
定
率
 

【
経
産
】
最
大
規
模
の
地
震
を
想
定
し
た

BC
P
策

定
率
 

【
経
産
】
BC
P
等
と
連
携
し
た
停
電
対
策
実
施
率
 

【
経
産
】
BC
P
等
と
連
携
し
た
浸
水
対
策
実
施
率
 

【
経
産
】
工
業
用
水
道
の
基
幹
管
路
の
耐
震
化
適

合
率
 

7-
1）

地
震
に
伴
う
市
街
地
の
大
規
模
火
災
の
発
生
に
よ
る
多
数
の
死
傷
者
の
発
生

 
 

事
態
を
回
避
す
る

た
め
の
取
組
施
策

 
令
和
４
年
度
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
令
和
５
年
度
以
降
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
指
標

 

【
国
交
】
避
難
地
等
と

な
る
公
園
、
緑
地
、
広

場
等
に
お
け
る
老
朽
化

対
策
の
推
進
 

 
避
難
地
等
と
な
る
公
園
、
緑
地
、
広
場
等
に
お
け
る
老
朽
化
対
策
（
老
朽
化
し
た
園
路
や
ト
イ
レ
等
の
公
園
施
設
の
改
修
）
を
推
進
す
る
。
 

【
国
交
】
イ
ン
フ
ラ
長
寿
命
化
計
画
を
策
定
済
み

の
都
市
公
園
（
令
和
元
年
度
時
点
：
約

66
,0
00
 公

園
）
の
う
ち
、
緊
急
度
の
高
い
老
朽
化
し
た
公
園

施
設
の
改
修
等
の
対
策
を
実
施
で
き
て
い
る
都

市
公
園
の
割
合
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【
国
交
】
避
難
地
等
と

な
る
公
園
、
緑
地
、
広

場
等
の
整
備
 

 
住
民
の
緊
急
避
難
の
場
や
最
終
避
難
地
、
防
災
拠
点
等
と
な
る
公
園
、
緑
地
、
広
場
等
の
整
備
を
推
進
す
る
。
 

【
国
交
】
一
定
水
準
の
防
災
機
能
を
備
え
る
オ
ー

プ
ン
ス
ペ
ー
ス
が
一
箇
所
以
上
確
保
さ
れ
た
都

市
の
割
合
 

【
国
交
】
機
能
を
十
分
発
揮
さ
せ
る
た
め
に
整
備

が
必
要
な
防
災
公
園
（
約

16
0
箇
所
程
度
）
の
対

策
実
施
率
 

【
国
交
】
延
焼
防
止
等

に
資
す
る
緑
地
の
確
保

等
 

 
密
集
市
街
地
等
に
お
け
る
大
規
模
火
災
の
延
焼
防
止
効
果
を
向
上
さ
せ
る
た
め
の
空
き
地
等
に
お
け
る
緑
地
の
整
備
を
推
進
す
る
。
 

【
国
交
】
一
定
水
準
の
防
災
機
能
を
備
え
る
オ
ー

プ
ン
ス
ペ
ー
ス
が
一
箇
所
以
上
確
保
さ
れ
た
都

市
の
割
合
 

【
国
交
】
密
集
市
街
地

等
の
改
善
に
向
け
た
対

策
の
推
進
 

 
密
集
市
街
地
等
に
お
い
て
、
防
災
性
の
向
上
や
住
環
境
改
善
を
図
る
た
め
、
避
難
路
と
な
る
道
路
の
整
備
や
避
難
場
所
と
な
る
公
園
・
空
き
地
の
整
備
、
老
朽
建
築

物
の
除
却
や
延
焼
防
止
性
能
の
高
い
建
築
物
へ
の
建
て
替
え
等
の
取
組
を
推
進
す
る
。
ま
た
、
密
集
市
街
地
の
整
備
改
善
を
加
速
化
し
、
よ
り
一
層
の
安
全
性
を
確
保

す
る
た
め
、
防
災
設
備
の
設
置
（
消
防
水
利
、
防
災
備
蓄
倉
庫
等
）、

防
災
マ
ッ
プ
の
作
成
や
消
火
・
避
難
訓
練
の
実
施
等
の
ソ
フ
ト
対
策
を
強
化
す
る
。
 

【
国
交
】
地
域
防
災
力
の
向
上
に
資
す
る
ソ
フ
ト

対
策
の
実
施
率
 

【
国
交
】
危
険
密
集
市
街
地
の
面
積
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【
文
科
】
公
立
学
校
施

設
の
防
災
機
能
強
化
・

老
朽
化
対
策
等
（
非
構

造
部
材
の
耐
震
対
策
を

含
む
）
 

 
公
立
学
校
施
設
の
非
構
造
部
材
の
耐
震
対
策
を
含
め
た
老
朽
化
対
策
を
進
め
る
と
と
も
に
、
計
画
的
か
つ
効
率
的
な
長
寿
命
化
改
修
等
を
推
進
す
る
。
ま
た
、
特
別

教
室
等
へ
の
空
調
設
置
、
ト
イ
レ
整
備
、
給
食
施
設
の
整
備
、
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
等
に
加
え
、
雨
水
貯
留
槽
や
暗
渠
排
水
機
能
等
の
整
備
に
よ
る
水
害
対
策
も
含
め
、

公
立
学
校
施
設
の
防
災
機
能
の
強
化
に
つ
い
て
推
進
す
る
。
 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
老
朽
化
対
策
実

施
率
 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
ト
イ
レ
洋
式
化

率
 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
空
調
設
置
率

（
特
別
教
室
）
 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー

化
の
整
備
率
（
校
舎
、
ス
ロ
ー
プ
、
昇
降
口
・
玄

関
等
か
ら
教
室
等
ま
で
）
 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー

化
の
整
備
率
（
校
舎
、
バ
リ
ア
フ
リ
ー
ト
イ
レ
）
 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー

化
の
整
備
率
（
校
舎
、
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
）
 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー

化
の
整
備
率
（
体
育
館
、
ス
ロ
ー
プ
、
門
か
ら
建

物
の
前
ま
で
）
 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー

化
の
整
備
率
（
体
育
館
、
ス
ロ
ー
プ
、
昇
降
口
・

玄
関
等
か
ら
ア
リ
ー
ナ
等
ま
で
）
 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー

化
の
整
備
率
（
体
育
館
、
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
）
 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー

化
の
整
備
率
（
体
育
館
、
バ
リ
ア
フ
リ
ー
ト
イ
レ
） 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
空
調
設
置
率

（
体
育
館
等
）
 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー

化
の
整
備
率
（
校
舎
、
ス
ロ
ー
プ
、
門
か
ら
建
物

の
前
ま
で
）
 

【
文
科
】
公
立
小
中
学
校
施
設
の
吊
り
天
井
等
以

外
の
非
構
造
部
材
の
耐
震
対
策
実
施
率
 

【
内
閣
府
・
総
務
・
経

産
】
大
規
模
地
震
時
の

電
気
火
災
対
策
の
推
進
 

 
感
震
ブ
レ
ー
カ
ー
の
普
及
等
に
よ
る
市
街
地
火
災
対
策
を
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等
で
推
進
す
る
ほ
か
、
電
力
会
社
及
び
登
録
調
査
機
関
に
お
い
て
も
継
続
的
に
周
知
活
動

を
実
施
し
、
感
震
ブ
レ
ー
カ
ー
の
普
及
啓
発
を
推
進
す
る
。
 

【
内
閣
府
・
総
務
・
経
産
】
首
都
直
下
地
震
緊
急

対
策
区
域
内
の
延
焼
の
お
そ
れ
の
あ
る
密
集
市

街
地
に
お
け
る
感
震
ブ
レ
ー
カ
ー
等
の
普
及
率
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【
厚
労
】
水
道
施
設
の

耐
震
化
や
耐
水
化
等
の

推
進
 

 
水
道
施
設
の
計
画
的
な
更
新
等
を
適
切
に
行
い
、
水
道
施
設
の
耐
震
化
や
耐
水
化
等
の
耐
災

害
性
強
化
の
推
進
を
図
っ
て
い
く
た
め
、
水
道
事
業
者
等
に
お
け
る
対
策
の
進
捗
状
況
を
踏
ま

え
、
水
道
事
業
者
等
に
対
し
、
耐
災
害
性
強
化
対
策
に
関
す
る
取
組
の
好
事
例
の
水
平
展
開
等

の
技
術
的
支
援
や
財
政
支
援
等
を
行
っ
て
い
く
。
 

 
水
道
施
設
の
計
画
的
な
更
新
等
を
適
切
に
行
い
、
水
道
施
設
の
耐

震
化
や
耐
水
化
等
の
耐
災
害
性
強
化
の
推
進
を
図
っ
て
い
く
た
め
、

水
道
事
業
者
等
に
お
け
る
対
策
の
進
捗
状
況
を
踏
ま
え
た
水
道
事
業

者
等
に
対
す
る
適
切
な
技
術
的
支
援
や
財
政
支
援
等
を
行
っ
て
い

く
。
 

【
厚
労
】
配
水
場
の
耐
震
化
率
 

【
厚
労
】
浄
水
場
の
土
砂
災
害
対
策
実
施
率
 

【
厚
労
】
浄
水
場
の
停
電
対
策
実
施
率
 

【
厚
労
】
上
水
道
の
基
幹
管
路
の
耐
震
適
合
率
 

【
厚
労
】
浄
水
場
の
耐
震
化
率
 

【
厚
労
】
浄
水
場
の
浸
水
災
害
対
策
実
施
率
 

【
総
務
】
常
備
消
防
力

の
強
化
 

 
広
域
化
推
進
期
限
で
あ
る
令
和
６
年
４
月
１
日
の
広
域
化
実
施
に
向
け
、
財
政
支
援
や
先
進

事
例
等
の
情
報
提
供
を
す
る
と
と
も
に
、
消
防
広
域
化
推
進
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
制
度
等
の
活
用
に

よ
り
、
広
域
化
を
推
進
す
る
に
当
た
っ
て
の
諸
課
題
へ
の
対
処
方
策
等
の
個
別
具
体
の
相
談
に

積
極
的
に
応
じ
て
い
く
。
 

 
令
和
３
年
度
に
開
発
し
た
消
防
用
車
両
出
動
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て
、
都

道
府
県
及
び
消
防
本
部
が
活
用
で
き
る
よ
う
、
実
用
化
に
向
け
た
機
能
改
修
を
進
め
る
。
 

 
消
防
指
令
シ
ス
テ
ム
の
標
準
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
イ
ス
に
つ
い
て
、
検
討
会
に
お
け
る
議
論
等
を

通
じ
て
標
準
仕
様
の
策
定
に
向
け
た
議
論
を
進
め
る
。
 

 
広
域
化
推
進
期
限
で
あ
る
令
和
６
年
４
月
１
日
の
広
域
化
実
施
に

向
け
、
財
政
支
援
や
先
進
事
例
等
の
情
報
提
供
を
す
る
と
と
も
に
、

消
防
広
域
化
推
進
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
制
度
等
の
活
用
に
よ
り
、
広
域
化

を
推
進
す
る
に
当
た
っ
て
の
諸
課
題
へ
の
対
処
方
策
等
の
個
別
具
体

の
相
談
に
積
極
的
に
応
じ
て
い
く
。
 

 
消
防
用
車
両
出
動
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
シ
ス
テ
ム
を
運
用
開
始
す

る
。
 

 
消
防
指
令
シ
ス
テ
ム
の
標
準
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
イ
ス
に
つ
い
て
、
検

討
会
に
お
け
る
議
論
等
を
通
じ
て
標
準
仕
様
書
を
策
定
す
る
と
と
も

に
、
社
会
実
装
に
資
す
る
試
作
物
を
構
築
す
る
。
 

【
総
務
】
消
防
の
広
域
化
の
推
進
状
況
 

【
総
務
】
消
防
指
令
シ
ス
テ
ム
の
標
準
イ
ン
タ
ー

フ
ェ
イ
ス
の
検
討
状
況
 

【
総
務
】
消
防
防
災
施

設
の
整
備
 

 
大
規
模
災
害
に
よ
る
被
害
を
最
小
限
に
抑
え
る
こ
と
や
救
急
需
要
に
迅
速
・
的
確
に
対
応
す
る
こ
と
等
に
よ
り
、
住
民
生
活
の
安
心
・
安
全
を
確
保
す
る
た
め
、
地

方
公
共
団
体
の
ニ
ー
ズ
も
踏
ま
え
な
が
ら
、
補
助
金
を
活
用
し
た
施
設
の
整
備
を
重
点
的
に
推
進
し
て
い
く
。
 

 
消
防
庁
舎
に
お
け
る
業
務
継
続
性
を
確
保
す
る
た
め
に
、
各
種
機
会
を
捉
え
て
緊
急
防
災
・
減
災
事
業
債
等
も
活
用
し
た
非
常
用
電
源
の
整
備
を
呼
び
か
け
て
い

く
。
 

【
総
務
】
消
防
水
利
整
備
率
 

7-
6）

農
地
・
森
林
等
の
被
害
に
よ
る
国
土
の
荒
廃

 
 

 

事
態
を
回
避
す
る

た
め
の
取
組
施
策

 
令
和
４
年
度
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
令
和
５
年
度
以
降
に
実
施
す
べ
き
事
項

 
指
標

 

【
農
水
】
「
田
ん
ぼ
ダ

ム
」
等
の
取
組
の
推
進
 

「
田
ん
ぼ
ダ
ム
」
の
取
組
が
面
的
な
広
が
り
を
持
つ
よ
う
地
域
の
共
同
活
動
を
多
面
的
機
能
支
払
交
付
金
に
て
支
援
す
る
。
ま
た
、
水
田
の
雨
水
貯
留
能
力
を
高
め
る

「
田
ん
ぼ
ダ
ム
」
の
取
組
の
推
進
の
た
め
、
水
田
の
貯
留
機
能
向
上
を
促
進
す
る
農
地
整
備
事
業
に
お
い
て
「
田
ん
ぼ
ダ
ム
」
の
導
入
に
向
け
た
畦
畔
補
強
や
排
水
口

整
備
を
行
う
と
と
も
に
、「

田
ん
ぼ
ダ
ム
」
の
実
施
に
際
し
て
必
要
な
地
元
調
整
に
要
す
る
費
用
を
定
額
で
支
援
す
る
。
さ
ら
に
、
水
利
施
設
事
業
に
お
い
て
、「

田
ん

ぼ
ダ
ム
」
の
実
施
後
の
速
や
か
な
排
水
に
向
け
た
農
業
水
利
施
設
の
整
備
等
を
支
援
す
る
。
 

【
農
水
】
水
田
の
貯
留
機
能
向
上
に
資
す
る
「
田

ん
ぼ
ダ
ム
」
に
取
り
組
む
水
田
の
面
積
 

【
農
水
】
農
村
に
お
け

る
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

の
維
持
・
活
性
化
や
自

立
的
な
防
災
・
復
旧
活

動
の
体
制
整
備
の
推
進
 

 
取
組
の
定
着
・
拡
大
の
推
進
に
向
け
て
、
共
同
活
動
に
よ
る
地
域
資
源
の
保
全
管
理
が
持
続
的
な
体
制
で
行
わ
れ
る
よ
う
、
活
動
組
織
の
広
域
化
を
推
進
す
る
と
と

も
に
、
非
農
業
者
の
参
加
を
促
進
し
、
農
村
協
働
力
の
強
化
を
図
る
。
 

【
農
水
】
地
域
に
よ
る
農
地
・
農
業
用
水
等
の
保

全
管
理
へ
の
参
加
者
数
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【
環
境
】
森
林
等
の
荒

廃
の
拡
大
を
防
ぐ
た
め

の
鳥
獣
害
対
策
の
強
化
 

 
都
道
府
県
が
設
定
し
た
ニ
ホ
ン
ジ
カ
等
の
適
正
な
密
度
管
理
の
た
め
の
捕
獲
目
標
頭
数
の

達
成
に
向
け
た
進
捗
状
況
の
確
認
を
行
い
、
必
要
に
応
じ
て
都
道
府
県
等
に
対
し
て
技
術
的
な

指
導
・
助
言
を
行
う
。
 

森
林
等
に
お
け
る
植
生
の
食
害
に
よ
る
森
林
の
表
土
流
出
等
を
防

止
す
る
た
め
、
ニ
ホ
ン
ジ
カ
等
の
適
正
な
生
息
密
度
管
理
の
た
め
の

生
息
密
度
が
高
い
地
域
等
に
お
い
て
捕
獲
等
の
取
組
を
実
施
す
る
。
 

 
令
和
５
年
度
ま
で
に
ニ
ホ
ン
ジ
カ
、
イ
ノ
シ
シ
の
生
息
頭
数
（
全

国
）
を
平
成

23
年
度
比
で
半
減
さ
せ
、
そ
の
後
も
適
正
な
生
息
密
度

を
維
持
し
て
い
く
。
 

【
環
境
】「

抜
本
的
な
鳥
獣
捕
獲
強
化
対
策
」
に
お

け
る
イ
ノ
シ
シ
の
個
体
数
目
標
 

【
環
境
】「

抜
本
的
な
鳥
獣
捕
獲
強
化
対
策
」
に
お

け
る
ニ
ホ
ン
ジ
カ
の
個
体
数
目
標
 

【
農
水
】
荒
廃
地
等
に

お
け
る
治
山
施
設
の
整

備
 

 
山
地
災
害
危
険
地
区
に
お
い
て
、
治
山
施
設
の
整
備
等
の
ハ
ー
ド
対
策
と
、
関
係
機
関
や
地
域
住
民
と
連
携
し
た
山
地
災
害
発
生
リ
ス
ク
に
関
す
る
情
報
の
周
知
等

の
ソ
フ
ト
対
策
を
総
合
的
に
実
施
す
る
。
 

 
重
点
的
な
治
山
施
設
の
機
能
強
化
・
老
朽
化
対
策
、
避
難
経
路
を
保
全
対
象
と
し
た
緊
急
的
な
予
防
対
策
等
を
実
施
す
る
。
 

 
５
か
年
加
速
化
対
策
に
基
づ
き
、
流
域
治
水
の
取
組
と
連
携
し
つ
つ
、
土
石
流
等
の
山
地
災
害
等
の
リ
ス
ク
が
高
い
地
域
の
整
備
の
推
進
に
よ
り
、
重
要
イ
ン
フ
ラ

や
集
落
等
を
保
全
す
る
。
 

【
農
水
】
周
辺
の
森
林
の
山
地
災
害
防
止
機
能
等

が
適
切
に
発
揮
さ
れ
る
集
落
の
数
の
Ｒ
５
年
度

目
標
値
に
対
す
る
達
成
率
 

【
農
水
】
土
石
流
等
の
山
地
災
害
等
リ
ス
ク
が
高

い
山
地
災
害
危
険
地
区
の
実
施
率
 

【
農
水
】
森
林
の
国
土

保
全
機
能
（
土
壌
侵
食

防
止
、
洪
水
緩
和
等
）

の
維
持
・
発
揮
の
た
め

の
多
様
で
健
全
な
森
林

の
整
備
等
 

 
森
林
の
国
土
保
全
機
能
の
維
持
・
発
揮
に
向
け
て
、
間
伐
や
再
造
林
と
こ
れ
に
必
要
な
路
網

整
備
、
鳥
獣
害
対
策
の
推
進
等
に
よ
る
多
様
で
健
全
な
森
林
の
整
備
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、

近
年
の
災
害
を
踏
ま
え
、
市
町
村
等
公
的
主
体
と
森
林
所
有
者
、
施
設
管
理
者
等
が
協
定
を
締

結
し
て
行
う
、
鉄
道
等
の
重
要
イ
ン
フ
ラ
施
設
周
辺
の
森
林
整
備
や
強
靱
で
災
害
に
強
く
代
替

路
に
も
な
る
幹
線
林
道
の
整
備
を
支
援
す
る
。
ま
た
、
５
か
年
加
速
化
対
策
に
基
づ
き
、
間
伐

等
の
森
林
整
備
や
林
道
の
整
備
・
改
良
等
と
い
っ
た
対
策
を
実
施
す
る
。
 

 
森
林
の
国
土
保
全
機
能
の
維
持
・
発
揮
に
向
け
て
、
間
伐
や
再
造

林
と
こ
れ
に
必
要
な
路
網
整
備
、
鳥
獣
害
対
策
の
推
進
等
に
よ
る
多

様
で
健
全
な
森
林
の
整
備
を
推
進
す
る
。
ま
た
、
５
か
年
加
速
化
対

策
に
基
づ
き
、
間
伐
等
の
森
林
整
備
や
林
道
の
整
備
・
改
良
等
と
い

っ
た
対
策
を
実
施
す
る
。
 

【
農
水
】
山
地
災
害
危
険
地
区
等
に
お
け
る
森
林

整
備
対
策
 

【
農
水
】
市
町
村
森
林
整
備
計
画
等
に
お
い
て
水

源
涵
養
機
能
維
持
増
進
森
林
等
に
区
分
さ
れ
た

育
成
林
の
う
ち
、
機
能
が
良
好
に
保
た
れ
て
い
る

森
林
の
割
合
 

【
農
水
】
山
村
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ
に
よ
る
森
林
整

備
・
保
全
活
動
等
の
推

進
 

 
平
成

25
年
度
か
ら
実
施
し
て
い
る
森
林
・
山
村
多
面
的
機
能
発
揮
対
策
に
お
い
て
、
地
域
住
民
等
に
よ
る
森
林
の
保
全
管
理
活
動
等
の
取
組
を
支
援
す
る
と
と
も

に
、
農
業
と
連
携
し
た
取
組
も
支
援
す
る
。
 

 
効
率
的
な
森
林
整
備
に
資
す
る
施
業
集
約
化
に
向
け
て
、
よ
り
効
果
的
な
手
法
を
検
討
し
つ
つ
、
森
林
情
報
の
収
集
活
動
や
合
意
形
成
活
動
や
森
林
境
界
の
明
確
化

活
動
を
支
援
す
る
。
 

【
農
水
】
市
町
村
森
林
整
備
計
画
等
に
お
い
て
水

源
涵
養
機
能
維
持
増
進
森
林
等
に
区
分
さ
れ
た

育
成
林
の
う
ち
、
機
能
が
良
好
に
保
た
れ
て
い
る

森
林
の
割
合
 

【
農
水
】
農
村
の
集
落

機
能
の
維
持
と
地
域
資

源
・
環
境
の
保
全
 

 
農
山
漁
村
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
機
能
の
向
上
を
促
進
す
る
た
め
、
地
域
の
創
意
工
夫
に
よ
る
活

動
計
画
づ
く
り
や
実
践
活
動
を
支
援
す
る
こ
と
に
よ
り
、
農
村
の
集
落
機
能
の
維
持
や
地
域
資

源
の
保
全
に
向
け
た
地
域
主
体
の
取
組
を
推
進
す
る
。
 

都
市
農
村
交
流
等
の
農
村
が
有
す
る
地
域
資
源
の
活
用
を
通
し
た

農
村
の
集
落
機
能
の
維
持
や
地
域
資
源
の
保
全
に
向
け
た
地
域
主
体

の
取
組
を
推
進
す
る
。
 

【
農
水
】
集
落
活
動
を
通
じ
た
都
市
と
農
山
漁
村

の
交
流
人
口
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（
別

紙
６

）
防

災
・
減

災
、

国
土

強
靱

化
の

た
め

の
5
か

年
加

速
化

対
策

進
捗

状
況

一
覧

現
状

値
年

度
2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

１
　

激
甚

化
す

る
風

水
害

や
切

迫
す

る
大

規
模

地
震

等
へ

の
対

策

（
１

）
人

命
・
財

産
の

被
害

を
防

止
・

小
化

す
る

た
め

の
対

策

1
-
1

流
域

治
水

対
策

（
河

川
）

【
国

交
】
１

級
河

川
に

お
け

る
戦

後
大

洪
水

等
に

対
応

し
た

河
川

の
整

備
率

　
現

状
：
約

6
5
％

（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
3
2
年

度
頃

　
→

　
令

和
2
7
年

度
頃

％
6
5

2
0
1
9

7
3

1
-
1

流
域

治
水

対
策

（
河

川
）

【
国

交
】
２

級
河

川
に

お
け

る
近

年
災

害
の

洪
水

等
に

対
応

し
た

河
川

の
整

備
率

　
現

状
：
約

6
2
％

（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
3
2
年

度
頃

　
→

　
令

和
2
7
年

度
頃

％
6
2

2
0
1
9

7
1

1
-
2

流
域

治
水

対
策

（
下

水
道

）

【
国

交
】
浸

水
実

績
地

区
等

に
お

け
る

下
水

道
に

よ
る

浸
水

対
策

達
成

率
（
雨

水
排

水
施

設
の

整
備

が
必

要
な

面
積

約
3
9
0
,0

0
0
h
a）

　
現

状
：
約

6
0
％

（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
2
4
年

度
　

→
　

令
和

2
2
年

度

％
6
0

2
0
1
9

7
0

1
-
3

流
域

治
水

対
策

（
砂

防
）

【
国

交
】
地

域
の

社
会

・
経

済
活

動
を

支
え

る
基

礎
的

イ
ン

フ
ラ

で
あ

る
官

公
署

・
医

療
施

設
・
学

校
・
上

下
水

道
施

設
・
発

電
施

設
・
道

路
・
鉄

道
等

の
う

ち
、

街
づ

く
り

等
の

観
点

か
ら

特
に

重
要

な
箇

所
（
約

3
2
,0

0
0
箇

所
）
が

砂
防

事
業

等
の

実
施

に
よ

り
保

全
さ

れ
る

割
合

　
現

状
：
約

2
0
％

（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
3
2
年

度
　

→
　

令
和

2
7
年

度

％
2
0

2
0
2
0

3
5

1
-
4

流
域

治
水

対
策

（
海

岸
）

【
農

水
・
国

交
】
気

候
変

動
に

よ
る

海
面

水
位

の
上

昇
等

が
懸

念
さ

れ
る

中
、

災
害

リ
ス

ク
が

高
い

沿
岸

域
に

お
け

る
安

全
性

向
上

を
図

る
津

波
・
高

潮
対

策
に

必
要

な
海

岸
堤

防
等

（
延

長
約

2
,7

0
0
km

）
の

整
備

率
　

現
状

：
5
3
％

（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
3
2
年

度
　

→
　

令
和

2
2
年

度

％
5
3

2
0
1
9

5
5

6
4

1
-
5

流
域

治
水

対
策

（
農

業
水

利
施

設
の

整
備

）

【
農

水
】
排

水
機

場
等

の
整

備
に

よ
り

新
た

に
湛

水
被

害
等

が
防

止
さ

れ
る

農
地

及
び

周
辺

地
域

（
約

2
1
万

h
a）

の
達

成
率

　
中

長
期

の
目

標
：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
９

年
度

　
→

　
令

和
７

年
度

％
0

2
0
2
0

1
0
0

1
-
6

流
域

治
水

対
策

（
水

田
の

貯
留

機
能

向
上

）

【
農

水
】
豪

雨
時

に
雨

水
貯

留
機

能
を

発
揮

し
、

人
命

・
財

産
の

被
害

を
防

止
・

小
化

で
き

る
地

域
等

の
水

田
（
令

和
２

年
度

取
組

面
積

の
約

３
倍

）
の

う
ち

、
田

ん
ぼ

ダ
ム

の
取

組
面

積
の

達
成

率 　
現

状
：
4
0
％

（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
９

年
度

　
→

　
令

和
７

年
度

％
4
0

2
0
2
0

1
0
0

1
-
7

流
域

治
水

対
策

（
国

有
地

を
活

用
し

た
遊

水
地

・
貯

留
施

設
の

整
備

加
速

）
【
財

務
】
令

和
７

年
度

ま
で

の
で

き
る

だ
け

早
い

時
期

に
、

国
有

地
を

活
用

し
て

、
全

国
で

5
0
ケ

所
の

遊
水

地
・
貯

留
施

設
の

整
備

に
取

り
組

む
。

件
0

2
0
2
0

0
5
0

2
防

災
重

点
農

業
用

た
め

池
の

防
災

・
減

災
対

策

【
農

水
】
特

に
緊

急
性

の
高

い
防

災
重

点
農

業
用

た
め

池
に

お
け

る
防

災
対

策
着

手
の

達
成

率
　

現
状

：
1
9
％

（
令

和
２

年
度

）
、

　
中

長
期

の
目

標
：
1
0
0
％

(今
後

必
要

と
な

る
事

業
量

:約
3
7
,0

0
0
か

所
)

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
1
年

度
　

→
　

令
和

７
年

度

％
1
9

2
0
2
0

1
0
0

3
山

地
災

害
危

険
地

区
等

に
お

け
る

治
山

対
策

【
農

水
】
現

時
点

で
把

握
し

て
い

る
土

石
流

等
の

山
地

災
害

等
リ

ス
ク

が
高

い
山

地
災

害
危

険
地

区
（
約

1
3
,6

0
0
地

区
）
の

実
施

率
　

現
状

：
約

6
5
％

（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
2
0
年

度
　

→
　

令
和

1
8
年

度

％
6
5

2
0
2
0

8
0

5
か

年
完

了
時

の
達

成
目

標

対
策

名
中

長
期

の
目

標
対

策
期

間
に

お
け

る
進

捗
状

況
N

o
.

単
位

対
策

策
定

時
の

状
況
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現
状

値
年

度
2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

5
か

年
完

了
時

の
達

成
目

標

対
策

名
中

長
期

の
目

標
対

策
期

間
に

お
け

る
進

捗
状

況
N

o
.

単
位

対
策

策
定

時
の

状
況

4
山

地
災

害
危

険
地

区
等

に
お

け
る

森
林

整
備

対
策

【
農

水
】
土

石
流

等
の

山
地

災
害

等
リ

ス
ク

が
高

い
山

地
災

害
危

険
地

区
（
約

1
3
,6

0
0
地

区
）
の

実
施

率
　

現
状

：
約

6
5
％

（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
2
0
年

度
　

→
　

令
和

1
8
年

度

％
6
5

2
0
2
0

8
0

4
山

地
災

害
危

険
地

区
等

に
お

け
る

森
林

整
備

対
策

【
農

水
】
防

災
機

能
の

強
化

に
向

け
た

排
水

施
設

の
整

備
、

法
面

の
保

全
等

に
よ

る
特

に
重

要
な

路
線

の
整

備
・
強

化
実

施
率

　
現

状
：
約

5
0
％

(令
和

２
年

度
）
、

　
中

長
期

の
目

標
：
1
0
0
％

(今
後

必
要

と
な

る
事

業
量

:約
2
,0

0
0
路

  
線

)
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

年
次

の
前

倒
し

：
令

和
2
0
年

度
　

→
　

令
和

1
8
年

度

％
5
0

2
0
2
0

7
0

5
自

然
公

園
の

施
設

等
に

関
す

る
対

策

【
環

境
】
国

立
公

園
、

国
定

公
園

及
び

国
民

公
園

等
に

お
い

て
、

利
用

者
の

安
全

確
保

や
、

国
土

の
荒

廃
を

防
止

す
る

た
め

の
対

策
を

実
施

済
の

自
然

公
園

等
事

業
数

　
現

状
：
3
1
7
箇

所
（
令

和
２

年
度

完
了

見
込

み
）
、

　
中

長
期

の
目

標
：
1
,1

2
2
箇

所
（
令

和
７

年
度

）
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

目
標

の
引

き
上

げ
：
5
9
4
箇

所
　

→
　

1
,1

2
2
箇

所
（
令

和
７

年
度

）

箇
所

3
1
7

2
0
2
1

4
8
4

1
1
2
2

6
港

湾
に

お
け

る
津

波
対

策

【
国

交
】
津

波
対

策
を

緊
急

的
に

行
う

必
要

の
あ

る
港

湾
（
約

5
0
港

）
に

お
い

て
、

ハ
ー

ド
・
ソ

フ
ト

を
組

み
合

わ
せ

た
津

波
対

策
を

講
じ

て
、

被
害

の
抑

制
や

港
湾

機
能

の
維

持
、

港
湾

労
働

者
等

の
安

全
性

が
確

保
さ

れ
た

割
合

　
現

状
：
2
6
％

（
令

和
2
年

度
）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
3
2
年

度
　

→
　

令
和

2
8
年

度

％
2
6

2
0
2
0

3
0

5
0

7
漁

港
施

設
の

耐
震

・
耐

津
波

・
耐

浪
化

等
の

対
策

【
農

水
】
水

産
物

の
流

通
拠

点
と

な
る

漁
港

及
び

災
害

発
生

時
に

救
援

活
動

、
物

資
輸

送
等

の
拠

点
と

な
る

漁
港

等
に

お
い

て
、

地
震

・
津

波
に

対
す

る
主

要
施

設
の

安
全

性
が

確
保

さ
れ

た
漁

港
の

割
合

　
現

状
：
1
2
％

（
令

和
元

年
度

）
、

　
中

長
期

の
目

標
：
1
0
0
％

(今
後

必
要

と
な

る
事

業
量

:約
7
0
0
地

区
)

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
2
1
年

度
　

→
　

令
和

1
8
年

度

％
1
2

2
0
1
9

2
1

5
5

7
漁

港
施

設
の

耐
震

・
耐

津
波

・
耐

浪
化

等
の

対
策

【
農

水
】
離

島
航

路
を

有
す

る
漁

港
に

お
い

て
、

地
震

・
津

波
に

対
す

る
主

要
施

設
の

安
全

性
が

確
保

さ
れ

た
漁

港
の

割
合

　
現

状
：
６

％
（
令

和
元

年
度

）
　

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

(今
後

必
要

と
な

る
事

業
量

:約
1
5
0
地

区
)

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
2
4
年

度
　

→
　

令
和

2
1
年

度

％
6

2
0
1
9

1
1

3
0

％
4
6

2
0
2
0

9
2

1
0
0

h
a

2
2
1
9

2
0
2
0

1
9
8
9

0

9
住

宅
・
建

築
物

の
耐

震
化

に
よ

る
地

震
対

策

【
国

交
】
耐

震
診

断
義

務
付

け
対

象
建

築
物

の
耐

震
化

率
　

現
状

：
7
4
％

（
う

ち
、

要
緊

急
安

全
確

認
大

規
模

建
築

物
：
8
9
%
）
（
令

和
２

年
）

　
中

長
期

の
目

標
：
耐

震
性

の
不

足
す

る
も

の
を

お
お

む
ね

解
消

（
令

和
７

年
）

※
耐

震
診

断
義

務
付

け
対

象
建

築
物

の
内

訳
・
要

緊
急

安
全

確
認

大
規

模
建

築
物

平
成

2
7
年

1
2
月

3
1
日

時
点

で
存

在
し

た
不

特
定

多
数

の
者

が
利

用
す

る
一

定
規

模
以

上
の

建
築

物
等

で
、

法
令

に
よ

り
規

定
さ

れ
た

も
の

。
・
要

安
全

確
認

計
画

記
載

建
築

物
地

方
公

共
団

体
が

指
定

す
る

避
難

路
の

沿
道

建
築

物
及

び
都

道
府

県
が

指
定

す
る

防
災

拠
点

建
築

物
で

、
今

後
も

対
象

自
体

が
追

加
さ

れ
る

も
の

。

％

7
4

（
う

ち
、

要
緊

急
安

全
確

認
大

規
模

建
築

物
：

8
9
）

2
0
2
0

7
3

（
う

ち
、

要
緊

急
安

全
確

認
大

規
模

建
築

物
：

9
0
）

耐
震

性
の

不
足

す
る

も
の

を
お

お
む

ね
解

消

9
住

宅
・
建

築
物

の
耐

震
化

に
よ

る
地

震
対

策

【
国

交
】
耐

震
診

断
の

診
断

率
（
令

和
２

年
度

時
点

で
未

診
断

の
防

災
拠

点
に

つ
い

て
の

診
断

率
）

　
中

長
期

の
目

標
：
９

割
以

上
（
令

和
５

年
度

）
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

目
標

の
引

き
上

げ
：
７

割
以

上
　

→
　

９
割

以
上

（
令

和
５

年
度

）

％
5
6

2
0
2
0

9
0

【
国

交
】
危

険
密

集
市

街
地

の
面

積
　

現
状

：
約

2
,2

2
0
h
a（

令
和

２
年

）
、

中
長

期
の

目
標

：
０

h
a（

令
和

1
2
年

）
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

目
標

の
追

加
危

険
密

集
市

街
地

の
面

積
の

解
消

と
あ

わ
せ

て
行

う
、

危
険

密
集

市
街

地
に

お
け

る
地

域
防

災
力

の
向

上
に

資
す

る
ソ

フ
ト

対
策

が
未

実
施

地
区

の
実

施
率

　
達

成
目

標
：
1
0
0
％

（
令

和
７

年
度

）

地
震

時
等

に
著

し
く
危

険
な

密
集

市
街

地
対

策
8
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現
状

値
年

度
2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

5
か

年
完

了
時

の
達

成
目

標

対
策

名
中

長
期

の
目

標
対

策
期

間
に

お
け

る
進

捗
状

況
N

o
.

単
位

対
策

策
定

時
の

状
況

1
0

災
害

に
強

い
市

街
地

形
成

に
関

す
る

対
策

【
国

交
】
面

的
な

市
街

地
整

備
等

の
実

施
地

区
に

お
け

る
都

市
機

能
の

移
転

や
防

災
機

能
強

化
等

に
令

和
３

年
度

以
降

に
取

組
む

地
区

（
4
0
地

区
）
の

対
策

実
施

率
　

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

９
年

度

％
0

2
0
2
0

2
.5

7
0

1
1

大
規

模
盛

土
造

成
地

等
の

耐
震

化
に

向
け

た
対

策

【
国

交
】
大

規
模

盛
土

造
成

地
を

有
す

る
約

1
,0

0
0
市

区
町

村
に

お
け

る
、

安
全

性
把

握
調

査
に

着
手

し
た

市
区

町
村

の
割

合
　

現
状

：
4
.1

％
（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
2
7
年

度
　

→
　

令
和

1
2
年

度

％
4

2
0
2
0

1
0
.4

6
0

1
1

大
規

模
盛

土
造

成
地

等
の

耐
震

化
に

向
け

た
対

策

【
国

交
】
液

状
化

ハ
ザ

ー
ド

マ
ッ

プ
高

度
化

の
実

施
市

区
町

村
数

　
中

長
期

の
目

標
：
5
0
市

区
町

村
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

年
次

の
前

倒
し

：
令

和
3
6
年

度
　

→
　

令
和

1
4
年

度

市
区

町
村

0
2
0
2
0

2
2
5

1
2

地
下

街
の

耐
震

性
向

上
等

に
関

す
る

対
策

【
国

交
】
全

国
の

地
下

街
7
9
箇

所
を

対
象

と
し

て
、

地
下

街
防

災
推

進
計

画
等

に
基

づ
く
耐

震
対

策
が

完
了

し
た

地
下

街
の

割
合

　
現

状
：
5
7
％

（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
8
年

度
　

→
　

令
和

1
5
年

度

％
5
7

2
0
1
9

8
0

1
3
-
1

私
立

学
校

、
私

立
専

修
学

校
施

設
の

耐
震

化
対

策
（
私

立
学

校
施

設
）

【
文

科
】
私

立
の

小
学

校
か

ら
大

学
ま

で
の

施
設

の
構

造
体

の
耐

震
化

率
（
8
,9

7
5
棟

：
高

校
等

）
　

現
状

(平
成

3
1
年

４
月

)：
9
1
.4

％
(高

校
等

)、
中

長
期

の
目

標
：
1
0
0
％

（
令

和
1
0
年

度
）

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：

　
Is

値
0
.3

未
満

の
施

設
の

構
造

体
の

耐
震

化
対

策
に

つ
い

て
令

和
1
0
年

度
　

→
　

令
和

８
年

度

％
9
1
.4

2
0
1
8

9
8

1
3
-
1

私
立

学
校

、
私

立
専

修
学

校
施

設
の

耐
震

化
対

策
（
私

立
学

校
施

設
）

【
文

科
】
私

立
の

小
学

校
か

ら
大

学
ま

で
の

施
設

の
構

造
体

の
耐

震
化

率
（
約

4
,6

9
7
万

㎡
：
大

学
等

）
　

現
状

(平
成

3
1
年

４
月

)：
9
2
.8

％
(大

学
等

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

（
令

和
1
0
年

度
）

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：

　
Is

値
0
.3

未
満

の
施

設
の

構
造

体
の

耐
震

化
対

策
に

つ
い

て
令

和
1
0
年

度
　

→
　

令
和

８
年

度

％
9
2
.8

2
0
1
8

9
9

1
3
-
1

私
立

学
校

、
私

立
専

修
学

校
施

設
の

耐
震

化
対

策
（
私

立
学

校
施

設
）

私
立

の
小

学
校

か
ら

大
学

ま
で

の
屋

内
運

動
場

等
の

吊
り

天
井

の
落

下
防

止
対

策
の

実
施

率
（
2
,9

8
3
棟

：
高

校
等

）
　

現
状

(平
成

3
1
年

４
月

):
7
7
.9

％
(高

校
等

)、
中

長
期

の
目

標
：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

1
0
年

度

％
7
7
.9

2
0
1
8

9
3

1
3
-
1

私
立

学
校

、
私

立
専

修
学

校
施

設
の

耐
震

化
対

策
（
私

立
学

校
施

設
）

私
立

の
小

学
校

か
ら

大
学

ま
で

の
屋

内
運

動
場

等
の

吊
り

天
井

の
落

下
防

止
対

策
の

実
施

率
（
2
,2

1
7
棟

：
大

学
等

）
　

現
状

(平
成

3
1
年

４
月

):
6
1
.5

％
(大

学
等

)、
中

長
期

の
目

標
：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

1
0
年

度

％
6
1
.5

2
0
1
8

9
0

1
3
-
1

私
立

学
校

、
私

立
専

修
学

校
施

設
の

耐
震

化
対

策
（
私

立
学

校
施

設
）

【
文

科
】
私

立
の

小
学

校
か

ら
大

学
ま

で
の

施
設

の
吊

り
天

井
等

以
外

の
非

構
造

部
材

の
耐

震
対

策
実

施
率

（
2
,3

1
4
校

：
高

校
等

）
　

現
状

(平
成

3
1
年

４
月

):
3
7
.9

％
(高

校
等

)、
中

長
期

の
目

標
：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

1
0
年

度

％
3
7
.9

2
0
1
8

8
5

1
3
-
1

私
立

学
校

、
私

立
専

修
学

校
施

設
の

耐
震

化
対

策
（
私

立
学

校
施

設
）

【
文

科
】
私

立
の

小
学

校
か

ら
大

学
ま

で
の

施
設

の
吊

り
天

井
等

以
外

の
非

構
造

部
材

の
耐

震
対

策
実

施
率

（
9
2
5
校

：
大

学
等

）
　

現
状

(平
成

3
1
年

４
月

):
1
9
.6

％
(大

学
等

)、
中

長
期

の
目

標
：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

1
0
年

度

％
1
9
.6

2
0
1
8

8
0

1
3
-
2

私
立

学
校

、
私

立
専

修
学

校
施

設
の

耐
震

化
対

策
（
私

立
専

修
学

校
施

設
）

【
文

科
】
専

修
学

校
施

設
の

構
造

体
の

耐
震

化
率

（
約

2
,9

5
0
万

㎡
を

対
象

）
　

現
状

：
8
8
.2

6
％

（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
0
年

度
　

→
　

令
和

７
年

度
％

8
8
.2

6
2
0
1
9

1
0
0

1
3
-
2

私
立

学
校

、
私

立
専

修
学

校
施

設
の

耐
震

化
対

策
（
私

立
専

修
学

校
施

設
）

【
文

科
】
専

修
学

校
に

お
け

る
屋

内
運

動
場

等
の

吊
り

天
井

を
有

す
る

学
校

施
設

の
う

ち
、

対
策

を
実

施
済

み
の

棟
数

の
割

合
　

現
状

：
6
1
.2

％
（
平

成
3
0
年

度
）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
0
年

度
　

→
　

令
和

７
年

度

％
6
1
.2

2
0
1
8

1
0
0

1
3
-
2

私
立

学
校

、
私

立
専

修
学

校
施

設
の

耐
震

化
対

策
（
私

立
専

修
学

校
施

設
）

【
文

科
】
専

修
学

校
に

お
け

る
危

険
性

の
高

い
吊

り
天

井
以

外
の

非
構

造
体

の
耐

震
化

率
　

現
状

：
2
3
.8

％
（
平

成
3
0
年

度
）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
0
年

度
　

→
　

令
和

７
年

度
％

2
3
.8

2
0
1
8

1
0
0
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現
状

値
年

度
2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

5
か

年
完

了
時

の
達

成
目

標

対
策

名
中

長
期

の
目

標
対

策
期

間
に

お
け

る
進

捗
状

況
N

o
.

単
位

対
策

策
定

時
の

状
況

1
4

私
立

認
定

こ
ど

も
園

・
幼

稚
園

施
設

の
耐

震
化

対
策

【
文

科
】
私

立
幼

稚
園

及
び

幼
保

連
携

型
認

定
こ

ど
も

園
1
,2

2
4
棟

の
構

造
体

の
耐

震
化

率
　

現
状

：
9
1
.5

％
（
平

成
3
1
年

４
月

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：

　
Is

値
0
.3

未
満

の
施

設
の

構
造

体
の

耐
震

化
対

策
に

つ
い

て
：
令

和
1
0
年

度
　

→
　

令
和

８
年

度

％
9
1
.5

2
0
1
8

9
8

1
4

私
立

認
定

こ
ど

も
園

・
幼

稚
園

施
設

の
耐

震
化

対
策

【
文

科
】
私

立
幼

稚
園

及
び

幼
保

連
携

型
認

定
こ

ど
も

園
の

屋
内

運
動

場
等

2
9
8
棟

の
吊

り
天

井
の

落
下

防
止

対
策

の
実

施
率

　
現

状
：
8
5
.8

％
（
平

成
3
1
年

４
月

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

1
0
年

度

％
8
5
.8

2
0
1
8

9
5

1
4

私
立

認
定

こ
ど

も
園

・
幼

稚
園

施
設

の
耐

震
化

対
策

【
文

科
】
私

立
幼

稚
園

及
び

幼
保

連
携

型
認

定
こ

ど
も

園
6
,1

5
1
校

の
吊

り
天

井
等

以
外

の
非

構
造

部
材

の
耐

震
対

策
実

施
率

　
現

状
：
3
9
.7

％
（
平

成
3
1
年

４
月

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

1
0
年

度

％
3
9
.7

2
0
1
8

8
0

1
5

公
立

社
会

体
育

施
設

の
耐

震
化

対
策

【
文

科
】
公

立
社

会
体

育
施

設
1
1
,8

1
7
施

設
に

お
け

る
構

造
体

の
耐

震
化

率
　

現
状

：
8
3
.1

％
（
平

成
3
0
年

度
）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

1
0
年

度
％

8
3

2
0
1
8

9
5

1
6

国
立

大
学

等
の

基
盤

的
設

備
等

整
備

対
策

【
文

科
】
災

害
対

策
に

資
す

る
国

立
大

学
等

の
情

報
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
シ

ス
テ

ム
等

の
基

盤
的

イ
ン

フ
ラ

設
備

等
の

整
備

数
中

長
期

の
目

標
：
3
4
件

本
対

策
に

よ
る

達
成

年
次

の
前

倒
し

：
令

和
1
5
年

度
　

→
　

令
和

７
年

度

件
0

2
0
2
0

9
3
4

1
7
-
1

独
立

行
政

法
人

施
設

の
安

全
性

確
保

等
に

関
す

る
対

策
（
国

立
青

少
年

教
育

施
設

）

【
文

科
】
国

立
青

少
年

教
育

施
設

2
8
施

設
を

対
象

と
し

た
ラ

イ
フ

ラ
イ

ン
の

機
能

強
化

を
要

す
る

施
設

の
整

備
率

　
中

長
期

の
目

標
：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

1
1
年

度

％
0

2
0
2
0

1
0
.7

6
0

1
7
-
1

独
立

行
政

法
人

施
設

の
安

全
性

確
保

等
に

関
す

る
対

策
（
国

立
青

少
年

教
育

施
設

）

【
文

科
】
防

災
・
減

災
教

育
（
教

育
事

業
の

実
施

又
は

活
動

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

充
実

）
を

行
っ

た
施

設
の

割
合

　
現

状
：
3
6
％

（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

1
1
年

度

％
3
6

2
0
1
9

8
9
.2

6
0

1
7
-
2

独
立

行
政

法
人

施
設

の
安

全
性

確
保

等
に

関
す

る
対

策
（
教

職
員

支
援

機
構

施
設

）

【
文

科
】
機

構
の

全
2
8
施

設
の

う
ち

老
朽

化
し

た
施

設
・
設

備
の

改
修

・
修

繕
率

　
現

状
：
2
9
％

（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
2
2
年

度
　

→
　

令
和

1
9
年

度
％

2
9

2
0
2
0

2
9

5
0

1
7
-
3

独
立

行
政

法
人

施
設

の
安

全
性

確
保

等
に

関
す

る
対

策
（
国

立
特

別
支

援
教

育
総

合
研

究
所

）

【
文

科
】
国

立
特

別
支

援
教

育
総

合
研

究
所

に
お

け
る

外
壁

等
３

箇
所

の
改

修
率

　
現

状
：
約

3
0
％

（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
７

年
度

　
→

　
令

和
６

年
度

％
3
0

2
0
1
9

7
5

1
0
0

1
7
-
3

独
立

行
政

法
人

施
設

の
安

全
性

確
保

等
に

関
す

る
対

策
（
国

立
特

別
支

援
教

育
総

合
研

究
所

）

【
文

科
】
国

立
特

別
支

援
教

育
総

合
研

究
所

に
お

け
る

給
排

水
管

等
設

備
６

箇
所

の
更

新
率

　
現

状
：
０

％
（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
７

年
度

　
→

　
令

和
６

年
度

％
0

2
0
1
9

1
7

1
0
0

1
8

国
際

連
合

大
学

本
部

施
設

の
安

全
確

保
対

策

【
文

科
】
国

際
連

合
大

学
本

部
施

設
に

つ
い

て
、

安
全

性
対

策
上

、
改

修
の

観
点

か
ら

喫
緊

度
が

高
い

と
評

価
さ

れ
た

施
設

・
設

備
（
1
0
箇

所
）
の

営
繕

の
実

施
率

　
現

状
：
2
0
％

（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

７
年

度

％
2
0

2
0
2
0

3
0

1
0
0

1
9

量
子

科
学

技
術

研
究

開
発

機
構

耐
震

改
修

対
策

【
文

科
】
現

時
点

で
耐

震
改

修
を

予
定

し
て

い
る

1
4
施

設
の

耐
震

改
修

対
策

の
進

捗
率

　
中

長
期

の
目

標
：
1
0
0
％

（
令

和
1
0
年

度
）

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
目

標
の

引
き

上
げ

：
5
0
％

　
→

　
6
4
％

（
令

和
６

年
度

）
％

0
2
0
2
0

1
4

6
4

2
0
-
1

国
指

定
文

化
財

等
の

防
火

・
耐

震
対

策
（
防

火
対

策
）

【
文

科
】
不

特
定

多
数

の
者

が
入

場
し

、
火

災
に

よ
り

甚
大

な
被

害
が

想
定

さ
れ

る
重

要
文

化
財

（
建

造
物

）
2
3
6
件

を
対

象
と

し
て

、
整

備
・
改

修
後

3
0
 年

を
経

過
し

た
防

火
設

備
の

老
朽

化
対

策
（
改

修
等

）
が

完
了

し
た

割
合

　
現

状
：
５

％
（
世

界
遺

産
・
国

宝
に

つ
い

て
は

1
1
％

）
（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
%

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
目

標
の

変
更

：
　

重
要

文
化

財
の

進
捗

率
1
0
0
％

（
令

和
3
2
年

度
）
　

→
　

世
界

遺
産

・
国

宝
の

進
捗

率
1
0
0
％

（
令

和
６

年
度

）

％
1
1

2
0
2
0

2
6

1
0
0
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現
状

値
年

度
2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

5
か

年
完

了
時

の
達

成
目

標

対
策

名
中

長
期

の
目

標
対

策
期

間
に

お
け

る
進

捗
状

況
N

o
.

単
位

対
策

策
定

時
の

状
況

2
0
-
1

国
指

定
文

化
財

等
の

防
火

・
耐

震
対

策
（
防

火
対

策
）

【
文

科
】
国

宝
・
重

要
文

化
財

（
美

術
工

芸
品

）
を

保
管

す
る

博
物

館
等

（
5
3
9
館

）
の

う
ち

、
特

に
緊

急
性

の
高

い
も

の
に

係
る

、
防

火
設

備
等

の
対

策
の

実
施

率
　

現
状

：
3
0
％

（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
3
2
年

度
　

→
　

令
和

６
年

度

％
3
0

2
0
2
0

5
0

1
0
0

2
0
-
2

国
指

定
文

化
財

等
の

防
火

・
耐

震
対

策
（
耐

震
対

策
）

【
文

科
】
不

特
定

多
数

が
滞

留
す

る
可

能
性

の
高

い
国

宝
・
重

要
文

化
財

に
係

る
耐

震
対

策
及

び
世

界
遺

産
・
国

宝
の

う
ち

、
避

難
が

容
易

で
な

い
な

ど
緊

急
性

が
高

く
、

場
内

の
主

た
る

建
物

で
あ

る
な

ど
不

特
定

多
数

が
滞

留
す

る
可

能
性

の
高

い
箇

所
(2

0
7
箇

所
）
に

係
る

耐
震

対
策

の
着

手
率 　

現
状

：
５

％
（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
2
9
年

度
　

→
　

令
和

1
2
年

度

％
5

2
0
2
0

1
8

5
0

2
1

国
立

文
化

施
設

の
安

全
確

保
等

に
係

る
対

策

【
文

科
】
耐

用
年

数
を

超
過

し
た

老
朽

化
施

設
・
設

備
の

更
新

等
整

備
数

　
現

状
：
４

箇
所

（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
2
3
箇

所
（
令

和
1
1
年

度
）

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
目

標
の

変
更

：
2
0
箇

所
（
令

和
７

年
度

）
　

→
　

2
3
箇

所
（
令

和
1
1
年

度
）

　
※

追
加

３
箇

所
の

う
ち

１
箇

所
は

令
和

７
年

度
、

２
箇

所
は

令
和

1
1
年

度
ま

で
に

そ
れ

ぞ
れ

完
了

予
定

。

箇
所

4
2
0
2
0

0
2
1

2
2
-
1

医
療

施
設

の
耐

災
害

性
強

化
対

策
（
給

水
設

備
整

備
対

策
）

【
厚

労
】
災

害
拠

点
病

院
等

1
5
6
施

設
に

お
け

る
給

水
設

備
の

設
置

状
況

　
現

状
：
9
1
％

（
平

成
3
0
年

度
）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

３
年

度
％

9
1

2
0
1
8

1
0
0

2
2
-
2

医
療

施
設

の
耐

災
害

性
強

化
対

策
（
非

常
用

自
家

発
電

設
備

整
備

対
策

）

【
厚

労
】
災

害
拠

点
病

院
等

1
5
6
施

設
に

お
け

る
非

常
用

自
家

発
電

設
備

の
設

置
状

況
　

現
状

：
8
8
％

（
平

成
3
0
年

度
）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

３
年

度
％

8
8

2
0
1
8

1
0
0

2
2
-
3

医
療

施
設

の
耐

災
害

性
強

化
対

策
（
ブ

ロ
ッ

ク
塀

整
備

改
修

対
策

）

【
厚

労
】
ブ

ロ
ッ

ク
塀

に
倒

壊
の

危
険

性
が

な
い

こ
と

が
確

認
さ

れ
た

割
合

（
倒

壊
の

危
険

性
が

あ
る

ブ
ロ

ッ
ク

塀
を

有
す

る
7
0
6
病

院
を

対
象

）
　

現
状

：
9
0
％

（
平

成
3
0
年

度
）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

５
年

度

％
9
0
.4

2
0
1
8

1
0
0

2
2
-
4

医
療

施
設

の
耐

災
害

性
強

化
対

策
（
非

常
用

通
信

設
備

整
備

対
策

）

【
厚

労
】
救

命
救

急
セ

ン
タ

ー
等

2
9
0
施

設
に

お
け

る
非

常
用

通
信

施
設

設
備

の
整

備
状

況
　

現
状

：
2
5
％

（
平

成
3
0
年

度
）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

３
年

度
％

2
5

2
0
1
9

1
0
0

2
3
-
1

社
会

福
祉

施
設

等
の

耐
災

害
性

強
化

対
策

（
耐

震
化

対
策

）

【
厚

労
】
昭

和
5
6
年

以
前

に
建

築
さ

れ
た

以
下

の
施

設
の

う
ち

、
耐

震
診

断
の

結
果

、
改

修
の

必
要

が
あ

る
と

さ
れ

た
施

設
に

対
す

る
対

策
の

実
施

数
　

中
長

期
の

目
標

：
約

1
,0

2
4
箇

所
　

　
児

童
関

係
施

設
等

　
約

5
9
5
箇

所
　

　
障

害
児

者
関

係
施

設
　

約
2
8
0
箇

所
　

　
介

護
関

係
施

設
　

約
6
5
箇

所
　

　
そ

の
他

関
係

施
設

　
約

8
4
箇

所
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

年
次

の
前

倒
し

：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

７
年

度

箇
所

0
2
0
2
0

1
0
2
4

2
3
-
2

社
会

福
祉

施
設

等
の

耐
災

害
性

強
化

対
策

（
ブ

ロ
ッ

ク
塀

等
対

策
）

【
厚

労
】
安

全
性

に
問

題
の

あ
る

ブ
ロ

ッ
ク

塀
等

を
設

置
し

て
い

る
施

設
に

お
け

る
改

修
整

備
数

　
中

長
期

の
目

標
：
約

1
,4

7
2
箇

所
　

　
児

童
関

係
施

設
等

　
約

3
8
5
箇

所
　

　
障

害
児

者
関

係
施

設
　

約
2
5
5
箇

所
　

　
介

護
関

係
施

設
　

約
8
2
0
箇

所
　

　
そ

の
他

関
係

施
設

　
約

1
2
箇

所
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

年
次

の
前

倒
し

：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

７
年

度

箇
所

0
2
0
2
0

1
4
7
2

2
3
-
3

社
会

福
祉

施
設

等
の

耐
災

害
性

強
化

対
策

（
水

害
対

策
強

化
対

策
）

【
厚

労
】
水

害
に

よ
る

危
険

性
が

高
い

地
域

に
お

い
て

、
安

全
な

避
難

の
た

め
の

整
備

が
必

要
な

施
設

数
　

中
長

期
の

目
標

：
約

1
,6

9
0
箇

所
　

　
児

童
関

係
施

設
等

　
約

4
5
箇

所
　

　
障

害
児

者
関

係
施

設
　

約
4
7
0
箇

所
　

　
介

護
関

係
施

設
　

約
1
,1

7
5
箇

所
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

年
次

の
前

倒
し

：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

７
年

度

箇
所

0
2
0
2
0

1
6
9
0

207



現
状

値
年

度
2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

5
か

年
完

了
時

の
達

成
目

標

対
策

名
中

長
期

の
目

標
対

策
期

間
に

お
け

る
進

捗
状

況
N

o
.

単
位

対
策

策
定

時
の

状
況

2
3
-
4

社
会

福
祉

施
設

等
の

耐
災

害
性

強
化

対
策

（
非

常
用

自
家

発
電

設
備

対
策

）

【
厚

労
】
非

常
用

自
家

発
電

設
備

が
な

く
、

今
後

、
整

備
予

定
の

あ
る

施
設

に
お

け
る

整
備

　
中

長
期

の
目

標
：
約

2
,8

5
7
箇

所
　

　
児

童
関

係
施

設
等

　
約

5
箇

所
　

　
障

害
児

者
関

係
施

設
　

約
4
9
5
箇

所
　

　
介

護
関

係
施

設
　

約
2
,3

5
0
箇

所
　

　
そ

の
他

関
係

施
設

　
約

７
箇

所
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

年
次

の
前

倒
し

：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

７
年

度

箇
所

0
2
0
2
0

2
8
5
7

2
4

国
土

地
理

院
施

設
の

耐
災

害
性

強
化

対
策

【
国

交
】
国

土
地

理
院

施
設

の
う

ち
、

令
和

２
年

度
時

点
で

改
修

が
必

要
な

箇
所

に
対

す
る

耐
災

害
性

強
化

の
実

施
箇

所
数

　
中

長
期

の
目

標
：
延

べ
６

件
程

度
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

年
次

の
前

倒
し

：
令

和
1
4
年

度
　

→
　

令
和

７
年

度

件
0

2
0
1
9

4
6

2
5

海
上

保
安

施
設

等
の

耐
災

害
性

強
化

対
策

【
国

交
】
耐

災
害

性
の

強
化

が
必

要
な

海
上

保
安

施
設

等
（
1
5
1
箇

所
）
の

改
修

率
　

現
状

：
4
9
％

（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
７

年
度

　
→

　
令

和
６

年
度

箇
所

7
4

2
0
2
0

8
6

1
5
1

2
6

法
務

省
施

設
の

防
災

・
減

災
対

策
【
法

務
】
法

務
省

施
設

の
耐

震
化

率
（
延

べ
面

積
約

1
4
0
万

㎡
に

対
す

る
割

合
）

　
現

状
：
9
5
％

（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
9
8
.7

％
（
令

和
７

年
度

）
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

目
標

の
引

き
上

げ
：
9
8
.6

％
　

→
　

9
8
.7

％
（
令

和
７

年
度

）
％

9
5

2
0
1
9

9
8
.7

2
7

矯
正

施
設

の
防

災
・
減

災
対

策
【
法

務
】
矯

正
施

設
の

耐
震

化
率

(延
べ

面
積

約
4
4
0
万

㎡
に

対
す

る
割

合
）

　
現

状
：
8
4
％

（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
9
2
％

（
令

和
７

年
度

）
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

目
標

の
引

き
上

げ
：
9
0
％

　
→

　
9
2
％

（
令

和
７

年
度

）
％

8
4

2
0
1
9

9
2

２
8

矯
正

施
設

の
総

合
警

備
シ

ス
テ

ム
等

警
備

機
器

等
の

更
新

整
備

対
策

【
法

務
】
目

標
年

次
ま

で
に

更
新

整
備

が
必

要
と

な
る

総
合

警
備

シ
ス

テ
ム

等
が

整
備

さ
れ

て
い

る
矯

正
施

設
（
本

所
・
支

所
）
全

2
7
6
庁

に
対

し
、

同
シ

ス
テ

ム
等

の
更

新
整

備
が

完
了

し
た

庁
数

の
割

合
　

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

（
令

和
７

年
度

）
　

本
対

策
に

よ
り

、
更

新
整

備
と

併
せ

て
、

同
機

器
の

効
率

化
及

び
機

能
強

化
を

実
施

す
る

。

％
1
0
0

2
0
2
0

1
0
0

1
0
0

2
8

矯
正

施
設

の
総

合
警

備
シ

ス
テ

ム
等

警
備

機
器

等
の

更
新

整
備

対
策

【
法

務
】
目

標
年

次
ま

で
に

職
員

用
備

蓄
非

常
食

に
つ

い
て

、
更

新
が

必
要

と
な

る
矯

正
施

設
（
本

所
・
支

所
）
全

2
7
9
庁

に
対

し
、

更
新

が
計

画
的

に
行

わ
れ

た
庁

数
の

割
合

　
中

長
期

の
目

標
：
1
0
0
％

（
令

和
７

年
度

）
％

1
0
0

2
0
2
1

1
0
0

1
0
0

2
9

防
災

公
園

の
機

能
確

保
に

関
す

る
対

策

【
国

交
】
機

能
を

十
分

発
揮

さ
せ

る
た

め
に

整
備

が
必

要
な

防
災

公
園

（
約

1
6
0
箇

所
程

度
）
の

対
策

実
施

率
　

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
3
年

度
　

→
　

令
和

９
年

度

％
0

2
0
2
0

6
9

8
0

3
0
-
1

公
立

小
中

学
校

、
私

立
学

校
、

私
立

専
修

学
校

施
設

の
防

災
機

能
強

化
等

対
策 （
公

立
小

中
学

校
施

設
）

【
文

科
】
全

国
の

公
立

小
中

学
校

に
お

け
る

特
別

教
室

（
約

3
7
万

室
）
の

う
ち

、
空

調
設

置
が

必
要

と
認

め
ら

れ
る

室
を

対
象

と
し

た
空

調
設

備
の

設
置

率
　

現
状

：
5
5
.5

％
（
令

和
２

年
９

月
）
、

中
長

期
の

目
標

：
9
5
.0

％
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

年
次

の
前

倒
し

：
令

和
７

年
度

　
→

　
令

和
５

年
度

％
5
5
.5

2
0
2
0

9
5

3
0
-
1

公
立

小
中

学
校

、
私

立
学

校
、

私
立

専
修

学
校

施
設

の
防

災
機

能
強

化
等

対
策 （
公

立
小

中
学

校
施

設
）

【
文

科
】
全

国
の

公
立

小
中

学
校

に
お

け
る

体
育

館
（
体

育
館

約
3
.3

万
室

）
の

う
ち

、
空

調
設

置
が

必
要

と
認

め
ら

れ
る

室
を

対
象

と
し

た
空

調
設

備
の

設
置

率
　

現
状

：
5
.3

％
（
令

和
２

年
９

月
）
、

中
長

期
の

目
標

：
9
5
.0

％
（
令

和
1
7
年

度
）

％
5
.3

2
0
2
0

3
5

3
0
-
1

公
立

小
中

学
校

、
私

立
学

校
、

私
立

専
修

学
校

施
設

の
防

災
機

能
強

化
等

対
策 （
公

立
小

中
学

校
施

設
）

【
文

科
】
全

国
の

公
立

小
中

学
校

に
お

け
る

約
1
3
6
万

基
の

便
器

を
対

象
と

し
た

ト
イ

レ
の

洋
式

化
率 　

現
状

：
5
7
.0

％
（
令

和
２

年
９

月
）
、

中
長

期
の

目
標

：
9
5
.0

％
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

年
次

の
前

倒
し

：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

７
年

度

％
5
7

2
0
2
0

9
5

3
0
-
1

公
立

小
中

学
校

、
私

立
学

校
、

私
立

専
修

学
校

施
設

の
防

災
機

能
強

化
等

対
策 （
公

立
小

中
学

校
施

設
）

【
文

科
】
全

国
の

公
立

小
中

学
校

を
対

象
と

し
た

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
の

整
備

率
<
校

舎
>
（
約

2
.8

万
校

）
ス

ロ
ー

プ
（
門

か
ら

建
物

の
前

ま
で

）
　

現
状

：
7
8
.3

％
（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

７
年

度

％
7
8
.5

2
0
2
0

1
0
0

3
0
-
1

公
立

小
中

学
校

、
私

立
学

校
、

私
立

専
修

学
校

施
設

の
防

災
機

能
強

化
等

対
策 （
公

立
小

中
学

校
施

設
）

【
文

科
】
全

国
の

公
立

小
中

学
校

を
対

象
と

し
た

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
の

整
備

率
<
校

舎
>
（
約

2
.8

万
校

）
ス

ロ
ー

プ
（
昇

降
口

・
玄

関
等

か
ら

教
室

等
ま

で
）

　
現

状
：
5
7
.2

％
（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

７
年

度

％
5
7
.3

2
0
2
0

1
0
0
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現
状

値
年

度
2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

5
か

年
完

了
時

の
達

成
目

標

対
策

名
中

長
期

の
目

標
対

策
期

間
に

お
け

る
進

捗
状

況
N

o
.

単
位

対
策

策
定

時
の

状
況

3
0
-
1

公
立

小
中

学
校

、
私

立
学

校
、

私
立

専
修

学
校

施
設

の
防

災
機

能
強

化
等

対
策 （
公

立
小

中
学

校
施

設
）

【
文

科
】
全

国
の

公
立

小
中

学
校

を
対

象
と

し
た

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
の

整
備

率
<
校

舎
>
（
約

2
.8

万
校

）
多

目
的

ト
イ

レ
　

現
状

：
6
5
.0

％
（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

（
令

和
1
2
年

度
）

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
目

標
の

変
更

：
1
0
0
％

（
令

和
1
2
年

度
）
　

→
　

9
5
.0

％
（
令

和
７

年
度

）

％
6
5
.2

2
0
2
0

9
5

3
0
-
1

公
立

小
中

学
校

、
私

立
学

校
、

私
立

専
修

学
校

施
設

の
防

災
機

能
強

化
等

対
策 （
公

立
小

中
学

校
施

設
）

【
文

科
】
全

国
の

公
立

小
中

学
校

を
対

象
と

し
た

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
の

整
備

率
<
校

舎
>
（
約

2
.8

万
校

）
エ

レ
ベ

ー
タ

ー
　

現
状

：
2
7
.1

％
（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
5
0
.0

％
（
令

和
1
2
年

度
）

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
目

標
の

変
更

：
5
0
.0

％
（
令

和
1
2
年

度
）
→

4
0
.0

％
（
令

和
７

年
度

）

％
2
7
.1

2
0
2
0

4
0

3
0
-
1

公
立

小
中

学
校

、
私

立
学

校
、

私
立

専
修

学
校

施
設

の
防

災
機

能
強

化
等

対
策 （
公

立
小

中
学

校
施

設
）

【
文

科
】
全

国
の

公
立

小
中

学
校

を
対

象
と

し
た

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
の

整
備

率
<
体

育
館

>
（
約

2
.8

万
校

）
ス

ロ
ー

プ
（
門

か
ら

建
物

の
前

ま
で

）
　

現
状

：
7
4
.2

％
（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
、

令
和

1
2
年

度
　

→
　

令
和

７
年

度

％
7
4
.4

2
0
2
0

1
0
0

3
0
-
1

公
立

小
中

学
校

、
私

立
学

校
、

私
立

専
修

学
校

施
設

の
防

災
機

能
強

化
等

対
策 （
公

立
小

中
学

校
施

設
）

【
文

科
】
全

国
の

公
立

小
中

学
校

を
対

象
と

し
た

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
の

整
備

率
<
体

育
館

>
（
約

2
.8

万
校

）
ス

ロ
ー

プ
（
昇

降
口

・
玄

関
等

か
ら

教
室

等
ま

で
）

　
現

状
：
5
6
.9

％
（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

７
年

度

％
5
7

2
0
2
0

1
0
0

3
0
-
1

公
立

小
中

学
校

、
私

立
学

校
、

私
立

専
修

学
校

施
設

の
防

災
機

能
強

化
等

対
策 （
公

立
小

中
学

校
施

設
）

【
文

科
】
全

国
の

公
立

小
中

学
校

を
対

象
と

し
た

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
の

整
備

率
<
体

育
館

>
（
約

2
.8

万
校

）
多

目
的

ト
イ

レ
　

現
状

：
3
6
.8

％
（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
目

標
の

変
更

：
1
0
0
％

（
令

和
1
2
年

度
）
　

→
　

9
5
.0

％
（
令

和
７

年
度

）

％
3
6
.9

2
0
2
0

9
5

3
0
-
1

公
立

小
中

学
校

、
私

立
学

校
、

私
立

専
修

学
校

施
設

の
防

災
機

能
強

化
等

対
策 （
公

立
小

中
学

校
施

設
）

【
文

科
】
全

国
の

公
立

小
中

学
校

を
対

象
と

し
た

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
の

整
備

率
<
体

育
館

>
（
約

2
.8

万
校

）
エ

レ
ベ

ー
タ

ー
　

現
状

：
6
6
.0

％
（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
8
0
.0

％
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

目
標

の
変

更
：
8
0
.0

％
（
令

和
1
2
年

度
）
　

→
　

7
5
.0

％
（
令

和
７

年
度

）

％
6
5
.9

2
0
2
0

7
5

3
0
-
2

公
立

小
中

学
校

、
私

立
学

校
、

私
立

専
修

学
校

施
設

の
防

災
機

能
強

化
等

対
策 （
私

立
学

校
施

設
）

【
文

科
】
私

立
の

高
校

等
の

学
校

施
設

2
,3

8
0
校

の
バ

リ
ア

フ
リ

ー
化

の
実

施
率

エ
レ

ベ
ー

タ
ー

又
は

ス
ロ

ー
プ

若
し

く
は

そ
の

両
方

を
整

備
し

て
い

る
学

校
の

割
合

　
現

状
：
6
2
.5

％
（
平

成
3
1
年

4
月

1
日

）
、

　
中

長
期

の
目

標
：
指

定
避

難
所

や
指

定
緊

急
避

難
場

所
へ

の
指

定
や

帰
宅

困
難

者
等

の
受

入
れ

施
設

へ
の

登
録

が
な

さ
れ

、
災

害
発

生
時

に
避

難
所

と
し

て
使

用
が

見
込

ま
れ

る
私

立
学

校
施

設
（
注

）
に

つ
い

て
は

1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

1
0
年

度
注

：
こ

の
う

ち
整

備
が

必
要

と
認

め
ら

れ
る

学
校

施
設

。

％
6
2
.5

2
0
1
8

9
0

3
0
-
2

公
立

小
中

学
校

、
私

立
学

校
、

私
立

専
修

学
校

施
設

の
防

災
機

能
強

化
等

対
策 （
私

立
学

校
施

設
）

【
文

科
】
私

立
の

高
校

等
の

学
校

施
設

2
,3

8
0
校

の
バ

リ
ア

フ
リ

ー
化

の
実

施
率

多
目

的
ト

イ
レ

を
整

備
し

て
い

る
学

校
の

割
合

　
現

状
：
6
1
.2

％
（
平

成
3
1
年

４
月

１
日

）
、

　
中

長
期

の
目

標
：
指

定
避

難
所

や
指

定
緊

急
避

難
場

所
へ

の
指

定
や

帰
宅

困
難

者
等

の
受

入
れ

施
設

へ
の

登
録

が
な

さ
れ

、
災

害
発

生
時

に
避

難
所

と
し

て
使

用
が

見
込

ま
れ

る
私

立
学

校
施

設
（
注

）
に

つ
い

て
は

1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

1
0
年

注
：
こ

の
う

ち
整

備
が

必
要

と
認

め
ら

れ
る

学
校

施
設

。

％
6
1
.2

2
0
1
8

9
0

3
0
-
3

公
立

小
中

学
校

、
私

立
学

校
、

私
立

専
修

学
校

施
設

の
防

災
機

能
強

化
等

対
策 （
私

立
専

修
学

校
施

設
）

【
文

科
】
避

難
所

と
し

て
指

定
さ

れ
る

専
修

学
校

に
お

け
る

各
種

防
災

機
能

（
備

蓄
倉

庫
・
防

災
倉

庫
の

設
置

、
防

火
水

槽
・
貯

水
槽

・
井

戸
の

設
置

、
屋

外
便

所
の

設
置

、
外

階
段

等
の

避
難

経
路

）
を

有
す

る
学

校
の

割
合

　
現

状
：
8
6
％

（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
0
年

度
　

→
　

令
和

７
年

度

％
8
6

2
0
2
0

9
2
.3

1
0
0

3
1

災
害

時
に

備
え

た
需

要
家

側
に

お
け

る
燃

料
備

蓄
対

策

【
経

産
】
避

難
所

等
の

社
会

的
重

要
イ

ン
フ

ラ
に

整
備

さ
れ

た
燃

料
タ

ン
ク

等
の

数
　

現
状

：
8
5
6
件

（
令

和
元

年
度

末
）
、

中
長

期
の

目
標

：
2
,6

0
0
件

（
令

和
７

年
度

）
　

本
対

策
に

よ
る

令
和

４
年

度
末

ま
で

の
整

備
数

の
向

上
：
1
,0

4
4
件

　
→

　
1
,2

2
0
件

件
8
5
6

2
0
1
9

1
3
3
4

2
6
0
0
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現
状

値
年

度
2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

5
か

年
完

了
時

の
達

成
目

標

対
策

名
中

長
期

の
目

標
対

策
期

間
に

お
け

る
進

捗
状

況
N

o
.

単
位

対
策

策
定

時
の

状
況

3
2

天
然

ガ
ス

利
用

設
備

に
よ

る
災

害
時

の
強

靱
性

向
上

対
策

【
経

産
】
停

電
対

応
型

の
天

然
ガ

ス
利

用
設

備
の

導
入

等
を

行
っ

た
避

難
施

設
等

の
箇

所
数

　
現

状
：
1
,3

5
8
箇

所
（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
2
,5

8
0
箇

所
(令

和
７

年
度

）
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

目
標

の
引

き
上

げ
：
1
,9

3
2
箇

所
　

→
　

2
,5

8
0
箇

所
(令

和
７

年
度

）
箇

所
1
3
5
8

2
0
1
9

1
7
0
3

2
5
8
0

3
3

地
方

公
共

団
体

に
対

す
る

国
有

財
産

を
活

用
し

た
廃

棄
物

仮
置

き
場

や
避

難
場

所
の

確
保

等
支

援
対

策

【
財

務
】
災

害
発

生
時

に
地

方
公

共
団

体
へ

の
無

償
貸

付
け

等
が

可
能

な
未

利
用

国
有

地
等

を
管

理
す

る
財

務
局

等
に

お
い

て
、

平
常

時
か

ら
当

該
未

利
用

国
有

地
等

の
リ

ス
ト

を
整

備
し

て
い

る
割

合
％

1
0
0

2
0
2
0

1
0
0

1
0
0

3
4
-
1

警
察

に
お

け
る

災
害

対
策

に
必

要
な

資
機

材
に

関
す

る
対

策

【
警

察
】
全

4
7
都

道
府

県
に

お
け

る
災

害
対

策
に

必
要

な
資

機
材

（
広

域
緊

急
援

助
隊

が
高

所
に

お
い

て
救

出
救

助
活

動
を

行
う

際
に

必
要

な
フ

ル
ボ

デ
ィ

ハ
ー

ネ
ス

約
5
,0

0
0
式

等
）
の

更
新

整
備

率 　
現

状
：
1
0
0
％

（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
９

年
度

　
→

　
令

和
７

年
度

％
1
0
0

2
0
1
9

1
0
0

1
0
0

3
4
-
1

警
察

に
お

け
る

災
害

対
策

に
必

要
な

資
機

材
に

関
す

る
対

策

【
警

察
】
全

4
7
都

道
府

県
に

お
け

る
災

害
対

策
に

必
要

な
資

機
材

（
広

域
緊

急
援

助
隊

が
削

岩
機

等
を

用
い

て
救

出
救

助
活

動
を

行
う

際
に

必
要

な
防

振
手

袋
約

5
,0

0
0
式

等
）
の

新
規

整
備

率
　

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
９

年
度

　
→

　
令

和
７

年
度

％
0

2
0
1
9

0
1
0
0

3
4
-
1

警
察

に
お

け
る

災
害

対
策

に
必

要
な

資
機

材
に

関
す

る
対

策

【
警

察
】
大

規
模

水
害

等
発

生
時

に
お

け
る

警
察

署
等

の
災

害
警

備
活

動
の

維
持

に
必

要
な

資
機

材
の

整
備

率
　

現
状

：
6
0
％

（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

（
発

動
発

電
機

約
2
0
0
式

を
整

備
）
に

よ
り

、
令

和
４

年
度

に
達

成

％
6
0

2
0
2
0

6
0

1
0
0

3
4
-
2

警
察

機
動

力
の

確
保

に
関

す
る

対
策

【
警

察
】
警

察
用

航
空

機
8
2
機

、
船

舶
1
4
8
隻

の
更

新
整

備
率

　
現

状
：
1
0
0
％

（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

（
令

和
７

年
度

）
％

1
0
0

2
0
1
9

1
0
0

1
0
0

3
4
-
2

警
察

機
動

力
の

確
保

に
関

す
る

対
策

【
警

察
】
老

朽
化

し
た

警
察

用
車

両
の

更
新

整
備

数
　

中
長

期
の

目
標

：
約

1
9
,0

0
0
台

（
令

和
７

年
度

）
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

目
標

の
引

き
上

げ
：
約

1
2
,5

0
0
台

　
→

　
約

1
9
,0

0
0
台

(令
和

７
年

度
)

台
0

2
0
1
9

1
0
6
9

1
9
0
0
0

3
4
-
3

警
察

施
設

の
耐

災
害

性
等

に
関

す
る

対
策

【
警

察
】
災

害
発

生
時

に
警

察
活

動
の

中
核

拠
点

と
な

る
都

道
府

県
警

察
本

部
（
5
1
庁

舎
）
・
警

察
署

（
1
,1

5
3
署

）
の

耐
震

化
率

　
現

状
：
9
6
.5

％
（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
9
8
.0

％
（
令

和
７

年
度

）
％

9
6
.5

2
0
1
9

9
7
.8

9
8

3
4
-
3

警
察

施
設

の
耐

災
害

性
等

に
関

す
る

対
策

【
警

察
】
災

害
発

生
時

に
警

察
活

動
の

中
核

拠
点

と
な

る
機

動
隊

庁
舎

の
う

ち
老

朽
化

（
令

和
７

年
度

ま
で

に
建

築
年

数
5
0
年

以
上

経
過

）
し

た
庁

舎
（
1
0
隊

）
の

建
て

替
え

・
長

寿
命

化
率

　
現

状
：
1
0
％

（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
6
0
％

以
上

（
令

和
７

年
度

）
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

目
標

の
引

き
上

げ
：
4
0
％

以
上

　
→

　
6
0
％

以
上

（
令

和
７

年
度

）

％
1
0

2
0
2
0

1
0

6
0

3
4
-
4

警
察

情
報

通
信

設
備

等
に

関
す

る
対

策
【
警

察
】
令

和
３

年
度

を
基

準
と

し
て

、
設

置
年

数
5
0
年

を
経

過
し

た
無

線
中

継
所

の
更

新
・
改

修
　

中
長

期
の

目
標

：
1
1
箇

所
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

年
次

の
前

倒
し

：
令

和
８

年
度

　
→

　
令

和
７

年
度

箇
所

0
2
0
2
1

0
1
1

3
4
-
4

警
察

情
報

通
信

設
備

等
に

関
す

る
対

策

【
警

察
】
令

和
４

年
度

以
降

に
お

い
て

、
耐

用
年

数
を

超
過

し
た

警
察

電
話

用
交

換
装

置
の

更
新

・
改

修
対

象
都

道
府

県
数

　
中

長
期

の
目

標
：
全

4
7
都

道
府

県
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

年
次

の
前

倒
し

：
令

和
９

年
度

　
→

　
令

和
７

年
度

都
道

府
県

0
2
0
2
2

0
4
7

3
4
-
4

警
察

情
報

通
信

設
備

等
に

関
す

る
対

策

【
警

察
】
令

和
４

年
度

以
降

に
お

い
て

、
耐

用
年

数
を

超
過

し
た

衛
星

通
信

シ
ス

テ
ム

の
更

新
・
改

修
対

象
都

道
府

県
数

　
中

長
期

の
目

標
：
全

4
7
都

道
府

県
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

年
次

の
前

倒
し

：
令

和
９

年
度

　
→

　
令

和
７

年
度

都
道

府
県

0
2
0
2
2

0
4
7

3
4
-
4

警
察

情
報

通
信

設
備

等
に

関
す

る
対

策

【
警

察
】
令

和
４

年
度

以
降

に
お

い
て

、
耐

用
年

数
を

超
過

し
た

ヘ
リ

コ
プ

タ
ー

テ
レ

ビ
シ

ス
テ

ム
の

更
新

・
改

修
数

　
中

長
期

の
目

標
：
4
1
式

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
９

年
度

　
→

　
令

和
７

年
度

式
0

2
0
2
2

0
4
1
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現
状

値
年

度
2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

5
か

年
完

了
時

の
達

成
目

標

対
策

名
中

長
期

の
目

標
対

策
期

間
に

お
け

る
進

捗
状

況
N

o
.

単
位

対
策

策
定

時
の

状
況

3
5

大
規

模
災

害
等

緊
急

消
防

援
助

隊
充

実
強

化
対

策

【
総

務
】
緊

急
消

防
援

助
隊

の
車

両
・
資

機
材

の
う

ち
特

に
整

備
す

る
も

の
　

中
長

期
の

目
標

：
1
1
0
車

両
・
資

機
材

程
度

　
　

拠
点

機
能

形
成

車
　

1
0
台

　
　

情
報

収
集

活
動

用
ド

ロ
ー

ン
　

3
7
台

　
　

映
像

伝
送

装
置

　
5
4
台

　
　

緊
急

消
防

援
助

隊
動

態
情

報
シ

ス
テ

ム
更

新
　

１
式

　
　

特
別

高
度

工
作

車
　

1
2
台

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

７
年

度

台
0

2
0
2
0

6
9

1
1
0

3
6

N
B

C
災

害
等

緊
急

消
防

援
助

隊
充

実
強

化
対

策

【
総

務
】
N

B
C

災
害

即
応

部
隊

5
4
部

隊
全

体
の

老
朽

化
し

た
N

B
C

災
害

対
応

資
機

材
を

新
の

知
見

に
基

づ
き

整
備

　
中

長
期

の
目

標
：
5
4
部

隊
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

年
次

の
前

倒
し

：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

７
年

度

組
6

2
0
2
1

6
5
4

3
6

N
B

C
災

害
等

緊
急

消
防

援
助

隊
充

実
強

化
対

策

【
総

務
】
全

国
の

緊
急

消
防

援
助

隊
に

配
備

し
て

い
る

放
射

線
防

護
資

機
材

の
う

ち
特

に
整

備
す

る
も

の
　

中
長

期
の

目
標

：
計

9
.9

0
8
個

　
　

全
面

マ
ス

ク
　

8
,7

2
4
個

　
　

個
人

警
報

線
量

計
　

7
4
0
個

　
　

γ
線

・
X
線

用
線

量
率

計
　

1
4
8
個

　
　

中
性

子
線

用
線

量
率

計
　

1
4
8
個

　
　

表
面

汚
染

検
査

計
　

1
4
8
個

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

７
年

度

個
0

2
0
2
0

6
3
0
0

9
9
0
8

3
7

大
規

模
災

害
等

航
空

消
防

防
災

体
制

充
実

強
化

対
策

【
総

務
】
大

規
模

災
害

時
の

航
空

消
防

防
災

体
制

の
充

実
強

化
を

図
る

た
め

、
特

に
整

備
す

べ
き

航
空

機
・
資

機
材

　
現

状
：
航

空
小

隊
7
4
隊

（
令

和
２

年
1
2
月

１
日

）
、

中
長

期
の

目
標

：
航

空
小

隊
8
0
隊

程
度

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
７

年
度

以
降

　
→

　
令

和
７

年
度

隊
7
4

2
0
2
0

7
6

8
0

3
8

地
域

防
災

力
の

中
核

を
担

う
消

防
団

に
関

す
る

対
策

【
総

務
】
特

に
風

水
害

に
対

応
し

た
十

分
な

車
両

・
資

機
材

を
備

え
救

助
活

動
等

を
行

え
る

消
防

団
の

割
合

※
　

現
状

：
未

調
査

（
令

和
３

年
度

よ
り

調
査

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
７

年
度

以
降

　
→

　
令

和
７

年
度

％
―

―
1
0
0

3
9
-
1

自
衛

隊
の

飛
行

場
施

設
等

の
資

機
材

等
対

策

【
防

衛
】
飛

行
場

施
設

等
の

資
機

材
等

の
整

備
率

　
現

状
：
０

％
（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

７
年

度
％

0
2
0
2
0

6
3

1
0
0

3
9
-
2

自
衛

隊
の

イ
ン

フ
ラ

基
盤

強
化

対
策

【
防

衛
】
全

国
の

駐
屯

地
・
基

地
を

対
象

の
点

検
結

果
を

踏
ま

え
た

、
イ

ン
フ

ラ
基

盤
の

強
化

の
整

備
着

手
率

　
中

長
期

の
目

標
：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
2
5
年

度
　

→
　

令
和

８
年

度

％
0

2
0
2
0

9
8
5

3
9
-
3

自
衛

隊
施

設
の

建
物

等
の

強
化

対
策

【
防

衛
】
全

国
の

駐
屯

地
・
基

地
を

対
象

の
点

検
結

果
を

踏
ま

え
た

、
自

衛
隊

施
設

の
強

化
の

整
備

着
手

率
　

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
2
5
年

度
　

→
　

令
和

８
年

度

％
0

2
0
2
0

1
8

9
1

4
0

自
治

体
庁

舎
等

に
お

け
る

非
常

用
通

信
手

段
の

確
保

対
策

【
総

務
衛

星
通

信
に

よ
る

非
常

用
通

信
手

段
を

整
備

し
た

市
町

村
・
消

防
本

部
数

（
対

象
2
,4

6
7
団

体
）

　
現

状
：
9
3
.3

％
（
令

和
２

年
２

月
）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
９

年
度

　
→

　
令

和
７

年
度

％
9
3
.3

2
0
2
0

1
0
0

1
0
0

4
1

住
民

等
へ

の
情

報
伝

達
手

段
の

多
重

化
・
多

様
化

対
策

【
総

務
】
防

災
行

政
無

線
等

の
災

害
情

報
伝

達
手

段
の

整
備

率
(対

象
1
,7

4
1
団

体
)

　
現

状
：
8
6
.6

％
（
平

成
3
1
年

３
月

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
2
5
年

度
以

降
　

→
　

令
和

７
年

度
％

8
6
.6

2
0
2
0

1
0
0

4
2

消
防

指
令

シ
ス

テ
ム

の
高

度
化

等
に

係
る

対
策

【
総

務
】
消

防
指

令
シ

ス
テ

ム
の

標
準

イ
ン

タ
ー

フ
ェ

イ
ス

の
検

討
状

況
　

中
長

期
の

目
標

：
標

準
イ

ン
タ

ー
フ

ェ
イ

ス
に

関
す

る
標

準
仕

様
書

の
策

定
　

本
対

策
に

よ
り

、
標

準
仕

様
書

の
策

定
に

加
え

、
標

準
仕

様
書

に
基

づ
い

た
社

会
実

装
に

資
す

る
試

作
物

の
構

築
を

令
和

５
年

度
ま

で
に

完
成

個
0

2
0
2
0

0
1
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現
状

値
年

度
2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

5
か

年
完

了
時

の
達

成
目

標

対
策

名
中

長
期

の
目

標
対

策
期

間
に

お
け

る
進

捗
状

況
N

o
.

単
位

対
策

策
定

時
の

状
況

4
3

災
害

応
急

対
策

活
動

に
必

要
と

な
る

官
庁

施
設

の
電

力
の

確
保

等
対

策

【
国

交
】
災

害
応

急
対

策
の

活
動

拠
点

と
な

る
官

庁
施

設
に

お
け

る
電

力
確

保
等

の
た

め
の

対
策

の
実

施
率

（
令

和
元

年
度

時
点

で
対

策
が

必
要

な
災

害
応

急
対

策
の

活
動

拠
点

と
な

る
合

同
庁

舎
等

1
6
2
施

設
の

う
ち

、
対

策
済

み
の

施
設

の
割

合
）

　
現

状
：
5
6
％

（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
6
2
年

度
　

→
　

令
和

4
1
年

度

％
5
6

2
0
1
9

6
4

7
5

4
4

休
廃

止
鉱

山
鉱

害
防

止
等

工
事

に
関

す
る

対
策

【
経

産
】
鉱

山
集

積
場

の
耐

震
化

工
事

及
び

重
点

坑
道

対
策

工
事

の
実

施
件

数
<
集

積
場

>
　

現
状

：
1
7
件

、
中

長
期

の
目

標
：
3
4
件

　
本

対
策

に
よ

る
４

集
積

場
の

達
成

年
次

の
前

倒
し

　
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

７
年

度

集
積

場
1
7

2
0
2
0

1
7

2
1

4
4

休
廃

止
鉱

山
鉱

害
防

止
等

工
事

に
関

す
る

対
策

【
経

産
】
鉱

山
集

積
場

の
耐

震
化

工
事

及
び

重
点

坑
道

対
策

工
事

の
実

施
件

数
<
重

点
坑

道
>

　
現

状
：
０

件
、

中
長

期
の

目
標

：
１

件
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

年
次

の
前

倒
し

：
令

和
９

年
度

　
→

　
令

和
６

年
度

坑
道

0
2
0
2
0

0
1

4
5

防
災

・
減

災
の

基
盤

と
な

る
地

籍
調

査
重

点
対

策

【
国

交
】
今

後
土

砂
災

害
等

が
発

生
す

る
可

能
性

が
高

い
エ

リ
ア

の
う

ち
、

土
砂

災
害

特
別

警
戒

区
域

等
の

特
に

緊
急

性
が

高
い

地
域

を
対

象
と

し
た

地
籍

調
査

の
実

施
面

積
　

現
状

：
－

（
未

実
施

地
域

を
対

象
）
、

中
長

期
の

目
標

：
5
4
0
㎢

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
1
年

度
　

→
　

令
和

７
年

度

㎢
0

2
0
2
0

9
7

5
4
0

4
6

グ
リ

ー
ン

イ
ン

フ
ラ

を
活

用
し

た
防

災
・
減

災
対

策

【
国

交
】
全

国
の

主
要

都
市

（
3
0
都

市
を

想
定

）
に

お
け

る
防

災
・
減

災
に

資
す

る
グ

リ
ー

ン
イ

ン
フ

ラ
の

取
組

み
実

施
率

　
現

状
：
1
0
％

（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
1
年

度
　

→
　

令
和

８
年

度

％
1
0

2
0
2
0

3
0

9
0

4
6

グ
リ

ー
ン

イ
ン

フ
ラ

を
活

用
し

た
防

災
・
減

災
対

策

【
国

交
】
グ

リ
ー

ン
イ

ン
フ

ラ
官

民
連

携
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ
ー

ム
に

登
録

し
て

い
る

自
治

体
の

う
ち

、
グ

リ
ー

ン
イ

ン
フ

ラ
の

取
組

を
事

業
化

し
た

自
治

体
数

　
現

状
：
３

自
治

体
（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
7
0
自

治
体

  
  
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

７
年

度

自
治

体
3

2
0
2
0

7
0

4
7

指
定

管
理

鳥
獣

捕
獲

等
に

関
す

る
対

策
【
環

境
】
ニ

ホ
ン

ジ
カ

の
生

息
数

　
現

状
：
約

2
8
5
万

頭
（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
約

1
4
6
万

頭
（
令

和
５

年
度

）
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

目
標

の
変

更
：
半

減
目

標
の

達
成

に
向

け
た

捕
獲

対
策

の
強

化
万

頭
2
8
5

2
0
2
0

1
4
7

4
7

指
定

管
理

鳥
獣

捕
獲

等
に

関
す

る
対

策
【
環

境
】
イ

ノ
シ

シ
の

生
息

数
　

現
状

：
約

8
7
万

頭
（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
約

6
0
万

頭
（
令

和
５

年
度

）
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

目
標

の
変

更
：
半

減
目

標
の

達
成

に
向

け
た

捕
獲

対
策

の
強

化
万

頭
8
7

2
0
2
0

6
0

4
8

高
濃

度
P

C
B

処
理

施
設

に
関

す
る

対
策

【
環

境
】
今

後
新

た
に

補
修

等
が

必
要

と
な

る
J
E
S
C

O
高

濃
度

P
C

B
処

理
施

設
計

６
施

設
の

補
修

・
改

修
等

実
施

率
　

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

（
令

和
７

年
度

末
）

　
本

対
策

に
よ

る
新

た
な

達
成

目
標

の
設

定
：
4
0
％

（
令

和
３

年
度

末
）
、

8
0
％

（
令

和
５

年
度

末
）

％
0

2
0
1
8

4
0

1
0
0

4
9

P
C

B
早

期
処

理
に

向
け

た
対

策

【
環

境
】
今

後
新

た
に

P
C

B
廃

棄
物

の
掘

り
起

こ
し

調
査

の
支

援
等

を
実

施
す

る
都

道
府

県
・
政

令
市

※
の

数
　

中
長

期
の

目
標

：
1
2
7
自

治
体

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
８

年
度

　
→

　
令

和
７

年
度

自
治

体
0

2
0
1
8

6
2

1
2
9

5
0

放
射

線
監

視
体

制
の

機
能

維
持

に
関

す
る

強
化

対
策

【
環

境
】
空

間
放

射
線

量
率

の
継

続
測

定
を

す
る

た
め

の
空

間
放

射
線

量
率

計
（
低

線
量

計
、

高
線

量
計

、
可

搬
型

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

ポ
ス

ト
、

電
子

線
量

計
）
等

の
更

新
・
整

備
率

　
中

長
期

の
目

標
：
全

体
の

２
割

程
度

を
更

新
・
整

備
（
主

な
対

象
機

器
約

3
6
0
基

を
５

年
で

更
新

）
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

年
次

の
前

倒
し

：
令

和
1
0
年

度
　

→
　

令
和

７
年

度

台
1
6
7

2
0
2
1

3
6
0

212



現
状

値
年

度
2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

5
か

年
完

了
時

の
達

成
目

標

対
策

名
中

長
期

の
目

標
対

策
期

間
に

お
け

る
進

捗
状

況
N

o
.

単
位

対
策

策
定

時
の

状
況

（
２

）
交

通
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
・
ラ

イ
フ

ラ
イ

ン
を

維
持

し
、

国
民

経
済

・
生

活
を

支
え

る
た

め
の

対
策

5
1

高
規

格
道

路
の

ミ
ッ

シ
ン

グ
リ

ン
ク

解
消

及
び

４
車

線
化

、
高

規
格

道
路

と
直

轄
国

道
と

の
ダ

ブ
ル

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

化
等

に
よ

る
道

路
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

機
能

強
化

対
策

【
国

交
】
高

規
格

道
路

の
ミ

ッ
シ

ン
グ

リ
ン

ク
（
令

和
元

年
度

時
点

：
約

2
0
0
区

間
）
改

善
率

　
※

改
善

：
全

線
ま

た
は

一
部

区
間

供
用

。
　

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
2
5
年

度
　

→
　

令
和

2
3
年

度

％
0

2
0
1
9

9
3
0

5
1

高
規

格
道

路
の

ミ
ッ

シ
ン

グ
リ

ン
ク

解
消

及
び

４
車

線
化

、
高

規
格

道
路

と
直

轄
国

道
と

の
ダ

ブ
ル

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

化
等

に
よ

る
道

路
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

機
能

強
化

対
策

【
国

交
】
高

規
格

道
路

（
有

料
）
の

４
車

線
化

優
先

整
備

区
間

（
約

8
8
0
km

）
の

事
業

着
手

率
　

現
状

：
約

1
3
％

(令
和

元
年

度
）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

％
1
3

2
0
1
9

2
6

4
7

5
2

道
路

の
法

面
・
盛

土
の

土
砂

災
害

防
止

対
策

【
国

交
】
緊

急
輸

送
道

路
の

法
面

・
盛

土
に

お
け

る
対

策
必

要
箇

所
(約

3
3
,0

0
0
箇

所
)の

整
備

率
　

現
状

：
約

5
5
％

（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
3
8
年

度
　

→
　

令
和

3
6
年

度
％

5
5

2
0
1
9

6
7

7
3

5
3

道
路

の
高

架
区

間
等

を
活

用
し

た
津

波
や

洪
水

か
ら

の
浸

水
避

難
対

策

【
国

交
】
緊

急
避

難
場

所
と

し
て

直
轄

国
道

の
高

架
区

間
等

を
活

用
す

る
ニ

ー
ズ

が
あ

る
箇

所
（
約

8
0
0
箇

所
）
の

避
難

施
設

の
整

備
率

　
現

状
：
約

2
7
％

（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
4
年

度
　

→
　

令
和

７
年

度

％
2
7

2
0
1
9

3
2

1
0
0

5
4

市
街

地
等

の
緊

急
輸

送
道

路
に

お
け

る
無

電
柱

化
対

策

【
国

交
】
電

柱
倒

壊
の

リ
ス

ク
が

あ
る

市
街

地
等

の
緊

急
輸

送
道

路
(約

2
0
,0

0
0
km

)に
お

け
る

無
電

柱
化

着
手

率
　

現
状

：
約

3
8
％

（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
4
4
年

度
　

→
　

令
和

4
1
年

度

％
3
8

2
0
1
9

4
1

5
2

5
5

渡
河

部
の

橋
梁

や
河

川
に

隣
接

す
る

道
路

構
造

物
の

流
失

防
止

対
策

【
国

交
】
緊

急
輸

送
道

路
に

お
け

る
渡

河
部

の
橋

梁
や

河
川

に
隣

接
す

る
構

造
物

の
洗

掘
・
流

失
の

対
策

必
要

箇
所

（
約

1
,7

0
0
箇

所
）
の

整
備

率
　

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
2
3
年

度
　

→
　

令
和

2
2
年

度

％
0

2
0
1
9

4
2
8

5
6

信
号

機
電

源
付

加
装

置
の

更
新

・
整

備
に

関
す

る
対

策

【
警

察
】
信

号
機

電
源

付
加

装
置

の
整

備
数

（
令

和
３

年
度

以
降

）
　

中
長

期
の

目
標

：
約

2
,0

0
0
台

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
８

年
度

　
→

　
令

和
７

年
度

台
0

2
0
2
1

2
9
7

2
0
0
0

5
7

老
朽

化
し

た
信

号
機

等
の

交
通

安
全

施
設

等
の

更
新

に
関

す
る

対
策

【
警

察
】
老

朽
化

し
た

信
号

機
の

整
備

数
（
令

和
３

年
度

以
降

）
　

中
長

期
の

目
標

：
4
5
,0

0
0
基

（
令

和
７

年
度

）
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

目
標

の
引

き
上

げ
：

　
4
3
,0

0
0
基

（
令

和
８

年
度

）
→

4
5
,0

0
0
基

（
令

和
７

年
度

）

基
0

2
0
2
1

6
6
2
1

4
5
0
0
0

5
8
-
1

豪
雨

に
よ

る
鉄

道
河

川
橋

梁
の

流
失

・
傾

斜
対

策

【
国

交
】
既

往
大

規
模

の
降

雨
に

よ
り

流
失

・
傾

斜
の

恐
れ

が
あ

る
鉄

道
河

川
橋

梁
の

流
失

・
傾

斜
対

策
の

完
了

率
（
対

象
約

1
5
0
橋

梁
）

　
現

状
：
3
3
％

（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
4
1
年

度
　

→
　

令
和

1
4
年

度

％
3
3

2
0
2
0

8
5

5
8
-
2

豪
雨

に
よ

る
鉄

道
隣

接
斜

面
の

崩
壊

対
策

【
国

交
】
既

往
大

規
模

の
降

雨
に

よ
り

崩
壊

の
恐

れ
が

あ
る

鉄
道

隣
接

斜
面

（
約

1
,2

0
0
箇

所
）

の
崩

壊
防

止
対

策
の

完
了

率
　

現
状

：
1
6
％

（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
4
1
年

度
　

→
　

令
和

1
4
年

度

％
1
6

2
0
2
0

8
5

5
9

地
下

鉄
、

地
下

駅
、

電
源

設
備

等
の

浸
水

対
策

【
国

交
】
既

往
大

規
模

の
降

雨
に

よ
り

浸
水

の
恐

れ
が

あ
る

地
下

駅
や

電
気

設
備

等
（
地

下
駅

出
入

口
等

：
約

5
1
0
箇

所
、

電
気

設
備

等
：
約

1
9
0
箇

所
）
の

浸
水

防
止

対
策

の
完

了
率

　
現

状
：
4
0
％

（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
2
7
年

度
　

→
　

令
和

2
1
年

度

％
4
0

2
0
2
0

7
0

6
0

大
規

模
地

震
に

よ
る

駅
、

高
架

橋
等

の
倒

壊
・
損

傷
対

策

【
国

交
】
首

都
直

下
地

震
又

は
南

海
ト

ラ
フ

地
震

で
震

度
６

強
以

上
が

想
定

さ
れ

る
地

域
等

に
存

在
す

る
主

要
鉄

道
路

線
の

耐
震

化
率

（
対

象
駅

：
約

2
,1

0
0
駅

、
高

架
橋

柱
等

：
約

3
7
0
,0

0
0
本

）
　

現
状

：
9
7
.4

％
（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

４
年

度

％
9
7

2
0
1
9

1
0
0

6
1
-
1

港
湾

の
耐

災
害

性
強

化
対

策
（
地

震
対

策
）

【
国

交
】
大

規
模

地
震

時
に

確
保

す
べ

き
海

上
交

通
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
（
約

4
0
0
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
）
の

う
ち

、
発

災
時

に
使

用
可

能
な

も
の

の
割

合
　

現
状

：
3
3
％

（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
概

ね
9
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
3
2
年

度
　

→
　

令
和

3
1
年

度

％
3
3

2
0
2
0

3
4

4
7
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現
状

値
年

度
2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

5
か

年
完

了
時

の
達

成
目

標

対
策

名
中

長
期

の
目

標
対

策
期

間
に

お
け

る
進

捗
状

況
N

o
.

単
位

対
策

策
定

時
の

状
況

6
1
-
2

港
湾

の
耐

災
害

性
強

化
対

策
（
高

潮
・
高

波
対

策
）

【
国

交
】
海

上
交

通
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

維
持

の
た

め
、

高
潮

・
高

波
対

策
を

実
施

す
る

必
要

が
あ

る
約

1
0
0
港

湾
に

お
い

て
、

港
湾

機
能

維
持

・
早

期
再

開
が

可
能

と
な

る
割

合
　

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
3
2
年

度
　

→
　

令
和

3
1
年

度

％
0

2
0
2
0

1
1
4

6
1
-
3

港
湾

の
耐

災
害

性
強

化
対

策
（
走

錨
対

策
）

【
国

交
】
船

舶
の

避
泊

水
域

を
確

保
す

る
必

要
が

あ
る

約
5
0
港

湾
の

う
ち

、
暴

風
時

の
安

全
な

避
難

泊
地

の
確

保
を

実
現

し
た

割
合

　
現

状
：
1
7
％

（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
3
2
年

度
　

→
　

令
和

2
7
年

度

％
1
7

2
0
2
0

2
2

4
2

6
1
-
4

港
湾

の
耐

災
害

性
強

化
対

策
（
埋

塞
対

策
）

【
国

交
】
埋

塞
対

策
等

を
行

う
必

要
が

あ
る

港
湾

及
び

開
発

保
全

航
路

（
約

6
0
箇

所
）
の

う
ち

豪
雨

等
に

よ
る

大
規

模
出

水
に

備
え

た
対

策
を

講
じ

、
航

行
の

安
全

性
を

確
保

し
た

割
合

　
中

長
期

の
目

標
：
1
0
0
%

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
3
2
年

度
　

→
　

令
和

2
9
年

度

％
0

2
0
2
0

2
1
1

6
2

走
錨

事
故

等
防

止
対

策

【
国

交
】
海

域
監

視
が

可
能

な
カ

メ
ラ

や
レ

ー
ダ

ー
等

の
整

備
が

必
要

な
船

舶
通

航
信

号
所

等
（
4
5
箇

所
）
の

整
備

率
　

現
状

：
2
2
％

（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
７

年
度

　
→

　
令

和
６

年
度

％
2
2

2
0
2
0

3
8

1
0
0

6
3
-
1

航
路

標
識

の
耐

災
害

性
強

化
対

策
（
海

水
浸

入
防

止
対

策
）

【
国

交
】
海

水
浸

入
防

止
対

策
が

必
要

な
航

路
標

識
（
4
6
1
箇

所
）
の

整
備

率
　

現
状

：
7
2
％

（
令

和
２

年
度

末
）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

７
年

度
％

7
2

2
0
2
0

7
6

1
0
0

6
3
-
2

航
路

標
識

の
耐

災
害

性
強

化
対

策
（
電

源
喪

失
対

策
）

【
国

交
】
電

源
喪

失
対

策
が

必
要

な
航

路
標

識
（
1
0
3
箇

所
）
の

整
備

率
　

現
状

：
2
0
％

（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

1
0
年

度
％

2
0

2
0
2
0

3
6

1
0
0

6
3
-
3

航
路

標
識

の
耐

災
害

性
強

化
対

策
（
監

視
体

制
強

化
対

策
）

【
国

交
】
監

視
装

置
の

導
入

が
必

要
な

航
路

標
識

（
1
,6

3
8
箇

所
）
の

整
備

率
　

現
状

：
1
6
％

（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

（
令

和
1
2
年

度
）

　
本

対
策

に
よ

る
令

和
７

年
度

の
達

成
目

標
:5

9
％

　
→

　
6
1
％

％
1
6

2
0
2
0

1
8

1
0
0

6
3
-
4

航
路

標
識

の
耐

災
害

性
強

化
対

策
（
信

頼
性

向
上

対
策

）

【
国

交
】
災

害
時

で
も

信
頼

性
向

上
及

び
安

定
運

用
を

図
る

た
め

、
災

害
に

強
い

機
器

等
（
8
1
7
箇

所
）
の

整
備

率
　

現
状

：
2
2
％

（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

（
令

和
1
2
年

度
）

　
本

対
策

に
よ

る
令

和
７

年
度

の
達

成
目

標
：
6
4
％

　
→

　
8
3
％

％
2
2

2
0
2
0

3
9

1
0
0

6
4
-
1

空
港

の
耐

災
害

性
強

化
対

策
（
護

岸
嵩

上
げ

・
排

水
機

能
強

化
に

よ
る

浸
水

対
策

）

【
国

交
】
護

岸
の

嵩
上

げ
や

排
水

機
能

の
強

化
等

の
浸

水
対

策
に

よ
り

、
高

潮
・
高

波
・
豪

雨
等

に
よ

る
空

港
施

設
へ

の
浸

水
の

防
止

が
可

能
と

な
る

空
港

の
割

合
（
対

象
2
3
空

港
）

　
現

状
：
2
6
％

（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

1
1
年

度

％
2
6

2
0
1
9

3
5

8
7

6
4
-
2

空
港

の
耐

災
害

性
強

化
対

策
（
滑

走
路

等
の

耐
震

対
策

）

【
国

交
】
滑

走
路

等
の

耐
震

対
策

に
よ

り
、

地
震

発
生

後
に

お
け

る
救

急
･救

命
活

動
等

の
拠

点
機

能
の

確
保

や
航

空
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

維
持

が
可

能
と

な
る

空
港

の
割

合
（
対

象
2
3
空

港
）

　
現

状
：
7
0
％

（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

1
1
年

度

％
7
0

2
0
1
9

7
4

8
7

6
4
-
3

空
港

の
耐

災
害

性
強

化
対

策
（
空

港
タ

ー
ミ

ナ
ル

ビ
ル

の
電

源
設

備
等

の
止

水
対

策
）

【
国

交
】
電

源
設

備
へ

の
止

水
扉

設
置

等
の

浸
水

対
策

に
よ

り
、

高
潮

・
高

波
・
豪

雨
等

に
よ

る
電

源
設

備
へ

の
浸

水
の

防
止

が
可

能
と

な
る

空
港

の
割

合
（
対

象
9
5
空

港
）

　
現

状
：
7
3
％

（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

（
可

能
な

限
り

早
期

）
　

本
対

策
に

よ
る

新
た

な
達

成
目

標
の

設
定

：
8
5
％

（
令

和
７

年
度

）

％
7
3

2
0
2
0

7
6

8
5

6
4
-
4

空
港

の
耐

災
害

性
強

化
対

策
（
空

港
タ

ー
ミ

ナ
ル

ビ
ル

の
吊

り
天

井
の

安
全

対
策

）

【
国

交
】
タ

ー
ミ

ナ
ル

ビ
ル

吊
り

天
井

の
安

全
対

策
に

よ
り

、
地

震
に

よ
る

吊
り

天
井

の
落

下
事

故
の

防
止

が
可

能
と

な
る

空
港

の
割

合
（
対

象
9
5
空

港
）

　
現

状
：
6
4
％

（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

（
可

能
な

限
り

早
期

）
　

本
対

策
に

よ
る

新
た

な
達

成
目

標
の

設
定

：
7
5
％

（
令

和
７

年
度

）

％
6
4

2
0
2
0

6
8

7
5

6
4
-
5

空
港

の
耐

災
害

性
強

化
対

策
（
空

港
無

線
施

設
等

の
電

源
設

備
等

の
浸

水
対

策
）

【
国

交
】
電

源
設

備
へ

の
止

水
扉

設
置

等
の

浸
水

対
策

に
よ

り
、

高
潮

・
高

波
・
豪

雨
等

に
よ

る
電

源
設

備
へ

の
浸

水
の

防
止

が
可

能
と

な
る

空
港

の
割

合
（
対

象
9
5
空

港
）

　
現

状
：
7
6
％

（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
時

期
の

前
倒

し
※

：
可

能
な

限
り

早
期

　
→

　
令

和
７

年
度

※
地

方
自

治
体

が
現

段
階

（
令

和
２

年
1
0
月

時
点

）
で

公
表

し
て

い
る

浸
水

想
定

に
よ

り
、

対
策

が
必

要
な

空
港

を
対

象
と

す
る

。

％
7
6

2
0
2
0

8
9

1
0
0

6
4
-
6

空
港

の
耐

災
害

性
強

化
対

策
（
空

港
B

C
P

の
実

効
性

強
化

対
策

）

【
国

交
】
「
A

2
-
B

C
P

」
に

基
づ

く
訓

練
等

の
毎

年
度

８
月

ま
で

の
実

施
率

（
全

9
5
空

港
）

　
現

状
：
7
0
％

（
令

和
２

年
８

月
）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

（
毎

年
度

）
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

時
期

の
前

倒
し

：
毎

年
度

　
→

　
毎

年
度

８
月

ま
で

％
7
0

2
0
2
0

9
2

1
0
0
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現
状

値
年

度
2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

5
か

年
完

了
時

の
達

成
目

標

対
策

名
中

長
期

の
目

標
対

策
期

間
に

お
け

る
進

捗
状

況
N

o
.

単
位

対
策

策
定

時
の

状
況

6
5

送
電

網
の

整
備

・
強

化
対

策

【
経

産
】
激

甚
化

す
る

災
害

な
ど

に
対

応
し

て
、

送
電

網
を

一
般

送
配

電
事

業
者

等
が

整
備

す
る

こ
と

で
、

日
本

に
お

け
る

平
均

停
電

時
間

が
、

過
去

５
年

の
小

値
（
約

1
6
分

/
年

）
を

下
回

る
こ

と
を

目
指

す
。

（
本

対
策

の
実

施
以

前
の

目
標

）
　

日
本

に
お

け
る

平
均

停
電

時
間

が
、

過
去

５
年

の
中

央
値

（
約

2
0
分

/
年

）
を

下
回

る
こ

と
を

目
指

す
。

分
／

年
1
6

2
0
1
3

1
6

6
6

災
害

時
に

役
立

つ
避

難
施

設
防

災
拠

点
の

再
エ

ネ
・
蓄

エ
ネ

設
備

に
関

す
る

対
策

【
環

境
】
災

害
・
停

電
時

に
機

能
発

揮
を

可
能

と
し

た
避

難
施

設
・
防

災
拠

点
の

箇
所

数
　

中
長

期
の

目
標

：
1
,0

0
0
箇

所
（
令

和
７

年
度

）
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

目
標

の
引

き
上

げ
：
8
0
0
箇

所
　

→
　

1
,0

0
0
箇

所
（
令

和
７

年
度

）
箇

所
0

2
0
1
8

1
1
4

1
0
0
0

6
7

製
油

所
等

の
レ

ジ
リ

エ
ン

ス
強

化
対

策

【
経

産
】
特

別
警

報
級

の
大

雨
や

高
潮

等
の

新
た

な
事

象
を

想
定

し
た

強
靱

化
対

策
を

実
施

し
、

災
害

対
応

能
力

の
強

化
を

図
る

製
油

所
の

箇
所

数
　

中
長

期
の

目
標

：
1
2
箇

所
（
令

和
７

年
度

）
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

目
標

の
引

き
上

げ
：
1
0
箇

所
　

→
　

1
2
箇

所
（
令

和
７

年
度

）

箇
所

0
2
0
2
0

0
1
2

6
8

S
S
等

の
災

害
対

応
能

力
強

化
対

策

【
経

産
】
全

国
の

S
S
約

３
万

箇
所

の
う

ち
、

自
家

発
電

設
備

を
備

え
災

害
対

応
可

能
な

S
S
の

割
合

　
現

状
：
2
9
％

（
令

和
元

年
度

：
8
,5

2
5
箇

所
）
、

中
長

期
の

目
標

：
5
6
％

（
令

和
７

年
度

：
約

1
6
,6

0
0

箇
所

）
　

本
対

策
に

よ
る

新
た

な
目

標
の

設
定

：
　

自
家

発
電

設
備

を
備

え
災

害
対

応
可

能
な

S
S
の

う
ち

、
十

分
な

燃
料

在
庫

の
確

保
対

策
を

実
施

し
て

い
る

S
S
の

比
率

　
　

　
現

状
：
９

％
（
令

和
元

年
度

：
7
7
2
箇

所
）

　
　

　
中

長
期

の
目

標
：
1
0
％

（
令

和
７

年
度

：
約

1
,6

6
0
箇

所
）

件
7
4
8

2
0
1
9

8
5
0

1
6
6
0

6
9

L
P

ガ
ス

充
填

所
の

災
害

対
応

能
力

強
化

対
策

【
経

産
】
中

核
充

填
所

の
機

能
強

化
の

件
数

（
令

和
２

年
度

か
ら

開
始

）
　

中
長

期
の

目
標

：
6
8
件

（
令

和
７

年
度

）
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

目
標

の
引

き
上

げ
：
5
4
件

　
→

　
6
8
件

（
令

和
７

年
度

）
件

1
5

2
0
2
1

1
6

6
8

7
0
-
1

水
道

施
設

（
浄

水
場

等
）
の

耐
災

害
性

強
化

対
策

【
厚

労
】
2
,0

0
0
戸

以
上

の
給

水
を

受
け

持
つ

な
ど

影
響

が
大

き
い

浄
水

場
の

停
電

対
策

実
施

率
　

現
状

：
6
7
.7

％
（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
7
7
％

（
令

和
７

年
度

）
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

目
標

の
引

き
上

げ
：
7
3
％

　
→

　
7
7
％

（
令

和
７

年
度

）
％

6
7
.7

2
0
1
9

7
7

7
0
-
1

水
道

施
設

（
浄

水
場

等
）
の

耐
災

害
性

強
化

対
策

【
厚

労
】
2
,0

0
0
戸

以
上

の
給

水
を

受
け

持
つ

な
ど

影
響

が
大

き
い

浄
水

場
で

土
砂

警
戒

区
域

内
に

あ
る

施
設

の
土

砂
災

害
対

策
実

施
率

　
現

状
：
4
2
.6

％
（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
4
8
％

（
令

和
７

年
度

）
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

目
標

の
引

き
上

げ
：
4
3
％

　
→

　
4
8
％

（
令

和
７

年
度

）

％
4
2
.6

2
0
1
9

4
8

7
0
-
1

水
道

施
設

（
浄

水
場

等
）
の

耐
災

害
性

強
化

対
策

【
厚

労
】
2
,0

0
0
戸

以
上

の
給

水
を

受
け

持
つ

な
ど

影
響

が
大

き
い

浄
水

場
で

浸
水

想
定

区
域

内
に

あ
る

施
設

の
浸

水
災

害
対

策
実

施
率

　
現

状
：
3
7
.2

％
（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
5
9
％

（
令

和
７

年
度

）
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

目
標

の
引

き
上

げ
：
5
5
％

　
→

　
5
9
％

（
令

和
７

年
度

）

％
3
7
.2

2
0
1
9

5
9

7
0
-
1

水
道

施
設

（
浄

水
場

等
）
の

耐
災

害
性

強
化

対
策

【
厚

労
】
浄

水
場

の
耐

震
化

率
　

現
状

：
3
0
.6

％
（
平

成
3
0
年

度
）
、

中
長

期
の

目
標

：
4
1
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
目

標
の

引
き

上
げ

：
3
1
％

　
→

　
4
1
％

（
令

和
７

年
度

）
％

3
0
.6

2
0
1
8

4
1

7
0
-
1

水
道

施
設

（
浄

水
場

等
）
の

耐
災

害
性

強
化

対
策

【
厚

労
】
配

水
場

の
耐

震
化

率
　

現
状

：
5
6
.9

％
（
平

成
3
0
年

度
）
、

中
長

期
の

目
標

：
7
0
％

（
令

和
７

年
度

）
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

目
標

の
引

き
上

げ
：
5
7
％

　
→

　
7
0
％

（
令

和
７

年
度

）
％

5
6
.9

2
0
1
8

7
0

7
0
-
2

上
水

道
管

路
の

耐
震

化
対

策
【
厚

労
】
上

水
道

の
基

幹
管

路
の

耐
震

適
合

率
　

現
状

：
4
0
.3

％
（
平

成
3
0
年

度
）
、

中
長

期
の

目
標

：
6
0
％

（
令

和
1
0
年

度
）

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
目

標
の

変
更

：
5
0
 ％

（
令

和
４

年
度

）
→

　
6
0
 ％

（
令

和
1
0
年

度
）

％
4
0
.3

2
0
1
8

6
0

7
1

工
業

用
水

道
の

施
設

に
関

す
る

耐
災

害
性

強
化

対
策

【
経

産
】

大
規

模
の

地
震

を
想

定
し

た
B

C
P

策
定

率
（
対

象
2
4
0
事

業
）

　
現

状
：
6
1
％

、
中

長
期

の
目

標
：
1
0
0
％

（
令

和
７

年
度

）
％

6
1

2
0
2
0

6
9

1
0
0

7
1

工
業

用
水

道
の

施
設

に
関

す
る

耐
災

害
性

強
化

対
策

【
経

産
】
工

業
用

水
道

の
基

幹
管

路
（
2
1
8
事

業
）
の

耐
震

化
適

合
率

　
現

状
：
4
4
％

、
中

長
期

の
目

標
：
1
0
0
%

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
2
8
年

度
　

→
　

令
和

2
4
年

度
％

4
6

2
0
2
0

4
7

6
0

7
1

工
業

用
水

道
の

施
設

に
関

す
る

耐
災

害
性

強
化

対
策

【
経

産
】
浸

水
想

定
な

ど
に

基
づ

き
浸

水
対

策
を

実
施

及
び

促
進

さ
せ

る
事

業
数

　
浸

水
害

を
想

定
し

た
B

C
P

策
定

率
（
対

象
1
1
2
事

業
）

　
現

状
：
3
5
％

、
中

長
期

の
目

標
：
1
0
0
％

（
令

和
７

年
度

）
％

3
5

2
0
2
0

4
3

1
0
0
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現
状

値
年

度
2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

5
か

年
完

了
時

の
達

成
目

標

対
策

名
中

長
期

の
目

標
対

策
期

間
に

お
け

る
進

捗
状

況
N

o
.

単
位

対
策

策
定

時
の

状
況

7
1

工
業

用
水

道
の

施
設

に
関

す
る

耐
災

害
性

強
化

対
策

【
経

産
】
B

C
P

等
と

連
携

し
た

対
策

実
施

率
（
対

象
1
1
2
事

業
）

　
現

状
：
1
2
％

、
中

長
期

の
目

標
：
1
0
0
％

（
令

和
７

年
度

）
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

目
標

の
引

き
上

げ
：
7
5
％

　
→

　
1
0
0
％

（
令

和
７

年
度

）
％

1
2

2
0
2
0

2
2

1
0
0

7
1

工
業

用
水

道
の

施
設

に
関

す
る

耐
災

害
性

強
化

対
策

【
経

産
】
長

期
の

停
電

を
想

定
し

た
上

で
の

電
源

確
保

対
策

を
実

施
及

び
促

進
さ

せ
る

事
業

数
B

C
P

等
と

連
携

し
た

対
策

実
施

率
（
対

象
2
1
5
事

業
）

　
現

状
：
3
5
％

、
中

長
期

の
目

標
：
1
0
0
％

（
令

和
７

年
度

）
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

目
標

の
引

き
上

げ
：
6
1
％

　
→

　
1
0
0
％

（
令

和
７

年
度

）

％
3
5

2
0
2
0

6
4

1
0
0

7
2

下
水

道
施

設
の

地
震

対
策

【
国

交
】
重

要
施

設
に

係
る

下
水

道
管

路
の

耐
震

化
率

（
耐

震
化

が
必

要
な

下
水

道
管

路
約

1
6
,0

0
0
km

）
　

現
状

：
約

5
2
％

（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
3
2
年

度
　

→
　

令
和

2
2
年

度

％
5
2

2
0
1
9

6
4

7
2

下
水

道
施

設
の

地
震

対
策

【
国

交
】
重

要
施

設
に

係
る

下
水

処
理

場
等

の
耐

震
化

率
（
耐

震
化

が
必

要
な

下
水

処
理

場
等

約
1
,5

0
0
箇

所
）

　
現

状
：
約

3
8
％

（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
3
2
年

度
　

→
　

令
和

2
2
年

度

％
3
8

2
0
1
9

5
4

7
3

浄
化

槽
に

関
す

る
対

策
【
環

境
】
浄

化
槽

整
備

区
域

内
の

浄
化

槽
人

口
普

及
率

（
対

象
人

口
1
,2

5
0
万

人
）

　
現

状
：
5
4
％

（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
7
6
％

（
令

和
７

年
度

）
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

目
標

の
変

更
：
7
0
％

（
令

和
４

年
度

）
→

　
7
6
％

（
令

和
７

年
度

）
％

5
4

2
0
1
9

7
6

7
4

卸
売

市
場

の
防

災
・
減

災
対

策

【
農

水
】
都

道
府

県
毎

の
主

要
な

卸
売

市
場

の
う

ち
、

4
0
年

程
度

大
規

模
な

改
修

等
を

実
施

し
て

い
な

い
老

朽
化

し
た

卸
売

市
場

２
か

所
を

対
象

と
し

て
、

想
定

さ
れ

る
災

害
発

生
リ

ス
ク

に
対

応
し

た
、

施
設

改
修

の
完

了
率

　
中

長
期

の
目

標
：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
3
年

度
　

→
　

令
和

７
年

度

％
0

2
0
2
0

0
1
0
0

7
5

園
芸

産
地

事
業

継
続

対
策

【
農

水
】
我

が
国

の
農

業
用

ハ
ウ

ス
4
2
,1

6
4
h
aの

う
ち

、
非

常
時

の
備

え
が

特
に

必
要

と
さ

れ
る

一
定

規
模

以
上

の
農

業
用

ハ
ウ

ス
約

1
8
,0

0
0
h
aで

、
対

策
が

実
施

さ
れ

た
面

積
　

中
長

期
の

目
標

：
約

1
8
,0

0
0
h
a

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

７
年

度

h
a

0
2
0
2
0

9
4
0
9

1
8
0
0
0

7
6

一
般

廃
棄

物
処

理
施

設
に

関
す

る
対

策

【
環

境
】
今

後
新

た
に

整
備

及
び

更
新

が
必

要
と

な
る

一
般

廃
棄

物
処

理
施

設
（
1
8
3
施

設
）
の

う
ち

、
整

備
及

び
更

新
を

実
施

す
る

施
設

数
　

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

（
令

和
７

年
度

）
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

目
標

の
引

き
上

げ
：
8
2
％

　
→

　
1
0
0
％

（
令

和
７

年
度

）

％
0

2
0
2
0

1
6

1
0
0

7
7

海
岸

漂
着

物
等

に
関

す
る

対
策

【
環

境
】
沿

岸
に

面
し

て
い

る
3
9
都

道
府

県
に

新
た

に
漂

流
・
漂

着
し

た
ご

み
の

回
収

・
処

理
に

つ
い

て
、

事
態

が
発

生
し

た
当

該
年

度
中

に
回

収
・
処

理
事

業
を

実
施

す
る

都
道

府
県

の
割

合
　

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

（
令

和
７

年
度

ま
で

）
％

1
0
0

2
0
2
1

9
7

1
0
0

7
8

大
学

・
高

専
の

練
習

船
を

活
用

し
た

災
害

支
援

対
策

【
文

科
】
災

害
支

援
機

能
の

強
化

の
た

め
緊

急
的

に
着

手
す

べ
き

練
習

船
の

う
ち

、
代

船
の

建
造

が
完

了
し

た
船

舶
数

　
中

長
期

の
目

標
：
６

隻
（
令

和
８

年
度

以
降

）
　

本
対

策
に

よ
る

新
た

な
達

成
目

標
の

設
定

：
５

隻
（
令

和
７

年
度

）

隻
0

2
0
2
0

0
5

２
　

予
防

保
全

型
イ

ン
フ

ラ
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
へ

の
転

換
に

向
け

た
老

朽
化

対
策

7
9
-
1

河
川

管
理

施
設

の
老

朽
化

対
策

【
国

交
】
河

川
管

理
施

設
（
堤

防
約

1
4
,0

0
0
km

、
樋

門
・
樋

管
、

水
門

、
排

水
機

場
約

9
,0

0
0
施

設
等

）
の

う
ち

、
予

防
保

全
段

階
に

あ
る

施
設

の
解

消
率

　
現

状
：
7
0
％

（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

り
、

推
進

可
能

と
な

る
。

％
7
0

2
0
2
0

7
9

8
6

7
9
-
2

河
川

管
理

施
設

の
高

度
化

・
効

率
化

対
策

【
国

交
】
老

朽
化

し
た

小
規

模
な

樋
門

等
（
約

4
,0

0
0
施

設
）
の

無
動

力
化

実
施

率
　

現
状

：
3
1
％

（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

り
、

推
進

可
能

と
な

る
。

％
3
1

2
0
2
0

3
8

4
1

8
0
-
1

ダ
ム

管
理

施
設

の
老

朽
化

対
策

【
国

交
】
建

設
後

3
0
年

以
上

が
経

過
し

た
約

3
0
0
ダ

ム
を

対
象

と
し

て
、

老
朽

化
し

た
ダ

ム
管

理
施

設
の

解
消

率
　

現
状

：
8
2
％

（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

り
、

推
進

可
能

と
な

る
。

％
8
2

2
0
1
9

9
6

8
0
-
2

ダ
ム

管
理

施
設

の
堆

砂
対

策
【
国

交
】
堆

砂
対

策
が

必
要

な
ダ

ム
（
約

1
3
0
ダ

ム
）
の

解
消

率
（
国

、
水

資
源

機
構

管
理

ダ
ム

）
　

現
状

：
6
4
％

（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

り
、

推
進

可
能

と
な

る
。

％
6
4

2
0
1
9

8
0
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現
状

値
年

度
2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

5
か

年
完

了
時

の
達

成
目

標

対
策

名
中

長
期

の
目

標
対

策
期

間
に

お
け

る
進

捗
状

況
N

o
.

単
位

対
策

策
定

時
の

状
況

8
0
-
2

ダ
ム

管
理

施
設

の
堆

砂
対

策
【
国

交
】
恒

久
的

堆
砂

対
策

が
必

要
な

ダ
ム

（
約

7
0
ダ

ム
）
の

解
消

率
（
都

道
府

県
管

理
ダ

ム
）

　
現

状
：
6
7
％

（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

り
、

推
進

可
能

と
な

る
。

％
6
7

2
0
1
9

8
1

8
1

砂
防

関
係

施
設

の
長

寿
命

化
対

策

【
国

交
】
砂

防
関

係
施

設
（
約

9
6
,0

0
0
基

・
箇

所
）
の

う
ち

、
健

全
度

評
価

に
お

い
て

要
対

策
（
C

）
と

判
定

さ
れ

た
砂

防
関

係
施

設
の

解
消

率
　

現
状

：
9
1
.7

％
（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

り
、

推
進

可
能

と
な

る
。

％
9
1
.7

2
0
2
0

9
1
.7

9
2
.4

8
2

海
岸

保
全

施
設

の
老

朽
化

対
策

【
農

水
・
国

交
】
事

後
保

全
段

階
の

海
岸

堤
防

等
（
延

長
約

7
,1

0
0
km

）
の

修
繕

・
更

新
率

　
現

状
：
8
4
％

（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

（
令

和
2
3
年

度
）

　
本

対
策

に
よ

り
、

推
進

可
能

と
な

る
。

％
8
4

2
0
1
9

8
6

8
7

8
3

下
水

道
施

設
の

老
朽

化
対

策

【
国

交
】
計

画
的

な
点

検
調

査
を

行
っ

た
下

水
道

管
路

で
、

緊
急

度
Ⅰ

判
定

と
な

っ
た

管
路

（
令

和
元

年
度

時
点

：
約

4
0
0
km

）
の

う
ち

、
対

策
を

完
了

し
た

延
長

の
割

合
　

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
８

年
度

　
→

　
令

和
７

年
度

％
0

2
0
1
9

1
0
0

8
4

道
路

施
設

の
老

朽
化

対
策

【
国

交
】
地

方
公

共
団

体
が

管
理

す
る

道
路

の
緊

急
又

は
早

期
に

対
策

を
講

ず
べ

き
橋

梁
の

修
繕

措
置

率
　

現
状

：
約

3
4
％

（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
4
3
年

度
　

→
　

令
和

3
5
年

度

％
3
4

2
0
1
9

7
3

8
4

道
路

施
設

の
老

朽
化

対
策

【
国

交
】
防

災
上

重
要

な
道

路
に

お
け

る
舗

装
の

修
繕

措
置

率
（
路

盤
以

下
が

損
傷

し
て

い
る

舗
装

（
令

和
元

年
度

時
点

：
約

2
,7

0
0
km

）
を

対
象

）
　

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
3
9
年

度
　

→
　

令
和

７
年

度

％
0

2
0
1
9

4
5

1
0
0

8
5

都
市

公
園

の
老

朽
化

対
策

【
国

交
】
イ

ン
フ

ラ
長

寿
命

化
計

画
を

策
定

済
み

の
都

市
公

園
（
令

和
元

年
度

時
点

：
約

6
6
,0

0
0
公

園
）
の

う
ち

、
緊

急
度

の
高

い
老

朽
化

し
た

公
園

施
設

の
改

修
等

の
対

策
を

実
施

で
き

て
い

る
都

市
公

園
の

割
合

　
現

状
：
3
1
％

（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

９
年

度

％
3
1

2
0
1
9

8
0

8
6

老
朽

化
し

た
公

営
住

宅
の

建
替

に
よ

る
防

災
・
減

災
対

策

【
国

交
】
特

に
老

朽
化

し
た

高
経

年
の

公
営

住
宅

の
更

新
の

進
捗

率
　

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
6
年

度
　

→
　

令
和

1
2
年

度
％

-
2
0
2
0

8
5

8
7

港
湾

に
お

け
る

老
朽

化
対

策

【
国

交
】
老

朽
化

し
た

港
湾

施
設

（
約

2
5
,0

0
0
施

設
）
の

う
ち

、
予

防
保

全
型

の
対

策
を

導
入

し
、

機
能

の
保

全
及

び
安

全
な

利
用

等
が

可
能

と
な

っ
た

割
合

　
現

状
：
8
3
％

（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
3
2
年

度
　

→
　

令
和

3
0
年

度

％
8
3

2
0
2
0

8
7

8
8

予
防

保
全

に
基

づ
い

た
鉄

道
施

設
の

老
朽

化
対

策

【
国

交
】
令

和
元

年
度

ま
で

の
施

設
検

査
の

結
果

、
耐

用
年

数
を

超
え

て
使

用
し

て
い

る
又

は
老

朽
化

が
認

め
ら

れ
る

よ
う

な
、

予
防

保
全

が
必

要
な

鉄
道

施
設

（
令

和
元

年
度

時
点

：
約

1
8
0
施

設
）
の

老
朽

化
対

策
の

完
了

率
　

現
状

：
1
4
％

（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
９

年
度

　
→

　
令

和
７

年
度

％
1
4

2
0
2
0

1
0
0

8
9

空
港

の
老

朽
化

対
策

【
国

交
】
施

設
の

老
朽

化
に

起
因

す
る

航
空

機
事

故
及

び
重

大
イ

ン
シ

デ
ン

ト
の

件
数

　
中

長
期

の
目

標
：
０

件
（
毎

年
度

）
　

本
対

策
に

よ
る

目
標

の
深

化
：

　
施

設
の

老
朽

化
に

起
因

す
る

航
空

機
事

故
に

加
え

重
大

イ
ン

シ
デ

ン
ト

の
件

数
を

毎
年

度
０

件
に

す
る

。

件
0

2
0
2
0

0
0

9
0

航
路

標
識

の
老

朽
化

等
対

策
【
国

交
】
老

朽
化

等
対

策
が

必
要

な
航

路
標

識
（
1
,1

3
9
箇

所
）
の

整
備

率
　

現
状

：
5
5
％

（
令

和
２

年
度

）
、

達
成

目
標

：
1
0
0
％

（
令

和
1
2
年

度
）

　
本

対
策

に
よ

る
令

和
７

年
度

の
目

標
の

引
き

上
げ

：
7
8
％

　
→

　
7
9
％

％
5
5

2
0
2
0

5
8

7
9

9
1

農
業

水
利

施
設

等
の

老
朽

化
、

豪
雨

・
地

震
対

策

【
農

水
】
更

新
が

早
期

に
必

要
と

判
明

し
て

い
る

基
幹

的
農

業
水

利
施

設
等

（
令

和
２

年
度

時
点

：
水

路
1
,2

0
0
km

、
機

場
等

約
2
6
0
か

所
等

）
に

お
け

る
対

策
着

手
の

達
成

率
　

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
９

年
度

　
→

　
令

和
７

年
度

％
0

2
0
2
0

2
0

1
0
0
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現
状

値
年

度
2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

5
か

年
完

了
時

の
達

成
目

標

対
策

名
中

長
期

の
目

標
対

策
期

間
に

お
け

る
進

捗
状

況
N

o
.

単
位

対
策

策
定

時
の

状
況

9
2

公
立

小
中

学
校

施
設

の
老

朽
化

対
策

【
文

科
】
築

4
5
年

以
上

の
公

立
小

中
学

校
施

設
に

お
け

る
未

改
修

の
施

設
の

う
ち

、
必

要
性

が
認

め
ら

れ
る

施
設

※
の

老
朽

化
対

策
実

施
率

　
中

長
期

の
目

標
：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

1
0
年

度
※

築
4
5
年

以
上

の
公

立
小

中
学

校
施

設
の

未
改

修
の

総
面

積
（
約

2
,6

0
0
万

㎡
）
の

う
ち

、
統

廃
合

等
さ

れ
る

面
積

を
減

じ
た

も
の

％
0

2
0
2
0

1
0
.3

6
6
.7

9
2

公
立

小
中

学
校

施
設

の
老

朽
化

対
策

【
文

科
】
全

国
の

公
立

小
中

学
校

（
約

2
.8

万
校

）
の

う
ち

、
吊

り
天

井
等

以
外

の
非

構
造

部
材

（
天

井
材

、
照

明
器

具
、

窓
ガ

ラ
ス

、
外

装
材

、
内

装
材

等
）
の

耐
震

対
策

実
施

率
　

現
状

：
4
8
.2

％
（
令

和
２

年
４

月
）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

1
0
年

度

％
4
8
.2

2
0
2
0

5
2
.1

7
0

9
3

国
立

大
学

施
設

等
の

老
朽

化
・
防

災
機

能
強

化
対

策

【
文

科
】
教

育
研

究
活

動
に

著
し

く
支

障
が

あ
る

国
立

大
学

法
人

等
施

設
（
ラ

イ
フ

ラ
イ

ン
を

含
む

）
の

老
朽

化
対

策
の

実
施

率
（
今

後
対

策
が

必
要

な
建

物
5
6
1
万

㎡
）

　
中

長
期

の
目

標
：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
7
年

度
　

→
　

令
和

1
4
年

度

％
0

2
0
2
0

4
5

9
3

国
立

大
学

施
設

等
の

老
朽

化
・
防

災
機

能
強

化
対

策

【
文

科
】
教

育
研

究
活

動
に

著
し

く
支

障
が

あ
る

国
立

大
学

法
人

等
施

設
（
ラ

イ
フ

ラ
イ

ン
を

含
む

）
の

老
朽

化
対

策
の

実
施

率
（
ラ

イ
フ

ラ
イ

ン
3
7
6
8
㎞

＋
5
9
6
2
台

の
対

策
実

施
割

合
）

　
中

長
期

の
目

標
：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
7
年

度
　

→
　

令
和

1
4
年

度

％
0

2
0
2
0

4
5

9
4

国
立

女
性

教
育

会
館

の
施

設
の

安
全

確
保

等
対

策

【
文

科
】
防

水
工

事
を

必
要

と
す

る
施

設
（
令

和
２

年
度

時
点

：
８

棟
）
の

整
備

率
　

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
６

年
度

　
→

　
令

和
５

年
度

％
0

2
0
2
0

1
0
0

1
0
0

9
5

放
送

大
学

学
園

の
施

設
整

備
に

関
す

る
対

策

【
文

科
】
放

送
大

学
学

園
の

早
急

に
改

修
を

行
う

必
要

が
あ

る
施

設
・
設

備
の

整
備

数
　

現
状

：
３

施
設

（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
施

設
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

年
次

の
前

倒
し

：
令

和
７

年
度

　
→

　
令

和
５

年
度

箇
所

0
2
0
1
9

3
1
3

9
6

日
本

芸
術

院
会

館
の

老
朽

化
・
修

繕
対

策

【
文

科
】
日

本
芸

術
院

の
早

急
に

改
修

を
行

う
必

要
が

あ
る

施
設

・
設

備
（
１

施
設

）
の

整
備

率
　

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

1
0
年

度
％

0
2
0
2
0

0
3
8

9
7

史
跡

名
勝

天
然

記
念

物
等

の
老

朽
化

対
策

【
文

科
】
入

場
者

数
が

多
く
、

ま
た

災
害

時
に

近
隣

に
被

害
を

及
ぼ

す
可

能
性

の
高

い
城

郭
等

の
整

備
周

期
　

現
状

：
4
5
年

、
中

長
期

の
目

標
：
3
0
年

　
本

対
策

に
よ

る
整

備
周

期
の

短
縮

：
4
5
年

　
→

　
3
0
年

年
4
5

2
0
2
0

3
5

3
0

9
8

国
立

研
究

開
発

法
人

施
設

等
の

イ
ン

フ
ラ

整
備

対
策

【
文

科
】
令

和
３

年
度

か
ら

令
和

７
年

度
末

ま
で

に
中

長
期

目
標

期
間

終
了

を
迎

え
る

各
国

立
研

究
開

発
法

人
（
８

法
人

）
の

中
長

期
計

画
に

お
け

る
、

法
人

施
設

・
設

備
の

整
備

計
画

と
な

る
「
施

設
及

び
設

備
に

関
す

る
事

項
」
に

お
い

て
、

当
該

計
画

に
お

け
る

所
期

の
目

標
を

達
成

し
て

い
る

と
認

め
ら

れ
る

割
合

　
中

長
期

の
目

標
：
 1

0
0
％

（
令

和
７

年
度

）
　

本
対

策
に

よ
り

、
中

長
期

目
標

期
間

中
に

顕
在

化
し

た
施

設
・
設

備
の

脆
弱

性
に

対
す

る
対

策
も

含
め

、
目

標
を

達
成

す
る

。

％
0

2
0
2
0

0
1
0
0

9
9

量
子

科
学

技
術

研
究

開
発

機
構

被
ば

く
医

療
共

同
研

究
施

設
改

修
対

策

【
国

交
】
被

ば
く
医

療
共

同
研

究
施

設
（
１

施
設

）
の

改
修

工
事

の
進

捗
率

　
中

長
期

の
目

標
：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
３

年
度

以
降

　
→

　
令

和
３

年
度

％
0

2
0
2
0

1
0
0

1
0
0

３
　

国
土

強
靱

化
に

関
す

る
施

策
を

効
率

的
に

進
め

る
た

め
の

デ
ジ

タ
ル

化
等

の
推

進

（
１

）
国

土
強

靱
化

に
関

す
る

施
策

の
デ

ジ
タ

ル
化

1
0
0

連
携

型
イ

ン
フ

ラ
デ

ー
タ

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

の
構

築
等

、
イ

ン
フ

ラ
維

持
管

理
に

関
す

る
対

策

【
内

閣
府

】
イ

ン
フ

ラ
分

野
で

の
連

携
型

イ
ン

フ
ラ

デ
ー

タ
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ
ー

ム
を

構
築

し
、

府
省

庁
及

び
主

要
な

自
治

体
・
民

間
企

業
と

の
連

携
及

び
他

分
野

と
の

デ
ー

タ
連

携
を

開
始

（
令

和
４

年
度

）
D

B
ま

た
は

P
F
数

0
2
0
2
0

4
1

1
0
1

河
川

、
砂

防
、

海
岸

分
野

に
お

け
る

施
設

維
持

管
理

、
操

作
の

高
度

化
対

策

【
国

交
】
排

水
機

場
等

の
遠

隔
化

実
施

率
　

現
状

：
3
3
％

（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

り
、

推
進

可
能

と
な

る
。

％
3
3

2
0
2
0

3
5

4
0

1
0
1

河
川

、
砂

防
、

海
岸

分
野

に
お

け
る

施
設

維
持

管
理

、
操

作
の

高
度

化
対

策

【
国

交
】
排

水
機

場
等

の
遠

隔
化

実
施

率
（
排

水
機

場
の

み
）

　
現

状
：
4
2
％

（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

り
、

推
進

可
能

と
な

る
。

％
4
2

2
0
2
0

4
5

1
0
0
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現
状

値
年

度
2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

5
か

年
完

了
時

の
達

成
目

標

対
策

名
中

長
期

の
目

標
対

策
期

間
に

お
け

る
進

捗
状

況
N

o
.

単
位

対
策

策
定

時
の

状
況

1
0
2

無
人

化
施

工
技

術
の

安
全

性
・
生

産
性

向
上

対
策

【
国

交
】
5
G

・
A

I等
を

用
い

た
自

律
制

御
・
走

行
技

術
を

搭
載

し
た

建
設

機
械

の
種

類
　

現
状

：
０

種
類

（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
４

種
類

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
目

標
の

引
き

上
げ

：
３

種
類

（
令

和
1
2
年

度
）
→

４
種

類
（
令

和
７

年
度

）
種

類
0

2
0
1
9

0
4

1
0
3

施
工

の
効

率
化

・
省

力
化

に
資

す
る

対
策

【
国

交
】
イ

ン
フ

ラ
構

造
物

に
つ

い
て

、
IC

T
を

活
用

し
た

出
来

形
管

理
基

準
の

策
定

数
　

現
状

：
０

基
準

（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
５

基
準

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
目

標
の

引
き

上
げ

：
３

基
準

　
→

　
５

基
準

（
令

和
５

年
度

）
基

準
0

2
0
1
9

2
5

1
0
4

IT
を

活
用

し
た

道
路

管
理

体
制

の
強

化
対

策

【
国

交
】
緊

急
輸

送
道

路
（
１

次
）
に

お
け

る
常

時
観

測
が

必
要

な
区

間
（
今

後
整

備
が

必
要

な
約

3
,0

0
0
区

間
）
の

C
C

T
V

カ
メ

ラ
の

設
置

率
　

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
3
2
年

度
　

→
　

令
和

2
2
年

度

％
0

2
0
1
9

9
5
0

1
0
5

港
湾

に
お

け
る

デ
ジ

タ
ル

化
に

関
す

る
対

策

【
国

交
】
港

湾
工

事
に

お
い

て
３

次
元

デ
ー

タ
を

活
用

し
、

工
事

の
効

率
化

を
図

っ
た

割
合

　
現

状
：
1
0
％

（
令

和
２

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
７

年
度

　
→

　
令

和
５

年
度

％
1
0

2
0
2
0

3
8

1
0
0

1
0
5

港
湾

に
お

け
る

デ
ジ

タ
ル

化
に

関
す

る
対

策

【
国

交
】
全

9
3
2
港

湾
の

う
ち

、
イ

ン
フ

ラ
情

報
を

デ
ジ

タ
ル

化
し

、
円

滑
な

デ
ー

タ
共

有
を

可
能

と
し

た
割

合
　

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
７

年
度

　
→

　
令

和
６

年
度

％
0

2
0
2
0

0
1
0
0

1
0
6

電
子

基
準

点
網

の
耐

災
害

性
強

化
対

策

【
国

交
】
電

子
基

準
点

網
の

耐
災

害
性

強
化

の
実

施
箇

所
数

※
　

中
長

期
の

目
標

：
延

べ
2
,0

0
0
件

程
度

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
3
0
年

度
　

→
　

令
和

７
年

度
※

令
和

元
年

房
総

半
島

台
風

及
び

東
日

本
台

風
を

踏
ま

え
、

新
た

に
７

日
間

の
停

電
対

応
等

を
可

能
と

す
る

も
の

。

件
0

2
0
1
9

0
2
0
0
0

1
0
7

地
図

情
報

等
の

整
備

に
よ

る
被

害
低

減
対

策

【
国

交
】
人

口
が

集
中

す
る

も
未

整
備

と
な

っ
て

い
る

地
域

に
お

け
る

地
形

分
類

情
報

の
整

備
面

積 　
中

長
期

の
目

標
：
1
2
,4

0
0
km

²
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

年
次

の
前

倒
し

：
令

和
1
5
年

度
　

→
　

令
和

７
年

度

km
2

0
2
0
2
0

1
0
2
5

1
2
4
0
0

1
0
8

国
土

強
靱

化
施

策
を

円
滑

に
進

め
る

た
め

の
イ

ン
フ

ラ
D

X
等

の
推

進
に

係
る

対
策

【
国

交
】
直

轄
土

木
工

事
に

お
け

る
IC

T
活

用
工

事
の

実
施

率
　

現
状

：
7
9
％

（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
8
8
％

（
令

和
７

年
度

）
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

目
標

の
引

き
上

げ
：
8
4
％

　
→

　
8
8
％

（
令

和
７

年
度

）
％

7
9

2
0
1
9

8
8

1
0
9

防
災

・
減

災
、

国
土

強
靱

化
を

担
う

建
設

業
の

担
い

手
確

保
等

に
関

す
る

対
策

【
国

交
】
国

・
都

道
府

県
・
市

町
村

に
お

け
る

建
設

キ
ャ

リ
ア

ア
ッ

プ
シ

ス
テ

ム
活

用
工

事
の

導
入

　
現

状
：
未

調
査

（
令

和
３

年
度

よ
り

調
査

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
７

年
度

　
→

　
令

和
７

年
度

ま
で

の
早

期
％

-
2
0
2
0

3
1
0
0

1
1
0

防
災

計
画

に
資

す
る

活
断

層
情

報
の

解
析

・
評

価
、

集
約

・
情

報
提

供
対

策

【
経

産
】
活

断
層

の
調

査
デ

ー
タ

の
取

得
数

　
中

長
期

の
目

標
：
1
4
断

層
（
令

和
７

年
度

）
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

目
標

の
引

き
上

げ
：
1
0
断

層
　

→
　

1
4
断

層
（
令

和
７

年
度

）
断

層
0

2
0
2
1

7
1
4

1
1
0

防
災

計
画

に
資

す
る

活
断

層
情

報
の

解
析

・
評

価
、

集
約

・
情

報
提

供
対

策

【
経

産
】
活

断
層

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

に
お

け
る

縮
尺

５
万

分
の

１
程

度
で

の
位

置
情

報
整

備
地

点
数

　
中

長
期

の
目

標
：
7
0
0
地

点
（
令

和
７

年
度

）
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

目
標

の
引

き
上

げ
：
5
0
0
地

点
　

→
　

7
0
0
地

点
（
令

和
７

年
度

）
地

点
0

2
0
2
1

2
0
4

7
0
0

1
1
1

防
災

計
画

に
資

す
る

火
山

情
報

の
解

析
・
評

価
、

集
約

・
情

報
提

供
対

策

【
経

産
】
噴

火
履

歴
を

解
明

し
た

火
山

地
質

図
、

噴
火

口
図

の
作

成
数

　
現

状
：
火

山
地

質
図

2
3
枚

、
　

中
長

期
の

目
標

：
火

山
地

質
図

2
8
枚

、
噴

火
口

図
２

火
山

（
令

和
７

年
度

）
　

本
対

策
に

よ
り

、
上

記
の

う
ち

、
噴

火
口

図
２

火
山

を
追

加
す

る
。

版
1
7

2
0
1
1

2
4

3
0
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現
状

値
年

度
2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

5
か

年
完

了
時

の
達

成
目

標

対
策

名
中

長
期

の
目

標
対

策
期

間
に

お
け

る
進

捗
状

況
N

o
.

単
位

対
策

策
定

時
の

状
況

（
２

）
災

害
関

連
情

報
の

予
測

、
収

集
・
集

積
・
伝

達
の

高
度

化

1
1
2

ス
ー

パ
ー

コ
ン

ピ
ュ

ー
タ

を
活

用
し

た
防

災
・
減

災
対

策

【
文

科
】
ス

ー
パ

ー
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
「
富

岳
」
の

開
発

の
進

捗
率

　
現

状
：
5
0
％

（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

（
令

和
３

年
度

）
※

防
災

・
減

災
対

策
へ

の
貢

献
は

、
今

後
予

定
し

て
い

る
ス

ー
パ

ー
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
「
富

岳
」
共

用
開

始
後

の
成

果
創

出
状

況
、

省
内

有
識

者
会

議
で

の
議

論
状

況
、

担
当

省
庁

と
の

連
携

状
況

等
に

よ
り

変
動

す
る

。

％
5
0

2
0
1
9

1
0
0

1
0
0

1
1
3

線
状

降
水

帯
の

予
測

精
度

向
上

等
の

防
災

気
象

情
報

の
高

度
化

対
策

【
国

交
】
線

状
降

水
帯

に
関

す
る

防
災

気
象

情
報

の
改

善
　

中
長

期
の

目
標

：
令

和
1
1
年

度
ま

で
に

半
日

前
か

ら
線

状
降

水
帯

に
よ

る
集

中
豪

雨
に

伴
う

危
険

度
の

分
布

情
報

の
提

供
を

行
う

。
　

本
対

策
に

よ
り

、
令

和
６

年
度

ま
で

に
集

中
豪

雨
に

対
す

る
気

象
予

測
精

度
を

向
上

さ
せ

て
、

半
日

前
か

ら
線

状
降

水
帯

等
に

よ
る

大
雨

に
伴

う
危

険
性

（
発

生
の

恐
れ

が
高

ま
っ

て
い

る
）
を

概
ね

県
単

位
で

国
民

向
け

に
呼

び
か

け
る

情
報

を
提

供
す

る
　

令
和

３
年

度
以

降
に

改
善

を
行

っ
た

件
数

：
６

件
（
令

和
1
1
年

度
）

件
0

2
0
2
0

1
4

1
1
4

高
精

度
予

測
情

報
等

を
通

じ
た

気
候

変
動

対
策

【
文

科
】
D

IA
S
の

利
用

者
数

（
ユ

ー
ザ

ー
登

録
数

）
　

現
状

：
6
,0

1
0
人

（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
,0

0
0
人

（
令

和
1
2
年

度
）

人
6
0
1
0

2
0
1
9

9
7
7
4

1
0
0
0
0

1
1
4

高
精

度
予

測
情

報
等

を
通

じ
た

気
候

変
動

対
策

【
文

科
】
気

候
予

測
デ

ー
タ

の
高

精
度

化
　

気
候

変
動

適
応

策
等

の
エ

ビ
デ

ン
ス

と
な

る
気

候
予

測
デ

ー
タ

(現
在

５
km

メ
ッ

シ
ュ

)に
つ

い
て

、
日

本
全

国
２

km
メ

ッ
シ

ュ
の

デ
ー

タ
を

令
和

３
年

度
ま

で
に

創
出

―
0

2
0
2
0

1
1

1
1
5

河
川

、
砂

防
、

海
岸

分
野

に
お

け
る

防
災

情
報

等
の

高
度

化
対

策

【
国

交
】
１

級
水

系
お

よ
び

２
級

水
系

の
利

水
ダ

ム
（
9
0
0
ダ

ム
）
に

お
け

る
情

報
網

整
備

率
　

現
状

：
1
8
％

（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

（
令

和
７

年
度

）
　

本
対

策
に

よ
り

、
推

進
可

能
と

な
る

。
％

1
8

2
0
1
9

1
0
0

1
1
5

河
川

、
砂

防
、

海
岸

分
野

に
お

け
る

防
災

情
報

等
の

高
度

化
対

策

【
国

交
】
洪

水
予

報
河

川
及

び
水

位
周

知
河

川
以

外
の

河
川

で
、

円
滑

・
迅

速
な

避
難

確
保

等
を

図
る

必
要

の
あ

る
１

級
・
２

級
河

川
（
約

1
5
,0

0
0
河

川
）
の

う
ち

、
想

定
大

ク
ラ

ス
の

洪
水

が
発

生
し

た
場

合
に

浸
水

が
想

定
さ

れ
る

範
囲

等
の

水
害

リ
ス

ク
情

報
を

把
握

し
、

公
表

し
て

い
る

河
川

の
割

合
　

現
状

：
2
7
％

（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

（
令

和
７

年
度

）
　

本
対

策
に

よ
り

、
推

進
可

能
と

な
る

。

％
2
7

2
0
2
0

1
0
0

1
1
6

港
湾

に
お

け
る

災
害

情
報

収
集

等
に

関
す

る
対

策

【
国

交
】
災

害
監

視
シ

ス
テ

ム
を

緊
急

的
に

導
入

す
べ

き
港

湾
等

（
約

8
0
箇

所
）
に

お
い

て
、

遠
隔

か
つ

早
期

に
現

場
監

視
体

制
を

構
築

す
る

こ
と

に
よ

り
、

迅
速

な
復

旧
等

が
可

能
と

な
っ

た
割

合
　

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
9
年

度
　

→
　

令
和

1
4
年

度

％
0

2
0
2
0

5
1

8
8

1
1
7

港
湾

に
お

け
る

研
究

開
発

に
関

す
る

対
策

【
国

交
】
国

土
強

靱
化

の
た

め
、

高
度

な
実

証
実

験
に

基
づ

き
策

定
さ

れ
る

技
術

基
準

類
（
約

５
項

目
）
の

う
ち

、
策

定
さ

れ
た

も
の

の
割

合
　

中
長

期
の

目
標

：
1
0
0
％

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
6
年

度
　

→
　

令
和

1
0
年

度

％
0

2
0
2
0

0
4
0

1
1
8

地
震

・
津

波
に

対
す

る
防

災
気

象
情

報
の

高
度

化
対

策

【
国

交
】
地

震
・
津

波
に

対
す

る
防

災
気

象
情

報
の

的
確

な
提

供
　

中
長

期
の

目
標

：
地

震
発

生
か

ら
約

３
分

※
を

目
標

に
津

波
警

報
を

発
表

で
き

る
体

制
を

維
持

す
る

（
令

和
1
2
年

度
）

※
地

震
発

生
か

ら
津

波
警

報
及

び
津

波
注

意
報

発
表

ま
で

に
要

し
た

時
間

の
年

度
平

均
値

分
3

2
0
2
0

3
3

1
1
8

地
震

・
津

波
に

対
す

る
防

災
気

象
情

報
の

高
度

化
対

策

【
国

交
】
津

波
の

二
次

被
害

や
避

難
・
応

急
対

応
を

支
援

す
る

情
報

の
提

供
　

本
対

策
に

よ
り

、
ビ

ジ
ュ

ア
ル

化
し

た
津

波
到

達
予

想
時

刻
や

津
波

警
報

等
の

解
除

の
見

込
み

時
間

の
提

供
等

、
情

報
の

高
度

化
を

図
る

　
ビ

ジ
ュ

ア
ル

化
し

た
津

波
到

達
予

想
時

刻
、

及
び

、
津

波
警

報
等

の
解

除
の

見
込

み
時

間
の

提
供

を
、

2
0
2
2
年

度
以

降
、

2
0
2
5
年

度
ま

で
に

開
始

す
る

。

％
0

2
0
2
0

0
1
0
0

1
1
8

地
震

・
津

波
に

対
す

る
防

災
気

象
情

報
の

高
度

化
対

策

【
国

交
】
地

震
の

二
次

被
害

防
止

や
迅

速
な

救
助

活
動

を
支

援
す

る
情

報
の

提
供

　
中

長
期

の
目

標
：
緊

急
地

震
速

報
に

つ
い

て
現

状
の

予
測

精
度

を
維

持
す

る
（
令

和
1
2
年

度
）

　
よ

り
詳

細
に

解
析

し
た

推
計

震
度

分
布

図
の

提
供

を
、

2
0
2
2
年

度
以

降
、

2
0
2
5
年

度
ま

で
に

開
始

す
る

。

％
0

2
0
2
0

0
1
0
0
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現
状

値
年

度
2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

5
か

年
完

了
時

の
達

成
目

標

対
策

名
中

長
期

の
目

標
対

策
期

間
に

お
け

る
進

捗
状

況
N

o
.

単
位

対
策

策
定

時
の

状
況

1
1
9

火
山

噴
火

に
対

す
る

防
災

気
象

情
報

の
高

度
化

対
策

【
国

交
】
火

山
噴

火
に

対
す

る
防

災
気

象
情

報
の

迅
速

な
提

供
　

中
長

期
の

目
標

：
噴

火
の

兆
候

が
捉

え
ら

れ
た

場
合

は
事

前
に

噴
火

警
報

を
発

表
。

噴
火

の
兆

候
が

捉
え

ら
れ

ず
事

前
に

噴
火

警
報

を
発

表
で

き
な

か
っ

た
場

合
は

、
噴

火
発

生
か

ら
５

分
以

内
を

目
標

に
噴

火
速

報
を

発
表

で
き

る
体

制
を

維
持

す
る

※
と

と
も

に
、

噴
火

速
報

発
表

後
速

や
か

に
噴

火
警

報
の

発
表

を
行

う
。

（
令

和
1
2
年

度
）

※
５

分
以

内
に

発
表

し
た

事
例

の
割

合
９

割
を

維
持

％
9
0

2
0
1
5
-

2
0
2
0
年

度
の

平
均

値

5
0

9
0

1
2
0

地
震

津
波

火
山

観
測

網
に

関
す

る
対

策

【
文

科
】
地

震
津

波
火

山
観

測
網

の
更

新
　

現
状

：
7
0
％

更
新

済
み

（
令

和
元

年
度

）
、

中
長

期
の

目
標

：
未

更
新

の
旧

型
観

測
装

置
約

4
6
0

点
全

て
の

更
新

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
９

年
度

　
→

　
令

和
７

年
度

％
7
0

2
0
1
9

7
8

1
0
0

1
2
0

地
震

津
波

火
山

観
測

網
に

関
す

る
対

策

【
文

科
】
南

海
ト

ラ
フ

海
底

地
震

津
波

観
測

網
の

構
築

　
現

状
：
海

洋
調

査
等

を
実

施
し

た
（
令

和
元

年
度

）
、

　
中

長
期

の
目

標
：
高

知
県

沖
～

日
向

灘
の

海
域

に
ケ

ー
ブ

ル
式

海
底

地
震

・
津

波
観

測
網

（
約

4
0
点

の
観

測
点

）
の

構
築

及
び

気
象

庁
等

へ
の

デ
ー

タ
提

供
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

年
次

の
前

倒
し

：
令

和
７

年
度

以
降

　
→

　
令

和
７

年
度

観
測

シ
ス

テ
ム

の
構

築
数

0
2
0
1
9

0
1

1
2
1

国
立

大
学

等
の

先
端

研
究

基
盤

の
整

備
対

策

【
文

科
】
地

震
等

の
災

害
や

気
候

変
動

へ
の

対
応

、
医

療
等

の
国

民
生

活
を

支
え

る
研

究
・
情

報
イ

ン
フ

ラ
等

、
国

民
の

生
活

に
お

け
る

安
心

・
安

全
の

確
保

や
災

害
対

策
等

に
資

す
る

先
端

の
研

究
を

支
え

る
基

盤
と

な
る

先
端

研
究

設
備

等
の

整
備

目
標

件
数

　
中

長
期

の
目

標
：
1
0
件

　
本

対
策

に
よ

る
達

成
年

次
の

前
倒

し
：
令

和
1
2
年

度
　

→
　

令
和

７
年

度

件
0

2
0
2
0

1
1
0

1
2
2

被
害

状
況

等
の

把
握

及
び

共
有

の
た

め
の

対
策

【
総

務
】
消

防
庁

が
被

害
報

の
全

て
の

項
目

（
1
2
）
を

自
動

収
集

で
き

る
都

道
府

県
数

※
　

現
状

：
０

都
道

府
県

、
中

長
期

の
目

標
：
4
7
都

道
府

県
　

本
対

策
に

よ
る

達
成

年
次

の
前

倒
し

：
令

和
1
0
年

度
　

→
　

令
和

５
年

度
※

新
た

に
整

備
す

る
国

シ
ス

テ
ム

（
令

和
５

年
度

供
用

開
始

予
定

）
に

接
続

で
き

る
よ

う
に

都
道

府
県

防
災

情
報

シ
ス

テ
ム

を
改

修
し

た
都

道
府

県
数

都
道

府
県

0
2
0
2
0

0
4
7

1
2
3

防
災

チ
ャ

ッ
ト

ボ
ッ

ト
の

開
発

等
、

S
IP

 国
家

レ
ジ

リ
エ

ン
ス

に
関

す
る

対
策

【
科

技
】
S
IP

で
開

発
を

行
う

「
防

災
チ

ャ
ッ

ト
ボ

ッ
ト

」
の

実
装

自
治

体
数

　
中

長
期

の
目

標
：
1
0
自

治
体

（
令

和
３

年
度

）
、

2
0
自

治
体

（
令

和
４

年
度

）
、

　
1
0
0
自

治
体

（
令

和
５

年
度

）
令

和
５

年
度

以
降

も
更

な
る

多
数

の
自

治
体

に
実

装
を

進
め

、
よ

り
適

確
な

被
災

状
況

の
把

握
や

避
難

の
た

め
の

適
切

な
情

報
提

供
を

実
現

す
る

。

自
治

体
0

2
0
2
0

5
7

1
0
0
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